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概 要 

最終更新日 平成 27 年 8 月 24 日 

プログラム(又は施

策)名 エネルギーイノベーションプログラム／ロボット・新機械イノベーションプログラム  

プロジェクト名 社会課題対応センサーシステム開発

プロジェクト プロジェクト番号 P11006 

担当推進部/担当者 
機械システム部/奥谷英司(平成 23 年 3 月～平成 23 年 9 月) 
技術開発推進部/奥谷英司(平成 23 年 9 月～平成 26 年 3 月) 
ロボット・機械システム部/奥谷英司(平成 26 年 4 月～平成 27 年 8 月現在) 

０．事業の概要 

本事業では、センサネットワークに使用されるセンサデバイスの共通的な課題である、無線通信機

能、自立電源機能及び超低消費電力機能の搭載を実現する革新的センサの開発を行い、センサネッ

トワークの導入による、環境計測やエネルギー消費量等の把握(見える化)及びエネルギー消費量の

制御(最適化)により、低炭素社会の実現に寄与する。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

環境計測、農業、エネルギー、医療等の分野でユビキタスシステム、センサネットワークが導入さ

れ始めているが、予期されたほどの普及は見られていない。社会にセンサネットワークが普及しな

い理由として、以下が指摘されている。 
・現状では、センサの大きさ、設置面積等による設置箇所や設置個数の制約が大きい。 
・電源や通信を有線で配線すると、設置工事で大きな負担が必要となる。 
・また電池を内蔵して無線にする場合、現状のセンサや送信技術では電力消費が多く、電池交換等

のメンテナンスが必要である。 
したがって、センサネットワークの普及のカギとなるポイントは、センサの設置面積が小さく、セ

ンサネットワーク端末が無線通信機能を有し、低消費電力で、電池交換が不要もしくは圧倒的に少

ないこと、などがあげられる。 
Ⅱ．研究開発マネジメントについて 
                                                              

 

事業の目標 

研究開発項目① グリーンＭＥＭＳセンサの開発 
店舗、製造現場及びオフィスなどのアプリケーションでの共通的なセンシング機能として、その

使用状況から特別な追加工事等を伴うことなく設置可能であることが重要であり、それを踏まえた

以下のＭＥＭＳセンサ(検出部)の研究開発を行う。 
・電流・磁界センサ 
・塵埃量センサ(空調・換気制御に影響を与えるもの) 
・ガス濃度センサ(空調・換気制御に影響を与えるもの) 
・赤外線アレーセンサ 
・その他 
上記の研究開発により以下のセンサを開発する。 

・MEMS センサの大きさは、面積 2cm×5cm 以下 
・すべてのセンサについて、平均消費電力は 100μＷ以下 
 
研究開発項目② 無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発 
マイクロシステム集積化技術、超小型高効率自立電源、超低消費電力無線通信技術等の開発を行

い、無線通信機能を有する自立電源を搭載した超小型で超低消費電力なグリーンセンサ端末を開発

する。また、通信に使用する電波帯域において、従来よりも高い S/N 比で送受信が可能となる通信

技術を開発するとともに、多元接続に対しても受信ができる高性能受信機技術を開発する。 
上記の研究成果により、各種電子電気機器、空調機器、さらに製造装置や配電盤などに特別な追

加工事等を伴うことなく設置できる以下のグリーンセンサ端末を試作する。 
・MEMS センサからの信号を収集・処理する機能、及び計測データを無線で通信する機能を備え

た 3mm 角の端末本体部チップを開発 
・温度 5~35℃、室内照明下等、研究開発項目③の実証実験で設定する環境下で、グリーンセンサ

端末に必要な電力供給として、平均出力 150μＷ以上の電力供給が可能な発電・蓄電一体型デバイ

スを開発 
・MEMS センサ部、端末本体部チップ、発電・蓄電一体型デバイスを含めたグリーンセンサ端末

の大きさを、面積 2cm×5cm 以下で開発 
・少なくとも 300MHz 帯と 900MHz 帯の 2 つの周波数帯が同時受信可能であり、同時接続端末

1,000 以上、受信感度－130dBm 以下の受信機を開発 
 
研究開発項目③ グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 

(1) プロトタイプセンサ端末を活用したセンサネットワークシステムを試作し、店舗、製造現場

及びオフィスなどの実環境下を想定した検証実験を行って、グリーン MEMS センサ、グリーンセ

ンサ端末及びグリーンセンサネットワークシステムの詳細仕様の抽出を行う。 
(2) グリーンセンサ端末群と高性能受信機により、グリーンセンサネットワークシステムを構築

し、店舗、製造現場及びオフィスなどの実環境下で実証実験を行い実用に求められる機能を検証す

る。 
上記により、グリーン MEMS センサ、グリーンセンサ端末及び高感度受信機を用いたネット
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ワークシステムを構築するとともに、店舗、製造現場及びオフィス環境等に適用できるシステムを

開発する。 
 

事業の計画内容 

主な実施事項 H23fy H24fy H25fy H26fy  

①グリーン MEMS セン

サの開発 
 

    

②無線通信機能及び自立

電源機能を搭載したグ

リーンセンサ端末の開発 

 
    

③グリーンセンサネット

ワークシステムの構築と

実証実験 
 

 
    

④研究開発成果等の他分

野での先導的研究   
 

  

 
開発予算 
(会計・勘定別

に事業費の実

績 額 を 記

載 )(単位：百

万円) 
 
契約種類：共同
研究 (NEDO 負
担率 2/3) 

会計・勘定 H23fy H24fy H25fy H26fy 総額 
一般会計   894 593 1,487 
特別会計(需給) 730 894   1,624 

総予算額 730 894 894 593 3,111 

(委託) - - 223 - 223 

(共同研究) 
：負担率 2/3 730 894 671 593 2,888 

開発体制 

経産省担当原課 産業技術環境局研究開発課 

プロジェクトリーダー 技術研究組合 NMEMS 技術研究機構 グリーンセンサネットワーク研

究所 所長 前田龍太郎 

委託先 

技術研究組合 NMEMS 技術研究機構 
(組合員) 
1.株式会社アルバック、2.株式会社ＮＴＴデータ、3.オムロン株式会

社、4.オリンパス株式会社、5.住江織物株式会社、6.セイコーインスツ

ル株式会社、7.株式会社セブン-イレブン・ジャパン、8.ダイキン工業株

式会社、9.大日本印刷株式会社、10.高砂熱学工業株式会社、11.株式会

社デンソー、12.東京電力株式会社、13.株式会社東光高岳、14.日清紡

ホールディングス株式会社、15.株式会社日立製作所、16.横河電機株式

会社、17.ローム株式会社、18.独立行政法人産業技術総合研究所、19.一
般財団法人マイクロマシンセンター、20.国立大学法人東京工業大学 
(再委託先)国立大学法人東京大学、国立大学法人信州大学 

情勢変化への対

応 

研究開発項目①～③で得られた成果については低炭素社会の実現に寄与するばかりでなく、我が国

の喫緊の社会課題である社会インフラ、農業や健康医療分野等においても寄与できるものと考えら

れる。これらの成果等の応用も睨みつつ、前述の社会課題解決にセンサシステムが寄与し、しかも

広く普及されるためには、センサシステムに対する具体的な課題、必要とされる性能について先導

的な研究、調査が必要であり、「研究開発項目④研究開発成果等の他分野での先導的研究」を平成

25 年度に追加して実施した。 

  評価に関する事

項 

事前評価 22 年度実施 担当部 機械システム部 

事後評価 27 年度 事後評価実施 

Ⅲ．研究開発成果

について 

【事業全体】 
本事業は、「研究開発項目①グリーン MEMS センサの開発」、「研究開発項目②無線通信機能及び

自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発」、「研究開発項目③グリーンセンサネットワー

クシステムの構築と実証実験」で構成されており、いずれの研究開発項目についても、基本計画に

掲げた目標を達成した。そして、これらの目標を達成したことにより、無線通信機能、自立電源機

能及び超低消費電力機能を有する革新的センサを開発し、開発した革新的センサを用いたネット

ワークシステムを構築・実証し、事業全体の目標を達成した。 
 
【個別テーマ】 
研究開発項目① グリーン MEMS センサの開発 
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開発した全てのセンサにおいて目標を達成した。成果の詳細は以下の通り。 
(1)電流磁界センサ 
サイズが 1.5mm×0.6mm×0.5mm で 100pT から 1mT の磁界を検出可能な小型なセンサ部を用い

て、電流検出感度が 1mA から 500 A の幅広いレンジに対応した設計ができることを確認した。自

立電源と無線通信機能を搭載したサイズ 2cm×5cm、平均消費電力 65μW の電流・磁界センサ端末

の開発に成功し、実証実験により電流・磁界センサが実用レベルであることを示した。 
(2)塵埃センサ 
センササイズ 2cm×5cm×2cm にて動作を確認、トリガーセンサによるイベントドリブン駆動によ

り、平均消費電力 96μW を達成(1sec 動作、1024sec 間隔で試算)した。イベントドリブン駆動に対

応して空調の出力を変化させる時ステムを提案し、これにより、現在の空調制御システムと比較し

約 70%の出力削減が可能であることを試算により確認した。 
(3)CO２濃度センサ 
ガス吸着部のイオン液体の固体薄膜化, 電極部の小型化設計により, センササイズ 1cm×1cm を作

製可能とし, 端末サイズ 2cm×5ｃｍ以内を実現した。想定アプリケーションより 10 倍頻度が高い

計測(1 分毎に計測)においてもセンサの消費電力は約 40μW を確認した。 
(4)VOC 濃度センサ 
ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサモジュールと無線端末(産総研)と有機太陽電池ユニッ

ト(東工大，日清紡(株))を搭載した、サイズ 2cm x 5cm x 3cm，平均消費電力 36 Ｗで駆動するセン

サネットワーク用 VOC 濃度センサを実現した。 
(5)赤外線アレーセンサ 
ウェハレベル真空封止によりサーモパイル型赤外線センサ素子を小型・高感度化した。更に、レ

ンズ・センサチップ、および処理回路の積層により、サイズ 2cm×5cm を実現した。サーモパイル

赤外線センサ素子の高速応答化により、温度データ取得時間を短縮、更にモジュールの間欠動作・

可変フレームレート機能の搭載により、1 回/分測定にて平均消費電力 95uW を達成した。 
 
研究開発項目② 無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発 
全ての目標を達成した。成果の詳細は以下の通り。 

(1)超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発 
 室内照明下、平均出力 150μW 以上、端末サイズ 2×5cm 以下の発電・蓄電一体型電源モジュール

の開発として、室内照明に適した有機半導体と電荷輸送ロスの低減に有効なナノファイバー構造の

利用により室内の低照度環境下で 2×5cm のサイズで、150μW 以上の出力を達成した。また 
自立電源モジュールの 40℃、RH95％で 2 年以上の耐久性を確認し、実証環境下で 6 カ月以上の安

定に動作することを見出した(評価継続中)。 
(2)超小型高効率及び低照度環境向け自立電源システムの開発 

2cm×5cm の超小型高効率屋内用自立電源の開発として、500 ルクス下での自立電源の平均出力の

目標値を達成した(1.8V 出力型 166.1μW、3V 出力型 150.7μW)。さらに、スマートオフィス実証用

に自立電源駆動 GSN（グリーンセンサネットワーク）送信機/GCON 受信機(920MHz)を開発し、各

グリーンセンサ実証現場で、1.8V 出力型/3V 出力型自立電源、GSN 送信機/GCON 受信機の機能検

証と省エネ実証に貢献した。 
2cm×5cm 以下のフレキシブルクランプ式電流センサの開発として、400 巻き以上のフレキシブル

コイル構造を備えた、サイズ 2cm×5cm 以下のフィルム型(厚さ 100μm)フレキシブルクランプ式電

流センサの製造プロセスを開発し、実際のセンサ試作に成功した。センサを 15 程度接続して使用

することで 3V/30A を超える変換効率が得られることを確認した。 
(3)グリーンセンサ端末機能集積化および低消費電力無線通信技術の開発 

微小な環境発電エネルギーを高効率に利用する端末エネルギーマネジメントアルゴリズムをハー

ドウェア実装した端末用 LSI(1.2 x 3.0 mm)を開発し、自立電源の高効率化と端末起動時間の短縮効

果を確認した。低電力化により不足する精度を補償するデジタル補正アルゴリズムをハードウェア

実装した端末用 LSI(2.5 x 3.0mm)を開発し、低電力性能を確認した。ウェハレベルフレキシブル集

積化技術の開発実証として、信号処理･無線通信カスタム LSI、水晶振動子、R/C 部品を実装した

3mm 角の実装モジュールを開発し、市販部品と組み合わせてセンサ端末機能を実証した。低リー

ク大容量キャパシタ作製に向けた取り組みとして、センサ信号処理及び無線通信用 RF-IC に必要な

外付け受動部品(キャパシタ 11 個、およそ 1μF)を Si インターポーザー上に集積する技術を開発

し、端末本体チップの動作を実証した。これにより、従来の外付け受動部品の実装領域が不要とな

り、端末本体部チップを、3mm 角に小型化することに貢献した。また、高密度 Via キャパシタ形

成の為のエッチング技術として、従来加工法比で約 2 倍の高スループット化を達成し、デバイス製

造の低コスト化に貢献できるエッチングプロセス技術を開発した。さらに、この高密度 Via キャパ

シタを内蔵したシリコンインターポーザを開発し、RF-LSI や受動部品を実装・集積し無線機能の

ワンチップ化を実現した。超低消費電力無線通信技術の開発では、300MHz 帯用と、900MHz 帯用

の 2 つのアナログフロントエンド基板をデジタル処理基板に接続し、同時受信可能な受信機を開発

した。シミュレーションにより、1000 端末の場合には 20s 以上の間欠時間であれば 1%以下の電文

衝突確率で受信できることを明らかにした。開発した受信機から-130dBm の信号を受信できる仕様

を示し、理論的に開発した通信プロトコルを用い、1%以下のシンボル誤り率で-130dBm の信号が

受信できることを明らかにした。 
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(4)グリーンコンセントレータの開発 
グリーンコンセントレータ(GCON)の開発では、3G/LTE、WiFi、920・315MHｚの各無線ユニッ

トに対応したコンセントレータを開発した。また、データ受信に関しては内部テストにて 3000 個

までの内部データ処理が可能であることを確認した。全ての実証現場において GCON の有効性を

確認し、各省エネ実証の目標達成に貢献した。最長で約１年間にわたる実証実験を行い、クラウド

へのデータ送信率約 90％を達成した。 
 
研究開発項目③ グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 
全ての目標を達成した。成果の詳細は以下の通り。 

(1)スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発 
約 2,000 店舗に約 16,000 のセンサ端末を実装し、3 年間にわたりデータを収集した。約 30,000 の

端末を試作実装し、無線電流センサの製造・検査・メンテ等のフィージビリティを検証し、この結

果を基に具体的な仕様を抽出した。2014 年、1,860 店舗で 10%の省エネを実現した(2012 年比)。 
(2)スマートオフィスのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発 
中小オフィス用グリーンセンサネットワークシステムの開発では、単一種類センサ(赤外線ア

レーセンサ)で、複数設備(空調＋照明)/複数省エネ手法を運用できるシステムを開発した。複数オ

フィス［大阪、東京］にシステムを構築し、機能検証を行い、両物件とも、夏期/中間期/冬期の各

期間において 10％以上の省エネを達成した。大規模商業ビル用グリーンセンサネットワークシス

テムの開発では、3 種類の大規模商業ビルにグリーンセンサネットワークシステムを構築した。大

規模商業ビルに有効なセンサとして、電流、温湿度、CO2、赤外線アレーセンサを抽出し、要求仕

様や省エネ手法を整理し、オンラインリアルタイム表示の「室内環境の見える化システム」を開発

し、省エネ量の試算を行い、10％以上の省エネ効果を確認した。 
(3)スマートファクトリのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発 
自社工場および主要製造業種 9 業種 15 サイトにおいて実証を行い、安価で施工性の高い電流セ

ンサおよびネットワークシステムの開発(試作・I/F 開発等)を実施した。センサデータに基づく省エ

ネルギー(または電力ピーク抑制)シミュレーションのため、① センサデータに基づく生産工程の

稼働／非稼働(待機電力)自動判定プログラム、② 電力ピークシフトシミュレーションプログラム

を試作・構築した。これにより 10%以上／事業所の省エネ効果(電力ピーク抑制効果 10%以上／事

業所)を大きく上回ることを確認した。 
植物工場における実証実験として、対象をいちごの栽培室とし、高湿度環境で明暗期もある環境

において、開発した自立電源を搭載したセンサ端末を用いて、24 時間連続で安定動作可能なセン

サシステムを開発した。植物工場内にセンサ端末をきめ細かく設置することにより栽培区画毎の環

境情報を可視化し、栽培環境を均一化すると同時に過剰制御を改善した結果、約 12％の省エネ効

果を確認した。 
投稿論文 「査読付き」17 件、「その他」1 件 

特  許 「出願済」52 件(うち国際出願 11 件)、「登録」3 件、「実施」0 件 
特記事項：－ 

その他の外部発表 
(プレス発表等) 

「学会発表・講演」122 件、「プレス発表・新聞・雑誌への掲載」12 件、「シ

ンポジウム、展示会、成果報告会、その他」111 件 

Ⅳ．実用化・事業

化の見通しに

ついて 

基本計画において、事業終了後 3 年以内の実用化を目標としており、以下のとおり、目標を達成

できると見込まれる。 
＜実用化の現状＞ 
本事業においては、参画している企業は出口イメージを明確に持って参画しており、企業により

実用化予想時期は異なるが、早いものでは本事業の成果を活用した人感センサを 2015 年度上期か

ら主として実証実験を目的とした販売を開始している。また、ファクトリ実証用に試作した電流セ

ンサについては、2015 年度中の製品化を目指している。開発のマイルストーンも明確になってお

り、成果の実用化の可能性は高いと考える。 
＜効果検証及びコンソーシアム間の連携による実用化への期待＞ 
店舗環境については、コンビニエンスストア約 2,000 店舗にセンサネットワークを構築し 10％の

省エネ効果(この削減量は一般家庭約 8 千世帯の消費電力に相当)を実証した。また、工場・事業場

環境においては、9 事業種 15 事業所おいて省エネ効果及びピーク抑制効果を実証し、ビジネス化

に向けたセンサコスト低減の可能性及びセンサの顧客受容性等を確認した。さらに、オフィス環境

においては、フロア全体の温度分布・人位置の見える化に基づく省エネ指示(空調・換気・窓開閉)
により、10％以上の省エネ効果が得られることを実証し、市場ニーズの観点からセンサ端末に求め

られるコストを整理した。これらを通じて、事業実施期間内に、プロジェクトに参画しているセン

サメーカ、インテグレータ、ユーザまでの企業が共にプロトタイプセンサを設計・試作、センサ

ネットワークを構築・実証し、実用に求められる機能を検証できたことで、より速やかに成果の実

用化・製品化が可能となった。各企業内での実用化とともに、必要なテーマについては NEDO の

実用化を促進する制度を活用して社会実装につなげてゆくことも検討している。 
＜オープンな枠組み＞ 
また、GSN（グリーンセンサネットワーク）システムを実用化・社会実装可能にするために、自

立電源で駆動するセンサ端末およびそれを用いたネットワークシステム、端末-受信機間の低消費

電力無線方式の特許網の構築を行った。この中で、自立電源端末のネットワーク化の鍵を握るセン
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サネットワークシステムの特許 1 件は、国内登録を完了し(外国出願中)、その他センサ端末の特許

2 件も国内登録を完了した。これらの特許は、組合知財規定の「成果の利用・普及に関する指針」

の中で、組合員以外の第 3 者に対しても実施許諾できる、オープンな枠組みを設定した。今年中に

組合(組合員：33 社、1 大学、1 国立研究開発法人、1 団体)のホームページによる GSN プロジェク

トの成果である特許権の情報提供及び特許権の利用を希望する第三者からの問合せへの窓口構築を

行う予定である。さらに、組合員である一般財団法人マイクロマシンセンターの MEMS 協議会の

下に、MEMS 関連企業・組合参画企業・産総研を主要メンバーとする「スマートセンシング＆

ネットワーク研究会」を発足させ、プラットフォーム特許の普及促進を図っていくこととした。 
＜波及効果＞ 
本事業でセンサネットワークを実際に構築し、様々な環境における省エネ効果を実証できたこと

によって、センサネットワークによる他分野への効果の期待が高まり、2014 年度から的確にイン

フラの状態を把握できるモニタリングシステムの開発が「インフラ維持管理・更新等の社会課題対

応システム開発プロジェクト」の中で開始された。また、このプロジェクトにおいては、本事業で

得られた低消費電力の通信方式や低消費電力 LSI 等のプラットフォームにおける技術等の成果も活

用でき、本事業による技術的、社会的な波及効果は大きいと考える。 
 

 
Ⅴ．基本計画に関

する事項 
 

作成時期 平成 23 年 3 月 作成 

変更履歴 平成 25 年 3 月 改訂(一般勘定への変更に伴う根拠法の変更、プロジェクト名称の変

更、研究開発項目④の追加による変更) 

 



 

ix 

プロジェクト用語集 
（一般では分からない専門用語とその説明を記入。五十音順） 

■①-(1) 電流・磁界センサの開発 
磁気コア フェライト磁性体のような透磁率の高い物質からなるリング状の

ものを指す。電流センサにおいては、リング状の中心を貫くよう

に被測定電線が設置され、電流から発生する磁束を集めるために

使用される。 
CT 型電流センサ 
 

変流器（Current Transformer）の原理を用いた電流センサを指す。

磁気コアとそれに巻かれたコイルからなる。電流測定時には、被

測定電線が磁気コアの中心を貫くように設置され、被測定電線に

流れる電流から発生する磁界をコイルによって電気信号に変換す

る。 
磁気抵抗効果 磁界の印加により、物質の電気的抵抗が変化する現象を指す。 
■①-(2) 塵埃量センサの開発 
塵埃 ちりやほこりのこと。 

イベントドリブン ある特定のイベントが起こった際、そのイベントを検出しその時

だけセンサを動作させること、及びその技術。 

■①-(3) CO2濃度センサの開発 
イオン液体 イオンのみから構成される液体の総称。陽イオン(カチオン)と陰

イオン(アニオン)のみが, 存在し, 溶媒は存在しない。 

特徴としては, 蒸気圧がほとんどない, 不燃性(分解温度 200℃以

上のものが多い), 幅広い温度で液体状態, 導電性があるなどが

挙げられる。電池やキャパシタの電解質材料やめっき用途, 宇宙

開発などの潤滑油などへの応用が期待されている。 
CMOS 
 

 

 

 

Complementary Metal Oxide Semiconductor の略で, MOS 構造とい

われる金属と半導体の間に薄い酸化膜が挟まれた 2 種類のトラン

ジスタ(P 型, N 型)を組み合わせたこと。消費電力が少なく高速

に動作するため、半導体製品の多くに採用されている。 

また、そのような素子を組み合わせて製造された半導体チップや

半導体応用製品のいくつかを CMOS と略称することがある。有名

な例では CMOS イメージセンサーや、コンピュータの設定などを

記憶する不揮発メモリのことを CMOS と略すことがある。 

■①-(4) VOC 濃度センサの開発 
VOC 
 

Volatile organic compounds(揮発性有機化合物)の略称。トルエン、

オクタン、エタノールなどの有機溶剤の総称である。 
PVDF 
 

 

Polyvinylidene difluoride（ポリフッ化ビニリデン）の略称。圧電出

力定数（圧電効果により機械エネルギーを電気的エネルギー変換

する定数）が高いという特徴を有する圧電ポリマーである。 

■①-(5) 赤外線アレーセンサの開発 
赤外線 

アレーセンサ  

 

 

赤外線センサとは、赤外領域の光（赤外線）を受光し電気信号に

変換して出力するセンサである。対象物の温度を非接触で測定で

きることが特徴である。赤外線アレーセンサとは、受光素子を２

素子以上有する赤外線センサである。素子を複数有することによ

り、対象物の温度分布を検出することができる。  

サーモパイル型  

赤外線センサ  

対象物から放射される赤外線を受光した際に、入射エネルギー量

に応じた熱起電力を発生する赤外線センサである。エネルギー量

を計測するという性質を利用することで、温度を検出することが

可能である。  

■②-(1) 超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発 
バルクヘテロジャン

クション（BHJ） 

p 型半導体と n 型半導体の 2 種類の材料が接する界面の接触面積

を大きくとるために、2 種類の材料を混ぜ合わせブレンドして接

合したもの。2 種類の材料を溶解させた溶液の塗布により構築さ

れる。既存有機薄膜太陽電池の標準的な光電変換活性層の構造と

して広く用いられている。 
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HOMO/LUMO 
準位 

有機半導体のエネルギー準位。HOMO は電子によって占有されて

いる分子軌道のうち、最もエネルギーの高い軌道。LUMO は電子

によって占有されていない軌道のうち、最もエネルギーの低い軌

道をさす。分子の持つ HOMO と LUMO のエネルギー差が小さい

ほど、長波長光の吸収が可能になる。また、太陽電池の開放電圧

は p 型半導体の HOMO と n 型半導体の LUMO の差によって決ま

る。 

ナノファイバー 一般には直径 1～100nm、アスペクト比 100 以上の 1 次元形状の

ナノ構造体のこと。本研究開発では励起子の拡散長に対応する

20nm のサイズを持つ p 型半導体ナノファイバーを有機薄膜太陽

電池の光電変換活性層に導入することによって、電荷（ここでは

正孔）の効率的な伝導パスを形成し、電荷の再結合を抑制するこ

とによって出力の向上をはかる。 

分光感度曲線/スペク

トル 

外部量子効率（外部回路を流れる電子の数を入射した光子の数で

割って得られる値）を入射光の波長ごとに求めて描いたスペクト

ル曲線。フォトカウンターを用いて、波長ごとに入射光の強度を

実測しながら短絡電流密度を測定する。 

スピンコート法 基板上に塗布液を置き、高速回転させることによって遠心力で薄

膜を作製する製膜法 

バッファ層 光電変換活性層と電極の間に置く層。正孔輸送・電子ブロックあ

るいは電子輸送・正孔ブロックの役割を果たす。 

スマートテキスタイ

ル/ファブリックス 

周囲の環境の変化に対し、形状や性質を変化させる機能や、情報

伝達やエネルギーを発生させる機能を備えた布製品。 

■②-(2) 超小型高効率屋内用自立電源システムの開発 
DSC 色素増感型太陽電池（Dye-sensitized Solar Cell）の略称。 
EDLC 電気二重層キャパシタ（Electronic Double Layer Capacitor）の略

称。 

DC/DC コンバータ 直流-直流変換器で供給電圧を使用電圧に変換するデバイス。 

昇圧型と降圧型がある。 

■②-(3) フレキシブルクランプセンサの開発 
Current 
Transformer (CT) 
 
 

磁気コアに巻かれた巻数 n の二次巻線と、貫通電流の間に、n:1
の変流比となる二次電流が発生する原理を用いた電流センサ方

式。出力電流を負荷抵抗に流すことで電圧信号に変換できる。測

定する電線が貫通するように、電線の周りにクランプさせるだけ

で電子回路に直接インターフェース可能な電流情報を得られるた

め、安全性・汎用性の高いシステムが構築できる。 
スクリーン印刷 
 

合成繊維や金属繊維で織った網目状のメッシュを用いたスクリー

ンマスクで印刷する技法。インクを通過させない箇所をマスキン

グすることで印刷パターンを形成したスクリーンマスクを印刷対

象物に近接させ、スクリーンマスク上にインクを置き、スキージ

を強く押し当てながら一定の方向に動かすことでインクがスク

リーンマスクを通して印刷対象物へ押し出されて印刷される。 
■②-(4) グリーンセンサ端末・システム超低消費電力化技術の開発 
ADC Analog-to-Digital Converter の略で、アナログ信号の電圧をデジタ

ル信号の値に変換する回路である。 

■②-(5) グリーンセンサ端末機能集積化技術の開発 
インターポーザ 配線端子ピッチが異なる半導体/MEMS チップとメイン基板の間

を中継する配線部材を有する実装基板の一種。特に、Si インター

ポーザは配線を作り込んだ Si チップで、チップ上に複数の半導

体/MEMS 部品を実装する場合に有効な実装部品である。ワイ

ヤーボンディングによる配線接続工程を省き、さらに、配線長や

配線幅を小さくできるため、配線の寄生容量や配線長のバラつき

などの低減に効果的である。 
TSV 半導体/MEMS の実装技術のひとつで、Si チップの内部を垂直に
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(Through Silicon Via) 貫通する電極を意味する。複数のチップを積ねて 1 つのパッケー

ジに実装する場合に、従来ではワイヤーボンディングで行なわれ

ている上下のチップ同士の接続をこの貫通電極で行なう。 
ボッシュ法、深掘技

術 
独 BOSCH 社で開発されたドライエッチング方法。SF6 と C4F8
という反応性ガスを交互に流しプラズマ化する方法で、C4F8 が

流れているときはプラズマ重合で有機物が堆積し、側壁が保護膜

でコーティングされる。SF6 が流れているときは底面の保護膜が

削られて Si が露出し、F ラジカルで Si がエッチングされる。こ

れらのサイクルを高速に繰り返すことにより、Si に深掘溝を形成

する MEMS プロセスではよく使われるドライエッチング方法で

ある。 
アスペクト比 

 

矩形における長辺と短辺の比率。筒状の配線を形成する場合、筒

の直径が 10um、筒の長さが 100um とするとアスペクト比計算

は、100um÷10um=10 で、アスペクト比「10」となる。 
WLP 
（ Wafer Level 
Package） 
 

ウェハレベルパッケージ(Wafer Level Package)の略語。半導体

/MEMS 部品のパッケージ方式のひとつで、半導体/MEMS の

ウェハプロセス完成後のウェハ状態のまま、ボンディング・ワイ

ヤーによる内部配線を行なわず、個別のウェハやチップ部品を接

合することによりパッケージ化する低コストで小型化に有効な集

積化実装方法である。 
C2W 接合 
（ Chip to  Wafer 接

合） 

チップツーウェハ接合(Chip to Wafer 接合)の略語。ウェハに

チップ部品を接合するウェハレベルパッケージの一手法である。 

超臨界成膜技術 通常の大気中では期待として存在する二酸化炭素(CO2)などを一

定以上の温度と高圧に保持すると表面張力がない流体に変化す

る。その状態を超臨界状態と呼ぶ。表面張力がないため、半導体

/MEMS 微細パターンの低ダメージ洗浄工程に使われている。本

技術は成膜工程にも適用が可能で、アスペクト比の大きい穴など

の微細構造に入り込みやすく均質な膜を形成するのに有効な技術

である。 
0 次反応 

 

 

 

 

化学反応速度は反応種濃度の累乗に比例し、その累乗数が「0」
の時、反応は「0 次反応」と分類する。0 次反応では、反応速度

は反応種濃度に依存しない。 
高アスペクト比構造への成膜においては、基本的に反応種（原

料）濃度は構造の深さ方向に沿って減少する。しかし反応が 0 次

である場合、反応速度は濃度に依存しないため、深さに対する速

度変動は小さい。結果、0 次反応を利用するプロセスは、高アス

ペクト比構造に均一な成膜が実現できる。 
Langmuir-Hinshelwood
型 

流体中に存在する物質（e.g.反応種）の濃度とそれが表面（e.g.基
板）に吸着する濃度には一定の関係が成立する（ラングミュアの

関係）。反応速度と吸着中の物質の濃度の関係式が Langmuir-
Hinshelwood 型反応式である。 

アレニウス型 
(Arrhenius-type) 

温度での化学反応の速度は exp(-1/T)に比例し、温度が高くなると

反応速度が指数関数的に増加する。 

■②-(6) 低消費電力無線通信技術の開発 
マルチホップ通信 送信機から受信機にデータを送る際、いくつかの他の端末が中継

してデータを送信する通信。 

シンボル 

 

端末が送信する 1 つの物理量（例えば FSK であれば周波数）に何

ビットが含まれているかを示すもの。例えば 2 値変調の場合は 1
シンボル=1 ビットであり、4 値変調の場合は 1 シンボル=2 ビット

となる。 

多値化 1 シンボルに含まれるビット数が 2 以上であること。 

マルチパス 送信機から送信した電波が複数の経路で受信機まで届くこと。 

フェージング マルチパスにより、複数の位相や電力の異なる電波が受信アンテ
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 ナ部に到来する。その際、位相により受信電力が増減すること。 

■③-(1) スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステム

の開発 
コンビニエンス・ス

トア 

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会によれば、2015 年

4 月現在、国内に 52,417 店舗が営業している（前年同月比

4.5%）。このうち、国内最大のセブンイレブン・ジャパンは国内

に、17,636 店舗展開している（2015 年 4 月末）。総合資源エネル

ギー調査会・長期エネルギー需給見通し小委員会（第 8 回会合）

の資料によれば、2013 年の電力需要は 9666 億 kWh となってい

る。コンビニエンス・ストアの消費電力量を約 400kWh/日・店と

仮定すると、年間 146,000kWh となり、52,417 店舗で約 76.5 億

kWh の消費電力量となる。これにより、わが国の電力需要の約

1%をコンビニエンス・ストアが消費していると推定する。 
ローゼンフェルトの

法則 

年 2％のエネルギー効率を毎年達成すれば、全体のエネルギー消

費量は、X 年後に 0.98x-1 に減少する。X＝36 年を入れると全体の

エネルギー消費量は 0.493 と半減する。現在、世界で年 1%g の効

率化を実現しているので、新たに 1％のエネルギー削減を実現す

ることができれば、現状のエネルギー消費量を増やすことなく、

2050 年頃の人口を支えることができる。 
消費電力量 kWh 一定時間の電流と電圧、およびそれらの位相差を測り計算する。

本研究の消費電力量は、無線センサで電流のみを測定し、電圧は

100V または 200V の一定で、位相差 0（力率=1）として試算して

いる。このため、本研究での値はある程度の誤差を含んでいるこ

とになる。力率=1 と仮定しているので、実際の消費電力量よりは

大きな傾向にある。 
■③-(2) スマートオフィスのための（中小オフィス用）グリーンセンサ

ネットワークシステムの開発 
外気処理機 外気の熱負荷を処理する為の空調機のことをいう。空調利用時の

換気の際、外気を導入するが、そのままでは夏は暑く、冬は冷た

い空気を取り込むため、空調のシステムに大きな負荷となる。そ

こで、主の空調機が取り入れる前に、外気をある程度の状態まで

冷暖房や加湿などの処理を行うために用いられる。外調機ともい

う。 
外気冷房 外気温度が室温より低い（または冷房送風温度に近い）場合に、

外気を取り入れて冷房を行う方法。 

全熱交換式換気装置 吸湿材等を用いて、温湿度の高い空気と低い空気の間で全熱(温

度変化に必要な熱である「顕熱」と、状態変化（相変化）に必要

な熱である「潜熱」を合わせたもの)を交換させる装置。特に夏

期や冬期は、室内への導入外気と室内からの排気にかなりの温湿

度差があるため、この両方の空気の間で熱交換させると外気負荷

を減らしエアコンの容量、運転費を下げることができる。 

ビル用マルチエアコ

ン 

広範な建物用途に対応できる自由度の高い省エネルギー個別空調

システムとして開発されたエアコンシステムで、冷媒配管方式を

採用した空冷ヒートポンプ（空気中の熱を集めて移動させる技

術）エアコンをいう。1 台の室外機で、容量の異なる複数の室内

機を個別に運転できる点が特徴である。 

■③-(3) スマートオフィスのための（大規模商業ビル用）グリーンセンサ

ネットワークシステムの開発 

エネルギー管理指定

定工場 

 

 

 
 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（略称：省エネ法）に

より、年間のエネルギー使用量が原油換算で 3,000kL 以上の工

場・事業場は、第 1 種エネルギー管理指定工場、1,500kL 以上の

工場・事業場は、第 2 種エネルギー管理指定工場として国から指

定される。エネルギー管理指定工場では、エネルギー管理者もし

くはエネルギー管理員の選任や中長期計画書の提出等、省エネを
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推進するための措置が必要となる。年間のエネルギー使用量が

1,500kL 以上となる事業所の目安としては商業施設では延床面積

1.5～2 万㎡程度である。 
■③-(4) スマートファクトリのための（工場・事業場用）グリーンセンサ

ネットワークシステムの開発 
氷蓄熱システム 熱エネルギーを蓄えることを蓄熱と言うが、その中でも「氷蓄熱

システム」は蓄熱槽の中に氷を蓄えるシステムのこと指す。特に

電気料金が割安な夜間電力との組合せで利用されることが多く、

夜間に氷を製造・蓄熱し、冷房が必要な昼間に放熱させること

で、電力ピーク需要に合わせた空調システムを実現することがで

きる。 
モールド 型（金型など）を用いて、単独または複数の部材を成型(一体

化)すること。金属や樹脂等の成型では、動力や熱を利用する

ので、大きなエネルギーが必要となる。 

■③-(5) スマートファクトリのための（植物工場用）グリーンセンサ

ネットワークシステムの開発 

植物工場 施設内で植物の生育環境（光、温度、湿度、二酸化炭素濃度、養

分、水分等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、環境及び生

育のモニタリングを基礎として、高度な環境制御と生育予測を行

うことにより、野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽培施設 
サーキュレーター 室内の空気を循環させる装置。室内の上部の暖気を下方に、下部

の冷気を上方に循環させることによって室内の空気を一定に保

つ。 

電波干渉 2 つ以上の電波が同じ地点に到達して重なり、お互いに強めあっ

たり弱めあったりする現象。受信機は反射波と直接波の合成波を

受信するが、波の山と山が合成されれば電波は強くなり、山と谷

が合成されれば弱くなる。 

■その他用語 ネットワークシステム・省エネ関連 

ユビキタス ラテン語で、いたるところに存在する（遍在）という意味。イン

ターネットなどの情報ネットワークに、いつでも、どこからでも

アクセスできる環境を指し、ユビキタスが普及すると、場所にと

らわれない働き方や娯楽が実現出来るようになる。「ユビキタ

ス・コンピューティング」、「ユビキタス・ネットワーク社会」

のようにも使われる。 

BEMS 「Building Energy Management System」の略で、ビルエネル

ギー管理システムのことを指す。ビルの機器・設備等の運転管理

によってエネルギー消費量の削減を図るためのシステムのことで

ある。例えば、機器設備・配管等の温度・流量・圧力などのデー

タを収集して運転管理者に対して評価を表示させるなど、様々な

システムが存在する。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

1．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

1．1 NEDO が関与することの意義 
本研究開発は、新成長戦略(平成 22 年 6 月閣議決定)や、エネルギー基本計画(平成 22 年

6 月閣議決定)、Cool EartH－エネルギー革新技術計画(平成 20 年 3 月経済産業省)等の種々

の政策の中でその重要性・必要性について言及されおり、上記の政策等を踏まえて経済産

業省が策定した、MEMS 分野の技術戦略マップに位置づけられている。 

 

MEMS(Micro Electro MecHanical Systems:微小電気機械システム)とは､電気回路(情報処

理・制御部)と微細な機械構造(信号検出・駆動部)を一つの基板上に集積させたセンサやア

クチュエータなどのデバイス・システムのことであり、我が国の強みである半導体製造技

術やレーザー加工技術等の微細加工技術に代表されるナノテクノロジーや、各種材料技術

等を駆使して製造される｡MEMS の最大の特徴は、様々な機能を持ったデバイスの小型化

や集積化を実現している点にある。例えば、MEMS の代表格であるセンサは小さい方が望

ましく、微小化することで、軽量化、省スペース、高速化は当然ながら、物理量や化学量

を測る際、小さいほど測定対象に影響を与えにくく、ピンポイントで測定点の正確な情報

を感度良く得ることができる。また、MEMS は半導体製造技術を使って大量生産するため、

部品が小さくなるほど、同じ材料や手間でより多くのデバイスを製造することができ、資

源や消費エネルギーの節約につながり単位当たり製造コストが低減されるとともに、シリ

コン単結晶などの機械的特性に優れた材料を使用するため、製品の信頼性が向上する。さ

らに、異種のセンサや電子回路を集積化することで、単体では得られない機能や性能を高

いレベルで得ることができ、新しいシステムの創製につながる等、数々のメリットがある。

MEMS は情報通信､医療･バイオ､自動車・交通システム､ロボット､航空･宇宙､福祉など多

様な分野における小型･高精度で省エネルギー性に優れた高性能のキーデバイスとして期

待されている｡このため､基幹部品の高付加価値化による我が国製造業の国際競争力の強化

のみならず､新しい価値を生み出す革新的な MEMS の開発を通して新産業の創出を支える

観点からも重要な技術分野である｡ 

 

MEMS 技術は、自動車、各種製造機器、情報機器、通信機器、セキュリティなどの広範

囲な分野において、わが国の産業競争力強化に貢献しているところである(図 Ⅰ-1.1-1)。

その応用範囲は、2020 年には現状の機械・電子分野以外へもさらに拡大する見込みであり、

ネットワークや IT システムあるいは機器・装置に組み入れられることによって、利便性の

高い、社会的課題解決に資する“課題解決型 MEMS デバイス技術”を活用したセンサネット

ワークシステムが創出されることとなることが期待されている。ただし、これらのシステ

ムを社会実装していくことを考えると、社会課題解決のために、必要な技術を総合して開

発を行うとともに、実用化のための実証を含んだプロジェクトとして機器開発から社会実
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証までの幅広い連携が必要である。こうした事業については、民間のみでは資金面や各機

関の利害に課題があり、十分な研究開発が見込まれないため、本関連事業を NEDO が実施

することで、それらの課題を解決できると考えられ、これらの NEDO が関与する意義が高

い。 

 

インクジェット

プロジェクタ

デジカメ

スマートフォン

タブレット

カーナビ

アプリケーション

デバイス

9軸（加速度、ジャイロ、地磁気）センサ
RFデバイス（スイッチ、フィルタ、発振器)
マイクロフォン、AFアクチュエータ

技術

ジャイロセンサ

RFスイッチ

磁気センサ

ジャイロ、地磁気センサ
絶対圧センサ

車載

歩行者検知・姿勢制御、エアバッグ
起動、タイヤ圧モニタ等

インクジェットヘッド

デジタルミラーデバイス

赤外アレイセンサ

マイクロフォン

ガス流量センサ

圧力センサ

MEMSミラー

振動発電

Si発振器

社会インフラモニタリング
加速度センサ、振動発電

グリーンセンサネットワーク

電流磁界センサ、赤外アレイセンサ、
環境ガスセンサ、環境発電デバイス

健康モニタリング
血圧・脈波センサ
体温、体脂肪計測

加速度センサ

MEMS/半導体一体形成技術

MEMS/ﾅﾉ複合技術

MEMS/MEMS高集積化技術

Green Sensor Network Project
小型・省電力環境センサ技術

小型高集積無線センサ集積技術

高効率環境発電技術

Fine MEMS Project

BEANS Project
3次元ﾅﾉ構造形成ﾌﾟﾛｾｽ技術
バイオ・有機材料融合プロセス技術

マイクロ・ナノ構造大面積製造プロセス

 

図 Ⅰ-1.1-1 MEMS 技術からアプリケーションへの広がり 

出典：一般財団法人マイクロマシンセンター 

 
1．2 実施の効果 
センサネットワークソリューションについては、その産業的・社会的インパクトが喧伝

され、その研究開発が世界的な広がりを持って取り組まれているところであるが、社会へ

の本格的な導入には至っていない。本研究開発は、センサネットワークに使用されるセン

サデバイスの共通的な課題である、無線通信機能、自立電源機能及び超低消費電力機能等

を付与した革新的センサの開発は、主要各国と比べても技術的優位性を保ちうる先駆的な

取り組みであり、ユーザを含めそれぞれの得意分野を有する企業の英知を用いて、いち早

く成果を創出することで、我が国のセンサ及びセンサネットワーク産業の国際競争力の向

上が大いに期待される。 

これらの取り組みにより、開発した革新的センサを用いた統合的エネルギー制御システ

ムが構築され、エネルギー消費量の見える化・制御を行うことにより、10％以上の省エネ
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効果が見込まれる。この効果については、例えば、本プロジェクトにおいて、コンビニエ

ンスストア約2,000店舗にセンサネットワークを構築し、設備機器の状態・設置環境、

ウォークイン扉の開閉状況等を見える化・改善することで10％の省エネ効果が得られるこ

とを実証したが、この削減量は一般家庭約8千世帯の消費電力に相当する。また、本プロ

ジェクトの投入した4年間の実績額約30億円に対し、センサネットワークの国内関連市場

は、現状の市場で数百億円程度のところ、将来的には1兆2,000億円越(総務省にて試算)の創

出が見込まれる。 

 

2．事業の背景・目的・位置づけ 
本研究開発は、前述したとおり、種々の政策の中でその重要性・必要性について言及さ

れおり、これらの政策目標達成等を踏まえて経済産業省で策定された MEMS 分野の技術戦

略マップに位置付けられている。図Ⅰ-2-1 に示す MEMS 分野の技術戦略マップにおいて、

今後、センサネットワーク用センサデバイスなどに貢献する革新的 MEMS の開発が求めら

れている。また、本技術戦略マップでは、センサネットワークに焦点があてられ、社会課

題を解決する具体的なシステムを対象として、MEMS・センサ等デバイスの将来像を、図

Ⅰ-2-2 に示すエネルギー・マネジメント・システムをはじめとして、6 つの各分野におい

て横断的見地から整理し、代表的な技術、課題及び方向性をとりまとめ、全体システムの

イメージを掲示するとともにマップに展開されており、本研究開発の内容と合致している。 
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図 Ⅰ-2-1 MEMS 分野の技術戦略マップ(導入シナリオ) 

 
図 Ⅰ-2-2 MEMS 分野の技術戦略マップ(応用事例) 
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センサネットワーク技術により、人やモノの状況、その周辺環境等を認識し、利用者の

状況に即した様々なサービスを提供可能となると期待されている。しかしながら、環境計

測、農業、エネルギー、医療等の分野でセンサネットワークが導入され始めているが、予

期されたほどの普及は見られていない。社会にセンサネットワークが普及しない理由とし

ては、多くの課題があるが、特にセンサに焦点を当てると、以下が指摘されている。 

・現状では、センサの大きさ、設置面積等による設置箇所や設置個数の制約が大きい。 

・電源や通信を有線で配線すると、設置工事で大きな負担が必要となる。 

・また電池を内蔵して無線にする場合、現状のセンサや送信技術では電力消費が多く、電

池交換等のメンテナンスが必要である。 

したがって、センサネットワークの普及のカギとなるポイントは、センサの設置面積が

小さく、センサネットワーク端末が無線通信機能を有し、低消費電力で、電池交換が不要

もしくは圧倒的に少ないこと、などがあげられる。 

そこで本事業では、センサネットワークに使用されるセンサデバイスの共通的な課題で

ある、無線通信機能、自立電源機能及び超低消費電力機能の搭載を実現する革新的センサ

の開発を行い、センサネットワークの導入による、環境計測やエネルギー消費量等の把握

(見える化)及びエネルギー消費量の制御(最適化)により、低炭素社会の実現に寄与すること

を目的とした。 

また、先に述べたように、本研究開発は主要各国と比べても技術的優位性を保ちうる先

駆的な取り組みである。しかし、既存センサの種類別にみると、欧米メーカに大半を占め

られているものもあるうえ、アジア勢もシェアを伸ばしており、世界で激しい技術開発競

争が行われているところである。したがって、ユーザを含めそれぞれの得意分野を有する

企業の英知を用いて、いち早く成果を創出することで国際競争力強化に資することが出来

ると考えられる。 

 

センサ市場の現状については、図Ⅰ-2-3 に示すように、世界のセンサの需要額は 2011 年

に約 1 兆 8,000 億円と推計されており、2020 年には約 5 兆 9,000 億円規模になると予想さ

れている。そして、日系企業のセンサの出荷額は、2011 年に約 8,800 億円と推計されてお

り、日本は、センサの市場においては、世界トップクラスのシェアを占めていることが分

かる。 

一方、センサネットワークソリューションの国内関連市場については、図Ⅰ-2-4 に示す

ように、2010 年に 1 兆 2,389 億円になると予測されていたが、2010 年に百数十億円(推定)

となっており、期待されたほどセンサネットワークは普及していない。ただし、前述した

ように、センサを手軽に配置できないという課題を解決することで、上記で期待された潜

在的な市場を創出できると考える。 
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図Ⅰ-2-3 センサ市場の現状 

出典：「JEITA センサ・グローバル状況調査」のデータをもとに NEDO で作成 

 

アプリケーション別の将来予測

出典：総務省「ユビキタスセンサーネットワークの実
現に向けて」最終報告（２００４年）

センサネットビジネス主要27社・団体へのインタビューから「当該売上
規模」（出典：ＥＳＰ総研「2010年センサネットビジネス白書」）  

図Ⅰ-2-4 センサネットワークソリューションの現状 

 
これらのことから、これから大きくなってゆくと考えられるセンサネットワークの市場

に対し、先進的なセンサ開発に強みのある日本は、大きなアドバンテージがあると考えら

れる。 

さらに、センサの小型化・低コスト化には MEMS 技術の活用が期待されている。MSMS

関連市場については、図Ⅰ-2-5 に示すように、今後も年率 15-16％の伸びでの成長が見込

まれ、センサ開発の小型化に伴って、ネットワークや IT システムあるいは機器・装置に組

み入れられ、利便性の高い、社会的課題解決に資する“課題解決型 MEMS デバイス技術”を

活用したセンサネットワークシステムが創出されることとなることが期待できる。 
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図 Ⅰ-2-5 国内 MSMS 関連市場の推移、出典：一般財団法人マイクロマシンセンター 

 
センサネットワークについては、これまで見えなかった、あるいは見てこなかった情報

を「見える化」することで、今後、防災、農業、交通、省エネ、医療・福祉などの幅広い

分野で、状況に即した様々なサービスの提供が可能となると期待されている。 

 

普及のためには、「電源や通信のための配線を必要としない、電池交換不要の小型・メ

ンテナンスフリーでローコストなセンサ」が必要不可欠であり、本事業では、そのような

センサを開発するとともに、開発した革新的センサを用いたネットワークシステムを構築

し、実証した。 

 

本事業においては、開始当初の 2011 年時のエネルギー問題にも対応すべく、省エネル

ギーをターゲットとした。センサネットワークの導入による、環境計測やエネルギー消費

量等の把握(見える化)及びエネルギー消費量の制御(最適化)により、将来の省エネ社会に役

立てようとするものであり、省エネ効果が大きいと考えられる店舗、オフィス及び製造現

場にセンサネットを張り巡らし、その効果を実証するという近未来のエネルギー問題に先

鞭を付けるものである。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

1．事業の目標 
基本計画に示す研究開発の目標は、以下のとおりである。これらの目標は、「Ⅰ事業の

位置づけ・必要性について」に前述したとおり、国内外の技術動向、市場動向を踏まえた

ものであり、これから大きくなってゆくと考えられるセンサネットワークの市場に対し、

我が国は先進的なセンサ開発に強みがあり、本研究開発は主要各国と比べても技術的優位

性を保ちうる先駆的な取り組みである。ユーザを含めそれぞれの得意分野を有する企業の

英知を用いて、いち早く成果を創出することで国際競争力強化に資することが出来ると考

えられる 

 

①アウトプット目標 

本研究開発は、平成26年度末において、無線通信機能、自立電源機能及び超低消費

電力機能を有する革新的センサを開発する。なお、開発するセンサは、事業終了後３

年以内の実用化を目指した、安価な小型センサとする。また、開発した革新的センサ

を用いたネットワークシステムを構築し、実証する。 

 

②アウトカム目標 

これらの取り組みにより開発した革新的センサを用いた統合的エネルギー制御シス

テムが構築され、エネルギー消費量の見える化・制御を行うことにより、10％以上の

省エネ効果が見込まれる。また、こうしたユビキタスセンサネットワークの普及によ

り1.2兆円の市場創出が期待できる。 

 

上記目標を達成するために、「2.1事業の計画内容」に示す①～③の研究開発項目につい

て、基本計画別紙の研究開発計画に基づき研究開発を実施した。 

 

2．事業の計画内容 
2．1 研究開発の内容 
基本計画に示す研究開発の内容は、以下のとおりである。本研究開発の目的・目標を実

現してゆくため、単なる研究開発ではなく、既存技術を総合して開発を行い、実用化のた

めの実証を含んだプロジェクトとして設計した。 

 

研究開発項目① グリーン MEMS センサの開発 

店舗、製造現場及びオフィスなどのアプリケーションでの共通的なセンシング機能と

して、その使用状況から特別な追加工事等を伴うことなく設置可能であることが重要で

あり、それを踏まえた以下の MEMS センサ(検出部)の研究開発を行う。 
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・電流・磁界センサ 

・塵埃量センサ(空調・換気制御に影響を与えるもの) 

・ガス濃度センサ(空調・換気制御に影響を与えるもの) 

・赤外線アレーセンサ 

・その他 

(達成目標) 

上記の研究開発により以下のセンサを開発する。 

・ MEMS センサの大きさは、面積 2cm×5cm 以下 

・ すべてのセンサについて、平均消費電力は 100μW 以下 

 

研究開発項目② 無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発 

マイクロシステム集積化技術、超小型高効率自立電源、超低消費電力無線通信技術等

の開発を行い、無線通信機能を有する自立電源を搭載した超小型で超低消費電力なグ

リーンセンサ端末を開発する。また、通信に使用する電波帯域において、従来よりも高

い S/N 比で送受信が可能となる通信技術を開発するとともに、多元接続に対しても受信

ができる高性能受信機技術を開発する。 

(達成目標) 

上記の研究成果により、各種電子電気機器、空調機器、さらに製造装置や配電盤など

に特別な追加工事等を伴うことなく設置できる以下のグリーンセンサ端末を試作する。 

・ MEMS センサからの信号を収集・処理する機能、及び計測データを無線で通信す

る機能を備えた 3mm 角の端末本体部チップを開発 

・ 温度 5～35℃、室内照明下等研究開発項目③の実証実験で設定する環境下で、グ

リーンセンサ端末に必要な電力供給として、平均出力 150μW 以上の電力供給が可

能な発電・蓄電一体型デバイスを開発 

・ MEMS センサ部、端末本体部チップ、発電・蓄電一体型デバイスを含めたグリー

ンセンサ端末の大きさを、面積 2cm×5cm 以下で開発 

・ 少なくとも 300MHz 帯と 900MHz 帯の 2 つの周波数帯が同時受信可能であり、同時

接続端末 1000 以上、受信感度-130dBm 以下の受信機を開発 

 

研究開発項目③ グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 

(1)プロトタイプセンサ端末を活用したセンサネットワークシステムを試作し、店舗、製

造現場及びオフィスなどの実環境下を想定した検証実験を行って、グリーン MEMS セ

ンサ、グリーンセンサ端末及びグリーンセンサネットワークシステムの詳細仕様の抽

出を行う。 

(2)グリーンセンサ端末群と高性能受信機により、グリーンセンサネットワークシステム

を構築し、店舗、製造現場及びオフィスなどの実環境下で実証実験を行い実用に求め
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られる機能を検証する。 

(達成目標) 

グリーン MEMS センサ、グリーンセンサ端末及び高感度受信機を用いたネットワー

クシステムを構築するとともに、店舗、製造現場及びオフィス環境等に適用できるシス

テムを開発する。 

 

本事業全体の事業計画を図Ⅱ-2.1-1、各研究開発項目の予算を表Ⅱ-2.1-1に示す。研究開

発開始当初より、既存あるいはプロトタイプセンサ端末を活用したセンサネットワークシ

ステムを試作し、店舗、製造現場及びオフィスなどの実環境下を想定した検証実験を行っ

て、グリーンMEMSセンサ、グリーンセンサ端末及びグリーンセンサネットワークシステ

ムの詳細仕様の抽出を行った。 

 

図Ⅱ-2.1-1 本事業全体の事業計画 

 

表Ⅱ-2.1-1 各研究開発項目予算 

(億円) 
 23年度 24年度 25年度 26年度 

①グリーンMEMSセンサ開発 1.5 1.5 1.4 1.0 
②グリーンセンサ端末開発 4.8 5.8 3.9 3.6 
③センサネットワークシステム 1.0 1.6 1.4 1.3 

合計 7.3 8.9 6.7 5.9 
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2．2 研究開発の実施体制 
本研究開発の目的・目標を実現してゆくためには、機器開発から社会実証までの幅広い

連携が必要である。本研究開発は単なるセンサ開発ではなく、社会課題解決のために、必

要な技術を総合して開発を行うとともに、実用化のための実証を含んだプロジェクトとし

て構成した。そして、センサメーカからインテグレータ、ユーザまで企業、大学、国研等

20 機関が参画し、技術研究組合 NMEMS 技術研究機構を設立して、有機的な相互連携にて

研究開発を推進できる体制を構築した（図Ⅱ-2.2-1）。また、研究開発の拠点として、つく

ば研究センターと大岡山研究センターを設け、研究空間を集中させることによる相乗・有

効効果を発揮させつつ、実用化・事業化を見据えて参画企業内にも実施拠点を設けて実施

した。 

 

実施体制

NEDO

参加メンバー（組合員）

株式会社アルバック

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

オムロン株式会社

オリンパス株式会社

住江織物株式会社

セイコーインスツル株式会社

株式会社セブン-イレブン・ジャパン

ダイキン工業株式会社

大日本印刷株式会社

高砂熱学工業株式会社

株式会社デンソー

東京電力株式会社

株式会社東光高岳

日清紡ホールティングス株式会社

株式会社日立製作所

横河電機株式会社

ローム株式会社

独立行政法人産業技術総合研究所

一般財団法人マイクロマシンセンター

国立大学法人東京工業大学

技術研究組合NMEMS技術研究機構

プロジェクトリーダー：前田 龍太郎
集積マイクロシステム研究センター センター長
NMEMS技術研究機構 グリーンセンサ・ネットワーク研究所 所長

グリーンセンサネットワーク研究所
（研究所長 前田 龍太郎）

再委託：東京大学、信州大学

つくば研究センター （産総研 東事業所）

大岡山センター （東京工業大学）

企業内研究実施拠点

 
図Ⅱ-2.2-1 実施体制 
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2．3 研究開発の運営管理 
図Ⅱ-2.3-1 には詳細な運営体制を示す。また、図Ⅱ-2.3-2 に年間の運営のスケジュールを

示す。 

NMEMS技術研究機構

協議

③(1)スマートコンビニのためのセンサネットワークシステム：セブン-イレブン・ジャパン
(2)スマートオフィスのためのセンサネットワークシステム：ダイキン工業、高砂熱学工業
(3)スマートファクトリのためのセンサネットワークシステム：セイコーインスツル、日清紡、東京電力、東光高岳

NMEMS技術研究機構 本部
理事長・研究主監：今仲行一、研究企画部長：逆水登志夫
経理部長・研究支援部長：矢田谷隆

グリーンセンサネットワーク研究所 所長：前田龍太郎、副所長：荒川雅夫

共通プラットフォーム委員会

つくば研究センター（センター長：伊藤 寿浩）

①(1)電流・磁界センサ ：横河電機
①(2)塵埃量センサ ：セイコーインスツル（再委託先：東京大学）
①(3)CO2濃度センサ ：オムロン（再委託先：東京大学）

①(4)VOC濃度センサ ：オリンパス（再委託先：信州大学）
①(5)赤外線アレーセンサ ：オムロン

②(2)超小型高効率及び低照度環境無向け自立電源システムの開発 ：ローム、マイク
ロマシンセンター、産総研
②(3)グリーンセンサ端末機能集積化技術および低消費電力無線通信技術の開発：日立

製作所、マイクロマシンセンター、大日本印刷、産総研

実施場所 ：独立行政法人産業技術総合研究所

（実験場所：オムロン野洲事業所京阪奈イノベーションセンタ、ローム研究開発本部、アル
バック半導体電子技術研究所、デンソー基礎研究所、大日本印刷MEMSセンター、ＮＴＴデータ
技術開発本部）

大岡山研究センター
（センター長：谷岡 明彦）

②(1)超小型高効率ナノファイバー

構造光電・熱電変換自立電源
の開発 ：東工大、日清紡、住
江織物（再委託先：信州大
学

実施場所 ：東京工業大学 大岡山

キャンパス

（実験場所 ：日清紡ホールディングス、
住江織物技術開発本部テクニカルセン
ター）

NEDO推進委員会 助言

共同研究（ＮＥＤＯ負担率2/3 ）

実証研究会

合同研究会、ＷＧ活動

知財委員会

知識ＤＢ編集委員会

グリーンセンサ推進連絡会
（委員長：前田龍太郎）

プロジェクトリーダー：前田 龍太郎

指導

 

図Ⅱ-2.3-1 運営体制 
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25年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

推進委員会 ▲

推進連絡会 ▲ ▲ ▲ ▲

知的財産権委員会 ▲ ▲ ▲

知識DB編集員会 ▲

共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ委員会 ▲ ▲ ▲

合同研究会 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

ワーキンググループ
・ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘWG
・ｽﾏｰﾄｺﾝﾋﾞﾆWG
・ｽﾏｰﾄｵﾌｨｽWG
・端末WG

▲

▲
▲

▲

▲▲

▲

▲

▲
▲
▲

▲

▲

▲
▲
▲
▲▲

▲
▲
▲

▲
▲

▲
▲
▲

▲
▲

サイトビジット ▲ ▲ ▲▲ ▲

イベント等 ▲

検査・契約関連

▲
▲

▲
▲

▲
▲

▲
▲

▲

7/3-5ＮＭ展

H26年度
実施計画に反映

フォローアップ検査 中間検査

概算払い

3/31年度実績報告書

概算払い 概算払い概算払い

24年度末中間検査 中間検査

第１回 第2回 第3回

第１回 第１回

第１回 第2回

第2回

第2回

第3回

第3回

第3回

第1回

第4回 第5回 第6回 第7回 第8回

第4回

 

図Ⅱ-2.3-2 年間の運営スケジュール(例：25 年度) 

 
(1)推進委員会 

本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を行うべく、NEDO をサポート

するための外部の有識者から構成された推進委員会を設置した。推進委員会は、

NEDO とともに実施者からプロジェクトの進捗及び事業化(実用化)検討状況等につ

いて毎年度報告を受け、プロジェクト運営の方向性に関して NEDO に助言等を行い、

NEDO は推進委員会の助言等をプロジェクトの運営に活用するものである。推進委

員会の外部有識者について表Ⅱ-2.3-1 に示す。また、本委員会の検討結果を翌年度

の実施計画に反映させた。具体的な反映の例を表Ⅱ-2.3-2 に示す。 

 
表Ⅱ-2.3-1 推進委員会委員 

氏名 所属 役職 

小寺 秀俊 国立大学法人 京都大学 教授 

出川 通 株式会社 テクノ・インテグレーション 代表取締役 

藤原 孝行 財団法人 東京都環境整備公社 主任研究員 

渡辺 誠一 株式会社 テックゲートインベストメント 代表取締役 
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表Ⅱ-2.3-2 推進委員会の主な指摘と反映内容 

推進委員会からの主な指摘 反映内容(次年度実施計画書に明記) 

(23 年度末) 
プロジェクトの目的となるセンサネット

ワークシステムの実用化には、広範囲、

多業種にわたる連携が必要である。(中
略)プロジェクト全体の進捗と相互関連を

見える形で整理し、世界的な研究開発動

向に照らして常時評価・ベンチマークし

つつ、クリティカルポイントとクリティ

カルパスを明確にしてほしい。 

 
テーマ連携のための全体のコントロールタワーを

NMEMS 技術研究機構本部とし、特に知的財産の

取扱いについては、プロジェクト全体の目標を達

成するための連携を生かした戦略策定に取り組

む。また、推進連絡会等にてプロジェクト全体の

進捗と各テーマとの相互関連を見える形での整

理・調整、世界的な研究開発動向に照らして常時

評価・ベンチマークを実施する。 
(24 年度末) 
・個々のセンサデバイスをどのように搭

載するか、電気的インターフェイスなら

びに機構的インターフェイスも含めて、

連携をはかり、特許化及び標準化を推進

する必要がある。 
 
・最終目標の設定は妥当なものと思わ

れ、全体として着実に進展していると評

価される。(中略)しかしながら、見通し

が見えないテーマも散見され、(中略)開
発項目毎にテーマの取捨選択が求められ

る。 

 
・電気的・物理的仕様策定、規格化(標準化)すべき

技術項目の選定のため、プロジェクトで取得した

基本特許を含めて共通プラットフォーム委員会等

で議論を進め、各テーマの知財出願ロードマップ

およびバックグランド IP 情報を抽出・精査し特

許・規格化戦略の明確化を図る。 
・テーマの選択と集中に関しては、PL 主導でナノ

ファイバー自立電源開発における熱電材料の開発

及びプレハブオフィスを用いたネットワークシス

テムの開発を中止し、これらの開発リソースをナ

ノファイバー光電素子・モジュール開発及び布帛

状自立電源開発に集中を図る。 
(25 年度末) 
デバイスプラットフォームとして先進的

な成果がまとまりつつあり、世界的動向

とのベンチマークもされつつある。今

後、研究開発成果の卓越した技術的ポイ

ント、顧客価値への貢献、世界視点でみ

た時の課題や位置付けを更に分かりやす

く明確化して PR して欲しい。(中略)最終

年度はメリハリを付けた計画を立て、多

くの成功事例を出していただきたい。ま

た、将来的に世界の多くの事業者が積極

的に参画することに意義を見出し、世界

有数のプラットフォームとして成長でき

るような、基本的にはオープンな体制又

は枠組みを期待したい。 

 
25 年度までに策定したセンサ端末の共通プラット

フォーム仕様の実証及び社会実装をより推進する

ため、「実証推進研究会」として、省エネ実証現場

の事業者、国内の電気事業者、省エネビジネス事

業者等のユーザとヒアリングを行いながら、セン

サ端末の市場規模、社会実装により応用展開が期

待される機器使用の見える化やサービスの可能性

について調査を行い、これらを通して、プロジェ

クトで開発した端末及びネットワークシステムの

製造・販売について模索する。また、開発したセ

ンサ端末の製造・販売は、組合メンバー以外も手

掛けられるように、組合の知財規定の整備を更に

進め、本組合メンバーの強みを生かしながら、新

たな企業とのオープンな組み合わせ・枠組み形成

を図る。 
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(2)推進連絡会 

プロジェクトの目的・目標達成に向け円滑な推進を図るため、プロジェクトリー

ダー(PL)が委員長となり、参画団体の研究開発責任者クラスから成る「グリーンセ

ンサ推進連絡会」を 4 半期毎に開催し、プロジェクト全体の進捗と各テーマとの相

互関連を見える形での整理・調整、世界的な研究開発動向に照らして常時評価・ベ

ンチマークの実施、産業化に向けた環境整備活動等を実施した。また、推進連絡会

のもとに知的財産権委員会、知識 DB

編集委員会、共通プラットフォーム委

員会を設置し、各委員会の決議事項の

承認等、当該連絡会活動の企画・サ

ポート、プロジェクト参画企業・大

学・研究所間の技術調整、成果・知財

の普及、標準化に関する検討等を実施

した。また、各年度の第 1 回目の推進

連絡会では、当該年度の NEDO の方針

を提示して、関係者の意識統一を図っ

た。 

(3)知的財産権委員会 

知的財産権委員会は毎年度 2～3 回開催され、知財ポリシーの策定、知的財産権

の帰属、知的財産の管理・活用について、プロジェクト全体の目的を達成するため

の連携を生かした戦略、合理的なルールを確立した。また、独立行政法人工業所有

権情報・研修館の「知的財産プロデューサー派遣事業」を利用し、知財戦略活動を

強化した。具体的な成果については、「Ⅲ．研究開発成果について」に示す。 

(4)知識 DB 編集委員会 

知識 DB 編集委員会は毎年度開催され、プロジェクト成果、学会調査・発表・投

稿論文の共有化、さらに、エネルギー消費(オフィス、ホーム他)に関わるデータの

収集を行った。 

(5)共通プラットフォーム委員会 

共通プラットフォーム委員会は 4 半期ごとに開催され、実証モデル別ワーキング

グループ(WG)での性能・仕様、ビジネス戦略、技術的標準規格化アイテムを抽出し、

プロジェクト全体として俯瞰したビジネス・標準化戦略の策定を行った。詳細な成

果については、「Ⅲ．研究開発成果について」に示す。 

(6)実証推進研究会 

実証推進研究会は 26 年度に設置され、25 年度までに策定したセンサ端末の共通

プラットフォーム仕様の実証及び社会実装をより推進するため、省エネ実証現場の

事業者、国内の電気事業者、省エネビジネス事業者等のユーザとヒアリングを行い

平成 23 年度第 1 回推進連絡会 
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ながら、様々な使用条件下でのプラットフォーム仕様の適合性、GSN（グリーンセ

ンサネットワーク）端末の市場規模、社会実装により応用展開が期待される機器使

用の見える化・機器の不具合や非効率等のリモート監視、さらに動き・位置・人数

情報等のパーソナル情報検知によるサービスの可能性について調査・研究を実施し

た。 

(7)サイトビジット 

研究拠点や研究実施場所の現場において、NEDO のプロジェクトマネージャー

(PM)、NEDO 推進委員会委員、NEDO・経産省関係者、PL、各研究開発センター長、

現場責任者等とで、研究進捗確認、出口を見据えた事業戦略等について意見交換を

実施し、課題の共有化等を図った。 

(8)ワーキンググループ(WG) 

実証、センサ、自立電源、及び共通プラットフォームのグループ間連携を強化す

るために下記の 4 グループに分かれ、定期的にセンサ端末・システムの機能・仕様、

プロトタイプ試作、実証計画について検討を行った。なお、グループ分けについて

は PL、各研究センター長の判断で適宜見直しを行った。詳細な成果については、

「Ⅲ．研究開発成果について」に示す。 

・ スマートファクトリ WG(電流・磁界センサ、クランプセンサ、塵埃量センサ、

グリーンコンセントレータ) 

・ スマートコンビニ WG(クランプセンサ、低消費電力無線通信) 

・ スマートオフィス・スマート植物工場 WG(VOC、CO2、赤外線アレーセンサ、

ナノファイバー構造自立電源、超小型高効率屋内自立電源、システム超低消費

電力化) 

・ グリーンセンサ端末共通プラットフォーム WG(グリーンセンサ端末機能集積化、

システム超低消費電力化、超低消費電力無線通信技術、グリーンコンセント

レータ)※サブ WG として、端末共通プラットフォーム集積化サブ WG を実施 

(9)合同研究会 

全テーマによる月次報告会であり、前月までの進捗状況を報告し、質疑応答など

を含む議論を行い、より一層の開発促進・情報共有を図った。 

(10)その他 

NEDO、PL、センター長、NMEMS 本部等の関係者が毎週の定例会を設けて互い

の情報共有を図った。 

(11)広報活動 

    24 年度より毎年度「ナノ・マイクロビジネス展」に出展し、プロジェクトの取り

組み状況や成果を紹介した。また、併設する会場では、プロジェクトのセミナー成

果報告会も開催し、プロジェクトの研究開発状況や成果、将来像を発表した。 
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展示ブース              セミナー会場 

 
さらに、最終年度の 26 年度には、プレスリリースをプロジェクト全体の成果と

ともに実施した。広報的な戦略として、前述のプレスリリースに続いて NEDO

フォーラムへの出展、最終の成果報告会を 2 月に集中的に実施し、成果広報を図っ

た。 

 

 

プレスリリース(2/4) 

   
NEDO フォーラム(2/12-13)        成果報告会(2/26) 
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2．4 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 
本研究開発においては、基本計画の策定、公募、実施、終了までの全ての実施期間にお

いて以下のような工夫を図り、研究開発成果の実用化に向けたマネジメントを実施した。 

 

(1)実証を含んだ研究開発項目を設定 

    本研究開発の目的・目標を実現してゆくため、本プロジェクトの特徴として、基

本計画において、「研究開発項目③グリーンセンサネットワークシステムの構築と

実証実験」を設定し、単なる研究開発ではなく、既存技術を総合して開発を行い、

実用化のための実証を含んだプロジェクトとして設計した。 

 

(2)ユーザを含んだ幅広い実施体制の構築 

上記(1)を確実に実行するためには、機器開発から社会実証までの幅広く  連携

した実施体制の構築が必要である。そのため、基本計画には、研究開発成果の有効

性を実証できるユーザ機関を実施体制に含むことを必須とし、開発成果の実証試験

を行い、その結果を開発側に対してフィードバックしつつ研究開発を実施すること

とした。 

さらに公募時には、より安定した連携体制を構築するために、研究開発項目①～

③の開発から実証まですべてを実施する全体提案のみを応募対象とした。 

 

(3)関係者の実用化に向けた意識の向上 

本プロジェクトでは、研究開発終了後の将来の事業化に向けた担い手となる民間

企業等の事業に対する姿勢を見極めるための工夫の一つとして、共同研究事業とし

てNEDO負担率2/3(実施者負担率1/3)を導入した。 

また、採択を通知するにあたっては、各企業の担当役員との意見交換の場を設定

し、本プロジェクトを成功させ、成果が実用化・社会実装されてゆくことで、低酸

素社会の実現、或いは我が国の産業競争力の向上に尽力することを、NEDOと実施

関係者が互いに同じレベルで認識した。 

さらに、プロジェクト終了直前に、実用化を担う企業の担当役員との面談、事業

化方針をNEDOが確認し、事業化に向けて課題のあるテーマについては、NEDOの

実用化を見据えた開発を促進する制度を活用して社会実装につなげてゆくことも検

討している。 

 

(4)実用化を見据えた成果の管理及び普及 

    上述したように、本プロジェクトでは、実証実験による成果の検証が重要である。

そのために、プロジェクト実施期間中に柔軟に実証先を追加し、多くのデータを取

得、研究開発へのフィードバックを可能とするとともに、将来のユーザともなり得
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る各実証先に対してグリーンセンサの必要性の認知を高めた。 

また、知的財産の取扱や標準化・規格化に向けた戦略・取組、更なるユーザや

サービスの探索、研究成果普及のための広報活動等について、「2．3 研究の運営

管理」で述べたような知的財産権委員会、共通プラットフォーム委員会、実証推進

研究会、ワーキンググループ(WG)活動等を通じて実施した。これらの詳細な成果に

ついては、「Ⅲ．研究開発成果について」に示す。 

3．情勢変化への対応 

本研究開発で得られる成果については低炭素社会の実現に寄与するばかりでなく、

我が国の喫緊の社会課題である社会インフラ、農業や健康医療分野等においても寄与

できるものと考えられる。そこで、本研究開発の成果等の応用も睨みつつ、前述の社

会課題解決にセンサシステムが寄与し、しかも広く普及されるための、センサシステ

ムに対する具体的な課題、必要とされる性能について先導的な研究、調査を「研究開

発項目④ 研究開発成果等の他分野での先導的研究」として、別に実施した。なお、

本調査は、25 年度に政府の要請に対して、迅速に対応したものであり、その際、事業

の勘定が需給から一般に変更され、事業名称も当初の「グリーンセンサ・ネットワー

クシステム技術開発プロジェクト」から「社会課題対応センサーシステム開発プロ

ジェクト」に変更された。 

調査の具体的な内容としては、上記社会課題に対応するためのセンサシステムによ

るモニタリング手法の国内外の動向調査やセンサシステム試作による試験的データの

収集などを通じて、実用に求められるセンサシステム開発に向けた共通課題を抽出す

るとともに各分野におけるセンサシステムのフィージビリティを検証するものであっ

た。 

これらの調査については、26 年度から開始された「インフラ維持管理・更新等の社

会課題対応システム開発プロジェクト(１)インフラ状態モニタリング用センサシステ

ム開発」等に活用されている。 
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Ⅲ. 研究開発成果について 

1. 事業全体の成果 

図Ⅲ-1-1 に研究開発項目①～③のテーマ内容および役割分担を示す。本プロジェクトに

おける目的は、研究開発項目①(100μW 以下で駆動する MEMS センサ)、研究開発項目

②(150μW 以上を発電する自立電源システム、自立電源エネルギーを高効率で利用するた

めの端末用 LSI、低消費電力無線送信モジュール・高感度受信機、センサデータを蓄積・

圧縮してクラウドに送信できるコンセントレータ)、研究開発項目③(実証現場におけるセ

ンサネットワークシステムの仕様抽出および見える化システムの開発)それぞれの目標を達

成しつつ、開発したグリーンセンサ端末でネットワークシステムを構築することで、これ

まで手がつけられていなかった省エネルギー箇所のあぶり出しや新たな省エネ手法により、

更なる省エネの可能性を実証することであった。 

●端末・ デバイ ス超低消費電力化
日立製作所

●超低消費電力無線通信技術の開発
産総研

●端末機能集積化技術の開発
Ｄ Ｎ Ｐ ・ デンソ ー・ アルバッ ク ・ 産総研

●コ ンセント レータ の開発
Ｎ Ｔ Ｔ データ

ナノ フ ァ イ バー
自立電源

電磁コ イ ル
給電

高効率電源
システム

②グリ ーンセンサ端末・ ネッ ト ワーク システム
共通プラ ッ ト フ ォ ーム技術

●スマート コ マーシャ ル
フ ァ シルティ

高砂熱学工業

●スマート コ ンビニ
セブン-イ レブン、 産総研

●スマート 製造ラ イ ン
東京電力・ 東光高岳

●スマート オフ ィ ス
ダイ キン工業

●スマート 植物工場
日清紡Ｈ Ｄ

●スマート Ｃ Ｒ
産総研

●スマート 精密部品工場
セイ コ ーイ ンスツル

③グリ ーンセンサネッ ト ワーク システムの構築と 実証実験

●電流・ 磁界センサ
横河電機

●Ｃ Ｏ 2センサ
オムロン・ 東京大学

（ 再委託）

●塵埃センサ
セイ コ ーイ ンスツル

・ 東京大学（ 再委託）
●赤外線アレーセンサ

オムロン

●Ｖ Ｏ Ｃ 濃度センサ
オリ ンパス・ 信州大学

（ 再委託）

①グリ ーンＭＥ ＭＳ センサ研究開発項目①～③内容および役割分担

産総研 東京工業大学・ 日清
紡Ｈ Ｄ ・ 住江織物
信州大学（ 再委託）

ローム

自立電源

 

図Ⅲ-1-1 研究開発項目の内容と役割分担 
 

そこで、効率的に開発を行うため、前田プロジェクトリーダー(技術研究組合 NMEMS

技術研究機構グリーンセンサ・ネットワーク研究所 所長)をリーダーとし、各研究セン

ター長をサブリーダーとして、①～③が連携した実証モデル別ワーキンググループの活

動を初年度から開始し、③メンバーのサービス・アプリケーションに沿ったセンサ端

末・ネットワークシステム仕様の抽出・試作を進めた。図Ⅲ-1-2 には、実証モデル別

ワーキンググループの構成、図Ⅲ-1-3 には、センサ端末試作・検証における分担と連携

を示す。これらの図に示すように、26 年度には、すべてのグリーン MEMS センサが端末

試作を行い、各ワーキングの実証現場で動作・性能検証を完了した。 
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前田ＰＬ、つくば・大岡山センター長

スマートコンビニWG

スマートオフィスWG

グリーンセンサ端末
共通ＰＦ技術
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産総研
ＭＭＣ
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図Ⅲ-1-2 実証モデル別ワーキンググループの構成 
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図Ⅲ-1-3 センサ端末試作・検証における分担と連携 



  

22 
 

さらに、グリーンセンサ・ネットワークシステム(GSN システム)を実用化する上で、

MEMS センサ端末の低コスト化が不可欠となることから、自立電源・無線通信・信号処理

モジュールを端末の共通 PF(プラットフォーム)と位置付けて、この PF と各 MEMS センサ

が接続できるようにインターフェイスの規格化を推進した(図Ⅲ-1-4)。その結果、各センサ

の動作電圧を 1.8V に規格化することができた(赤外線アレーセンサを除く)。 

高感度
受信装置

ｸﾞﾘｰﾝｾﾝｻ端末

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ

表示装置

情報処理
サーバー

センサ

自立
電源

信号
処理

無線
通信

機器・設備制御
インフラ制御

ｸﾞﾘｰﾝ
ｺﾝｾﾝﾄﾚｰﾀ

共通プラットフォーム領域

ネットワークへのインターフェースは
汎用標準規格の適用を想定

300MHz帯
900MHz帯

グリーンセンサ端末とのIFは
オープン環境で規格化を図る

 

図Ⅲ-1-4 GSN システムの構成と共通 PF 領域 

 

次に、開発したグリーンセンサ端末および共通 PF 技術の写真を図Ⅲ-1-5 に示す。いず

れの開発項目(①および②)も、表Ⅲ-1-1 に示すように、最終目標を達成することができた。 
 

共通ＰＦ技術

高効率自立電源

電流磁界センサ 塵埃量センサ

端末全体

塵埃センサ部

自立電源

電流センサ基板・ＲＦ

磁気センサ×４

電流センサ基板

搭載

VOC濃度センサ

VOCセンサ部

端末全体

赤外線アレーセンサ

端末全体

自立電源（裏面）

赤外線
アレー基板

ＣＯ２センサ部

ＣＯ２濃度センサ

イオン液体

自立電源（裏面）

端末全体

チップ写真（2.5 ×3.0mm）

デジタル
補正

14 bit 
ADC

A
M
P

制
御
回
路

BUF
Si-IP部 カスタムRF-LSI

端末用ＬＳＩ ＧＣＯＭ

高感度
受信機

集積化
モジュール

ﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰ
フレキ仕様

 

図Ⅲ-1-5 開発したグリーンセンサ端末および共通 PF 技術 
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また、GSN（グリーンセンサネットワーク）システムを実用化・社会実装可能にするた

めには、障害となる知財を調査し、その結果を踏まえ、自立電源で駆動するセンサ端末お

よびそれを用いたネットワークシステム、端末-受信機間の低消費電力無線方式の特許網を

構築することが重要な課題であった。そこで、プロジェクト全体の特許戦略として、上記

の 3 要素については、マイクロマシンセンターおよび産総研が権利化を推進し、共通 PF

領域の各機能、センサは担当企業が権利化を実施することで、将来のグローバル化に対応

できる特許網の形成を目指した。図Ⅲ-1-6 には、グリーンセンサ・共通 PF 特許網の構築

状況を示す。この中で、自立電源端末のネットワーク化の鍵を握るセンサネットワークシ

ステムの特許 1 件は、国内登録を完了し(外国出願中)、その他センサ端末の特許 2 件も国

内登録を完了した。センサネットワークシステムの特許の構成については、図Ⅲ-4.1-3 に

示す。 
 

センサネットワークシステム１件

自立電源センサ端末2件

電流センサ5件
塵埃量センサ3件
ＣＯ２センサ2件
ＶＯＣセンサ2件
赤外線センサ2件

自立電源4件
エネマネ回路1件
（信号処理）

無線通信・受信装置6件

コンセントレータ2件
（ＧＣＯＮ）

スマートオフィス3件
スマートファクトリ1件

共通ＰＦ領域
 

図Ⅲ-1-6 グリーンセンサ・共通 PF 特許網の構築状況 
 

また、省エネルギー箇所のあぶり出しによる省エネ効果の実証については、例えば、V

章③-(1)スマートコンビ二のためのグリーンセンサネットワークシステムの開発の③-(1)-3-

3 機能と消費電力量で説明されている。コンビニの店舗で冷凍・冷蔵庫の消費電力量が、

夜遅く最大になる店があり、室外機の吸入口の温度をモニタリングしたところ、午後と明

け方で外気温度と乖離する時間帯があり、夏季で 30ｋWH/日の消費電力の増加があること

が分かった。(図Ⅲ-1-7)。現場を調査したところ、隣の居酒屋の室外機の排熱が、冷凍冷蔵

庫の室外機の吸込み口に向かって流れ込んでいることが明らかとなり、隣の居酒屋の室外

機との間に遮蔽する壁を設置することで、無駄なエネルギーの消費を削減することができ

た。また、空調とフライヤーの稼動モニタリングによっても無駄なエネルギーの消費を見

出し、省エネ対策を講じることができた。これらの実証実験により、③-(1)-3-5 省エネ効果

で報告した様に、全国 1860 店舗の平均消費電力の 10％の省エネを実証した(図Ⅲ-1-8)。 
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図Ⅲ-1-7 冷蔵・冷凍機の室外機のモニタリングと改善結果 
 

図Ⅲ-1-8 スマートコンビニにおける省エネ効果 
 

また、新たな省エネ手法による省エネ効果の実証については、例えば、V章③-(2)-i)ス
マートオフィスのための(中小オフィス用)グリーンセンサネットワークシステムの開発の

③-(2)-i)-2-3センサとシステム仕様の抽出で報告した様に、赤外線アレーセンサ端末、コン

セントレータを設置し、フロア全体の温度分布・人位置の見える化に基づく省エネ手法の

開発(図Ⅲ-1-9)により、10％以上の省エネ効果が得られることを実証した(図Ⅲ-1-10)。 
その他開発項目(③)も、表Ⅲ-1-1に示すように、最終目標を達成することができた。 
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図Ⅲ-1-9 赤外線アレーセンサ端末を用いたネットワークシステムの構成と省エネ手法 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図Ⅲ-1-10 スマートオフィスにおける省エネ効果 
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2. 研究開発項目毎および個別テーマの成果 
 表Ⅲ-2-1 には、研究開発項目毎の基本計画目標に対する成果・達成度、及び研究開発項

目で開発を行った個別テーマの実施計画目標に対する成果・達成度を示す。すべての目標

に対して計画通り達成することができた。 
 

表Ⅲ-2-1 研究開発項目毎および個別テーマの目標と達成状況の総括 
(1) 研究開発項目毎の成果 

①グリーン MEMS センサの開発 

研究開発項目 目 標 研究開発成果 達成度 

① 
 

【基本計画】  
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
(2) 平 均 消 費 電 力  
100μW 以下 

 
(1)すべてのセンサでサイズ 2cm×5cm を
実現した。  
 
(2)すべてのセンサ端末が平均消費電力
100μW 以下で動作・無線送信すること
実証した。 

 
○ 
 
 
○ 
 

②無線通信機能及び自立電源機能と搭載したグリーンセンサ端末の開発 

研究開発項目 目 標 研究開発成果 達成度 

② 
 

【基本計画】 
(1)センサからの信号
を収集、処理、無線
通信する機能を備え
た 3mm 角の端末本体
部チップの開発 
 
(2)温度 5～35℃、室
内照明下、2cm×5cm
以下のサイズで平均
150μW 以上の電力供
給が可能な自立電源
の開発 
 
 
 
(3)MEMS センサ部、
自立電源部から成る
センサ端末のサイズ
を 2cm×5cm 以下で開
発 
 
(4) 少 な く と も
300MHz 帯と 900MHz
帯の 2 つの周波数帯
が同時受信可能であ
り、同時接続端末
1000 以上、受信感度-
130dBm 以下の受信機
を開発 

 
(1)信号処理・無線通信カスタム LSI、
水晶振動子、R/C 部品を実装した 3mm
角の実装モジュールを開発し、市販部
品と組み合わせてセンサ端末機能を実
証した。 
 
(2)室内照明に適した有機半導体のナノ
ファイバー化により 2cm×5cm のサイズ
で 150μW 以上の発電量が得られるフレ
キシブルな発電素子を開発し、発電・
蓄電一体型モジュールとして 2cm×5cm
のサイズで、4 直 DSC(発電量：196μW)
と EDLC で構成されるモジュールの性
能を開発した。 
 
(3)すべてのセンサ端末で 2cm×5cm 以下
を実現した。 
 
 
 
 
(4) 300MHz 帯と 900MHz 帯 2 つのアナ
ログフロントエンド基板をデジタル処
理基板に接続し、同時受信可能な受信
機を開発した。シミュレーションによ
り、1000 端末の場合には 20s 以上の間
欠時間であれば 1%以下の電文衝突確率
で受信できることを明らかにした。開
発した受信機から-130dBm の信号を受

 
○ 
 
 
 

 
 
○ 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 

 
 
 
 
 
○ 
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信できる仕様を示し、理論的に開発し
た通信プロトコルを用い、1%以下のシ
ンボル誤り率で-130dBm の信号が受信
できることを明らかにした。 

③グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 

研究開発項目 目 標 研究開発成果 達成度 

③ 
 

【基本計画】 
グリーンセンサネッ
トワークシステムの
構築と、店舗、製造
現場およびオフィス
環境等に適用できる
システムの開発 
 

 
開発したグリーンセンサ端末、コンセ
ントレータから成るネットワークシス
テムを実証現場に構築し、端末・ネッ
トワークシステムの詳細仕様を明確化
した。さらに、省エネ項目の抽出や手
法の開発により、10％以上の省エネを
実証した。 

 
◎ 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 個別テーマ毎の成果 

①グリーン MEMS センサの開発 

研究開発項目 目 標 研究開発成果 達成度 

①-(1) 
電流・磁界セ
ンサの開発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【基本計画】 
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
 
 
 
 
(2) 平 均 消 費 電 力
100μW 以下 
 
 
 
 
 
【実施計画】 
(3)センサ部サイズ 0.4 
mm×2mm×2mm の小
型磁気センサを開
発。 
 
 
 
(4)電流検出感度：mA
から数 10A(磁界換算
値：pT 領域から mT
領域)の電流・磁界セ
ンサを開発。 
 
 
(5)電流・磁界センサ
端末を開発し、実証

 
(1)バイアス磁界印加機構と、電流セン
サ全体のサイズが電線径に依存しない
貼付型構造を実現する電流計測技術の
開発に成功した。これにより、サイズ
が 2cm×5cm の電流・磁界センサを実現
した。 
 
(2)フルブリッジ回路やアナログフィル
タ回路等の回路技術とセンサの配置に
よる自動補正技術、デジタル補正等の
信号処理技術により、低消費電力化に
成功し、平均消費電力が単芯電線用で
は 88uW、多芯電線用では 65uW の電
流・磁界センサを実現した。 
 
(3)磁性材料と微細加工技術を活用した
磁気センサにおいて、飽和磁界特性を
制御することでセンサ部の小型化を実
現 し 、 セ ン サ 部 サ イ ズ を
0.6mm×1.5mm×0.5mm にすることに成功
した。 
 
(4)同期検波やフィルタ処理等の検出方
式と回路技術により高い S/N 比を実現
し、100pT レベルから 1mT の磁界を検
出する技術を開発した。これにより、
1mA から 500Ａの幅広いレンジに対応
した設計ができることを確認した。 
 
(5)自立電源と無線通信機能を搭載した
電流・磁界センサ端末を開発し、現場

 
○ 
 
 
 
 

 
 
◎ 
 
 
 
 
 

 
 

○ 
 
 
 
 
 
 
○ 

 
 
 
 
 
 

○ 
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実験により、実用レ
ベルであることを確
認。 
 

において実証実験を実施した。その結
果 400Lux 程度の低照度下で電流計測と
無線によるデータ送信ができることを
確認した。 

 
 

①-( 2 ) 
塵埃量センサ
の開発 
 

【基本計画】 
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
(2) 平 均 消 費 電 力
100μW 以下 
 
 
【実施計画】 
(1)クラス 10 万程度、
粒子径 5μm 程度の塵
埃を検出可能にす
る。 
 
 
 
 
(2)トリガー部による
イベントドリブン駆
動を達成する。 
 
 
 
 
(3)精密部品工場にお
け る 省 エ ネ 効 果
10%。 
 

 
(1)センササイズ 2cm×5cm×2cm にてセ
ンサを試作、動作を確認した。 
 
(2)トリガー部によるイベントドリブン
駆動により、平均消費電力 96μW を達
成した。(1sec 動作、1024sec 間隔で試
算) 
 
(1)市販塵埃量センサをリファレンスと
して、クラス 5,000～クラス 2,000,000
での市販センサと試作センサの相関を
得た。また、粒径 2～5μm で粒径とセン
サ出力の強度との相関を得た。SN 比か
ら、0.5μm 粒子まで検出可能であること
を確認した。 
 
(2)クリーンルーム内外での圧力差に相
当する 10Pa 以上の圧力変化で起動信号
を発生させるトリガー部の開発に成
功。精密部品工場内にて部屋の出入り
や付近の人の移動でセンサが駆動する
ことを確認した。 
 
(3)イベントドリブン駆動で塵埃量を測
定しその際の塵埃量に応じて空調の出
力を変化させるシステムを提案。これ
により、現在の空調制御システムと比
較し約 70%の出力削減が可能であるこ
とを試算により確認した。 

 
○ 
 
 
○ 
 
 

 
 
○ 
 
 
 
 

 
 

 
◎ 
 
 
 
 
 

 
○ 

①-(3) 
CO2 濃度セン
サの開発 

【基本計画】 
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
 
 
(2) 平 均 消 費 電 力 
100μW 以下 
 
 
 
【実施計画】 
(1)測定範囲 
300~3000ppm 、 使 用
温度 5~45℃において
分解能 ±100ppm、誤
差±100ppm の高分解
能な CO2 濃度センサ
の開発。 

 
(1)ガス吸着部のイオン液体の固体薄膜
化、電極部の小型化設計により、セン
ササイズ 1cm×1cm を作製可能とし、端
末サイズ 2cm×5cm 以内を実現した。  
 
(2)想定アプリケーションより 10 倍頻度
が高い計測(1 分毎に計測)においてもセ
ンサの消費電力は約 40μW を確認し
た。 
  
 
(1)測定範囲 300～3000ppm、使用温度 5
～45℃にて、CO2 を特異的に吸着する
イオン液体を用いて分解能±100ppm、誤
差±100ppm を有する CO2 濃度センサを
開発した。既存の CO2 センサの 1/8 倍
低い消費電力ながら、分解能は同等以
上を達成した。 

 
○ 
 
 
 
 

 
○ 
 
 
 
 

 
○ 
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(2)イオン液体を用い
た CO2 ガス吸着脱離
原理の解明および吸
着・検出因子の抽
出、最適化の実施。 
 

  
(2)CO2 を特異的に吸着するイオン液体
の吸着脱離原理を仮説検証し、センサ
による解明し、ガスの変化に追従可能
なリバーシブル(吸着・脱離)が可能な
CO2 センサを可能とした。また検出因
子の抽出および最適化により、高速応
答可能な CO2 モニタリングを実現し
た。 

 
○ 
 

①-(4) 
VOC 濃度セ
ンサの開発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【基本計画】 
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
(2)平均消費電力 100μ
Ｗ以下 
 
 
【実施計画】 
サイズ 2cm×2cm×1cm
以下、検出限界につ
いて許容濃度以下を
満たす共振式 VOC 濃
度センサをポリマー
を用いて開発する。  
 
 
センサを実環境で動
作させ、10%以上の
排気量低減効果を示
す。 
 

 
ポリマー共振式 VOC 濃度センサモ
ジュールと無線端末(産総研)と有機太陽
電池ユニット(東工大，日清紡(株))を搭
載した、サイズ 2cm x 5cm x 3cm，平均
消費電力 36mＷで駆動するセンサネット
ワーク用 VOC 濃度センサを実現した。 
 
 
2cmx2cmx0.5cm の共振式 VOC 濃度セン
サを低環境負荷、低コストなプロセス
を実現するポリマーを用いて開発。さ
らに、センサの高感度化により、微小
流量 100sccm、180 秒でトルエン、オク
タン、エタノールの許容濃度を検出可
能な VOC 濃度センサの開発に成功。 
 
ネットワーク用 VOC 濃度センサを作業
環境に設置して実証検証し、センサを
用いた VOC 濃度モニタリングにより排
気システムの排気量が 50%以上低減す
る可能性を提示。 

 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
 

①-(5) 
赤外線アレー
センサの開発 

【基本計画】  
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
 
 
 
(2) 平 均 消 費 電 力  
100μW 以下 
 
 
 
 
【実施計画】  
(1)画素数： 
  256(≒16×16)  
 
(2)応答速度：  
 10fps 以上 
 

 
(1)ウェハレベル真空封止によりサーモ
パイル型赤外線センサ素子を小型・高
感度化。 更に、レンズ・センサチッ
プ、および処理回路の積層により、サ
イズ 2cm×5cm を実現。  
 
(2)サーモパイル赤外線センサ素子の高
速応答化により、 温度データ取得時間
を短縮。 更に、モジュールの間欠動
作・可変フレームレート機能の搭載に
より、1 回/分測定にて平均消費電力
95uW を達成。 
 
(1)・(2)対象物から放射された赤外線を
高効率に集光、且つ高速に放熱する赤
外線センサ素子の構造設計により、感
度と高速応答性を両立。256 画素
(≒16×16)で、センサ素子の応答速度
19fps を実現。   

 

 
○ 
 
 

 
 
 
○ 
 
 
 
 

 
 
○ 
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②無線通信機能及び自立電源機能と搭載したグリーンセンサ端末の開発 

研究開発項目 目 標 研究開発成果 達成度 

②-(1) 
超小型高効率
ナノファイ
バー構造光
電・熱電変換
自立電源の開
発 

【基本計画】 
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
(2)平均出力 150μW 以
上の電力供給が可能
な発電・蓄電一体型
モジュールを開発 
 
【実施計画】 
室内光を効率的に利
用できる有機半導体
製造技術の開発。 
 
室内照明下での高出
力化を可能にするナ
ノファイバー構造化
技術の開発。 
 
フレキシブル化を可
能にする太陽電池繊
維化・布帛化技術の
開発。  
 
端末への安定電力供
給を可能にする発
電・蓄電一体型電源
モジュールの開発 。 
 
 
電源小型化のための
モジュール製造技術
の開発。 
 
長期安定動作のため
の封止技術の開発 。 

 
室内照明に適した有機半導体と電荷輸
送ロスの低減に有効なナノファイバー
構造の利用により室内の低照度環境下
で 2×5cm のサイズで、150μW 以上の出
力を達成。  
40℃、RH95％で 2 年以上の耐久性。実
証環境下で 6 カ月以上の安定動作(評価
継続中)。  
 
新規有機半導体の開発により室内光全
体の利用と 1V 以上の開放電圧を達成。
スケールアップ合成技術も確立。  
 
有機半導体ナノファイバー構造の利用
による電荷輸送ロスの低減により出力
目標を達成。  

 
 
有機薄膜太陽電池の繊維化・布帛化技
術の確立によりこれまでにないフレキ
シブル化を実現。  
 
 
蓄電機能を備えた電源回路技術を開発
により照度 200lx でも動作可能な完全無
給電化自立電源を開発。実証環境(植物
工場)の昼夜間 24 時間連続動作や高湿度
環境(相対湿度 90％)にも対応。  
 
基板抵抗低減と開口率向上により小型
化を実現。  

 
 
パネル型は 2 年以上の耐久性を確認。 
 

 
○ 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 
 
 

 
○ 
 

 
 
 

○ 
 

 
 
 

○ 
 
 
 

 
 
○ 

 
 

 
○ 

 

②-(2 ) 
超小型高効率
屋内用自立電
源システムの
開発 

【基本計画】 
(1)サイズ 2cm×5cm 以
下 
 
(2)平均出力 150μW 以
上の電力供給が可能
な発電・蓄電一体型
モジュールを開発 
 
【実施計画】 
(1)室内照明下で平均
出力が 150μW 以上と
なる 2cm×5cm 以下の
面積の自立電源を開

 
面積が 2cm×5cm で 150μW 以上の電力
供給が可能となる 4 直 DSC モジュール
(発電量 196μW)と EDLC で構成される
発電・蓄電一体型モジュールを開発。 
 
 
 
 
 
(1)蛍光灯 500 ルクス下において、1.8V
出力型で 166.1μW3V 出力型で 150.7μW
となる自立電源を開発(他社比約 2 倍の
高出力)。 

 
 (1)(2)  

○ 
 
 
 
 
 
 
 

◎ 
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発する。 
 
(2)上記の自立電源で
駆動するグリーンセ
ンサ(赤外線アレーセ
ンサ)搭載の無線セン
サネットワーク端末
(GSN 端 末 ) を 開 発
し、スマートオフィ
ス実証を協働して進
める。 

 
 
(2)中小スマートオフィス実証(省エネ
10％以上)用に赤外線アレーセンサ搭載
の自立電源駆動 GSN 端末と GCON 用受
信機を開発した。 
また、以下のグリーンセンサ実証用
に、自立電源を開発・電流・磁界セン
サ(1.8V 型/3V 型)・塵埃量センサ(1.8V
型/3V 型)・CO2 濃度センサ(3V 型)更
に、フレキシブル無線センサネット
ワーク端末評価用に 3V 出力型自立電
源、エナジーマネージメント LSI 評価
用に 4 直 DSC モジュールを開発。 

 
 

○ 

②-(3) 
フレキシブル
クランプセン
サの開発 

【基本計画】 
サイズ 2cm´5cm 以下 
 
 
 
【実施計画】 
検出効率 3V/30A 
 

 
400 巻き以上のコイルを備えた、
2cm´5cm´100mm のフィルム型フレキシ
ブル電流センサの製造プロセスを確立
し、実際にセンサを試作した。 
 
センサ単体では出力は 200mV/30A。一
方、センサを複数個接続すると出力電
流や電圧は比例的に増加することを実
験から確認。センサを 15 個直列接続と
することで達成。なお、センサを 15 個
重ね合わせても、サイズや重量は最小
サイズの従来品の 1/5。フレキシブル性
も維持。 

 
◎ 
 
 
 
 
 
○ 
 
 

 

②-(4 ) 
グリーンセン
サ端末・シス
テム超低消費
電力化技術の
開発 

【基本計画】 
MEMS センサからの
信号を収集・処理す
る機能機能を備えた
3mm 角の端末本体部
チップを開発。 
 
 
 
 
 
【実施計画】 
(1) 端末起動時間を、
従来技術比で 1/100
以下に低減。 
 
(2) 起動から変換完了
まで、0.5 msec 以下
の時間で、10bit 以上
のアナログデジタル
変換。 

 
微小な環境発電エネルギーを高効率に
利用する端末エネルギーマネジメント
アルゴリズムをハードウェア実装した
端末用 LSI(1.2 × 3.0 mm)を開発し、自立
電源の高効率化と端末起動時間の短縮
効果を確認した。 
低電力化により不足する精度を補償す
るデジタル補正アルゴリズムをハード
ウェア実装した端末用 LSI(2.5×3.0 mm)
を開発し、低電力性能を確認した。 
 
(1) 照明光において、端末起動時間を、
従来技術比(市販 LSI)で約 1/150 以下に
低減を達成。 

 
(2) 起動から変換完了まで、約 0.08 
msec の時間で、14 bit の分解能、約 13 
bit の測定精度でアナログデジタル変換
を達成した。 

 

 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 
 
 

 
 
○ 

 
 

 

②-(5) 
グリーンセン
サ端末機能集

【基本計画】 
MEMS センサからの
信号を収集・処理す

 
センサ信号処理･無線通信用カスタム
LSI とキャパシタ埋込み型 Si-インター

 
○ 
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積化技術の開
発 
 
 
 
 
②-(5)-1 
ウェハレベル
フレキシブル
集積化技術の
開発 
 
 
 

る機能、及び計測
データを無線で通信
する機能を備えた
3mm 角の端末本体部
チップを開発。 
 
【実施計画】 
外形寸法 2×5cm の共
通プラットフォーム
を構築。 

 
 
 
 
 
 

センサ/IC を 3 種搭載
した 3mm 角の集積化
モジュールを開発。 

 
 
 

 
 
集積化実装要素技術
を確立し、集積化モ
ジュールとして実
証。 

ポーザー(実装基板)とチップ to ウェハ
(C2W)接合実装プロセスを開発し、3mm
角の端末本体部チップ(集積化モジュー
ル)として実証した。 
 
 
 
グリーンセンサ用共通プラットフォー
ムを設計し、2×5cm 寸法への実装に反
映。各グリーンセンサに対して、セン
サ信号処理回路、無線回路、自立電源
の開発目標値との整合をとり、最大公
約数としての仕様値がセンサ端末全体
の開発目標値を満足するように調整し
た。 
 
信号処理無線通信用カスタム LSI を開
発し、当 LSI と水晶振動子と R/C 部品
からなる 3mm 角のプロトタイプモ
ジュールを開発し、集積化モジュール
の仕様に反映。市販の温湿度センサと
組合せ、センサ端末機能を実証評価
し、通信距離 30m 到達を確認した。 
 
1~2.54mm 角 LSI-TEG チップを Si-イン
ターポーザーウェハに配線接続と同時
に集積化するウェハレベル C2W 接合実
装プロセスを開発し、集積化モジュー
ル試作に反映。プラズマ活性化方式
C2W 接合技術を用いた、低温(200℃)で
フレキシブルな樹脂基板上に集積化可
能なプロセスを開発した。 

 
 
 
 
 

 
 

 
○ 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 
 
 
 
 
 
 

 
○ 

②-(5) 
グリーンセン
サ端末機能集
積化技術の開
発 
 
 
 
 
 
②-(5)-2 
高アスペクト
比超低リーク
大容量キャパ
シタ向け絶縁
膜・配線技術
の開発 
 
 
 
 

【基本計画】 
MEMS センサからの
信号を収集・処理す
る機能、及び計測
データを無線で通信
する機能を備えた
3mm 角の端末本体部
チップを開発。 
 
 
【実施計画】 
ウェハレベルフレキ
シブル集積化技術の
実証としてトレンチ
キャパシタチップを
作製し、効果を実証
する。 
 
超臨界流体を用いた
成膜技術の開発にお
いてアスペクト比 50

 
センサ信号処理及び無線通信用 RF-IC
に必要な外付け受動部品(キャパシタ 11
個、およそ 1μF)をシリコンインター
ポーザ上に集積する技術を開発し、端
末本体チップの動作を実証した。 
これにより、従来の外付け受動部品の
実装領域が不要となり、端末本体部
チップを、3mm 角に小型化することに
貢献した。 

 
センサ信号処理及び無線通信用 RF-ＩＣ
に必要な外付け受動部品(キャパシタ 11
個、およそ１μF)をシリコンインター
ポーザ上に集積する技術を開発し、端
末本体チップの動作を実証した。 
 
 
大口径ウェハ処理可能な超臨界成膜装
置を開発し、Cu 埋め込み成膜において
アスペクト比 50 のトレンチでボイド率

 
○ 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
○ 
 
 
 
 
 

 
○ 
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で Cu ボイド率＜10％
を達成する。 
  
この成膜技術を適用
したトレンチキャパ
シタを試作する。ま
た、実用化に向けた
装置課題を抽出す
る。 

＜10％を達成した。 
 

 
超臨界成膜技術を適用したトレンチ
キャパシタ(MIM)を試作し、特性を確認
した。また、実用化に向けた装置課題
と設計指針をドキュメント化した。 

 
 

 
○ 
 

②-(5) 
グリーンセン
サ端末機能集
積化技術の開
発 
 
 
 
 
②-(5)-3 
高アスペクト
比超低リーク
大容量キャパ
シタ向けトレ
ンチ形成の開
発 

【基本計画】 
MEMS センサからの
信号を収集・処理す
る機能、及び計測
データを無線で通信
する機能を備えた
3mm 角の端末本体部
チップを開発。  
 
【実施計画】 
ボッシュ法及び非
ボッシュ法プロセス
の各プロセストレン
ドデータ取得し、従
来ボッシュ法比較で
含有カーボン量 70%
以下を満たすグリー
ンな非ボッシュ法を
構築する。また、各
エッチング手法の
エッチングメカニズ
ムを理解する。  
 
キャパシタ仕様を満
たす為のアスペクト
比 20 以上の Via エッ
チングプロセス開発
し、試作実証検証を
行う。  
 
エッチングメカニズ
ム解明の継続と、実
用化に向けた量産向
けのエッチング条件
およびその装置仕様
を決める。  
 

 
小型化を実現可能とする、高密度 Via
キャパシタ形成の為のエッチング技術
を構築。本技術は従来加工法比で約 2
倍と高スループット化できた事で、デ
バイス製造の低コスト化も貢献できる
エッチングプロセス技術を開発した。 
  
 
 
ボッシュ法と非ボッシュ法両方のプロ
セストレンドデータを取得。この結果
と表面分析結果を基に、非ボッシュ
エッチングを最適化した結果、カーボ
ン含有ガスを用いないエッチングプロ
セスが構築できた。  
 
 
 
 
 
 
 
ボッシュ法と非ボッシュ法の組合せ最
適化により、直径 4um、エッチング深
さ 101um、アスペクト比 25 の高スルー
プットなエッチングプロセスを開発。
デバイス試作と低リーク大容量キャパ
シタの動作検証を行った。 

  
エッチング側壁をアスペクト比量に対
応て XPS 分析し、ボッシュ及び非ボッ
シュエッチングの異方性機構を考察。
結果、同じモジュールで、ボッシュと
非ボッシュエッチングの両方が実施可
能なプロセス構成における必要なガス
種の基本仕様が決定できた。  

 
○ 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
 
 

 
○ 

②-(5) 
グリーンセン

【基本計画】 
MEMS センサからの

 
プロジェクト内連携により、集積化技

 
○ 
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サ端末機能集
積化技術の開
発 
 
 
 
 
②-( 5)-4 
集積モジュー
ル化技術の開
発 

信号を収集・処理す
る機能、及び計測
データを無線で通信
する機能を備えた
3mm 角の端末本体部
チップを開発。 
 
【実施計画】 
(1)300mm ウェハ貫通
孔 Cu 充填めっき装置
を設置し、ボイドレ
スのめっき技術を開
発する。 
 
 
 
 
 
(2)TSV の電気特性目
標 
・TSV 抵抗 10mΩ 以
下 
・リーク 1ｎA 以下＠
10V 
・耐圧 200V 以上 
 
(3)部品内蔵したシリ
コンインターポーザ
へ本プロジェクトで
開発された RF-LSI を
実装し特性を評価す
る。 
 

術を適用した 3mm 角の端末本端部チッ
プ(樹脂基板積層型)を開発し、得られた
知見をシリコンインターポーザ上への
集積チップへ展開し、これを適用した
無線モジュールを開発した。 
 
 
 
(1)新規に TSV 充填銅めっき装置を開発
した。めっきプロセスシミュレーショ
ンによって電極や遮蔽板形状と距離を
最適化、めっき配線の面内厚みバラつ
き±0.1μm 以下になる事を確認した。本
装置を用いて、厚み 500μm の φ300mm
ウェハに対して φ50μm の貫通孔を形
成、ボイドレスで銅の埋め込みが可能
であった。 
 
(2)表裏再配線層付きの φ300mmTSV イ
ンターポーザを試作、面内の TSV 電気
特性を評価し、TSV 抵抗 2.43mΩ、リー
ク電流 1ｎA 以下、耐圧 200V 以上を達
成し、φ300mm ウェハにおいて目標品
質の TSV が形成可能である事を実証し
た。 
 
(3)ビアキャパシタを内蔵したシリコン
インターポーザを開発、RF-LSI を実装
し無線モジュールとしてワンチップ化
を実現した。実装した RF-LSI のシステ
ムクロックの動作を確認し、内蔵した
ビアキャパシタが機能する事を確認し
た。 

 
 
 
 
 

 
 
 
◎ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○ 
 
 
 
 
 
 

 
○ 
 
 

②-(6)  
低消費電力無
線通信技術の
開発 

【基本計画】 
(1)少なくとも
300MHz 帯と 900MHz
帯の 2 つの周波数帯
が同時受信可能 
 
(2)同時接続端末 1000
以上 
 
 
 
(3)受信感度 -130dBm
以下 
 
 
 
【実施計画】 
(4)超低消費電力通信
プロトコルの開発。 
 

 
(1) 300MHz 帯用と、900MHz 帯用の 2
つのアナログフロントエンド基板をデ
ジタル処理基板に接続し、同時受信可
能な受信機を開発した。 
 
(2) シミュレーションにより、1000 端
末の場合には 20s 以上の間欠時間であ
れば 1%以下の電文衝突確率で受信でき
ることを明らかにした。 
 
(3)開発した受信機から-130dBm の信号
を受信できる仕様を示し、理論的に開
発した通信プロトコルを用い、1%以下
のシンボル誤り率で-130dBm の信号が
受信できることを明らかにした。 
 
(4)従来受信に必要であった情報を電文
から削除し、更に送りたい情報を多値
化により短電文化する通信プロトコル

 
○ 
 
 
 
 
 
 
○ 
 
 

 
 
○ 
 
 
 
○ 
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(5)超低消費電力無線
通信用受信機の開
発。 

を開発した。 
 
(5) FPGA 内で FFT 頻度を電文送信速度
に対して 4 倍にした受信機を開発し、
(4)の通信が可能であることを示した。 

 
 

○ 

②-(7) 
グリーンコン
セントレータ
の開発 

【基本計画】 
(1)グリーン MEMS セ
ンサ、グリーンセン
サ端末及び高感度受
信機を用いたネット
ワークシステムを構
築するとともに、店
舗、製造現場及び、
オフィス環境に適用
できるシステムを開
発する。 
 
【実施計画】 
(2)センサ～サーバを
シームレスな接続、
効率的な通信と遠隔
メンテナンス機能を
持つことで新センサ
の追加対応が機器交
換なしで可能である
専用の低電力小型コ
ンセントレータを開
発する。 
 
(3)3G/LTE からコンセ
ントレータを経由し
て、アクチュエータ
をクラウド上から遠
隔でリアルタイムに
制御するための技術
開発。 
 
(4)通信障害や障害物
の影響を受けない
メッシュネットワー
クを構成でき、WAN
接続の通信コスト低
減を目的とした、コ
ンセントレータ間転
送方式 (WiFi マルチ
ホップネットワーク)
を開発する。また、
通信速度 1Mbps 以
上、ホップ数 3 ホッ
プ以上、PAN 通信遅
延 100ms 以下、パ
ケットロス率 20％以
下を目標。 

 
(1)スマートコンビニ、ファクトリ、オ
フィス全ての実証現場のグリーンセン
サネットワークシステムで省エネ実証
の目標達成に貢献、コンセントレータ
の有効性を確認した。最長で約１年間
にわたる実証実験を行い、クラウドへ
のデータ送信率約 90％を達成。 
 
 
 
 
 
(2)3G/LTE、WiFi、920・315MHｚの各
無線ユニットに対応したコンセント
レータを開発。また、データ受信に関
しては内部テストにて 3000 個までの内
部データ処理が可能であることを確
認。メンテナンス面では遠隔でのデバ
イス管理機能を実装。通信負荷、コス
ト削減のためマルチホップ通信機能を
実装し動作を確認。 
 
 
(3)センサデータの受信からアクチュ
エータへの制御指令発信までを行う機
能を開発。実証現場において自動制御
の動作を確認した。また、短期間では
あるが制御指令発信から 1 分以内で
90%以上の制御処理の実行を確認。 
 
 
(4)フレキシブルに自動で WiFi ネット
ワークを形成可能な WiFi メッシュネッ
トワーク機能及び、メッシュネット
ワーク上を効率的に通信するマルチ
ホップ通信技術を開発した。また、オ
フィス環境において GCON5 台を使用し
た 4 ホップ通信環境下で、通信速度
5Mbps、通信遅延 10ms 以下、パケット
ロス 10%の性能を達成。 

 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
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③グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 

研究開発項目 目 標 研究開発成果 達成度 

③-( 1 ) 
スマートコン
ビニのための
グリーンネッ
トワークシス
テムの開発 

【基本計画】 
グリーンセンサネッ
トワークシステムの
構築と、店舗環境等
に適用できるシステ
ムの開発する。 
 
【実施計画】 
SEJ 国内の 1,000 店舗
以上でモニタリング
システムを構築。 

 
省エネ 10%以上を達
成 
 
省エネに資するグ
リーンセンサ端末お
よびグリーンネット
ワークの具体的な仕
様を明確化。 

 
大規模システムの構築と運用：コンビ
ニ約 2,000 店舗に約 16,000 のセンサ端
末を実装し、3 年間にわたりデータを収
集した。 
 
 
 
約 2,000 店舗に無線システムを実装(国
内店舗数 17,277(2015 年 1 月) 
 
 
2014 年に 1,860 店舗で 10%の省エネを
実現(2012 年比) 
 
約 30,000 の端末を試作実装し、センサ
の製造・検査・メンテ等のフィージビ
リティを検証。 

 
◎ 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
 
 

 
◎ 
 
○ 

③-(2)- i ) 
スマートオ
フィスのため
の(中小オ
フィス用)グ
リーンセンサ
ネットワーク
システムの開
発 

【基本計画】 
グリーンセンサネッ
トワークシステムの
構築と、オフィス環
境に適用できるシス
テムを開発する。 
 
 
 
 
【実施計画】 
(1)センサとシステム
の仕様を抽出し、実
証システムに搭載す
る分析機能 (見える
化)、自動制御機能を
開発する。 
 
 
 
 
(2)システムを実際の
オフィスに構築し、
10％以上の省エネ効
果が得られることを

 
中小オフィスに導入しやすい新しいコ
ンセプトを立案し、これを実現する仕
様の抽出／システム構築／効果実証を
実施。 
※コンセプト：『天井にセンサ端末を貼
るだけで､これまで見えなかったエネル
ギーロスをリアルタイムに見える化(対
策も提案)し、誰でも簡単に省エネを推
進できるシステム』 
 
中小オフィスに有用な省エネ手法を 4
つ選定し、これらを赤外線アレーセン
サの情報を活用して運用するアプリを
開発。以下の機能をクラウドに搭載： 

-分析機能…ロスの種類・発生場所を
俯瞰表示し、併せて省エネガイダンス
を表示する。 
 -自動制御…分析機能の出力を元に制

御指令を送信する。 
 
複数オフィス［大阪、東京］にシステ
ム構築し、実際に利用(手動操作/自動制
御)。両物件とも、夏期/中間期/冬期の
各期間において 10％以上の省エネを達

 
○ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○ 
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実証する。 
 
(3)利用者の導入・運
用費に係るコストを
最小化するシステム
構成を検討し、投資
回収期間を適切化(理
想：2 年以下)するた
めの方策を整理し試
行する。 
 
 

成した。 
 
単一種類センサ(赤外線アレーセンサ)
で、複数設備(空調＋照明)/複数省エネ
手法を運用できるシステムを開発し
た。さらに、位置検知システムを利用
してセンサ位置情報を自動登録する方
法(狙い：登録作業を効率化し人件費を
削減)を提案・評価した。市場ニーズの
観点から、センサ端末に求められる価
格を整理…4000 円/台以下(実現方法を
今後の事業化に向けた取り組みでメー
カらと共に検討)。 

 
 

 
 
○ 
 

 

③-( 2 )-ii) 
ナノファイ
バー構造自立
電源を用いた
グリーンセン
サネットワー
クシステムの
開発 

【基本計画】 
グリーンセンサネッ
トワークシステムの
構築と、オフィス環
境に適用できるシス
テムを開発する。 

 
【実施計画】 
(1)小規模オフィス環
境下の利用可能な環
境エネルギー量の抽
出。 
 
(2)小規模オフィスに
おける 10 %省エネシ
ステムの構築と実
証。 
 

 
オフィスの開口部制御による省エネ効
果を検証し、小規模オフィスにおける
環境測定センサネットワークと組み合
わせることで、消費電力量 10 %削減を
実現減可能なシステムの骨子を構築し
た。 
 
(1)オフィス環境における最低照度や温
度変化といった環境エネルギー情報を
把握。開発する自立電源の仕様を決
定。 
 
(2)季節ごとの室内環境・消費電力量の
1 日の変化を DB 化。また、開口部が原
因となる熱負荷・熱損失の低減による
冷暖房効率を向上させ、消費電力量
10 %削減を確認。 

 
○ 
 
 
 
 

 
 
○ 
 
 

 
 

○ 
 
 
 

③-(3)  
スマートオ
フィスのため
の(大規模商
業ビル用)グ
リーンセンサ
ネットワーク
システムの開
発 

【基本計画】 
グリーンセンサネッ
トワークシステムの
構築と、大規模商業
ビル環境に適用でき
るシステムを開発す
る。 
 
【実施計画】 
(1)大規模商業ビルに
グリーンセンサネッ
トワークシステムを
構築し 10％以上の省
エネ効果を確認。 
 
(2)-1 大規模商業ビル
に適したセンサと
ネットワークシステ
ム仕様の抽出。 
 
(2)-2 大量データを扱
うことのできるデー

 
3 種類の大規模商業ビルにグリーンセン
サネットワークシステムを構築。 
大規模商業ビルに要求される省エネル
ギーと室内環境の快適性の両立に向け
「室内環境の見える化システム」を開
発し、実証実験での室内環境の評価に
活用。 
 
3 種類の大規模商業ビルにグリーンセン
サネットワークシステムを構築し、省
エネ項目の抽出と省エネ量の試算を行
い、10％以上の省エネ効果を確認。 
 
 
大規模商業ビルに有効なセンサとし
て、電流、温湿度、CO2、赤外線アレ
イセンサを抽出し、要求仕様や省エネ
手法を整理。 
 
オンラインリアルタイム表示の「室内
環境の見える化システム」を開発。 

 
○ 
 
 
 
 
 

 
 
○ 
 
 

 
 
 
○ 
 
 

 
 
○ 
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タ分析システムの開
発。 
 
(3) 大規模クリーン
ルームにグリーンセ
ンサネットワークシ
ステムを構築し 10％
以上の省エネ効果を
確認。 

 
 
 
大規模クリーンルームにグリーンセン
サネットワークシステムを構築し、省
エネ項目の抽出と省エネ量の試算を行
い、10％以上の省エネ効果を確認。 

 
 
 
○ 

③-(4) 
スマートファ
クトリのため
の(工場・事
業場用)グ
リーンセンサ
ネットワーク
システムの開
発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【基本計画】 
グリーンセンサネッ
トワークシステムの
構築と、製造現場等
の環境に適用できる
システムを開発す
る。 
 
 
 
 
 
 
【実施計画】 
様々な業種・業態に
適合するセンサ仕様
および計測手法の検
討。 
 
 
 
 
 
 
 
主要製造業種におけ
るセンサネットワー
クの構築により、セ
ンサデータおよびセ
ンサデータに対応し
た生産情報に基づく
工程または設備単位
の省エネルギー(また
は電力ピーク抑制)シ
ミュレーションの実
施。 

 
自社工場および主要製造業種 9 業種 15
サイトにおいて実証を行い、安価で施
工性の高いセンサおよびセンサネット
ワークの開発(試作・I/F 開発等)を実施
した。 
主要製造業種 9 業種 15 サイトにおいて
センサネットワークを構築し、センサ
データに基づく省エネルギー(または電
力ピーク抑制)シミュレーションを実施
することで、10%以上／事業所の省エネ
効果(電力ピーク抑制効果 10%以上／事
業所)を大きく上回ることが分かった。 
 
自社工場および主要製造業種 9 業種 15
サイトにおいてセンサネットワークを
構築し、現場環境下において実用性の
高いセンサ仕様検討(試作を含む)および
計測手法の検討を実施した。 
また、上記センサ試作機の製作を通じ
て、自己給電型電流センサの実現性、
ビジネス化に向けたセンサコスト低減
の可能性および同センサの顧客受容性
等の確認を実施した。 
 
主要製造業種 9 業種 15 サイトにおい
てセンサネットワークを構築し、セン
サデータ(生産情報を含む)に基づく省エ
ネルギー(または電力ピーク抑制)シミュ
レーションを実施した。また、実証結
果に基づき、 
① センサデータに基づく生産工程の稼
働／非稼働(待機電力)自動判定プログラ
ム 
② 電力ピークシフトシミュレーション
プログラムを試作・構築した。 

 
◎ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
◎ 

③-(5) 
スマートファ
クトリのため
の(植物工場
用)グリーン
センサネット
ワークシステ
ムの開発 

【基本計画】 
試作したセンサ端末
を用いて植物工場に
適用可能なセンサ
ネットワークシステ
ムを開発する。 
 
【実施計画】 

 
高湿度環境で明暗期もある植物工場に
おいて、開発した自立電源を搭載した
センサ端末を用いて、24 時間連続で安
定動作可能なセンサシステムを開発。 
 
 
植物工場内にセンサ端末をきめ細かく

 
○ 
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植物工場での無線セ
ンサネットワークシ
ステムを構築し、
10％省エネ効果を検
証する。 

設置することにより栽培区画毎の環境
情報を可視化し、栽培環境を均一化す
ると同時に過剰制御を改善したことに
より、約 12％の省エネ効果を確認。 

○ 

3. 成果の意義  

本プロジェクトは、Internet of Things、M2M、Trillion Sensors、ビッグデータ活用の産業

的社会的インパクトが喧伝され、研究開発及び事業化が世界的な広がりの中で取り組まれ

ている中で、嚆矢ともいえる先進的な取り組みとなった。このプロジェクトの目的は、開

始時(2011 年)東日本大震災直後でもあり、省エネ(エネルギーの節約、効率的利用)に資す

る自立電源駆動の無線ネットワークシステムの実証であった。そのため、まず現場で、オ

フィスで、どのように、どれだけエネルギーが使われているか、すなわちエネルギーの消

費構造の見える化を行ってきた。その結果を元に、組合内で、ユーザに対して、エネル

ギー(機器)の合理的使用をサポートするビジネスモデルの事業化も議論され、組合企業の

連携による新たなサービス事業も生み出されつつある(IV 章 1.成果の実用化・事業化見通

し参照のこと)。さらに、本プロジェクトの成果であるセンサ端末、共通 PF 技術等のハー

ドウェアや見える化・分析システム、通信プロトコル・ファームウェア等のソフトウェア

は、様々な機器使用の見える化、機器の不具合や非効率等のリモート監視、動き・位置・

人数情報等のパーソナル情報検知等の機器へ展開することが大いに期待される。また、本

プロジェクトのコンセプトである自立電源で駆動する無線センサネットワークシステムを

社会インフラの維持管理に対応すべく、平成 26 年度より「インフラ維持管理・更新等の

社会課題対応システム開発プロジェクト」を開始した。本組合は当該プロジェクトを受託

し、本プロジェクトの成果を活用し、開発を進めているところである。 
一方、プロジェクトの成果を組合員以外にも広く活用できる様に、組合の知財規定・実

施許諾指針の整備も完了した。PF 特許を保有する産総研・マイクロマシンセンターが中心

となり組合メンバーと連携して、これらの知財の活用推進活動を展開する予定である。 

個別テーマにおける成果の意義は下記に示す。 

 

①グリーン MEMS センサの開発 
①-(1) 電流・磁界センサの開発【横河電機(株)】 

本研究で開発した電流計測技術と低消費電力化技術の成果は、従来の電流センサでは計

測ができなかった多芯電線上において貼り付けるだけで計測ができる電流・磁界センサを

実現することを可能にする。さらに、従来の電流センサでは設置が困難であった小型な装

置等に組込みが可能な小型電流・磁界センサを実現するだけでなく、自立電源で駆動する

無線式端末化も可能にする。これにより、電流・磁界センサの設置コストを低減でき、安

価な電力監視システムの実現が可能となる。この点で意義の大きい成果である。さらに、

従来電流計測ができなかった多芯電線上での計測が可能になったことで、装置間の電流波
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形を可視化できるようになる。これにより、装置の消費電力の内訳を明らかにすることが

でき、装置の一層の効率運転が可能となる。また、電流波形の変化による装置の異常・劣

化診断においても適応領域が拡がる。これらの点でも意義の大きい成果である。 

 

①-(2) 塵埃量センサの開発【セイコーインスツル(株)、(再委託先：東京大学)】 

トリガーセンサの開発により、人の動きに関連した圧力変化をイベントとしたイベン

トドリブン動作が可能となる。このトリガーセンサを塵埃量センサに組み込むことで、

塵埃量センサを必要なときにだけ駆動させることになり、塵埃量センサの低消費電力化

が実現できる。これにより、従来の塵埃量センサと比較し消費電力を 1/1000 以下にする

ことができ、自立電源での駆動が可能となる。小型・低消費電力で自立電源での駆動可

能な塵埃量センサの開発により、塵埃量センサを無線センサネットワークに組み込むこ

とが実現できる。無線センサネットワークによる局所モニタリングにより精密部品工場

内の塵埃量を見える化し、その情報を空調制御にフィードバックすることで精密部品工

場の省エネが可能となる。本開発成果は、クラス 10000～100000 といった中・小規模の

精密部品工場へ広く普及することが期待される。 

 

①-(3)  CO２濃度センサの開発【オムロン(株)、(再委託先：東京大学)】 

イオン液体を用いた CO2 センサのプロトモデルを世界で初めて実現した。本テーマで開

発した CO2 センサは既存製品同様の濃度分解能を保有しつつも、センサ部は電極間上にイ

オン液体を搭載するだけの簡単な構成で従来比 1/10 以下の超小型化を実現した。 

また、価格についても電極とイオン液体とセンサ駆動回路だけとなり、材料費の観点で

も大幅なコスト低減が実現できる。 

 

①-(4)  VOC 濃度センサの開発【オリンパス(株)、(再委託先：信州大学)】 

本研究開発では、VOC 濃度センサを低環境負荷“グリーン” 且つ低コストなプロセスを

実現するポリマーで作製可能とした。開発した VOC 濃度センサはホットエンボスを応用

して製造可能な構成となっている。ホットエンボスは VOC、酸、アルカリなどの化学物質

を必要とせず、排気システム等、生産設備に消費する電力が低減できる。VOC 濃度センサ

を用いれば、センサの出力に対応した排気システムの流量の制御を行うことが可能となり、

最大 VOC 使用時を想定した常時一定流量の排気を行う必要がなくなるため、排気システ

ムに消費する電力、つまり工場の運用コストが低減される。また、事故等により VOC が

許容濃度よりも多量に放散されてしまった状態においてはその状況を把握することが可能

となる。VOC 濃度センサを用いた排気システム制御は工場の運用コストの低減だけではな

く、作業員の安全の保証に果たす役割も大きく、本研究開発により VOC 濃度センサを低

コストで作製できるプロセスを見出した意義は大きい。 
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①-(5) 赤外線アレーセンサの開発【オムロン(株)】 

本研究で開発したウェハレベル真空封止技術・サーモパイル赤外線センサ設計技術によ

り、赤外線を利用した人感センサに必要な感度と応答速度を低コストで両立することが可

能なった。本研究で開発された赤外線アレーセンサは、人感センサに必要な温度分解能と

応答速度を有しながら、90度以上の広い視野範囲での計測が可能という点で、先行品に比

べて優位性がある。更に、間欠動作や可変フレームレート、および画素選択などのデータ

処理と、基準温度との温度差を利用した人検知アルゴリムを搭載することにより、自立電

源で動作可能な赤外線アレーセンサ端末を実現した。これらの技術を利用することで、既

存の人感センサの問題であった設置箇所の制約や電池交換による手間を軽減し、センサ

ネットワークの普及へ貢献できる可能性がある。 

 

②無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発 

②-(1) 超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発【東京工業大学、

住江織物(株)、日清紡ホールディングス(株)、(再委託先：信州大学)】 

本研究開発では、室内照明に適した新規な有機半導体材料の開発と電荷輸送ロスを低減

する有機半導体ナノファイバー構造の導入によって、センサ使用環境の室内光のエネル

ギーを効率良く利用することで目標である平均出力 15μW/cm2@500 ルクスを達成し、軽量、

フレキシブルで完全無給電(メンテナンスフリー)化された小型自立電源を開発した。さら

に、有機薄膜太陽電池の繊維化・布帛化技術の確立により、従来のフィルム型太陽電池よ

りもフレキシブル性に優れ、折り畳むことも可能な布帛型電源を開発した。布帛形状に由

来する形態自由度の大きさは場所を選ばない電源設置を可能にし、センサ端末の利用可能

な範囲を大きく広げる。また、有機系太陽電池では耐久性が課題であることが指摘されて

いるが、開発したナノファイバー構造型の有機薄膜太陽電池は、使用環境の温湿度変化に

対しても安定であり、温度 40℃、相対湿度 95％の環境下で 2 年以上の耐久性を確認した

(評価は継続中)。将来的な実用化に向けて、有機半導体のスケールアップ合成技術および

大気圧条件下・全塗布プロセスによる繊維型・布帛型太陽電池の作製技術など量産化に必

要な技術開発も進めた。 

 

②-(2) 超小型高効率屋内用自立電源システムの開発【ローム(株)】 

本プロジェクトにおいて、ローム(株)は、屋内環境で世界最高レベルの平均出力の自立

電源と、特定小電力無線(920MHz)及び低消費電力マイコンを活用した自立電源駆動のグ

リーンセンサネットワーク (GSN)送信機を開発した。無線センサネットワークは、

BEMS/HEMS といった省エネ用途だけで無く、インフラ、物流、農業、健康、医療といっ

た分野でも、その実現が期待されており、IoE(Internet of EverytHing)やクラウドの更なる発

展にも欠かせない技術である。しかしながら、これまでの無線センサネットワークは、電

池駆動ないし電源駆動であった為、利用範囲は限定的であり、電池交換やメンテナンスが
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必要で、特に電源駆動の場合、あとから設置する事が容易ではない点が普及を妨げる要因

となっていた。今回開発した自立電源は、光発電エナジーハーベスタとして DSC を、キャ

パシタとして EDLC を採用し、電源回路の最適化を図る事で、屋内の低照度環境下での出

力を高め、他社開発品と比べて 2 倍以上の平均出力(20uW/cm2@500 ルクス)を達成した。

この自立電源を搭載した 2cm×5cm サイズ相当の GSN 送信機に、オムロンが開発した人数

検知機能を有する赤外線アレーセンサ(IRA センサ)を搭載し、NTT データの GCON とクラ

ウド技術を用いて、ダイキン工業のアプリケーションにて、オフィス内の人数に合わせた

空調制御を実現し、省エネ 10％以上を実証した。本 GSN 送信機は自立電源を用いている

為、オフィス等へ後から設置可能であり、電源工事が不要であり、電池交換も不要なメン

テナンスフリーとして、新規物件だけでなく、既存の中小オフィスへの展開が期待される。

また、今回、実証に用いた IRA センサ以外にも、多様なセンサを搭載する事で、生産性向

上やヘルスケア向上等々、様々な社会の要求を実現出来る可能性がある。更には、屋外向

け光発電デバイスを用いる事でインフラモニタリング用途に適用出来る可能性もある。 

 

②-(3) フレキシブルクランプセンサの開発 【産業技術総合研究所、(一財)マイクロマシ

ンセンター】 

本研究成果は、これまでセンサのサイズやコストから普及の難しかった、消費電力「見

える化」システムの構築に大きく貢献できる。本開発品である、非常に小型で軽量なフレ

キシブルクランプ式電流センサ(絆創膏サイズ)は世界でも類を見ない独自構造であり、場

所を選ばず敷設でき、ワンタッチクランプ構造により取り付け作業性も良好である。また、

従来のクランプ式電流センサはプラスチックのケースなどから構成されているため、クラ

ンプ可能なケーブル形が固定されるが、本開発品はケーブル太さを選ばない仕様のため汎

用性も高い。これは事業化のハードルを下げる成果であり、非常に意義が大きい。さらに、

従来のクランプ式電流センサは、構造上クランプ時に微小な空隙が発生することで磁力線

の漏れが生じ、最小サイズのセンサでは出力電圧のリニアな応答は 15A 程度の一次電流ま

でとなるが、本開発品はフィルム状の磁気コアで構成されているため、その終端同士を強

固に密着させてクランプすることで高精度な閉磁路を形成することができ、150A 程度の一

次電流まで出力電圧はリニアな挙動を示す。従って、一つの仕様のセンサで大小様々な

ケーブルに対応可能であり、今後実用化・事業化の際に製造コストの低減に大きく貢献す

る。 

 

②-(4) グリーンセンサ端末・システム超低消費電力化技術の開発【(株)日立製作所】 

開発した端末エネルギーマネジメント回路技術は、市販の環境発電エネルギーマネジメ

ント回路と比較して、1/10 以下の発電量の微小な環境エネルギーを効率的に収集し、蓄電

することが可能である。さらに、短時間で起動可能な自立電源を構成することができ、長

時間に渡り発電停止するような、不安定な環境エネルギーに於いても、十分に実用的な自
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立電源を提供することが可能とする成果である。併せて、本開発技術は、本事業に於いて

対象としていた、室内照明光だけでなく、排熱による熱電発電や、機器振動による振動発

電などに対しても適用可能である。これらより、開発成果は、多様な環境エネルギーを利

用した無線センサ端末を実用化可能にする成果であると言える。また、開発した端末用セ

ンサ信号処理回路技術は、同等の精度・速度の市販センサ信号処理回路と比較した場合、

約 40 倍の高性能化を実現している。本技術を適用することで、自立電源のような微小な

エネルギーを用いた無線センサ端末において、従来は困難であった、振動スペクトルの取

得など、高精度・高速測定が要求されるようなアプリケーションを実現可能となる。これ

らより、開発成果は、多様なセンサアプリケーションを自立電源で実現可能にする成果で

あると言える。 

 

②-(5) グリーンセンサ端末機能集積化技術の開発【(独)産業技術総合研究所、(一財)マイ

クロマシンセンター、(株)デンソー、(株)アルバック、大日本印刷(株)】 

開発したグリーンセンサ端末機能集積化技術は高アスペクト比構造の 3 次元集積化デバ

イスの製造技術を高度化し、無線センサネットワーク用半導体デバイス市場の拡大に寄与

できると考えている。本研究において、シリコンインターポーザ上にキャパシタ機能と無

線機能を集積化し、数 mm サイズのワンチップ化に成功した。超小型のセンサ端末が実現

することにより、センサ端末の設置自由度が飛躍的に向上し、センサネットワークの普及

につながる。MEMS センサと制御用 LSI、および RF-LSI 等をシリコンインターポーザ上

に集積しワンチップ化する事で、ばらまき可能なセンサ端末が実現出来る。研究成果の中

でも、φ300mm 大口径のシリコンインターポーザの応用ニーズは極めて広く、M2M 社会

を実現する為のセンサ/半導体デバイス性能の実現に向け市場性も大きい。一方、その為の

新たな国内サプライチェーン構築も急務で、国内 MEMS メーカ、装置メーカ、材料メーカ

とのコラボ活動にてこれら新市場を創っていくことが重要である。また、開発したグリー

ンセンサ端末プラットフォームは端末寸法が小さくフレキシブルな構造のため、端末のば

らまき設置に対する適性に優れており、無線センサネットワークシステムの普及に資する

技術であるといえる。中でもセンサ信号処理･無線発振用に開発したカスタム RF-LSI はア

ナログ/デジタル･両インターフェイスとアナログスイッチを有し、パワーマネージメント

に適した超低消費電力 LSI であり、量産時のコスト低減が可能な、市販の RF-LSI と比較

して優れた性能を有し、無線センサ端末プラットフォーム用の中核デバイスとして有用で

ある。さらに、本プロジェクトで開発したドライエッチング技術は既存技術との性能面で

の差別化を獲得しているだけでなく、プロセスについても新たな付加価値を提供できる装

置である点も優位性がある。 

  

②-(6) 低消費電力無線通信技術の開発【産業技術総合研究所】 

本プロジェクトで開発する端末は、微弱な環境エネルギーを電力源とするため、端末の、
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特に消費電力の大きい無線通信の低消費電力化が必要とされていた。本技術は、本プロ

ジェクトでの端末使用環境では最適と考えられる単方向通信において、電力が十分に使用

できる受信機を高機能化し、その分端末の通信に関わる電力を低減できる技術である。従

来の無線通信では、測定データや ID など送信したい情報の他、信頼性のある通信を成立

させるために必要な情報を電文内に挿入し、その分電文量が増加して消費電力が大きく

なっていた。本技術では、通信を成立させるための情報を電文から除外し、電文構造など

の別の方法により通信を成立させ、合わせて多値化を行うことで低消費電力化を実現する。

本技術によれば、通常行われている無線通信と比較して 1/10 程度の低消費電力化が可能と

なる。本技術は、本プロジェクトで開発するシステムの実施に適しているだけでなく、例

えば、小型の太陽電池などの微弱なエネルギー源を電源とし、数百メートル以上の長距離

の通信を必要とする、広域気象予測などの低消費電力無線センサネットの開発推進に貢献

できる可能性がある。 

 

②-(7) グリーンコンセントレータの開発【(株)NTT データ】 

本プロジェクトでは、大量に出力されるセンサデータを蓄積するデータ収集クラウドシ

ステム、それとセンサ端末をつなぐゲートウェイ装置の開発が必要不可欠であり、本研究

成果であるグリーンコンセントレータは、スマートコンビニ、オフィス、ファクトリ、商

業施設全ての実証現場で使用され、省エネ目標の達成に貢献できることを確認した。 

機能面においては、無線による各種データ収集・蓄積、3G／LTE 通信によるデータ転送

を行う基本動作アプリケーションを標準実装することにより、従来のゲートウェイ装置で

課題となっている設置・開発にかかる初期導入コストを大幅に削減することを可能にした。

また、WiFi マルチホップ通信機能により様々な通信環境に対応した自動通信ルート生成や、

通信を最適化することで通信コストの削減に寄与できることも確認済みである。 

グリーンコンセントレータは本センサネットワークシステムに限らず、多くの M2M 領

域で幅広く利用する事を想定した汎用的なネットワーク機器と位置付けている。今後爆発

的に拡大する IoT、M2M 事業分野において、豊富なインターフェイスと連携した様々な

ネットワークシステムを構成し、現場の機器とクラウドシステムのパイプ役として多大な

活躍が見込まれる(図Ⅲ-3-1)。 
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図Ⅲ-3-1 コンセントレータの活用例 

 

③グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 

③-(1) スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発【(株)セブ

ン-イレブン・ジャパン、産業技術総合研究所】 

研究期間中、約 30,000 の無線端末を試作し、実店舗 2,000 店規模に実装し、省エネのた

めのモニタリングを約 3 年間実施した。この研究開発により、1．社会の省エネ実現のため

の無線センサの重要性、2．大規模データの取得分析システムの具体的仕様等を明確にした。 

大きな省エネ効果を達成するためには、電力量だけではなく、電力を使って達成する「機

能(例えば温度の制御)」を合わせてモニタリングする必要がある。無線プラットフォーム

を活用すれば、これらのデータを同時に取得することができるため、省エネシステムの構

築が容易にできることを実証した。さらに、システムを実装するために必要となる時間が、

有線のタイプに比較して大幅に少ない(設置工事の標準作業時間：無線タイプは有線タイプ

の 1/2 以下で(40 分以内))ことを明らかにした。 

研究期間中、約 8TB のデータを収集分析した。実際の店舗情報システムを活用して、こ

れら大量データの処理・分析システムを具体化した。大量データより、「増エネ要因分

析」および「省エネ対策」を自動的に抽出できる可能性を明らかにし、そのために必要と

なるデータを具体化した。これらの検討を行いながら、3．国内コンビニ 2,000 店舗で 10%

の省エネを実現した。この電力削減量は、一般家庭 8,000 世帯の消費電力量に相当する。

現在、国内に 50,000 店以上のコンビニエンスストアが存在する。本研究で開発した端末・

システムは他のコンビニエンスストアへ容易に展開でき、省エネに貢献できることは明白

である。さらに、スーパーや外食産業など、他の小売部門への応用が期待される。これま

で、多様な省エネへの取組が行われてきたが、本研究開発での「無線端末の活用」と「実

証スケールの大きさ」はこれまで例がないものである。今後の省エネ対策に、重要な知見

を与えることができた。さらに、無線センサの普及促進においても少なからず貢献できた

と考える。 
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③-(2) スマートオフィスのための(中小オフィス用)グリーンセンサネットワークシステム

の開発【ダイキン工業(株)】 

本成果は、中小規模ビルへの省エネ情報システム導入の主要課題である「設置工事の不

要化」「投資回収期間の短縮」「容易な省エネの実現」を解決し、省エネ化の促進に貢献

する。従来 BEMS(大規模ビルを中心に導入されている)は、配線工事が必要であり、また、

専門知識を持つエネルギー管理者向けに開発されているため、管理者が居ない多くの中小

規模ビルでは使いこなすことが難しい。 

本研究開発では、これらを解決する革新的な省エネ情報システムのコンセプト立案／仕

様抽出／システム構築／効果実証を実施してきた。「設置工事の不要化」に対しては、セ

ンサ端末に太陽電池と無線通信機能を一体化し、照明機器にマグネットで貼るだけで簡単

に設置できる端末を開発した。「投資回収期間の短縮」に対しては、単一種類のセンサで

複数種類の省エネを行えるアプリケーションを開発し、コストパフォーマンスの高いシス

テムを実現した。具体的には、赤外線アレーセンサから出力される温度分布・人分布情報

を用いて、空調・換気・照明のムダ削減を行える仕組みとした。「容易な省エネの実現」

に対しては、専門家が行うようなデータ分析を自動で行い、『ムダの発生場所』を見える

化して、その『改善策』をリアルタイムに在室者に知らせるアプリケーションを開発。在

室者に専門知識がなくても、簡単に省エネ行動を起こせるようにした。 

省エネ効果は、複数の実オフィスにて実証を行い、各物件・各季節において 10％以上の

効果を確認できた。さらに、この革新的な見える化によって、省エネ推進に関するコミュ

ニケーションが活発になり省エネ意識が上がったという声も聞けており、在室者の知識・

意識を向上して省エネ行動を促進できる可能性も示せた。本システムは他のオフィスビル

にも展開可能であり、我が国の省エネ推進に大きく貢献できるものと考える。 

 

③-(3) スマートオフィスのための(大規模商業ビル用)グリーンセンサネットワークシステ

ムの開発【高砂熱学工業(株)】 

本研究開発では、3 棟の 40,000 ㎡以上の大規模商業ビルに多数のグリーンセンサ端末を

設置してグリーンネットワークシステムを構築し、環境やエネルギー消費量の把握するこ

とにより、顧客購買活動に影響なく 10％以上の省エネ効果が得られることを実証した。ま

た、「室内環境の見える化システム」を開発することにより、容易に省エネ室内環境をオ

ンライン、リアルタイムで可視化し省エネ項目を抽出することが可能となった。 

大規模商業ビルにおいては、省エネルギーと室内環境の快適性の両立が重要であり、そ

のためにはエネルギー消費量や環境計測による見える化が必要であるが、通常このような

大規模商業ビルに設置されている中央監視装置や BEMS(Building and Energy Management 

System)では、センサのコストや配線工事費用等の制約によってセンサによる監視点数が限

られているのが現状である(表Ⅲ-3-1 参照)。年間のエネルギー消費量が原油換算で 1,500kL
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以上のエネルギー管理指定工場においては、省エネ法により年 1％の省エネが義務付けら

れているが、今回の開発された安価で配線工事不要のグリーンセンサネットワークシステ

ムと「室内環境の見える化システム」を活用することにより、従来技術では難しかったセ

ンサの多数設置が容易となるとともに、大規模商業ビルでの更なる省エネルギーの推進が

可能となった。エネルギー管理指定工場に指定されている大規模商業ビル約 1,000 施設で

10％の省エネが達成できると 1,200GWH/年(=1,000 施設×12,000MWH(業務用ビルの平均値、

原油換算値を電力換算)×10％)のエネルギー消費量の削減につながる。さらに、事務所、病

院、ホテル、学校等の他の用途の業務用ビルへも展開を図るとその数値は 4 倍以上となり、

日本における最終エネルギー消費の約 0.3％に相当する値となる。  
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表Ⅲ-3-1 既存技術(BEMS、中央監視装置)との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-(4) スマートファクトリのための(工場・事業場用)グリーンセンサネットワークシステ

ムの開発【(株)東光高岳、東京電力(株)】 

産業部門(製造業)の中でも素材系業種(紙・パルプ、鉄鋼等)と比較して電力比率が高い機

械系業種においては、工場内の設備数が膨大で、エネルギー管理担当者の育成の難しさと

相俟って、設備の運用管理や省エネルギー活動は困難を窮めてきた。従来のセンサおよび

センサネットワークは、高価で施工性が低いため、工程または設備単位のエネルギー管理

が容易ではなかった。今回の研究・実証では、安価で施工性の高いグリーンセンサ・ネッ

トワークシステムの開発を実施し、主要製造業種 9 業種 15 サイトにおいて実証を行い、

現在広く使用されているセンサ(外部供給電源・有線通信)でのシステム構築費用(工事費含

み)に比べ、開発したセンサでは 1/3～1/5 となることが把握できた。さらに実証では、開発

したセンサが生産設備や分電盤が設置されている既存の工場環境においても、データ計測

およびデータ通信の実現性が確認でき、そのセンサデータと生産工程に基づく省エネ・電

力ピーク抑制シミュレーションを実施することで、１事業所あたり 10%以上の省エネ・電

力ピーク抑制効果を大きく上回ることが分かった。特に機械系工場における生産プロセス

の省エネ・電力ピーク抑制に対して、グリーンセンサ・ネットワークシステムが有効であ

り、センサ、データ解析技術の開発によってエネルギーマネジメントシステム導入の効果

(費用対効果)が向上し、同市場の拡大につながるものと考える。 

 

③-(5)スマートファクトリのための(植物工場用)グリーンセンサネットワークシステムの開

発【日清紡ホールディングス(株)】 

2009 年に経済産業省と農林水産省が総額 150 億円の補助金を出し、植物工場建設を促

したのを契機に、近年多くの企業が植物工場に関心を持ち、また開発に携わるようになっ

た。植物工場は農産物を計画的にかつ安定的に生産・供給できるというメリットがあるが、

設置コスト(イニシャルコスト)と運営コスト(ランニングコスト)をいかに抑えるかが重要な

課題となっている。本プロジェクトで開発したグリーンセンサネットワークシステムは、

自立電源を搭載し、無線によるデータ送信を実現していることから、配線等に係る設置コ

内容 既存技術（BEMS、中央監視装置） グリーンセンサネットワーク

見える化、
エネルギー管理

・電力等の系統単位レベルでの
トレンド等

・エネルギー管理

・通常配線工事有り
・定期的なメンテ要

・電力等の機器単位レベルでの
見える化、環境の見える化

・エネルギー管理

・自立電源・無線機能
（配線工事不要）

・メンテナンスフリー

自動制御
・ビルごとの省エネ制御
・遠隔監視・制御

・ビルごとの最適制御
- 省エネと快適性の両立

・複数ビルの最適制御
・ビッグデータ解析を活用した

予測制御

データ管理
・ビルごとのサーバで管理

（一部クラウドサービス利用）

・投資回収年数が長い
・蓄積データ容量に

制約有り

・クラウドサービス利用
（複数ビルデータの一元管理）

・投資回収年数が短い
（目標：3年以下）

センサ設置数
・センサが高価であるため設置

個数は最小限
・センサ設置に技能を要する

・安価なため多数設置が可
・センサの設置、追加、移動が

容易
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ストが必要なく、端末の電池交換などのメンテナンス費用も軽減できる。本プロジェクト

では、東工大で開発した自立電源と汎用的な温湿度センサを搭載したセンサ端末を使用し

た。実証試験においては、植物工場内に 3 次元的に 2~3 メートル間隔でセンサ端末を設置

し、作物（イチゴ）の栽培環境を空間的・時間的にきめ細かく見える化することによって、

使用エネルギーのロスを明らかにした（実用化の際には設置する端末数を半数以下に削減

できる）。収集したデータを基に、植物工場内の空調制御の見直しを行い、10％以上の省

エネ効果を達成すると同時に栽培環境の均一化を実現した。栽培環境の均一化は、高品

質・高収量生産につながることから、今後は高収益栽培ノウハウ取得のために、センサ種

を増やし、さらにハウス栽培や露地栽培などのより大きな栽培環境におけるビックデータ

取得などへ展開を進める予定である。さらに、自立電源を搭載したばら撒き型の端末を用

いたメンテナンスフリーなセンサネットワークシステムについては、植物工場以外の、た

とえばオフィス、製造工場、店舗等の環境見える化システムへの展開も視野に入れている。 

 

4．知的財産権等の取得及び標準化の取り組み 
4.1 知的財産権等の取得の取組 
知財ポリシーの策定、知的財産権の帰属、知的財産の管理・活用について、プロジェク

ト全体の目的を達成するための連携を生かした戦略、合理的なルールを確立した。また、

知的財産権等の取得に関しては、従来から提唱されているユビキタス社会の実現に向けて

のセンサネットワークシステムの共通基盤となるようなプラットフォーム特許を効果的に

取得することを目指して活動した。図Ⅲ-1-6 に示すようにプラットフォーム特許として、

16 件(内 3 件国内登録済み)を国内出願し、センサとして 14 件出願、ネットワークシステム

として 4 件出願した。特許出願の詳細は、添付資料の特許論文リストに記載した。 

 

(1)知的財産権の帰属と知的財産権の管理のルール 

技術研究組合 NMEMS 技術研究機構(以下「組合」という。)に組織した知的財産権委員

会において、本プロジェクトの実施により得られる知的財産権の取扱いのルール(知的財産

権取扱規程)を制定した。 

本プロジェクトの実施体制は、組合に「グリーンセンサネットワーク研究所」を組織し、

国立研究開発法人産業技術総合研究所内に「つくば研究センター」を、及び国立大学法人

東京工業大学内に「大岡山研究センター」をそれぞれ設置し、それぞれの研究センターに

研究者を集結させた集中研究と、組合構成員である企業に研究拠点を置く分散研究の二本

立て(集中・分散研究)の体制となっている。このため、本プロジェクトに係わる研究従事

者を、その研究従事形態により区分し、知的財産権の帰属を「表Ⅲ-4.1-1」のとおり定めた。 
表Ⅲ-4.1-1 知的財産権の帰属 

技術研究組合 NMEMS 技術研究機構「知的財産権取扱規程」(平成 23 年 7 月 14 日制定) 

発明者(研究従事者の区分)  ＊知財規程第 2 条(定義) 知財権の帰属者 
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組合研究者 組合が採用した者で、本研究に従事するために本

研究の実施計画書に登録した研究者。 
組合又は組合員 

出向研究者 組合員が本研究に従事させるために組合に出向さ

せ、組合が組織した研究実施場所又は組合員の研

究実施場所で就業し、本研究の実施計画書に登録

した研究者。 

研究者の企業(組
合員) 

交流研究者 本研究のために組合に設置される委員会への参

加、本研究を推進するために必要な研究業務及び

研究支援業務のため、本研究の実施計画書に登録

した研究者。 

研究者の所属機関 

研究機関研究者 組合員たる研究機関が組合に出向の形態をとら

ず、研究機関に在籍したまま本研究に従事し、本

研究の実施計画書に登録した研究者。 

研究者の所属機関 

兼業研究者 本研究に従事させるために研究機関の兼業許可を

受け組合が採用し、本研究の実施計画書に登録し

た研究者。 

組合又は組合員 

再委託研究者 本研究に関し、組合と再委託契約を結んだ者が本

研究に従事させるために登録した研究者。 
再委託先 

 

知的財産権の出願及び維持管理費用の取扱いについては、知的財産権の権利者となり得

る者が負担することを原則とした。そのうえで、共同発明の場合は、権利者となり得る者

(出願人)は権利の持分及び出願・維持管理費用の負担等を定めた「共同出願契約」を締結

することを義務付けた。なお、共同発明の場合において、発明者に大学に所属する研究者

が含まれる場合は、大学が不実施機関であることを考慮し、大学が負担すべき出願・維持

管理費用を他の共同出願人である組合構成員が負担するようにした。 

また、発明の創作から発明の特許出願に至る手続きについては「図Ⅲ-4.1-1」のとおりに

定めた。 
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図Ⅲ-4.1-1 発明から特許出願までの手続きの流れ 

 

プロジェクト成果である特許の利用及び普及に関しては、その基本的事項を組合の知的

財産権取扱規程として規定した。その骨子は「表Ⅲ-4.1-2」のとおりである。 

 

表Ⅲ-4.1-2 組合「知的財産権取扱規程」での成果利用・普及の規定(骨子) 
条項 項目 内容 

18 条 組合、組合員

の責務 
産業財産権の権利者は組合員として、組合と協力し、国内外で広

く活用されるように努める。 
19 条 第三者への 

実施許諾 
・産業財産権の権利者は、非独占的通常実施権を許諾する。(1 項) 
・共有の権利者は、実施許諾に同意すること。(2 項) 
・実施条件は、国の研究成果であること及びその成果を普及させ

るため、合理的な条件とするよう努める。(3 項) 



  

52 
 

20 条 共有産業財産

権の自己実施 
・産業財産権の権利者は、無償で非独占的に実施する。(1 項) 
・自己の範囲及びその実施の条件については他の共有産業財産権

の権利者と協議し取り決める。(2 項) 
22 条 優先実施権 優先実施権を設定することができる。 
23 条 組合員への実

施許諾 
実施許諾条件が第三者への実施許諾条件より不利にならないこと

を主眼として協議する。 
21 条 試作品等の提

供に伴う改良

発明 

試作品等の提供に基づく改良発明の実施(第三者への実施許諾の条

件／自己実施の実施条件)は、提供物を提供した機関と提供物の提

供を受けた機関者との間で協議する。 
 

知的財産権の帰属(「表Ⅲ-4.1-1」)、発明の創作から特許出願までの手続き(「図Ⅲ-4.1-

1」)及び費用負担、及び、特許の利用・普及に関する基本事項(「表Ⅲ-4.1-2」)については、

プロジェクト開始後間もない時期に組合の知的財産権委員会において取り決めたが、特許

の利用・普及に関する基本事項の具体的な内容に関してはプロジェクト実施期間中、組合

の知的財産権委員会において議論し、取り決めた。特許の利用・普及に関する具体的内容

は「(5)成果(特許)普及の取り組み」の項に記載する。 

 

(2)知財プロデューサの活用 

工業所有権情報・研修館(INPIT)が、国際的競争力を持った産業を創出するため、公的資

金が投入され、革新的技術の研究開発プロジェクトを推進している大学や研究開発コン

ソーシアム等へ、研究成果を事業化に結びつける知的財産の専門家を派遣する「知財プロ

デューサ事業」を行っている。本プロジェクトにおいては、この知財プロデューサ事業に

基づき派遣された知財の専門家である知財プロデューサとともに戦略的な特許出願を行っ

た。 

 

(3)戦略的かつ効果的な特許の取得 

1)特許出願のコンセプト 

従来から提唱されているユビキタス社会におけるセンサネットワークシステムの実現が

中々進展しない理由として、本プロジェクトの基本計画では次の点が挙げられている。 

・センササイズが大きく、手軽に取り扱うことが難しい。 

・電源、通信を有線で行うと設置工事費が大。 

・現状技術では消費電力が大きく、バッテリの交換頻度が大きい。 

以上のことから、「社会課題対応センサネットワークシステム」プロジェクトでは、 

①サイズは 2×5 ㎝、 

②自立電源搭載、無線方式とする、 

③超低消費電力方式の開発をおこなう、 

こととし、その他に、 

④多種のセンサが設置可能、 
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⑤将来のセンサ社会を目指し、1,000 個のセンサ端末の信号処理が可能、 

というコンセプトのもとにセンサネットワークシステムの特許出願を行う目標を立てた。

上記の①～⑤のコンセプトに関し先行技術特許調査を行った結果は「表Ⅲ-4.1-3」のとお

りである。 

 
表Ⅲ-4.1-3 コンセプトに関する先行技術特許調査 

 調査項目(調査機関) 検索式の考え方 結果概要 
1 センサネットワークシステ

ムに関する米国・PCT 特許

調査 
(調査機関：ネオテクノロ

ジー(2012.06.28)) 

(センサ)＊(自立電

源)＊(通信) 
・3 要件具備のシステム→27
件 
・3 要件具備のセンサ→36 件 
・1,000 個センサ信号処理→な

し 
2 無線送信センサネットワー

クシステムの先行技術調査
(1) 
(調査機関：オネスト国際特

許事務所(2012.08.09)) 

(無線)＊(複数周波

数)＊(交互 OR 無線

OR 間欠) 

・複数周波数での送信 
→先行技術あり 

・1,000 個センサ信号処理 
→なし 

3 無線送信センサネットワー

クシステムの先行技術調査
(2) 
(調査機関：オネスト国際特

許事務所(2012.08.09)) 

(送信時点)＊(乱数)
＊(間欠)＊(無線)＊
(センサ OR 衝突回

避) 

・乱数利用の送信タイミング

調整 → 先行技術あり 
・1,000 個センサ信号処理 

→なし 

4 無線センサ端末に関する先

行技術調査 
(調査機関：オネスト国際特

許事務所(2013.01.25)) 

(センサ)＊(インター

フェイス)＊(端末)＊
(無線)＊(自立電源) 

・複数種センサ具備の端末 
→なし 

・複数種自立電源具備  
→なし 

・一方向送信、プラグインプ

レイ  →なし 
・1,000 個センサ信号処理 

→なし 
 

「表Ⅲ-4.1-3」の先行技術調査の結果、プラットフォーム特許として考えている「センサ

ネットワークシステム、当該システムを補完する「センサ端末」に関するコンセプトが指

向している考え方が生かされている先行発明はなく、このコンセプトに沿った特許出願を

「図Ⅲ-4.1-2」及び「図Ⅲ-4.1-3」の考えで行うことにした。 
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図Ⅲ-4.1-2 プラットフォーム特許の領域 

 

 
図Ⅲ-4.1-3 プラットフォーム特許(センサネットワークシステム)の特許申請概要 
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1. 2)一般的なセンサネットワーク技術に関する先行技術調査 

コンセプトに関する先行技術調査の一方、一般的なセンサネットワーク技術に関する特

許調査も行った。 

①国内の技術動向調査 

・調査機関：㈱ネオテクノロジー 

・調査期間：2013 年 7 月 

・調査対象件数及び期間：1840 件(1993 年 1 月～2013 年 6 月) 

・調査対象抽出：208 件 

・調査結果：調査対象を「図Ⅲ-4.1-4」のとおり技術分類し、技術分類別の件数内訳を 

「表Ⅲ-4.1-4」、出願人シェアを「図Ⅲ-4.1-5」、技術分類別出願件数推移を 

「図Ⅲ-4.1-6」に示す。 

   
図Ⅲ-4.1-4 センサネットワークシステムの技術分類の全体イメージ 

  
表Ⅲ-4.1-4 センサーネットワークシステムの技術分類別出願件数(国内) 

技術分類 記号 内容 該当 参考 
電 力 消

費・省エ

ネ 

A HEMS、BEMS、施設などの省エネを目的とした

センシングネットワークに特徴がある特許情報。 
37 件 0 件 

全体系 B 個々の要素ではなく全体の系としてのセンシング

ネットワークに特徴がある特許情報。使用対象を

特定していないセンシングネットワーク技術など

も含む。 

17 件 2 件 

空調 C 温度の変化や風の流れの変化を無線センサが感じ

て空調制御する技術に特徴がある特許情報。いわ

ゆる省エネ空調制御システムを含む。 

6 件 0 件 

工場 D プラント制御や生産管理システム、事故による環

境汚染対策などに特徴があるセンシングネット

ワークに関する特許情報。 

7 件 0 件 

大気汚染 E 大気汚染や VOC 計測など、環境対策を特徴にす

るセンシングネットワークに関する特許情報。 
14 件 0 件 
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健康・ヘ

ルスケア 
F 人の生活や健康、安全に係るセンシングネット

ワークに特徴がある特許情報。生体情報のセンシ

ングネットワークも含む。 

15 件 11 件 

情報通信 G センサデータのストリーム解析やセンシングネッ

トワークのモデル化など、センシングネットワー

クの情報通信技術(IT)に特徴がある特許情報。 

13 件 24 件 

新しい動

きと参考

情報 

H 省エネ(グリーン)だけでなく、農場や植物工場、

住宅棟の劣化診断、河川の制御や大規模な環境対

応など、今後の展開に役立つと思われる特許情

報。無線でのセンシングネットワークに該当しな

い場合でも、参考になると思われる特許情報も含

む。 

17 件 11 件 

自立発電 I センサが発電装置を内蔵し、外部から電力供給を

受けずに自立して動作できる発電要素を有してい

る点に特徴がある特許情報。電波発電、振動発

電、熱電発電、エレクトレット発電などが含まれ

ています。参考情報としてセンサの電力消費量を

削減する技術的工夫の例なども含む。 

10 件 24 件 

 

 

 

   
 図Ⅲ-4.1-5 センサネットワークシステムに関する出願人シェア 
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図Ⅲ-4.1-6 センサネットワークシステム 技術分類別出願件数推移 

 

②米国の技術動向調査 

・調査機関：ネオテクノロジー 

・調査期間：2013 年 8～9 月 

・調査対象件数及び期間：1040 件(1993 年 1 月～2013 年 6 月) 

・調査対象抽出：356 件 

 ・調査結果：技術分類別の件数内訳を「表Ⅲ-4.1-5」に示す。 

 
表Ⅲ-4.1-5 センサーネットワークシステムの技術分類別出願件数(米国) 

技術分類 記号 内容 該当 参考 
電力消費・ 
省エネ 

A HEMS、BEMS、施設などの省エネを目的とした

センシングネットワークに特徴がある特許情

報。 

9 件 1 件 

全体系 B 個々の要素ではなく全体の系としてのセンシン

グネットワークに特徴がある特許情報。使用対

象を特定していないセンシングネットワーク技

術なども含む。 

11 件 0 件 

空調 C 温度の変化や風の流れの変化を無線センサが感

じて空調制御する技術に特徴がある特許情報。 
7 件 0 件 
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工場・施設 D プラント制御や生産管理システム、事故による

環境汚染対策などに特徴があるセンシングネッ

トワークに関する特許情報。 

2 件 0 件 

大気汚染 E 大気汚染や VOC 計測など、環境対策を特徴に

するセンシングネットワークに関する特許情

報。 

4 件 0 件 

健康・ヘルスケ

ア 
F 人の生活や健康、安全に係るセンシングネット

ワークに特徴がある特許情報。生体情報のセン

シングネットワークも含む。 

26 件 0 件 

情報通信 G センサデータのストリーム解析やセンシング

ネットワークのモデル化など、センシングネッ

トワークの情報通信技術(IT)に特徴がある特許

情報。 

243 件 2 件 

・ ネットワー

クのデータ

処理 

Ga 通信冗長化、プロトコル、ローミング、パケッ

ト化、セキュリティなど、データの信頼性や衝

突防止、同期/非同期など。 

156 件 1 件 

・ ノ ー ド の

ルーティン

グ 

Gb ノードのポジション検出やネットワークでの

ルーティング 
26 件 0 件 

・ ネットワー

クの省エネ 
Gc ワイアレスセンシングネットワーク自体の省エ

ネ化に関する特許情報 
43 件 0 件 

・ センサノー

ドやノード

の省エネ 

Gd ワイヤレスセンサ自体に関する特許情報。バッ

テリの消耗を抑える省エネも含む。 
13 件 1 件 

・ 医療や環境 Ge G 情報通信関連だが、扱っているデータが環境

や医療である特許情報。 
5 件 0 件 

新しい動きと参

考情報 
H 省エネ (グリーン)だけでなく、農場や植物工

場、住宅棟の劣化診断、河川の制御や大規模な

環境対応など、今後の展開に役立つと思われる

特許情報を取り上げました。無線でのセンシン

グネットワークに該当しない場合でも、参考に

なると思われる特許情報も含んでいます。 

34 件 0 件 

自立電源 I センサが発電装置を内蔵し、外部から電力供給

を受けずに自立して動作できる発電要素を有し

ている点に特徴がある特許情報を取り上げてい

ます。電波発電、振動発電、熱電発電、エレク

トレット発電などが含まれています。参考情報

としてセンサの電力消費量を削減する技術的工

夫の例なども含んでいます。 
※本調査では積極的調査対象としていません。 

10 件 7 件 

 

③F タームによる国内の技術動向調査 

・調査機関：NMEMS 技術研究機構 

・特許調査の目的：調査会社の調査対象件数は国内で 1840 件であったが、NMEMS が保

有する DB で単純にキーワード検索をすると 2866 件が抽出され約

1000 件オーバーする。これは、検索式の構成の緻密さの違いによるも

のであるが、一方、全体感が異なると調査の精度が問題になる。ここ
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で、2866 件に対し F タームを活用して全体感の確認を行った。 

・調査会社との抽出件数の差：調査会社が抽出の対象としていない通信方式を含む無線

ネットワークの抽出件数の差であると判明。 

・調査結果：信号の装置間伝送に関する出願内容と出願推移を「図Ⅲ-4.1-7」に示す。信

号の装置間伝送の内容をＦターム(5K067＝装置間伝送＊警報等)でみると

『火災、ガス漏れ、防犯等』が最も多いことが分かる。 

 
図Ⅲ-4.1-7 信号の装置間伝送に関する出願内容と出願推移 

 

3)主要ベンチマーク企業の出願技術動向調査 

2014 年 1 月に実施されたグリーンセンサネットワークシステム技術開発プロジェクト推

進委員会における出席委員のコメントに、『大手半導体企業についてベンチマークを行い、

大手各社についてはさらに詳しく調査をし、それぞれの課題を洗い出し、本プロジェクト

として、参加事業会社が十分対抗凌駕できるよう取り組みをすべきである』とのコメント

がなされた。本調査はその趣旨に沿って、特許文献からの調査を行った。なお、主要外国

企業においては重要特許を自国出願と同時に日本向け出願をしていると推定されることか

ら、特許内容を把握しやすい、日本出願に関して調査を行った。その結果を「表Ⅲ-4.1-6」

に示す。 
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表Ⅲ-4.1-6 各社の技術内容別出願比率 

 ｸｱﾙｺﾑ ｲﾝﾃﾙ TI 
ST 
ﾏｲｸﾛ ｼｰﾒﾝｽ ﾎﾞｯｼｭ 

ｱﾅﾛｸﾞ 
ﾃﾞﾊﾞｲｽ ABB 

ｾﾝｻﾈｯﾄﾜｰｸ関連 13.5% 18.9% 13.9% 1.3% 6.4% 9.1% 11.7% 1.3% 

車両関連 0.9% 2.0% 3.4% 1.3% 29.8% 59.1%  5.1% 

医療関係 0.9% 0.4% 1.3% 1.3% 11.8%    

慣性関連 3.6% 1.2% 19.0% 17.5% 4.3% 10.6% 33.3% 3.8% 

画像関連 9.0% 20.9% 19.0% 11.3% 3.9% 3.0% 15.0%  

気体関連  0.8% 3.4% 1.3% 0.5%   1.3% 

電流磁界関連 11.7% 2.0% 2.1% 1.3% 2.3%  3.3% 11.4% 

環境関連  0.8%   1.8%  1.7%  

バイオ関連  5.7% 1.7% 1.3% 2.7%    

音波関連 2.7% 0.4% 0.4% 2.5% 0.5% 1.5% 5.0%  

光学関連  0.6% 5.1% 3.8% 0.9% 1.5%  6.3% 

ロボット関連   0.4%  0.2% 4.5%  5.1% 

警報監視 1.8% 0.4% 1.7%     1.3% 

温熱関連 0.9% 10.2% 0.3% 1.3%   11.7%  

容量センサ関連  1.6% 0.8% 6.3%   1.7%  

有機半導体    1.3%     

指紋関連    12.5%     

タッチセンサ関連 6.3% 3.7% 3.8%      

放射線関連  0.4%     5.0%  

熔接センサ関連  7.0%       

位置センサ関連 11.7%        

モバイルデバイス 26.1%        

その他 10.8% 22.5% 18.1% 35.0% 34.9% 10.6% 11.7% 64.6% 

総件数 111 244 237 80 439 66 60 79 
 
【調査検索式】企業名＊キーワード(“センサ”) 
ただし、上記検索式で検索結果 500 件を超えるものはさらにキーワードを加え、絞る。 
・シーメンス＊センサ＊(ネット＋システム) → 439 件 
・ボッシュ＊センサ＊(センサネット＋センサシステム＋センサノード＋センサ端末) 

→66 件 
【検索対象期間】～2014 年 5 月(日本国特許公開分) 

【検索結果内容分析】各出願情報の要約欄にて、内容を下記に分類 

 センサネットワーク関連／車両関連／医療関連／慣性関連／画像関連／気体関連／ 

電流磁界関連／環境関連／バイオ関連／音波関連／光学関連／ロボット関連／警報監視
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／温熱関連／容量センサ関連／有機半導体／指紋関連／タッチセンサ関連／位置センサ

関連／モバイルデバイス／その他 

 

各社の調査結果の概要は次のとおりである。 

〇クアルコム社 

センサネットワーク関連特許は 13％強を占める。内容的には、遠隔通信ネットワーク

システム等に関するものが多い。本企業の最大の特徴は、モバイルデバイス関連の独鈷

出願が他のメーカに比してダントツに多い。この内容に関連するものとして位置センサ

関連、タッチセンサ関連、画像関連出願が多くなっている。又、更なる特徴として、無

線での電力回収技術の出願が目立つ。 

〇インテル社 

センサネットワーク関連特許は 19％弱を占める。内容的にはモバイルデバイス関連か

ら、システムの省エネ等に関するものまで様々である。画像関連の出願も多く 20％強を

占める。ディスプレー関係、3D 関係、有機発光素子等様々である。温熱関連も多く、電

子部品関連温度検出、冷却、赤外線による人検出等である。特徴ある出願として熔接関

連、バイオ関連の出願もされている。 

〇テキサスインスツルメント(TI)社 

センサネットワーク関連特許は 14％弱を占める。ホストコンピュータに関するもの、

ハード構成、通信方法と種々見られる。画像関連出願も多く、19％を占める。CCD、

CMOS 関連、ディスプレー等に関するものである。また、慣性関連出願も多く同じく

19％を占める。角速度、加速度を含む位置センサ等の出願も含んでいる。特徴あるもの

として表面プラズモン等を含む光学関連出願にも特徴がある。 

〇ST マイクロエレクトロニック社 

センサネットワーク関連特許は 1 件であり、1.3％と最も少ない。慣性関連の特許が多

く、次いで、指紋関連、画像関連と続く。この企業の特徴は指紋関連特許の多さと、又、

その他が 35％と多いが、その中の大半はモータ制御関連特許で占められる。これらの

モータは自動車、電子機器に使用されるもののようである。 

〇シーメンス社 

本企業の出願分布は米国等の半導体企業とかなり異なる。また、検索で抽出された件

数も最も多く、他のキーワードとの掛け合わせで 439 件に絞り、それについて調査をし

た。その他の占める割合が最も多く(35％)、次いで車両関連(30％)、医療関連(12％)、セ

ンサネットワーク関連(6％)と続く。その他の内容に関しては、タービン関係、モータ関

連、Ｘ線システム、冶金関連と幅が広く多岐の分野にわたっている。特徴としては車両

制御関連の内容が多くなっている。ボッシュ社の内容も車両関連の特許出願が多く、こ

れらは現在進められつつある AUTOSAR に密接に関連あると推定される。また、医療関

係の出願の多さも一つの流れを形成している。 
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〇ボッシュ社 

本企業もキーワードセンサのみでは数千件の出願となり、キーワード(ネット＋システ

ム)の掛け合わせでも 500 件以上の特許出願が検出される。その結果、上記に示すように

さらに絞って検索している。本企業において、非常に特徴的であるのは大半(約 60％)の

出願が車両関連の出願である。内容的には衝突防止を含む様々な運転者アシスト、エン

ジン制御関係、ブレーキ制御関係、エアバック関連等多彩である。これらは現在ボッ

シュ社等が推進している AUTOSAR と密接に関連する動向であると推察される。 

〇アナログデバイス社 

センサネットワーク関連特許は 12％を占める。最も多い分野は慣性センサ関連で

33％を占め、次いで画像関連(15％)、温熱関連(12％)と続く。MEMS 関連の内容も多い。 

〇ABB 社 

ABB 社は、電力関連、重電、重工業を主たる業とする、スイスに本社を置く典型的多

国籍企業で、100 カ国以上に進出している。先般、ヨーロッパにおける『センサネット

ワーク関連』の特許調査をした際、出願件数上位の企業として抽出されたため今回調査

対象の企業として加えた。全部で 79 件の特許が抽出されたが、その他分野が 6 割以上

を占めている。内容的には発電を含む大規模プラントの制御にかかわるもの、大電流を

消費する変圧器関連の制御に関するもの、金属材料のコーティング技術に関するもの等、

様々な分野の制御に係る技術が出願されている。 

 

 これら企業のセンサ関連特許のうち、センサネットワークシステムの特許出願について、

本プロジェクトとの比較を行った結果は、「表Ⅲ-4.1-7」のとおりであり、本プロジェクト

のセンサネットワークシステムのコンセプトが他とは異なる特徴のあるシステムコンセプ

トであることが確認された。 

 
表Ⅲ-4.1-7 主要ベンチマーク企業の出願技術動向 

凡例  〇：該当  △：記載が無いが該当せず  ×：該当せず 
 

特許から見たセンサ

ネットワークシステム

の特徴 

複数種

センサ

／１端

末 

1,000 個

の端末

データ処

理 

一方向 
通信 

極小端

末 
自立電

源 

クアルコム(米) センサ端末は携帯電話

等(5) 
○ ○ × × × 

インテル(米) スマートセンサ(1) △ △ × △ × 
テキサスインスツ

ルメント(米) 
通信競合回避のアルゴ

リズム 
× △ × △ △ 

ＳＴマイクロ(伊) デジタルカメラネット

ワーク(1) 
× × △ × × 

シーメンス(独) イベント検出、伝送技

術(7) 
× × × △ △ 

ボッシュ(独) アドホック・ネット

ワーク、車両関連(3) △ × △ × × 

エノーシャン(独) エネルギー自給式高周 ○ × ○ △ ○ 
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波送信機(4) 
アナログデバイス

(米) 
磁界センサ(1) × × ○ × △ 

セイコーインスツ

ル(日本) 
人体通信、クリーン

ルーム監視(9) 
○ × × △ × 

住友精密(日本) アドホック、マルチ

ホップ通信(3) 
× × × △ △ 

 

4)エノーシャン(EnOcean)特許に関する調査 

エノーシャン社は、自立電源を活用したセンサ端末製造メーカーとして、本プロジェク

トスタート当初より、研究者間で本プロジェクト内容に関しコンペチター企業として知ら

れていた。このことから日本に出願されている特許に関しその出願動向、又、本プロジェ

クトとの関連性を調査した。調査結果を「表Ⅲ-4.1-8」に示す。 

 
表Ⅲ-4.1-8 エノーシャン特許調査結果 

公開番号 特表 
2005-509297 

特開 
2010‐287244 

特表 
2011‐524970 

特表 
2005‐505872 

特許番号 見なし取下げ 
(2006.1.24) 

特許 5543289 
(2014.5.16) 

拒絶査定 
(2014.1.24) 

特許 4225792 
(2008.9.16) 

発明の名称 機械エネルギーを

電気エネルギーに

変換する装置 

符号化された高

周波信号生成の

ための機械等 

暖房、換気及

び空調システ

ム 

誘導式電圧制

御回路 

特徴１ センサ端末 センサ端末 換気制御 センサ端末 
特徴２ 端末位置判断なし 端末位置判断な

し 
端末位置判断

なし 
端末位置判断

なし 
電源 自立電源(圧電) 自立電源 

(機械等) 
自立電源 
(風力等) 

自立電源 
(機械等) 

 

結論的には、自立電源を搭載するセンサ端末を構成する点で、GSN（グリーンセンサ

ネットワーク）プロジェクトとは類似するが、GSN プロジェクトはさらに(1)センサネット

ワークを構成すること、(2)1000 個のセンサ端末データの処理が可能なこと、(3)端末位置

判断機能保有、等で異なるものであることが明確にされた。 

 

 (4)成果(特許)普及の取り組み 

1)成果の利用・普及に関する指針の設定 

技術研究組合 NMEMS 技術研究機構(以下「組合」という。)の「知的財産権取扱規程」

(以下「知財規程」という。)を受け、本プロジェクトの成果である特許について、本プロ

ジェクト参加企業である組合員や第三者企業が適切に利用することができるようにするた

め、以下の指針を設定した。 
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①実施許諾の対象となる産業財産権 

   実施許諾する対象は、以下のとおり。 

産業財産権 実施権の種類 

(1)出願中の特許権 仮(非独占的)通常実施権 

(2)登録された特許権 非独占的通常実施権 

 

②第三者への実施権の設定 

本プロジェクトの特許権の権利者(以下「権利者」という。)は組合「知的財産権取扱規

程」第 19 条(注１)により第三者に実施権を設定するときは、「非独占的通常実施権」を設定

するものとし、その実施料の算出方法は、国有特許権等(経済産業省所管)の実施権設定の

考え方(注２) をベースとし、「図Ⅲ-4.1-8」に示すような実施料算定方法の指針を設定した。 

 

 
図Ⅲ-4.1-8 プロジェクトの特許権の実施料の算定方法 

    (平成 26 年 1 月 20 日技術研究組合 NMEMS 技術研究機構 知的財産権委員会 

グリーンセンサネットワークプロジェクト知的財産権分科会 承認) 

 

③プロジェクト参加者(組合の構成員)への実施権の設定 

プロジェクト参加者間において相互に実施許諾するときは、その実施許諾条件は、上記

の指針「②第三者への実施権の設定」により設定される第三者への実施許諾条件より不利
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にならないことを主眼として、当事者間で協議することとした。 

 

④バックグランド IP(BIP)の取扱い 

本プロジェクトの成果である特許権(以下「フォアグランドＩＰ」(略：FIP)という。)と

利用関係にある「当該 FIP の権利者が保有する特許権」(BIP)の取扱いは以下のとおりとし

た。なお、本プロジェクトでは、BIP を「本プロジェクトの開始前から FIP の権利者がそ

の権利の全部又は一部を有している特許権であって、FIP を実施するために必要となる特

許権」と定義した。 

〇権利者が保有する BIP の申し出 

・FIP の権利者は、BIP に相当すると判断した特許権を保有している場合、FIP の実施許

諾を行う際に、BIP の存在を実施権者に申し出るものとする。 

・BIP が第三者との共有特許権である場合は、当該共有者の同意を得たうえで申し出る

ものとする。 

・FIP の権利者が BIP の存在を明らかにせず、当該 FIP のライセンス契約が締結された

場合、FIP の権利者は、明らかにしなかった BIP の権利行使を行ってはならない。 

〇BIP の実施権の設定 

・BIP の実施権の設定及びその実施条件は、権利者と実施権者とで協議して決めるもの

とする。 

・FIP の権利者から申出があった BIP について実施権を設定するか否かは、実施権者の

判断に委ねる。 

・第三者との共有 BIP の実施権の設定は、本指針によることなく、個別に当事者間で協

議して決めるものとする。 

 

⑤プロジェクトの特許権の普及に向けての組合員と組合の役割分担 

成果の利用・普及に関する指針には、組合のホームページによる本プロジェクトの成果

である特許権の情報提供及び特許権の利用を希望する第三者からの問合せへの対応につい

ても「図Ⅲ-4.1-9」のとおり取り決めた。 
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図Ⅲ-4.1-9  プロジェクト成果(特許権)の利用の流れ 

また、組合の知的財産権取扱規程において規定されている組合及び組合員の責務(注３)を

次のように取り決めた。 

〇組合員の協力 

・組合員は、研究成果の事業化(自己実施)に努める。 

・組合員は、他の組合員(プロジェクト参加企業)や第三者企業に実施許諾する場合は、

本指針を参考とする。 

・組合員は、組合が行うプロジェクトの成果普及のために行う組合のホームページ上

の「知財情報の提供」に協力する。 

〇組合の責務 

・組合は、特許権の利用者(実施権者)と組合員(特許権の権利者)との仲介を行う。特許

権権の利用希望者から特許権の利用についての問合せ、あるいは実施許諾の申入れ

があった場合は、当該組合員に連絡するとともに、当該組合員からの要請があった

場合、特許権の利用者と組合員との協議に協力する。 

・プロジェクト成果である特許権に関する情報をホームページにより公開する。 

なお、産業財産権に関する情報は公開情報 に基づく内容とし、非公開情報につい

ては、組合員の了解を得たうえで公開する。 

 

2)プラットフォーム特許の実施許諾の指針の設定 

プロジェクト成果である特許権のうち、センサーシステムを構築する際の共通基盤とな

る“プラットフォーム特許”と位置付け、これら“プラットフォーム特許”の積極的な活用促

進を図ることを目的として本指針を設定した。プラットフォーム特許の実施許諾の指針が

適用される領域は「図Ⅲ-4.1-6」のとおりである。 
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図Ⅲ-4.1-10 「プロジェクト特許権の実施許諾の指針」の適用領域 

 

このプラットフォーム特許に対しては、実施を希望する者に対しては原則として実施許

諾(譲渡不能の非独占的実施権を許諾)することにした。 

実施許諾を希望する者は、センサネットワークシステムの場合、「図Ⅲ-4.1-11」のビジネ

スモデルの模式図に示すように、システムを構成する部品・機器を製造販売する事業者や、

センサシステムネットワークを構成する構成要素部品、例えばグリーンＭＥＭＳセンサを

部品・機器製造事業者から調達してセンサーネットワークシステムを構成してシステム一

式として販売する“システム・インテグレータ”、および、アプリケーションの目的に対応

したサソリューション・サービスを提供する“サービス・プロバイダ”などが実施権者にな

ると考えられる。 
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図Ⅲ-4.1-11 実施権者のビジネスモデルの模式図 

 

また、そのビジネスモデルに対応した事業者に対してどのような実施権を許諾するかに

ついても検討し、「図Ⅲ-4.1-12」のように整理した。 

 

図Ⅲ-4.1-12 プラットフォーム特許の実施許諾 
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以上の「図Ⅲ-4.1-11」及び「図Ⅲ-4.1-12」の考え方をもとに、プラットフォーム特許の

実施料の算定方法を次のように設定した。 

 

①実施料の算式 

プラットフォーム特許の実施許諾に伴う実施料は、プラットフォーム特許製品の出来高

払いの経常実施料(ランニングロイヤルティ)とし、以下の算式で算定する。 

 

    ［経常実施料(円)］＝［基準額(円)］×［実施料率(％)］ 

 

［基準額］実施許諾を受ける者のビジネスモデルに対応して「表Ⅲ-4.1-9」のとおり設定

する。 

 
表Ⅲ-4.1-9 基準額の内容 

ビジネスモデル 実施製品 
(プラットフォーム特許製品) 基準額(円) 

機器／部品製造・販売 センサーネットワークシステム

構成要素の機器／部品 機器／部品の売上額 

ソリュー

ションビ

ジネス 

システム 
イ ン テ グ

レータ 
センサーネットワークシステム 

ネットワークシステ

ム売上(相当)額 
メンテナンス(保守)等
契約額 

サービス 
プロバイダ アプリケーションサービス アプリ ケーション

サービス契約額 
 

［実施料率(%)］実施料率の基準を設け、実施製品に対するプラットフォーム特許発明

の利用の程度(利用率)を勘案して設定する。 

   ［実施料率(%)］＝［基準率(%)］×［利用率(%)］×［実施条件による率(%)］ 

〇基準率：以下を基準として、実施許諾を受ける者と協議して決定する。 

          プロジェクト参加の組合員：1% 

          プロジェクト参加の組合員以外の組合員及び第三者：3% 

  〇利用率：実施製品を構成する要素ごとに特許発明の寄与を次式で算定する。 

実施製品の利用率＝ 
Σ(実施製品の構成要素の価格(相当額)×構成要素の利用率) 

Σ(実施製品の構成要素の価格) 

構成要素の利用率＝ 
構成要素において実施するプラットフォーム特許の件数 

構成要素に含まれる特許の件数 

〇実施条件による率：特許発明を実施するために過分の費用を要する場合、当該実施

が公益に資する場合等、特段の事情がある場合は、当該事情を考慮した率を設定

する。(特段の事情が無い場合は、実施条件による率は設定しない。) 
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②実施許諾契約書で規定する基本事項 

プラットフォーム特許は、実施を希望する者に対し、有償で、且つ譲渡不能の非独占的

実施権を原則として実施許諾することとしている。実施許諾契約書で規定する実施条件は

通常、実施許諾する者(特許権者)と実施許諾を受ける者(実施権権者)の協議により規定する

ものであるが、プラットフォーム特許の場合、特許権者である国立研究開発法人産業技術

総合研究所及び一般財団法人マイクロマシンセンターは特許されている発明を実施しない、

いわゆる不実施機関であることから、実施許諾契約書において予め「表Ⅲ-4.1-10」のよう

な事前了解事項を設け、実施許諾後の諸々の紛争を避けるようにした。 

 

表Ⅲ-4.1-10 プラットフォーム特許 実施許諾に伴う了解事項 
基本事項 内容 

1.保証 ①プラットフォーム特許及びプラットフォーム特許を使用した製品につ

いて、黙示、明示を問わず、その性能、品質、市場性、特定用途への

適用可能性等を一切保証しない。 
②プラットフォーム特許の有効な成立については、保証するものではな

い。更に、プラットフォーム特許技術及び実施許諾を受ける者のプ

ラットフォーム特許製品が第三者の知的財産権を侵害しないことを保

証するものではない。 
③プラットフォーム特許製品について、第三者所有の知的財産権の侵

害、プラットフォーム特許を利用したことにより発生する実施許諾を

受ける者又は実施許諾を受ける者の顧客などの損害については、直

接、間接を問わず一切責任を負うものではない。 
④実施許諾を受ける者又はその他のいかなる第三者に対しても、実施許

諾を受ける者又はその他のいかなる第三者が以下の各号の一にでも起

因又は関連して受けた損害及び損失並びに負わされ又は課せられた責

任について、一切責任を負わない。 
  一 プラットフォーム特許製品の製造、販売、使用その他の処分。 
  二 プラットフォーム特許の実施。 
  三 実施許諾を受ける者又は実施許諾を受ける者の顧客が、方法の

如何に拘わらず各国の法令(輸出管理法令並びに関連規制を含

む。)、規制、規則等に直接又は間接的に違反して行なったプ

ラットフォーム特許製品の製造、販売、使用その他の処分。 
2．特許の 
有効性 

実施許諾を受ける者がプラットフォーム特許に対して直接、間接を問わ

ずその有効性を争う場合には、実施許諾契約を直ちに解約する。 
3．権利譲渡の

禁止 
実施許諾を受ける者は、実施許諾契約に基づく権利を第三者に譲渡、転

貸し又は担保に供してはならない。 
4. 契約締結の

公表 
実施許諾を受ける者と契約を締結した事実並びに実施許諾を受ける者の

名称を、実施許諾を受ける者の承諾を要することなく公表することがで

きる。(NEDO への通知を含む) 
5.法令の遵守 実施許諾を受ける者は、プラットフォーム特許製品の設計、製造、販売

などにおいて、各国の法令、その他関係する規制・規則などを遵守し、

自らの責任において輸出管理法令並びに関連規制にもとづき必要に応じ

て関係国政府の輸出許可を取得する。また、実施許諾を受ける者による

法令等の遵守に関して、一切の協力義務を負わない。 
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 (注 1)組合「知的財産権取扱規程」(産業財産権の第三者への実施許諾) 

第 19 条 産業財産権の権利者は、非独占的な通常実施権を許諾することができるも

のとする。 

2 共有の産業財産権の権利者は、他の共有産業財産権者の同意を得て、第三者に対

し非独占的な通常実施権を許諾することができるものとする。このとき、他の共有

産業財産権者は、合理的な理由なくしてこの同意を拒否もしくは延期してはならな

い。 

3 産業財産権の権利者は、前項の実施許諾条件を設定するにあたり、当該産業財産

権が国の研究成果であること及びその成果を普及させるため、合理的な条件とする

よう努めるものとする。 

4 (省略)  

(注 2)平成 21 年 6 月 22 日 経済産業省技術振興課「国有特許権等(経済産業省所管)の実施

権設定について」 

http://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/20090622%20.pdf 

(注 3)組合「知的財産権取扱規程」(組合及び組合員の責務) 

第 18 条 試験研究の研究成果の利用・普及に際しては、組合が試験研究の成果を国

内生産・雇用、輸出、内外ライセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利

便性向上等の形を通じて、我が国の経済活性化の実現に努める責務があることか

ら、試験研究により生じた産業財産権について、当該産業財産権の権利者は組合

員として組合と協力し、国内外で広く活用されるように努めるものとする。 

2 組合は、事業化あるいは標準化を想定した知的財産情報の共有を図り、組合員は

これに協力するものとする。 

 
4.2 知的財産権等の標準化の取組 
Ⅲ.1 事業全体の成果で述べたように、自立電源・無線通信・信号処理モジュールを端末

の共通プラットフォーム(PF)と位置付けて、この PF と各 MEMS センサが接続できるよう

にインターフェイス(IF)の規格化に取り組んだ。まず、実証モデル別ワーキングにおいて、

IF 規格化の種類・仕様等（物理的形状、配線・配置、機能・特性、使用環境条件、試験条

件、電気的 IF、論理的 IＦ等）の抽出を行い、共通 PF 委員会（平成 23 年度 2 回、平成 24

年度 2 回、平成 25 年度 3 回実施）で、端末システムの低消費電力化の為に、センサの動

作電圧を 1.8Ｖに規格化（赤外線アレーセンサを除く）、それに合わせて自立電源も 1.8Ｖ

仕様にすることとした。 

また、共通 PF 委員会では、センサ端末のオープン・クローズビジネス戦略についても

議論し、IF を含めた仕様のオープン化(国際標準化)可能な項目の抽出と国際規格発行まで

の概算コストを、平成 24 年度 NEDO 調査事業「MEMS 分野の革新的デバイスに関する調

査及び技術戦略マップ改訂と国際標準化に向けた検討」の下、「グリーンセンサ・ネット
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ワークシステム国際標準化戦略検討委員会」と連携して検討を行った。その結果、センサ

ネット、エネルギーハーベスティングの規格で発行済みの規格はそれぞれ 1 件と少ないこ

とから(24 年度成果報告書 MEMS 分野の革新的デバイスに関する調査及び技術戦略マップ

改訂と国際標準化に向けた検討、NEDO 調査事業、平成 25 年 3 月、P.40)、本プロジェク

ト内では国際標準化の作業を行わず、マイクロマシンセンターの調査研究・標準部が、

引き続き動向を注視することとした。一方、ブラックボックス領域として、ファーム

ウェア、システムパラメータ、自立電源制御システムが挙げられ、これらを保持すること

で類似のセンサ端末に対して優位化が図れるとの結論を得た。 

さらに、共通 PF 委員会では、本プロジェクトのコンセプトである、自立電源でセンサ

駆動・無線通信を行うネットワークシステムの普及に障害となるセンサ端末・ネットワー

クシステムの特許を調査し、障害となる特許が見当たらないことから、共通 PF 領域の設

定と特許網構築を実施した（4.1 知的財産権等の取得の取組を参照のこと）。 

 

5. 成果の普及 
 プロジェクト開始後、毎年、マイクロナノ分野の総合イベント(参加者 1 万 5 千人規模)
であるマイクロマシン/MEMS 展およびナノ・マイクロ ビジネス展(2013 年より名称変更)
に出展しており、同時に特別講演会場にて、成果報告会を行った。 
「2012 年のマイクロマシン/MEMS 展」では、各テーマの開発内容を紹介したパネルをプ

ロジェクトブースで展示、各テーマの開発状況を紹介した成果報告会を実施した。成果報

告会では、前田プロジェクトリーダ(PL)によるプロジェクトの概要に続いて、グリーンセ

ンサ・ネットワークシステムの構築と実証実験では、スマートコンビニ、スマートオフィ

ス、およびスマートファクトリのためのネットワークシステムの開発、小型・低消費電力

を実現するグリーン MEMS センサの開発では、電流・磁界センサ、塵埃センサ、CO2 セン

サ、VOC センサ、および赤外線アレーセンサの開発、グリーン MEMS センサ端末・コン

セントレータの開発では、自立電源、LSI、機能集積化、およびコンセントレータの開発

の成果について各テーマの開発担当者から報告を行った。 

  
パネル展示の様子         成果報告会における前田 PL の 

プロジェクト概要説明 
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成果報告会プログラム 

 

「ナノ・マイクロビジネス展 2013」においては、本プロジェクトの成果の展示とセミナー

を実施した。セミナーでは、プロジェクトのメンバーである東京電力から「センサネット

ワークを活用した東京電力のエネルギーコンサルティング」という題目で、プロジェクト

成果を用いた省エネ・コンサルティングビジネスへの展開について紹介、セブン-イレブ

ン・ジャパンからは「スマートセンサー 流通ビジネスへの展開」という題目で、プロト

タイプの無線センサをコンビニに設置して、エネルギーや環境のモニタリングを行ってき

て、見えてきた省エネやビジネスへの効果を紹介した。セミナーの後半では、グリーンセ

ンサ・ネットワークプロジェクトの成果として、つくば研究センターの伊藤センター長よ

り、「見えてきたグリーン MEMS センサ端末の姿」と題し、各グリーンセンサ、高感度受

信機、およびコンセントレータの開発状況について報告を行い、最後に大岡山研究セン

ターの開発成果について、谷岡センター長より、「センサーネットワークシステムにおけ
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るナノファイバー自立電源の開発」と題し、有機半導体のナノファイバー化、電源モ

ジュールの試作について報告した。一方、プロジェクトのブースにおいては、各テーマの

試作品を用いたデモを行った。 

  
スマートコンビ二のデモの様子    赤外線アレーセンサのデモの様子 

 

セミナー、プロジェクト展示は日経 BP 社の取材を受け、講演の内容について、日経テ

クノロジーオンラインに掲載された（V 章④-(2)-3 新聞・日経テクノロジーオンラインへ

の掲載 3-9 参照のこと）。 
「ナノ・マイクロビジネス展 2014」では、グリーンセンサ・ネットワークプロジェクトの

成果として、つくば研究センターの伊藤センター長より、「見えた！グリーン MEMS セン

サ端末の姿」と題し、各グリーンセンサ、高感度受信機、およびコンセントレータの開発

状況について報告を行い、最後に大岡山研究センターの開発成果について、谷岡センター

長より、「出来てきた！ファブリック型自立電源」と題し、有機半導体のナノファイバー

化、電源モジュールの試作について報告を行った。また、プロジェクトブースでは、グ

リーンセンサ端末試作品のデモと成果概要のパネルを展示、さらにブースの中央では、ス

マートオフィス（中小オフィス）の成果として赤外アレーセンサを用いた人検知・温度分

布のモニタリングデータを GCON に送信し、見える化端末より空調省エネができる実証

デモを行った。 

  
スマートオフィスのデモの様子      塵埃量センサの展示の様子 
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さらに、プロジェクト終了後の 2015 年 4 月開催の展示会においてもパネル展示、赤外

線アレーセンサによる人検知・温度分布計測デモおよび前田 PL による最終成果報告を実

施した。 
このイベントとは別に、最終成果報告会およびポスターセッションを 27 年 2 月に国立

科学博物館講堂で開催し、150 名を超える出席者が集まり(一般参加登録約 80 名)、活発な

質疑応答が行われた。この講演の内容について、日経テクノロジーオンラインに掲載された

（V 章④-(2)-3 新聞・日経テクノロジーオンラインへの掲載 10-15 参照のこと）。これらの成

果普及活動の詳細は、添付資料の特許論文リストに示す。 

 
最終成果報告会の様子          ポスターセッションの様子 

 
 また、特許の利用・普及については、4.1 知的財産権等の取得の取組で述べた「成果の

利用・普及に関する指針」で示した様に、プロジェクトの特許権の普及に向けての組合員

と組合の役割分担に従い、組合(組合員：33 社、1 大学、１国立研究開発法人、１団体)の

ホームページによる特許権の情報提供及び特許権の利用を希望する第三者からの問合せへ

の窓口構築を行う予定である。 

 さらに、組合員である一般財団法人マイクロマシンセンターの MEMS 協議会の下に、

MEMS 関連企業、NMEMS 組合企業、産総研を主要メンバーとする「スマートセンシング

＆ネットワーク研究会」を発足させ、共通 PF の特許普及や国際標準化について議論を進

めることとした。 

  



  

76 
 

Ⅳ. 実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
1. 事業全体の成果実用化・事業化の見通し 

プロジェクトにおける各センサ技術、共通 PF（プラットフォーム）技術、そして実証

センサ端末・ネットワークシステム群の開発は、図Ⅲ-1-2 に示すように、実証モデル別

ワーキンググループの中で、連携・協働しながら開発を進めてきた。さらにそのワーキ

ングの中では、市場ポテンシャル・顧客ニーズ調査から、センサ端末・ネットワークシ

ステム等の価格分析を行い、例えば、V 章③-(2)-i)スマートオフィスのための(中小オフィ

ス用)グリーンセンサネットワークシステムの開発の図③-(2)-i-2-1.2 および本章の表 IV-1-

1 に示すように、製品価格・コストの議論も行われてきた。ワーキング活動は、GSN（グ

リーンセンサネットワーク）システムのユーザ企業(ダイキン工業、高砂熱学工業、東京

電力、東光高岳)が求めるセンサ端末の仕様・機能と整合を取る形で進められているため、

プロジェクト終了後も各社がビジネス連携した製品化が期待される。さらに、ネット

ワークサービス事業者である NTT データについては、開発したコンセントレータおよび

各種センサ端末を活用した IoT、M2M ビジネスへの展開が期待される。 

また、本プロジェクトの成果は、省エネ分野だけでなく様々なモニタリングに応用が

可能なことから、センサ・共通 PF 技術を担当した各社も自社製品への展開が期待され

る。 

 

2. 個別テーマ毎の成果の実用化・事業化の見通し 
①グリーン MEMS センサの開発 
①-(1) 電流・磁界センサの開発【横河電機(株)】 

本研究開発では、mA から数 10 A の電流を、多芯電線上で計測する技術と単芯電線上

で高精度に計測できる技術の開発に成功した。横河電機株式会社の生産工場が有する製造

ラインにおいて、本技術を用いた電流・磁界センサの量産化が可能であり、計測器の研究

開発で蓄積された回路技術、実装技術と共に、高性能で安価な製品を供給することが可能

である。 

横河電機株式会社は、これまでも計測と制御の分野で、工場の自動化、効率化に貢献す

るとともに、自社内においても、甲府事業所で取り組んできた「生産ラインにおけるエネ

ルギー無駄ゼロへ導く IT 活用」が「グリーン IT アワード 2009」経済産業大臣賞を受賞す

るなど、既に工場における省エネ化の技術、ノウハウを蓄積しており、本研究の円滑な事

業化が期待できる。以上のビジネス上の視点から、電力監視による設備の省エネ化ビジネ

ス、及び異常・劣化診断による設備診断ビジネスへの展開を目指した場合は、それぞれ数

10 億円/年程度の事業規模と見積もっている。 

 

【波及効果】 

本研究開発の成果により、工場等における設備の効率的な運転が促進され、さらに、設
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備の異常・劣化の診断による故障件数が減少することが期待される。そのため、エネル

ギーだけなく生産材料等の資源の浪費も防ぐことができるため、生産コストの低減につな

がり、企業の競争力を高めることができる。また、本研究で開発した電流・磁界センサは、

交流だけでなく直流の電流も測定することができる。そのため、太陽光や地熱といった再

生可能エネルギーから発電された電力量の監視を安価に行うことができる。さらに、発電

した電力を蓄える蓄電池の蓄電量の監視にも使うことができる。そのため、再生可能エネ

ルギーを中心とした持続的な社会の実現に貢献できると考えられる。また、本研究の成果

は、電流を計測するだけでなく、金属の有無や、金属における形状的あるいは化学的変化

を検出することにも応用できる。このように、電流ではなく金属を検出対象とすることで、

異物混入や経年劣化による事故を防ぐことができ、安全な世の中の実現に貢献することが

できると考えられる。 

 

①-(2) 塵埃量センサの開発【セイコーインスツル(株)】 

セイコーインスツル株式会社では、業界に先駆けてセンサネットワークシステムを関連

会社で製品化、販売している。これに本研究の成果となるセンサ端末を追加することで、

塵埃量計測機能を新たに追加することができる。さらに、本研究で開発した低消費電力化

技術を既存のセンサ端末に組み込むことにより、端末の連続使用可能時間が改善されるこ

とで、システムの更なる普及が期待できる。 

一方、センサネットワークシステムの普及には、導入によってユーザが期待する効果が

実際に得られることも重要である。本研究では精密部品工場のクリーンルームにて実証実

験を行った結果、本システムの導入により空調制御を最適化することで、省エネ効果 10%

以上が得られることを確認した。今後、事業化に向けて塵埃量センサ端末の性能向上、現

行センサ端末へのイベントドリブン機能の組み込みなどの取り組みを進めていく。 

 

【波及効果】 

総務省:「ユビキタスセンサネットワーク技術に関する調査研究会」2004 年によると、

2010 年において、センサネットワークの普及が進むのは、防犯、交通などの分野のみであ

り、施設制御、事務・業務、物流などでは大きな市場が形成される可能性は低いと予測さ

れている。その理由としては、 

1)ユーザが必要とする精度で情報を取得しようとすると、数多くの端末が必要となる。 

2)センサ端末が増加すると端末の電池交換が増え、メンテナンスが煩雑になる 

3)既存の設備へセンサネットワークを導入する場合、インフラ追加が必要になる等ハー

ドルが高い、が挙げられる。 

 本研究で開発したイベントドリブン技術をセンサネットワーク全体に展開することによ

り、自立電源で多点計測を行えるようになるとともに、測定データもワイヤレス送信でき

るようになる。端末の電池交換や設置時のインフラ整備が不要となり、前述の課題の多く
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を解消することができる。こうしたことから、施設制御、セキュリティ、物流など潜在的

ニーズがありながら、普及が進んでいなかった分野にも今後導入が進むものと期待できる。 

 

①-(3)  CO２濃度センサの開発【オムロン(株)】 

グリーンセンサネットワークで得られた CO2 センサの成果は、環境センサユーザやモバ

イル機器メーカ、そして競合メーカ等から多く引き合いが来ている。CO2 センサは中小ビ

ルのビル管理法にもとづく濃度管理用として検討を進めが、実際に開発を進めていく中で

以下のような用途が多くあり、実用化に向けては、市場成長性や市場ボリューム、市場の

要求するタイミング等に合わせて優先順位を決定する。 

①中小ビルの室内(会議室を含む)における換気制御分野において濃度管理だけでなく、

従業員の業務効率を意識した人近辺の CO2 濃度モニタリングを行う。②スマートフォン等

のモバイル機器に搭載し周囲の CO2 濃度のモニタリングを行う。 ③植物工場での育成に

適した CO2 濃度管理、④車載に搭載して、居眠り防止用、および密閉空間の換気制御、⑤

空調機の CO2 冷媒の漏れ検出、および空気品質のモニタリング用途。なお、空気モニタリ

ングとしては 10 年以上前に CO2 搭載型エアコンが発売された経緯があったか、高価にな

りすぎるという理由で現在は採用されていない。本成果により安価に取りつけばできれば

普及する可能性は十分にある。 

 

【波及効果】 

本テーマの根幹のイオン液体のインピーダンス変化による CO2 濃度計測は従来の光学式

や固体電解質方式と比較して、一桁小さいサイズ・価格・消費電力の特徴を有し、モバイ

ル機器や安価センサ端末用として有望である。MEMS 調査会社の Yoledevelopment や IHS

等の市場予測では環境センサの急激な伸びが予測されておりモバイル機器等への搭載が期

待される。実用化に向けては本方式の濃度応答特性や信頼性面等の性能・品質面での課題

が大きく、実用に向けた開発が今後さらに必要である。今後は一旦モバイル等の大量生産

が期待される市場を明確にすることを優先する。そして、市場の要求市場の中で CO2 セン

サの期待が確認され、かつ小型・低消費電力という長所を生かすことが確認できた段階で、

他方式と比較して最適な方式の開発を進める予定である。この際、これまでの開発経緯と

特許の観点で本イオン液体方式は有力候補であると考えている。 

 

①-(4)  VOC 濃度センサの開発【オリンパス(株)】 

簡便な手段による VOC 濃度測定のニーズはある。特に、VOC モニタリングによる工場

の運用コスト低減のニーズが顕在化している。しかし、現在市販されている VOC 濃度セ

ンサは面積が数十 cm2、消費電力が数十～数百 mW、価格が数十万円であり、小型化、低

消費電力化、低価格化が VOC 濃度センサの普及するポイントと捉えている。 

本プロジェクトで検討した方式の VOC 濃度センサは共振式を採用することにより、 小
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型、低消費電力の点で優れている。また、センサはホットエンボスを応用して製造可能な

構成となっており、モールドの大口径化により低コスト大量生産が可能である。 

 開発した VOC 濃度センサの強みは顕在化した市場におけるニーズと合致し、実用化に

向けた技術的な基礎を固めることができたと考えられる。また、PJ 開始時に比べ当社を取

り巻く事業環境は大きく変化しており、工場現場への応用に限らず、医療(診断)機器、科

学(分析)機器への応用にも対象領域は拡がっている。一方、当社の事業領域を鑑みると、

医療(診断)機器、科学(分析)機器への応用を目指すべきである。そのために、本研究の技術

的成果をベースに、さらにガス種の選択性、感度向上などの研究開発を加え、現在の事業

環境に合わせたアプリケーション開拓も実施して事業化に向けた検討を進めたい。 

 

【波及効果】 

小型、低消費電力な VOC 濃度センサそのものについては、工場の VOC モニタリングの

他に作業者の安心・安全をターゲットに販路が広がる可能性がある。具体的な市場として

は、廃棄物処理場、医療施設などの環境モニタリングシステムが考えられる。さらに、本

研究開発では厚さ 10m 程度の小型のカンチレバーをバルクのポリマーを基材としたホット

エンボスにより成形する加工法を確立し、その振動特性および吸着特性を評価することに

より、ポリマー構造体の設計において重要なデータを示した。今後、本研究開発の成果と

ポリマー材料の固有の特性、例えば、高 3D 加工性、非脆性、生体適合性を活かして、バ

イオセンサ、体内埋め込み型センサなどの医療応用を含めた新たなセンサの開発が加速さ

れると考える。 

 

①-(5) 赤外線アレーセンサの開発【オムロン(株)】 

開発した赤外線アレーセンサに対しては、国内・国外のユーザから引き合いを頂いてい

る。従来品と比べて視野範囲が広いため、設置個数が少なくて良い事にメリットを感じて

いるようである。オムロンでは、国内では先駆的な 8 インチの CMOS と MEMS のライン

を所有しており、既に、同ラインを用いたサーモパイル型の赤外線センサでは販売実績を

有している。これまでの生産技術を活用することにより、本研究テーマを通して得られた

成果のスムーズな事業化を期待できる。 

 

【波及効果】 

赤外線アレーセンサの利用は人体検知、装置監視、等多岐にわたり、本開発によるデ

バイスの実用化は我が国の産業の幅広い活性化を促すことが期待できる。本デバイスの

経済効果の一つとしてセンサのコスト削減が上げられる。通常、赤外線カメラの価格は

数10万円から数100万円であるが、本技術により16×16画素であるが1/10から1/100の価格

を実現することでセンサコストをさげることで各部屋や装置毎に状態監視をすることで

最適化を行いHEMSやBEMSにおいて省エネルギーに貢献する。この赤外線アレーセン
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サをセンサネットワークに活用することで、省エネルギー市場(2015年の世界市場規模4

0億円)のみならず、人の見守り(2015年の世界市場規模18億円)やセキュリティ市場(2015

年の世界市場規模110億円)といった新たな市場への展開が可能である。また、他のセン

サや通信機器と組み合わせることで、弊社のみの事業拡大にとどまらず国内のMEMS事

業ならびにものづくり全体において日本の強みを生かしたセンサネットが次々に必要と

される。 

 

②無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発 
②-(1) 超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発(日清紡ホール

ディングス株式会社) 

日清紡グループは、「環境カンパニー」を標榜し、全ての事業における活動を「環境」

と「エネルギー」分野に集約している。現在、グループ内の技術を活用し、「防災」「交

通」「船舶」などの分野でスマート社会の実現あるいは省エネルギー化に向けた取り組み

を推進しており、スマート技術の実証実験施設として「スマートファクトリー」を有して

いる。植物工場向けセンサネットワークシステムについては 2020 年頃までの事業化を想

定している。環境発電技術は携帯端末用の電源などの将来有望なユビキタス電源システム

市場への足がかりとなるため、市場の動向を見極めつつ継続して開発を進めてゆく。 

 

(住江織物株式会社) 

 本研究開発において開発した繊維型・布帛型太陽電池は、フィルム型太陽電池より形態

自由度が大きく、折り畳むことができる。このような電源は特にスマートテキスタイル／

ファブリックス用途のエナジーハーベスタとしての展開が期待でき、自動車メーカ、電機

メーカからの引き合いを頂いている。さらに、本研究開発では、大気圧条件下・全塗布プ

ロセスによる布帛型太陽電池の作製技術を確立しており、今後量産化のための技術開発を

進めて行く。 

住江織物はインテリアや自動車部材などの自社保有製造技術と本研究成果を融合させる

ことにより、フレキシブル電源を搭載したセンシングファブリックの事業化を行う。また、

農業用寒冷紗などの産業資材や医療・介護用途におけるニーズもあるため、さらなる事業

拡大も視野に入れ取り組みを進める。 

 

【波及効果】 

本研究開発において開発された自立電源を搭載した無線センサ端末はグリーンセンサ

ネットワークシステムの普及に大きく貢献することができる。無線センサネットワークシ

ステム市場は今後拡大が見込まれており、英 ID TecHEx 社は、2012 年の 5 億 8000 万ドル

から 2022 年には 24 億ドルへ急速に拡大すると予測している。特にメンテナンスフリーな

自立電源搭載型センサ端末は、新設だけではなく既存のオフィスビル、店舗、事業所への
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設置も容易であるため、潜在的な市場は広く、その省エネ効果も大きい。 

さらに、米 Satista 社はスマートテキスタイル／ファブリックス市場は今後 5 年以内に 20

億ドルの規模になると予測しており、フレキシブル性に優れた布帛型太陽電池はウェアラ

ブルデバイスやスマートテキスタイル用の電源として、家電、スポーツ、医療機器、アパ

レル、インテリア用途へ展開が期待される。さらに産業用途については、電機、輸送機器、

建設・土木、農業などの分野が有望である。 

 

②-(2) 超小型高効率屋内用自立電源システムの開発【ローム(株)】 

グリーンセンサネットワーク端末に関しては、本プロジェクトで提案されたスマート

オフィスの省エネアプリケーションを満足する人検知精度が達成された上で、コストを

含めた自立電源駆動グリーンセンサネットワーク端末の製品化を検討する(市場規模に

ついては、V章③-(2)-i)スマートオフィスのための(中小オフィス用)グリーンセンサネッ

トワークシステムの開発を参照)。 

自立電源に関しては、本プロジェクトで開発した自立電源システムのプロトタイプを

ベースに、ロームの製品センサを搭載する無線センサネットワーク端末の製品化を検討

する(市場規模については、Yole Development社の調査結果である、200M$超＠2017年を

想定(図Ⅳ-1-3))。 

グリーンコンセントレータ(GCON)用受信機に関しては、本プロジェクトで開発した

920MHz 無線モジュールのプロトタイプをベースに、NTT データでの GCON の製品化に

ロームの無線モジュールにて貢献する。 

 

【波及効果】 

本開発の成果も活用して、新社会インフラシステムの実現に必要とされるセンサネット

ワーク端末用の自立電源システムを提供出来るように実用化検討を進めていく。 

プロジェクト発足時と比較しても、環境、機器・設備の状態をセンシング・制御し、快

適と省エネを両立する GSN（グリーンセンサネットワーク）端末とそれを用いたネット

ワークシステムの重要性が高まっている。例えば、オフィスビルでは、在席状態、気温、

湿度、天気、電力消費量などの情報をもとに、照明や空調を制御するなど各 EMS により

新たな価値が創生出来る。 

従来、このような環境計測や機器・設備制御信号の通信や電源の為に配線敷設が必要で、

既存のオフィスや工場環境にアドオンする事は難しかった。本開発の自立電源機能や無線 

通信機能を有した GSN 端末により、配線敷設に関する制限を取り除く事が出来る為、シ

ステムの導入コストを低減する事が可能となり、メンテナンスフリー化によるランニング

コストも低減する事が可能となる。 

図Ⅳ-2-1 と図Ⅳ-2-2 にエナジーハーベスティングに関する Yole Development 社の調査結

果を示す(2012 年)。図Ⅳ-2-1 は、各分野(車載・輸送・産機・建物・その他)における各種
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エナジーハーベスタの導入比率を示すもので、産機・建物で光発電の占有率が 30％～35％

になっている。図Ⅳ-2-2 は、エナジーハーベスタモジュールの市場規模で、2017 年には光

発電ハーベスタで 200M$超となっているので、自立電源としてはより大きな規模が見込ま

れる。 

 

図Ⅳ-2-1 各分野における各種エナジーハーベスタの導入比率 

(Yole Development 社より引用) 

 

 

図Ⅳ-2-2 エナジーハーベスタモジュールの市場規模(Yole Development 社より引用) 

 

②-(3) フレキシブルクランプセンサの開発 【産業技術総合研究所、(一財)マイクロマシ

ンセンター】 

本研究開発の成果であるフィルム型フレキシブル電流センサに発生する出力電力を電源

として使用し、無線ノードを自立駆動させることが、変流器である本センサの特徴を最大
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限に活かせるシステムの構成である。今回実際に作製したセンサの出力電圧は 0.2μW であ

り、センサ単体では無線ノードを自立駆動できる電力は発生させることができないが、セ

ンサの出力電力はセンサを構成する磁気コアの厚みとセンサの接続個数に比例して増加す

ることを確認しており、例えば厚み 50μm の磁気コアで構成したセンサを 4 つ接続するこ

とで、一次電流が 100A の場合、センサに発生する出力電力は無線ノードを自立駆動でき

る最小電力である 4μW を上回る 7μW 程度となることを試算している。 

 また、本研究で開発したフィルム型フレキシブル電流センサは、フィルム基材への径

50μm 程度の穴あけ加工と、導電性ペーストの印刷のみで作製可能なシンプルな構成と

なっている。材料費は、フィルム基材とペースト材料合わせても 1 端末あたり 30 円程度

であり、また、上記加工は、従来のレーザやパンチング加工機、およびスクリーン印刷機

で行うことができるため(装置価格はパンチング加工機、およびスクリーン印刷機ともに

500 万円程度)、一般的な精密機器加工メーカ、あるいはフレキシブルプリント配線板メー

カに受注することで量産化が可能と考える。 

本研究開発品はその小型・軽量な点から、電力業界のみならず、センサの敷設スペース

に同じく余裕のない自動車や医療機器の業界からも高い注目を集めている。 

 

【波及効果】 

今後ますます電気自動車や小型の医療機器が普及すると予想される中で、その電力管理

はより重要な項目となるため、本開発品の実用化は我が国の広い分野での産業の活性化を

促すことが期待できる。また、本デバイスの経済効果の一つとしてセンサのコスト削減が

上げられる。通常、電力センサは最も小型なものでも 1,000 円以上するが、本開発品は上

記材料費と製造費から試算するとその 1/10 以下の価格を実現できると考えられることから、

装置毎にセンサを敷設して状態監視することも現実的に可能であり、HEMS や BEMS にお

いてより精度の高いシステムの構成に貢献できる。 

 

②-(4) グリーンセンサ端末・システム超低消費電力化技術の開発【(株)日立製作所】 

自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発を通して、無線センサネットワーク

用端末の共通的な課題である、自立電源エネルギーマネジメント技術、及び、超低消費電

力センサ信号処理技術を確立した。これらの開発成果は、光・熱・振動などの多様な環境

エネルギーを利用した自立電源で短時間起動する実用的な動作を実現し、また、振動スペ

クトルなどの多様なセンサアプリケーションへ自立電源の適用を可能にする成果である。 

これらの開発した各機能をそれぞれIP化し、自立電源を適用した無線センサ端末シス

テムの試作を行い、実用的な端末システムの設計リファレンスデザインを構築した。特

に、環境計測やエネルギー消費量の把握や、それら計測したデータ群による各種制御機

器やビル、オフィス、店舗などのインフラシステムの制御を行うに当たっては、センサ

ネットワークシステムのカスタマイズ(センサ種類、計測点数、計測頻度、通信距離、
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電源供給エネルギーなど)が必須となるため、IP化した各機能をアプリケーション要求

に合わせて最適設計を行うことが重要である。本開発を通して構築した設計リファレン

スデザインを用いることで、最適化を速やかに行うことができ、多様なアプリケーショ

ンに対して迅速にセンサネットワークシステムを構築することが可能となった。 

今後、本開発技術は、産業・都市・交通インフラにおけるIoTソリューションの提供

および優位化する基盤技術と位置付け、開発を継続する。(株)日立製作所は、ビッグ

データ解析技術および、解析プラットフォーム技術を保有し、それらを活用したIoTソ

リューションの提供を行っている。本開発で開発したセンサ端末技術を適用することで、

従来はデータ化できていなかったセンシングデータをビッグデータとして活用すること

が可能となり、より高度なソリューションを提供することが期待できる。 

その実現のために、開発した無線センサ端末用回路IPの信頼性を高めた量産化設計を

行っていく。本開発に於いては、温度範囲5～35℃、室内照明下の屋内環境の中を適用

シーンとして想定した検証を完了した。今後は、より広範囲のアプリケーションへの適

用に向けて、多様な環境に対応可能な信頼性設計を行い、屋外や、より劣悪な環境下で

も安定して動作可能な無線センサ端末用回路IPとして実用化を図るための開発を継続す

る。 

 

【波及効果】 

本開発成果は、環境発電を用いた実用的な端末システムを実現するのに資するもので

ある。本プロジェクトで適用したスマートファクトリ等の省エネ化システムはもちろん、

社会インフラのモニタリングシステムや、産業システムのIT化で用いられるセンシング

システムの普及およびランニングコスト低減に貢献する成果である。 

M2M/IoT分野において、ビッグデータを活用した新サービスにより、大きな市場拡大

が期待されている。図Ⅳ-2-3はセンサネットワークシステムに関する市場予測(2011年発

刊、IDTecHEx社「Wireless Sensor Networks 2011-2021」より引用)である。センサネット

ワークシステムの市場規模は2020年に20億$を超えると予測されており、さらにセンサ

ネットワークシステムを用いたIoTサービス市場などを含めると、その市場規模は膨大

である。本開発成果は、これらのセンシングビッグデータを活用したM2M/IoT市場にお

いて、センサの活用シーン拡大と、実用化に貢献し、新サービス市場の創出に資するこ

とが期待できる。 
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図Ⅳ-2-3 センサネットワークシステムに関する市場予測 

(2011 年発刊、IDTecHEx 社「Wireless Sensor Networks 2011-2021」より引用) 

 

②-(5) グリーンセンサ端末機能集積化技術の開発【産業技術総合研究所、(一財)マイク

ロマシンセンター、(株)デンソー、(株)アルバック、大日本印刷(株)】 

ばらまき設置に対する適性を重視したグリーンセンサ端末プラットフォームは端末寸法

が小さくフレキシブルな構造のため、無線センサネットワークシステムの普及に効果的な

技術である。特にセンサ信号処理･無線発振用に開発したカスタム RF-LSI は、無線グリー

ンセンサ端末プラットフォームの専用デバイスとして、技術移転を通して実用化を目指す

予定である。 

グリーンセンサ端末モジュール集積化のキーとなる要素技術としてのキャパシタ内蔵シ

リコンインターポーザはセンサ端末の処理速度の高速化と高性能化がに有効な技術であり、

シリコンインターポーザの普及を促進する技術である。 

図Ⅳ-2-4 にインターポーザ市場成長予測を示す。集積用シリコンインターポーザ(ガラス

インターポーザ含む)の市場規模は、2017 年度で 16 億ドルと予想され、2015 年比で 2 倍以

上の成長が見込まれている。従来のシリコンインターポーザでは、価格競争は不可避であ

り規模を追えないメーカにとっては厳しいビジネス環境と言える。また、部品内蔵基板も

市場規模は拡大しているが(2020 年は 2012 年比 19 倍の成長)、こちらも低コスト化が求め

られ付加価値の向上が課題である。 
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図Ⅳ-2-4 インターポーザ市場成長予測(Yole Development 社より引用) 

 

本研究で開発したシリコンインターポーザの高機能化、高付加価値化技術は、価格競争

回避への有効な手段となる。また、日本が得意とする MEMS センサ技術と融合する事で、

オールシリコンのデバイスが実現により新たな市場を作り出し、国内半導体産業の活性化

に繋がるものと期待される。 

図Ⅳ-2-5 に、TSV (THrougH Silicon Via)技術を使った各デバイス市場のロードマップを示

す。TSV 技術は現在スマートフォンの目である C-MOS イメージセンサーへの応用が主流

であるが、今後は MEMS デバイスのみならずメモリやロジック積層向け半導体 TSV 市場

としても急激に成長すると予想されており、全体として将来極めて大きな市場へと発展す

る。 

 

図Ⅳ-2-5 TSV を使った各デバイス市場のロードマップ 

(Yole Development 社より引用) 
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したがって、TSV 加工技術として非ボッシュエッチングと且つボッシュ法も可能なハイ

ブリッドなエッチング装置技術が完成できれば TSV 業界におけるプロセス問題が解決でき、

TSV 形成ソリューション装置(新規エッチング装置、アッシング装置、PE-CVD 装置、メタ

ルスパッタ装置)の拡販ビジネスが加速できる。そして、本成果を基に目指す最終的な製品

サービスビジネスとしては、新エッチング技術(本成果の発展)からスパッタ成膜までのプ

ロセスインテグレーションのノウハウ統合型、高品質・高生産性が発揮できる「TSV 電極

形成向けターンキー装置ビジネス」である。これによって全世界の MEMS 及び半導体デバ

イスメーカー、ファンダリメーカー、OSAT、その他の応用電子部品分野などへ幅広くビ

ジネス展開する。  

さらに、研究開発成果を MEMS ファウンドリにおいて使用し、以下のような事業を実施

する予定である。 

1)300mm シリコンインターポーザ技術 

半導体チップとセンサ集積、RF インターポーザ、LED 基板、半導体 3 次元化集積など

を目的としたインターポーザ基板を提供する。 

2)集積モジュール化技術(センサネットワークシステム用モジュール) 

C2W 技術を異種デバイスの WLP ビジネスに応用展開するとともに、半導体 3 次元化集

積ビジネスにも展開する。 

 

【波及効果】 

超臨界成膜技術を用いた高アスペクト比トレンチ内への Cu 埋め込み技術の構築により、

めっき等のプロセスコストの低コスト化が課題となる三次元集積化デバイスを早期に実用

化させることが期待できる。超臨界成膜のプロトタイプ装置を元に装置開発を継続・発展

させつつ、プロセス技術としては将来の低環境負荷型車輌に要求される次世代マイクロデ

バイス群の高密度実装技術として期待される。 

車載半導体デバイス分野においては、圧力センサ、慣性センサ、画像センサなどが実用

化済みであるが、新分野として測距センサが注目されている。図Ⅳ-2-6 に車載用カメラ市

場予測を示す。2017 年に 5,000 億円の市場が見込まれる車載用カメラにおいてその伸びの

中心は測距カメラと予想される。センサ端末モジュール集積化の要素技術としてのキャパ

シタ内蔵シリコンインターポーザの採用により車載システムの小型･低コスト化、電源の

安定化、耐ノイズ性の向上が実現可能となる。 
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図Ⅳ-2-6 車載用カメラ市場予測(テクノシステムリサーチ社) 

 

昨今におけるシリコンの深掘り技術ニーズは、従来のボッシュ法で対応できる MEMS 的

な深掘り要求以外に、デバイス性能を満たす為の平滑なエッチングを要求するトレンドも

TSV 工程等で明確に現れ始めている。例えばイベントドリブン型の省エネセンサで、とり

わけセキュリティや無人自動車等の人命を預かる様なセンシング環境では、長期信頼性や

熱耐久性等、センシング周辺環境を鑑みた場合の性能担保できるプロセス技術は不可欠と

なる。従って、デバイスにおける界面制御は半導体デバイスでは当たり前になっているが、

今後 MEMS センサ製造分野においても将来ニーズとして平滑加工性能へ要求が高まり、こ

れが本成果の市場への普及に対するドライブフォースとなる。 

本プロジェクトで開発した大口径(300mm)シリコンインターポーザ実装技術は、MEMS

ファンドリー、センサ/LSI 集積、RF 回路、LED 基板、などの分野への展開に期待がかか

る。 そのほか、波及効果が期待できる分野として、インフラ老朽化モニタリングや生体

情報モニタリングがある。 

 

②-(6) 低消費電力無線通信技術の開発【産業技術総合研究所】 

本プロジェクトでは実証試験までを行い、低消費電力無線通信技術の成果を確認できた。

今後は、プロジェクト参画企業が実用化する際のモジュールに組み入れるためのシステム

全体の完成度を更に高めることが課題である。特に、開発したカスタム送信 LSI に関して

は、その性能をさらに安定化させる必要があり、今後は、ディスクリート部品で RF モ

ジュールを作製し、LSI の再作製、貸し出し可能なシステムの開発により企業との共同研

究などを行い、数年後の解決及び実用化を目指す。また、成果の広がりのために標準化も

行ってゆくが、そのためには、本技術の学会や論文での発表を含め、情報発信を積極的に

行ってゆく。 
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【波及効果】 

グリーンセンサネットワークシステムに限らず、無線通信技術はすべての無線センサ

ネットワークシステムに共通の技術である。無線通信は近距離であれば通信速度を増加さ

せれば低消費電力通信となるが、長距離通信では逆に通信速度を低下させなければ通信に

必要な SN 比が確保できないため、その場合には消費電力が大きくなる。本技術はそのよ

うな用途への適用が期待できる。長距離通信の無線センサネットワークシステムは、例え

ば広域自然災害予知システムや、インフラ管理などがあげられ、いずれも近年の異常気象

や、インフラ耐用年数が差し迫っている状況において高い需要があるといえる。その市場

規模については、インフラを例にとると、社会インフラ老朽化に向けたモニタリング市場

の動向と展望(シード・プランニング社 市場調査レポート)によれば、2022 年には 884 億

円の市場が見込まれており、我が国の経済再生に貢献できると期待できる。 

 

②-(7) グリーンコンセントレータの開発【(株)NTT データ】 

 M2M 分野における国内の無線モジュール及び分野別市場規模予測によると、年率 30%

～50%もの成長率を見せており、中でもエネルギー分野における成長が著しい。このこと

から、株式会社エヌ・ティ・ティ・データはこれまで実施してきた実証実験の現場とそこ

から推測されるポテンシャル顧客の観点から、エネルギー分野に絞ったビジネス展開を目

指す。また、今回開発したグリーンコンセントレータを弊社の既存ビジネスと連携させ、

事業部門の営業と連携し案件獲得に向けた活動も既に実施している。 

 市場ニーズ分析から屋内を中心とした商業施設、ビル、工場向けの M2M ソリューショ

ンビジネスを展開する予定であり、競合他社との比較分析から、端末価格は他社の半分以

下、基本アプリケーションの標準実装など、システム導入に関わるコスト低減が可能であ

る。 

 コンセントレータの量産について生産工場との生産ライン構築や最低生産台数などの契

約条件・リスク等のすり合わせを実施。また、機器販売経験のある弊社グループ子会社数

社と販売・保守体制についても調整が進んでおり、早期事業化を予定している。 
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図Ⅳ-2-7 実用化ターゲット領域 

 

【波及効果】 

M2M 世界市場は、M2M プラットフォーム型サービスの拡大、機器・デバイスの低価格

化、ワイヤレス環境及びグローバル化、ビッグデータ活用の進展などを背景に拡大が進ん

でおり、2020 年度の M2M 世界市場規模は累計で約 3 兆 8,100 億円にも達すると予測され

ている。また、分野別 M2M 市場規模予測によると、年率 30～50％近くの成長を示してお

り、M2M 市場規模予測(分野別)から見ても主にエネルギー分野における成長が大きい。 

 本プロジェクトで開発したコンセントレータとアプリケーションは、店舗、商業施設、

オフィス、工場などにおいてエネルギーマネジメントシステム(EMS)を構築するにあたり、

設置作業・通信・システム開発といったあらゆるコスト削減及び、普及に貢献することが

出来る。また、スマートメータ、スマートグリッド産業への適用や、センサネットワーク

を使った環境センシング、社会インフラモニタリング、ビッグデータビジネスへの適用が

期待でき、多くの社会課題の解決につなげることが可能である。 

 

③グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 
③-(1) スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発【(株)セブ

ン-イレブン・ジャパン、産業技術総合研究所】 

セブンイレブン・ジャパンは、実証実験を担当し、営業店舗でプロトタイプセンサの実

装とデータ処理システムの試作を行った。これらデータを活用した省エネ活動は、日々の

店舗オペレーションに組入れられている。このため、「無線端末-データ見える化-省エネ

活動」の一連の手順・方法は “実用化”できたものと考えている。また無線端末に関しては、

研究期間中の初期と終期に、それぞれ 17,000 および 10,000 端末を量産した。これらを介
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して、量産における部品の調達、納期、および検査に係るノウハウを取得することができ

た。今後、これらのノウハウ等を活用して事業を行う主体を検討する。省電力市場規模を、

年間 10%の電力削減コストに等しいとして算出すると(1 年間の投資回収)、国内コンビニ

エンスストアの省電力市場は約 150 億円(1kWH=20 円で試算)、国内全体の省電力市場は

1.5 兆円(1kWH=15 円で試算)となる。 

 

【波及効果】 

約 30,000 台の無線端末試作とセブンイレブン-ジャパンへの社会実装、および省エネ

10%達成の成果は、国内コンビニエンスストアの省エネ対策への応用が期待される。2015

年 4 月現在での国内の店舗数は 52,417 店舗である。1 日平均消費電力量を 400kWH と仮定

すると、年間の消費電力量は 76.5 億 kWH となり、2013 年度業務部門の電力需要 3,509 億

kWH の約 2%を占める。国内コンビニエンスストアの全店舗で 10%の省エネを達成した場

合、電力料金を 20 円/kWH で計算すると、約 150 億円の電力料金削減となる。また、無線

技術の他分野への応用促進が期待される。無線技術の他分野への応用が促進されることが

期待される。具体的には本研究でも取上げた、冷蔵庫の温度のモニタリングである。多点

での温度を容易にモニタリングできるため、食品保管が適正になされているか明らかにで

きる。食の安全に関連したモニタリング分野への応用が第一に挙げられる。電流モニタリ

ングの省エネ以外への応用もある。工場等の設備装置の電流を長期間把握することによる

生産状況調査や機器の故障診断・予測、高齢者世帯の電気使用把握による安否確認など、

応用は多様である。 

わが国の 2030 年温室効果ガスの削減目標である 2013 年度比 26%減を達成するための電

力構成・需要が検討されている。2030 年度 17%の省エネを見込んだ 9,808 億 kWH の電力

需要を見込んでいる。この省エネを実現するため方策として、業務および家庭部門では

「HEMS および BEMS の高度なサービス」、産業部門では「IoT を活用した先端的工場」

が挙げられている。 

これらの応用の拡大および 2030 年に向けた省エネ対策に関して、本研究は； 

1. 無線通信の実用性に関して多数のセンサを多数の現場で実証したこと、 

2. 2,000 店舗での電流モニタリングにより省エネ 10%を実現したこと 

3. 約 30,000 端末の試作で、無線端末が原価 4,000 円以下で製造できることを提示し

たこと、 

等を検証したことで、今後の研究開発に重要な知見を示すことができたと考える。 

 

③-(2) スマートオフィスのための(中小オフィス用)グリーンセンサネットワークシステ

ムの開発【ダイキン工業(株)】 

本研究を通じて構築したグリーンセンサネットワークシステムは、ダイキン工業の空調

機器との連携を前提として、システムの基礎を構築した。このため、本実験の実証フェー
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ズでは、オフィス環境に設置されたダイキン工業の空調機器を使用し、実験データの収集

を実施してきた。また、ダイキン工業はこれまでにも様々な実証実験を行なってきており、

そこから得られたデータや成果を製品の実用化に活用してきた実績がある。したがって、

本実験から得られる一連のデータや成果をフィードバックしたグリーンセンサネットワー

クシステムも、速やかに実用化フェーズへ移行できることが期待できる。 

中小ビル市場は、特に工事不要化、投資回収期間の短縮(理想：2 年以下)が求められ、こ

れを解決するグリーンセンサネットワークシステムの提供により、普及が期待できる。今

後の、普及の加速・市場規模の拡大に向けた課題は、コストパフォーマンスの高いシステ

ムの実現である。具体的には、顧客価値を向上するアプリケーションとして、省エネ以外

の連動機能(例：セキュリティ連動)を開発・搭載することや、センサ端末の低価格化(目

標：4000 円／台 以下)等が挙げられる。この実現方法をセンサメーカらと共に検討し、課

題解決を目指す。 

 

【波及効果】 

ダイキン工業はこれまでの研究から、空調設備の室内機の負荷に応じた適正制御(省エネ

効果 約 18%)、人員検知による消し忘れ防止(省エネ効果 約 12%)、設定温度の適正制御

(省エネ効果 約 6%)により、空調機の消費電力量を最大で約 36％削減可能との結果を得て

いる。さらに、本研究において、オフィス全体の消費電力量の 10％以上の省エネ推進に役

立つことを実証した。したがって、本研究の成果に基づきグリーンセンサネットワークを

構築し、空調設備の制御が実現できれば、上記の省エネ効果の達成に近づくことが可能と

なる。また、我が国の中小事業所や一般家庭での省エネ化の取組は、大規模事業所に比べ

て遅れている現状がある。BEMS 導入の進んでいない 5000 ㎡未満の中小ビルで、全ビルの

約７割のエネルギーを消費しているとされており、この省エネ化が社会課題となっている。

こうした背景もあり、本研究から得られる成果は広範囲にわたる潜在需要の受け皿として

機能することが予想される。さらに、こうした需要に応えることで、環境分野における

リーディングテクノロジーとして、業界全体の活性化を促進することも期待できる。本研

究は省エネ効果の実現と、環境関連ビジネスにおける産業の活性化を通じて、我が国の経

済の再生に貢献する。 

 

③-(3) スマートオフィスのための(大規模商業ビル用)グリーンセンサネットワークシステ

ムの開発【高砂熱学工業(株)】 

今回の研究開発では、大規模商業ビル及び大規模クリーンルーム向けのグリーンセンサ

ネットワークシステムの開発を行ったが、今後は大規模業務用ビルや工場及び地域エリア

でのエネルギー管理を支援する環境ソリューションビジネスとして、図Ⅳ-2-8 に示すよう

な省エネルギー実現のためのコンサルティングサービスや監視制御システムへの活用を

図っていく予定である。 
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事業化に向けては、来年度を事業化準備期間としてフィールドテストを実施し、再来年

度以降に事業化につなげていく予定である。センサ端末やネットワーク端末の量産化、低

コスト化が進めば事業性は高いものとなる。合わせて、省エネルギーと快適性を両立する

新たな制御システムの開発を行い市場展開していく予定である。将来的には現在開発中の

ポンプ等の回転体の振動モニタリングシステムとも連携を図っていく予定である。 

建築業界におけるグリーンセンサネットワークシステムの活用できる市場ポテンシャル

としては、表Ⅳ-2-1 に示すようにコンサルティングサービスと監視制御システム合計で約

640 億円と推計した。これは、年間のエネルギー消費量が原油換算で約 3,000kL/年の平均

的な業務用エネルギー管理指定工場を想定し、コンサルティングサービスは約 4,000 の業

務用エネルギー管理指定工場の半分の事業所に導入、監視制御システムは現状の計装工事

における計装機器類の売上げ約 600 億円の 10％がグリーンセンサ端末やネットワーク端末

の導入に投資されるとして試算を行っている。投資回収年数 3 年以下のシステム構築を目

標としており、3 年間で 10%のエネルギーコスト削減により削減効果が投資費用を上回る

よう試算している。3 年で投資回収できるシステムであれば事業化が加速される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-2-8 グリーンセンサネットワークシステムの展開 
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表Ⅳ-2-1 建築業界における GSN システムの市場ポテンシャル推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【波及効果】 

東日本大震災以降、最終エネルギー消費は微減の傾向にあるが、エネルギー起源 CO2 排

出量は原子力発電所の停止等により増加傾向にあり、低炭素社会実現のためには、更なる

省エネルギーが必要である。大規模商業ビル等、年間エネルギー使用量が原油換算で

1,500kL 以上のエネルギー管理指定工場では省エネ法により年 1％の省エネが義務付けられ

ているが、更なる省エネルギーのためには安価でメンテナンスフリーのグリーンセンサ

ネットワークシステムを活用したエネルギーマネジメントが有効である。 

今回は、大規模商業ビル及び大規模クリーンルーム向けのシステム開発を行ったが、省

エネルギーと室内環境の快適性の観点から言えば、事務所、病院、ホテル、学校等の他の

業務用ビルへの展開も可能であるとともに、工場や地域エリアでのエネルギーマネジメン

トへの活用も可能である。 

ミック経済研究所の「IT 活用によるエネルギーマネジメントシステム・ソリューション

市場の現状と展望 2012 年度版」のエネルギーマネジメントシステム・ソリューション市

場予測から 2015 年度まで推計したものを図Ⅳ-2-9 に示す。このうち、中央監視システムの

システムインテグレーションやシステム運用サービスは主に大規模工場・事業所向けで、

遠隔監視システム提供とエネルギー管理支援、エネルギー診断・コンサルティングは主に

中小規模事業者や多店舗系企業向けである。同資料の 2013 年度版では、2017 年度には

3,563 億円と予測しており、今後さらなる増加が予想され、このうちの何割かがグリーン

※1 想定事業所 延床面積：60,000㎡、20階建、1フロア：3,000㎡ 年間電力消費量：12,000MWh/年（全電化）

換算熱量：117,120GJ/年（1,952MJ/㎡・年）　 原油換算値：3,022kL/年

年間エネルギーコスト：2.4億円/年（4,000円/㎡・年）

※2 端末設置数 温湿度センサ：100㎡に1個→600個 電流センサ：1フロアに15個程度→300個

CO2センサ：1フロアに5個→100個 ネットワーク端末：1フロアに4台→80台

※3 費用対効果 初期コスト： センサ端末 8,000 千円

ネットワーク端末 4,000 千円

その他 12,000 千円　（設置工事、クラウド構築、諸経費等）

合計 24,000 千円

運用コスト： 5,000 千円/年（クラウド環境維持費、通信費、コンサルタントフィーを含む）

省エネ効果： 1年目 9,600 千円/年 （2.4億円の4％）

（年間4％ずつの省エネ、 2年目 19,200 千円/年 （2.4億円の8％）

　3年目に10％達成） 3年目 24,000 千円/年 （2.4億円の10％）

合計 52,800 千円 ⇒　3年でペイ

※4 計装機器金額は、過去5年間の計装工事受注金額
※5

の20％と想定
※5 計装工事受注金額は、国土交通省の統計資料より、 主要20社の受注金額合計の過去5年間の平均値（2,956億円/年）

　　 「計装工事」とは，ビル，工場等の建築物及びそれを含む区域の各種設備を制御するために必要とされる設備を設置 する工事

コンサルティング 監視制御システム

対象事業所 台数（契約数） 金額 対象工事金額 台数（契約数） 金額

センサ端末
200万個/10年
（1,000個/棟）

16億円/年
（@8千円）

50万個/年
40億円/年
（@8千円）

ネットワーク
端末

16万台/10年
（80台/件）

8億円/年
（@50千円）

4万台/年
20億円/年
（@50千円）

設置工事
クラウド構築等

2,000件/10年
24億円/年

（1,200万円/件）
60億円/年

（1.200万円/件）
監視制御
システム

120億円/年
(2,400万円/件)

ランニング 運用コスト 2,000件/年
100億円/年

（500万円/件）
10年契約 500件×10/年

250億円/年
（500万円/件）

合計 148億円/年 490億円/年

500件/年

製品・サービス

イニシャル

計装機器金額
約600億円の

10％
60億円/年

エネルギー
管理指定工場

のうち
業務用ビル
約4,000棟の
半分2,000棟

（改修周期10年）



  

95 
 

センサネットワークシステムの市場となると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-2-9 エネルギーマネジメントシステム・ソリューション市場 

 

③-(4)スマートファクトリのための(工場・事業場用)グリーンセンサネットワークシステム

の開発【(株)東光高岳、東京電力(株)】 

成果の実用化・事業化の見通しとしては、図Ⅳ-2-10 の赤枠の通り、①ファクトリ実証用試

作電流センサについては、東光高岳・東京電力が平成 27 年度中目途で製品化を検討して

おり、②エネルギーマネジメント専用クラウドサービスについては、東光高岳が実施、③

工場向けの省エネ分析サービスについては、東京電力が検討している。 

 

図Ⅳ-2-10 スマートファクトリのためのネットワークシステム構成図 
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【波及効果】 

従来、工場におけるエネルギーマネジメントが困難であった大きな理由は、生産機器や

ユーティリティ設備など、民生用建物と比較して数多くのエネルギー消費設備を保有して

いることから、エネルギー消費の見える化に膨大な数の計測機器の設置が必要となり、機

器費・設置費等の莫大な費用がかかることがあげられる。 

 これらの問題については、自己給電・無線通信かつ低コストなセンサの開発によって、

センサ・ネットワークシステムのトータルコストが大幅に低減され(費用対効果が向上する

ことについて、今回実証において検証済み)、計測機器の設置増加に繋がる。更に、小型化

等によって、各電線間が狭い分電盤内等にも設置が可能となり、エネルギー消費設備単位

のきめ細かな省エネ管理がこれまで以上に容易となる。 

これらの研究開発により、プロジェクト終了後のグリーンセンサ・ネットワークの実用化、

我が国の製造業におけるエネルギー需給の安定化及びに製造業のおける省エネルギー効果

(または電力ピーク抑制効果)の増大が期待できる。 

 

③-(5) スマートファクトリのための(植物工場用)グリーンセンサネットワークシステムの

開発【日清紡ホールディングス(株)】 

現在、施設園芸での環境制御(センサネットワーク)装置の潜在市場としては、8,000 施設

くらいが対象として想定されている。市場規模も圃場と植物工場を合わせると 2015 年の

19.5 億円から 2020 年の 155 億円へと拡大することが予測されている。  

本研究開発では温度・湿度センサを搭載したセンサ端末を作製し、いちごの植物工場の

温湿度環境をきめ細かく見える化することによってエネルギーロス(空間的・時間的無駄)

の存在を明らかにし、空調コントロールにより 10%以上の省エネ効果を実証した。 

植物工場では省エネの他に栽培作物の収量や品質の向上も大きな課題となっている。収

量や品質には温湿度以外に養液の温度や濃度・pH、空気中の CO2 濃度にミツバチによる受

粉の効率など、数多くの条件が影響している。これら数多くの条件と収量、品質との関係

を明らかにするためには、栽培環境と収量、品質のビッグデータ化とその分析による栽培

ノウハウの蓄積が必要になってくる。 

本研究開発で構築したセンサネットワークシステムは、ビッグデータの収集に必要とさ

れる十分な基本性能を有している。 

今後は実用化に向けて、生産用の本栽培室においてセンサの種類を増やし、ビッグデー

タの収集とその分析技術の検討を進めて行く予定であり、総合的な高コストパフォーマン

ス農業が可能なシステムを目指す。実用化は 2017 年頃を目指し、2020 年には 30%(30 億

円)程度のシェアで黒字化を想定している。 

 

【波及効果】 

本事業において開発されたグリーンセンサネットワークシステムは植物工場への設置コ
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スト及び工場の営業コストの削減に寄与することから、植物工場の普及に貢献すると考え

られる。植物工場は海外へ生産拠点を移した企業の空き工場や、少子化によって廃校と

なった学校の校舎などの有効活用法としても注目を浴びている。 

国内の植物工場の数は徐々に増えており、2014 年 3 月には全国で 400 ヶ所近くの施設が

設置されているが、この最大の要因は植物工場で生産された作物の「安心・安全・安定」

という特徴が流通事業者などに認知されてきたことだとも言われている。近年 TPP(環太平

洋経済連携協定)への参加によって安い農産物が入って来た場合、それに対抗するためには、

これらの特徴の活用が重要だと考えられている。また、高齢者の従事割合が高く今後減少

すると考えられている農業人口の減少を抑制するためには、青年の新規就農者の確保が大

きな課題として挙げられているが、熟練者でなくても安定した生産が可能である植物工場

による農業は、収入の低さや技術の未熟さといった参入の障壁を取り払うことが可能であ

り次世代の農業の形として重要な意味を持つ。 
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Ⅴ. 各研究開発成果の詳細内容 
① グリーン MEMS センサの開発 

①-(1) 電流・磁界センサの開発【横河電機(株)】 

①-(1)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

近年、工場やオフィスビル、商業ビル等の施設において、生産機器や空調機器といっ

た機器を効率よく運用し、施設全体の省エネルギー化を目指す活動が行われている。機器

を効率よく運用をするためには、機器ごとの稼働状況や消費電力を把握する必要がある。

機器の稼働状況や消費電力は、機器に接続された電力供給用の電線に流れる電流値から推

定することができる。そのため、こうした省エネ活動を行うためには、機器ごとに電流セ

ンサを設置する必要がある。また、機器は施設内に多数点在しており、機器ごとに設置さ

れた多数の電流センサが発信する情報を収集するためには、ネットワークを構築する必要

がある。このようなセンサネットワークシステムにおいては、電流センサの取り扱い性と

ネットワークの構築容易性が導入コストに大きく影響している。現状では、電流センサの

取り扱い性が悪く、有線によるネットワークの構築が必要であるため、導入コストが大き

くセンサネットワークシステムの普及が進んでいない。そのため、電流センサの取り扱い

性の向上と、無線によるネットワークの構築により導入コストを抑えることが、センサ

ネットワークシステムの普及にとって重要である。 

 

＜研究開発の目標＞ 

従来のセンサネットワークシステムでは、電流センサとして、CT (Current Transformer)

型電流センサが用いられている。CT 型電流センサは、磁気コアを使用する測定方式であ

るため、電流検出感度が高いという特長がある。しかしながら、CT 型電流センサには、

その測定方式ゆえ、①単芯電線上でしか計測できない、②磁気コアで電線を囲わなければ

ならない、③磁気コアが必須なため端末の小型・軽量化ができないという 3 つの制約があ

る。これらの制約により、設置場所が電線の分岐部である電盤内に限定され、取り扱い性

が悪く設置コストがかかるという課題があった。 

そこで、本研究では、単芯電線上に加え多芯電線上でも電流計測ができる小型・軽量

で取り付けが容易な電流・磁界センサの実現を目指す。その電流・磁界センサの基本性能

に関する目標は次のとおりである。多芯FA(ファクトリーオートメーション)で使われる幅

広い工作機器類・ロボット類・搬送機構類に対応するため、 mAレンジから数 10 A（磁

界による間接測定で換算；pT 領域から mT領域）までの電流を計測できる電流・磁界セ

ンサを開発する。また、無線式のセンサネットワークシステムに効率よく連動する、セン
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サ部サイズ 0.4 mm×2 mm×2 mm以下、全体サイズ 2 cm×5 cm 以下、実使用平均消費

電力100  μW 以下の電流・磁界センサ端末の開発を行う。さらに、実証実験により、電

流・磁界センサ端末が実用レベルであることを確認する。 

 

①-(1)-2 電流計測技術の開発 

本研究では、面積が 2 cm×5 cm で、平均消費電力が 65 μW、電流レンジが設計上 1mA

から 500A まで対応できる実用レベルの電流・磁界センサ端末の開発に成功した。この電

流・磁界センサ端末は、低消費電力で小型な磁気センサ駆動技術と磁気センサを用いた単

芯・多芯電線上での電流計測技術、幅広いレンジを実現する磁気計測技術により実現した。

本項では、これら 3 つの技術について説明する。 

 

①-(1)-2-1 低消費電力・小型化を実現する磁気センサの駆動技術 

1 つ目の技術として、本研究で開発した電流・磁界センサの小型化・低消費電力化に寄

与した磁気センサの駆動技術について説明する。その説明にあたり、本研究で用いた低消

費電力な電流計測に適した磁気センサについても説明する。 

 

①-(1)-2-1-1 低消費電力な電流計測に適した磁気センサとその駆動方法 

磁気センサには、ホール効果を用いたホール素子や、磁気抵抗効果を用いた磁気抵抗

素子、磁気インピーダンス効果を用いた磁気インピーダンス素子、軟磁性体コアとコイル

で生成した変調磁場を計測するフラックスゲートセンサなどがある。 

本研究では、pT 領域の磁界計測ができる高感度な磁気センサが必須である。そのため、

磁気抵抗素子と磁気インピーダンス素子の 2 つに絞り、センサの駆動に必要な電力と、検

出回路の消費電力の 2 つの観点で比較した。その結果、センサと検出回路の両方において

低消費電力で駆動できる磁気抵抗素子を採用した。本研究で用いた磁気抵抗素子を図①-

(1)-2-1-1.1 に示す。磁性材料と微細加工技術を活用した磁気抵抗素子において、飽和磁界

特性を制御することでセンサ部の小型化を実現し、センサ部サイズを 0.6mm×1.5mm×

0.5mm にすることに成功した。 

 

図①-(1)-2-1-1.1 磁気抵抗素子の外観 
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磁気抵抗素子の磁気特性は、磁気抵抗効果により磁界の印加によって抵抗値が変化す

るという特性である。印加磁界と抵抗値の変化率の関係の概略図を図①-(1)-2-1-1.2 に示

す。図①-(1)-2-1-1.2 中の（a）のように、磁気抵抗素子は、動作点である 0 磁界付近では

感度が小さく非線形を示す。そのため、あらかじめバイアス磁界を印加し、動作点を図①

-(1)-2-1-1.2 中の（b）のようにシフトさせることで、高感度かつ高い直線性を示すように

なる。このように、高い直線性を示す動作点で使用すること、増幅や補正に必要な消費電

力の削減により電流・磁界センサ端末の低消費電力化に寄与した。 

 

 

図①-(1)-2-1-1.2 磁気抵抗素子における磁気特性の概略図 

①-(1)-2-1-2 小型な低強度バイアス磁界印加技術 

本研究で用いた磁気抵抗素子を高感度かつ高い直線性を示す動作点で使用するために

は、磁気抵抗素子にバイアス磁界を印加する必要がある。バイアス磁界を印加する方法と

して、一般的には、コイルに電流を流すことで発生する磁界を印加する方法 1)と、永久磁

石から生じる磁界を印加する方法がある。コイルによってバイアス磁界を印加する場合は、

コイルの駆動電流によってバイアス磁界強度を容易に制御することができる。しかし、コ

イルの駆動電流が必要であるので低消費電力化が困難である。永久磁石によってバイアス

磁界を印加する場合は、コイルで印加する場合に必要な駆動電流が不要であるため、無電

力で印加することができる。しかし、高感度な磁気抵抗素子において、動作点の設定に必

要な磁界強度は 10 0e 以下であり、永久磁石から生じる磁界強度と比べて非常に小さい。

そのため、永久磁石でバイアス磁界を印加しようとすると、永久磁石と磁気抵抗素子との

距離が長くなるため、センサ全体として大きくなる。 

本研究では、低強度なバイアス磁界を印加する無電力かつ小型な機構を実現するため

に、永久磁石と軟磁性体からなる構造を考案し 2)、その開発に成功した。図①-(1)-2-1-2.1

に永久磁石と軟磁性体を組み合わせた構造体の概略図を示す。永久磁石にはサマリウムコ

バルト磁石を、軟磁性体にはパーマロイ B を用いた。また、試作した構造体を図①-(1)-2-
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1-2.2 に示す。 

 

図①-(1)-2-1-2.1 設計した永久磁石と軟磁性体からなる構造体 

 

図①-(1)-2-1-2.2 試作した永久磁石とパーマロイＢからなる構造体の写真 

本構造体を用いたセンサパッケージを試作し、図①-(1)-2-1-2.1の中で示したパーマロ

イBの形状因子（X）とバイアス磁界強度の関係を評価した。その結果を図①-(1)-2-1-

2.3に示す。図①-(1)-2-1-2.3より、バイアス磁界強度は、パーマロイBの形状因子（X）

に対し単調に変化することがわかった。また、本構造体により、10 0e 以下のバイアス

磁界を磁気抵抗素子に印加できることがわかった。このことから、無電力かつ小型で

ありながら、磁気抵抗素子に対して低強度なバイアス磁界を印加できる構造体の開発

に成功したと結論づける。 



  

 102 

 

図①-(1)-2-1-2.3 バイアス磁界強度とパーマロイ B の形状（X）の関係 

①-(1)-2-2 単芯・多芯電線上での電流計測技術 

2 つ目の技術として、本研究で開発した電流・磁界センサの小型化・低消費電力化に寄

与した単芯・多芯電線上での電流計測技術について説明する。単芯電線上での電流計測技

術については、複数の磁気抵抗素子により単芯電線に流れる電流を高精度に計測する電流

計測技術（高精度電流計測技術）と、端末を電線に貼り付けるだけで計測ができる電流計

測技術（貼付型電流計測技術）の 2 つを説明する。 

 

①-(1)-2-2-1 単芯電線上での電流計測技術 

a. 高精度電流計測技術 

導体に電流が流れると、ビオ・サバールの法則に基づき導体周囲に磁界が発生する。

図①-(1)-2-2-1.1 は、単芯電線に電流が流れた場合に発生する磁界のようすを表した模式

図である。単芯電線の周囲に発生する磁界の分布は、電線の被覆のような非磁性材の影響

を受けない。そのため、図①-(1)-2-2-1.2 のように、電線の被覆表面付近に磁気抵抗素子

を設置することで、電線の導体部に流れる電流から生じる磁界を検出することができる。

電線が十分に長い場合、導体の中心と磁気抵抗素子の間の距離を決めることで、アンペー

ルの法則より、検出した磁界の大きさから電流値を算出することができる。しかしながら、

この方法では磁気抵抗素子と電線との間の距離のずれや、電線径の誤差などにより測定誤

差が生じる。そのため、原理上は、1 つの磁気抵抗素子により電流計測はできるが、実際

には、測定誤差が大きくなり実用的ではない。 
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図①-(1)-2-2-1.1 単芯電線に電流が流れたときに発生する磁界 

 

図①-(1)-2-2-1.2  1 つの磁気抵抗素子による電流計測の様子 

そこで、本研究では、4 つの磁気抵抗素子で構成することで、磁気抵抗素子と電線との

間の距離のずれによって生じる誤差（位置ずれ誤差）を低減し、高精度に電流を計測する

方法を考案した。具体的な構成は、図①-(1)-2-2-1.3 に示すように、電線を中心とした円

周上に 4 つの磁気抵抗素子を等間隔に配置したものである。ここで、磁気抵抗素子の感磁

方向とバイアス磁界方向は円周の接線方向を向いており、バイアス磁界の向きは、円周に

沿って隣り合う磁気抵抗素子同士で円周方向に対して互いに逆向きである。 
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図①-(1)-2-2-1.3 高精度な電流計測を実現する磁気抵抗素子の配置と回路構成 

位置ずれ誤差について、4 つの磁気抵抗素子で構成した場合（センサ A）と 1 つの磁気

抵抗素子で構成した場合（センサ B）との違いを比較するために、シミュレーションを

行った。シミュレーションに用いたモデルを図①-(1)-2-2-1.4 に示す。図①-(1)-2-2-1.4 の

ように、電線を中心とする直径 21.2 mm の円周上に磁気抵抗素子を配置する。また、電

線の中心を原点とする極座標系を設定し、位置ずれ距離の大きさを r、ずれの方向をθと

する。r を 0.4 mm、1.2 mm、2.0 mm、θを 0～360°とした場合のシミュレーション結果

を図①-(1)-2-2-1.5 に示す。図①-(1)-2-2-1.5 より、一部の位置ずれ方向を除き位置ずれ距

離の大きさが 2 mm のとき測定誤差が最大となった。全位置ずれ方向にわたる誤差の平

均値を、位置ずれによって生じる誤差の指標とすると、位置ずれ距離の大きさが 2 mm に

おいて、4 つの磁気抵抗素子で構成した場合は 0.087 % で、1 つの磁気抵抗素子で構成し

た場合は 12.1 % であった。このことから、4 つの磁気抵抗素子で構成した構造により、

全位置ずれ方向にわたる誤差の平均値を 1/139 に低減できることがわかった。 

（センサＡ）

MRE4

MRE1 MRE2

MRE3

MRE5

21.2 mm 21.2 mm

(r, θ) (r, θ)

（センサＢ）

 

図①-(1)-2-2-1.4 位置ずれによる誤差の評価用シミュレーションモデル 

磁気センサ×４

電線

プリント基板

Vin

Vout

バイアス磁界の方向

MRE 磁気抵抗素子

MRE4

MRE1 MRE2

MRE3
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図①-(1)-2-2-1.5 位置ずれによる誤差のシミュレーション結果 

高精度電流計測技術を用いた定格電流 30 Arms の評価用電流・磁界センサを試作した。

センサの外観写真を図①-(1)-2-2-1.6 に示す。シミュレーションモデルと同様に直径 21.2 

mm の円周上に 4 つの磁気抵抗素子を配置した。0 Arms から 30 Arms の 50 Hz 交流電流

を電線に流し、そのときの出力電圧の実効値を測定した。ブリッジ電圧は、3.0 V とした。

その結果を図①-(1)-2-2-1.7 示す。図①-(1)-2-2-1.7 より、感度 130 mV/A で最大直線性誤

差は 0.9 %FS であった。この結果より、本電流・磁界センサが直線性誤差 1 %FS 以下

の直線性が高いセンサであることが確認できた。 

 

 

図①-(1)-2-2-1.6 評価用電流・磁界センサの外観 

 



  

 106 

 

図①-(1)-2-2-1.7 評価用電流・磁界センサの出力特性 

図①-(1)-2-2-1.6 に示した評価用電流・磁界センサを用いて、位置ずれによって生じる

誤差について評価した。その結果を図①-(1)-2-2-1.8 に示す。なお、座標系は図①-(1)-2-2-

1.4 で示したものと同様である。 

 

 

図①-(1)-2-2-1.8 位置ずれによって生じる誤差の評価結果 

図①-(1)-2-2-1.8 では、θ =  0°, 45°における位置ずれによる誤差の実測値とシミュ

レーション値を示している。この結果より、位置ずれ距離の大きさが 2 mm における実

測値とシミュレーション値との比はθ = 0°では 5.4、θ = 45°では 2.5 であった。この

ことから、全位置ずれ方向にわたる誤差の平均値を、実測値と計算値の比が大きかったθ 

= 0°での比をもとに算出すると、0.47 % である。つまり、試作した評価用電流・磁界セ

ンサでは、4 つの磁気抵抗素子を円周上に配置することで、1 つの磁気抵抗素子で測定し

た場合と比較し、全位置ずれ方向にわたる誤差の平均値を 1/26 にすることができること

が示された。 

以上の結果より、単芯電線の周囲を磁気抵抗素子で囲うことで、その電線に流れる電
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流を高精度に計測できること確認し、高精度電流計測技術の開発に成功したと結論付ける。 

b. 貼付型電流計測技術 

高精度電流技術の説明では、単芯電線の周囲を磁気抵抗素子で囲うことで、その電線

に流れる電流を高精度に計測できることを示した。この高精度電流計測技術を用いた電

流・磁界センサは、従来使用されている CT 型電流センサと比較し、磁性コアが不要なた

め小型・軽量化できるため、CT 型電流センサに替わるセンサである。しかしながら、高

精度電流計測技術を用いた電流・磁界センサは、CT 型電流センサと同様に電線の周囲を

囲う基板あるいは外枠を必要とする。そのため、多数の電線が束ねられている環境では、

電線を囲うことができないため取り付けることができないという制約があった。また、取

り付けることができる環境であったとしても、CT 型電流センサと同様に取扱い性が悪い

という問題があった。そこで、本研究では、絶対精度を重要視しない用途に対して、取扱

い性の向上を目的とした貼付型電流計測技術を考案した。 

貼付型電流計測技術とは、単芯電線に磁気抵抗素子を貼り付けるだけで電流計測がで

きるという計測技術である。単純に電線に磁気抵抗素子を貼り付けただけでは、①-(1)-2-

2-1 で示したように、取り付け対象の電線の径が想定していた電線径と違った場合や、電

線径の誤差により測定誤差が生じるため絶対精度が大幅に悪化する。そのため、電線の中

心から異なる距離に配置された 2 つの磁気抵抗素子の出力により、電線径の違いによって

生じる測定誤差を抑え、任意の電線径に対して貼り付けるだけで電流計測ができるという

技術である。 

具体的な構成を図①-(1)-2-2-1.9 に示す。図①-(1)-2-2-1.9 のように、電線の中心から異

なる距離に 2 つの磁気抵抗素子（磁気抵抗素子 A と磁気抵抗素子 B）を配置する。この

とき、電線の中心からみた 2 つの磁気抵抗素子の間の距離は既知とする。 

 

 

図①-(1)-2-2-1.9 貼付型電流計測技術における磁気抵抗素子の配置 
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電線が十分に長い場合、アンペールの法則より、各磁気抵抗素子における磁界強度

（HA, HB）は式①-(1)-2-2-1.1 と式①-(1)-2-2-1.2 で表される。 

 

 式①-(1)-2-2-1.1 

 式①-(1)-2-2-1.2 

 

ここで、I は電線に流れる電流の大きさであり、rA と rB はそれぞれ電線の中心と磁気抵

抗素子 A の間の距離と、電線の中心と磁気抵抗素子 B の間の距離である。また、電線の

中心からみた 2 つの磁気抵抗素子の間の距離を d とすると、d は rA と rB の差で表すこと

ができ、rB > rA とした場合、式①-(1)-2-2-1.1 と式①-(1)-2-2-1.2、電流の大きさ I は式①-

(1)-2-2-1.3 で表される。 

 

 式①-(1)-2-2-1.3 

 

さらに、磁気抵抗素子 A と磁気抵抗素子 B の磁界に対する感度をそれぞれαA とαB、計

測時の出力電圧をそれぞれ VA と VB とすると、電流の大きさ I は式①-(1)-2-2-1.3 を用い

て式①-(1)-2-2-1.4 で表される。 

 

 式①-(1)-2-2-1.4 

 

式①-(1)-2-2-1.4 より、電流の大きさ I は電線の中心と各磁気抵抗素子との間の距離の項を

含まないことがわかる。つまり、任意の電線径に対して、電流の大きさ I を補正なしで求

めることができる。 

貼付型電流計測技術を用いた評価用電流・磁界センサを試作した。センサの外観写真

を図①-(1)-2-2-1.10 に示す。樹脂で製作した階段状の台座おいて、各段に磁気抵抗素子を

配置した。段差の大きさは 5 mm とした。本センサを樹脂製のフレームに固定し、既知の

電流が流れた直径 5.0 mm、7.6 mm、11.5 mm の各電線に貼り付け、電流を計測した。計

測結果を図①-(1)-2-2-1.11 に示す。図①-(1)-2-2-1.11 より、直径 5.0 mm、7.6 mm、11.5 mm

の電線径に対して誤差 5%以下で計測できることがわかった。このことから、貼り付ける

だけで電流計測を実現する技術の開発に成功したと結論付ける。 
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図①-(1)-2-2.1.10 貼付型電流計測技術を用いた評価用電流・磁界センサの外観写真 

 

 

図①-(1)-2-2-1.11 各電線径における電流計測結果 

 

①-(1)-2-2-2 多芯電線上での電流計測技術 

従来使用されている CT 型電流センサでは、磁性コアで電線周囲を囲う構造のため、電

流計測ができるのは単芯電線上に限られていた。そのため、計測場所は電力ケーブルが分

岐する分電盤内に限られ、分電盤に直接接続された装置の消費電流しか計測できなかった。

実際には、分電盤に対して主要な装置を介して間接的に接続された周辺装置は多数ある。

本研究では、主要な装置の稼働状態における各周辺装置の消費電流を明らかにすることで、

さらなる消費エネルギーの削減を実現できると考えた。また、周辺装置の老朽化による消

費電流の増加や故障等の早期発見により、消費エネルギーの削減だけでなく工場等の生産

効率の向上に貢献できると考えた。 
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主要な装置から周辺装置への電力供給は多芯電線で行われており、電線の分岐部は装

置内であるため CT 型電流センサの取り付けけは困難である。そこで、本研究では、多芯

電線上で計測できる電流計測技術を考案した。多芯電線上で電流計測を可能にする計測原

理の概念図を図①-(1)-2-2-2.1 に示す。図①-(1)-2-2-2.1 では、単相電源に接続された 2 芯

の電線の場合について示している。2 本の芯線には、周波数と振幅が同じで位相が 180°

ずれた電流が流れる。そのため、2 本の芯線からは互いに打ち消す方向の磁界が発生する。

CT 型電流センサでは、多芯電線の周囲一周分の積分された磁界を検出するため、検出磁

界は 0 となる。しかし、2 本の芯線は同一の場所にはないため、芯線近傍の磁界は完全に

は打ち消されていない。そのため、磁気抵抗素子による局所的な磁界計測により、多芯電

線上において芯線に電流が流れることで生じる磁界を検出することができる。 

 

図①-(1)-2-2-2.1 多芯電線上での磁界検出の概念図 

しかしながら、ただ磁界を検出しただけでは、電流を計測することはできない。多芯

電線上の電流計測の場合、芯線同士の磁界が互いに作用することと、芯線同士が撚ってあ

るため、単芯上での電流計測のようにアンペールの法則を用いて検出した磁界強度から電

流値を算出することができない。これらの課題を解決するための次に示す電流計測技術を

考案した。 

まず、多芯電線に電流・磁界センサを設置する際に、多芯電線内の芯線と磁気抵抗素

子との相対的な位置を一義的に決定する。その位置とは、電流が流れている芯線の中の一

本の芯線と磁気抵抗素子との距離が最も小さくなる位置である。その位置を磁界強度の観

点からみると、電流・磁界センサを多芯電線の線方向あるいは周方向のうちいずれか一方

の方向に電流・磁界センサを移動させ、磁界強度が極大となる位置である。 

次に、一義的に決定された多芯電線内の芯線と磁気抵抗素子の位置関係において、あ

らかじめ電磁界シミュレーションによりあらかじめ用意した磁界検出値から電流値を算出

するための補正係数群から、測定対象の多芯電線に適した補正係数を決定する。多芯電線

の場合、内部の芯線の径や芯線の配置は仕様により規定されており、多芯電線の開発元か

ら仕様を入手することができるため、容易に補正係数を決定することができる。 
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多芯電線上での電流計測技術を評価するための評価用電流・磁界センサを試作した。

センサの外観写真を図①-(1)-2-2-2.2 に示す。図①-(1)-2-2-2.2 で示したセンサは、プリン

ト基板の上に 1 つの磁気抵抗素子を実装したものである。 

 

 

図①-(1)-2-2-2.2 多芯電線上での電流計測技術を用いた評価用電流・磁界センサ 

本センサを樹脂製のフレームに固定し、フレームを 2 芯の多芯電線に固定した。芯線

を単相電源に接続し電流を流した。電流を 0A から 20 A まで 4A 刻みで変えていき、その

電流を計測した。電流の計測結果を図①-(1)-2-2-2.3 に示す。図①-(1)-2-2-2.3 で示した結

果の縦軸は、センサの出力電圧値に実験で用いた 3 芯電線に対応する補正係数を掛けたも

のである。図①-(1)-2-2-2.3 より、電流計測値は、電流設定値に対して最大で 7.1 %FS ず

れであった。このことから、確度 10%以下の多芯電線上での電流計測技術の開発に成功

したと結論づける。 

 

図①-(1)-2-2-2.3 多芯電線上での電流計測結果 
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①-(1)-2-3 電流・磁界センサのレンジ設計 

電流・磁界センサのレンジを設計するために、本研究で用いた磁気センサの磁気検出

性能を評価した。評価方法は、ヘルムホルツコイル（図①-(1)-2-3.1）を用いて磁気センサ

に磁界を印加し、その磁界に対する磁気センサの応答を検出するという方法である。 

 

 

図①-(1)-2-3.1 磁気検出性能評価用ヘルムホルツコイル  

 

まずは、mT 領域の磁界に対する応答を評価するため、ヘルムホルツコイルにより磁気

センサに対して ±1 mT 程度の磁界を印加した結果を図①-(1)-2-3.2 に示す。磁気センサ

には、あらかじめバイアス磁界を印加してある。図①-(1)-2-3.2 より、1mT の磁界を検出

できることを確認した。 

 

図①-(1)-2-3.2 mT 領域における磁気検出性能の評価結果  

次に、pT 領域の磁界に対する応答を評価した。pT 領域の磁界の評価では、磁気センサ

部周囲に形成された小型コイルにより磁界を印加する方法を用いた。そのコイルに電流を
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流し、100 pT レベルの磁界を発生させる。検出回路には、高次フィルタ回路と同期検波

回路を用いた。磁界が発生している時のセンサの出力から、磁気センサが応答しているか

判断する。コイルに流す電流のスイッチを OFF→ON→OFF→ON→OFF と制御した場合の

評価を図①-(1)-2-4.3 に示す。磁気センサに印加した磁界は、コイルに流した電流の実測

値から 1 回目：112 pTrms、2 回目：113 pTrms であった。図①-(1)-2-4.3 の結果より、100 

pT レベルの磁界を検出できることを確認した。このことから、電流レンジの下限側であ

る mA レンジを計測できると結論づける。 

 

 

図①-(1)-2-3.3 pT 領域における磁気検出性能の評価結果 

100 pT～1mT の磁界検出感度があることが確認できたので、電流・磁界センサの電流

レンジの設計を実施した。設計目標は、磁気センサと電線表面との距離を 10 mm 以上の

範囲で調整することで、電流・磁界センサの定格電流と同じ大きさの電流が流れた場合に

発生する磁界を 1mT 以下にし、1mA の電流が流れた場合に発生する磁界を 100 pT 以上

にすることである。設計する電流・磁界センサの定格電流を 50 A、100 A、500 A とし、

JIS C 3605 に準拠した 4 芯の電線に設置することとした。定格電流に対応した電線の外形

と、センサと電線表面の距離、定格電流と 1mA の電流が流れるときに発生する磁界を表

①-(1)-2-3.1 に示す。 
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表①-(1)-2-3.1 定格電流と発生磁界の関係 

 
 

表①-(1)-2-3.1 より、定格電流が 50 A と 100 A の場合は、磁気センサと電線表面の距離

が 10 mm において、設計目標を達成できることがわかった。定格電流が 500 A の場合は、

磁気センサと電線表面の距離を 20 mm にすることで、設計目標を達成できることがわ

かった。以上より、1 mA～500 A の電流レンジに対応した電流・磁界センサを実現できる

と結論付ける。 

 

①-(1)-3 電流・磁界センサ端末の試作と実証実験 

本研究の 3 つ目の目標は、開発した電流・磁界センサが実環境下において実用レベル

であることを示すことである。①-(1)-2-3 で示した多芯電線上での電流計測技術を用いた

電流・磁界センサと、本プロジェクトで開発された自立電源（②-(2)参照）とエネルギー

マネジメント LSI（②-(4)参照）、無線モジュール（②-(6)参照）を搭載した電流・磁界セ

ンサ端末を用いて実証実験を行った。その結果、実環境下において本端末が自立電源で駆

動し、多芯電線に流れる電流を計測でき、無線通信によるデータ送信ができることを確認

した。試作した電流・磁界センサ端末と実証実験の詳細について以下に示す。 

 

①-(1)-3-1 多芯電線用電流・磁界センサ端末の試作 

多芯電線上での電流計測技術を用いた電流・磁界センサ基板を試作した。試作した基

板を図①-(1)-3-1.1 に示す。図①-(1)-3-1.1 で示した基板は、電流が流れることで発生する

磁界を計測する磁気抵抗素子を内包したセンサパッケージと、交流信号の振幅を出力する

回路からなる。また、多芯電線への設置に際し所定の場所に端末を設置するために、外付

けの装置の接続によりリアルタイムで計測値を出力する機能も搭載している。 
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図①-(1)-3-1.1 実証実験用電流・磁界センサ基板 

図①-(1)-3-1.1 で示した電流・磁界センサ基板と、本プロジェクトで開発された自立電

源（②-(2)参照）、エネルギーマネジメント LSI（②-(4)参照）、無線モジュール（②-(6)

参照）を搭載した電流・磁界センサ端末を試作した。試作した端末を図①-(1)-3-1.2 に示

す。本端末の平均消費電流は実測値で約 35 μA であり、1.8V で駆動であることと合わせ、

平均消費電力が約 63 μW となることを確認した。また、実環境下で想定される照度 500 

Lux の蛍光灯化においても動作することを確認し、本端末を実証実験に投入した。 

 

 

図①-(1)-3-1.2 試作した電流・磁界センサ端末 

 

①-(1)-3-2 多芯電線用電流・磁界センサ端末による実証実験 

図①-(1)-3-1.2 に示した電流・磁界センサ端末による実証実験を、クリーンルーム内で

実施した。実証実験では、電流・磁界センサが実環境下において実用レベルであることを

示すことに加え、電流・磁界センサにより分電盤から直接電力供給されている主要装置の

消費電流の内訳を明らかにすることを目的にしている。そのため、分電盤と主要装置間の

電力供給用電線ではなく、主要装置と周辺装置間の電力供給用電線に電流・磁界センサを
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設置することとした。 

クリーンルーム内のレイアウトの概略図を図①-(1)-3-2.1 に示す。エッチング装置とポ

ンプ間の電力供給用電線と、成膜装置と 2 つのポンプ間の電力供給用電線に電流・磁界セ

ンサを設置した。図①-(1)-3-2.1 内のポンプ 1～ポンプ 3 における電流・磁界センサの設置

のようすを図①-(1)-3-2.2 に示す。電流・磁界センサの設置場所の照度は、ポンプ 1～ポン

プ 3 において、それぞれ 417 Lux、322 Lux、363 Lux であった。 

 

 

図①-(1)-3-2.1 クリーンルーム内のレイアウトの概略図  

 

 

図①-(1)-3-2.2 電流・磁界センサの設置時の外観 
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ポンプ 1～ポンプ 3 の消費電流を 1 週間計測した。その結果を図①-(1)-3-2.3 に示す。計

測のサンプリングレートは 2 分とした。図①-(1)-3-2.3 より、ポンプの消費電流を計測で

きることを確認できた。また、これらのポンプは 200 V で駆動することから、消費電力

はおよそ 2 kW であることがわかった。ポンプ 2 とポンプ 3 に電力供給をする成膜装置の

消費電力は 9 kW である。つまり、成膜装置の消費電力のうちポンプ②とポンプ③がそれ

ぞれ約 22 % の割合を示すことがわかった（図①-(1)-3-2.4）。つまり、多芯電線上での電

流計測により、今まで計測が困難であった周辺装置の消費電力を明らかにできることが示

された。消費電力の内訳のデータから、例えば「ポンプの駆動時間を 22.5 % 削減するよ

うな間欠駆動をさせることで 10 % の省エネ効果がある」といった具体的な省エネ提案に

つなげられることが示された。 

 

 

図①-(1)-3-2.3 １週間分の消費電流計測データ 

 

図①-(1)-3-2.4 成膜装置の消費電力の内訳 
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①-(1)-4 まとめ 

小型な磁気抵抗素子（0.6 mm×1.5 mm×0.5 mm）に対して、無電力でバイアス磁界を

印加する磁石と軟磁性体から小型構造体を開発した。これにより、磁気抵抗素子の駆動部

分の低消費電力・小型化に成功した。 

磁気抵抗素子を用いた単芯・多芯電線上での電流計測技術を開発した。これにより、従

来の CT 型電流センサよりも計測可能な範囲を拡大し、取扱い性を向上した貼付型の電

流・磁界センサの開発に成功した。 

本研究で用いた磁気センサに磁気検出性能を評価した結果、100 pT から 1 mT の磁界

を検出できることを確認した。この結果より、50A から 500 A の各定格電流に対応した

電流・磁界センサを設計し、1mA から 500 A の電流を計測できる電流・磁界センサを実

現できることを確認した。 

本プロジェクトで開発された自立電源（②-(2)参照）とエネルギーマネジメント LSI

（②-(4)参照）、無線モジュール（②-(6)参照）と組み合わせることで、面積が 2 cm×5 

cm で、平均消費電力が 65 μW の小型・低消費電力の電流・磁界センサ端末の開発に成

功した。上記電流・磁界センサ端末を用いて実証実験を行った。その結果、実環境下にお

いて自立電源で駆動し、電流計測結果を無線通信によって送信ができることを確認し、開

発した電流・磁界センサ端末が実用レベルであることを示した。 

 

①-(1)-5 参考文献 

1) A. Takayama, T. Umehara, A. Yuguchi, H. Kato, K. Mohri, T. Uchiyama：“Integrated thin 

film magneto-impedance sensor head using plating process”，IEEE Trans. on Mag., VOL.35, 

NO.5, PP. 3643-3645 (1999) 

2) 三戸，竹中，加藤：“超小型電流センサにおける低バイアス磁界印加用構造体の開

発”，2013 年度精密工学会春季大会学術講演会講演論文集，PP. 165-166（平 25） 



  

 119 

①-(2) 塵埃量センサの開発【セイコーインスツル(株)、(再委託先：東京大学)】 

①-(2)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

精密部品工場では品質管理のため空気中の塵埃量を空調によって制御しているが、安

全率を考慮して多くの場合過剰品質となっており、無駄なエネルギーを消費してしまっ

ている。このような背景から、無線センサネットワークシステムを用いた環境の見える

化を行い、そのデータから効率的な空調管理等を行う研究が盛んに行われている。しか

し、空調の制御精度を向上させるためには、多数の環境測定用センサ端末が必要となり、

必要とされる場所に容易に設置可能(レイアウトフリー)な自立型センサが望まれる。特

に従来の塵埃量センサは他の環境センサと比較しサイズ・消費電力が大きく、多点計測

には適していなかった。そこで本プロジェクトでは、測定アプリケーションを塵埃量計

測とし、塵埃量センサを低消費電力化しグリーンセンサ端末へ搭載するために、塵埃量セ

ンサを必要なときにだけ駆動するイベントドリブン技術を検討する。塵埃量センサを無線

センサネットワークに組み込むことで、精密部品工場内の局所的な塵埃量の見える化し、

その情報を空調制御にフィードバックすることで精密部品工場の省エネが可能となる。 

 

＜研究開発の目標＞ 

本研究開発では、自立電源を搭載したグリーンセンサ端末に搭載するための、低消費

電力塵埃量センサを開発する。また低消費塵埃量センサ実現に必要となるトリガー技術に

ついて、特定の状態変化(イベント)を検出する手法および構造と、低消費電力を実現する

デバイス構成を研究する。図①-(2)-1.1 はトリガー機能を付加した低消費電力塵埃量セン

サのイメージ図であり、トリガーイベントを検出するためのトリガー部と塵埃量検出部で

構成されている。本塵埃量センサは室内の空気の流れや圧力変化など特定のイベントが発

生したことをトリガー部で検出し、閾値を超えた場合、塵埃量検出部が起動する（図①-

(2)-1.2）。特定のイベントが発生しても閾値を超えない場合は、塵埃量検出部は動作しな

い。このような動作をさせることにより、塵埃量センサの低消費電力化が可能となる。 
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塵埃量センサを設置する環境を精密部品工場や組み立て工場と想定し、塵埃量変化の

直接的な原因と成り得る人の動きに関連したドアの開閉による気圧の変化や空気の流れを

トリガーイベントとする。精密部品工場、特にクリーンルームを想定した場合、クリーン

ルーム内外での気圧差は 10Pa 程度であり、トリガー部は少なくとも 10Pa 程度の圧力変化

を検出できる必要がある。また、トリガー部はイベント監視のため常時駆動している必要

があり、消費電力は数 μW であることが要求される。これらを満たすトリガーのセンサ

素子としては、圧電体を用いた発電型センサと FET やコンパレータの組み合わせが考え

られる。圧力変化を検知する圧電体の出力電圧が FET のゲート電圧やコンパレータ内部

の閾値を超えたときに FET に電流が流れるもしくはパルス電圧を発生させるようなス

イッチとして構成する。センサ素子を圧電体で構成し、その起電力を利用するため、原理

 
図①-(2)-1.1 トリガー機能を付加した低消費電力塵埃量センサのイメージ図 

 

 

図①-(2)-1.2 トリガーと塵埃量センサの連動原理のイメージ図 
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的に待機電力を消費せず、高感度で低消費電力の圧力変動検知センサ(差圧センサ)を実現

できると考えられる。 

具体的な構造として、気圧変化を検出する構造は図①-(2)-1.3 に示すようなカンチレ

バー型の差圧センサに空気室(キャビティ)を取り付けた構造を想定する 1)。薄膜のカンチ

レバー型のセンサは従来のダイアフラム式のセンサと比較して、力に対して変形しやすい

ため感度が高い 2)。圧電体としては優れた化学的安定性、低誘電率を持つ AlN（窒化アル

ミニウム）を想定している 3)-4)。 

低消費電力な塵埃量センサを実現するためには、センサ自身の消費電力を低減するの

に加え、必要な時に短時間だけ測定を行う間欠動作でも十分な精度で塵埃量を測定できる

ことが必要である。従来の塵埃量センサは、ファンで常時駆動して空気を取り込み、レン

ズで集光したレーザ光を、ファン流路部に照射する 5)-7)。ファンにより取り込まれた空気

中に塵埃が存在すると、その光は塵埃により散乱されるため、その散乱光をレンズで集光

し、フォトダイオードで検出する。検出された信号の強度などから、塵埃量、塵埃の大き

さを識別する。本研究では原理は従来と同じながら、各素子の低消費電力化と小型化をは

かり、かつトリガー部により間欠駆動可能な塵埃検出部を開発する（図①-(2)-1.3）。 

本研究の目標として、10Pa 程度の気圧変化及び空気流れをトリガー部で検出し、その

出力により塵埃検出部を起動させ、クラス 10 万程度、粒子径 5 μm 以下の塵埃を検出す

ることを目指す。また、面積 2 cm × 5 cm 以下のサイズと 100 μW 以下という低消費電力

の実現を目指す。これに必要となる小型、高感度なトリガー部は MEMS 技術を用いて開

発する。さらに、上記塵埃量検出部の技術開発は研究組合から東京大学情報理工学系研究

科への再委託により実施する。最終的にトリガー部と塵埃量検出部の開発成果を統合し、

低消費電力塵埃量センサとしてユニット化する。 
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①-(2)-2 トリガー部の開発 

①-(2)-2-1 圧電素子型カンチレバーによる圧力変動検出原理 

図①-(2)-2-1.1 は、提案する圧電素子型カンチレバーの概念を示すイメージ図である。

本塵埃センサでは 10Pa 程度の圧力変化をトリガーとするため、トリガー部には、小さな

変形でできるだけ大きな起電力を生じる材料を使うことが望ましい。圧電材料である AlN

は、PZT と比較し圧電定数は 1/20 と小さいが誘電率も 1/100 と小さい。FET やコンパ

レータといった回路への入力にはカンチレバーから出力される電圧の大きさが重要となる。

そのため、V=Q/C(V:電圧、Q：電荷量、C：キャパシタンス)の関係から、カンチレバー

から取り出せる電圧は AlN の方が大きくなる。したがって、本開発では圧電材料として

AlN を用いる。 

上部電極と下部電極の間に挟まれた AlN 薄膜は、周囲にマイクロメートルサイズの

ギャップを配した薄い Si カンチレバー構造の根元に形成されている。またカンチレバー

の下部には微小な空気室を有するキャビティが設置されており、キャビティ内と外気はカ

ンチレバー周囲のギャップを介してつながっている。外気圧が変化した場合、ギャップが

微小なため、キャビティ内の圧力はすぐに外気とは同一とはならず圧力差が生じる。カン

チレバーの上面と下面に圧力差が生じると、カンチレバーが変形し、AlN 層はこの変形に

従って圧電電荷を発生する。この時に発生する電荷量 Q は、次式で与えられる 8)-9)。 

( )ò å
×××

+
××= dxwz

ZAIE
MEdQ P

i
2
iiii

P31
   式①-(2)-2-1.1 

式中の記号は表①-(2)-2-1.1 のとおりである。変数 d31 は AlN の圧電係数であり、M は

カンチレバーに作用する曲げモーメントである。また w は電極の幅である。カンチレ

 

図①-(2)-1.3 各センサの原理のイメージ図 
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バーの z 方向に対して均一な圧力差∆P を印加された際の M は以下のように計算できる。

(式中の各部の寸法は図①-(2)-2-1.2a の通り)。 

( )[ ] ( )
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  式①-(2) -2-1.2 

式①-(2)-2-1.2 を式①-(2)-2-1.1 に代入した結果と、コンデンサの容量 (C) 、電荷 (Q)

と電極間電圧 (V)の関係式(Q = CV)から、圧力差∆P によって発生する電圧が得られる。 
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31    式①-(2) -2-1.3 

ここで、CP と Cothers はそれぞれ、圧電体層および他の成分のコンデンサ容量である。 

 

 

表①-(2)-2-1.1 式①-(2)-2-1.1 における各パラメータの定義 
d31 圧電係数 
C コンデンサ容量 

Ep, Ei それぞれの層のヤング率 
Zp, Zi 各層の中心と曲げ中立面の間の距離 

Ii 断面二次モーメント 
Ai 各層の断面積 

 
 

 

図①-(2)-2-1.1 圧電素子型カンチレバーのイメージ図 
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図①-(2)-2-1.2 (a)圧電素子型カンチレバーの設計図 (b)製作プロセス 

 

①-(2)-2-2 圧電素子型カンチレバーの設計 

トリガー部の要求仕様として、ドアの開閉などで発生する室内の気圧変化を十分に検出

しうる感度、及び 2 cm × 5 cm × 2 cm 内に収まる大きさであることが必要となる。AlN カ

ンチレバーのセンサチップ自体は MEMS プロセスによって作製するため、必要なサイズ

に小型化するのは比較的容易であるが、十分な感度を得るためにはカンチレバーにある程

度のサイズのキャビティを取り付ける必要がある。このキャビティをできるだけ小型化し、

前述のユニットサイズに収める必要がある。 

表①-(2)-2-2.1 は、AlN カンチレバーの設計の一例である。この時の各膜厚を表①-(2)-2-

2.2 に示す。カンチレバーの寸法は 1500 μm × 1000 μm × 2 μm であり、圧力が作用する面

積を広く、AlN が形成される根元の部分は応力集中を生じさせるよう狭く設計した。l 及

び w を設計パラメータとして、複数のカンチレバーを試作した。また AlN カンチレバー

は Pt/Ti/AlN/Pt/Ti/SiO2/Si から構成される。ボンディング用の電極には Au 層を用いる。各

層の形成時に応力が残留する可能性があるため、平坦な薄いカンチレバーを作製するため

には各層を適切な厚さに設計・制御する必要がある。カンチレバーとその周囲のギャップ

の幅は、キャビティへの空気流入による圧力差の緩和速度をできるだけ遅くすることと、

装置の加工精度を考慮し 5 μm とした。このとき、式①-(2) -2-1.3 から、表①-(2)-2-2.1 の

設計のカンチレバーの圧力差に対する感度は 7.0 mV/Pa と計算される。 
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①-(2)-2-3 圧電素子型カンチレバーの作製 

AlN カンチレバーの製作プロセスを図① -(2)-2-1.2b に示す。 SOI ウェハ上に

Pt/Ti/AlN/Pt/Ti/SiO2 の多層構造を形成し、カンチレバーを作製した。多層構造の形成とし

て、始めに SOI ウェハの熱酸化によって SiO2 層を作製し、その上に下部電極用の Pt/Ti 層

をスパッタリングで成膜した。下部電極の成膜後、AlN 層をスパッタリングで成膜し、最

後に上部電極用の Pt/Ti の層を下部電極と同様に成膜した。 

カンチレバー形状への加工は、始めに上部電極の Pt/Ti を Ar イオンによってミリング

した。次に、AlN 層をエッチングし、下部電極の Pt/Ti を上部電極と同様にしてミリング

した。SiO2 層をエッチングし、その後 Au 層をスパッタリングで成膜し、パターニング

して電極とした。次にデバイス Si 層と BOX 層のドライエッチングを行い、カンチレバー

構造を形成した。最後に、カンチレバーが可動となるよう、ハンドル Si 層と BOX 層を裏

側からエッチングした。 

試作した AlN カンチレバーが形成されたセンサチップの写真及び断面の SEM 画像を図

①-(2)-2-3.1 に示す。センサチップの大きさは 3 mm × 5 mm × 0.4 mm となっており、セン

サチップ中心にカンチレバーが形成されている。作製したセンサの静電容量は 64 pF で

あった。AlN 層の断面及び表面の TEM 画像(図①-(2)-2-3.2a) に示す通り、試作した AlN

層は柱状構造を有している。圧電定数 d33 と印加電圧を図①-(2)-2-3.2b に示す。この結果

から作製した AlN 薄膜が圧電素子として機能し、圧電係数 d33 が-3 pm/V 程度であること

が分かる。 

 

表①-(2)-2-2.1 カンチレバーの設計値の一例 
L (μm) 1000 h (μm) 2 
l (μm) 250 s (μm) 5 
w (μm) 500   

 
表①-(2)-2-2.2 PZT カンチレバーの各膜の厚さ 

i 材料 hi (μm) 
5 Pt/Ti 0.2 
4 AlN 0.7 
3 Pt/Ti 0.2 
2 thermal SiO2 0.1 
1 device Si 1.3 
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①-(2)-2-4 圧電素子型カンチレバーの評価 

①-(2)-2-4-1 圧力差に対する応答 

試作したカンチレバーの圧力差に対する応答を計測した。実験装置の構成図を図①-(2)-

2-4-1.1a に示す。カンチレバーの変形で圧電体に生じた電荷量を電圧信号に変換するため

に、フィードバック電荷容量が 100 pF であるチャージアンプ（SHOWA SOKKI、

MODEL-4035）を通して計測した。試作したカンチレバーは、その上面と下面で圧力差を

発生させることができるよう、2 つの独立したチャンバーと接続した。このうち 1 つの

チャンバーは大気開放、もう 1 つのチャンバーはシリンジが取り付けられており、シリン

ジでチャンバーへ空気を送ることでカンチレバーの上面と下面との間に圧力差を発生させ

た。二つのチャンバー間の圧力差は、市販のダイアフラム型センサにより計測する。この

ような構成で、-20 Pa から 20 Pa の圧力差をカンチレバーに与えた場合の出力電圧を計測

した。 

図①-(2)-2-4-1.1b に加えた圧力差と出力電荷の関係のグラフを示す。出力電荷は圧力差

に対して線形に応答した。このとき、最小 2 乗法による近似直線は V (mV) = 6.8 × ∆P (Pa)

となった。従って圧力差に対する感度は圧力範囲±20 Pa において 6.8 mV/Pa であると算出

でき、計測した感度は、理論値とほぼ一致した。  

 
図①-(2)-2-3.2 試作した AlN の(a)TEM 写真及び、(b)圧電定数 d33 測定結果 

 
図①-(2)-2-3.1 試作した AlN カンチレバーの写真及び SEM 写真 



  

 127 

 

 
図①-(2)-2-4-1.1 (a)差圧特性評価セットアップ (b)印加した圧力差と出力電圧の関係 

 

①-(2)-2-4-2 キャビティサイズを変化させた際の気圧変化に対する応答 

試作した AlN カンチレバーをトリガーとして用いるためには、カンチレバー下部に小

型のキャビティを設ける必要がある。このキャビティのサイズの最適値を決めるため、試

作した AlN カンチレバーにキャビティを取り付けた際の気圧変化に対する応答を評価し

た。実験には、圧力差応答評価に使用した治具及びチャージアンプと同一のものを用いた。

キャビティには最大 60 ml で容量可変なシリンジを用いた。また、外部からの圧力印加機

構として、図①-(2)-2-4-2.1a 及び図①-(2)-2-4-2.1b に示すように任意の圧力差を発生させる

圧力校正機及び電磁弁を備えたチャンバー1,2(容量各 1000ml)をセンサチャンバの片側に

接続した。圧力校正機により、2 つのチャンバーを異なる圧力にしておき、2 つのチャン

バーにつながる電磁弁を開閉することで、カンチレバーの上下の圧力差を任意の値にス

テップ状に変化させることができる。使用した AlN カンチレバーの仕様は、l = 1000 及び

w = 250、圧力差に対する感度が 11.5 mV/Pa である。 

図①-(2)-2-4-2.2a は容量可変キャビティの容量を 60ml とした際の気圧変化に対する実

時間応答である。出力電圧は、電磁弁の切り替えによって気圧変化をステップ入力した瞬

間に急速に増加し、カンチレバー周囲のギャップを介してキャビティ内に空気が流入する

ことで、カンチレバー上下の圧力差が緩和するにつれ、出力電圧も徐々に減少している。

印加圧力ステップを 2.0～13Pa まで変化させたところ、圧力が大きくなるにつれ応答曲線

のピークが大きくなるが、10Pa 以上ではやや飽和する傾向がみられた。いずれの場合で

も、ノイズレベルは 1mV 以下であった。 

次にキャビティ容量とカンチレバーの応答曲線のピーク値の関係を図①-(2)-2-4-2.2b に

示す。チャンバー容量が大きくなると、ピーク値は増加した。キャビティのサイズは、ク

リーンルーム内外の気圧差 10Pa が検出可能で、かつできるだけ小型であることが必要と

なる。キャビティサイズが 10ml の際のカンチレバーの出力は 10mV 程度であり、十分な

S/N 比を有していることがわかる。したがって、トリガー部として適切なキャビティサイ
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ズとして 10ml を選定した。 

 

 

 

①-(2)-2-5 トリガー部としての評価 

試作したカンチレバー型圧力センサをイベントドリブンのためのスイッチとして機能

させるため、図①-(2)-2-5.1a に示す回路を構成し、その動作検証を行った。この回路は、

圧力変化によって生じたカンチレバーからの起電力(電荷)をチャージアンプで電圧に変換 

し、後段のコンパレータにてカンチレバーの出力が設定された閾値を越えたかどうかを判

断する。この回路の消費電力は約 2μW であった。図①-(2)-2-5.1b にトリガー部の動作結

果を示す。10Pa 程度の圧力変化を与えた際、カンチレバーの出力がコンパレータで設定

した閾値を越え、コンパレータから Hi 信号が出力されていることが確認できる。以上か

ら、開発したカンチレバーを用いて低消費電力で圧力変化検出可能なトリガー部の開発に

成功した。 

 

 

 

図①-(2)-2-4-2.2 印加した気圧変化と出力電圧の関係 

 

 

図①-(2)-2-4-2.1 気圧変化に対する応答の特性評価セットアップの 

(a)写真 (b)模式図 
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(a)                (b) 

 

図①-(2)-2-5.1 (a)トリガー部回路図 (b)圧力に対する応答結果 

 

①-(2)-3 塵埃検出部の開発【再委託先：東京大学】 

①-(2)-3-1 塵埃検出部の設計・製作 

本塵埃量センサは、①-(2)-1 の目標で述べたようにオフィスルーム、食品工場、精密機

械工場で使用することを想定しており、塵埃検出部にて測定するクリーン度のレベルはク

ラス 10 万とした。表①-(2)-3-1.1 にクリーン度と塵埃の 1 m3 当たりの浮遊量の関係を示す。

クラス 10 万においては 0.5 μm 以上の粒子は 1m3 において約 350 万個浮遊している。よっ

て、測定対象とする粒子径は 0.5～5 μm とする。 

塵埃検出部では、ファンモータによって空気を取り込み、その中に含まれる塵埃を光

学素子により検出する構成となっているため、システムの消費電力の目標値である

100μW とするためには、常時駆動することは困難である。そこで、塵埃検出に必要となる

最低時間だけ駆動する間欠駆動とした。加えて、ファンや光学系などが 2 cm × 5 cm × 2 

cm 内に収まる大きさであることが必要となる。 

上記に記載した目標を達成するために、塵埃検出部として表①-(2)-3-1.2 に示す仕様を

設定した。トリガー部及び他のシステムの消費電力がを 10μW と仮定すると、塵埃検出部

の消費電力が 90 mW であれば、1000 秒に 1 回、1 秒間の駆動によって平均消費電力

100μW が実現できる。 

塵埃検出部は LD（レーザダイオード）、PD（フォトダイオード）、LD 及び PD 用の

集光レンズ、小型ファンの 4 点から構成され、これらを外部からの光が入り込まない筐体

内に配置する(図①-(2)-3-1.1)。塵埃を含む空気は、小型ファンによって LD と PD の光路

に直交して設置された流露へと導入される。LD から発せられた光は、レンズによって流

路の中央部に集光される。ここを空気中の粒子(塵埃)が通過すると光が散乱され。散乱光
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は同様にレンズを通して PD へと導かれ、粒子サイズに応じた強度の電気信号として検出

することができる。粒子サイズが直径数 μm である粒子の場合、LD と PD の 2 つの成す

角度が大きければ大きいほど散乱光強度は強くなる 10)。ただし、LD から PD に直接到達

する光も角度が増加するにつれて強くなるため、角度を大きくしすぎると、逆に S/N 比

が低下する。本研究開発では、LD と PD との間の角度を S/N が最も高い角度となる 120°

で設計した。 

 

 

 

PD の検出回路を図①-(2)-3-1.2 に示す。LD は、京セラ製の垂直共振器型発光レーザ

（850 nm VCSEL KLD085VC）を、PD は浜松ホトニクス社製の Si PIN フォトダイオード

（S6775-01）をそれぞれ用いた。レンズには、直径 6 mm、焦点距離 6.4 mm のシグマ光機

の球面両凸レンズ（BK7 SLB-05B-06P）を用いた。ファンモータは、小型で 5V 以下の電

圧供給により駆動できるものとして、COPAL 社製の F16EA を選定した(16 mm 角サイズ)。

表①-(2)-3-1.2 提案する塵埃検出部の仕様 

クラス 10 万における塵埃検出数 50 個/s 

消費電力 90mW 以下 

サイズ 2 cm × 5 cm × 2 cm 

 

 

図①-(2)-3-1.1 塵埃検出部の構造 

 

表①-(2)-3-1.1 クリーン度と塵埃の 1 m3 当たりの浮遊量 

JIS ISO F.S 209D Class 0.1 μm 0.5 μm 1 μm 5 μm 

Class 5 100 100,000 3,520 832 29 

Class 6 1,000 1,000,000 35,200 8,320 293 

Class 7 10,000 － 352,000 83,200 2,930 

Class 8 100,000 － 3,520,000 832,000 29,300 

Class 9 1,000,000 － 35,200,000 8,320,000 293,000 
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LD、PD 及びレンズは Stratasys 社製の 3D プリンタ（EDEN250 または EDEN260V）で流

路が一体化した樹脂構造体を作製し、所定の配置に設置した（図①-(2)-3-1.3）。光の反射、

透過を防止するために作製した樹脂構造体には黒体材料を塗布した。流路の直径はファン

モータの直径と同一となる 16 mm とした。ファンモータの回転数から、流路に流れる空

気の総流量は 1.8×10-4 m3/s であり、クラス 10 万の場合、0.5 μm 以上の粒子が 1 秒間に約

600 個流れることとなる。このとき集光した光のスポット部分に入る粒子が全粒子の 1/10

程度と仮定すると約 60 個が 1 秒間に検出される。以上の構成とした場合、塵埃検出部の

駆動電圧は 3V とすると、塵埃検出部での消費電力は 81 mW となる（表①-(2) -3-1.3）。 

 

 

①-(2)-3-2 塵埃検出部の評価 

試作した塵埃検出部を 1000 mm × 750 mm × 750 mm のアクリルチャンバ内に配置し、

塵埃検出部単体での性能評価を実施した（図①-(2)-3-2.1）。評価用粒子はチャンバーの上

面にはフィルタを介して外気をダウンフローで送るファンが付いており、チャンバー内の

 

図①-(2)-3-1.3 試作した塵埃検出部 

 

表①-(2) -3-1.3 各素子の消費電流及び各性能 

LD 消費電流 7 mA 

PD 逆電圧 2.3 V 

モータ 消費電流 20 mA 

 体積流量 1.8×10-4 m3/s 

 

 

図①-(2)-3-1.2 塵埃検出部の回路図 
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クリーン度をコントロールすることができる。評価用粒子として 2 μm 、5 μm 、35 μm 

の 3 つの粒子径を持つ粒子を用い、塵埃発生器（RGB-1000、PALAS）でチャンバー内に

分散させた。その時のチャンバー内のクリーン度は、市販のパーティクルカウンタ（リオ

ン、KR-11A）でも同時に計測した。 

2 μm の粒子での散乱光を PD で検出した際の応答を図①-(2)-3-2.2a に示す。同様に直径

5 μm 及び 35 μm についても応答を測定し、応答曲線の最大値を粒子の散乱光の出力電圧

として定義し、粒子径と出力電圧の関係を求めた（図①-(2)-3-2.2b）。 

図において、出力電圧は粒子サイズに依存して増大することが確認でき、これを外挿

して粒子径 0.5 μm の場合の出力電圧を求めると、およそ 10mV となる。測定系のノイズ

レベルが約 5mV であることから、粒子径 0.5 μm を十分検出できる。したがって、試作し

た塵埃検出部は粒子径 0.5～5 μm の塵埃を検出できることが示された。 

次に試作した塵埃検出部を用いてクリーン度と検出素子が単位時間あたりに検出する

粒子の個数の関係について検討した。0.5～5 μm の粒径のおおよその中央値である 2 μm

のフライアッシュを用いて、クリーン度を 5000 から 2,000,000 まで変化させた。検出さ

れるパルス応答の数が一定になるように、クリーン度に応じて 200～0.5 秒の測定時間範

囲で計測を行った。出力電圧が 10～50 mV のパルスを 2 μm 粒子が検出されたとみなし、

パルス数(塵埃検出頻度)とクリーン度の関係を求めた(図①-(2)-3-2.3)。両者は理論通りほ

ぼ比例関係にあることが確認でき、その関係式は最小二乗法により 

N = 57 × 10-5 × Class     式①-(2)-3-2-1 

と求められた。すなわち本塵埃検出部を用いた場合、クリーン度クラス 10 万では 0.5 μm

以上の粒子が 1 秒間に約 60 個検出されることとなる。以上のことから、試作した塵埃検

出部は、設定した仕様を満たすことを確認した。 

 

 

 
図①-(2)-3-2.1 実験セットアップ 
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①-(2)-4 トリガー部と塵埃検出部の連動 

本研究で開発したトリガー及び塵埃検出部を一体化し、自立電源及び無線回路を搭載

した塵埃量センサ端末を試作した。試作した塵埃量センサ端末の構成を図①-(2)-4.1 及び

図①-(2)-4.2 に示す。本研究では構成要素が異なる 2 種類（A,B）の試作を行ったが(表①-

(2)-4.1、図①-(2)-4.3b)、トリガー部及び塵埃検出部は同一性能である。端末全体のサイズ

は、端末 A が 2.3 cm × 5.3 cm × 3.9 cm、端末 B が 23.0 cm × 5.4 cm × 4.5 cm となっている。

センサ部のサイズは、図①-(2)-4.3a に示す通り、2 cm × 5 cm × 2 cm となっておりプロ

ジェクト基本計画で設定された目標を達成した。 

 

 

図①-(2)-3-2.3 クリーン度と塵埃検出頻度の関係 

 

 

図①-(2)-3-2.2 (a)直径 2 μm の粒子に対する応答 (b)粒子の直径と出力電圧の関係 
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図①-(2)-4.2 試作した塵埃量センサの回路ブロック図(端末 B) 

 

表①-(2)-4.1 試作した塵埃量センサの特徴 

 端末 A 端末 B 

電源 プロジェクト開発品 

3V 太陽電池 

プロジェクト開発品 

1.8V 太陽電池 

電 源

回路 

市販品 

レギュレータのみ 

プロジェクト開発品 

エネルギーマネジメント回路 

無 線

回 路

部 

市販品 

ZigBee 2.4GHz 双方

向通信 

プロジェクト開発品 

独自プロトコル 315MHz 単方

向通信 

 

 

図①-(2)-4.1 試作した塵埃量センサの回路ブロック図(端末 A) 

 



  

 135 

 

図①-(2)-4.4 に試作した塵埃量センサの動作フローを示す。トリガー部が気圧変化を検

知すると、トリガー部からの起動信号により MCU がアクティブ化し、塵埃検出部を 1 

sec 動作させる。塵埃検出部の動作が終了し、取得データを無線で送信した後、再度

MCU はスリープ状態になる。また、消費電力を下げるため、外部タイマーで 1 度測定を

実行すると、測定終了後一定時間トリガーを受け付けない期間 (1024 sec) を設定してい

る。試作した端末の消費電力を表①-(2)-4.2 に示す。常時駆動しているトリガー部は端末

A で 4μW、端末 B で 2μW 程度と非常に低消費電力を実現している。塵埃検出部は動作

時の消費電力が約 80mW だが、待機時は 0 となっている。このため、時間当たりで平均

化すると、消費電力は端末 B で 96 μW となり、基本計画で設定した平均消費電力 100 μW

以下を達成している。端末 A では、市販の MCU・無線一体回路部での電力消費が大きい

ため 108 μW となっているが、組み込まれた電源の発電量である 150 μW を十分下回って

おり自立型センサとして利用可能である。 

 

 
図①-(2)-4.4 塵埃量センサの動作フロー 

 

表①-(2)-4.2 塵埃量センサの消費電力 

端

末 

 ト リ

ガー 

塵埃 

検出部 

電源 

回路 

MCU 無 線 回

路(※1) 

合計 平均消費電力 

(※2) 

A 動作時 4 μW 81 mW 2 μW 24 mW 75 μW 105.1 mW 108 μW 

 
          (a)       (b) 

図①-(2)-4.3 試作した塵埃量センサの(a)センサ部及び(b)端末写真(端末 A) 
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待機時 4 μW 0 W 2 μW 0.3 μW 0 W 5.8 μW 

B 動作時 2 μW 81 mW 10 μW 4 mW 3.8 μW 85 mW 96 μW 

待機時 2 μW 0 W 10 μW 1 μW 0W 13 μW 

※1 端末 A は MCU・無線回路が一体 

※2 1024sec 間隔動作換算 

 

①-(2)-5 精密部品工場での実証実験 

試作した端末の機能検証及び無線センサネットワークを利用した省エネ効果を確認す

るため、自社の精密部品工場(クリーンルーム)で実証実験を行った。表①-(2)-5.1 に実証実

験実施場所の基本情報を、また図①-(2)-5.1 に市販の塵埃量センサで測定した 1 日の塵埃

量推移の代表例を示す。今回の実証実験場所は設定クラスが 10 万であるが、実際はほと

んどの時間でクラス 1 万以下に維持されていることがわかる。就業時間帯である 8 時から

20 時ごろまでは塵埃量が比較的多いが、これは室内の作業人員増加と、人の移動の発生

に伴うものと考えられる。さらに昼 13 時 30 頃に塵埃量が大きく増加しているが、これは

この時間帯にクリーンルーム内の清掃を定期的に行っているためである。いずれの場合も

塵埃量が増加しているものの、依然としてクラス 10 万を大きく下回っており、空調のエ

ネルギー削減の余地があると考えられる。 
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①-(2)-5-1 試作した塵埃量センサの動作検証 

試作した塵埃量センサが工場の現場で実際に利用可能かどうかを検証するため、ク

リーンルーム内に塵埃量センサを設置し、短期及び長期動作データの取得を行った。実験

には塵埃量センサ端末 A を用いた。 

図①-(2)-5-1.1 に塵埃量センサの一日の動作結果を示す。図中の点はトリガー部が圧力

変化を検出し、実際に塵埃量の測定が行われたタイミングである。図からわかるように、

作業員が少ない夜間はほとんどトリガー部が反応せず塵埃量センサが動作していない。こ

れに対し、昼間はほぼ等間隔(設定したスリープ時間間隔)で塵埃検出部が動作している。

これらから、トリガー部塵埃の発生要因となる人の動きに関連した圧力変化を検出して塵

埃検出部を動作させる、イベントドリブン動作ができていることが確認できた。一方、塵

埃個数については、実証実験場所の実際のクリーン度がセンサの検出下限であるクラス

10 万を大きく下回っているため測定精度は十分ではないが、塵埃量が大きく変化するタ

表①-(2)-5.1 自社精密部品工場の基本情報 

工場詳細 水晶振動子加工(成膜)エリア 

部屋の面積 210 m2 
 

設定塵埃クラス 10 万個/cf 
 

空調風量 594 m3/min 
 

消費電力 67.5 kW 
 

人数(※) 4 人 8:00-2000 

 
1 人 20:00-8:00 

 

 

図①-(2)-5.1 1 日の代表的な塵埃量推移 
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イミングでは試作した塵埃量センサでも塵埃を検出できている。 

次に、塵埃量センサを長期間連続して稼働させた場合の測定データを図①-(2)-5-1.2 に

示す。図は平成 26 年 10 月 1 日から 11 月 30 日までの測定データを示しており、2 か月に

わたり塵埃量センサがイベントドリブンで動作し続けていることが確認できる。11 月 2

日～4 日は工場が操業を休止しており照明も消灯しているためセンサは動作していないが、

4 日以降に工場が再稼働すると、センサも再度動作を開始している。ここで使用した塵埃

量センサは内蔵した通り太陽電池で動作しており、この結果から長期間、完全に自立して

塵埃量のモニタリングが行えることが示された。 

 

 

 

 

 
図①-(2)-5-1.2 試作した塵埃量センサにおける塵埃量長期取得結果 

 

図①-(2)-5-1.1 試作した塵埃量センサにおける 1 日の塵埃量取得結果 
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①-(2)-5-2 省エネ効果実証 

前述のとおり、実証実験を実施した精密部品工場では、塵埃量設定クラス 10 万に対し

常時 1 万以下に維持されており、空調が過剰に働いている状態となっている。特に夜間は

作業員人数も少ないため無駄なエネルギー消費が大きい。試作した塵埃量センサでの測定

結果に基づき空調を制御することで空調省エネ効果 10%以上を達成できるかどうかを検

討した。 

 

①-(2)-5-2-1 空調出力試算検討 

実証実験場所である栃木工場の基本情報は表①-(2)-5.1 及び図①-(2)-5.1 で示す通りであ

る。塵埃量センサでの測定結果に応じて、空調の出力を断続的に落とすことができれば、

クラス 10 万以下を維持しつつ空調の消費電力を下げられる。なお、本工場は 24 時間稼働

で製品生産を行っているため、品質管理上の制約から実際に空調制御は行わず、空調出力

を変化させた場合の塵埃量を試算することで省エネ効果を確認した。 

 空調強度と塵埃量の試算には以下の式を用いた 11)。ここで、換気回数とは風量を部屋

体積で規格化したものである。この値を変化させることで空調強度と塵埃量の関係を把握

することができる。 

[ ])1)(1(1

60)1(

aSK

G
V

aMKS
N

---

+-
=     式①-(2)-5-2-1-1 

 

 N：塵埃濃度(個/cf) 

 M：外気の塵埃濃度(個/cf) 

 V：クリーンルームの体積(m3) 

 K：換気回数(回/時) 

 G：クリーンルーム内での塵埃発生量(個/分) 

 a：フィルタの集塵率 

 S：外気量と全風量の比 

 

まず、現在の空調出力における室内の塵埃量を算出した。各パラメータは現在の実証

実験場所の状況の状況に基づき K＝33、M=1,000,000、a=0.9、S=0.2 とし、さらに内部塵

埃発生量は先行文献を参考に G=300,000 とした 12)。その結果、塵埃濃度 N=7000 となり、

実測値に近い値が得られた。 

次に、空調出力をセンサの測定結果に応じて適切に制御した場合の塵埃量を求めた。
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空調の出力を変化させるタイミングは、人の動きと連動していることが重要である。そこ

で、試作した塵埃量センサの測定タイミングに合わせ、空調出力を変えることとする。 

 

①-(2)-5-2-2 空調出力試算結果 

今回の試算では、以下のような条件で一日の塵埃量を試算した。 

・試作した塵埃量センサの動作タイミングで空調強度を変更 

・塵埃量計算値が 30,000 以上の場合、換気回数 33 回となる出力で空調を運転 

・塵埃量計算値が 30,000 以下の場合、換気回数 6 回となる出力で空調を運転 

計算した結果を図①-(2)-5-2-2.1 に示す。図において、赤のラインが塵埃量の実測データ

であり、緑のラインが空調を適切な出力で運転した場合の塵埃量の推定値である。図の上

部に示した点は工場内に設置した塵埃量センサが実際に動作したタイミングであり、この

タイミングで塵埃量の推定値が基準を超えていたかどうかを判断し、空調の出力を切り替

えている。色つきの領域は換気回数 33 回で、その他の領域が換気回数 6 回で稼働してい

る部分である。図に示す通り、夜間を含め、多くの時間帯において換気回数 6 回で運転し

て問題ないことがわかる。集計すると、換気回数 33 回での稼働時間は約 5 時間、換気回

数 6 回での稼働時間は約 19 時間となり、現状の 24 時間換気回数 33 回で運転する場合の

約 35%に空調消費電力を削減できることになる(換気回数に消費電力が単純に比例すると

想定)。 

 

 
図①-(2)-5-2-2.1 トリガータイミングを基にして空調出力を変化させた時の 

塵埃量試算結果 

 

同様の試算を 10 月から 12 月までの 3 か月間の実測データに対して行い、空調消費電

力削減値の平均値を月ごとに求めた(表①-(2)-5-2-2.1)。月ごとの平均値は、装置搬入や著

しい外気の影響(野焼きによる大幅な外気塵埃量の増加等)で定常とは異なる塵埃量変化が

ある 

日は除外して算出している。表より、3 か月の平均で約 67%と目標の 10%を大きく超え
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る空調消費電力の削減が可能であることがわかった。すなわち、イベントドリブン駆動で

塵埃量を測定し、その結果を空調の制御に活用することは、空調の消費電力削減に大きく

寄与することを確認できた。 

 

 

表①-(2)-5-2-2.1 削減値試算結果の月ごとの平均値 

 10 月 11 月 12 月 

空調消費電力削減率 -63.8% -59.2% -79.2% 

 

①-(2)-6 まとめ 

精密部品工場の省エネ化を目的とし、無線センサネットワークに適用できる小型・低

消費電力な塵埃量センサの開発を行った。塵埃量の変化の大きな原因である人の動きに伴

う圧力変化が起こったときのみ動作するイベントドリブン型とすることで塵埃量センサの

低消費電力化を達成した。 

トリガー部は、圧電体(AlN)を用いて Si 薄膜カンチレバーの変形を検出する構成とする

ことで、圧力変化検出に必要な電力を 0 にできた。同時にクリーンルーム入り口ドア開閉

で発生する 10Pa の圧力変化を検出できることを確認した。 

塵埃量検出部の小型化では、レーザダイオード、フォトダイオード、集光レンズ、小

型ファンを 3D プリンタで作製した流路一体型の樹脂構造体に配置する構成とすることで、

塵埃検出部のサイズを目標である 2cm×5cm×2cm 以下とすることができた。試作した塵

埃検出部は、クラス 5,000～2,000,000 の環境下で、塵埃量 N = 57 × 10-5 × Class の検出感度

が得られており、精密部品工場の一般的なクリーン度であるクラス 10 万で利用可能であ

ることを確認した。 

塵埃量センサの試作では、開発したトリガー部及び小型塵埃検出部を一体化し、センサ

部サイズを 2cm×5cm×2cm に収めることができた。また、無線機能及び自立電源付加し

た塵埃量センサの平均消費電力 96μW であった。いずれも基本計画で設定した目標値であ

るセンサ面積 2cm×5cm 以下、平均消費電力 100μW 以下を達成した。 

開発した塵埃量センサを自社の精密部品工場(クラス 10 万のクリーンルーム)内に設置

し、動作試験を行ったところ、夜間等の作業人員が少なくなる時間で塵埃量センサの動作

頻度が減少し、就業時間帯では測定頻度が増加するイベントドリブン駆動ができているこ

とを確認した。また、こうしたイベントドリブンによる間欠駆動とすることで、センサに

内蔵した自立電源で 2 か月以上の長期間にわたって塵埃量の測定、測定データの無線送信

が可能であることを確認した。 
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最終的に開発した塵埃量センサを用いた場合の精密部品工場の空笑の省エネ効果を試

算した。塵埃量測定結果に応じて空調の運転出力を適切に制御することで、定常時では 1

か月平均で約 67％の空調消費電力が削減可能であることが確認できた。 

以上のことから、本研究で開発したイベントドリブン型塵埃量センサは、外部との配

線が不要で長期間の塵埃量の測定と測定データの送信が可能であり、無線センサネット

ワークを構成することで、精密部品工場内の局所的な塵埃量の見える化を容易に実現でき

る。そして、そのセンサの情報に基づいて空調の最適制御を行うことで精密部品工場の大

幅な省エネが実現することが期待される。 
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①-(3) CO２濃度センサの開発【オムロン(株)、（再委託先：東京大学）】 

①-(3)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

近年、オフィスオフィスビル、製造現場、大規模店舗等において、地球温暖化抑制に

よる省エネへの取り組みや、快適な室内環境の維持確保などへの関心が高い。オフィスビ

ルや製造現場、大規模店舗で省電力化や快適な室内環境の維持を進めていくためには、室

内環境の状態を適宜的確に把握し、不在時あるいは不在箇所の空調機のエネルギーを落と

すことが有効な手段である。 

また、ビル衛生管理法において二酸化炭素（CO2）濃度を 1000ppm 以下にする基準が定

められており、換気が義務付けられている。また、業務の効率面でも CO2 濃度が高くな

らないように換気制御を行うことが望ましい。一方、過剰換気はエネルギーのロスとなる

ため、CO2 濃度をモニタして必要最小限の換気を保つことが省エネルギー化にとって重要

となる。 

現状の CO2 センサは、CO2 が赤外線の特定波長を吸収する原理を用いた NDIR 方式(非

分散型赤外分光法)と、CO2 ガスと固体電解質(ファインセラミックス)の化学反応を利用し

た電池型の 2 種類がある。図①-(3)-1.1 に既存 CO2 センサを示す。※これらは従来の CO2

センサの中では比較的、消費電力は小さく、サイズは小型である。 

しかしながら、NDIR 方式は、赤外線を吸収するための光路長および光源が必要であり、

電池型は電解質であるファインセラミックスの室温での電導度が低く、ヒーターによる加

温(約 400℃)が必要であるため、①消費電力が大きい ②サイズが大きい ③光源や電池

の寿命があるなど、両者ともに課題がある。そこで、本稿ではこれらの課題を解決する新

たなセンシング方法について説明する。 

本稿では本プロジェクトで複数企業と共に検討している中小オフィス向けの省エネ情

報システムの中の CO2 センサの取り組みの成果について報告する。 

 

＜既存センサ端末での課題＞ 

上述した既存の CO2 センサ、NDIR 式および固体電解質式で、無線センサ端末を組んだ

場合、消費電力の大きさから、蛍光灯を利用した蓄電発電で、CO2 濃度のモニタリングは

困難である。理由は、既存の CO2 センサでは、光源やヒーターを用いているため、非常

に消費電力が大きいため、無線端末化でのモニタリングが困難なためである。よってス

マートオフィスでのガスモニタリング用途において、空調システムでの換気制御ができず、

無人でも一定期間で強制的に換気してしまい、無駄なエネルギーの浪費をしてしまう。 
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図①-(3)-1.1 既存 CO2 センサ例 

(左：フィガロ技研製 固体電解質型 CO2 センサ、 右：GSS 社製 NDIR 式 CO2 センサ) 

 

＜解決策として＞ 

よって本プロジェクトで、省エネ 10%削減を行なうにあたり、発電蓄電で賄えるセン

サの開発が必要となる。本テーマでは、150μW の蓄電発電し、センサには 100μW、無

線機に 50μW 供与可能なセンサ端末(グリーンセンサ端末)の開発を行なう。つまりセン

サにおいては、100μW 駆動(待機電力を含む)のセンサが必要となる。既存の CO2 センサ

の消費電力はセンシング頻度にもよるが、小型低消費タイプの NDIR 式センサで、センシ

ング時は 50～100mW、1s の間欠駆動で数 mW 駆動の電力を要する。平均消費電力 100μ

W を達成するためには、大幅な消費電力低下が必要となる。我々は、既存のセンシング

方式の改良ではなく、新しいセンシング方式を導入して、超低消費電力センサの開発に着

手した。 

我々は CO2 ガスを特異的に吸着するイオン液体に着目した。※イオン液体の特徴や性

質については、①-(3)-2.1 に記載する。イオン液体をセンサの反応部し、センシング条件

の最適化や詳細設計を行なった。 

イオン液体を用いた CO2 センサの特徴は、光源や光路長、ヒーターを用いないことと、

ガス吸着による電気特性の変化を利用して濃度換算することである。従来の CO2 濃度セ

ンサと比べて、開発の CO2 センサは、ⅰ) 低消費電力、ⅱ) 小型化、ⅲ) 高速応答、ⅳ) 

低コストが可能と考える。このセンサのポイントは、簡易な測定方法(後述するインピー

ダンス法を利用)でかつ、小型・低背化な構造である。イオン液体は通常液体状態である

ので、我々はイオン液体を固体化し、それに液漏れ防止の対策を行なった。また MEMS 

(Micro Electro Mechanical System)技術を用いた微細加工で電極パターニングを行ない、小

型センサを製作した。 
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＜研究開発の目標＞ 

CO2 濃度センサの目標として、以下の数値目標を設定した。 

・測定範囲     300～3000ｐｐｍ 

・分解能、誤差   ±100ｐｐｍ 

・使用環境温度   5～45℃ 

・センササイズ    1cm×1cm 以内 

・用途       中小オフィスビルの会議室 (ビル管理法) 

 

①-(3)-2 CO2濃度センサの設計・開発 

①-(3)-2-1 イオン液体について 

＜イオン液体について＞ 

本テーマで用いるイオン液体は以下の特性を持つことが知られている。図①-(3)-2-1.1

にイオン液体の写真を示す。 

・イオン(カチオン、アニオン)のみで存在。 (溶媒は存在しない) 

・導電性が高い。 

・安定性が高い。 (温湿度、電気的、化学的) 

・融点、沸点が高い。(300℃以上のものが多い) 

・粘性が比較的低い。 

・難揮発性である。 (常温常圧下で真空にしても揮発しない) 

上述の特長より、近年、イオン液体に関して様々な研究がなされ、産学および企業か

らの研究が盛んに行なわれている。特に 2000 年以降は多くのイオン液体に特化した学会

や論文が多く発表され、また特許の出願件数も非常に多くなっており、新しいニューマテ

リアルとして注目されてきた。 

その一例としては、電気化学デバイス(リチウムイオン二次電池や電気二重層キャパシ

タ)の電解質などの分野では、基礎研究から製品化への検討が進められている。しかしな

がら商業的な規模までには至っておらず、また製品価格も非常に高いため、イオン液体の

普及までには課題が多いと言わざるを得ない。 

今後のイオン液体の展望として、イオン液体の特長を活かし、宇宙開発分野(真空下で

も揮発しない性質を利用)、ナノテク分野のナノ粒子の保護剤(イオン液体中のナノ粒子は

イオン液体自体が安定化剤として作用する性質を利用)、ある特定の高分子を溶解できる

イオン液体の応用(例えば、イオン液体のセルロース可溶化を利用)で廃棄されていたバイ

オマスなどに利用、糖やアルコールの分解に関する環境的な研究やエネルギー問題への応
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用が期待される。 

それとは別に特に注目されているのが、イオン液体が特異的に CO2 を吸着する性質で

ある。吸着方法などの原理については、未開な部分があるものの、この性質を用いて、大

気中から CO2 のみを分離する技術や貯蔵技術の研究がされている 1)。 

 

 
 

 

図①-(3)-2-1.1 イオン液体の写真 (東洋合成工業製) 

 

我々はイオン液体が CO2 に吸着する性質を利用して、ガスセンサの開発を試みた。本

テーマで用いたイオン液体は、 ethyl-methyl-imidazolium (EMIMBF ４ ) 、 ethyl-methyl-

imidazolium (EMIMTFSI)である。陽イオン(カチオン)は五員環構造をベースとしたイミダ

ゾリウム系を、陰イオン(アニオン)はフッ化ホウ素やビス(トリフルオロメタンスルフォ

ニル)イミドである。 

大気中の CO2 の溶解度はイオン液体の種類、すなわちカチオンとアニオンの種類に大

きく依存する。種々の論文では、イオン液体が CO2 を吸着する構造として 、カチオンが

イミダゾリウム系を採用し、アニオンに関しては、疎水性および親水性と幅広く探索され

ている。一般的に、CO2 の溶解度は[NTf2]-と[CTf3]-が高く、PF6
-、[OTf]-、BF4

-、[DCA]-の

順に低くなり、NO3
-がもっとも低い。フッ素系アニオンは CO2 の溶解度を大きく増加さ

せる。この原因は、フッ素系アニオンが CO2 と弱いルイス酸・塩基相互作用を形成する
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ためと考えられている。 

一方、カチオン側からみると、イミダゾリウムカチオンのアルキル側鎖を伸長すると

CO2 の溶解度は増加するが、その量はごく僅かである。よって CO2 溶解度を向上させる

ことにおいては、カチオンの効果はアニオンの効果と比べ小さいので、アニオンの選択性

が非常に重要であることがいえる。現在、多くの研究者が CO2 溶解度の向上を目指して、

新規のイオン液体の開発やアニオンカチオンの組み合わせの検討がされている。 

イオン液体のガス選択性は、CO2 以外のガスについても溶解度をみる必要がある。ガス

の溶解度のひとつの指標として、「ヘンリーの法則」が重要となる。ヘンリーの法則とは、

気体に関する法則で、「揮発性の溶質を含む希薄溶液が気相と平衡にあるときは、気相内

の溶質の分圧は溶液中の濃度に比例する」と定義される。各ガスについてはヘンリー定数

が算出され、ヘンリーの法則の気体の圧力と溶解量の関係が吸着量にも成立すると考えら

れている。ヘンリー定数が大きいほど、ガスは溶解しにくい傾向がある。溶解しやすいガ

スの特徴としては、分子の構造が幾何学的でないガス、例えば、SO2 や N2O などのガス

は N2 や H2、O2 と比べ、非常に溶解しやすいことがわかる。CO2 においても、大気中に多

く存在する N2 や O2 と比べ、溶解しやすいことがわかる 2)。 

イオン液体を使ったガスの吸収を応用した例として、産総研・金久保らが行なった研

究がある。金久保らは、 イオン液体とアルコールを混合したハイブリッド溶液を用いて、

混合ガス中の CO2 を吸収する精製方法を開発し、CO2 のみを優先的に吸着・貯蔵するシ

ステムを考案している。ただしリバーシブル反応ではなく、高温高圧化で有効であるので、

常温常圧下かつリバーシブル(吸着および脱離)に使用する用途では不向きといえる 3)。 

今回が提唱するイオン液体を用いた CO2 センサは、常温常圧下でかつリバーシブル、

且つ小型・低消費電力なデバイスの開発を行なう。上述のイオン液体の特徴を活かして、

新しいガスセンサの開発に取り組んだ。 

イオン液体の CO2 吸着を利用して、従来の CO2 センサと比べ、低消費電力(従来比より

1/100)・小型(センササイズ 10mm×10mm)・長寿命・低コストな CO2 センサの開発に取り

組んだ 4) -7)。 

図①-(3)-2-1.2 に我々の開発中の CO2 センサの概略図を示す。電極基板は MEMS 技術を

用いてガラス基板または Si 基板上に電極部を形成した。中央部にイオン液体を実装し、

液漏れ防止のため、ガス透過膜でカバーした。 
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図①-(3)-2-1.2 イオン液体センサの外形図 

 

①-(3)-2-2 電極部の設計【再委託先：東京大学】 

本節では、イオン液体が吸収した二酸化炭素ガスの濃度を計測するための電気化学計

測用の電極部の設計について説明する。 

イオン液体のインピーダンスを計測するための電極基板を製作するにあたり電極素材

の選定を行った。電極素材選定のために、炭素電極、アルミ電極、銅電極、銀電極、金電

極、白金電極、チタン電極を準備し、それぞれの電極についてサイクリックボルタンメト

リー計測を行い比較した結果、電極素材としては白金を用いることとした。図①-(3)-2-2.1

に白金電極を使用した際のサイクリックボルタモグラムである。黒線と青線が、CO2 濃度

0%、赤線が CO2 濃度 3000ppm の時のものである。CO2 の濃度向上に伴い、ボルタモグラ

ムの形状が変化し、再び CO2 濃度 0ppm にするとイニシャルの状態に復元されていること

が分かる。 

次に電極の形状について述べる。図①-(3)-2-2.2 に電極形状の概要を示す。左右の凸型

の二つの電極は電極間距離 200μm で対向している対向電極であり、その電極間をまたが

るように滴下されたイオン液体のインピーダンスを計測するためのものである。また、イ

オン液体は温度によってもインピーダンスが変化することが分かっており、温度補償を実

施するためにイオン液体の温度計測用の抵抗線を、インピーダンス計測用の対向電極の間

に形成した。また、イオン液体の形状を再現性良く形成するために、疎水性膜であるサイ

トップをパターニングし、滴下した際のイオン液体が直径 2 mm の円のパターンとなるよ

うにした。イオン液体の体積は、2μL とする。電極の材質は前述のように、白金を使用し、

ガラス基板との密着層としてチタンを用いた。図①-(3)-2-2.3 に、電極パターンおよび、

液体保持のためのサイトップのパターンを重畳表示したマスクデザインを示す。なお、図

内の数値の単位はすべて μm（マイクロメートル）である。また、図①-(3)-2-2.4 に実際に

作製した、白金電極上にイオン液体を滴下した際の様子を示す。 

次に、製作した白金電極基板を用いて、イオン液体の温度と基板上に作成したイオン

液体温度計測用抵抗線の抵抗との関係を調べた。実験は恒温恒湿漕（エスペック社、小型

環境試験機 SH-222）を使用し実施した。図①-(3)-2-2.5 に温度と電極の抵抗の関係を示す。
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結果として、外気湿度に依存せず、温度と抵抗線の抵抗は比例の関係があることが分かっ

た。 

 

 

図①-(3)-2-2.1 白金電極を使用した際の、イオン液体のサイクリックボルタモグラム 

 

 

  

図①-(3)-2-2.2 白金電極基板の形状および機能 
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Cytop 

Ti / Pt on Glass 

 

図①-(3)-2-2.3 白金電極基板パターン図 

 

 
図①-(3)-2-2.4 製作した白金電極基板およびイオン液体を滴下した様子 

 

 
図①-(3)-2-2.5 白金電極基板上に形成した温度計測用抵抗線の抵抗と温度との関係 

  

また、イオン液体のインピーダンスが、温度や湿度に対しても変化するため、温度補

償、湿度補償のために、温度に対するインピーダンス変化、湿度に対するインピーダンス

変化の計測を行った。温度を固定して湿度を変化させた時の、イオン液体のインピーダン

スの変化について計測を行った結果を図①-(3)-2-2.6 左に、湿度を固定して温度を変化さ
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せた時の、イオン液体のインピーダンスの変化について計測を行った結果を図①-(3)-2-2.6

右に示す。いずれの場合も、温度や湿度に対してインピーダンスが線形に変化しているた

め、比例係数を求めることで、温湿度補償が可能であることが分かった。 

 

 

図①-(3)-2-2.6 イオン液体インピーダンスの温度、湿度依存を計測した結果 

 

次に CO2 濃度に対するインピーダンス変化について計測を行った。前述の小型環境試

験機を用いて、温度 20℃、湿度 30%の環境にて CO2 濃度を変化させた際のイオン液体の

インピーダンス値との関係を図①-(3)-2-2.7 に示す。計測点が少ないが CO2 濃度の増加に

伴い、インピーダンスが比例して減少していくことが確認できた。 

 

図①-(3)-2-2.7 CO2 濃度とイオン液体インピーダンスの関係 
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温度補償、湿度補償を行うことでイオン液体のインピーダンス値計測により、CO2 濃度

が計測可能であることを確認するために、恒温恒湿漕内で温度をステップ状に変化させな

がら、CO2 濃度計測を行い、市販の CO2 センサとの出力の比較を行った。①-(3)-2-2.8 に

恒温恒湿漕内にて行った実験の様子を示す。 

 

 

図①-(3)-2-2.8 恒温恒湿漕内にてイオン液体のインピーダンス 

及び温湿度、CO2 濃度を計測する様子 

 

図①-(3)-2-2.9 は、恒温恒湿漕内にて、湿度は一定に保ちながら、温度をステップ状に

変化させた際の、温度及び湿度プロファイル(左上)、イオン液体のインピーダンス生デー

タおよび温湿度補償後のイオン液体インピーダンス(右上)、GSS 社の CO2 濃度センサによ

り計測した CO2 濃度データ(左下)、温湿度補償後のイオン液体インピーダンスを CO2 濃度

に変換したものと、GSS 社 CO2 センサとの比較(右下)である。また、図①-(3)-2-2.10 は、

温度を固定し、湿度をステップ状に変化させた際の各種データである。いずれの場合でも、

イオン液体のインピーダンス計測値から、温度や湿度の変化を補償し、CO2 濃度を正しく

計測できることが分かった。 
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図①-(3)-2-2.9 恒温恒湿漕内にて温度をステップ状に変化させた際の各種実験データ 

 

Relative humidity 

Temperature

Ionic liquid impedance

Heat compensated impedance

Ionic liquid impedance
CO2 Concentration

 

図①-(3)-2-2.10 恒温恒湿漕内にて湿度をステップ状に変化させた際の各種実験データ 
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①-(3)-2-3 イオン液体の固体化(ゲル化)についての検討 【再委託先：東京大学】 

本節では、イオン液体を固体化(ゲル化)したイオン液体ゲルについて述べる。パッケー

ジングにおける液体の難点をゲル化により解決するためである。製作法に関しては、参考

文献 8) を参考にした。以下に本研究でのイオン液体ゲルの製作法について説明する。イ

オン液体ゲルはイオン液体とポリマーとを混ぜ合わせることによって生成される。本研究

ではイオン液体として[EMIM][BF4]および[EMIM][TFSI]、ポリマーとして PVdF-HFP を用

いた。イオン液体ゲルの製作プロセスを図①-(3)-2-3.1 に示す。まず 500 ml 容量のガラス

瓶に N、N-ジメチルアセトアミド(N、N-Dimethyl Acetamide、以下 DMA)を、その後イオ

ン液体と PVdF-HFP の粉末を、重量比 20:1:1 の比率で混ぜ合わせた。イオン液体と

PVdF-HFP は、そのままでは混ざり合わないため溶媒として DMA を用いた。溶液を混

ぜ合わせるためにボールミル（伊藤製作所、MF-4）を用いた。攪拌に要する時間は内容

物の粘度によって差があり、およそ 1 時間から半日ほどで完全に攪拌され、均一なコロ

イド溶液(以下、イオン液体ゾル)となるとされている。混ざりにくい場合や、早く混ぜた

い場合は超音波洗浄機を用いて超音波の振動を加えてやることでもイオン液体ゾルは形成

可能であった。イオン液体ゾルをゲル化するために、固着させたい箇所にイオン液体ゾル

を滴下し、熱を加えた。溶媒の DMA が揮発し、溶液が固形化することを確認した。 

 

 

図①-(3)-2-3.1 イオンゲル製作法 

 

図①-(3)-2-3.2 にイオン液体ゲルの外形写真および表面、側面の電子顕微鏡写真を示す。

表面形状は多孔質で、空孔部にイオン液体が液体状態で存在していた。これは PVdF-HFP 
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を用いて電解液をゲル化した場合によくみられる特徴であり、空孔部に電解液はポリマー

と独立して存在している。 

 

図①-(3)-2-3.2 イオンゲルを電子顕微鏡にて観察した様子 

 

最後にイオン液体ゾルの滴下量と、ゲル化した後の膜厚の関係を調べた。直径 6 mm の

孔をあけたダイシングテープをガラス基板に貼り付け、その孔にマイクロピペットを用い

てイオン液体ゾルを滴下し、熱を加えて硬化させた。その後、テープを剥がし、イオン液

体ゲルのパターンを形成した。触針段差計を用いて膜厚を計測した。図①-(3)-2-3.3 に計

測結果を示す。グラフから分かるようにイオン液体ゲルの膜厚は、イオン液体ゾルの滴下

量とおおよそ比例の関係があることが分かった。ただし、ゲルの膜厚は均一というわけで

はなく、淵部の盛り上がりや、表面の細かい凹凸が観察された。これはイオン液体ゾルの

表面張力およびゾル内に含まれていた気泡の影響と思われる。 

 

図①-(3)-2-3.3 イオン液体滴下量とイオンゲル膜厚の関係 
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①-(3)-3 CO2濃度センサ端末の実証実験 

本節では、イオン液体を用いた CO2 ガスセンサを用いて行った実証実験についての詳

細を述べる。本実証実験の目的は、恒温恒湿チャンバー内ではなく、人の出入りが多く

CO2 濃度の変化が激しい実際のオフィス空間で、本センサが市販の CO2 センサと同様に

CO2 濃度を計測できることを確認することにある。 

実証実験場所として、東京大学、工学部 2 号館、8 階 81B 号室を選定した。選定した理

由として、30 人程度の学生教職員が利用している部屋であり、一日を通じて部屋の出入

りが多く激しい CO2 濃度変化が見込まれることが挙げられる。実証実験として利用した

部屋の間取りおよび CO2 濃度を変化する実験セットアップを展開した位置を図①-(3)-3.1

に示す。 

部屋面積は 125m2、室内には最大で 30 名が同時にデスク作業を行っている。実験は平

成 27 年 1 月 29 日（木）、1 月 30 日（金）の午後に行った。計測時には以下の 4 つの項

目を同時に計測している。 

 

センサ設置場所

 

図①-(3)-3.1 実証実験を行った部屋の見取り図およびセンサ設置場所 

 

①温度（センシリオン社、SHT シリーズ） 

②湿度（センシリオン社、SHT シリーズ） 

③イオン液体インピーダンス 

④参照用の CO2 濃度（GSS 社 COZIR） 

 

③のイオン液体のインピーダンスから事前に計測し取得していた、温度補償係数、湿

度補償係数を元に、①②の温湿度データを用いて温湿度補償を行い、イオン液体のイン

ピーダンス値のうち、CO2 濃度に関係するインピーダンス値のみを抽出した。結果を図①
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-(3)-3.2 に示す。両日ともにイオン液体 CO2 センサの出力結果が、市販の CO2 センサの出

力結果と合致していることが分かった。 

 

 

1 月 29 日(木) 

1 月 30 日(金) 

 

図①-(3)-3.2 実証実験における市販の CO2 センサとイオン液体 CO2 センサ 

の計測結果比較 

 

さらに、実証実験時のイオン液体 CO2 センサと市販の CO2 センサの消費電力に関して

比較を行った。比較結果を図①-(3)-3.3 に示す。市販の CO2 センサは 0.5 秒おきに NDIR

方式で CO2 濃度を計測するセンサである。そのため、0.5 秒間隔で 40～50 mW のスパイ

クが立ち上がっていることが分かる。また、1 時間継続して計測した場合、3.2mWh とな

ることが試算の結果より分かった。それに対して、イオン液体のインピーダンスを計測す

る我々の CO2 センサは、センシング部分での消費電力はイオン液体のインピーダンスと

流れる電流から計算でき、約 0.4 mWh となっている。この消費電力は、電極部分の設計

の変更や、後述するイオン液体をゲル化する手法を用いることにより、インピーダンス値

を大きくすることで、より小さくすることが可能である。 
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図①-(3)-3.3 恒温恒湿漕内にて湿度をステップ状に変化させた際の各種実験データ 

 

実証実験のまとめとして、イオン液体を用いた CO2 センサは、市販の NDIR 方式の

CO2 センサと同等の CO2 濃度検出性能を有し、さらに市販の CO2 センサよりも低消費電

力であることが分かった。 

 

①-(3)-4 省エネ効果について 

本プロジェクトでは、無線センサ端末を用いて、導入前後での省エネ削減効果 10%を

目標としている。CO2 センサ端末の使用するアプリケーションとして、オフィスビル内が

挙げられるが、省エネ効果 10%削減の効果については、2013 年 9 月に開催された空気調

和・衛生工学会でダイキン工業株式会社が発表した論文 9)の内容から、空調の電力使用量

の省エネ効果を換気量制御から試算を参考にした。この論文によると、在室人数に基づく

換気量制御により、空調消費電力量の削減効果を試算した結果、図①-(3)-4.1 に示すよう

に、既存の CO2 センサでモニタリングした場合、夏季では空調機の電力量を約 10%削減

することができるとある。特に、室内に人数が少ない時ほど効果が大きいとされている。 

・測定場所条件：室内機直下のエリア (6m×7m) ※人は一人もいないと仮定 

・測定条件：室内機は停止状態 (室内機の内部負荷とファン動力を削減できると仮定) 

・換気量基準値：CO2 濃度 1000ppm ※外気 CO2 濃度 400ppm 
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図①-(3)-4.1 ダイキン工業より、省エネ効果 

 

①-(3)-3 で述べた実証実験より、CO2 濃度センサ端末で、室内の CO2 濃度を定期に測定

モニタリングを行ない、例えば CO2 濃度 1000ppm 以上の時に、空調機や受信機に喚起を

促す信号を送信するシステムを構築することで。省エネ 10%削減に寄与できると考えて

いる。 

 

①-(3)-5 まとめ 

イオン液体を用いた小型かつ低消費電力の CO2 センサの開発を行なった。CO2 センサの

開発では、従来のセンシング方法と異なる新しいガスセンシング方法を採用し、低消費電

力なセンサを開発した。消費電力は既存ヒント比べ、約 1/8 で、100μW 駆動可能である。

また光源やヒーターを用いていないため、小型・低背化が可能である。 

センサ端末で室内(125m2)において濃度モニタリングを行ない、既存品と同等レベルの

センシング分解能を有することを確認した。このセンサ端末は省エネ効果 10%以上に寄

与できるシステムである。 
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CO2 濃度センサの開発と応用、第三回イオン液体研究会 (2012 年) 

6) Masahito Honda、Yusuke Takei：Ionic-Liquid Gel based Carbon Dioxide Gas Sensor、5th 

Congress on Ionic Liquid (2013) 

7) Masahito Honda、Yusuke Takei：Low Power Consumption CO2 Gas Sensor Using Ionic 

Liquid、223rd Electrochemical of Society (2013) 
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Randrtamahanaka、“Electrochemical Impedance Spectroscopy and Electromechanical Behavior of 

Bucky-Gel Actuators Containing Ionic Liquids、” Journal of Physical Chemistry C、vol.114、

pp.14627-14634、2010. 

9) 鈴木雅富、西野淳：中小規模ビル向け省エネ情報システムの開発 (第 1 報) 開発コン

セプトと省エネ効果の試算結果、空気調和・衛生工学会 (2013-9) 

 

 

①-(4) VOC 濃度センサの開発【オリンパス(株)、(再委託先：信州大学)】 

①-(4)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

VOC（volatile organic compounds、揮発性有機化合物）とは、印刷インクや塗料の溶剤、

石油、洗浄剤に含まれるトルエン、オクタン、エタノールなど有機溶剤の総称である。

VOC は多量に摂取すると人体に有害な物質である。一方で、特に、印刷・塗装、半導体、

石油分野の工場においては製品の生産に必要な物質でもある。そこで、VOC を使用する

工場では、ポンプ・ファンを用いた排気システムにより作業環境の VOC 濃度を許容濃度

以下に保つことで作業員の安全を保証している 1)。工場の作業環境の安全衛生管理は正し

く行われ、作業員の安全が守られるべきである。一方で、近年は工場における運用コスト

の低減が求められている。そこで、作業員の安全の保証と運用コストの低減を両立するた

めに、VOC 濃度センサを用いて工場の作業環境の VOC 濃度をモニタリングし、VOC 濃

度に見合った排気を行う対応が考えられる。 

VOC 濃度センサを用いた工場の環境モニタリングのイメージを図①-(4)-1.1 に示す。

VOC 濃度センサは作業環境の VOC 濃度を常時モニタリングし、VOC 濃度に応じてポン

プ・ファンの流量を制御する。図①-(4)-1.2 に VOC 濃度センサを用いた排気システム制御

による工場の節電イメージを示す。現在の排気システムは常時一定の流量を排気している。

一方、VOC 濃度センサを用いれば VOC 濃度センサの出力に対応した排気流量の制御を行
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うことが可能となり、排気システムの消費電力が低減される。しかし、工場の VOC 濃度

の連続的なモニタリングは行われていない。そこで、工場の作業環境モニタリングに適し

た小型・低消費電力のセンサネットワーク用 VOC 濃度センサの開発が必要とされている。 

 

 

図①-(4)-1.1 VOC 濃度センサを用いた工場の環境モニタリングのイメージ 

 

図①-(4)-1.2 VOC 濃度センサを用いた排気流量制御による節電イメージ 

 

現在、研究・開発が進められているハンディタイプの VOC センサの VOC 検出原理を

図①-(4)-1.3 に示す。イオン化式センサ（図①-(4)-1.3(a)）と干渉増幅反射式センサ（図①-

(4)-1.3 (b)）は構成要素が複数あるため小型化に向いていない 2)-3)。熱抵抗式センサ（図①

-(4)-1.3 (c)）は熱を利用するセンサ原理であるため、一般的に消費電力が高くなるという

特徴がある 4)。共振式センサ（図①-(4)-1.3 (d)）は、感応膜の VOC 吸着による振動子の共

振周波数の変化を VOC 濃度に換算する原理である 5)。工場の環境モニタリングに用いる

小型・低消費電力 VOC 濃度センサとしては最適であると考えられる。 
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図①-(4)-1.3 VOC 濃度センサの VOC 検出原理 

 

＜研究開発の目標＞ 

2cm ´ 2cm ´ 1cm 以下の共振式 VOC 濃度センサと無線端末と有機太陽電池ユニットを

搭載した、面積：2cm ´ 5cm 以下、平均消費電力：100mW 以下で駆動するセンサネット

ワーク用 VOC 濃度センサを開発する。さらに、VOC 濃度センサの材料としてポリマーを

用いることにより、センサの製造工程のグリーン化を目差す。  

 

①-(4)-2 ポリマー材料の基本特性の評価 

ポリマー材料はシリコン系材料に比べ、特に、製造工程における環境負荷が小さいと

いう強い利点を有する。一方、ポリマー材料の振動特性は十分に研究されていない。そこ

で、ポリマーを用いた工場の環境モニタリング用途の共振式 VOC 濃度センサの設計のた

め、ポリマー材料の加工プロセスの確立とその振動特性の評価を進めた。  

 

①-(4)-2-1 ポリマー材料の加工プロセスの確立 

ポリマーをホットエンボスにより成形する手段として、ガラス基板にポリマー薄膜を

成膜して基材とする手段とバルクのポリマーを基材とする手段がある 6)-7)。共振式 VOC

濃度センサの低コスト化の観点では、成膜工程を必要としないバルクのポリマーを基材と

する手段が最適である。しかし、バルクのポリマーを基材とした厚さ 50mm 以下の構造体

の加工の報告はない。そこで、本研究では厚さ 10mm 程度のカンチレバーをバルクのポリ

マーを基材としたホットエンボスによりの成形する加工法を確立する。ポリマー材料は、

市販の製品に広く使用されており汎用性が高く低価格という観点から、メタクリル酸メチ

ル樹脂（Polymethyl methacrylate, PMMA, CLAREX,、日東樹脂工業株式会社)とポリカーボ

ネート（polycarbonate, PC, PC-1000、積水成型工業株式会社）を選択した。 

ホットエンボスを応用した加工法は、ホットエンボスと接合と研磨の三段階の加工工

程からなる。図①-(4)-2-1.1 にホットエンボスを応用したポリマーカンチレバーチップの
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加工工程を示す。第一の工程はデバイス層と基板のホットエンボス工程である（図①-(4)-

2-1.1a）。デバイス層と基板はそれぞれ個別にホットエンボスにより成形される。第二の

工程はデバイス層と基板の接合工程である（図①-(4)-2-1.1b）。PMMA においては、表面

活性化接合法によりデバイス層と基板を接合した。  PC チップにおいては、接着剤

（F7064、フロン工業株式会社）を用いてデバイス層と基板を接合した。第三の工程は、

ポリマーの研磨工程である（図①-(4)-2-1.1c）。デバイス層に成形されたカンチレバーを

リリースするために、デバイス層のバックレイヤーを研磨工程によって除去した。研磨工

程には、研磨剤 BAIKALOX（BAIKOWSKI JAPAN 株式会社）を用いた。  

加工終了時の PMMA カンチレバーチップアレイ、PMMA カンチレバーの顕微鏡写真の

一例、 PC カンチレバーの顕微鏡写真の一例を図①-(4)-2-1.2 に示す。ホットエンボスを

応用した加工法により 9 種のカンチレバーチップが一度に作製される（図①-(4)-2-1.2a）。

それぞれの PMMA カンチレバーチップの中央には PMMA カンチレバーが成形されてい

る。 PMMA カンチレバー（図①-(4)-2-1.2b）の長さは 498.5μm、幅は 100.8μm、厚さは

12.1μm である。PC カンチレバー（図①-(4)-2-1.2c）の長さは 495.8μm、幅は 99.4μm、

厚さは 15.2μm である。 

製品化時の低コスト大量生産に適したホットエンボスを応用した加工法の検討により、

長さ 500μm、幅 100μm、厚さ 10μm 程度の小型のポリマーカンチレバーを成形可能な低環

境負荷、且つ低コストな加工プロセスを確立した。  

 

図①-(4)-2-1.1 ホットエンボスを応用したポリマーカンチレバーの加工プロセス 
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図①-(4)-2-1.2 ホットエンボスを応用した加工法により成形された(a)PMMA カンチレバー

チップアレイ (b)PMMA カンチレバー (c)PC カンチレバー 

 

①-(4)-2-2 ポリマー材料の振動特性の評価 

ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの設計に用いる基本データを取得するため、

ポリマーカンチレバーの超音波帯域における共振周波数、Q 値と曲げ振動モード、サイズ、

材料の関係を評価した。表①-(4)-2-2.1 に本測定に用いたポリマーカンチレバーの材料と

寸法をまとめて記す。 

表①-(4)-2-2.1 ポリマーカンチレバーの材料と寸法 

 Length [mm] Width [mm] Thickness [mm] 

PMMA1 200.2 100.8 23.9 

PMMA2 298.9 101.1 17.7 

PMMA3 498.5 100.8 12.1 

PC1 194.7 84.2 19.3 

PC2 295.5 88.4 13.8 

PC3 495.8 99.4 15.2 

 

a. 評価方法 

ポリマーカンチレバーの共振周波数・Q 値はネットワークアナライザ（4395A、アジレ

ント・テクノロジー社）とレーザードップラ振動計（MLD-221D-SIM、ネオアーク社）に
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より測定した。カンチレバーチップは、0.5mm×f20mm の圧電振動板（NEC トーキン株式

会社）の上にセットされる。圧電振動板はネットワークアナライザの出力により振動する。

圧電振動板により励起されたカンチレバー先端の振動はレーザードップラ振動計により検

出さる。レーザードップラ振動計により検出されたカンチレバー先端の振動の信号はネッ

トワークアナライザに入力される。測定は大気圧、23±2°C の条件で実施した。ネット

ワークアナライザの出力は周波数を連続的に 100Hz のバンド幅で 10Hz から 1MHz の間で

スイープさせ、各共振ピークを測定した。共振ピークの周波数応答曲線の測定は表①-(4)-

2-2.1 に示す 7 種のカンチレバーの各共振ピーク対して実施した。 

b. 評価結果 

PMMA カンチレバーと PC カンチレバーの共振周波数と曲げ振動モードの関係を図①-

(4)-2-2.1 に示す。共振周波数は測定値と式（①-(4)-2-2.1）より得たれた理論値を同時にプ

ロットしている。共振周波数の測定値は振動モードに依存しており、振動モードが高くな

るに従い共振周波数が高くなる。また、共振周波数の測定値はサイズに依存しており、厚

くて短いカンチレバーの方が同じ振動モードにおける共振周波数が高い。PMMA カンチ

レバー、PC カンチレバーそれぞれの共振周波数の最大値は 839Hz、686kHz であり、一般

的なシリコンカンチレバーと同等であることを確認した 8)。さらに、共振周波数の実験値

は式（2-1）より得られた理論値と一致している 8)。 

rp
k

122 2

2 E
L
T

f n
n =   （①-(4)-2-2.1） 

式（①-(4)-2-2.1）のkn は n 次振動モードの係数であり、カンチレバーの曲げモードの

係数はk1  =1.875, k2  =4.694, k3  =7.855, and k4  =10.996 である。L と T はそれぞれカン

チレバーの長さと厚さである。PMMA のヤング率 Ep は 2.90 GPa，PMMA の密度rm は

1.20 × 103 kg/m3 とした．PC のヤング率 Ec は 2.25 GPa，PC の密度rc は 1.2 × 103 kg/m3 と

した 9)。 
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図①-(4)-2-2.1 PMMA カンチレバーと PC カンチレバーの共振周波数 

 

PMMA カンチレバーと PC カンチレバーの共振周波数と曲げ振動モードの関係を図①-

(4)-2-2.2 に示す。Q 値は各共振ピークの周波数 fr とピークの出力-3dB のバンド幅Df-3db よ

り算出した。Q 値は振動モードに依存し、振動モードが高くなるに従い Q 値が高くなる

傾向にある。PMMA カンチレバー、PC カンチレバーで得られた最大の Q 値はそれぞれ

173、132 であり、一般的なシリコンカンチレバーに比べて 1 桁小さい 8)。 

以上の検討により、共振式 VOC 濃度センサの設計に必要な 10kHz-1MHz の超音波帯域

におけるポリマーカンチレバーの振動特性を取得した。さらに、ポリマーカンチレバーの

共振周波数は一般的なシリコンカンチレバーと同等であり、Q 値は一般的なシリコンカン

チレバーに比べて 1 桁小さいことを確認した。共振式 VOC 濃度センサの感度は共振周波

数に依存し、検出限界は Q 値に依存する。ここで、工場の環境モニタリングに用いる

VOC 濃度センサに求められるトルエン検出濃度は 200ppm、シリコンカンチレバーを用い

た共振式 VOC センサのトルエンの検出濃度は 1ppm 以下である 5)。したがって、ポリ

マーを用いた共振式 VOC センサの実現可能性は十分にあることも確認した。 
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図①-(4)-2-2.2 PMMA カンチレバーと PC カンチレバーの Q 値 

 

①-(4)-3 ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの開発 

サイズ：2cmx2cmx1cm 以下、検出限界：許容濃度以下の共振式 VOC 濃度センサを実

現するため、振動子にポリカーボネート（polycarbonate, PC）カンチレバー、振動検出部

材にポリフッ化ビニリデン（PolyVinylidene DiFluoride，PVDF）圧電フィルム、感応膜に

ポリブタジエン（polybutadiene，PBD）を用いる構成とした共振式 VOC センサの開発を

進めた。  

 

①-(4)-3-1 ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの構成と VOC 検出原理 

ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの構成と VOC 検出原理を図①-(4)-3-1.1 に示

す。共振式 VOC センサに必須の構成要素として、振動子、振動検出部材、感応膜が挙げ

られる。本研究で開発するセンサは、それらの構成要素をすべて低環境負荷“グリーン”

なプロセスを実現するポリマー材料から構成することを目指した。 

 



  

 169 

 

図①-(4)-3-1.1 ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの構成と VOC 検出原理 

 

センサは外部振動部材に実装され、外部振動部材は発振回路に接続される。発振回路

の励起信号が外部振動部材に加わると PC カンチレバーは共振周波数で振動し、その振動

エネルギーは PVDF 圧電フィルムに伝わる。PVDF 圧電フィルムの出力は発振回路に入力

され、PC カンチレバーは共振周波数で発振された状態となる。この状態で PBD が VOC

ガスを吸着すると、PC カンチレバーの共振周波数が低下する。共振式 VOC 濃度センサ

は、質量によるカンチレバーの共振周波数の変化により VOC ガスを検出する。  

 

①-(4)-3-2 VOC 濃度センサの開発 

開発したポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサを図①-(4)-3-2.1 に示す。センサは振

動子としての PC カンチレバーと PC カンチレバーの振動を検出するための PVDF と VOC

を吸着するための PBD で構成される。PC カンチレバーは、右側の透明な部分で、VOC

を吸着するための PBD は、PC カンチレバーの上面に成形されている。PC カンチレバー

の長さは 2494mm、幅は 503mm、厚さは 265mm、PBD の厚さは 2.5mm であった。 PVDF

は点線で囲んだ部分にあり、PVDF の表面電極と裏面電極のオーバーラップ領域は PC カ

ンチレバーの付け根部分の 100mm × 503mm の部分に配置されている。センサは外部振動

子としての 2mm×2mm×5mm の PZT（ジルコン酸チタン酸鉛、日本セラテック株式会社）

に接着剤(EPOCLEAR、コニシ株式会社.)を用いて固定し、パッケージ（48LD QUAD、京

セラ株式会社）に実装している。PZT 振動子は Au ワイヤーによって PVDF 圧電フィルは

Cu 泊と Au ワイヤーによってパッケージの電極バッドと接続されている。パッケージを

含む VOC 濃度センサ全体のサイズは 2cm ´ 2cm ´ 0.5cm である。  

以上より、2cm ´ 2cm ´ 0.5cm の小型な共振式 VOC 濃度センサを低環境負荷なプロセス
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を実現するポリマーを用いて開発した。 

 

   

図①-(4)-3-2.1 ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサ 

 

①-(4)-3-3 VOC 濃度センサの動特性の評価 

センサの動特性は有限要素法（FEM）によるモーダル解析およびレーザードップラ振

動計と PVDF 出力による周波数応答測定により評価した。まず、COVENTOR®を用いて

モーダル解析を行った。メッシュタイプは四面体メッシュ、節点数は 45551、 PC のヤン

グ率と密度は 2.25 GPa、1.2 × 103 kg/m3 とした 9)。次に、周波数応答をレーザードップラ

振動計と PVDF の出力によりネットワークアナライザを用いて測定した。測定は大気圧、

23±2°C の条件で実施した。さらに、PVDF 出力による周波数応答の測定は PBD を成膜す

る前のセンサと PBD を成膜した後のセンサについて行った。 

ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの動特性を図①-(4)-3-3.1 にまとめて示す。

FEM で解析した PC カンチレバーの 1 次、2 次、3 次曲げ振動モードの共振周波数は 9.6 

kHz、 57.4 kHz、149.8 kHz である。レーザードップラ振動計で測定された PC カンチレ

バー先端の 1 次、2 次、3 次の曲げ振動モードの共振周波数の 10.1 kHz、52.6 kHz、147.6 

kHz と一致する。また、PBD を成膜する前の PC カンチレバーの 1 次、2 次、3 次の曲げ

振動モードの共振周波数は PVDF 圧電フィルムの出力として直接検出され、それぞれ

10.1kHz、52.6 kHz、147.6 kHz であった。以上より、PVDF 圧電フィルムにより PC カン

チレバーの高次の曲げ振動モードの共振ピークを検出可能であることが分かった。 

PBD が成膜された PC カンチレバーの 1 次、2 次、3 次の曲げ振動モードの共振周波数

は 10.1kHz、51.7 kHz、147.5 kHz であった。PBD の成膜による共振周波数の低下は 2%以



  

 171 

下である。また、PBD が成膜された PC カンチレバーの 3 次曲げ振動モードの Q 値は 163

である。以上の検証により、振動子に PC カンチレバー、振動検出部材に PVDF 圧電フィ

ルム、感応膜に PBD を用いる構成としたポリマーカンチレバーセンサの形態であっても

高次の振動モードにおいて 100 以上の Q 値が得られることを示した。 

 

 
図①-(4)-3-3.1 ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの動特性 

 

①-(4)-3-4 センサの VOC 感度評価システムの構築【再委託先：信州大学】 

ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの VOC センシング感度を評価するために、

共振式 VOC センサの VOC センシング感度評価システムを構築した。VOC センシング感

度評価システムを図①-(4)-3-4.1 に示す。VOC センシング感度評価システムは VOC 希釈

フローシステムと温度制御チャンバーとセンシング回路で構成される。 

VOC 希釈フローシステムは窒素ソースとマスフローコントローラ（MFC）とサーモス

タットと 4 ウェイバルブ（4 way V）で構成される。VOC 希釈フローシステムはメインの

2 つのラインを有している。1 つは任意の流量で窒素ガスを供給するクリーンライン、1

つは任意の濃度と流量で VOC ガスを供給する希釈ラインである。メインの 2 つのライン

は 4 ウェイバルブにより、温度制御チャンバーもしくは排気に切り替えが可能である。希

釈ラインはサーモスタットの温度とマスフローコントローラの流量を調整することにより

任意の濃度と流量の VOC ガスを温度制御チャンバーに供給することができる。サーモス

タットの温度とマスフローコントローラの流量はアントワンの式と VOC の飽和蒸気曲線

により算出される。サーモスタットにはトルエン（芳香族炭化水素）、オクタン（飽和炭

化水素）、エタノール（脂肪族化合物）を設置した。温度制御チャンバーは恒温槽とマイ

クロチャンバーで構成される。温度制御チャンバーの温度は恒温槽に組み込まれたペル
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チェ素子で制御され、温度エラーは 1800 秒で約±0.05°C である。マイクロチャンバーの

容量は 15.6mm × 15.6mm × 3.38mm である。センシング回路は発振回路と周波数カウンタ

(53131A, Agilent Technologies, Inc.)で構成される。発振回路はアンプ、バンドパスフィル

タフェーズシフタ、ゲインコントローラで構成される。 

 

 
図①-(4)-3-4.1  VOC 感度評価システム 

 

①-(4)-3-5 VOC 濃度センサを用いた VOC センシング 

VOC センシングには、長さ 1498mm、幅 297mm、厚さ 100mm の PC カンチレバーに厚

さ 4.5μm の PBD を成膜したセンサを用いた。センサは温度制御チャンバーに入れられ、

発振回路によりそれぞれ 294kHz の 4 次の曲げ振動モードで発振させられる。センサは

VOC 希釈フローシステムより供給される VOC ガスと窒素ガスに連続して暴露される。温

度制御チャンバーの温度は 20°C、共振周波数の測定間隔は 2 秒とした。 

VOC 暴露によるセンサの共振周波数シフトを図①-(4)-3-5.1 に示す。センサは連続的に

トルエン、オクタン、エタノールに 180 秒暴露される（図①-(4)-3-5.1 のグレーゾーン）。

濃度 1000ppm の場合、共振周波数はトルエン、オクタン、エタノールの暴露により、暴

露開始から 180 秒のポイントでそれぞれ 47Hz、40Hz、10Hz ダウンシフトした。センサの

180 秒でのトルエン、オクタン、エタノールセンシング感度は 0.047 Hz/ppm、0.040 

Hz/ppm and 0.010 Hz/ppm である。濃度 5000ppm の場合、共振周波数はトルエン、オクタ

ン、エタノールの暴露により、暴露開始から 180 秒のポイントでそれぞれ 267Hz、257Hz、

65Hz に達し、エタノールの暴露が終了すると共振周波数はバックシフトし、ベースライ
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ンに戻った。センサは高濃度の VOC に連続して暴露されても熱負荷無しで VOC を放出

することを示した。トルエン吸着後のオクタン暴露とオクタン単体での暴露による共振周

波数シフトの比較のため、オクタン単体の暴露による共振周波数シフトを合わせてプロッ

トしている。トルエン吸着後のオクタン暴露による共振周波数シフト量は 208Hz である。

一方、オクタン単体の暴露による共振周波数シフト量は 213Hz である。トルエン吸着後

のオクタン暴露による共振周波数シフト量とオクタン単体の暴露による共振周波数シフト

量の差異は 2%であり、センサは吸着した VOC を完全に放出していない状態においても

一定の VOC センシング感度を保証できる可能性があることを示した。 

 

 
図①-(4)-3-5.1 VOC 暴露によるセンサの共振周波数シフト 

 

トルエン暴露前のベースラインの共振周波数変動の標準偏差sは 2.6Hz であった。セン

サの精度を 90%（±1.645s）と設定すると 10)、センサが 180 秒、100sccm の流量で検出可

能なトルエン、オクタン、エタノール濃度は 183ppm、215ppm、860ppm である。許容濃

度と微小流量 100sccm、180 秒におけるセンサの検出濃度を図①-(4)-3-5.2 に示す。  

以上の検討により、流量 100sccm、180 秒でトルエン、オクタン、エタノールの許容濃

度（OSHA-PEL：米国労働安全衛生局許容暴露限度）を検出可能な VOC 濃度センサの開

発に成功した。 
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図①-(4)-3-5.2 許容濃度と微小流量 100sccm、180 秒におけるセンサの検出濃度 

 

①-(4)-4 ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサの高精度化 

低環境負荷なプロセスを実現するポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサが作業員の

安全の保証と工場の運用コストの低減を両立するための環境モニタリングをターゲットと

した VOC センサとして十分に実用的であることを示すため、工場の作業環境の温度(JIS 

B 9922)における温度特性補償・ゼロ点補正機能の開発と繰り返し再現性の評価を進めた。 

 

①-(4)-4-1 VOC 濃度センサの温度特性の評価 

センサを工場の環境モニタリングに用いるためには、作業環境の温度範囲における精

度を保証しなければならない。しかし、ポリマーカンチレバーの高次の振動モードにおけ

る温度特性は報告されていない。そこで、センサの高精度化のため、ポリマーカンチレ

バーの高次の振動モードの共振周波数と温度の関係を検証する。 

まず、小型温度センサを搭載した温度特性評価用センサを作製した。図①-(4)-4-1.1a に

温度特性評価用センサを示す。 PC カンチレバーサイズは長さ 1496mm、幅 300mm、厚さ

100mm である。センサの特徴は、セラミックパッケージに小型温度センサ（PT100, DM-

314）を取り付けている点である。センサの 4 次の曲げ振動モードの共振周波数は 297 

kHz であった。 

a. 評価方法 

続いて、温度特性評価用センサの共振周波数の温度依存性を測定した。温度特性評価

用センサは温度制御チャンバーに入れられる。温度制御チャンバーは恒温槽とマイクロ

チャンバーで構成される。PC カンチレバーは発振回路により 4 次の曲げ振動モードで発

振させられる。発振回路はアンプ、バンドパスフィルタ、フェーズシフタ、ゲインコント

ローラで構成される。周波数カウンタで計測された温度特性評価用 PC カンチレバーセン

サの共振周波数と温度センサ（PT100）の温度はデータロガーで収集する。温度制御チャ
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ンバーの温度は 19°C から 26 °C に 0.42°C/min のレートで連続的に上昇させ、その後、

26°C から 19 °C に-0.42°C/min のレートで下降させた。測定は 2 度繰り返し行った。共振

周波数と温度の測定間隔は 2 秒とした。 

b. 評価結果 

温度特性評価用センサの共振周波数の温度依存性を図①-(4)-4-1.1b に示す。温度特性評

価用センサの共振周波数は温度が上昇するに従い、300 Hz/°C のレートで低下する。また、

温度特性評価用センサの共振周波数は温度が低下するに従い、300 Hz/°C のレートで上昇

する。温度範囲 19°C から 26 °C における共振周波数周波数のシフト量は 2100Hz であっ

た。繰り返し測定における変化は確認されていない。本測定に用いた PC カンチレバーは

300 Hz/°C の性能を有する温度センサとなっている。PC カンチレバーの 4 次の曲げ振動

モードの共振周波数は温度に対して線形に近い負の相関関係を有しており、変局点は確認

されない。 

以上の検討により、センサは工場の作業環境の温度(JIS B 9922)において温度補正テー

ブルを用いた温度補正手段により、高精度に温度特性補償およびゼロ点補正が可能である

ことを確認した。 

 

 

図①-(4)-4-1.1 温度特性評価用センサとセンサの共振周波数の温度依存性 

 

①-(4)-4-2 VOC 濃度センサの共振周波数シフトの再現性の評価 

VOC 濃度センサの共振周波数シフトの再現性を悪化させる要因として、温度によるポ

リマー物性の変化と繰り返し振動によるポリマー物性の経年劣化があげられる。工場の作

業環境の温度(JIS B 9922)における共振式センサとしての耐用年数 3 年を保証する基礎

データを取得するため、繰り返し再現性の評価を進めた。繰り返し再現性の評価には小型
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温度センサを搭載した温度特性評価用センサ（図①-(4)-4-1.1a）を用いた。 

a. 評価方法 

再現性の評価装置を図①-(4)-4-2.1a に示す。温度特性評価用センサは発振回路により 4

次の曲げ振動モードで発振させられる。センサは 27°C の環境温度下において 20 日間連

続して発振させられる。20 日間は測定間隔を 1min、測定時間を 1sec と設定した場合の 3

年間の駆動時間に相当する。センサは一日に一度、温度制御チャンバーに設置され、

20°C から 28 °C の温度範囲の熱負荷を加えられる。温度制御チャンバーの温度は 28°C か

ら 20 °C に下降させ、その後、20°C から 28 °C に連続的に上昇させた。温度特性評価用セ

ンサの共振周波数と温度センサ（PT100）の温度は 2 秒間隔データロガーで収集した。 

b. 評価結果 

温度特性評価用センサの共振周波数の繰り返し再現性を図①-(4)-4-2.1b に示す。共振周

波数シフトは 20 日分のデータを合わせてプロットしている。20°C から 28 °C の温度範囲

における温度と共振周波数シフトの傾きに変化はない。同一温度の共振周波数に 0.7%の

差があるが、単純減少、単純増加の傾向は確認されない。0.7%の差は測定毎にセンサを

チャンバーに取り付けて、手動で周波数とゲインを 設定する際の誤差の可能性がある。

センサを 3 年以上駆動しても 0.7%以上の共振周波数、つまり、センサ感度の低下は起こ

らないと考えられる。以上の検討により、共振式センサとしての耐用年数 3 年を保証する

基礎データを取得し、センサの実用化の見通しを得た。 

 

 

図①-(4)-4-2.1 共振周波数シフトの繰り返し再現性 

 

①-(4)-5 センサネットワーク用 VOC 濃度センサの開発と実証検証 

面積：2cm x 5cm 以下、平均消費電力：100μＷ以下のセンサネットワーク用 VOC 濃度

センサを開発するため、小型、低消費電力な共振式 VOC 濃度センサモジュールの開発と
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無線端末と有機太陽電池ユニットの一体化を進めた。さらに、センサを用いた VOC モニ

タリングによる 10%以上の排気量低減効果を示すため、センサネットワーク用の VOC 濃

度センサを局所排気システムで動作させ、排気量低減効果を実証検証した。 

 

①-(4)-5-1 VOC 濃度センサのモジュール化と無線端末の一体化 

一体化された VOC 濃度センサモジュールと無線端末を図①-(4)-5-1.1 に示す。まず、セ

ンシング回路を設計・試作し、VOC 濃度センサをモジュール化した。センシング回路は

発振回路と I2C-IF で構成される。VOC 濃度センサモジュールの面積は 5cm´12cm、電源

電圧は 3.3V、センサ駆動時の消費電流は 17mA である。次に、VOC 濃度センサモジュー

ルと無線端末を一体化した。無線端末は本 PJ で産総研が開発した低消費電力無線端末を

用いた。無線端末の面積は 2 cm ´5cm である。 

VOC 濃度センサモジュールと無線端末の構成とデータを図①-(4)-5-1.2 に示す。 VOC

濃度センサの PC カンチレバーは発振回路により 4 次の曲げ振動モードの共振周波数で発

振させられる（図①-(4)-5-1.2a）。共振周波数は I2C- I/ F により I2C に変換され、送信機

から受信機に通信される（図①-(4)-5-1.2b）。受信データを図①-(4)-5-1.2c に示す。無線

端末により、データ ID、受信時間と共に VOC 濃度センサの周波数データが送受信される。  

 

 

 

図①-(4)-5-1.1 VOC 濃度センサモジュールと無線端末 
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図①-(4)-5-1.2  VOC 濃度センサモジュールと無線端末の構成とデータ 

 

①-(4)-5-2 センサネットワーク用 VOC 濃度センサの開発 

センサネットワーク用 VOC 濃度センサを図①-(4)-5-2.1 に示す。センサネットワーク用

VOC 濃度センサは VOC 濃度センサモジュール、無線端末、太陽電池ユニットで構成され

る。VOC 濃度センサモジュールはセンシング回路を小型化し、さらに駆動電圧の仕様を

1.8V とした。VOC 濃度センサのサイズは 2cm ´ 2cm ´ 0.5cm である。無線端末は本 PJ で

産総研が開発した低消費電力無線端末を用いた。太陽電池ユニットは本 PJ で東工大、日

清紡が開発した有機太陽電池と電源ユニットを用いた。センサネットワーク用 VOC 濃度

センサは全て PJ の成果物で構成され、サイズは 2cm × 5cm × 3cm である。センサネット

ワーク用 VOC 濃度センサの発振回路からの周波数計測時間は 0.1sec、送信部から受信部

への通信に必要な時間は実測値で 0.01sec である。電源制御やソフト上の必要時間を加え、

測定・通信を行う時間は 0.2sec である。有機太陽電池から 20min に一度の電力供給が行

われ、センサネットワーク用 VOC 濃度センサは平均消費電力 36μW で駆動する。 

以上より、ポリマーを用いた共振式 VOC 濃度センサモジュールと無線端末と有機太陽

電池ユニットを搭載した、サイズ 2cm ´ 5cm ´ 3cm、平均消費電力 36μW で駆動するセン

サネットワーク用 VOC 濃度センサを実現した。 
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図①-(4)-5-2.1 センサネットワーク用 VOC 濃度センサモジュール 

 

①-(4)-5-3 センサネットワーク用 VOC 濃度センサを用いた局所排気での実証検証 

VOC 濃度センサを用いた VOC 濃度モニタリングによる 10%以上の排気量低減効果を

検証するため、センサネットワーク用 VOC 濃度センサを一般的な局所排気システムで動

作させ、排気量低減効果を実証検証した。 

実証検証を行った局所排気システムを図①-(4)-5-3.1a に示す。局所排気システム（図①-

(4)-5-3.1a の右図）において比較的 VOC が多量に使用された午後の無線受信データを図①

-(4)-5-3.1b、実証検証データを図①-(4)-5-3.1c に示す。局所排気システム（図①-(4)-5-3.1a

の右図）の流量は 0.4m/s、VOC 濃度センサ設置箇所の照度は 750lx である。 

実証検証データ（図①-(4)-5-3.1c）は受信データと温度補正データをプロットしている。

また、市販の VOC 濃度センサ(VOC-121H、（有）オー・エス・ピー)で測定されたリファレ

ンスデータを合わせてプロットしている。実証検証を行った局所排気システムは正しい運

用がなされているが、VOC 濃度センサを用いたモニタリングにより排気量を低減できる

可能性がある。例えば、局所排気システムを作業環境のトルエン濃度が常に 50ppm 以下

となるように運用する場合、VOC 濃度センサを用いれば VOC 濃度センサの出力に対応し

た排気流量の制御を行うことが可能となり、トルエン 50ppm のライン（図①-(4)-5-3.1c の

緑点線）と温度補正データ（図①-(4)-5-3.1c の青実線）で囲まれた部分に相当する排気量

の低減が可能となる。 
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以上の実証検証により、センサを用いた VOC 濃度モニタリングにより排気システムの

排気量が 50%以上低減する可能性を示した。 

 

図①-(4)-5-3.1 センサネットワーク用 VOC 濃度センサモジュールを用いた実証検証 

 

①-(4)-6 まとめ 

本研究開発では、2cm ´ 2cm ´ 1cm 以下の共振式 VOC 濃度センサと無線端末と有機太

陽電池ユニットを搭載した。面積 2cm ´ 5cm 以下、平均消費電力 100μW 以下で駆動する

センサネットワーク用 VOC 濃度センサの開発を目差した。 

はじめに、低環境負荷なプロセスを実現する小型のポリマーカンチレバーの加工工程

を確立し、10kHz-1MHz の超音波帯域におけるポリマーカンチレバーの材料、寸法、振動

モードと共振周波数、Q 値の関係を明らかにすることで、ポリマー構造体の設計において

重要なデータを示した。次に、2cm ´ 2cm ´ 0.5cm の共振式 VOC 濃度センサを低環境負荷

なプロセスを実現するポリマーを用いて開発した。また、センサの高感度化により、微小

流量 100sccm、180 秒でトルエン、オクタン、エタノールの許容濃度を検出可能な VOC

濃度センサの開発に成功した。最後に、共振式 VOC 濃度センサモジュールの開発と無線

端末と有機太陽電池ユニットの一体化を進め、サイズ 2cm ´ 5cm ´ 3cm、平均消費電力

36μW で駆動するセンサネットワーク用 VOC 濃度センサを開発した。 

以上の研究開発を通じて、モジュール化した 2cm ´ 2cm ´ 0.5cm の共振式 VOC 濃度セ

ンサと無線端末と有機太陽電池ユニットを搭載した。サイズ 2cm ´ 5cm ´ 3cm、平均消費
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電力 36mW で駆動するセンサネットワーク用 VOC 濃度センサを実現した。さらに、ネッ

トワーク用 VOC 濃度センサを局所排気システムに設置して実証検証し、センサを用いた

VOC 濃度モニタリングにより排気システムの排気量が 50%以上低減する可能性を示した。 
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①-(5) 赤外線アレーセンサの開発【オムロン(株)】  

①-(5)-1 研究開発の背景・目的と目標 

＜研究開発の背景・目的＞ 

店舗や製造現場、クリーンルーム、オフィスなどの環境のグリーン化を最適に進める

ために、広範囲で多種な各種電子電気機器、空調機器、さらに製造装置などの使用状況や

環境としての空間の状況、従事者の状況などをよりきめ細かく把握する必要性がある。従

来、オフィスなどのトイレや、エアコンや液晶テレビなどの家電において、省エネルギー

の観点から、人の有無を検出するために、人が発する赤外線を検知する赤外線センサが用

いられている。この赤外線センサをアレー化することで人や装置、環境の詳細な状態を把

握することができる。しかし、現状の赤外線カメラに代表される赤外線アレーセンサは非

常に高価であり、安価な赤外線アレーセンサの開発が求められている。したがって、従来

の検出方式を踏まえた上で、低コスト・小型化かつ低消費電力化に最適な MEMS 技術を

駆使し、新たなセンサを開発することが重要になる。センサに求められる性能の一例とし

ては、図①-(5)-1.1 に示す様に、5m 四方程度の部屋をカバーでき、かつ人の存在位置や動

きの状態を一目で検知することを想定し、1 画素の視野範囲が人と同程度の大きさとなる

ように 16×16 画素以上で、フレームレートとしては 10fps 程度の赤外線アレーセンサが

必要となると想定される。この赤外線アレーセンサを使用することにより、周辺の環境温

度と人の動きや存在位置を把握することで空調設備や照明機器を最適制御することによっ

て、省エネルギー化に貢献する。 

 

 

  

図①-(5)-1.1 人の位置・人数の検知による空調と照明の省エネのイメージ 
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＜研究開発の目標＞ 

最大 16 × 16 画素程度で、フレームレートとしては最大 10fps 程度の赤外線アレーセン

サを開発する。センサチップとレンズ系を組み合わせた状態で、センサモジュールサイ

ズ 2cm × 5cm 以下を実現し、合わせて、間欠動作や可変フレームレート、画素選択など

のデータ処理を行うことにより、センサチップの平均消費電力 100μW 程度で人体検知が

可能な、小型赤外線アレーセンサを実現する。 

 

①-(5)-2 赤外線アレーセンサの設計・試作 

①-(5)-2-1 赤外線アレーセンサの概要  

赤外線センサは、対象物から放射される赤外線を受光し、受光したエネルギー量に応

じて温度に換算して、電気信号として出力するセンサである（図①-(5)-2-1.1）。対象物の

温度を非接触で測定できるという特徴を持っており、電子レンジでの加熱物の温度測定や、

体温計等に利用されている。また、受光素子をアレー化することにより、測定エリア内の

温度分布を人間の視覚を刺激しないで物を見られるという特徴を持つ。図①-(5)-2-1.2 に、

カメラで撮影した画像と、赤外線アレーセンサで測定した熱画像を示す。カメラで撮影し

た画像の場合、測定エリア内の個人を特定できるためプライバシーを侵害する可能性が高

い。一方、赤外線アレーセンサの熱画像の場合、人体から放射された熱の情報のみを利用

するので、プライバシーを侵害することなく、人の位置や人数を検知することが可能にな

る。  

 

 

図①-(5)-2-1.1 赤外線センサの概要 
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図①-(5)-2-1.2 赤外線受光素子をアレー化する効果 

 

①-(5)-2-2 サーモパイル型赤外線アレーセンサの特徴  

図①-(5)-2-2.1 に、赤外線センサの検知方式の比較を示す。赤外線センサの検知方式の

中で熱型として、代表的には、焦電型、ボロメータ型、サーモパイル型、ダイオード型が

存在する。この中で、①温度測定が可能であること、②バイアス電流が不要であること、

および③通常の IC の作製に利用される CMOS プロセスを用いることが出来ることから、

低消費電力・低コストな赤外線アレーセンサの実現にはサーモパイル型が有利である。図

①-(5)-2-2.2 にサーモパイル型赤外線センサの測定原理を示す。対象物から放射される赤

外線をサーモパイルセンサ素子に集光し、センサ素子上の温接点を加熱する。冷接点と温

接点は異なる金属で作製されており、ゼーベック効果により温接点と冷接点間の温度差に

応じた起電力が発生する。起電力に信号処理を施し、起電力の大きさに応じた温度信号に

換算することで、対象物の温度を測定する。 

 

 
図①-(5)-2-2.1 赤外線センサの方式比較 
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図①-(5)-2-2.2 サーモパイル型赤外線センサの測定原理 

 

①-(5)-2-3 赤外線アレーセンサの開発目標仕様  

赤外緯線アレーセンサの使用イメージを図①-(5)-2-3.1 に示す。赤外線アレーセンサを

搭載したセンサ端末（以下、赤外線アレーセンサ端末）は、床から 2.0m～3.0m の高さの

天井に設置され、約 1～2m 先の距離に滞在する人から放射される赤外線を測定する。 

赤外線アレーセンサの開発目標仕様を表①-(5)-2-3.1 に示す。設備の大規模な工事を必

要とせず、長期間のメンテナンスを不要とするためには、赤外線アレーセンサ端末の小型

化・低消費電力化が必要である。小型化の目標として、サイズ 2cm×5cm とした。また消

費電力については、1 回/分の頻度で人数・人の位置・温度の検知を行った際に、平均消

費電力 100uW 以下を目標とした。 

天井高さが 3.0m の場合、測定エリアは約 5m 角となる。このエリアを１つの赤外線セ

ンサでカバーするためには、視野角は 90 度以上を目標とした。また、人の皮膚が安定し

て露出している頭部を１画素以上で測定するために、赤外線アレーセンサの解像度は、

256 画素以上（＝縦 16 画素×横 16 画素）を目標とした。また、屋内における人と室温の

温度差を評価した結果を踏まえて、人検知を行うための温度分解の目標は 0.3℃以下とし

た。更に、1.0m/sec で移動する人の位置を検知できるよう、応答速度 10fps 以上を目標と

した。なお、通信方式は、256 画素素子から送信されるデータ量と通信速度の制約から、

1kHz 以上の通信速度に対応可能な SPI（シリアル・ペリフェラル・インタフェース）を

採用した。  
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図①-(5)-2-3.1 赤外線アレーセンサの使用イメージ 

 

表①-(5)-2-3.1 赤外線アレーセンサの目標仕様 

項目 値 

画素数 256 画素（＝縦 16×横 16） 

視野角 90 度以上 

応答速度 10fps 以上 

温度分解能 0.3℃以下 

サイズ 20×37mm 

通信方式 SPI 

 

①-(5)-2-4 サーモパイル型赤外線アレーセンサ小型化の課題  

図①-(5)-2-4.1 にサーモパイル赤外線アレーセンサの感度の関係式を示す。赤外線ア

レーセンサの小型化のためには、素子の小型化が必要となる。しかし、素子の小型化によ

り感度が低下することから、センサ素子の高感度化技術が必要となる。サーモパイル型赤

外線センサの感度向上の方策として、サーモパイル数を補足し熱抵抗を増加させることや

吸収膜を大きくすることによって開口率を上げる方向が取られているが、上記方策では、
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熱容量と熱抵抗が増加するので素子の応答速度を下げることになる。また、従来のパッ

ケージ全体を真空状態にして感度を向上する方策が採られているものは、コスト増加の要

因となり利用範囲が限られていた 1)。  

感度と応答速度の関係と性能比較を示したのが表①-(5)-2-4.1 である。この表からわか

るように、従来では感度と応答速度の両立が困難であったため、目標とする要望を実現す

るために、必要十分な感度と応答速度を実現できていなかった 2)-3)。  

 

 
図①-(5)-2-4.1 サーモパイル赤外線センサの感度 

 

表①-(5)-2-4.1 感度と応答速度の性能比較 

 

 

①-(5)-2-5 赤外線アレーセンサの開発コンセプト  

我々は、小型で低消費電力な赤外線アレーセンサ端末を実現する手段として、従来の

CMOS プロセスで作製可能なサーモパイル型赤外線アレーセンサを用い、素子の小型化

による感度の低下を補うために、赤外線の集光を目的とした光学素子を積層し真空封止を

行う。また、真空封止によるデメリットである応答速度の低下に対して、素子構造設計に

より熱容量を小さくすることで素子の応答性向上を図る 4)。 
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赤外線アレーセンサチップの開発コンセプトに基づく構造模式図を図①-(5)-2-5.1(a)(b)

に示す。センサチップは、センサ側とキャップ側の 2 つの部品で構成される。センサ側の

表面には、256 画素のセンサ素子とそれらを選択するためのスイッチング回路を形成し、

センサ側の裏面には Al の反射膜を形成する。キャップ側にはセンサ素子の周囲を真空に

するための空間と、その空間内のガス成分を吸着する吸着剤（ゲッター）を形成する。赤

外線センサの上部から入射し、センサ素子を透過した赤外線は、チップ裏面の反射膜に

よって反射し集光され、再び上部の赤外線センサの赤外線吸収膜に入射する構造となって

いる。これにより、赤外線センサの開効率が向上し、赤外線吸収膜へ入射する赤外線光量

が増加することで、感度の向上が実現できる。センサ側とキャップ側の構成部品は、いず

れもシリコンウェハ上に作製する。センサ側とキャップ側を、ウェハレベルで真空封止す

ることによって、256 画素のセンサ素子周囲を真空にする。接合方式としてはウェハの平

坦度の許容性と接合材料からのアウトガスの観点から金属の共晶接合を採用した。接合後、

ブレードダイシングを利用してチップサイズにカットする。   

 

 

(a)チップ全体 

 

(b)断面構造 

図①-(5)-2-5.1 赤外線アレーセンサチップの構造模式図 
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①-(5)-2-6 サーモパイルセンサチップ設計  

①-(5)-2-6-1 真空下におけるサーモパイルセンサ素子の感度設計  

真空下でのサーモパイルセンサ素子の感度の関係式を図①-(5)-2-6-1.1 に示す。これよ

り、センサの感度は、センサ素子の熱抵抗に依存することが分かる。真空下でのセンサ素

子の感度を解析するために、素子のサーモパイルセンサ素子の熱抵抗を、サーモパイルセ

ンサ素子構造に起因する要素と、サーモパイルセンサ素子周囲の気体の熱伝導に起因する

要素に分解。サーモパイルセンサ素子の構造に起因する要素に対しては、構成材料の物性

と形状を主なパラメータとして、熱電解析ソフトでのモデリングを行った。また、センサ

素子周囲の気体の熱伝導に対しては、気体の熱伝導率とセンサ素子周囲の構造物との距離

をパラメータとして、熱電解析ソフトでのモデリングを行った。これらの検討結果を集約

して、サーモパイルセンサ素子の構造と、素子周囲の気体の真空度の変化による熱抵抗の

変化を、モデル化した。  

 

 

図①-(5)-2-6-1.1 サーモパイルセンサ素子の感度設計  

 

①-(5)-2-6-2 ウェハレベル真空封止工程設計   

従来の真空封止方式とウェハレベル真空封止方式の比較を、図①-(5)-2-6-2.1 に示す。

従来の真空封止では、センサチップを別のパッケージ内に搭載し、パッケージ内部を真空

封止する方式であった。この方式では、パッケージ分だけサイズが大きくなり、赤外線ア
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レーセンサの小型化が困難であった。また、センサ毎に個別で真空封止を実施する必要が

あり、低コスト化が困難であった。これに対し、ウェハレベル真空封止では、チップサイ

ズと同程度のキャップでセンサ素子を真空に出来るため、チップサイズまでパッケージサ

イズを小型化できる。加えて、複数のセンサチップを一括で真空封止できるため、センサ

１個当たりの工数が削減でき、センサチップの低コスト化が可能になる。  

接合方式としては、①ウェハの平坦度の許容が高いこと、②接合材料からのアウトガ

スが少ないこと、および②接合時のウェハ加熱温度で、素子の特性が変化しないことから、

AuSn の共晶接合を採用した。Au と Sn が均一に拡散した共晶状態を形成するために、

様々な重量比と接合温度での条件出しを実施し、Au：Sn＝8:2（重量比ベース）・接合温

度は 350℃とした。また、図①-(5)-2-6-2.2 に示すように、Au と Sn の共晶接合部の下地と

なる Ti 膜と、SiO2 の界面の密着力が低く、接合後に Ti 膜と SiO2 の界面でキャップ側が

剥離する課題が生じていた。これに対しては、Ti の成膜条件・Ti 膜幅と Ti 膜と SiO2 間

の密着力の関係を評価し、Ti と SiO2 間の密着力を向上に向けた最適化を行った。また、

Au と Sn の重量比・接合温度の最適化も行った。   

 

 

 

図①-(5)-2-6-2.1 真空封止方法とパッケージサイズの比較 
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図①-(5)-2-6-2.2 真空封止工程設計の課題 

 

①-(5)-2-6-3 高速応答性の実現に向けたサーモパイルセンサ素子の構造設計  

サーモパイルセンサ素子の構造設計結果を、図①-(5)-2-6-3.1 に示す。真空下で使用す

るサーモパイルセンサ素子の従来設計では、センサ素子の熱抵抗を大きくするために、赤

外線吸収膜の面積をなるべく大きくし、細く・長い２本の梁で吸収膜を保持する構造で

あった。この構造の場合、対象物から放射された赤外線を吸収しやすくなりサーモパイル

センサ素子の感度を高めることができるが、一方で、赤外線の吸収によって吸収膜で発生

した熱エネルギーが基板へ伝導しにくいため、サーモパイルセンサ素子の応答速度を高め

る事が難しかった。 

そこで、我々は、サーモパイルセンサ素子の形状を S 字形状にすることで、熱抵抗の

低下を抑えながら熱伝導速度を高めた。  

 

図①-(5)-2-6-3.1 サーモパイルセンサ素子の構造設計結果 
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①-(5)-2-7 赤外線アレーセンサチップの開発成果  

①-(5)-2-7-1 真空下におけるサーモパイルセンサ素子の感度設計結果  

サーモパイル素子周囲の真空度の変化に対する感度設計と実測の比較結果を、図①-(5)-

2-7-1.1 に示す。真空度の変化に対して、設計値と実測値がほぼ一致していることを確認

した。また、サーモパイルセンサ素子を真空封止することにより、約 5 倍の感度向上の効

果が得られることを確認できた。これにより、従来よりも小型・高感度なサーモパイルセ

ンサ素子の設計を実現した。  

 

 
図①-(5)-2-7-1.1 サーモパイルセンサ素子の感度設計と実測の比較結果 

 

①-(5)-2-7-2 ウェハレベル真空封止工程設計の結果  

ウェハレベル真空封止工程の設計結果を、図①-(5)-2-7-2.1 に示す。Ti 成膜条件・Ti 膜

幅の最適化により、Ti と SiO2 間の密着力を向上した。これにより、接合後の Ti 膜と

SiO2 膜の界面でのキャップ剥離の問題を解決した(図①-(5)-2-7-2.1.(a))。また、Au と Sn

の重量比・接合温度を最適化によって、従来、接合後の Au と Sn の共晶部分に生じてい

たひび割れを解消した。これにより、長期間真空度を維持できなくなるリスクを低減する

ことができた(図①-(5)-2-7-2.1.(b))。  
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(a)チップ剥離 

 

 
(b)共晶接合部の SEM 写真 

図①-(5)-2-7-2.1 ウェハレベル真空封止工程の改善 

 

①-(5)-2-7-3 サーモパイルセンサ素子の応答速度測定結果  

開発したサーモパイルセンサの SEM 写真と、サーモパイルセンサ素子の写真を、図①-

(5)-2-7-3.1 (a),(b)に示す。7.0mm 角のチップサイズに、256 画素のサーモパイルセンサ素

子とスイッチング回路を形成した。加えて、サーモパイルセンサ素子の S 字形状の最適

化と、センサ素子を構成する薄膜の応力制御により、高歩留りでセンサ素子を作製するこ

とができた。  

サーモパイルセンサ素子の時定数の評価結果を、図①-(5)-2-7-3.2 に示す。チョッパー

を用いてサーモパイルセンサ素子へ間欠的に赤外線を照射し, 一画素のアナログ出力をオ

シロスコープで測定することで時定数を評価した。時定数は 17msec 以下であり、この結

果から、サーモパイルセンサ素子の応答速度は 19fps（≒1000/17/3）であり、センサ素子

として 10fps 以上での動作が可能であることを確認できた。  
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(a)サーモパイルセンサの SEM 写真      (b)サーモパイルセンサ素子の写真  

図①-(5)-2-7-3.1 作製したサーモパイルセンサの写真 

 

 

図①-(5)-2-7-3.2 サーモパイルセンサ素子の時定数の評価結果 

 

①-(5)-2-7-4 チップ開発結果  

開発したチップの写真を、図①-(5)-2-7-4.1 に示す。チップサイズは 6.9mm×6.9mm で

ある。ウェハレベル真空封止方式を利用することにより、チップサイズにまでパッケージ

サイズを小型化することができた。 

屋内での使用を想定の元、開発したチップの信頼性評価結果を行った。試験項目は、

85℃85%の高温高湿試験と、-40℃/80℃の熱衝撃の２種類である。試験結果を図①-(5)-2-7-

4.2 に示す。ウェハレベル真空封止は、長期間の真空度維持が課題であったが、Au と Sn

の共晶接合条件と接合部の構造を最適化と、ガス吸着材による真空度維持の効果により、

チップ内の真空度を長期間維持する事が可能になった。  
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図①-(5)-2-7-4.1 開発したチップの写真 

 

 
(a) 熱衝撃試験の結果（N=10）          (b) 高温高湿試験の結果（N=10） 

図①-(5)-2-7-4.2 信頼性評価結果 

 

①-(5)-2-8 赤外線アレーセンサのモジュール設計  

①-(5)-2-8-1 モジュールのコンセプト   

 赤外線アレーセンサのモジュールのコンセプトを図①-(5)-2-8-1.1 に示す。センササイ

ズの小型化のため、サーモパイルセンサチップと処理回路をレンズホルダー内に実装する

と共に、センサ出力を温度に換算するマイコンとその周辺部品をセンサ裏面に実装する。  
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図①-(5)-2-8-1.1 赤外線アレーセンサモジュールのコンセプト 

 

①-(5)-2-8-2 モジュールの回路・温度換算部設計  

赤外線アレーセンサモジュールの回路設計を図①-(5)-2-8-2.1 に示す。センサチップか

ら出力された信号を２段の増幅回路で増幅した後、マイコン内で 10bit のデジタル信号変

換に変換。得られた信号値と NTC サーミスタで測定した室温を元に、マイコンの Flash 

ROM に格納された補正テーブルを参照して温度換算を行う。低消費電力化のため、エリ

ア内の温度を測定する測定モードと、温度測定を停止する待機モードの 2 種類の動作モー

ドをマイコン内に搭載。測定モードと待機モードを切り替えることで、赤外線アレーセン

サの間欠動作を行えるようにした。また、256 画素のサーモパイルセンサ素子をスイッチ

ングする周期を変更できようにすることで、可変フレームレートを行えるようにした。  
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図①-(5)-2-8-2.1 赤外線アレーセンサの回路ブロック図 

 

①-(5)-2-8-3 赤外線アレーセンサのモジュール開発成果  

 開発した赤外線アレーセンサの写真を図①-(5)-2-8-3.1(a)に、赤外線アレーセンサで取得

した熱画像を図①-(5)-2-8-3.1(b)に示す。アレーセンサのサイズは 2cm×3.7cm であり、

2cm×5cm 以下の小型化を達成した。 

 また、赤外線アレーセンサを床から 2.5m に設置した状態で人の熱画像を測定し、人の

領域とその周囲の領域を、熱で判別できそうかを確認した。測定した熱画像の一例を図

22 に示す。取得した熱画像から、人の頭部の領域（赤色部）と床の領域（青色部）の温

度差が約 2.0℃程度生じていることを確認。また、人の頭部の領域（赤色部）のサイズが

5 画素程度あることを確認。人の特徴量として、人と周囲の温度差と、人の領域のサイズ

を利用することで、人検知を行える見込みがあることを確認できた。  

サイズ 2cm×3.7cm 

(a)赤外線アレーセンサ 
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(b)赤外線アレーセンサの熱画像 ＊左はカメラ画像。右が熱画像。 

図①-(5)-2-8-3.1 赤外線アレーセンサとその熱画像 

 

①-(5)-3 赤外線アレーセンサ端末開発  

 赤外線アレーセンサの温度データを利用し、エリア内の温度分布と、人の人数・位置を

検知できるセンサ端末の開発を行った 5)-6)。  

 

①-(5)-3-1 赤外線アレーセンサ端末設計  

①-(5)-3-1-1 赤外線アレーセンサ端末の目標仕様  

赤外線アレーセンサ端末の仕様を、表①-(5)-3-1-1.1 に示す。赤外線アレーセンサ端末

の低消費電力化のため、測定エリア内の人検知を複数回行った後、無線送信を１回行うよ

うな使用に対応できるよう、端末の仕様を策定した。また。エリア内温度については、赤

外線アレーセンサから得られた 256 領域分（＝16×16）の温度データの平均値を取り、16

領域分（=4×4）の温度データに削減して送信する仕様とした。  
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表①-(5)-3-1-1.1 赤外線アレーセンサ端末の目標仕様 

仕様項目 値 補足 

サイズ 2cm×5cm ― 

平均消費電力 100uW 以下 １回/分測定時 

データフォーマット 

（出力データの構成要素） 

センサ ID ― 

計測年月日 ― 

エリア内温度の最大値 

4×4 領域に間引いて出力。 

複数回測定後、無線送信を

行う事を想定。 

エリア内温度の最小値 ↑ 

人の位置 ― 

検知人数の最大値 
複数回測定後、無線送信を

行う事を想定。 

検知人数の最小値 ↑ 

赤外線アレーセンサ 

周囲の温度 
NTC サーミスタの温度 

 

①-(5)-3-1-2 赤外線アレーセンサ端末の構造設計   

 赤外線アレーセンサ端末の構造図を図①-(5)-3-1-2.1 に示す。赤外線アレーセンサでエ

リア内の温度を取得し、人検知基板にデータを送信する。人検知基板では、温度データか

らエリア内の温度分布、および人の位置・人数を検知し、無線モジュールへ検知結果を送

信する。赤外線アレーセンサ端末の小型化のために、赤外線アレーセンサと人検知基板を

積層した構造とした。 

 
図①-(5)-3-1-2.1.  赤外線アレーセンサ端末の概念図 
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①-(5)-3-2 人検知アルゴリズム設計   

 人検知アルゴリズムの概要を図①-(5)-3-2.1 に示す。赤外線アレーセンサ端末の低消

費電力化を図るため、パターンマッチングのような方法を利用せず、基準温度との比較に

より人検知を行う簡便なアルゴリズムとした。アルゴリズムの流れは以下の通りである。 

①赤外線アレーセンサから、256 画素分の温度データを取得 

②取得した温度データの最頻値を算出し、これを基準温度とする 

③基準温度にしきい値を加算し、これよりも温度が高い領域を抽出 

④抽出した領域の画素サイズを算出し、ある範囲内を満足する場合、人と判定 

 

 
図①-(5)-3-2.1 人検知アルゴリズムの概要 

 

①-(5)-3-3 赤外線アレーセンサ端末の開発成果    

開発した赤外線アレーセンサ端末の写真を図①-(5)-3-3.1 に示す。デジタルノギスで赤

外線アレーセンサ端末のサイズ測定を行い、2cm×5cm 以下を満足することを確認した。

これにより、センサーネットワークでの利用に適した小型な赤外線アレーセンサ端末を実

現できた。 

次に、開発した赤外線アレー端末の平均消費電力を評価した。センサ端末の電源端子

に高精度な電流計を接続し、赤外線アレーセンサによる温度取得から人検知までの平均消

費電流を測定し、駆動電圧との積算を行うことで、平均消費電力を評価した。端末の測定

頻度は、省エネでの使用を想定した１回/分とした。評価結果を図①-(5)-3-3.2 に示す。赤

外線アレーセンサの高速応答性を実現したことで、温度データ取得にかかる時間を短縮

（図の AD 取得の部分。従来品の場合は 2.5 倍の時間が必要）。評価の結果、1 回/分動作
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時における赤外線アレーセンサ端末の平均消費電力は 95.1uW であった。これにより、セ

ンサネットワークでの利用に適した低消費電力な赤外線アレーセンサ端末を実現できた。 

 

デジタルノギスでの 

サイズ測定結果： 

19.99mm×49.99mm×16.69mm 

 

 

 

 

図①-(5)-3-3.1 赤外線アレーセンサ端末の写真 

 

 

図①-(5)-3-3.2. 赤外線アレーセンサ端末の平均消費電力評価結果 

 

次に、開発した赤外線アレーセンサ端末の人検知精度の評価を行った。床から 2.5m の

高さに赤外線アレーセンサ端末を設置し、測定エリア内に熱源が無い状態において、1 人

がセンサ直下に滞在した状態と、人が不在の状態で、検知人数が正しく出力される精度を

30 分間評価した。1 人がセンサ直下に滞在した状態での人検知精度は 80%、人が不在の

状態での人検知精度は 90%であった。  

 

①-(5)-4 スマートオフィスワーキングでの赤外線アレーセンサ端末実証 

中小規模（500m2 未満）のオフィスに自立電源で駆動・無線送信する赤外線アレーセン
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サ端末、コンセントレータを設置し、フロア全体の温度分布・人位置の見える化に基づく

省エネ指示（空調・換気・窓開閉）の実施により、省エネ効果の実証を行った。 

 

①-(5)-4-1 実証における赤外線アレーセンサ端末の役割   

空調制御における赤外線アレーセンサ端末の検知項目を、表①-(5)-4-1.1 に示す。赤外

線アレーセンサ端末は、検知エリア内の人の温度分布・人位置・人数を検知する。これら

の情報をシステムで処理することによって、不在エリアでの無駄運転・過剰換気・無駄運

転のようなエネルギーロスを発見し、空調の停止や人数に応じた換気量の制御を行うこと

によって、エネルギーロスの削減につなげる。また、これらの検知情報を利用することで、

空調だけでなく、不在エリアでの照明点灯のようなエネルギーロスの削減にも利用するこ

とができる。   

 

表①-(5)-4-1.1 空調制御における赤外線アレーセンサ端末の検知項目 

 

 

①-(5)-4-2 実証用赤外線アレーセンサ端末の仕様  

オフィスワーキングで整合した、赤外線アレーセンサ端末の仕様を表①-(5)-4-2.1 に示

す。天井に貼るだけで端末を設置できるよう、センサ端末に太陽電池と無線通信モジュー

ルを一体化し、電源・配線工事を不要にした。また、太陽電池と無線通信モジュールは、

スマートオフィスワーキング参画企業であるローム社の開発品を利用することとした。  
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表①-(5)-4-2.1 赤外線アレーセンサ端末の仕様 

仕様項目 仕様値  

平均消費電力  590uW  

計測回数  3 回/min 

無線送信回数 1 回/min 

端末サイズ  7cm×7cm  

端末厚み  1.7cm  

動作時間  平日 8時間  

備考  照度： 約 2000lux  

 

 

①-(5)-4-3 開発した赤外線アレーセンサ端末  

開発した赤外線アレーセンサ端末を図①-(5)-4-3.1 に示す。センサ端末は磁石で照明に

張り付ける構造とした。表面に赤外線アレーセンサを配置し、裏面に太陽光パネルを配置

することによって、照明光で発電した電力での動作が可能である 7)。 

 

 
(a)赤外線アレーセンサ端末の写真      (b)照明に取り付けた状態の写真  

図①-(5)-4-3.1 開発した赤外線アレーセンサ端末 

 

 赤外線アレーセンサ端末での人数検知精度の評価結果を図①-(5)-4-3.2 に示す。中小

規模オフィス内に 2 台の赤外線アレーセンサ端末を設置。設置したセンサの測定エリア内

に、4 人が滞在（各センサに 2 人ずつ）した状態で 30 分間の出力人数を測定し、実際の

人数と一致する割合を評価した。その結果、最小出力人数が実際の滞在人数と一致する精

度は 83％であった。 

 

赤外線アレーセンサ（表面）   
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図①-(5)-4-3.2. 中小規模オフィスでの人数カウント精度の確認結果 

 

①-(5)-4-4 中小規模オフィスでの省エネ効果 

 開発した赤外線アレーセンサ端末を、2 物件の中小規模のオフィスに設置。赤外線ア

レーセンサ端末を用いたセンサーネットワークシステムを構築し、フロア全体の温度分

布・人位置の見える化に基づく省エネ指示（空調・換気・窓開閉）の実施による省エネ効

果の実証を行った。設置した赤外線アレーセンサ端末数は、計 46 台（41 台と 5 台）であ

る。 

 環境計測やエネルギー消費量等の把握（見える化）及びエネルギー消費量の制御（最適

化）により、10％以上の省エネ効果を確認した。詳細は、③-(2)-i)中小オフィス用グリー

ンセンサネットワークシステム開発の成果を参照のこと。  

 

①-(5)-5 まとめ 

空調設備や照明機器を最適制御による省エネルギー化への貢献を目的に、環境温度と

人の人数や存在位置を把握できる小型・低消費電力な赤外線アレーセンサ端末の開発を

行った。 

サーモパイル式赤外線センサの感度と応答速度の両立の課題に対して、ウェハレベル

真空封止工程設計と S 字型センサ素子構造設計を行い、16×16 画素で 10fps の応答速度

が可能な赤外線アレーセンサチップを開発した。  

開発したセンサチップと処理回路・レンズ系を両面実装により組み合わせることで、

モジュールサイズ 2cm×5cm 以下を満足する赤外線アレーセンサを開発した。また、間欠

動作や可変フレームレート、画素選択などのデータ処理と、基準温度との温度差を利用し

た人検知アルゴリズムを搭載することにより、平均消費電力 100μW 以下の赤外線アレー

センサ端末を実現した。 

 更に、太陽電池と無線モジュールを搭載し、大規模な電源・配線工事が不要で、長期間

メンテナンス不要な実証用センサ端末を開発。中小規模のオフィスへ設置し、フロア全体



  

 205 

の温度分布・人位置の見える化に基づく省エネ指示（空調・換気・窓開閉）の実施による

省エネ効果 10%以上の実証に貢献した。  

 

①-(5)-6 参考文献  
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② 無線通信機能及び自立電源機能を搭載したグリーンセンサ端末の開発 

②-(1) 超小型高効率ナノファイバー構造光電・熱電変換自立電源の開発【東京工業大

学、住江織物(株)、日清紡ホールディングス(株)、(再委託先：信州大学)】 

②-(1)-1 研究の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

建物、工場、オフィス環境等に多数のセンサ端末を縦横無尽に配置することによって

柔軟かつ統合的なシステムを構築し、エネルギー消費の見える化と最適制御を行うために

は、センサ端末の小型化・低消費電力化に加えて、センサ使用環境中に希薄分散している

光エネルギーや熱エネルギーを効率良く電力に変換することによってセンサに自立的かつ

安定的に電力を供給できる小型電源の開発が強く求められている。従来のセンサ電源とし

て利用されているボタン型電池やリチウムイオン電池は、小型化は可能であるが、電池交

換や充電等のメンテナンスが必要であり、多数のセンサ端末を必要とするセンサネット

ワークシステムの構築には適していない。また、室内環境発電（エネルギー・ハーベス

ト）技術として実用化されているアモルファスシリコン型太陽電池では、一層の高効率化

（高出力化）と小型化・フレキシブル化を同時に実現することが難しいという現状がある。

さらに、光エネルギーのみを利用した電源は消灯時には使用できない。センサ利用環境の

拡大を実現するためには、複数の環境エネルギーを利用でき、さらに蓄電機能を備えた、

小型・軽量・メンテナンスフリーかつレイアウトフリーな自立電源の開発が必須である。 

 

＜研究開発の目標＞ 

複数の環境エネルギー源を利用でき、さらに蓄電機能を備えた電源の開発により、セ

ンサ使用環境中に希薄分散している光エネルギーと熱エネルギーを効率良く電力に変換し、

センサ端末へ安定的に電力を供給できるメンテナンスフリーな小型自立電源を実現する。   

本研究開発項目では有機半導体材料を用いて光電変換素子および熱電変換素子を開発

する。プロジェクト期間内に 5cm×2cm 以下のサイズで 150μW 以上の出力目標を達成し、

実環境下での実証試験を実施するために、光電変換を利用した電源モジュールで 150μW

以上の出力が可能な自立電源を開発する。さらに実証環境暗所用補助電源として熱電変換

を利用した電源モジュールの開発を進める。要素技術として原料（有機半導体）合成技術、

原料のナノファイバー化技術、発電素子のシート化技術、発電・蓄電一体化技術、電源モ

ジュール化技術を確立し、実証実験環境下でセンサ端末電源として使用する。 

 

＜有機材料と特徴と光電変換素子の構成＞ 

有機材料は軽量・薄型・フレキシブルな素子作製に適しており、素子作製過程におい



  

 207 

ても塗布プロセスの利用が可能である。 

各要素技術開発の報告に先立ち、本研究開発項目で検討した有機薄膜太陽電池の構成

について説明する。有機太陽電池(OPV)の一つ、バルクヘテロジャンクション型有機薄膜

太陽電池は、以下の素子構成から成る(図②-(1)-1.1）1)- 3)。 

 基板 / ITO（陽極）/ 正孔捕集層（HCL）/ 活性層 / 電子捕集層（ECL）/ 金属電極

（陰極）左→右（図中、下→上）へ順に各層を成膜、積層する。図②-(1)-1.1 の様に陽極

が最下層（＝基板側）、陰極が最上層となる素子を順層素子、陰極から順に構築したもの

を逆層素子と呼ぶ。各層の組成、膜厚等により、太陽電池の発電特性は大きく異なる。屋

内向け自立電源に搭載する太陽電池パネルにおいては、HCL には PEDOT:PSS、ECL には

TiOx を選定した 4)- 5)。 

 

図②-(1)-1.1 太陽電池の素子構成 

 図②-(1)-1.2 に一般的な活性層として、p 型有機半導体に P3HT、n 型有機半導体に

PC60BM を用いた OPV 6)- 7) の分光感度曲線と視感度曲線を示す。両者はよい重なりを示

しており、OPV に用いられる有機半導体色素材料は可視光を効率よく吸収-変換できるこ

とが分かる。 
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図②-(1)-1.2 有機薄膜太陽電池の分光感度 

 2 eV 以上のエネルギーギャップを有する（すなわち 620 nm 以下の波長を吸収しうる）

有機半導体色素は比較的容易に合成できることから、OPV は屋内照明（可視光）に対す

る発電素子として適している。OPV の性能は活性層に用いる有機材料によって決まるが、

屋内向け太陽電池としての性能を最大限に引き出すためには以下にのべる開発した有機材

料およびナノ構造制御技術に加えてさらに次の 2 点を考慮して素子を開発することが重要

となる。 

l 光源に応じた素子内の各層での吸収および各界面での屈折条件を考慮した光学設計 

l 低密度キャリアの再結合を抑制しうる電子、正孔各パスの形成および界面エネルギー

設計 

 

②-(1)-2 ナノファイバー構造自立電源の開発【東京工業大学、住江織物(株) 、(再委

託先：信州大学)】 

②-(1)-2-1 光電･熱電変換素子原材料製造技術の開発【(再委託先：信州大学)】 

②-(1)-2-1-1 ナノファイバー構造を形成する有機薄膜太陽電池用有機半導体の開発 

平面性骨格を含む有機半導体を設計し、自己組織化によるナノファイバー形成およびナノ

ファイバー構造を含む有機薄膜太陽電池性能に関する検討を行った。開発した 2 種の有機

半導体の合成スキムを Scheme 1 に示す。中心にピレンを持ち、周辺にオリゴチオフェン

側鎖を持つ Py-1 および Py-2 を新規に合成した。 
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Scheme 1 

 

 

a)                       b) 

 

図②-(1)-2-1-1.1 a) Py-1 および b) Py-2 の自己組織化構造 

 

開発した有機半導体は分子間の相互作用によって、ナノファイバーを形成することを

偏光顕微鏡観察（図②-(1)-2-1-1.1）、示差走査熱量測定、および X 線回折によって明らか

とした。また、溶液およびキャストフィルムでの可視吸収および蛍光発光スペクトル測定

から、開発した有機半導体が可視光領域の光吸収が可能であり、さらにナノファイバー化

によって吸収領域が長波長化することがわかった（図②-(1)-2-1-1.2）。 

 



  

 210 

 
図②-(1)-2-1-1.2 a)Py-1 および Py-2 の溶液およびキャストフィルム中での可視吸収および 

b)蛍光スペクトル 

 

さらに、電気化学的測定と吸収スペクトル解析から Py-1 および Py-2 の HOMO/LUMO

準位を求めたところ、有機薄膜太陽電池を駆動することが可能なエネルギー準位であり、

p 型有機半導体として機能することが予想された（図②-(1)-2-1-1.3）。 

 

 

図②-(1)-2-1-1.3 a)ナノファイバー構造を含む有機薄膜太陽電池の素子構成と b)それぞれ

の有機半導体のエネルギー準位 

 

ナノファイバー構造を形成できる Py-1 および Py-2 を p 型半導体として、フラーレン誘

導体と混合しスピンコート法で有機薄膜太陽電池を作製した。得られた有機薄膜太陽電池

の特性を図②-(1)-2-1-1.4 と表②-(1)-2-1-1.1 に示す。 
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図②-(1)-2-1-1.4 ナノファイバー構造を含む有機薄膜太陽電池の擬似太陽光下での a)電圧—

電流曲線と b)分光感度スペクトル 

 

表②-(1)-2-1-1.1 ナノファイバーを含む有機薄膜太陽電池の特性 

 
 

オリゴチオフェン側鎖を持つ有機半導体を用いた有機薄膜太陽電池は、下記の点で優

れていることがわかった。 

1. 開放電圧が有機薄膜太陽電池用 p 型半導体として一般的なポリ（3-ヘキシル）チオ

フェン(P3HT)に比べ高い。 

2. 可視光全体にわたって分光感度を持つ。 

3. 光電変換効率は P3HT とほぼ同等。 

高分子型有機半導体は精製が困難なため、微量な不純物の混入により太陽電池特性が

多く低下する。これに対し、本研究で開発した低分子系有機半導体は精製が容易で、高純

度材料を得ることができる。さらに、ナノファイバー構造の導入による開放電圧の向上は、

グリーンセンサを駆動するための自律電源における電池接続の簡素化につながる。本研究

で得られた有機半導体の設計指針を踏まえ、高効率化のための有機半導体の改良を次に

行った。 

 

②-(1)-2-1-2 吸収領域を拡大した有機薄膜太陽電池用有機半導体の開発 

前項で得られた有機半導体は 600nm 付近までの光を光電変換することができた。高効



  

 212 

率化のためには、光電変換できていない赤色光領域の有効利用が必要となる。そこで、有

機半導体構造内にドナー・アクセプター構造を導入し、吸収領域の拡大を行った。 

Scheme 2 

 

中心にピレン、オリゴチオフェンスペーサー、電子アクセプター性ロダニンからなる

有機半導体を合成した（Scheme 2）。末端に電子アクセプター性であるロダニンを導入し

たことによって、前項で述べた Py-1 と比較して 40nm 程度の長波長化が見られた（図②-

(1)-2-1-2.1）。分子軌道計算の結果、ロダニンの導入によってオリゴチオフェンスペー

サー内の角度が小さくなり、分子内の共役長が長くなり長波長化が得られたことがわかっ

た。 
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図②-(1)-2-1-2.1 ロダニンを含む有機半導体の可視吸収スペクトルと分子軌道計算による

分子構造予測 

4 種類のドナー・アクセプター構造を含む有機半導体を p 型半導体として、有機薄膜太

陽電池特性について調査した（表②-(1)-2-1-2.1）。ドナー・アクセプター構造を含む有機

半導体を用いた有機薄膜太陽電池は、下記の点で優れていることがわかった。 

1. 1V を超える開放電圧を得ることができた。 

2. デバイス構造を最適化した P3HT/PCBM と同等の光電変換効率を示した。 

3. オリゴチオフェン側鎖の数が増加することによって変換効率が大幅に向上した。 

4. オリゴチオフェン間の結晶性を高めることにより薄膜内での電荷移動速度が向上した。 

 

表②-(1)-2-1-2.1 4 種類のドナー・アクセプター構造を含む有機半導体を p 型半導体と 

P3HT/PCBM を活性層とする有機薄膜太陽電池の特性 

Active layer 
(weight ratio w/w) 

thickness 
/nm Voc / V 

Jsc 
/mA cm-2 FF PCE / % 

1/ PC61BM (1:2) 65 1.04 3.21 0.33 1.1 

2/ PC61BM (1:4) 70 1.15 2.87 0.29 1.0 

3/ PC61BM (1:4) 70 1.11 5.53 0.38 2.3 

4/ PC61BM (1:2) 70 1.10 5.50 0.36 2.1 

4/ PC61BM (1:3) 70 1.13 6.30 0.39 2.8 

4/ PC61BM (1:4) 70 1.10 5.97 0.39 2.5 

4/ PC71BM (1:3) 70 1.08 8.42 0.41 3.7 

P3HT/ PC61BM (2:1) 90 0.65 8.38 0.67 3.7 
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図②-(1)-2-1-2.2 ドナー・アクセプター構造を持つ 4 を用いた有機薄膜太陽電池の擬似太

陽光下での (a)電圧—電流曲線と (b)分光感度スペクトル 

 

ドナー・アクセプター構造を含む有機半導体を利用することによって、室内光全体

（300-700nm）の光電変換が可能となった（図②-(1)-2-1-2.2）。有機半導体の分子設計に

よって吸収領域の拡大および電荷移動速度の向上が可能であることを明らかとした。 

 

②-(1)-2-1-3 有機 n 型半導体を用いた有機薄膜太陽電池の開発 

前項までは開発した p 型有機半導体とフラーレン誘導体を n 型半導体として有機薄膜

太陽電池を作製した。フラーレン誘導体は高コストであり、さらに大気中の酸素によって

容易に分解することが知られている。そこで、フラーレン骨格を含まない n 型有機半導体

を開発した（図②-(1)-2-1-3.1）。 

 

 
図②-(1)-2-1-3.1 n 型有機半導体の化学構造 
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有機トランジスター用 n 型有機半導体として多く研究されているペリレン誘導体にチ

オフェンを導入した PDITh を合成した。チオフェンを導入したことにより、溶媒への溶

解性が向上し、スピンコート法によって薄膜化が可能となった。 

 

 
図②-(1)-2-1-3.2 n 型有機半導体の a)エネルギー準位と b)太陽電池素子構成 

 

2 種のペリレン骨格を含む有機半導体を n 型半導体として、有機薄膜太陽電池特性につ

いて調査した（図②-(1)-2-1-3.2）。N 型有機半導体を用いた有機薄膜太陽電池は、下記の

点で優れていることがわかった。 

1. 1V を超える開放電圧を得ることができた（Voc = 1.11V）。 

2. 1,8-Diodeoctane を少量添加することによって結晶化が促進され、変換効率は大幅に向

上した。 

3. 空気中で作製しても性能が低下しない。 

N 型有機半導体を用いて有機薄膜太陽電池を作製することができた。現状変換効率はフ

ラーレンと比べ低いが、ナノ構造の最適化により変換効率の向上が期待できる。本開発に

より全有機太陽電池化に向けた半導体設計指針を得ることができた。 

 

②-(1)-2-1-4 近赤外領域への光電変換機能の拡大 

p 型有機半導体の設計によって 700nm までの分光感度を持つ有機薄膜太陽電池を得る

ことができた。しかしながら、700nm 付近の分光感度は低く、この領域の分光感度を向

上することができれば、より高い変換効率を得ることできる。そこで、少量添加すること

によって、室内光内の赤色領域の分光感度を向上することができる色素添加剤を開発した。 
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図②-(1)-2-1-4.1 色素添加剤の化学構造 

 

合成した色素添加剤構造を上に示す（図②-(1)-2-1-4.1）。金属フタロシアニン錯体は、

赤色領域のみに強い吸収を持つ。そこで、有機薄膜太陽電池内で光電変換機能を発現する

ために、色素間の相互作用の制御およびバルクヘテロ構造内への位置選択的な導入を目的

に、上の色素を設計した。 

 

図②-(1)-2-1-4.2 色素添加剤のエネルギー準位 

 

合成した色素添加剤の電気化学および分光学的解析から HOMO/LUMO 準位を見積もっ

たところ、p 型と n 型有機半導体の中間に準位があることがわかった（図②-(1)-2-1-4.2）。

この準位は、色素添加剤として適していることが示唆され、有機薄膜太陽電池内に導入す

ることによって色素添加剤の持つ 700nm までの光吸収を利用できる。そこで、色素添加

剤を含む有機薄膜太陽電池を作製したところ、これまで変換できなかった 700nm 以上の

光を光電変換できた（図②-(1)-2-1-4.3）。 
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図②-(1)-2-1-4.3 a)色素添加剤を含む薄膜の吸収スペクトル、色素添加剤を含む有機薄膜太

陽電池の擬似太陽光下での b) 電圧—電流曲線と c) 分光感度スペクトル 

 

色素添加剤を有機薄膜太陽電池に混合することで、光電変換領域を拡張することが可

能となった。様々な色素添加剤を開発することによって、様々な光源のスペクトルに合わ

せた分光感度曲線をチューニングすることができれば、グリーンセンサを利用する環境に

合わせた自律電源を得ることができる（例えばクリーンルームへの対応）。 

室内光などの光電変換機能を持つ自立電源用有機半導体の設計に関し系統的な開発を

実施した。変換効率のさらなる向上が課題となるが、1 セルで１V を超える開放電圧を得

ることのできる有機半導体、空気中で安定な半導体、少量添加によって光電変換領域を変

えることできる色素添加剤は有機薄膜太陽電池の利用範囲の拡大に寄与できた。 

 

②-(1)-2-2 ナノファイバー化技術の開発【東京工業大学】 

②-(1)-2-2-1 有機半導体ナノファイバー効果の確認 

a．有機半導体ナノファイバーの作製 

 ナノファイバー構造を有する有機薄膜太陽電池を検討するにあたり、自己組織化による

有機半導体ナノファイバーの作製を検討した。材料には P 型有機半導体であるポリ-3-ヘ

キシルチオフェン(P3HT)を利用した。 
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図②-(1)-2-2-1.1 析出 P3HT ナノファイバーの構造 

 

 P3HT ナノファイバーは次の方法により作製した 8)。先ず、P3HT をクロロベンゼンに

溶解しオレンジ色の溶液を作製する。次に、P3HT クロロベンゼン溶液に貧溶媒であるシ

クロヘキサノンを添加し、数時間撹拌する。溶液が徐々に紫色へ変化し、P3HT ナノファ

イバーが析出する。得られた P3HT ナノファイバーを原子間力顕微鏡(AFM)で観察した結

果を図②-(1)-2-2-1.1 に示す。AFM 観察結果から、得られた P3HT ナノファイバーは、幅

約 20nm、長さ 500nm 以上の形状を有していることが確認できた。 

 

b．ナノファイバー構造有機薄膜太陽電池の特性評価 

 ②-(1)-2-2-1 a で作製した P3HT ナノファイバーを活性層中に導入したナノファイバー構

造有機薄膜太陽電池を作製し、その特性評価を実施した。ナノファイバー構造有機薄膜太

陽電池の特性評価に用いた素子構成を図②-(1)-2-2-1.2 に示す。 

 

 

図②-(1)-2-2-1.2 ナノファイバー構造有機薄膜太陽電池特性評価用素子構成 

 

比較として、ナノファイバー構造を持たないバルクヘテロジャンクション(BHJ)構造有

機薄膜太陽電池についても作製及び特性評価を実施した。アクセプターである n 型半導体

にフラーレン誘導体 PC61BM を用いて、ITO/ガラス基板上にスピンコート法でホール輸送

層(PEDOT:PSS)、活性層を製膜し、真空蒸着法によりアルミ電極を製膜し有機薄膜太陽電

池を作製した。有機薄膜太陽電池の評価は擬似太陽光下における電流-電圧測定と分光感



  

 219 

度測定によって実施した。ナノファイバー構造と BHJ 構造で変換効率が向上するよう素

子構成及び製膜条件を最適化した。最適化した太陽電池特性評価の結果を図②-(1)-2-2-1.3

と表②-(1)-2-2-1.1 に示す。 

 

図②-(1)-2-2-1.3 ナノファイバー構造有機薄膜太陽電池の a)電流-電圧曲線と 

b)分光感度スペクトル 

 

表②-(1)-2-2-1.1 有機薄膜太陽電池の特性一覧 

  P3HT:PC61BM Voc Jsc FF PCE 

  (weight ratio) (V) (mA cm-2) (-) (%) 

ナノファイバー構造 1:1 0.61 8.5 0.59 3.1 

BHJ 構造 3:2 0.65 7.2 0.56 2.6 

  

ナノファイバー構造は BHJ 構造と比較して、開放電圧(Voc)は 6%低下し、短絡電流密

度(Jsc)が 18%増加、フィルファクター(FF)が 5%増加した。その結果、変換効率(PCE)は

BHJ 構造に比べて約 19%向上した。この結果から、ナノファイバー構造の導入により変

換効率が向上することが確認できた。 

また、分光感度スペクトルを比較すると発電に使用している波長域に変化は見られな

いものの、ナノファイバー構造では各波長における IPCE の値が大きくなっている。これ

は各波長から得られる電流が増えたことを示している。これらの結果は、活性層中に導入

した P3HT ナノファイバーがネットワーク状の連続構造を形成することで、正孔（ホー

ル）移動における効率的な輸送パスとして寄与し、ホール移動度の上昇による短絡電流密

度の増加をもたらしたと考えられる。さらに、電荷輸送が改善されたことによって、電荷

の再結合に伴うエネルギー損失が低減し、FF の改善に寄与したと考えられる。 

 そこで、ナノファイバー構造、BHJ 構造のホール輸送特性について、空間電荷制限電

a) b) 
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流(SCLC)法を用いて評価した。SCLC 法に用いた素子構成を図②-(1)-2-2-1.4 に示す。 

 

図②-(1)-2-2-1.4 空間電荷制限電流(SCLC)測定用素子構成 

 

有機薄膜太陽電池作製方法と同様の方法で ITO/ガラス基板上に PEDOT:PSS、活性層を

製膜し、金電極を蒸着して SCLC 測定用素子を作製した。得られた電流-電圧曲線を図②-

(1)-2-2-1.5 に、ホール移動度を表②-(1)-2-2-1.2 に示す。 

 

 

図②-(1)-2-2-1.5 空間電荷制限電流(SCLC)測定における電流-電圧曲線 

 

表②-(1)-2-2-1.2 空間電荷制限電流(SCLC)測定によって算出したホール移動度 

  ホール移動度 

  (cm2 V-1 s-1) 

ナノファイバー構造 8.62×10-6 

BHJ 構造 2.12×10-6 

 

表②-(1)-2-2-1.2 に示した通り、ナノファイバー構造有機薄膜太陽電池におけるホール

移動度は 8.62×10-6 cm2 V-1 s-1 と BHJ 構造(2.12×10-6 cm2 V-1 s-1)に比べ約 4 倍上昇している

ことが SCLC 測定によって明らかとなった。 

 以上の結果から、ナノファイバー構造有機薄膜太陽電池では活性層へのナノファイバー

構造導入によるホール移動度の上昇によって、電荷の輸送効率が改善し、短絡電流密度、
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フィルファクターが増加することで電池性能が向上することが明らかとなった。 

 

②-(1)-2-2-2 屋内照明向け太陽電池設計 

a．光学条件を考慮した活性層の検討 

有機薄膜太陽電池の吸収特性は活性層に用いられる有機半導体材料固有の吸収特性の

みならず、対向電極間の多層膜における干渉効果に大きく左右される。活性層の膜厚を制

御することにより、可視光を最も効率よく吸収しうる素子構成を検討した。なお反射層を

兼ねる陰極側のバッファ層である電子捕集層には高屈折率の TiOx を採用し、光の閉じ込

め効果の促進と金属電極による励起子失活の抑制を図った。図②-(1)-2-2-2.1 に分光感度

の活性層膜厚依存性を示す。可視光の吸収を主に担っているのは p 型有機色素である

P3HT である。光源として 500lx の昼白色 LED 灯を想定した場合、190-260nm の干渉条件

が分光感度曲線と光源スペクトルとの重なりがより大きくなり、高い電流密度が期待でき

る。膜厚 100nm 近傍や 300nm 以上においても光学干渉の利得があるが、活性層膜厚が薄

すぎると照射光を十分に吸収しきれず、厚すぎるとキャリアの再結合確率が上がることか

ら、膜厚 200nm 前後が最適膜厚であると考えられる。同様の方法で、各種 p 型、n 型の

有機半導体色素および様々な p:n 混合比に対して分光感度、太陽電池出力の膜厚依存性を

確認し、OPV 活性層の最適膜厚、p:n 比を決定した。実証用太陽電池パネル試作において

は白色 LED の短波長側のピークと分光感度のピークの一致する 240nm を活性層膜厚と定

めた。 
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図②-(1)-2-2-2.1 太陽電池性能の活性層膜厚依存性 

 

さらに、塗布型製膜に用いる溶液条件、アニール法を最適化し、精緻に制御すること

により活性層内に p 型有機半導体のナノファイバー状構造体を導入した（図②-(1)-2-2-

2.2）。この構造体は正孔のパスとして機能しキャリアの再結合を抑制できるため、

200nm 以上の厚膜においても低照度における電圧低下を抑制する事が出来た。その結果、

P3HT:ICBA を活性層に用いた、太陽電池において 500lx 照射下のセル効率 10％を達成し

た。20mm×50mm のパネル、開口率 90％の場合、160μW 以上に相当する。 

 

 

図②-(1)-2-2-2.2 活性層表面 AFM 像 

また、ナノ構造を導入した活性層のモルフォロジーは熱的に安定であり、耐久性向上に寄

与する。 
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b．開放電圧向上のための電子捕集層の検討 

高効率かつ安定な電子捕集層として報告されている TiOx を改良することで、開放電圧

に 0.05V の向上が見られた。最適化した太陽電池では疑似太陽光下で 0.9V、白色 LED 

500lx 照射下においても 0.7V の開放電圧を示した。これにより直列化しない単一セルに

おいても VMAX が環境発電用昇圧 IC の最低入力電圧を超える事ができた。 

 

②-(1)-2-3 発電素子シート化技術の開発【住江織物(株)】 

センサネットワーク普及のためには、センサ端末のレイアウトフリー化が重要である。

また、センサ端末のレイアウトフリー化においては、端末駆動用電源のフレキシブル化が

課題となっている。そこで本項では、フレキシブル性や室内光における発電効率が高いと

いう特徴を持つ有機薄膜太陽電池を繊維形状で作製し、さらに布帛化することによりフレ

キシブルで設置場所を選ばない発電素子シート開発を行った。 

また、自立電源搭載型センサ端末普及には端末低コスト化が課題となっており、本研

究ではこの課題解決のため、電池製造工程内に蒸着等の真空工程を含まない、大気圧下に

おける全塗布プロセスでの有機薄膜太陽電池作製手法開発を行った。 

本項は②-(1)-2-3-1 繊維型太陽電池素子構成検討、②-(1)-2-3-2 繊維型太陽電池素子作製

技術開発、②-(1)-2-3-3 発電布帛作製技術開発の 3 つのサブテーマから構成されている。 

 

②-(1)-2-3-1 繊維型太陽電池素子構成検討 

繊維型太陽電池の基本構造は、芯材として導電性繊維を用い、その周囲に有機活性層、

さらにその上に塗布型電極材料が配置された構造とした。芯材が陰極、上部の塗布型電極

が陽極となる。この逆型構造の採用により陰極界面の酸化が抑制できるため、大気に対す

る安定性が期待できる。塗布型電極としては、低抵抗な導電性高分子であるPEDOT:PSS

（ポリ(3,4-エチレンジオキシチオフェン):ポリ(スチレンスルホン酸)）を採用した。さら

に、有機活性層-陰極間に電子を陰極へ選択的に移動させるためのバッファ層挿入につい

ても検討を行った。 

本サブテーマでは、a. 繊維型太陽電池基材、b. 塗布型透明電極、c. 陰極側バッファ層

に関して、繊維型太陽電池として求められる要件に基づいた選定を行い、d. 素子構成の

適正評価として本サブテーマで選定した素子構成における太陽電池特性のポテンシャルを

確認した。なお、選定作業の簡便化のため、板型基板を使用した太陽電池素子で予備評価

を行った。今回、活性層材料に関しては有機薄膜太陽電池材料としてP3HT:PC60BM（ポ

リ(3-ヘキシルチオフェン):フェニルC61-ブチル酸メチルエステル）を用いた。なお、一般

的な有機薄膜太陽電池におけるP3HT:PC60BM の最適膜厚は光吸収やキャリア再結合の兼
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ね合いから、およそ200 nm 前後といわれている。 

 

a. 繊維型太陽電池基材の選定 

繊維型太陽電池基材つまり芯材に求められる要件は、高い導電性を有しかつ陰極とし

て用いるため仕事関数が小さいこと、および高い平滑性を有することである。これらの点

に留意し各種金属ワイヤーから材料選定を行った。また本研究では布帛化のための織また

は編加工が行える柔軟性も重要であるため、直径0.4 mm 未満の細線を採用することとし

た。 

ア．実験方法 

材料選定：金属種として、金（Au : 5.10 eV）、銀（Ag :4.26 eV）、アルミニウム（Al : 

4.28 eV）、ステンレス（SUS : 4.50 eV）、スズメッキ銅（Sn-Cu : 4.42 eV）を選定対象と

した9)
 。それぞれの仕事関数を略字とともに記載している。尚SUS はSUS304 を使用し

ているのでFe とCr の値を、Sn-Cu については銅単体では表面腐食が問題となるため一

般に電気回路で用いられているようにスズメッキを施したものを用いておりSn の仕事関

数を記載している。Au、Ag、Al はガラス基板上に真空蒸着した基板を、SUS とSn-Cu 

は板状に加工されたものを基板として使用した。なお、陽極側バッファ層と透明電極層は

各々別グレードのPEDOT:PSS を使用しており、いずれも塗布面との親和性向上のため

フッ素系界面活性剤を添加している。 

太陽電池作製：アルゴンガス充填グローブボックス内で各基板上にスピンコートにより活

性層を製膜し、熱処理を施した。続いて、基板をグローブボックスより取り出し、大気下

にて陽極側バッファ層と透明電極層のスピンコートおよび熱処理をそれぞれ行い、太陽電

池を作製した。 

電池特性測定：AM1.5G（100 mW/cm2）の擬似太陽光を照射して、その電流電圧曲線計測

により電池性能を評価した。 

表面観察：SEM（走査型電子顕微鏡、キーエンス社製、VE-7800）を用いて観察した。 

イ．実験結果 

図②-(1)-2-3-1.1 に基材検討用太陽電池の構造概略図と電池性能評価の結果を示す。Au 

と Ag を基材として用いた場合は素子がショートした。これは基材の表面自由エネルギー

が高いために、活性層材料である P3HT:PC60BM の製膜性が悪く層が形成できなかったた

めと考えられる。また、Al については直列抵抗成分が非常に大きく、電流値が観測でき

ない結果となった。こちらは大気中の酸素により Al 表面が酸化され、酸化アルミ被膜で

覆われためと考えられる。以上より、SUS あるいは Sn-Cu が基材候補となった。 

図②-(1) -2-3-1.2 に SUS および Sn-Cu ワイヤーの表面 SEM 像を示す。Sn-Cu ワイ
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ヤー表面にはサブミクロンオーダーの凹凸が多く確認できる。前述したとおり、有機薄膜

太陽電池の活性層膜厚としてはサブミクロンオーダーが理想とされているため、Sn-Cu 

表面には求められる膜厚と同程度のラフネスが存在することになり、膜厚制御が困難であ

る。一方、SUS ワイヤー表面は比較的滑らかであり、また再現性も良かったことから繊

維状太陽電池の基材には SUS を用いることとした。 

 

 

図②-(1)-2-3-1.1 基材検討用太陽電池の(a)構造概略図、(b)電流電圧曲線計測結果 

 

 
図②-(1)-2-3-1.2 Sn-Cu および SUS ワイヤーの表面 SEM 像 

 

b. 塗布型透明電極検討 

今回我々は塗布型電極材料として、導電性高分子のなかで比較的導電率が高く、さら

に陽極材料として有利に働く p 型半導体的性質を持つ PEDOT:PSS を選定した。しかし、

実際に上部塗布型透明電極として PEDOT:PSS を用いた太陽電池と、Au を蒸着したもの

の電流電圧曲線を比較すると、PEDOT:PSS を使用したものは直列抵抗が大きく取り出せ

る電流が小さいことが分かった。 

PEDOT:PSS 水分散液に添加剤を加え、その導電性を向上させる試みには多くの報告例

がある 10)- 11)。また、本研究において塗布型電極は、太陽電池素子構成の最上部に位置し

ており活性層へ光エネルギーを供給するために光透過率も重要である。そこで、本研究で

は太陽電池高出力化のため、高い光透過率と導電率を兼ね備えた塗布型電極開発を試みた。
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今回は、活性層上に PEDOT:PSS を塗布する上で必要なフッ素系界面活性剤を添加した状

態で、さらに導電性向上のための添加剤を加え、その効果を検証した。 

ア．実験方法 

製膜方法：ガラス基板あるいは石英ガラス基板上に、界面活性剤および導電性向上のため

の添加剤を加えた PEDOT:PSS 水分散液を滴下し、スピンコートによって製膜し熱処理を

行った。PEDOT:PSS 水分散液への添加剤は、界面活性剤の濃度を固定し導電性向上のた

めの添加剤の添加量を変化させ検討を行った。導電性向上のための添加剤には EG（エチ

レングリコール）を選択した。 

導電率評価：抵抗率計（三菱化学アナリテック製ロレスタ AX MCP-T370、プローブ型

番：PSP）を用いて膜のシート抵抗を測定し、その値から評価した。 

光透過率評価：紫外可視分光光度計（日本分光製 V650）により透過率を測定した。 

膜厚測定：触針式膜厚計（小坂研究所製 Surf corder ET-4000A）により測定した。 

イ．実験結果 

EG の添加量と膜厚をパラメータとして PEDOT:PSS 膜のシート抵抗を測定した結果を

表②-(1)-2-3-1.1 に示す。この結果より EG 添加によるシート抵抗の大幅な低下、つまり

導電性の向上が見られた。この効果は、EG 添加量を 6 vol%としたときに最も顕著に現れ

た。また、PEDOT:PSS 膜の厚膜化によっても導電性を向上させることが可能だが、厚膜

化することで上部電極として必要とされている光透過性を損なう恐れがある。 

図②-(1)-2-3-1.3 に EG および界面活性剤を添加した PEDOT:PSS 膜の光透過率グラフ

を示す。ここで、膜厚 100 nm、190 nm、310 nm サンプルの可視光域（波長 400 nm から

700 nm）における平均光透過率はそれぞれ 93.8 %、88.9 %、79.9 %となった。 

 

表②-(1)-2-3-1.1 EG 添加量による PEDOT:PSS 膜のシート抵抗変化 

試料番号 EG 添加量 [vol%] 膜厚 [nm] シート抵抗 [Ω/□] 
1 0 330 12000 
2 2 230 200 
3 6 210 140 
4 10 210 180 
5 6 100 210 
6 6 330 100 
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図②-(1)-2-3-1.3 EG および界面活性剤を添加した PEDOT:PSS 膜の光透過率 

 

以上の結果から、一般的な透明電極として使用されている ITO 蒸着ガラス基板と同程

度の光透過率 12)と、高い導電性を兼ね備えた塗布型電極の作製条件を抽出することが出

来た。さらに、本手法で調整した塗布型電極を使用した場合、電極として使用する

PEDOT:PSS 自体が p 型半導体として働くため、陽極側バッファ層を介さずとも効率よく

ホールを捕集でき、積層工程の簡略化を実現できた。 

c. 陰極側バッファ層の検討 

有機薄膜太陽電池を高効率化する上で、光励起によって発生するキャリアを失活させ

ずに取り出すことは重要である。そのため、pn 有機半導体の混合溶液から活性層を製膜

するバルクへテロジャンクション型の有機薄膜太陽電池では、活性層-電極界面のエネル

ギーギャップを緩和させ、各電極に応じたキャリアを選択的に捕集させるために活性層-

各電極間にバッファ層を挿入する構成が一般的である。上述したとおり、今回は陽極とし

て p 型半導体的性質をもつ PEDOT:PSS を用いており、陽極側バッファ層の有無で電池

特性に変化がないことを確認している。しかしながら、陰極については金属電極を使用す

る構成になっており、活性層に直接金属が触れてしまうとリーク電流（逆電流）による並

列抵抗成分の減少やキャリアの再結合のため発電効率の低下につながってしまう。 

本研究では、大気中にて塗布プロセスで製膜可能な陰極側バッファ層として、ゾル-ゲ

ル反応によって得られる金属酸化物半導体を用いて太陽電池を試作し、その電池特性を評

価することにより陰極側バッファ層の選定を行った。 

ア．実験方法 

材料選定：陰極側バッファ層に使用可能な金属酸化物半導体として、ゾル-ゲル反応で作

製可能な TiOx（酸化チタン）と ZnO（酸化亜鉛）を選定した。 

太陽電池作製：大気中で SUS 基板上にスピンコートにより陰極側バッファ層を製膜し、
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熱処理を施した。続いて、活性層として P3HT:PCBM 溶液をスピンコートし、熱処理。

最後に透明電極層として、界面活性剤および導電性向上のための添加剤を加えた

PEDOT:PSS 水分散液をスピンコートし、熱処理することで太陽電池を作製した。 

電池特性測定：AM1.5G (100 mW/cm2)の擬似太陽光を照射して、その電流電圧曲線計測に

より電池性能を評価した。 

イ．実験結果 

図②-(1)-2-3-1.4 に陰極側バッファ層検討用太陽電池の電流電圧曲線を示す。電流電圧

曲線の形から、陰極側バッファ層なし（Non）の条件では暗電流特性を見た場合に逆電流

が流れており、電子だけでなくホールも SUS へ流れてしまっていることがわかった。ま

た TiOx をバッファ層として用いた素子では、逆電流は抑制されているもののセルの内部

抵抗が高くなってしまっている。ZnO を陰極側バッファ層とした素子では、逆電流を抑

えられていることに加え、活性層-SUS 電極間の電子輸送準位の調整に成功しており、整

流性とともに電池特性の向上を確認できた。以上の結果より、陰極側バッファ層としては

ZnO を使用することとした。 

 

 
図②-(1)-2-3-1.4 陰極側バッファ層検討太陽電池の電流電圧曲線 

(a) 擬似太陽光照射 (b) 暗電流 

 

d. 素子構成適正評価 

本項目では、選定した太陽電池素子構成の基板型太陽電池の高効率化を行い、本素子

構 

成における太陽電池特性のポテンシャル評価を行った。 

ア．実験方法 

太陽電池作製：大気中で SUS 基板上に ZnO ゾル－ゲル前駆体液をスピンコートし、熱

処理を施した。その後、ZnO 層上に P3HT:PCBM 溶液を塗布し、熱処理した。最後に、

P3HT:PCBM 層上に界面活性剤および導電性向上のための添加剤を加えた PEDOT:PSS 水
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分散液を塗布し熱処理を行った。 

電池特性測定：AM1.5G (100 mW/cm2)の擬似太陽光を照射して、その電流電圧曲線計測に 

より電池性能を評価した。 

イ．実験結果 

図②-(1)-2-3-1.5 に素子構成概略図と電流電圧曲線を、表②-(1)-2-3-1.2 に素子特性を示

す。材料溶液の配合比および活性層と陰極側バッファ層の膜厚を最適化した結果、擬似太

陽光照射時における変換効率を全塗布型太陽電池の文献値 13)と同程度の 2.3 %まで引き上

げることに成功した。以上より、本素子構成のポテンシャルが示せた。 

 

 

図②-(1)-2-3-1.5 素子構成適正評価素子 

(a) 構成概略図、(b)擬似太陽光照射時電流電圧曲線、(c)暗電流測定電流電圧曲線 

 

表②-(1)-2-3-1.2 素子構成適正評価素子の電池特性 

試料 Voc [V] Jsc [mA/cm2] FF PCE [%] 
構成適正評価素子 0.57 8.1 0.51 2.3 

 

②-(1)-2-3-2 繊維型太陽電池素子作製技術開発 

繊維型太陽電池素子構成検討結果および考察に基づき作製した本研究の発電布帛に用

いるための繊維型太陽電池素子構成概略図を図②-(1)-2-3-2.1 に示す。繊維型太陽電池素

子を作製するにあたって、素子構成検討のポイントとして以下 3 点が挙げられる。 

1. 中心の繊維状基材に塗布を施していくため、上部が透明電極となる構成が必要 

2. 大気に対して不安定な陰極材料を最下層に配置することで耐久性向上させる 

3. 蒸着工程を含まない製造プロセス（全塗布型） 

以上を考慮し、繊維型太陽電池の素子構成としては、上部透明電極用有機半導体材料

を陽極とし、金属電極を陰極として最下層に用いる逆層型有機薄膜太陽電池素子構成を採

用した。また、上部透明電極層から電気を取り出すために繊維型太陽電池素子では補助電

極としてリード線を用いた。 
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本研究の繊維型太陽電池素子作製に関する要素技術開発として、芯材に対して同心円

状にサブミクロンオーダーの有機半導体層を製膜し、積層するための精密塗布技術開発、

および上部透明電極層から電気を取り出すための補助電極取り付け技術開発の検討を行っ

た。また、補助電極まで取り付けた繊維型太陽電池を外部衝撃から保護するための被覆技

術開発（→②-(1)-4-2）も検討した。 

 

 
図②-(1)-2-3-2.1 繊維型太陽電池素子構成概略図 

 

a. 精密塗布技術開発 

今回繊維型太陽電池素子構成として選定した逆層型有機薄膜太陽電池素子の構成は

【金属線（陰極）/ZnO（陰極側バッファ層）/P3HT:PCBM（活性層）/PEDOT:PSS（陽

極）/Au（補助電極）】であり、先行研究報告によると、基材への有機半導体層の塗布膜

厚は、ZnO 層 30±20 nm、P3HT:PCBM 層 200±100 nm、PEDOT:PSS 層 200±100 nm で製

膜することが望ましいとされる 14)- 16)。したがって、繊維型太陽電池作製には、繊維状基

材に対して同心円状にサブミクロンオーダーの有機半導体層を製膜し、積層する技術開発

が必須となる。 

本開発テーマでは、芯材への有機半導体溶液の精密塗布手法として、一般的に繊維被

覆技術として確立されている繊維状基材を上から下へ流すダイコート法でのコーティング

と、芯材を溶液層から引き上げることでできるメニスカスを利用したメニスカス法での

コーティングを塗布方法として採用し、繊維型太陽電池作製に向けた精密塗布技術開発を

実施した 17)- 19)。 

ア．実験方法 

精密塗布方法：ダイコート法およびメニスカス法でのコーティング概略図を図②-(1)-2-3-

2.2 に示す。ダイコート法コーティングで用いたダイス形状は溶液層開放型であり、ダイ

スには芯材断面を拡大した形状での穴が設けられている。また、繊維走行方向は垂直下方

向で、走行方向にしたがってその大きさが小さくなるテーパー形状を有している。 

それに対して、メニスカス法コーティングでは、繊維走行方向は垂直上方向とし、開
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放型溶液層から基材を引き上げることで溶液の表面張力と基材との間に形成されるメニス

カスを利用して塗布を行う。また、乾燥後の膜厚は乾燥前の原料膜厚に比例する 20)。 

繊維型太陽電池作製：洗浄した直径 0.4 mm 未満の金属線を芯材として用い、芯材上への

溶液塗布は全て大気中で実施した。最初に酢酸亜鉛二水和物をメチルセロソルブに溶解さ

せ 2-アミノエタノールを添加し、調整した ZnO 前駆体液を芯材上に塗布し、熱処理を

行った。その後、ZnO 層上に活性層（P3HT:PCBM）溶液を塗布し、熱処理した。最後に、

P3HT:PCBM 層上に界面活性剤および導電性向上のための添加剤を加えた PEDOT:PSS 水

分散液を塗布し、熱処理を行った。 

断面観察：走査型電子顕微鏡（日立ハイテクノロジーズ製 S-5500）で観察した。 

 

 

図②-(1)-2-3-2.2 コーティング概略図(a)ダイコート法, (b)メニスカス法 

 

イ．実験結果 

図②-(1)-2-3-2.3 活性層塗布済み芯材の光学顕微鏡画像より、ダイコート法コーティン

グでは塗布ムラが多くみられたが、メニスカス法コーティングでは比較的ムラも少なく活

性層が一様に製膜されていることがわかる。ダイコート法では吐出口壁面の影響や液だれ

が、塗布ムラにつながる膜厚のバラつきの原因になっていると考えられる。その一方で、

メニスカス法では基材走行方向がダイコート法と異なり垂直上方向であるため、溶液層壁

面からの影響も無く、液だれ発生も無いことにより塗布ムラが抑えられた可能性が高い。

さらに、走査型電子顕微鏡で断面観察を行い膜厚測定した結果からもわかるように、メニ

スカス法においては、ZnO 層 50 nm、P3HT:PCBM 層 150 nm、PEDOT:PSS 層 190 nm で

製膜できることを確認した（図②-(1)-2-3-2.4 参照）。 

以上の結果から、芯材への有機半導体膜製膜および積層方法としてメニスカス法を採

用した。また、メニスカス法コーティングで繊維型太陽電池作製する場合、繊維状基板ラ

フネスを低減することにより有機半導体材料膜の塗布ムラもさらに減少し、高効率な繊維

型太陽電池素子の作製が見込める。 
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図②-(1)-2-3-2.3 活性層塗布芯材の光学顕微鏡画像 

(a) ダイコート法, (b)メニスカス法 

(b)  

 

図②-(1)-2-3-2.4 繊維型太陽電池素子断面 SEM 画像 

 

b. 補助電極取り付け技術開発 

繊維型太陽電池素子の上部透明電極層は 200 nm 前後の薄膜であるため、直接電極を電

極層に取り付け、電気を取り出すことは困難である。さらに、透明電極層に使用した

PEDOT:PSS は最適化検討により導電率は向上したが、長繊維化するにしたがい長手方向

での抵抗増加により電気特性が低下する要因となる。そのため、一定間隔で透明電極層か

ら電気を取り出すことが求められる。 

維型太陽電池素子の補助電極の材料条件としては、芯材よりも細く、高い導電性およ

び高フレキシブル性を有する材料であることが必要であるため、補助電極材料として金属

線を用いて繊維型太陽電池素子への補助電極取り付け手法検討を実施した。 

ア．実験方法 

繊維型太陽電池作製：洗浄した SUS 線を芯材として用い、芯材上への溶液塗布は全て大

気中で実施し、メニスカス法コーティングで行った。最初に酢酸亜鉛二水和物をメチルセ

ロソルブに溶解させ 2-アミノエタノールを添加し、調整した ZnO 前駆体液を芯材上に塗

布し、熱処理を行った。その後、ZnO 層上に P3HT:PCBM 溶液を塗布し、熱処理した。

最後に、P3HT:PCBM 層上に界面活性剤および導電性向上のための添加剤を加えた

PEDOT:PSS 水分散液を塗布し熱処理を行った。 

 



  

 233 

補助電極取り付け：補助電極材料として SUS、金を選定した。繊維型太陽電池素子への

補助電極取り付け方法としては、繊維型太陽電池に平行に沿わせる並列配置と、素子に対

してカバーリングするように巻き付ける 2 通りの方法を検討した。固定には変成シリ

コーン樹脂接着剤を用いた。 

表面観察：走査型電子顕微鏡（キーエンス製 VE-7800）で観察した。 

電池特性測定：光照射面積を繊維長(cm)×繊維径(cm)とし、AM1.5G (100 mW/cm2)の擬似

太陽光を照射し、その電流電圧曲線計測により電池性能を評価した。 

イ．実験結果 

補助電極の形状や材質に関わらず、繊維型太陽電池素子に平行に沿わせる並列配置で

は、素子と補助電極が乖離してしまうため、連続的な導通確保は困難であったが、素子に

巻き付けることで導通は安定して確保できることがわかった。表②-(1)-2-3-2.1 に巻き付

けによる補助電極取り付け検討繊維型太陽電池素子の電池特性評価結果を示す。金よりも

高硬度で低柔軟性の SUS 線では素子にダメージを与えてしまうためかショートしてし

まった。しかし、金線は柔軟性が高いため、外周に巻き付けることで素子に多点で接触し

ている可能性が高いことから電圧・電流密度・FF が総じて向上した。これにより変換効

率（PCE）は 0.11 %となった。 

さらに、最適化検討し、電池特性向上を図った結果を図②-(1)-2-3-2.5 に示す。膜剥離

無く補助電極が素子に密着している場合、直列抵抗が小さくなることで電圧および電流が

大幅に向上した。その結果、繊維型太陽電池素子の PCE はこれまでに報告されている文

献と同等レベルの 1.3 %を記録した 21)。 

表②-(1)-2-3-2.1 補助電極取り付け検討繊維型太陽電池素子の電池特性 

補助電極材料 Voc [V] Jsc [mA/cm2] FF PCE [%] 

SUS 0.010 0.0 0.0 0.0 

金 0.15 2.3 0.31 0.11 

 

図②-(1)-2-3-2.5 補助電極取り付け繊維型太陽電池素子の SEM 画像および 

最適化検討繊維型太陽電池素子の電流電圧曲線 
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②-(1)-2-3-3 発電布帛作製技術開発 

織技術を用いて繊維型太陽電池素子を 3 次元構造を持つ布帛状シートに加工する技術

を開発した。また、繊維型太陽電池素子を布帛化することで、軽量かつこれまでにないフ

レキシブル性を有する太陽電池の作製を試みた。 

a. 布帛作製用織機の選定および繊維型太陽電池素子の布帛化 

繊維型太陽電池素子を布帛化するにあたって、素子面を十分に活用でき、織物の緯糸

として挿入する繊維型太陽電池素子が固定される織構造で製織可能な織機であることが、

織機選定に不可欠な要素となる。そこで、サイズ 2 cm×5 cm の発電布帛作製には、有杼

織機で開口運動を主とし、地組織変更可能で紋様のある織物作製可能なジャカード織機と、

無杼織機でレピアの先端で緯糸をつかみ、杼口を走らせる緯糸運動を主な動きとし、地組

織変更可能なレピア織機を布帛作製用織機として選定した。 

布帛作製に使用する繊維型太陽電池としては後述する②-(1)-4-2 項で樹脂被覆したもの

を用いた。全長 5 cm の封止加工を施した繊維型太陽電池素子 1 本当たりの平均出力値を

室内照明下 3.3 μW とすると、目標値 150 μW を達成するためには 2 cm 方向に 45 本織

り込む必要がある。 

ア．実験方法 

電布帛作製：一般的な織機を用いた布帛作製は、経糸を上下に開いた部分に緯糸を入れ、

上下に打ち込まれた緯糸を筬で引き寄せて経糸と緯糸を組織させる。その一方で、製織が

進むのに合わせて経糸を送出し、織り上がった布を送出し速度に合わせて巻き取る。これ

らの運動の繰り返しで織物を仕上げる。緯糸挿入用繊維型太陽電池の長さは 5 cm であり、

本開発品の地組織は三原織組織の朱子織とした 22)。 

図②-(1)-2-3-3.1 に発電布帛作製用に採用した織機を示す。ジャカード織機には、経糸

に紺色 PET 糸、緯糸に白色 PET 糸と繊維型太陽電池素子を用い、レピア織機には、経糸

に白色 PET 糸、緯糸に白色 PET 糸と繊維型太陽電池素子を用いた。 

電池出力測定：サンプルサイズ 2 cm × 5 cm の発電布帛を作製後、両電極を並列結線し、

室内照明下で電池出力を評価した。 
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図②-(1)-2-3-3.1 (a)ジャカード織機, (b)レピア織機 

 

イ．実験結果 

繊維型太陽電池素子を用いて作製した布帛型太陽電池を図②-(1)-2-3-3.2 に示す。素子

固定可能な織構造を有した地組織で、筬打ち圧力を上げることによる素子間ピッチの縮小

をジャカード織機にて試みた。その結果、最大で 2 cm 間に 40 本の素子を織り込むこと

が可能となった。一方、レピア織機で作製した発電布帛では、地組織の浮き糸数を調整す

ることにより、繊維型太陽電池素子を 2 cm 間に 50 本の素子を織り込むことができた。

浮き糸を増やしたことで、緻密な構造を有し、かつフレキシブル性も維持した発電布帛作

製に成功した。作製した発電布帛では、室内照明での電池性能評価を行った結果より、サ

イズ 2 cm × 5 cm で出力目標の 150 μW を達成することができた。 

 

 
図②-(1)-2-3-3.2 (a)ジャカード織機で作製した発電布帛, (b)レピア織機で作製した発電布帛 

 

②-(1)-2-5 光・熱利用最適化技術の開発【日清紡ホールディングス(株)、東京工業大

学】 

超小型高効率ナノファイバー構造熱電変換自立電源の開発にあたり、有機半導体ナノ

ファイバーを導入した薄膜を作製しその熱電特性を評価した。 

 熱電変換材料の性能は無次元性能指数(Figure of merit)次式で表される。 
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   (1) 

ここで、S はゼーベック係数、σ は電気伝導率、κ は熱伝導率、T は絶対温度である。高

効率熱電変換素子の開発には ZT が大きい材料、すなわちゼーベック係数 S および電気伝

導率 σ が大きく、熱伝導率 κ の小さい材料が必要とされる。 

また、簡易的な熱電性能評価においては ZT のうち電気的特性にのみ着目したパワーファ

クター(Power Factor (PF)) 

   (2) 

が利用される。本研究における熱電特性の指標としてはこのパワーファクターを用いて評

価を進めた。 

有機半導体ナノファイバーとしては②-(1)-2-2-1 項で作製した P3HT ナノファイバーを

利用した。本項では、溶液キャスト法を用いて P3HT ナノファイバーフィルムを作製し、

ゼーベック係数測定及び電気伝導度測定によってパワーファクターを算出して熱電特性を

評価した。また、比較として P3HT ナノファイバー構造を持たない P3HT フィルムについ

ても作製し、評価を実施した。各フィルムの表面構造は電界放射型走査電子顕微鏡(FE-

SEM)を用いて調べた。 

 P3HT ナノファイバーフィルム、P3HT フィルムの FE-SEM 観察結果を図②-(1)-2-5.1 に

示す。この結果より、それぞれのフィルムにおいて P3HT ナノファイバーの有無が確認で

きた。 

 

 
図②-(1)-2-5.1 a)P3HT ナノファイバーフィルムと b)P3HT フィルムの表面構造 

 

次に各フィルムの熱電特性を表②-(1)-2-5.1 に示す。P3HT のナノファイバー化によって、

電気伝導度が 5.3×10-5 (S cm-1)と P3HT フィルム(1.2×10-5 (S cm-1))対比 4.4 倍に大きく増

加した。これは膜内への P3HT ナノファイバー構造導入によって、ナノファイバーがラン

ダムネットワークを形成し、これが電気伝導パスとして作用した結果、面内方向の電気伝

導度が大幅に向上したと考えられる。また、ナノファイバー化によってゼーベック係数は

a) b

 

600nm 600nm 
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低下したものの、P3HT ナノファイバーフィルムのパワーファクターは 12.5×10-4 (W m-1 

K-2)と P3HT フィルム(8.8×10-4 (W m-1 K-2))に比べて 42%増加し、P3HT ナノファイバー

フィルムの熱電特性は向上した。 

これらの結果から、熱電変換材料へのナノファイバー構造導入は、熱電特性の向上に

は有効な手段であることが明らかとなった。 

 

表②-(1)-2-5.1 各フィルムの熱電特性一覧 

 σ 

[S cm-1] 

S 

[μV K-1] 

PF=S2σ 

[μW m-1 K-2] 

P3HT ナノファイバーフィルム 5.3 × 10-5 482 12.5 × 10-4 

P3HT フィルム 1.2 × 10-5 872 8.8 × 10-4 

  

これまでの結果から、熱電変換材料へナノファイバー構造を導入することにより電気

伝導度の向上による熱電特性の向上が確認できた。1 次元材料であるナノファイバーはそ

の長軸を配向させることで、配向方向への電気伝導度の更なる向上が期待できる。 

 そこで、溶液にせん断力をかけながら製膜する溶液シェアリング法(図②-(1)-2-5.2)を用

いて、P3HT ナノファイバーシェアリングフィルムを作製しその熱電特性を評価した。そ

の結果を表②-(1)-2-5.2 に示す。P3HT ナノファイバーシェアリングフィルムの電気伝導度

は 14.6×10-5 (S cm-1)と P3HT ナノファイバーフィルム(5.3×10-5 (S cm-1))対比 2.7 倍に向上

した。溶液シェアリング法によってナノファイバーの配向を制御することで更なる電気伝

導度の向上が確認できた。この電気伝導度の向上により、P3HT ナノファイバーシェアリ

ングフィルムのパワーファクターは 37.3×10-4 (W m-1 K-2)と P3HT ナノファイバーフィル

ム(12.5×10-4 (W m-1 K-2))対比 3 倍に向上した。 

これらの結果から、ナノファイバー構造熱電変換素子においては、ナノファイバーの

配向性を高めることで配向方向の電気伝導度が向上し、その熱電特性の向上が可能である

ことが明らかとなった。 

 

図②-(1)-2-5.2 溶液シェアリング法の模式図 
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表②-(1)-2-5.2 P3HT ナノファイバーフィルムの熱電特性一覧 

 σ 

[S cm-1] 

S 

[μV K-1] 

PF=S2σ 

[μW m-1 K-2] 

P3HT ナノファイバーシェアリングフィルム 14.6 × 10-5 505 37.3 × 10-4 

P3HT ナノファイバーフィルム 5.3 × 10-5 482 12.5 × 10-4 

 

②-(1)-3 発電・蓄電一体型自立電源モジュールの開発【日清紡ホールディングス(株)、

再委託先：信州大学】 

早期の実証実験実施開始を見据え、無線センサ端末の試作の中で自立電源モジュール

の開発を行った。端末の基本構成は、電源部（発電素子、蓄電素子、昇圧回路）、センサ、

無線モジュール、制御用マイコンから成る。初期段階では部品はすべて市場で入手可能な

物を使用し、発電素子は東工大での有機薄膜太陽電池の開発が進んだ段階で市販品と入れ

替えることで開発を進めた。本プロジェクトで作製した 1 次試作機から最終試作機までの

比較一覧を表②-(1)-3.1 に示す。 

 

表②-(1)-3.1 各試作機の比較 
項目 1 次試作 2 次試作 3 次試作 最終試作 

外観 

 

 
    

主用途 設計試作 機能試作 実証・展示会 本実証 
外形 50×35×20mm 60×30×15mm 60×29×6.9mm 60×29×8.6mm 

太陽電池 

AM-1454CA 
（アモルファス

シリコン） 

AM-1456CA x4 
（アモルファス

シリコン） 

東工大開発品 
（有機薄膜） 

東工大開発品 
AM-1454CA 

昇圧回路 
LT3105 

（リニアテクノロジー社製） 
ADP5090 

（アナログ・デバイセズ社製） 
無線帯域 920MHz 

センサ 
温度 
照度 

温度 
湿度 
照度 

送信データ 
温度 
照度 

温度 
湿度 
照度 

温度 
湿度 
照度 
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内部電圧 
送信シリアル No. 

送信間隔 約 30 分@600lx 

約 35 秒@1000 lx 
約 55 秒@750 lx 
約 75 秒@500 lx 
約 175 秒@250 lx 
約 3 分（設定） 

約 3 分（設定） 
 

約 20 秒 
（展示会用設

定） 

約 3 分（設定） 

夜間駆動 不可 可 

主な改良点 

 送信間隔 
センサ種類追加 

小型化 

夜間駆動 
送信データ種 

薄型化 

電波障害対策 
電力使用効率 
再起動時間 

 

以下に各試作機について説明する。 

 

②-(1)-3-1 1 次試作機の作製 

1 次試作機として、発電素子にアモルファスシリコン太陽電池を使用し、センサは照度

センサと温度センサの 2 類、920MHz 帯の無線モジュールを搭載した無線センサ端末を試

作した（図②-(1)-3-1.1）。サイズは 55×40×20mm となった。回路構成を図②-(1)-3-1.2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(1)-3-1.1 1 次試作センサ端末 

 

 

図②-(1)-3-1.2 1 次試作端末回路構成 
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1 次試作機の基本動作は、太陽電池で発電した電力を主キャパシタに蓄電し、主キャパ

シタの電圧が 1V になった段階で電源制御回路が働き昇圧回路（DC/DC）を起動させ、セ

ンサ及び無線モジュール回路が稼働し測定データを送信するというものである。主キャパ

シタの電圧が 1V になった段階で回路を起動するのは、1V が電源制御回路等の駆動に十

分な電圧であることによる。データを送信すると電力を使い果たし、主キャパシタは空に

なる。 

実際に 1 次試作機を使用してどの程度の間隔でデータ送信が可能なのかを実験した。

市販の照度センサの周りに 1 次試作機を 6 台設置し、照度がおよそ 600lx になるように照

明を調整し、各端末のデータ送信間隔を測定した（図②-(1)-3-1.3）。端末による個体差は

あるが、平均して 30 分程度の間隔でデータが送信されることが分かった。通信距離とし

ては、障害物が無い環境で 50ｍまで通信可能であることを確認した。 

 

図②-(1)-3-1.3 センサ端末のデータ送信間隔確認実験 

 

②-(1)-3-2 2 次試作機の作製 

1 次試作機の動作検証の結果を踏まえて 2 次試作機を作製し、実証環境で動作試験を

行った。実証場所には、高湿度環境（相対湿度 90％）で明暗期（昼夜間）のある植物工

場を選び、開発した完全無給電型電源の昼夜間 24 時間連続動作および長期安定動作の検

証を行った。有機薄膜太陽電池について、これまでに、室内実証環境における動作状況お

よび長期安定性に関するデータはほとんど報告されていないため、本研究開発で行う室内

環境としては厳しい環境下での動作検証および課題抽出は、実用化を見据えた電源開発に

は特に重要である。動作試験から抽出された課題については随時電源開発にフィードバッ

クを行った。実際には植物工場の栽培棚に設置し、実証環境下での動作検証を開始した。

2 次試作機では照度センサと温度センサに加え、植物工場では重要な環境要因である湿度

を測定するため、湿度センサも搭載した。搭載する太陽電池パネルのサイズを発電素子の
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開発目標である 50×20mm とし、基板のレイアウトを見直すことによって、全体のサイ

ズを 60×30×15mm とした。2 次試作機の外観を図②-(1)-3-2.1 に、その回路構成を図②-

(1)-3-2.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(1)-3-2.1 2 次試作端末 

 

図②-(1)-3-2.2 2 次試作端末回路構成 

 

1 次試作機では、送信間隔が 30 分程度であったが、センサネットワークシステムの開

発のためには、空間的、時間的にきめの細かいデータ収集が必要と考えられるため、2 次

試作機では数分間隔でデータ送信が可能なように改良を加えた。1 次試作機では、主キャ

パシタの電圧が 1V になった段階で回路を駆動させキャパシタに蓄えられた電力を全て使

い切っていたが、センサ及び無線モジュールを稼働させるためには必ずしも全ての電力を

使用する必要のないことから、データの送信が終了した時点でマイコンから電源制御回路

に信号を送り、主キャパシタからの電流を停止するようにした。この改良により主キャパ

シタの電圧が再び 1V に上昇するまでの時間が短縮され、データの送信間隔も短縮された。 

回路の検証のため 250lx 間隔で 1000lx まで照度を変えて測定したところ表②-(1)-3-2.1 の

ような結果になった。 
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表②-(1)-3-2.1 照度による送信間隔 

 

 

 

 

 

植物工場での動作検証の結果、高湿度環境が原因と考えられる不具合（動作不良）が

発生したため、基板の表面を防湿材でコート処理した。この処理により不具合は解消され

た。 

 

②-(1)-3-3 3 次試作機の作製 

植物工場では人工的に昼（明期）と夜（暗期）を作り出して栽培する場合がある。本

研究開発の実証実験を行ういちごの栽培施設においても昼と夜を作り出している。2 次試

作機までは太陽電池に光が当たっていない間は駆動が停止するが、植物工場では夜間の環

境データも取得したいという要望があることから、3 次試作機からは夜間の駆動を可能に

する改良を加えた。本試作ではこれまでの市販のアモルファスシリコン太陽電池に変え、

東工大で開発中の有機薄膜太陽電池を搭載した。全体のサイズは更に基板のレイアウトを

見直すことによって 60 × 29 × 6.9mm となった。 

3 次試作機の外観を図②-(1)-3-3.1 に回路構成を図②-(1)-3-3.2 に示す。尚、本試作から

昇圧回路を電源制御機能を持つ他社製のものと入れ替えたため、回路構成から電源制御回

路の記載が無くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(1)-3-3.1 3 次試作端末 
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図②-(1)-3-3.2 3 次試作端末回路構成 

 

夜間（暗期）のデータ測定を可能にするためには、データの送信間隔を一定の値に固

定して余剰電力を主キャパシタに蓄える必要がある。3 次試作では実証場所の環境を考慮

して約 3 分間隔で送信するように設定した。3 分間隔の送信に使用した残りの電力は主

キャパシタに蓄えられ、夜間の使用電力を賄うことが可能となった。従来の主キャパシタ

が担っていた、センサ及び無線モジュールを稼働させるための瞬間的な電力を供給する役

割は副キャパシタで担うようにした。送信するデータも測定した環境データだけでなく、

主キャパシタの蓄電量の目安となる内部電圧と、送信回数のシリアル番号を付け加えた。 

また、3 次試作機は 2014 年 4 月 23 日～25 日にパシフィコ横浜で開催されたナノ・マ

イクロ ビジネス展（NMB 展）での展示用デモ端末としても使用した。NMB 展ではデー

タ送信時間を 20 秒に調整し、照度の変化に応じて受信データが変化する様子などをア

ピールした。 

 

②-(1)-3-4 最終試作機の作製 

3 次試作機で、ほぼ植物工場での環境測定に必要な機能をもつ無線センサ端末が出来上

がった。最終的な実証実験に供するために 150 台の最終試作機を作製することにしたが、

受信率向上のための基板のレイアウト改良と、更に消費電力の無駄を省くための回路の改

良を加えた。最終的な全体のサイズは 60×29×8.6mm となり、厚さが 3 次試作より

1.7mm 増えたが、これは従来使用していた小型の部品が入手不可能となり代替品に変更

したためである。代替部品でも従来品と性能的には変わらない。試作には東工大での開発

品と、市販のアモルファスシリコンの両方の太陽電池を使用した。外観を図②-(1)-3-4.1

に回路構成を図②-(1)-3-4.2 に示す。 
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図②-(1)-3-4.1 最終試作端末（東工大開発太陽電池搭載版） 

 

 

②-(1)-3-4.2 最終試作端末回路構成 

 

3 次試作機を使用した実証実験では、通信障害が原因と考えられる受信率の低さが問題

として挙げられた。センサ端末は植物栽培棚の金属フレームに取り付けられるが、3 次試

作機は無線モジュールのアンテナ回路が太陽電池パネルに覆われている上に厚さが薄いた

め、太陽電池パネル自体が電波障害の原因となっていた。最終試作では太陽電池パネルの

サイズを変えて 41.6×26.3mm とし、アンテナ回路部分を覆わないようにした。 

また主キャパシタに充電する際の効率を上げるために充電スイッチ（SW）を、センサ

及び無線モジュール回路側への漏れ電流を止めるために起動 SW を組み込んだ。これらの

スイッチの追加により電力の使用効率が上がり、主キャパシタの容量低下により駆動が停

止した状態からの再起動の時間も短縮した。 

 

②-(1)-4 自立電源モジュール製造技術の開発 

②-(1)-4-1 モジュール製造技術開発【日清紡ホールディングス(株)、東京工業大学】 

a. パネル設計の検討 

有機薄膜太陽電池（OPV）パネルのパターン設計において ITO の抵抗が重要な要素と

なる。OPV に用いられる ITO の抵抗は 10Ω/sq 程度。一方、発電時の OPV 内部の直列抵
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抗成分は太陽光照射時において～10Ω、屋内照明下においては 1kΩ程度である。すなわ

ち屋外利用を想定した場合、単位セルのサイズは 1cm2 以下にする必要があるが、屋内利

用においては数 cm2 程度であれば ITO 抵抗による大きな損失は生じない。2cm×5cm の

パネルを想定した場合でも、基板の外周に金属補助電極を配置するだけで十分である。

OPV パネルの有効面積のみを考えると、パネル全体を単一セルが占有することが望まし

いが、昇圧 IC の効率に対する入力電圧依存性も考慮し、パネル内に 1～4 つのセルを直列

に配置した複数パターンを設計・製作した（図②-(1)-4-1.1）。パネル面積 10cm2 に対して、

開口率（セル面積 / パネル面積）は 90～70％である。 

 

図②-(1)-4-1.1 太陽電池パネル（裏面） 

b. パネル耐久性の検討 

太陽電池パネルの劣化は主に次の 3 つの要素によって進む。 

l 不純物由来の欠陥の拡大 

l 酸化（水分、酸素に対する耐性・バリア性） 

l 熱による活性層のモルフォロジー変化 

酸化や欠陥の拡大は紫外線によっても生じるものの、熱や大気の影響に比べれば極め

て微小と言える。さらに、光学フィルターを利用すれば 400nm 以下の紫外線はカットす

ることができる。パネル高耐久化に向けて、材料選定を含む全生産工程管理の徹底と熱、

大気に対する影響の検討が重要となる。 

ア. 不純物除去 

有機半導体材料は十分に高純度な製品を選定した。特に n 型半導体であるフラーレン

誘導体は大気成分によって性能劣化を引き起こすため、必要に応じて精製を行った。 

基板となる ITO パターニングガラスの洗浄工程としてワイピングから UV-オゾン処理

までの 10 工程を通して、マイクロレベルのコンタミ除去～分子・原子レベルの表面改質

を行った。水溶性である PEDOT:PSS の製膜以降、TiOx 製膜を除く活性層成膜から封止
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までの工程は水、酸素ともに 1ppm 以下の嫌気下において行った。TiOx のゾル-ゲル反応

プロセスにはアルコール、水が必要であり、一方、直下に存在する n 型有機半導体は酸化

されやすい物質である。しかし、この反応プロセスにおいては活性層表面に存在する不純

物レベルの水分子を除去する効果が期待できるため、ゾル-ゲル TiOx を電子捕集層として

採用する事でより高耐久の太陽電池を得る事が出来る。陰極形成後-封止時に最終的に残

存する ppm オーダーの水分については封止キャップ側の脱水剤により除去される。 

以上、ここで行った不純物除去は少量サンプル試作までが可能なラボレベルの工程で

あるため詳細は割愛する。要素技術としては同様であるが、生産に向けては別途プロセス

検討が必要である。 

イ. 活性層材料の選定 

植物工場等での実証に堪えうるパネル試作のため、種々の既知材料を検討した結果、

以下の組合せの p 型、n 型有機半導体材料を選定した（図②-(1)-4-1.2）23)- 28)。 

 

i）p 型：P3HT、n 型：ICBA 

 

図②-(1)-4-1.2a P3HT, ICBA 

ii）p 型：PCDTBT、n 型：PC70BM 

  

図②-(1)-4-1.2b PCDTBT, PC70BM 

iii）p 型：PTB-7、n 型：PC60BM 

    

図②-(1)-4-1.2 活性層に用いた p 型、n 型有機半導体材料組み合わせ。(a) p 型:P3HT, n

型:ICBA, (b) p 型:PCDTBT, n 型:PC70BM, (c) p 型:PTB-7, n 型:PC60BM 



  

 247 

また、この 3 組の p 型,n 型有機半導体材料を活性層に用いた素子の電圧-電流特性を示す。 

 

 

図②-(1)-4-1.3 白色 LED 照射下における太陽電池の電流-電圧特性  

 各々、最適化することにより W-LED（500lx）照射下においても 10％以上の高いエネル

ギー変換効率を達成できた。これは i）ICBA の高い LUMO 準位由来の高開放電圧、ii）

PCDTBT の深い HOMO 準位由来の高開放電圧、iii）PTB-7 の広い吸収領域由来の高短絡

電流密度を効果的に活用した結果である。これら 3 種の構成の活性層を有する太陽電池パ

ネルを試作し 500lx 照射下、100～2MΩ 負荷におけるの連続駆動試験を行った。結果を以

下に示す。 

 

図②-(1)-4-1.4 活性層ごとの出力変化 

 

高出力の初期特性に反し ii)、iii)は顕著な劣化を示し、半年後においても安定化の兆し

は見られなかった。これに対し i)では有意な減衰は観られなかった。さらに室温-80℃昇

温を繰り返しても劣化は起こらなかった。この差異は p 型有機半導体ポリマーの結晶性に

由来すると考えられる。P3HT はシンプルな分子構造と高いレジオレギュラリティーから
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強い分子間力を有し高い結晶化度を示す。これに対して他の 2 つの p 型ポリマーは多様な

準安定短距離秩序状態が存在しアモルファスに近い。よって活性層内のモルフォロジー変

化が容易に起こり、相分離状態が熱に対して不安定であると考えられる。このことは

XRD や AFM の結果によっても裏付けられた。以上の結果より、実証用のパネルには

P3HT:ICBA を採用した。 

c. 封止検討 

 有機薄膜太陽電池において、電子を取り出す陰極界面はその原理上、大気に対して不安

定であり、高密閉な封止構造が必要となる。P3HT：ICBA の活性層を有する太陽電池パ

ネルを試作し、内側に水分吸着材を有するガラスキャップによる封止を行った。接着に用

いる UV 樹脂を検討・選定した結果、40℃-95％RH における保存寿命試験において 3 か月

以上、500lx 照射下の連続駆動試験において 6 ヶ月以上の安定性を確認し、PJ 終了時点に

おいて有意な減衰は観られなかった。 

 

②-(1)-4-2 封止技術開発【住江織物(株)】 

布帛型発電素子の構成材料である繊維型太陽電池素子の構造はサブミクロンオーダー

の上部透明電極とその周囲の補助電極が最外層となっており、この状態では物理的接触に

よる素子の破壊が起こりやすく、布帛化加工を行うためには被覆層が必要である。 

この被覆層に求められる必須条件として以下の 3 点が挙げられる。 

1. 光エネルギー捕集のため無色透明で可視光域に吸収を持たないこと 

2. 布帛化加工を行うため被覆層を均一膜厚で形成可能であり柔軟性を維持できること 

3. 活性層の性能を維持するため被覆層形成に 150℃以上の高温処理が不要であること 

また、有機薄膜太陽電池は大気に曝されることで劣化が進行するため、ガスバリア性

が高いものが理想的である。 

本項目では、繊維型太陽電池を外部衝撃から保護するため、上記条件を満たした被覆

層材料の選定および被覆技術の開発を行った。 

ア. 実験方法 

繊維型太陽電池作製：洗浄した SUS 線を芯材として用い、芯材上への溶液塗布は全て

大気中で実施した。先ず、酢酸亜鉛二水和物、メチルセロソルブ、モノエタノールアミン

を混合し、調整した ZnO 溶液を芯材上に塗布し、熱処理を行った。その後、ZnO 層上に

は、活性層（P3HT:PCBM）溶液を塗布し、熱処理した。最後に、活性層上に界面活性剤

および導電性向上のための添加剤を加えた PEDOT:PSS 水分散液を塗布し、熱処理を行っ

た。 

被覆層材料選定：上述の条件を満たすため繊維型太陽電池に対して、熱可塑性樹脂の溶融
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被覆、または常温で液状の樹脂材料を用いたディップコーティングを被覆加工方法として

検討を行った。 

電池特性測定：光照射面積が 2 (cm)×繊維径(cm)となるように遮光マスクをかけ、

AM1.5G(100 mW/cm2)の擬似太陽光を照射して、その電流電圧曲線計測により電池性能を

評価した。 

被覆層材料のガスバリア性能評価：被覆加工を施した繊維型太陽電池を大気下、室内（20

±5℃、40±10%RH）に保管し、一定時間経過後に電池特性測定を行い、そのセル効率変

化率から評価した。また、一部の被覆材料については JIS K7126-1(GC)および JIS K7129-C

に準拠したガス透過度測定を行った。 

イ. 実験結果 

まず、加工方法の選定を行った。溶融被覆において繊維への被覆層形成を試みたが、

被覆層膜厚の制御のため繊維に張力をかける必要があり、加工中に繊維型太陽電池が破断

してしまった。このため、繊維自体に余計な外力をかけずに被覆加工を行えるディップ

コーティングを加工方法として採用した。ディップコーティングによる繊維被覆検討を

行った結果、均一製膜が可能な材料としてアクリル樹脂溶液を選定した。 

図②-(1)-4-2.1 にアクリル樹脂溶液を用いて被覆層を形成した繊維型太陽電池の外観写

真と被覆前後の電流電圧曲線を、表②-(1)-4-2.1 に被覆前後の電池特性を示す。この結果

から、被覆層を形成することで太陽電池の変換効率が向上していることが分かる。これは、

被覆層による光捕集効果による効果に加え、上部透明電極と補助電極間の接触不良が改善

されていることが原因と考えられる。また、素子作成条件の最適化を行った結果、これま

でに報告されているもの 29) と同等以上の性能を持つ繊維型太陽電池作製が可能となって

いる。図②-(1)-4-2.2 には本項目で作製した繊維型太陽電池の室内照明下における電流電

圧曲線を示す。この結果から平均して 1 本当たり 3μW の出力を得られることを確認して

いる。 

被覆材料のガスバリア性評価の結果、アクリル樹脂被覆を行った素子は 2 週間後の時

点で被覆なしの素子と比較して性能維持率に 40 %以上の差が見られた。また、PET 基材

間に柔軟なシリカ層を挿入した材料の水蒸気透過度は、一般的な熱可塑性樹脂のおよそ

1000 倍のバリア性となっていた。さらに、アクリル樹脂層上にパリレンコーティングを

施すことでガスバリア性が向上することを確認しており、有機-無機複合による更なる長

寿命化の見込みが得られている。 
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図②-(1)-4-2.1 (a)被覆後繊維型太陽電池外観、(b)被覆前後の電流電圧曲線 

 

表②-(1)-4-2.1 被覆前後繊維型太陽電池素子の擬似太陽光照射下における太陽電池特性 

試料 Voc [V] Jsc [mA/cm2] FF PCE [%] 

被覆前 0.47 6.6 0.35 1.1 
被覆後 0.56 12 0.46 3.0 

 

 

図②-(1)-4-2.2 被覆後繊維型太陽電池の室内照明下での電流電圧曲線 

 

②-(1)-5 自立電源搭載技術の開発【住江織物(株)】 

電源仕様の最適化を図るために、センサ利用環境中の光エネルギー量を測定した。図

②-(1)-5.1(a)の実証環境（スマートオフィス）における光照射量測定結果を示す。実証環

境下ではセンサ設置場所にかかわらず、照度 400 lx 以上を確保することが可能であるこ

とがわかった。さらに、図②-(1)-5.1(b)より実証環境下で自立電源センサ端末が使用可能

な光のスペクトルを確認したところ、開口部条件を窓ガラスのみにした場合の蛍光灯＋太

陽光では、波長 400 nm～800 nm までの可視光領域の光を発電に利用できることを確認し

た。 
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また、開口部条件が窓ガラス＋カーテン・ブラインドの場合の蛍光灯のみでも、可視

光領域の光を発電利用可能だが、波長は 400 nm～700 nm までであった。 

以上より、実証環境下でセンサ端末駆動させるための自立電源としては、室内照度 400 

lx 以上で駆動し、かつ、可視光領域の光スペクトルを利用できる太陽電池の開発が求め

られる。 

 

 
図②-(1)-5.1 (a)実証環境下での最低照度, (b)実証環境下での光スペクトル 

 

②-(1)-6 まとめ 

室内光源に適した光吸収特性と起電力の向上を可能にする有機半導体材料の開発と有

機半導体ナノファイバー構造を利用した有機薄膜太陽電池の低照度最適化によって、5×

2cm サイズで出力 150μW 以上の目標を達成した。さらに蓄電機能を備えた電源モジュー

ルとしての開発を進めた。開発した自立電源は照度 200lx からの駆動が可能であり、実証

場所であるスマートファクトリ（植物工場）において、完全無給電でワイヤレスセンサ端

末の昼夜間連続の安定動作を可能にした。 

さらに、大気圧条件下・全塗布プロセスによる繊維型有機薄膜太陽電池の作製技術お

よび布帛技術を確立し、これまでにない有機薄膜太陽電池のフレキシブル化を実現した。

今後自立電源をモバイル・ウェアラブル電源として展開するためには、電源回路基板のフ

レキシブル化を進めていく必要がある。 
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②-(2) 超小型高効率屋内用自立電源システムの開発【ローム(株)】 

②-(2)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

今後、普及が見込まれる無線センサネットワークは、BEMS/HEMS といった省エネ用

途だけで無く、インフラ、物流、農業、健康、医療といった分野でも、その実現が期待さ

れており、IoE（Internet of Everything）やクラウドの更なる発展にも欠かせない技術であ

る。しかしながら、これまでの無線センサネットワークは、電池駆動ないし電源駆動で

あった為、利用範囲は限定的であり、電池交換やメンテナンスが必要で、特に電源駆動の

場合、あとから設置する事が高額な工事費やテナントでのオーナーの許可を要する等、容

易ではない点が普及を妨げる要因となっていた。 

そこで、現在の有線電力供給、電池駆動に代えて、周囲環境から電力を生み出すエナ

ジーハーベスティングデバイスを電力源として、屋内照明下でも効率よく発蓄電可能な自

立電源を開発する事で、メンテナンスフリーなグリーンセンサネットワーク端末を実現す

る。 

 

＜研究開発の目標＞ 

本研究開発では、まず、エナジーハーベスティング用発電デバイスとして室内光向け

発電デバイス（色素増感型室内光電池、DSC）を、センサネットワーク用キャパシタとし

て電気二重層キャパシタ（EDLC）を開発し、それらからなる発電・蓄電モジュールに

DC/DC コンバータ等から構成される電源回路を組み合わせた超小型高効率屋内用自立電

源を開発する。その上で、研究開発項目①で開発されるグリーン MEMS センサと、マイ

コン及び無線通信デバイスへの電力供給可能な自立電源駆動グリーンセンサネットワーク

（GSN）端末を試作し、研究開発項目③の中小スマートオフィス実証に提供する事で省エ

ネ 10％達成を協働で達成する。 

すなわち、温度 5~35℃、室内照明下等研究開発項目③の実証実験で設定する環境下で、

GSN 端末に必要な電力供給として、平均出力 150μW 以上の電力供給が可能な発電・蓄

電一体型デバイスを開発する。 

本プロジェクトで開発する上述の自立電源の構成模式図を図②-(2)-1.1 に示す。室内光

は太陽光に比べて非常に微弱である事（環境にもよるが、室内光の放射照度量は太陽光下

のおよそ 1/100～1/1000）から、得られる電流量が極めて微量である。その為、如何にし

て発電した電流をロス（逆電流）させないかが重要であるので、低逆電流 DSC を開発す

る。また、センサネットワーク用蓄電デバイスとして、EDLC を採用したのは、無線送信

に必要な数 10mA オーダーの電流を瞬間的にでも引き出すには、内部抵抗の高い蓄電池で
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は困難である事、また室内用自立電源として低価格化を実現するべく、部品構成をシンプ

ルにする事に起因する。ただし、EDLC の低リーク電流化が必要となる。これらから構成

される発電・蓄電モジュールからの発電量を、昇圧型 DC/DC コンバータないし降圧型

DC/DC コンバータを用いた電源回路により、3V ないし 1.8V 出力の自立電源を開発する。 

 

図②-(2)-1.1 GSN プロジェクトで開発した自立電源のイメージ図 

 

②-(2)-2 エナジーハーベスティング用発電デバイス(DSC)の開発 

本プロジェクトの実証実験は屋内を想定しており、屋内光を効率良く電力に変換出来

るエナジーハーベスタが必要である。蛍光灯や LED 照明のような屋内光はその波長分布

（スペクトル）が可視光域内に分布している事から、可視光感度の高いエナジーハーベス

タとして、本要求に最も適しているのが有機系太陽電池の一種である色素増感型室内光電

池（DSC）である。DSC は光を電力に変換する役割を果たす色素（後述）が可視光域に

高い感度を持っており、この要求を満たす。 

図②-(2)-2.1 に、発電デバイス（DSC）の断面構造と発電サイクルの概略図を示す。

DSC は素子内部に色素を担持したナノポーラスな TiO2（酸化チタン）膜が形成されてい

るのが特徴である。これにより室内光のような低照度環境下であっても、入射光をより多

く吸収し、電荷生成する事が出来る。より具体的には、TiO2 に吸着した色素分子の光吸

収にて発生する電子が TiO2 膜を経由して透明電極へ到達し、外部付加を経由して対抗電

極から電解液に再注入されるのが一連の発電サイクルである。であるので、電解液の特性

も発電特性に大きく効く事となる。 
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図②-(2)-2.1 発電デバイス(DSC)の断面構造と発電サイクルの概略図 

 

ところで、DSC の素子内部に含まれる電解液による電荷輸送・交換作用があるが、そ

の作用により、色素から発生した電子が電解液中に逆流してしまう可能性もある。そこで

逆流防止機能を付与する為に、図②-(2)-2.2 に示すように、透明導電膜上に薄膜のバリア

膜を成膜する技術を検討した。これにより、発生した電荷が電解液中に逆流するのを防ぎ、

DSC の発電特性を向上させる事が出来た。 

 

透明導電膜上へのバリア膜形成

バリア膜透明導電膜

変更

リーク電流低減

TiO2 色素

電解液

 

図②-(2)-2.2 DSC の逆リーク電流低減対策 

また、DSC の電解液には電荷を上手く輸送・交換する働きが生じるように様々な添加

物を溶解させている。今回、我々はヨウ化物イオンと臭化物イオンが発生する様に添加物
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を選定・配合調整し、最適化を図る事で最も DSC の発電特性（最大出力密度）が得られ

る条件を見出した。具体的には、図②-(2)-2.3 に示されるように、電解液中のヨウ化物イ

オンと臭化物イオンがそれぞれ 250mM の時に短絡電流密度（Jsc）を低下させずに、開放

電圧（Voc）を高める事が可能で、最大出力密度が得られた。これは、DSC の Voc が

TiO2 の伝導帯と電解液の酸化還元準位（電位）の電子エネルギー差に支配され、ヨウ化

物イオンより臭化物イオンの酸化還元電位がポジティブである事に起因する。 

 

電解液添加物組成を最適化
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図②-(2)-2.3 DSC の光起電力向上対策 

 

更に、室内光のような低照度環境下において、外から入る入射光をより効率良く取り

入れて発電特性の向上を図る為に、図②-(2)-2.4 の左図に示すように、入射光側の DSC の

ガラス基板上に低反射フィルムを貼り付けた。結果として、右図のように発電特性に寄与

する可視光域の波長の光を約 4%向上させる事を確認し、実際に、光電変換効率（Incident 

Photo-to-Current(Conversion) Efficiency、IPCE）として約 3%向上する事を確認した。 
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ガラス面の反射抑制
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図②-(2)-2.4 DSC の光電流向上対策 

 

図②-(2)-2.5 は DSC の発電特性の見方を示している。縦軸には DSC から得られる電流

値（I）、或いは電力値（P）を、横軸には電圧値（V）を示しており、DSC の最大出力値

が得られる点を最大出力点（Pmax）という。 

 

Voc（開放電圧） ： 電流がゼロの時の電圧
I sc（短絡電流 ） ： 電圧がゼロの時の電流
Pmax（最大出力） ： 太陽電池で得られる最大出力
Vmax： Pmaxが得られる時の電圧
I max： Pmaxが得られる時の電流
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図②-(2)-2.5 発電特性(IV 特性)の見方 

 

図②-(2)-2.6 は本プロジェクトで試作した DSC モジュールの一例である。4 セル直列構

造（4 直）で、サイズは 20mm×50mm に制限しており、赤褐色部が、光吸収色素を担持

した TiO2 を示している。 
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図②-(2)-2.6 試作した自立電源搭載用 DSC モジュールの外観 

 

図②-(2)-2.7 は、今回試作した 4 直 DSC モジュールの発電特性の一例である。評価に使

用した光源は一般的な屋内向けの蛍光灯であり、その照度は 500 ルクスで統一している。

先に示した電解液中の添加物濃度の最適化及び、低反射フィルムの貼り付け効果による光

電変換効率等の効率改善により、DSC の最大出力密度が 21.9uW/cm2→24.7uW/cm2 と

12.6%も向上した事を示している。 
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図②-(2)-2.7 4 直 DSC モジュールの発電特性の一例 

このように DSC の発電特性の改善を行いつつ、本プロジェクトで想定した温度範囲で

ある 5℃～35℃で発電特性に関しては、試作した DSC の発電特性の温度依存性を評価し

た。図②-(2)-2.8 は DSC の IV 特性の結果であり、横軸に DSC の電圧値、縦軸に電流密度

値を取っている。測定環境温度は 0℃～40℃である。 
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図②-(2)-2.8 DSC の発電特性の温度依存性(1)－IV 特性－ 

図②-(2)-2.9 は、図②-(2)-2.8 の IV 特性における、短絡電流密度（Jsc）、開放電圧

（Voc）、形状因子（FF）、最大出力密度（Pmax）である。DSC は低温環境になる程、

Voc が増加する傾向が確認されたが、Jsc に関しては環境温度依存性が殆ど無く、温度変

化に対して DSC の Pmax は大きく変化しない事を確認した（25℃に対して 5℃で 4%増、

35℃で 4%減）。 

温度(℃) Pmax (mW/cm2)

-10 0.0390

0 0.0417

10 0.0422

20 0.0409

30 0.0396

40 0.0376

50 0.0353

60 0.0328

 

図②-(2)-2.9 DSC の発電特性の温度依存性(2)－Jsc/Voc/FF/Pmax－ 
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②-(2)-3 センサネットワーク用キャパシタ(EDLC)の開発 

本プロジェクトのセンサネットワーク用蓄電デバイスとして、EDLC を採用したが、図

②-(2)-3.1 にその位置付けを示す。EDLC は、そのエネルギー密度は低いものの、内部抵

抗が低く出力密度が高く、シンプルな無線センサ端末における無線送信に適合している。 
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図②-(2)-3.1 センサネットワーク用キャパシタ(EDLC)の位置付け 

 

図②-(2)-3.2 に EDLC における充放電のメカニズムを示す。EDLC セルに注入されたイ

オンが活性炭（活物質）に吸着し、電気二重層を形成する事で充電される。一方、活性炭

表面から吸着されたイオンが脱離する事で放電が起こる（電流を取り出せる）。 

 

イオンが活性炭に吸着
（電気二重層形成）

e-e-
充電

ア
ル
ミ
集
電
極

セ
パ
レ
ー
タ
ー

電解液

活
物
質

活
物
質

－

－

－

－

－

－

+

+

+

+

+

+

ア
ル
ミ
集
電
極

活性炭表面から
イオンが脱離

e-e-

－

放電

電解液

活
物
質

活
物
質

+

+

+

+
+

+

－

－

－

－

－

ア
ル
ミ
集
電
極

ア
ル
ミ
集
電
極

セ
パ
レ
ー
タ
ー

充電 放電

 

図②-(2)-3.2 EDLC の充放電模式図 
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EDLC をセンサネットワーク用の電源として用いるにあたり、無線出力等、高負荷なデ

バイスを動作させる為、高出力を EDLC から取り出す必要がある。また、センサノード

の小型化が要求される為、高容量（大型）の EDLC を搭載することが出来ない。一般的

な EDLC は小容量であると、内部抵抗が高くなる。これは特性が同じ EDLC であれば、

RC 時定数が一定となり、大容量の EDLC であればデバイス体積が大きくなるデメリット

はあるが、内部抵抗が低くなり、大電流を引き出すことができる（高出力を取り出せる）。 

一方、小容量の EDLC であるとデバイス体積は小さくコンパクトになるが、内部抵抗

が高くなり大電流を引き出す事ができなくなる。よって、本研究ではこの時定数を可能な

限り小さくすることを目標に開発を進めてきた。センサノード端末で高出力を要求される

デバイスとして無線送信が挙げられ、例えば、3V で約 50mA の電流を引き出す必要があ

り、出力は約 0.15W となる。 

一方、小型で低背なセンサ端末の容積を考慮すると EDLC の容量は 1F が限界である。

この出力を EDLC から取り出す際、EDLC の電圧変動によるモジュールの不安定動作を防

止させる為、EDLC の電圧ドロップを 0.05V 以下に抑える必要がある。よって、EDLC の

内部抵抗を 1Ω以下にしなければならない。つまり、時定数τは、1F×1Ω=1ΩF 以下の

EDLC を作製する必要がある。 

この条件を達成させる為、まず、EDLC の内部抵抗の成分に着目した。EDLC は図②-

(2)-3.3 のように、活性炭内の電子電導や電解液中のイオン電導由来の「バルク抵抗」、

アルミ集電極と活性炭間の電子電導由来の「界面抵抗」、最後の活性炭細孔内に存在する

イオンが電解液に拡散していく際のイオン電導に由来する「拡散抵抗」に分割できる。こ

の 3 種類の抵抗の中で特に「界面抵抗」が非常に大きく（5.5mΩcm2）、残りの 2 つの抵

抗成分に比べ１桁近く高い。また、２番目に大きい「拡散抵抗」も低減させる必要がある。 
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図②-(2)-3.3 EDLC の内部抵抗解析法(交流インピーダンス測定) 

同様に蓄電デバイスとして EDLC を用いるにあたり、電圧の長期間の維持が必要であ

る。せっかく蓄電しても、数時間で電圧が低下するようであれば使用出来ない。この要因

は EDLC のリーク電流によるところが大きい。充電された EDLC の電圧で内部のリーク

抵抗を介してリーク電流が流れ、EDLC の電圧が少しずつ低下していくからである。本プ

ロジェクトでは 24 時間の充電終了後、負荷を接続しない状態で更に 24 時間後の電圧が

90%以上を保持する EDLC の開発を進めてきた。 

 図②-(2)-3.4 に内部抵抗低減とリーク電流低減に向けた実施事項を示す。 
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図②-(2)-3.4 EDLC の低抵抗化とリーク電流低減に向けた取り組み 

まず内部抵抗の低減において、図②-(2)-3.4 の(2)の界面抵抗の低減を実施。界面抵抗が

アルミ集電極の酸化被膜が誘電体として寄与し、容量抵抗が存在すると考察した。今回、

この酸化被膜を生じなくさせる為、あらかじめアルミ集電極にカーボン被膜を塗布し、被

膜が生じないようにした。結果、ほぼ界面抵抗を検出限界以下に抑制する事が可能となっ

た。図②-(2)-3.4 の(3)の拡散抵抗は、活性炭塗布厚を 20μm 程度まで薄膜化して 60%近く

低減する事に成功した。要因としては、細孔の多い活性炭厚を薄くする事で、電解液への

充放電におけるイオン拡散が容易になった事と考えられる。最後に図②-(2)-3.4 の(1)のバ

ルク抵抗の低減は、ロールプレス処理による活性炭同士の密着性向上による電子電導性の

向上や、赤外線乾燥によるアルミ集電極と活性炭の密着性向上による電子電導性の向上、

最後に真空ラミネート封止技術による真空と大気圧差による物理的圧着によるアルミ集電

極と活性炭との密着性向上による電子電導性の向上により、23%近く低減させることに成

功した。 

また、リーク電流の低減では図②-(2)-3.4 の(4)のセパレータの緻密化と活性炭への導電

助剤のドライコート処理が挙げられる。セパレータの緻密化では、活性炭層から遊離した

イオンが吸着した状態（充電状態）の導電助剤が対極に移動し、自己放電する事を防止す

る。活性炭への導電助剤のドライコート処理では、そもそも活性炭から充電状態の導電助

剤が遊離しないようにする事で、自己放電を防止している。図②-(2)-3.4 の(1)では低抵抗

化にも寄与しつつ、真空と大気圧の差で電極を圧着状態にする事で、充電された活性炭が

アルミ箔からの剥離する事を防ぎ、自己放電の低減に努めている。 

これらの低抵抗化とリーク電流の低減化技術を導入することで、直流規格化抵抗を 7.0
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Ωcm2 から 1.2Ωcm2 と大幅に内部抵抗を低減させ、電圧保持率は 81.5%から 93.0%へと向

上させる事に成功した。内部抵抗では図②-(2)-3.5 の左図で見受けられるように半円の界

面抵抗を大きく低減させたことによる効果が大きい事がわかる。また、電圧保持率では充

電後 24h 後のリーク電流を約 1 桁低減させた事が要因である。 
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図②-(2)-3.5 EDLC のインピーダンス特性、及びリーク電流と電圧保持特性の改善結果 

上述の EDLC の低抵抗化とリーク電流低減化の結果を以下の表②-(2)-3.1 に纏める。本

開発による低抵抗化かつリーク電流の低減により、EDLC がセンサネットワークに有用な

蓄電素子として採用出来る道筋を示す事ができた。 

表②-(2)-3.1 改善前後の EDLC の内部抵抗とリーク電流 

低抵抗化結果 リーク電流低減化結果

バルク抵抗 界面抵抗 イオン拡散抵抗 リーク電流密度 電圧保持率

改善前 0.80mΩcm2 5.53mΩcm2 0.61mΩcm2 0.50μA/cm2 81.5％

改善後
0.61mΩcm2 検出限界以下 0.24mΩcm2 0.05μA/cm2 93.0％

100％DOWN 60.6％DOWN23.7％DOWN 90.0％DOWN 14.1％UP

 

 

②-(2)-4 超小型高効率屋内用自立電源の結果 

所定の電圧出力の自立電源を開発するにあたり、DSC で発電した電気を EDLC に蓄え

た後、DC/DC コンバータにより昇圧ないし降圧する事が必要となる。図②-(2)-4.1 は、試

作に先立って、試算した自立電源の出力の一例（3.3V 昇圧の場合）である。無線やマイ

コンの消費電力等は暫定値である。結論を述べると、DSC で 150μW を発電した場合、
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その電圧値を 2V、電流値を 75μA に分配した場合、自立電源として最終的に得られる出

力は 116μW となり、トータルの効率は 77％となる。より高効率な自立電源を目指す為

に、本プロジェクト内の端末 WG 等での議論を経て、中小スマートオフィス実証用の 3V

出力型自立電源に加えて、1.8V 出力型自立電源も開発する事とした。 

 

DSC EDLC

150uW DC/DC
Converter VOUT

Trigger

CPU

Vf=0.06V

η=85%

IIeak=5uA

EDLC 1F
VEDLC  =   1.94V
Icharge = 70uA

BLE

sensor

Drive：3.3V/20mA

Sensing：?

CPU Sleep mode
：3.3V/5uA

Trigger：?

 

図②-(2)-4.1 自立電源の出力試算の一例(3.3V 昇圧の場合) 

図②-(2)-4.2 は、試作した各種 DSC モジュールの発電特性を示している。DSC モジュー

ルサイズは 20mm×50mm と制限しているが、その中でのセル数については、2 セルから

4 セルの設計で実際に試作を行い、その時の DSC モジュールの発電特性がどのようにな

るかを評価した。一般的に、セルを直列接続する場合、セル数が増えるにつれて開放電圧

が増加する。一方、DSC モジュールの発電流値は 1 セル分の面積に依存する為、セル数

が増えるにつれて逆に減少していく。更に、開発初期は DSC のセル面積がテストセル

（5mm×5mm）に比べて大きい事から、透明電極の直列抵抗成分に起因した FF 値（発電

特性のパラメータの 1 つ）が低い事が問題であったが、各セルの周囲に Ag 配線を裏打ち

配線として設置する事で、直列抵抗成分を低下させる事に成功し、結果として FF 値も大

幅に改善した。 
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図②-(2)-4.2 自立電源の発電特性(2 直/3 直/4 直 DSC モジュール)の改善 

次に、試作した DSC モジュールについて最適設計を検討した結果を図②-(2)-4.3 に示す。 

DSC のセル数によって、自立電源モジュールからの出力値がどのように変化するのかを

算出した。セル数が少ない場合、得られる電流は大きいものの電圧が低い為、最終的な自

立電源モジュールの出力電圧（1.8V/3.0V）に合わせる為に昇圧が必要となる。目標電圧

までの昇圧率（目標電圧/発電電圧）が高い程、昇圧効率は低くなる傾向があり、結果と

して自立電源の出力値（Pout）が小さくなる。逆に、セル数を増やすと目標電圧に近い分、

昇圧効率は増加するが、1 セル辺りの発電面積が小さくなるため電流値も少なくなり、自

立電源の出力値（Pout）も低下してしまう。 

本プロジェクトの基本計画での開発目標は発電デバイスの発電量ではなく、それを構

成部品とした自立電源の出力値であるので、このようなトレードオフを解決する必要があ

る。今回その最適化を図った結果、図②-(2)-4.3 のように 4 セル直列構造が最も自立電源

モジュールとして出力値(Pout)を引き出せることが分かった。 
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図②-(2)-4.3 3V 出力型自立電源の出力シミュレーション 

今回、得られた DSC セル数と自立電源の出力値（Pout）の関係を示したのが表②-(2)-

4.1 である。開発初期の DSC における発電特性をベースにしているが、4 セル直列構造に

した時に、照度 500 ルクス環境下で自立電源モジュールは最大 129.6uW の出力値が得ら

れる事になる。なお、4 セル直列構造の場合でも自立電源モジュールの出力電圧（3.0V）

は引き出せないため昇圧回路は導入している。この昇圧効率は 82%程度であった。 

表②-(2)-4.1 3V 出力型自立電源の出力シミュレーションの一例 
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2直型

(実測)

3直型
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<予測>

DSC
モジュール

 
 

図②-(2)-4.4 には、我々が試作した DSC の中で最も発電特性が良好だったものの結果を

示している。DSC 単体の最大出力値は照度 500 ルクス環境下で 196uW であり、この結果

を踏まえて自立電源に展開した場合、1.8V 出力電圧の場合は自立電源として 166.1uW、

出力電圧 3.0V の場合は 150.7uW、と、いずれも本プロジェクトの開発目標を上回る結果

となった。なお、1.8V 出力電圧の場合に最大出力値が高くなったのは、昇圧回路に比べ
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て効率が良い降圧回路を導入しているためである。 
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GSNプロジェクト目標値(自立電源として150μW)を達成
 

図②-(2)-4.4 自立電源システムの最適化と発電デバイスの発電量増大 

図②-(2)-4.5 は今回試作した 3V 出力型自立電源の構成を示している。発電素子である

DSC から蓄電素子の EDLC に充電し、目標電圧になった時点から 3V に昇圧する仕組み

である。右のグラフは EDLC の充電電圧の変化を示している。目標電圧になった時点で

3V への昇圧が確認出来た。 

3V出力型自立電源

※ DSCモジュールの発電量 ： Iop×Vop(=2.02V)
※ 自立電源モジュールの出力値 ： Iout×Vout(=3.0V)

昇圧DC/DC
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図②-(2)-4.5 3V 出力型自立電源の充電特性の一例 

一方、図②-(2)-4.6 は今回試作した 1.8V 出力型自立電源の構成を示している。3V 出力

型自立電源と同じく DSC から EDLC に充電し、目標電圧になった時点から 1.8V に降圧

する仕組みである。右のグラフは EDLC の充電電圧の変化を示している。目標電圧に
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なった時点で 1.8V への降圧が確認出来た。 

 

1.8V出力型自立電源

※ DSCモジュールの発電量 ： Iop×Vop(=2.16V)
※ 自立電源モジュールの出力値 ： Iout×Vout(=1.8V)
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図②-(2)-4.6 1.8V 出力型自立電源の充電特性の一例 

 

図②-(2)-4.7 は、本プロジェクトで最初に試作した評価用の自立電源駆動無線センサ

ネットワーク（WSN）端末である。センサとしては既製品の温度センサを搭載し、

2.4GHz の周波数の無線を用いた。 

 

送信間隔：10s

DSC DC/DC
Converter

キャパシタ
( 5mF )

マイコン

RF(2.4GHz)

温度センサ
2.6V出力

RF送信機

環境発蓄電評価ボード

RF送信機

環境発蓄電評価ボード
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DSC
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RF送信機

環境発蓄電評価ボード
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RF受信機

RF受信機RF受信機

RF受信機
 

図②-(2)-4.7 自立電源駆動 WSN 端末(2.4GHz, 温度センサ) 
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図②-(2)-4.8 は、上述の WSN 端末を完全に放電させた後に充電させた動作させた時の

入力電力条件として、1 セルの DSC を想定し、電源回路に電流/電圧＝300μA/0.5V で駆

動させた時にかかる充電時間と、DC/DC コンバータが動作するときの電圧プロファイル

となる。DC/DC コンバータが安定して昇圧するためには、20 分近くかかった。DC/DC コ

ンバータが昇圧するとき、高い電力が必要となるので、出力が取れるキャパシタが重要な

デバイスとなる。安定して昇圧がなされた後の動作であるが、無線送信動作で電力を消費

するためキャパシタの電圧が降下する。図②-(2)-4.8 の下のグラフでは、無線送信動作に

よる電圧の降下後、DSC による発電により元の電圧までキャパシタへの電荷供給がなさ

れていることが分かる。エナジーバジェットの概念として、このように電圧が降下しても、

エネルギーが供給されるシステムを自立電源では構築していかなければならない。 

 

入力電力条件
300μA/0.5V

充電期間 動作期間

動作期間拡大図

10sec

1回当りの動作に必要な電荷を算出すると、およそ【 100μC 】必要である。

注)動作期間とは、温度センサの値を読み取り、無線にてPCへデータ送信する時間である。

動作開始まで、
約20分必要

 

図②-(2)-4.8 自立電源駆動 WSN 端末(2.4GHz, 温度センサ)の充電特性 

 

②-(2)-5 中小スマートオフィス実証用自立電源駆動 GSN 端末と GCON 受信機の開発 

センサネットワーク向け無線通信を行うに当たり、150uW の消費電力で送信動作を達

成しなければならない。今回、我々は消費電力が少ない 920MHz 帯の特定小電力無線の
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採用を考えた。まず、実際にセンサデータが受信機に対して送信されるかを実証する為、

既存の「温度センサ」、「湿度センサ」、「照度センサ」、「圧力センサ」の 4 種類のセ

ンサデータを 150μW の自立電源にて送信した。センサパケットとしては合計 10byte 程

度の小さなデータ容量である。センサネットワーク環境としては、図②-(2)-5.1 で示した

ように受信機 1 台に対し、20 台のセンサ端末（送信機）の関係性にて実証を行った。ま

た、送信システムとして 1 分間の中で 20 台のセンサ端末がどの時間で送信するかを割り

当てることで無線の混線を防止する対策を施している（例：センサ①⇒○○分 00 秒、セ

ンサ②⇒○○分 03 秒、・・・、センサ⑳⇒○○分 57 秒等）。結果、混線する事なく、蛍

光灯 500 ルクス下で連続無線送信を継続する事が照明された。 

 

Sensor node module

MCU & RF (transmitter)

Sensors

センサ&無線モジュールとしての動作を検証

Stand-alone power system

DSC（2セル） EDLC（1F）

Front Back

自立電源としての連続動作を検証

外寸：2cm×3cm
有効面積：4.2cm2

DSC

DC/DC
Boost

Voltage
detector

DC/DC operate:1.0V up
DC/DC sleep:0.8V below

Sensor node
LP-MCU BP3567

EDLC:
1F up

1.1V

1.05V
0.8V～1.05V 

to 3.0V

RF
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BP3596

PC

Sensors:
Temperature and Humidity Sensor,
Ambient Light Sensor, 
Pressure Sensor

Stand-alone
power system

センサノード20台分(送信側)とPC(受信)との通信検証

ノードが無線送信する時間を各ノードに割り当てる事で、
混線する事無く、20ノード全てのセンサ情報をPCに受信させる事を確認

搭載センサ（既存品）
・温度、湿度、気圧、照度

 

図②-(2)-5.1 自立電源駆動 WSN 端末(920MHz, 温度/湿度/照度/圧力センサ) 

次にオフィス環境での省電力化で用いる、赤外線アレーセンサを搭載した図②-(2)-5.2

で示したセンサ端末での実証を実施した。人検知に用いられる赤外線アレーセンサでは、

データ内容がマトリックスデータを含んでいる為、110byte 程度の大きなデータ量を送信

することと、人検知の際のアルゴリズム解析を行う事から、消費電力が大きくなる。この

システムで連続動作を達成する為には、無線送信側でも可能な限り消費電力を低減させる

必要がある。目標としては、150μW の電力に対し、無線送信動作の電力を 50μW 以下

にする事を目標とした。 
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図②-(2)-5.2 自立電源駆動 GSN 端末(920MHz, 赤外線アレー(IRA)センサ) 

 

無線送信における低消費電力化を達成するに当たり、図②-(2)-5.3 で示したように送信

動作時の消費電流をオシロスコープにて測定した。送信時の一連の動作は、「PLL 発振

⇒キャリアセンス（CCA）⇒無線送信⇒Ack 動作⇒スリープモード」となっている。本研

究では可能な限りシステム上で不要な動作を削除し、消費電力の低減に努めた。結果とし

て、無線送信動作に 184μW 消費していたところ、改善により 41μW まで低減し目標の

50μW 以下の消費電力まで低減する事に成功した。 

無線送信電流プロファイルと消費電荷量
(センサデータのUARTによる通信時の消費電荷量含む)

①PLL発信
安定動作

②CCA
(キャリアセンス)動作

④無線送信動作

③PLL発振
⑤Ack動作+
無線停止動作

①PLL発信
安定動作

②CCA
(キャリアセンス)動作

④無線送信動作

③PLL発振 ⑤Ack動作+
無線停止動作

Current(A) Time(sec) Electrical charge（Ｃ） Rate(%)

※ ― 1.06E-01 2.67E-04 21.9%
① 1.80E-03 7.46E-02 1.34E-04 11.0%
② 1.60E-02 1.18E-02 1.89E-04 15.5%
③ 1.80E-03 1.02E-02 1.84E-05 1.5%
④ 4.84E-02 1.06E-02 5.13E-04 42.1%
⑤ 1.60E-02 6.00E-03 9.60E-05 7.9%
⑥ 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.0%

1.13E-01 1.22E-03 100.0%

BP3596からの無線送信(20mW)　不要動作削減

Current(A) Time(sec) Electrical charge（Ｃ） Rate(%)

※ ― 1.06E-01 2.67E-04 32.4%
① 1.70E-03 7.44E-02 1.26E-04 15.3%
② 1.60E-02 1.12E-02 1.79E-04 21.7%
③ 1.70E-03 1.04E-02 1.77E-05 2.1%
④ 1.25E-02 1.04E-02 1.30E-04 15.8%
⑤ 1.62E-02 6.40E-03 1.04E-04 12.6%
⑥ 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.0%

1.13E-01 8.24E-04 100.0%

BP3596からの無線送信(1mW)　不要動作削減

Current(A) Time(sec) Electrical charge（Ｃ） Rate(%)

※ ― 1.06E-01 2.67E-04 7.3%
① 2.10E-03 7.44E-02 1.56E-04 4.2%
② 1.64E-02 1.20E-02 1.97E-04 5.3%
③ 2.10E-03 1.20E-02 2.52E-05 0.7%
④ 4.56E-02 1.08E-02 4.92E-04 13.4%
⑤ 1.64E-02 6.56E-02 1.08E-03 29.2%
⑥ 1.58E-02 9.28E-02 1.47E-03 39.8%

2.68E-01 3.68E-03 100.0%

BP3596からの無線送信(20mW)　従来

①PLL発信
安定動作

②CCA
(キャリアセンス)動作

④無線送信動作

③PLL発振
⑤Ack動作+
無線停止動作

⑥Sleep動作

(c)ソフトウェア変更後(無線出力低減)
消費電荷量 0.82mC/min
消費電力 41uW@3.0V ⇒ 78％減

(a)ソフトウェア変更前
消費電荷量 3.68mC/min
消費電力 184uW@3.0V

(b)ソフトウェア変更後(Ack動作削減)
消費電荷量 1.22mC/min
消費電力 61uW@3.0V ⇒ 67％減

図②-(2)-5.3 自立電源駆動 GSN 端末(920MHz)の無線の低消費電力化 
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上記無線動作における消費電力の低減を対策したうえで、図②-(2)-5.4 で示したセンサ

端末（赤外線アレーセンサ）を中小スマートオフィス内に設置し実証実験を行った。設置

状況は 1 台の GCON に対し 41 台のセンサ端末を蛍光灯下に設置した。 

 

70mm
70mm

t=19mm

 

図②-(2)-5.4 中小スマートオフィス実証の様子(920MHz, 赤外線アレー(IRA)センサ) 

図②-(2)-5.5 は試作した自立電源の充放電特性を示している（電圧は EDLC の電位を示

す）。自立電源モジュールの出力に対して、赤外線アレーセンサ/無線/マイコンを無負荷

状態（電源回路のみの駆動負荷）にして、3V 昇圧後も 6 時間光を当て続けて EDLC をフ

ル充電した後、光照射を停止した場合の EDLC の自然放電の結果が左図である。一方、

右図は、無負荷状態は同じであるが、3V 昇圧直後に光照射を停止した場合の結果である。

左図のように、昇圧後も光照射を継続し、EDLC がフル充電された場合（2.37V）は

33,520 秒後に昇圧機能が停止するが、昇圧後すぐ光照射を停止した場合は 708 秒に昇圧

機能が停止した。これらはいずれも昇圧に伴い EDLC に充電している電荷量が少なくな

り、EDLC 電圧が所定の電圧を下回った為に起こった現象である。 

 

図②-(2)-5.5 GSN 端末(920MHz, 赤外線アレー(IRA)センサ)の自立電源特性(1) 
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一方、図②-(2)-5.6 は自立電源の充放電特性を示しているが、図②-(2).28 の結果と異な

り、充電すると同時に自立電源からの出力にて赤外線アレーセンサ/無線/マイコンも駆動

した（負荷あり）状態の結果である。 

無負荷の状態とは異なり、左図のように昇圧後、光照射を続けても EDLC はなかなか

フル充電されない。6 時間の照射でようやくフル充電（2.37V）されても、光照射を停止

した後、1,160 秒で昇圧機能が停止した。無負荷状態と比較すると約 1/30 に時間短縮され

ている。右図のように昇圧後すぐに光照射を停止すると、更に時間が短く 126 秒で昇圧機

能が停止した。 

本プロジェクトで得られた課題として、屋内施設において、夜間や休日等で照明が点

灯しない場合、本結果と同じ状態になる事が予想される。自立電源を用いたセンサネット

ワークシステムの実用化を検討する場合は、このように発電素子に光が照射されなくても

比較的長時間に渡って（ユーザのニーズに依存）、無線センサ端末を駆動し続ける事が出

来るような、更なる蓄電回路システムを設ける必要があると考えられる。 

 

 

図②-(2)-5.6 GSN 端末(920MHz, 赤外線アレー(IRA)センサ)の自立電源特性(2) 

 

具体的に検証してみると以下のようになる。現状 1F の EDLC が 3V 昇圧可能な最低電

圧（約 1.9V）の状態から消灯後、IRA センサの連続駆動は約 5min 程度である（EDLC 電

圧が 1.8V 以下になると昇圧が停止し電源が落ちる設計）。最長の消灯時間となり得る土

日では、実質 48 時間 DSC での発電がなされない事となる。 

よって、土日の連続動作に要求される EDLC の必要容量は、 

48(h) × 60(min/h) / 5(min/F) = 576(F) 

となる。1F の EDLC の電極体積が 0.36cm3（=1.2cm×1.5cm×0.2cmt)であることから、

576F の EDLC の体積は 207.36cm3（= 2cm×5cm×20.7cmt）となり、センサノードの体積
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が非常に大きくなり、ほぼ EDLC で占められる。また、今回開発した EDLC は 1F で 1μ

A 以下と非常にリーク電流を抑えた素子となっているが、容量を上げるとリーク抵抗も並

列で増えていくので、576F のリーク電流は 576μA と予測される。 

照度 500 ルクス、出力 150μW の自立電源において、DSC の発電電流が最大効率で

84.0μA でしか得られない為、全てがリーク電流として消費され EDLC への蓄電が不可能

である。もし、蓄電可能な状態にする場合は、3,428 ルクス以上が必要である。また、約

2 倍の 7,000 ルクスの照度で得られる発電電流量 1,176μA からリーク電流で消費される分

を除いた、残り 600μA が EDLC 充電に寄与する場合の 576F への満充電時間は、1.8V か

ら 1.9V で EDLC 電圧が変動すると仮定して、 

576(F)×0.1(V) / 600(μA) = 96,000(sec)~27(h) 

となる。この状態では 1 日以上光を当て続ける必要があり、オフィス環境ではこのような

状況を作り続けることは厳しい。 

上述を纏めると、赤外線アレーセンサを土日連続運転させる為には、 

（i）赤外線アレーセンサモジュールの消費電力を現状の 1/100 程度に抑える 

   →EDLC 容量を現実的な 5F まで小さく出来る 

（ii）発電素子に与える照度を 28,000 ルクスにあげる 

   －8 時間程度の光照射で満充電させる為、7,000 ルクスの約 4 倍の照度が必要 

（iii）耐久性の高い電池を併用する 

   →電池は EDLC に比べ 2 桁以上の高容量密度なので、蓄電素子体積を 1/100 に

抑える事が出来る 

 

②-(2)-6 まとめ 

今回、本プロジェクトでロームが開発した自立電源は、光発電エナジーハーベスタと

して DSC（色素増感型太陽電池）を、キャパシタとして EDLC（電気二重層キャパシ

タ）を採用し、電源回路の開発と最適化を図る事で、屋内環境で世界最高レベルの平均出

力の自立電源（蛍光灯 500 ルクス環境下で平均出力が 150μW 以上の 2cm×5cm サイズの

自立電源）を開発した。これは、他社開発品と比べて 2 倍以上の平均出力（20uW/cm2@

蛍光灯 500 ルクス）である。 

さらに、特定小電力無線（920MHz）及び低消費電力マイコンを活用し、①-(5)でオム

ロンが開発した人数検知機能を有する赤外線アレーセンサ（IRA センサ）を搭載した自立

電源駆動のグリーンセンサネットワーク（GSN）端末を開発すると共に、②-(7)で NTT

データが開発したグリーンコンセントレータ―（GCON）用の受信機の開発も手掛け、

NTT データの GCON とクラウド技術を用いて、ダイキン工業のアプリケーション(③-(2)-
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i)参照)にて、オフィス内の人数に合わせた空調制御を実現する省エネ 10％以上の実証に

協働した。 

本 GSN 端末は自立電源を用いている為、オフィス等へ後から設置可能であり、電源工

事が不要であり、電池交換も不要なメンテナンスフリーとして、新規物件だけでなく、既

存の中小オフィスへの展開が期待される。また、今回、実証に用いた IRA センサ以外に

も、多様なセンサを搭載する事で、様々な社会の要求を実現出来る可能性がある。実際に、

本プロジェクト内にて、横河電機の電流・磁界センサ(①-(1)参照)、セイコーインスツル

の塵埃量センサ(①-(2)参照)、オムロンの CO2 濃度センサ(①-(3)参照)の実証にも貢献する

と共に、産総研・マイクロマシンセンターのウェハレベルフレキシブル集積化技術の開発

(②-(5)-2 参照)や日立製作所のエネルギーマネジメント LSI(②-(4)参照)の検証用としても

開発した。 
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②-(3) フレキシブルクランプセンサの開発【産業技術総合研究所、(一財)マイクロマシ

ンセンター】 

②-(3)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

現在、人口の急激な増加や、特に新興国における経済の急成長やインフラ整備×工業化

などにより、世界的にエネルギー消費量が飛躍的に増加しており、世界規模での省エネル

ギーが必要となっている。この問題に対して、電力に関しては、IT 技術によりリアルタ

イムなエネルギー需要を監視し、電力の供給を制御して最適化するスマートグリッドが注

目を集めている。この次世代電力供給システムを達成するためには、多量のセンサを用い

てセンサネットワークを構築し、広範囲にわたる電力消費量の一括モニタリングを行う必

要があるため、高性能かつ安価で大量生産が可能な電流センサの開発が必須となっている。 

従来、交流電流センサには、変流器、ロゴスキーコイル、ホール素子等の種類がある。

それぞれ動作原理や検出方式に違いはあるが、基本的には被測定電流によって電流路の周

囲に誘起される磁界を検出することで、電流を測定している。中でも、変流器(Current 

transformer, CT)構造の電流センサは比較的簡単な構成であり、高透磁率磁性材料を使用し

た磁気回路(磁気コア)に導線でコイルを巻いたものである。CT の動作原理上、リニアな

応答性に優れ、また測定範囲が広いことも特徴としてあげられる。 

CT 構造の電流センサを使用するには、上述した磁気コアによって被測定電流を挟み込

む構成とし、磁気コア中に流れる磁束を検出する必要がある。従って、既存の設備に導入

する場合は被測定電路を切断してセンサを挿入しなければならない。しかしながら、運転

が中断できない設備機器や、家庭やオフィスの受配電設備内の電線を切断することは非現

実的である。このような背景から、磁気コアの一部を脱着して被測定導体を中に挟み込む

ことのできる、クランプ式の電流センサが現在広く使用されている。一方で、このような

脱着式の構造を有する必要性から、従来のクランプ式電流センサは最小のものでも 2cm

角の立方体形状であり、受配電設備内等では敷設が難しいという問題がある。例えば、受

配電設備内等で敷設する場合、他の機器等も混在しているので、スペース制約が多い条件

下での作業が余儀なくされ、電流センサの取り付け作業効率が良いことが望まれる。電流

センサ全体がより小型化され、クランプ操作も容易になし得ること、しかも測定精度の正

確であることが重要な課題である。また、従来のクランプ式電流センサは、プラスチック

のケースなどで構成されているためクランプ可能な径が固定されており、ケーブルの太さ

ごとに異なる仕様のものが必要であった。そこで、電線の太さごとに仕様の異なるセンサ

を準備する必要がないような汎用性のある構造が、コスト面および作業性の面からも望ま

れる。 



  

 280 

また、センサネットワークを構成する多量の電流センサが、一定期間ごとに電池交換

などのメンテナンスを行う必要がある仕様だと、現実的でなく今後の普及は見込めない。

従って、広範囲にわたるセンサネットワークの構築を目指す場合は、システムの仕様とし

て自立電源を有することが望まれるが、電流センサの一般的な敷設場所は受配電設備内等

であり、光、振動、電波エネルギーが利用できない条件下も多い。  

 

＜研究開発の目標＞ 

上記研究背景から、本研究開発目標としては、従来のクランプ式電流センサでは敷設

の難しかった、スペース制約の多い受配電設備内等にも容易に導入でき、光、振動、電波

エネルギーが利用できない条件下であっても周囲のエネルギー源から給電可能な仕様とす

ることでメンテナンスフリー(電池交換不要)とし、電流計測および計測電流値データの無

線通信機能を持つ、小型×フレキシブル電流センサおよびその高スループットな製造プロ

セスの開発である。開発する新規センサの実施計画上の目標値は次の通りである。 

(1) 大きさ 20mm ´ 50mm 以下のフレキシブルクランプセンサ 

(2) 変換効率 3V/30A 以上 

この他、今後国内外に広く普及させることのできるフレキシブルセンサとするために、以

下の自主的な目標値も設定した。 

(3) 厚さ 1mm 以下 

(4) 重量 2g 以下 

(5) 1 端末あたりの価格 100 円以下 

これら研究開発目標値を満足できる電流センサとして、図②-(3)-1.1 に模式的に示すフィ

ルム型フレキシブルクランプ式電流センサを考案した。センサの基材をフィルム材料の構

成とすることで、大きさ 20mm´50mm´1mm 以下、重量 2g 以下を満足する仕様とし、ま

た、材料コストも低く抑えることができると考えられる。さらに、フォトリソグラフィや

印刷技術を用いてライン幅 50mm 以下の導電性微細パターンを形成することで、面積

20mm ´ 50mm のフィルム基材上においても 400 巻き以上のフレキシブルコイルを作製す

ることができ、また、高いフレキシブル性を備えたセンサであれば、センサ単体では低い

出力であったとしても、センサ複数個を重ね合わせて使用することで出力を増加させるこ

とも可能であるため、最小サイズの市販クランプ式電流センサの変換効率である 3V/30A

も得られると考えられる。このようなセンサを作製するために、製造プロセスやシステム

設計の開発内容は以下となる。 

(1) フレキシブル基材上でのフレキシブルコイルの一体成形プロセスの開発 

(2) フレキシブルな薄膜磁気コアの一体成形プロセスの開発 
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(3) ワンタッチクランプ構造設計およびセンサの設置電路からの給電システムの開発 

 

 

 

図②-(3)-1.1 開発目標のフィルム型フレキシブルクランプ式電流センサ 

 

②-(3)-2 フレキシブルクランプセンサの設計・試作 

前述のフレキシブルコイルを作製するためには、フィルム材料上に導電性の金属材料

やペースト材料を用いて微小なラインを形成し、磁性コアの周囲を旋回するような構造と

する必要がある。そこで開発内容(1)フレキシブル基材上でのフレキシブルコイルの一体

成形プロセスの開発として、フィルム基材の両側にマイクロ穴あけ技術により微細な貫通

孔をアレイ状に形成し、めっきや印刷技術により導電性材料を充填させることで貫通配線

とし、それら貫通配線をフォトリソグラフィや印刷技術で形成した導電性材料の微細ライ

ンパターンで結ぶことで、磁性コアの周囲を旋回するコイル構造とすることを考案した。

以下に、 

(1) めっきとフォトリソグラフィプロセス 

(2) 印刷プロセス 

(3) 印刷とフォトリソグラフィのハイブリッドプロセス 

で設計・試作したフィルム型クランプセンサの詳細を記述する。 
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②-(3)-2-1 めっきおよびフォトリソグラフィ技術を用いたフィルム型クランプセンサ

の設計・試作 

本研究開発では、初めにめっきによるマイクロ貫通孔の充填と、金薄膜のフォトリソ

グラフィによる微細パターン形成による、センサ製造プロセスの開発を行った 1)-4)。 

まず、アレイ状のマイクロ貫通孔加工を検討し、センサの絶縁層として、耐熱性、対

薬品性に優れ、高い電気絶縁性も有するポリイミドフィルムを選択し、レーザ穴あけ、お

よび打抜き(パンチング)穴あけ技術により穴あけ加工を行った。図②-(3)-2-1.1(a)にレーザ

穴あけ技術により厚み 125mm のポリイミドフィルムに 60mm ピッチでアレイ状に加工し

た径 20mm の貫通孔、図②-(3)-2-1.1(b)にパンチング技術により厚み 60mm のポリイミド

フィルムに 100mm ピッチでアレイ状に加工した径 60mm の貫通孔の顕微鏡像を示す。ど

ちらの加工においてもほとんどバリやカケは発生せず、高精度なマイクロ貫通孔を形成す

ることができた。  

ここで、レーザ穴あけ加工は径 20mm 程度までの貫通孔であればさまざまなフィルム材

料で高精度に形成することができるが、パンチング加工では少なくともフィルムの厚さよ

りも穴径が大きい場合でないと高精度な加工は難しく、また、脆いセラミック材料では用

いることができない。一方で、レーザ加工機は安いものでも数千万円し、数百万円で購入

できるパンチング加工機と比較すると設備導入に 10 倍近いコストが必要となる。従って、

加工対象となるフィルム材料の種類や、要求される穴径などを考慮して、加工方法を選択

することがセンサの量産に向けて重要となる。 

次に、貫通孔を加工した厚み 125mm のポリイミドフィルムを用いて、コイル状電極パ

ターンを作製した。図②-(3)-2-1.2 にパターン作製プロセスを模式的に示す。まず、銅

めっきのためのシード層として、スパッタ法により銅薄膜を 100nm 堆積させた。次に、

銅めっきにより貫通孔を充填させ、銅の貫通電極を形成した。その後、基材の表面、裏面

ともに研磨を行い、基材表面に堆積した余分な銅薄膜層を除去した。図②-(3)-2-1.3 に、

銅めっきにより充填させた貫通孔の表面と断面像を示す。図②-(3)-2-1.3(b)の断面像から

も、貫通孔に銅が充填していることが確認できる。次に、コイル電極を形成するため、ス

パッタ法により金/クロム薄膜を 200nm 堆積させた。次に、スプレーコーティングにより

基材の両面にレジストを塗布した。その後、まず基材表面を露光・現像することでライン

/スペースが 20mm/40mm のコイル状電極パターンをレジストで形成し、エッチングを行う

ことで金/クロム薄膜をパターニングした。同様に、基材裏面もパターニングし、残った

レジストを除去して、基材を旋回するようなコイル状電極を完成させた。実際にポリイミ

ド基材上に作製したコイル電極の顕微鏡像を図②-(3)-2-1.4 に示す。適切な条件で露光・

現像、エッチングを行うことで、電極パターンを断線なしで形成することができた。
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60mm ピッチで微細ラインを形成できたことで、50mm のセンサ基材長さのうち、仮に両

端 5mm ずつがセンサクランプ時の重ね合わせ部分となり、コイル状電極のパターニング

を行える部分が 40mm であった場合でも、600 巻き以上のコイルを形成できることを確認

した。 

 

図②-(3)-2-1.1 マイクロ穴あけ加工による絶縁層フィルムへのアレイ状貫通孔形成、(a)

レーザ技術による、厚み 125mm のポリイミドフィルムへの径 20mm の貫通孔加工、(b)パ

ンチング技術による、厚み 60mm のポリイミドフィルムへの径 60mm の貫通孔加工 

 

図②-(3)-2-1.2 めっきとフォトリソグラフィによるコイル状電極形成プロセス 
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図②-(3)-2-1.3 銅めっき後の基材 (a)研磨前の基材表面、(b)断面像、(c)研磨後の基材表面 

 

 

図②-(3)-2-1.4 コイル状電極パターニング後の基材表面 

 

②-(3)-2-2 印刷技術を用いたフィルム型クランプセンサの設計・試作 

前節までに述べてきた、銅めっきと金薄膜のフォトリソグラフィによるフレキシブル

センサ製造プロセスの開発では、径 20mm、深さ 125mm の貫通孔の導電性材料による充填

や、コイル構造の形成においては線幅 20mm のファインパターンを高精度に作製できたが、

露光・現像、エッチングを繰り返し行わなければならない煩雑なプロセスが必須であり、

また、貫通配線を形成するためのめっきプロセスでは、貫通孔の充填に数時間かかるなど、

今後センサの製品化を考える上で量産化が難しい製造プロセスであった。 

そこで、2 つ目のフレキシブルセンサ製造プロセスの開発として、高スループットな製

造方法であるスクリーン印刷を用いた作製手法を考案した 5)- 9)。図②-(3)-2-2.1 にセンサの

作製プロセスを模式的に示す。 

まず、実際のセンサを試作するにあたり、前述した研究開発内容(2)フレキシブルな薄

膜磁気コアの一体成形プロセスの開発を行う必要がある。そこで、高透磁率材料である

パーマロイをフィルム状に加工し、熱硬化型接着剤を塗布した絶縁性フィルムを両面から
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挟み込むように熱圧着で貼り合わせ、フレキシブルな磁気コア基材を作製した。高いフレ

キシブル性を備えたセンサを作製することが本研究開発の最も大きな目標であったため、

厚み 20mm のパーマロイフィルムを長さ 50mm、幅 15mm にカットして使用した。パーマ

ロイとしては、最も大きな飽和磁束密度が得られ、センサや変流器、継電器を構成する材

料として適している、ニッケル含有率が 40%の PB パーマロイを使用した。また、絶縁性

フィルムには、前述のめっきとリソグラフィでセンサを作製した際にも使用した、安価で

熱にも強く高絶縁性な、厚み 25mm のポリイミドフィルムを、長さ 50mm、幅 20mm に

カットして使用した。接着剤もポリイミドと同様の成分のものを用いて、ポリイミドフィ

ルム上に 10mm の厚みで塗布した。熱圧着の条件は、数十 MPa の加圧、350°C の加熱と

した。この条件下では、ポリイミドフィルム同士が精度よく密着し、気泡の発生などはな

かった。以上の工程により、パーマロイフィルムが中に挟み込まれた、長さ 50mm、幅

20mm、全体の厚みが約 60mm の電流センサ用フレキシブル磁気コア基材を作製した。 

次に、パーマロイフィルムから 500mm ほど離れた箇所のポリイミドフィルムに貫通電

極用貫通孔を形成する。この工程は、前述したレーザ、あるいはパンチングによる穴あけ

加工により行った。なお、この後形成するコイル状電極パターンはライン/スペースを

50mm/50mm(100mm ピッチ)とし、ライン数を 400 本(センサの目標サイズが長さ 50mm で

あるため、センサをクランプした際の両端の重なり合う部分を 5mm ずつとすると、ピッ

チ 100mm の場合ライン数は 400 本が最大となる)と設計したため、貫通孔も 100mm ピッ

チとし、ポリイミドフィルムの左右部分にそれぞれ 400 点ずつアレイ状に加工した。貫通

孔の径は、この後の導電性ペースト充填加工において、ペーストが貫通孔の終端まで容易

に流れ込むことのできる基材の厚みと貫通孔の径の限界比率は約 1:1 であり、この比率よ

りも貫通孔の径が小さくなると基材の裏面までペーストが到達しなくなる恐れがあること

が実験的にわかったため、今回の基材の厚み 60mm に対して、貫通孔の径も 60mm とした。

なお、径 60mm の貫通孔は 100mm ピッチだと一列に並べて形成することは不可能なため、

千鳥格子状に配置した。実際にセンサ基材のポリイミドフィルム部分に加工した貫通孔の

顕微鏡写真を図②-(3)-2-2.2 に示す。 

次に、スクリーン印刷により貫通孔に導電性ペーストを充填させる。この工程では、

貫通孔充填のため多量のペーストを吐出する必要があるため、ペーストの吐出を抑制する

スクリーンメッシュで構成された版ではなく、メタルマスクによる版を使用した。ペース

トとしては、貫通孔に流れ込みやすくするために、この後のコイル状電極パターンを印刷

する際に使用する高粘弾性の銀ペースト(E 型回転粘度計による回転数 5rpm での粘度測定

値が約 270Pa×s)に希釈溶剤を混ぜ、粘度を 100Pa×s 程度に調整したものを使用した。導電

性ペースト充填工程後の基材上面からの顕微鏡写真を図②-(3)-2-2.3(a)に示すが、一度の
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スクリーン印刷工程で 800 点の貫通孔すべてに導電性ペーストを充填させることができた。

また、貫通孔の断面 SEM 像を図②-(3)-2-2.3(b)に示すが、基材の裏面までペーストが到達

していることが確認できる。以上から、スクリーン印刷による貫通電極の形成が達成でき

た。スクリーン印刷法は１回の印刷プロセスが約 10 秒程度で完了する手法であり、ペー

ストを硬化させる加熱乾燥工程も 180°C で 15 分程度であるため、前述しためっきによる

貫通孔充填加工と比較して、大幅な加工時間の短縮が可能となった。 

次に、同様にスクリーン印刷でセンサ表面と裏面のコイル状電極パターンを形成する。

本工程では、前述のようにコイル状電極パターンのライン/スペースを 50mm/50mm(ピッチ

100mm)とした。この理由としては、現状のスクリーン印刷では精度良く印刷できる最小

ライン幅は 30mm 程度であること、また、今回の印刷ではライン長さは 15mm 程度とな

るため、ライン幅に対して非常に高アスペクト比(ライン幅を 50mm とすると、ライン幅

とライン長さの比は 1:300)なラインとなることから、より印刷時のにじみやかすれが発生

しやすいこと、などを考慮して、ライン幅を現状のスクリーン印刷による高精度な印刷可

能最小幅より少し大きい 50mm と設定した。なお、本工程では、液ダレによる隣り合うラ

イン同士の接触を防ぐため、前述した高粘弾性の銀ペーストを使用した。ここで、このよ

うな高粘弾性のペーストは一般的なスクリーン印刷で使用するスクリーンメッシュではそ

の網目を通過させて吐出することができない。そこで、本工程では高粘弾性ペーストでも

吐出可能な、強高度のステンレスメッシュを用いてスクリーン印刷を行った。まず基材の

表面は、パーマロイフィルムを挟んである箇所をまたぐように、隣り合う貫通電極同士を

結ぶラインを印刷する。180°C で 15 分の加熱乾燥後に、裏面はパーマロイフィルムを挟

んである箇所をまたぐように、隣り合う貫通電極の 1 つ隣りの貫通電極とを結ぶラインを

印刷する。このような印刷を行うことで、すべてのラインがつながり、1 本のラインから

構成されるコイル構造となる。電極パターン印刷後のセンサ基材の顕微鏡写真を図②-(3)-

2-2.4 に示すが、本工程に適したペーストやスクリーン版を選択したことで、かすれによ

る断線やにじみによる隣り合うライン同士の接触を防ぎ、高精度な印刷を行うことができ

た(図②-(3)-2-2.4(b))。また、スクリーン印刷機に取り付けた CCD カメラでアライメント

することで、容易にラインと貫通電極との位置合わせを行うことができた(図②-(3)-2-

2.4(c))。図②-(3)-2-2.5 に印刷したラインの段差計による測定像を示すが、一度の印刷で約

10mm の厚みとなった。スクリーン印刷はアライメントを精度良く行うことで同じパター

ンを複数回重ねて印刷することも可能であるため、仮にコイル抵抗が高くセンサとしての

性能に影響が生じる場合は、複数回の印刷によりライン厚さを増加させることで、コイル

抵抗を減少させることもできる。 

次に、再度スクリーン印刷により、コイル状電極を保護するための絶縁層を形成する。
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本工程では、耐水性、対薬品性に優れ、電気絶縁性も高いエポキシを絶縁性層材料として

選択した。センサ基材表面、裏面ともにエポキシを約 10mm 成膜し、コイル状電極両端の

取り出し電極のみ露出した構造とした。 

最後に、センサ基材の両端 5mm ずつ、レーザ加工装置によりポリイミドフィルム部分

のみを除去し、挟み込んであるパーマロイフィルムを露出させた。これは、センサをクラ

ンプした際にセンサ基材両端のパーマロイ同士を直接密着させることで、磁力線の漏れの

少ない閉磁路を形成させるための加工である。図②-(3)-2-2.6 に完成したフィルム型フレ

キシブルクランプ式電流センサの写真を示す。最終的なセンサの厚みは 100mm 程度で、

非常に高いフレキシブル性を有している。また、重量は 0.28g であったことから、開発目

標値(1)大きさ 20mm ´ 50mm ´ 1mm 以下、および、(2)重量 2g 以下を達成した。 

なお、今回使用した市販の標準的なスクリーン印刷機においては、スキージの幅が最

大で 150mm 程度であるため、版のワークサイズも 150mm ´ 150mm 程度となる。この版

のワークサイズをフルに活用すれば、20mm ´ 50mm のセンサは 1 度の印刷プロセスで 20

点以上パターニングできる。実際に、今回の試作においても図②-(3)-2-2.7 に示すように

簡単にセンサの量産が可能であった。このことからも、スクリーン印刷はセンサネット

ワークなどの小型デバイスを量産しなければいけない分野において適した製造プロセスで

あると言える。 
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図②-(3)-2-2.1 スクリーン印刷によるコイル状電極形成プロセス 
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図②-(3)-2-2.2 千鳥格子状に形成した貫通孔 

 

 

図②-(3)-2-2.3 スクリーン印刷による導電性ペースト充填プロセス 
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図②-(3)-2-2.4 スクリーン印刷によるコイル状電極パターン形成 

 

 

図②-(3)-2-2.5 印刷したコイル状電極パターンの厚み測定結果 

 

 

図②-(3)-2-2.6 作製したフィルム型フレキシブルクランプ式電流センサ 
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図②-(3)-2-2.7 本製造プロセスでのセンサ量産の様子 

 

②-(3)-2-3 印刷およびリソグラフィ技術を用いたフィルム型クランプセンサの設計・

試作 

スクリーン印刷技術を用いることで、フィルム型フレキシブルクランプ式電流センサ

の高スループット製造プロセスを確立したが、スクリーン印刷は塵埃に弱く、本研究開発

のようにライン幅が数十mm の場合は、スクリーン印刷時に版に塵埃が付着するとただち

に印刷不良による断線につながる。特にコイル構造の場合はすべてのラインが 1 本に結ば

れているため、1 箇所でも断線が発生するとコイル全体の不良となる。そのため、実験室

レベルでの作製の場合は塵埃が吸着することが多く、製造の歩留まりは高くなかった。 

そこで、これまでに記述してきた、高スループット製造プロセスであるスクリーン印

刷と、高精細製造プロセスであるリソグラフィを融合させた、ハイブリッド製造プロセス

を考案した。図②-(3)-2-3.1 に本手法によるセンサの作製プロセスを模式的に示す。貫通

孔を形成するプロセスまではこれまでと同様であり、その後、基材表面に低粘度の感光性

銀ペーストをスクリーン印刷により成膜する。この際、ペーストの粘度が低いため、貫通

孔にも容易に流れ込み、貫通電極の形成が完了する。次に、フォトリソグラフィ技術で感

光性銀ペーストの露光・現像を行うことで、コイル状電極パターンを形成する。基材裏面

も同様にパターニングすることで、コイル状電極を完成させる。このように、2 度の露

光・現像プロセスは必要となるが、1 回のプロセスが 10 秒程度のスクリーン印刷で銀

ペースト薄膜の成膜が可能であり、また、その際にこれまでの製造手法では独立したプロ

セスとして必須だった貫通孔の充填が同時に完了する。さらに、ラインパターンはリソグ

ラフィによる形成のため、前述した金/クロム薄膜でのラインパターン作製の際と同様に、

コイル巻数を増加させることのできる、ライン/スペースが 20mm/40mm 程度のファインパ
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ターンも作製可能と考えられる。本手法で試作した電流センサの顕微鏡像を図②-(3)-2-3.2

に示すが、貫通孔の充填は非常に良好であり、断線箇所も基材全体で見当たらなかった。

その後、本手法でセンサの作製を続けたところ、製造の歩留まりは 9 割以上の結果となっ

た。 

以上、ここまでに 3 通りの製造手法を考案したフィルム型フレキシブル電流センサの

設計・試作結果を表②-(3)-2-3.1 にまとめる。それぞれ一長一短のある製造手法であるた

め、目的や製造設備等に合わせて使い分ける必要はあるが、製品化を考える場合は製造の

スピードと正確性が同時に求められるため、最後に記述したスクリーン印刷とフォトリソ

グラフィを融合させたハイブリッド製造プロセスが適していると考えられる。 

 

 

図②-(3)-2-3.1 感光性銀ペーストによるフレキシブル電流センサの作製プロセス 
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図②-(3)-2-3.2 感光性銀ペーストを用いて作製したフレキシブル電流センサ 

 

表②-(3)-2-3.1 考案した 3 つのフレキシブル電流センサ製造プロセスの比較 

 めっき+リソ スクリーン印刷 スクリーン印刷+リソ 

貫通孔充填速度 × ◎ ◎ 

貫通孔充填精度 ◎ △ ○ 

パターン形成速度 ○ ◎ ○ 

パターン形成精度 ◎ △ ◎ 

コスト △ ◎ ○ 

 

②-(3)-3 ワンタッチクランプ構造の設計・試作 

全体の膜厚が 100mm 程度のフィルム型フレキシブルセンサの高スループット製造プロ

セスを開発し、実際に試作も行ったため、次に研究開発内容(3)ワンタッチクランプ構造

設計を行い、クランプ留具を試作した。クランプ留具として求められる機能は、 

(1) ワンタッチでクランプでき、センサ取り付けの作業性を悪化させない形状 

(2) 小型・軽量 

(3) 安価で高スループット製造が可能な構造 

(4) 閉磁路構造に影響を与えない、絶縁性材料での構成 

(5) 磁力線の漏れを防ぐため、磁気コアの終端同士を強固にクランプする構造 
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などが挙げられる。そこで、これら機能を同時に満たすことのできる、小型のプラスチッ

ククランプ留具を設計した。留具の詳細を図②-(3)-3.1 に示す。クランプ留具の下部側に

は、センサ取り付け時の作業性を悪化させないように、センサの両端を固定できる出っ張

りを 2 つ設けた。パンチング加工などを用いて径 2mm の貫通孔をセンサの両端に 4 箇所

形成し、クランプ時にこの出っ張りに引っ掛けることでセンサの固定作業を容易とする。

また、クランプ留具の上部側には、無線ノードなどとの接続用のフレキシブルケーブルを

取り付けられるように、窪みを設けた。センサをクランプした際に、センサ両端の取り出

し電極がこの窪み部分にくる構造となっているため、ここに微小なばね電極を取り付けた

フレキシブルケーブルを通すことで、センサの取り出し電極と接続でき、外部に取り回す

ことが可能となる。 

今回開発したクランプ留具は、一般的なプラスチック材料で作製できる構造のため、

射出成形による高スループット製造が可能である。実際に射出成形で製造したクランプ留

具の写真を図②-(3)-3.2 に示す。受配電設備内等で縦向きの電線にセンサを取り付ける際

に、センサを固定させるためのフック構造を持たせたクランプ留具も開発した。図②-(3)-

3.3 にセンサをクランプし、留具で固定した写真を示す。上下のクランプ留具は 3 箇所の

引っ掛け爪で固定する構造であるため、センサ取り付けの作業性もよく、また、容易に取

り外すことも可能である。 

 

 

図②-(3)-3.1 開発したフィルム型電流センサ用クランプ留具 
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図②-(3)-3.2 射出成形により作製したクランプ留具 

 

 

図②-(3)-3.3 開発したに留具よるセンサクランプの様子 

 

②-(3)-4 フレキシブルクランプセンサの性能評価 

作製したフィルム型フレキシブル電流センサを、マルチプロダクト校正器に接続され

た電線にクランプし、電線に一次電流が流れた際にセンサのコイルに発生する二次電流や

二次電圧値を測定することでセンサとしての特性を評価した。なお、以下の実験ではすべ

て 50Hz の交流電流を使用した。 

初めに、センサの基礎的な性能の評価を行った。実験では、3 つのフレキシブルセンサ

を準備し、最初にセンサ単体で一次電流が 0 から 100A までの範囲で出力電流と電圧値を

測定し、次に 2 つのセンサを重ね合わせ、センサ両端の取り出し電極に接続したケーブル

を使用してセンサ同士を直列、および並列に接続して同様の測定を行い、最後に 3 つのセ
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ンサを同様に直列、および並列に接続して測定を行った。今回開発した電流センサはその

高いフレキシブル性とフィルム状の構造により、このような重ね合わせての使用も可能で

あることから、センサ複数個を接続することで出力を増加させ、無線ノードを自立駆動さ

せるための電源としての適用性を探った。なお、3 つのセンサはすべてコイル巻数が 400

巻きであり、取り出し電極間の抵抗(コイル抵抗)はそれぞれ、4.49、4.23、4.01kWであっ

たため、個々の性能の違いはそれほどないと考えられる。図②-(3)-4.1 に測定結果を示す

が、一般的な電池と同様に、直列に接続すると出力電流は変化しないが、出力電圧は比例

的に増加し、一方、並列に接続すると出力電圧は変化しないが、出力電流は比例的に増加

する結果となった。この結果から、開発品のセンサ単体では出力が小さい場合でも、複数

個を直列、あるいは並列に接続することで電流や電圧値を増加させ、無線ノードなどの電

源として使用できることを確認した。 

次に、センサクランプ時の重ね合わせ状態の違いによる性能への影響を調査した。実

験ではセンサを 3 つ準備し、それぞれ以下の条件で一次電流が 0 から 20A までの範囲で

出力電圧を測定した。 

(1) センサ両端のポリイミドフィルム部分を除去せずに、クランプ時にテープなどで簡

易的に固定 

(2) センサ両端のポリイミドフィルム部分を除去せずに、クランプ時に留具で強固に固

定 

(3) センサ両端のポリイミドフィルム部分を除去し、パーマロイフィルムを露出させ、

クランプ時に留具で強固に固定 

図②-(3)-4.2 に上記 3 つの条件で、コイル巻数を 100 巻に換算した出力電圧結果を示す。

テープで簡易的に固定したセンサでは 0.4mV/A、ポリイミドフィルム部分を除去せずにク

ランプ留具で強固に固定したセンサでは 1.0mV/A、ポリイミドフィルム部分を除去してク

ランプ留具で強固に固定したセンサでは 1.2mV/A の出力となった。一方で、どのような

クランプ形態であっても、出力電圧のリニアな応答性は同様であった。従って、本開発品

を単純なセンサとしてのみ使用する場合はクランプ形態を選ばないが、センサに高出力が

求められる使用条件下、例えばセンサの二次電流を無線ノードの駆動用電源として使用す

る場合などは、レーザによる加工プロセスが必要にはなるが、センサ両端のパーマロイを

露出させて留具で強固にクランプすることが適切であることを確認した。 

次に、本センサは受配電設備内等の狭所で使用されることが想定されるため、電線な

どから生じる熱や、センサ自身もコイル抵抗により熱を発生する可能性があり、それらが

排出されず、センサの特性に影響を与える可能性もある。そこで、センサを 45´45´70mm

のケースで覆い、ケース内部の温度を計測しながら特性評価実験を行うことで、熱の影響
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も調査した。図②-(3)-4.3 に、電線に 100A の電流を流した際のセンサコイルに発生する

出力電圧値と、センサ周辺の温度を時間の関数として示す。電線が発する熱により、約

30 分でセンサ周辺の温度は 84°C まで上昇したが、コイルからは 89mV の電圧が安定的に

得られた。なお、コイル抵抗は 4kW程度であるため、数mA の微弱な電流が流れることに

よる熱の発生はなかった。この結果より、本研究開発で製造したセンサが、狭所などの熱

がこもりやすい場所であっても敷設することに問題はないことを確認した。  

 

 

図②-(3)-4.1 フィルム型フレキシブルクランプ式電流センサの基礎特性 
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図②-(3)-4.2 クランプ形態の違いによるセンサ特性の変化 

 

 

図②-(3)-4.3 開発したセンサの温度による影響の調査 

 

②-(3)-5 まとめ 

表②-(3)-5.1 に、本研究開発で製造したフィルム型フレキシブルクランプ式電流センサ

と、最小サイズの市販クランプ式電流センサのデータをまとめる。まず、市販品と比較し

て、本研究開発品はサイズも重量も 1/50 以下であり、大幅な小型化に成功した。検出効

率については、本研究開発品単体では、厚さ 8mm のフェライトコアにコイルを 800 巻き

した構造である市販品には大きく劣るが、一方で、本研究開発品は非常に高いフレキシブ

ル性を備えているため、複層構造としても電線へのクランプ性能は大きく低下しない。10

個程度の本研究開発品を重ね合わせて直列に接続することで、市販品の検出効率と同等の

値まで出力電圧を増加させることが可能である。適用電流については、市販品は構造上ク
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ランプ箇所に微小な空隙が発生することで磁力線の漏れが発生し、最小サイズのセンサで

は出力電圧のリニアな応答は 15A 程度の一次電流までとなるが、本研究開発品は磁気コ

アがフィルム状であるという特徴から、その終端同士を強固に密着させてクランプするこ

とで高精度な閉磁路を形成することができ、140A 程度の一次電流まで出力電圧はリニア

な挙動を示した。その他、コイル抵抗や許容脱着回数、動作温度は製造に使用した材料な

どから、市販品と同等の値であると考えられる。 

以上の結果から、本研究開発において、今後世界規模での省エネルギーの達成に向け

た、電力消費量の見える化・電力供給量の自動最適化を実現するために必須である、高性

能かつ安価で大量生産が可能な、取り付け作業性の良い小型・軽量でフレキシブルなクラ

ンプ式電流センサの開発、および製造プロセスの確立を達成した。  

 

表②-(3)-5.1 最小サイズの市販クランプ式電流センサと本研究開発で製造したフィルム型

フレキシブルクランプ式電流センサのデータ比較 

評価項目 市販品 開発品 

構造 フェライトコア、ナイロンケース パーマロイ、ポリイミドフィルム 

サイズ 8 cm3 0.1 cm3 

重量 12 g 0.28 g 

検出効率(変換効率) 0.10 V/A 0.10 V/A(センサ 15 個を直列接続) 

適用電流 0.1~15 A(リニアな応答限界) 140 A までリニアな応答 

コイル抵抗 80 ± 5 Ω 100 Ω(銅めっき後) 

許容脱着回数 100 回程度 100 回程度 

動作温度 -20~50 °C 常温から 80 °C までは確認 
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②-(4) グリーンセンサ端末・システム超低消費電力化技術の開発【(株)日立製作所】 

②-(4)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

自立電源として、太陽光を用いて無線センシングを行う例は多数報告されており、実

用化されている。しかしながら、自立電源として、屋内照明、熱、振動などの環境エネル

ギーによる発電を用いた無線センサネットワークは、長年、期待されている状況であるが、

現時点では実用性が低く、実用化に至っていないのが現状である。これは、環境エネル

ギーは、太陽光などと比較して一般に 100 分の 1 以下と極めて微小であり、かつ、供給が

不安定であることが大きな課題となるためである。 

環境エネルギーにより発電し、バッテリー交換などのメンテナンスを不要とした、グ

リーンセンサ端末の実現には、自立電源の発電量向上と併せて、自立電源から供給される

電力の効率的な活用が重要である。本開発では、端末内における自立電源の微小エネル

ギーの分配を制御し、高効率な利用を実現する端末エネルギーマネジメント回路技術、お

よび、グリーンセンサの信号を増幅しデジタル化する信号処理を低電力に行うセンサ信号

処理回路技術を開発した。 

 

＜研究開発の目標＞ 

図②-(4)-1.1 に、本開発の対象とするグリーンセンサ端末の回路ブロック構成図を示す。

開発する端末エネルギーマネジメント回路は、環境エネルギーによる発電素子および蓄電

素子の制御による効率的な蓄電と、センサの電源投入・計測タイミングや、無線送信ブ

ロック、グリーン MEMS センサおよびセンサ信号処理回路の電源投入タイミングの制御

を行い、端末全体のエネルギーを効率的に活用するための回路である。また、開発するセ

ンサ信号処理回路は、グリーン MEMS センサの計測データを増幅し、デジタルデータに

変換する回路であり、グリーンセンサ端末における間欠的なセンサ測定を低電力化に実現

するための回路である。 
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図②-(4)-1.1 本開発が対象とする端末システムの回路ブロック 

 

実用的なグリーンセンサ端末システムの動作を実現するために、研究開発項目①およ

び③におけるセンサ仕様、システム仕様を踏まえ、以下の目標を設定した。 

 

(i) 環境発電デバイスからの平均入力 150μW を用いた際の起動時間を、従来技術(大容

量蓄電デバイス単体)比で 1/100 以下に低減する端末エネルギーマネジメント回路 

(ii) センサからのアナログ信号をデジタル信号に 10 bit 以上の精度で変換し、かつ、セ

ンサ起動から変換完了までを 0.5 msec 以下の時間で実現するセンサ信号処理回路 

 

上記の目標値(i)は、同一エネルギーが入力された場合の従来回路と比較して、起動時間

を 1/100 以下とすることを目標とした。これは、太陽光などを用いた従来のセンサ端末と

比較して、1/100 以下の微小エネルギーをマネジメントする必要があることから設定した。 

また、目標値(ii)は、10 bit 以上の精度を、従来よりも短時間で実現することで、低電力

化することを目標とした。これは、温度・湿度などに用途が限定されていた従来のセンサ

端末と比較して、グリーンセンサでは、多様な用途に対応するために高精度な測定を、少

ないエネルギーで実現することが必要となることから設定した。センサの種類・方式にも

依存するが、例えば電流磁界センサにおいて、測定に必要な消費電力を 50 %以上削減で

きる値である。 

さらに、これらの開発回路と併せて、研究開発項目①のグリーンセンサおよびイン

ターフェース回路等の必要な周辺回路をインテグレーションした端末システムを試作評価
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することでグリーンセンサ端末システムの低電力化効果を検証した。 

 

②-(4)-2 端末エネルギーマネジメント回路の設計・試作 

本項では、端末エネルギーマネジメント回路の設計と試作について述べる。 

 

②-(4)-2-1 環境発電エネルギーマネジメントの課題 

自立電源として、屋外において太陽電池を使って無線センシングを行う例は多数存在

している。しかしながら、屋内照明、熱、振動などによる環境発電を用いた無線センサ

ネットワークは実用化されていない。これは、環境発電により供給されるエネルギーは、

微小かつ不安定であることが、実用的な無線センサ端末を実現するための、大きな課題と

なっているためである。 

例えば、屋外における太陽光と比較して、屋内における LED や蛍光灯による照明光の

エネルギー（照度）は、概ね 100 分の 1 から 1000 分の 1 程度と微小である（図②-(4)-2-

1.1）。太陽電池による発電量は、照度にほぼ比例することから、屋内照明光で得られる

発電量は、屋外の太陽光と比較して 1/100 以下となる。そのため、同一容量のコンデンサ

への蓄電に必要な時間は、照度に反比例して長くなる。例えば、屋外では 800 秒程度で蓄

電可能なセンサ端末だった場合、屋内では 80000 秒の蓄電時間が必要となる。 

また、太陽光と比較して、屋内照明光による発電は不安定であることも考慮する必要

がある。太陽光は、天候による変動は有るが、毎日、一定時間は明るくなることが見込め

る。一方、屋内照明光は、設置環境により、点灯時間や頻度は大きく異なる。さらに、例

えば、長期休暇や設備点検などにより長期間の消灯が行われた場合、その間は、まったく

発電できない。このように、長期間、発電できなかった場合、その期間に使用したエネル

ギーや自己放電分を蓄電し、センシング動作を再開するまでに、前述の 80000 秒の蓄電時

間が必要、といった事態が起こり得る。さらに、80000 秒の間、安定して蓄電できるとは

限らず、実際の蓄電に必要な時間は、より長くなる。このような端末システムは、長期間、

安定的に使用することは難しく、実用的とは言い難い。 

以上より、微小な環境エネルギーを用いるグリーンセンサ端末においては、発電効率

の向上と蓄電のみでは、実用的な端末の実現には不十分である。本開発では、従来比

1/100 以下の微小エネルギーに対応したグリーンセンサ端末の実現のため、発電開始から

端末起動までの蓄電に必要な時間を、従来回路比で 1/100 に短縮する端末エネルギーマネ

ジメント回路技術の開発を行った。 
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図②-(4)-2-1.1 屋外の太陽電池とグリーンセンサで利用する自立電源の比較 

端末エネルギーマネジメントの技術課題について述べる。図②-(4)-2-1.2 は、屋外にお

ける太陽光などによる発電・蓄電をマネジメントする市販 LSI を用いて、室内照明で 100 

mF のコンデンサを充電した際のコンデンサの電圧を測定した例である。500 lux 程度では

一定量以上の蓄電は進まなかった。これは、屋内照明による発電量が、LSI の自己消費電

力（数 μW）を下回っためである。一方、1000 lux 以上の場合、約 180 分程度で充電が完

了した。 

 

 

図②-(4)-2-1.2 市販の環境発電マネジメント回路と太陽電池で容量(100 mF)を充電した例 
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この 1000 lux での充電動作の詳細を見ると（図②-(4)-2-1.3）、約 160 分経過するまでは

平均 10μW 程度の発電量であり、160 分以降は約 450μW の発電量であった。これは、

約 160 分かけて充電が進み、発電効率を向上する最大電力点制御回路（エネルギー取り出

し量が最大になるように太陽電池の出力インピーダンスを制御する回路。以下、電源制御

回路と記載）を起動できる電圧に到達し、起動することで発電量が向上したためである。 

 

 

図②-(4)-2-1.3 発電制御回路の起動有無による発電効率の違い 

 

よって、自立電源の微小エネルギーを適切に分配・制御するマネジメントを行い、発

電制御回路が起動するまでの時間を短くすることができれば、端末の起動時間を短縮でき、

かつ、環境発電の効率向上も可能である。ただし、この制御を 1 µW 程度の微小電力で実

現しなければならないため、従来は実現されていなかった。 

 

②-(4)-2-2 開発した端末エネルギーマネジメントアルゴリズム 

前節で述べた課題を解決し、微小かつ不安定な環境エネルギーに対応した端末エネル

ギーマネジメントを実現するための回路アルゴリズムとして、グリーンセンサ端末内に分

散型電源を構築することを提案する。 

図②-(4)-2-2.1 に、②-(4)-2-1 で述べた従来のセンサ端末における電源回路ブロック図を

示す。大容量の蓄電素子を用意した集中管理型の構成である。蓄電素子が十分に蓄電され、

一定以上の電圧となったら全体の回路を起動する。ここで、蓄電素子が大容量であるため、

蓄電の完了に、長時間を要する。さらに、全体が起動できるまで蓄電が進まなければ、発

電制御回路も起動することができないため、効率の低い状態で発電する時間が長い。 
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図②-(4)-2-2.1 従来の集中管理型の蓄電・給電システム 

 

提案する端末エネルギーマネジメントアルゴリズムを図②-(4)-2-2.2 に示す。端末内の

回路ブロック毎に蓄電素子を配置し、分散型電源を構成する。そして、優先順位を付けて、

順番に一つずつ蓄電する（図②-(4)-2-2.2 では、蓄電素子 1～3 の順で優先順位が高い）。

ここで、各蓄電素子は、回路ブロックに最低限必要なエネルギー量を踏まえて大きさを決

定しておくこととする。また、優先順位が最大となる蓄電素子 1 が最小の容量を持ち、優

先順位が低い蓄電素子 3 が最大の容量を持つように決定する。 

以下、本提案の電源動作を順に説明する。最初に、最小の容量を持つ蓄電素子 1 を充

電する（図②-(4)-2-2.2(a)）。蓄電素子 1 は比較的小さな容量であるため、短時間で充電

が完了し、発電制御回路を起動することができる。蓄電素子 1 が充電完了した後、蓄電素

子 2 を充電する。この際は、発電制御回路が起動しているため、高効率に発電することが

可能である。蓄電素子 2 が充電完了した後、最後に、蓄電素子 3 を充電する。蓄電素子 3

は比較的大容量であるため、充電には時間がかかるが、この間も発電制御回路、および、

センサの動作を維持することが可能となる。 
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図②-(4)-2-2.2 開発した蓄電・給電システムの制御アルゴリズム 

(a) 最小の容量を持つ蓄電素子 1 を最初に充電 

(b) 発電制御回路を起動した状態で蓄電素子 2 を充電 

(c) 最大の容量を持つ蓄電素子 3 を最後に充電 
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②-(4)-2-3 端末エネルギーマネジメント LSI の試作結果 

前節で提案した、分散型電源を構成する端末エネルギーマネジメントアルゴリズムを

用いれば、微小なエネルギーに対応し、短時間で端末を起動することが可能になる。ただ

し、追加する回路の消費エネルギーが大きければ無意味である。そこで、この提案アルゴ

リズムをμW オーダーの低電力で実現するために、アナログ回路を用い、ハードウェア

レベルでのアルゴリズムを実装した端末用 LSI を開発した。 

図②-(4)-2-3.1 に開発した端末エネルギーマネジメント LSI の外観を、表②-(4)-2-3.1 に

LSI の開発仕様を示す。0.13 μm の CMOS 回路で設計し、最大 5 個の蓄電素子を監視・制

御することが可能である一方、1 μW 程度という低電力でのエネルギーマネジメントを実

現した。チップサイズは 1.2 × 3.0 mm であり、小型のグリーンセンサ端末で、十分に適用

可能なサイズである。 

 

 

図②-(4)-2-3.1 試作した端末エネルギーマネジメント LSI 

 

表②-(4)-2-3.1 端末エネルギーマネジメント LSI の仕様 

項目 仕様 

電源電圧 0～3.6 V 

監視可能な蓄電素子の数 5 個 

監視電圧範囲 1.8～3.6 V 
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消費電力 1 μW 

 

開発した端末用 LSI を用いて、15,000 lux の室内照明下（市販の従来回路が現実的な時

間で起動可能な明るさ）で評価した結果を、図②-(4)-2-3.2 に示す。470 mF のコンデンサ

を充電した場合、開発回路有りの場合、センサ部を約 2 分で起動可能であった。一方、市

販の環境発電マネジメント LSI のみを使った場合、約 300 分の充電が必要であった。また、

蓄電量で比較した場合、発電効率が数倍異なるため、約 80 分後には、数 100 倍多い蓄電

量を得られている、という結果となった。 

以上より、開発した端末エネルギーマネジメント LSI を適用することで、充電時間を

1/100 にすることができ、グリーンセンサ端末において、微小かつ不安定な環境エネル

ギーを使った場合でも、実用的な自立電源を実現する見通しを得た。 

 

 

図②-(4)-2-3.2 端末エネルギーマネジメント LSI 用いて 

照明光（15000 lux）において、470 mF のコンデンサを充電した例 

 

②-(4)-3 低電力センサ信号処理回路の設計・試作 

本項では、低電力センサ信号処理回路の設計と試作について述べる。 

 

②-(4)-3-1 センサ信号処理回路の課題 

微小な自立電源のエネルギーを用いてグリーンセンサ端末を動作させるためには、セ

ンサ、無線、その他回路の全てが低電力に動作することが必要である。そのため、無線セ

ンサ端末用途として、様々な低電力化の手法が提案されている。しかしながら、センサ信

号処理に用いられるアナログ回路部は、一般的に、消費電力と速度・精度がトレードオフ
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の関係にある。そのため、低精度・低速な測定で十分な用途、例えば温度・湿度センサな

どに限定することで、低電力化することなどが行われている（図②-(4)-3-1.1）。しかしな

がら、センサネットワークを実現・普及させるためには、グリーンセンサ各種のような、

多様なセンサを自立電源で動作させる必要がある。そのためには、より広範な用途に適用

可能な、高速・高精度で、かつ、低電力なセンサ信号処理回路が必要となる。 

 

 

図②-(4)-3-1.1 従来のセンサ信号処理回路 

 

②-(4)-3-2 開発した低電力センサ信号処理回路 

前節で述べた課題を解決するため、グリーンセンサ端末の間欠的なセンサ測定動作に

最適化したセンサ信号処理回路システムの構築を検討した。前述の通り、一般に、センサ

信号処理回路の、精度や測定速度といった性能は、消費電力とトレードオフの関係にある

ため、通常の回路低電力化の手法のみでは、目標達成は難しい。目標達成のためには、グ

リーンセンサ端末の発電量、蓄電時間や無線送信頻度等を踏まえた回路システムを構築し、

グリーンセンサ端末の平均消費電力を低減することが有効である。具体的には、センサ測

定の短時間化、および、アナログ-デジタル変換結果へのデジタル補正技術、の 2 つを適

用した低電力アナログフロントエンド回路を開発した。以下、この 2 つの検討内容につい

て述べる。 

a. センサ信号処理回路の短時間動作化 

無線センサノードの動作に最適化した回路システムを構築するため、センサ測定の短

時間化を検討した。図②-(4)-3-2.1 は、一般的な無線センサノードで 1 回のセンサ測定を
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行う際の、消費電力の時間変化の模式図である。横軸が時間、縦軸が消費電力であり、セ

ンサ測定に係る総消費電力は面積に比例する。大部分の時間は、スリープ状態になり、消

費電力を節約する。測定を開始すると、センサおよび増幅回路等の各回路は大きなエネル

ギーを消費し始める。そして、センサや増幅回路が安定してから、アナログ-デジタル変

換を行い、変換完了後、再び、スリープ状態に移行し消費電力を節約する。 

このセンサ測定に係る一連の動作を踏まえると、アナログフロントエンド回路の動作

時間を短縮することは、その消費電力を削減するのと併せて、同時に動作するセンサの消

費電力も削減できることになり、無線センサノード全体の低電力化に大きく貢献できる。

（図②-(4)-3-2.1(b)）。 

 

 

図②-(4)-3-2.1 センサ測定に係る消費電力の模式図 

 

このコンセプトの下、アナログ-デジタル変換回路(ADC)の変換時間の目標を 1 µsec と

し、動作安定時間を含む、アナログフロントエンド回路の起動から終了までを 500 µsec

以下で完了できるよう目標を設定し、詳細な回路設計を行った。 

b. デジタル回路活用によるアナログ回路の低電力化 

次に、ADC へのデジタル補正技術の適用による、低電力化について述べる。前項まで

に述べた目標仕様を達成するためには、10 bit 以上の精度を有し、1 µsec の変換速度を有

した ADC が必要である。しかしながら、ADC の変換精度および変換速度と消費電力は、

比例関係にある。よって、上記性能を満たす ADC は一般に、数 10 mW 程度の大きな消

費電力である。 

我々は、ADC の消費電力を削減するために、デジタル補正技術を用いることを検討し

た。近年、デジタル補正技術は、ADC の高分解能化、高速化や、微細 CMOS 回路の適用

等を目的として、様々な方式が提唱されている技術である。我々は、その中でも比較的簡

素な回路で、ADC の変換誤差を補正する方式 1)を適用し、低電力 ADC の実現を検討した。 
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図②-(4)-3-2.2 に、デジタル補正技術による低電力化手法の概略を示す。この回路シス

テムは、低電力・低精度な ADC と、その変換誤差を測定するための試験信号生成回路、

そして、変換誤差を補正するデジタル演算回路から成る。この ADC は、低電力化のため、

比較的大きな変換誤差を有したままにしてある。この ADC の変換誤差を、集積した試験

信号生成回路を使って事前に測定し、補正値を計算し記憶しておく。センサからの信号を

測定する際は、この記憶しておいた補正値を用いて、アナログ-デジタル変換結果を補正

することで、必要な精度の変換結果を得ることができる。 

 

高精度デジタル値
・分解能：14 bit
・測定精度：13 bit

 

図②-(4)-3-2.2 低電力センサ信号処理回路の概念図 

 

開発した回路では、デジタル補正する前の段階で、変換精度は 10 bit 程度となるように

設計している。即ち、この ADC は 10 bit 程度の変換精度を有する ADC と同等の消費電

力を有することになる。また、デジタル補正計算は、単純な線形計算で実行でき、消費電

力としては、ほとんど無視できる演算量であるが、変換精度を 2～3 bit 向上させることが

可能である。よって、この方式を用いることで、変換精度 13 bit 程度のアナログ-デジタ

ル変換を、10 bit 相当の消費電力で実現できることになる。 

図②-(4)-3-2.3 に、試作したデジタル補正機能付きの ADC を評価した結果として、ADC

に、8 kHz、2.2 Vpp（差動入力、フルスケールの約 90％）のサイン波を入力した際のアナ

ログ-デジタル変換結果のパワースペクトル密度を示す。図②-(4)-3-2.3 (a) は、デジタル

補正前のパワースペクトル密度であり、デジタル補正前の有効ビット数は約 10 bit と見積

もられた。次に、図②-(4)-3-2.3 (b) は、図②-(4)-3-2.3(a)と同一の信号に対し、デジタル補

正演算を行った後のパワースペクトル密度である。デジタル補正後の有効ビット数は約 

13 bit まで向上しており、期待通り、デジタル補正により高精度化できていることを確認
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できた。また、その消費電力は、連続動作時で約 2.5 mW であり、低電力化の効果も確認

できた。 

ENOB 約13 bitsENOB 約10 bits

0.0 0.2 0.4

規格化周波数
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図②-(4)-3-2.3 デジタル補正演算の有無による測定精度の違い 

 

②-(4)-3-3 低電力センサ信号処理 LSI の試作結果 

低電力センサ信号処理 LSI の試作結果について述べる。試作したアナログフロントエ

ンド LSI の写真およびブロック図を図②-(4)-3-3.1 に示す。0.13 μm の CMOS プロセスで

作製し、チップサイズは 2.5 × 3.0 mm である。 

 

 
図②-(4)-3-3.1 開発したグリーンセンサ端末用低電力センサ信号処理 LSI 

 

表②-(4)-3-3.1 に、開発した低電力センサ信号処理 LSI の目標仕様および評価結果を示

す。コア電圧を 1.2 V とし、動作時の消費電力を低減した。また、インターフェース電圧

は 1.8 ～ 3.6 V とし、一般的なインターフェース電圧とすることで、プラットフォームと
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しての利用し易い仕様とした。アナログ-デジタル変換の分解能は 14 bit、測定精度（実効

分解能）は約 13 bit であり、変換速度は 1 μsec となっており、様々なセンサに適用し得る

性能を有している。このように、必要十分な高性能を有する一方、消費電力は、連続動作

時で 2.5 mW 程度と、同等性能のセンサ信号処理回路と比較して 1/10 程度に低消費電力と

なっている。センサ端末の間欠動作時における、センサ信号処理回路全体の動作時間（増

幅回路等を含む）は、0.08 msec と短時間で動作することが可能であり、試作したアナロ

グフロントエンド回路を用い、毎秒 1 回のセンサ測定動作時の平均消費電力を測定したと

ころ、0.5 μW 程度であった(図②-(4)-3-3.2)。これは、環境発電を適用した無線センサ端末

で用いるのに、十分な低電力性能だと考える。 

 

表②-(4)-3-3.1 開発したグリーンセンサ端末用低電力センサ信号処理 LSI 

項目 目標仕様 評価結果 

コア電圧 1.2 V 1.2 V 

インターフェース電圧 1.8 ～ 3.6 V 1.8 ～ 3.6 V 

アナログ-デジタル変換分解能 14 bits 14 bits 

測定精度(実効分解能) 10 bits 以上 約 13 bits 

変換速度 1 μsec 1 μsec 

連続動作時の消費電力 10 mW 約 2.5 mW 

測定所要時間 0.5 msec 0.08 msec 

間欠動作(1 回/sec)時の消費電力 5 μW 約 0.5 μW 

 

 

図②-(4)-3-3.2 低電力センサ信号処理 LSI の消費電力測定例 

 

②-(4)-4 開発した端末用 LSI の端末システム評価 

開発した端末エネルギーマネジメント LSI、低電力センサ信号処理 LSI のシステム低電

力化効果を検証するため、グリーンセンサ（電流・磁界センサ）と開発 LSI 2 種を搭載し

たグリーンセンサ端末を試作した（図②-(4)-4.1）。 
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図②-(4)-4.1 開発 LSI 2 種を搭載したグリーンセンサ端末の試作品 

 

試作したグリーンセンサ端末のセンサ測定の評価結果を図②-(4)-4.2 に示す。本端末で

は、20 秒に 1 回毎に、電流磁界センサを起動し低電力センサ信号処理 LSI で測定し、電

流測定および無線データ送信を行った。センサ測定の平均消費電力は 4 µW 程度、無線

データ送信まで含めた平均消費電力は約 88 µW 程度であり、自立電源で十分に動作可能

な消費電力である（図②-(4)-4.2(a)）。本端末を用いたケーブル電流の測定例を図②-(4)-

4.2(b)に示す。グリーンセンサと低電力センサ信号処理 LSI のアナログデジタル変換器を

用いて（本例では増幅回路は使用していない）、50 Hz 交流電流が形成する磁界を 20 

msec 間、15 点測定している。センサ出力 6 mVpp をフィッティングするのに十分な測定

精度を 4 µW の低電力で実現できている。 

 
図②-(4)-4.2 試作したグリーンセンサ端末のセンサ測定動作に関する評価結果 

 

次に、試作したグリーンセンサ端末の自立電源動作について評価した結果を図②-(4)-

4.3 に示す。満充電状態から、50 分程度消灯し、その後、500 lux の室内照明を点灯した

場合の、蓄電素子（コンデンサ）の電圧を測定し。本端末では、蓄電素子 1 を電源制御回

路（図示せず）、蓄電素子 2 を電流センサ部および無線部、そして、蓄電素子 3 は余剰の
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電力を蓄電しておく大容量素子、としている。本端末では、点灯から約 2 分後には、セン

サ測定と無線送信動作を再開している。一方、市販の環境発電用マネジメント回路を適用

した端末では、照度が不足しており起動できなかった。 

 

 
図②-(4)-4.3 試作したグリーンセンサ端末の充電動作に関する評価結果 

 

②-(4)-5 まとめ 

環境発電のみでセンシング動作を行うグリーンセンサ端末を実現するプラットフォー

ム技術として、微小な環境発電のエネルギーをマネジメントし高効率に利用する端末エネ

ルギーマネジメント回路と、低電力センサ信号処理回路の開発を行った。 

端末エネルギーマネジメントアルゴリズムを考案し、低照度下においても電源制御回

路を優先的に起動することで高い発電効率で発電素子を活用可能なことを示した。開発し

たアルゴリズムをハードウェアレベルで実装した、端末エネルギーマネジメント LSI を開

発し、グリーンセンサ端末起動に必要な時間を、市販の環境発電用 LSI を用いた場合と比

較して 1/100 以下に短縮できることを確認した。 

また、低電力センサ信号処理 LSI を開発した。センサ測定動作の短時間化と、アナロ

グ-デジタル変換回路へのデジタル補正アルゴリズムを適用し、約 13 bit の精度と 1 µsec

の変換時間での測定を、1 秒に 1 回の測定時の平均消費電力 0.5 µW（連続動作時は約 2.5 

mW）で実現した。市販の低電力マイコン内蔵のアナログデジタル変換回路と比較して

90 %程度の消費電力削減に相当する。 

開発した上記 2 種の端末用 LSI を適用したグリーンセンサ端末を試作評価し、環境エ

ネルギーの利用効率を 2 倍以上に向上し、かつ、センサ測定に必要な端末システムの消費

電力を 60%以上削減できることを確認し、自立電源での安定動作可能なグリーンセンサ

端末プラットフォームとなっていることを確認した。 
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②-(5) グリーンセンサ端末機能集積化技術の開発【産業技術総合研究所、(一財)マイク

ロマシンセンター、(株)デンソー、(株)アルバック、大日本印刷(株)】 

②-(5)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

センサ端末を低コストに製造するため、自立電源とグリーン MEMS センサ、その信号

処理や情報伝達用無線機能などを低コストに機能集積化する技術の開発が重要である。 

様々な異種デバイス、電子回路などを複合化した集積化 MEMS デバイスを低コストで

製造するためには、それぞれのデバイスを最適なウェハサイズ・プロセスで製造すること

が有効である。そのため、個別に製造された MEMS デバイスや電子回路その他のデバイ

スを集積化するための接合技術、さらにグリーン MEMS センサの多機能集積化には、異

種デバイス同士の 3 次元集積化とデバイス間の配線・加工技術を開発する。さらに、セン

サ･LSI などの要素部品を小型サイズに集積化実装配線するための大容量・超低リーク

キャパシタ形成技術を開発する。 

 

＜研究開発の目標＞ 

各種電子電気機器、空調機器、さらに製造装置や配電盤などに特別な追加工事等を伴

うことなく設置できる以下のグリーンセンサ端末機能集積化要素技術を開発する。 

・MEMS センサからの信号を収集・処理し、計測データを無線で通信する機能を備えた

3mm 角の端末本体部チップ(集積化モジュール)を開発する。 

・MEMS センサ部、端末本体部チップ(集積化モジュール)、発電・蓄電一体型デバイスを

含めたグリーンセンサ端末プラットフォームを、面積 2cm×5cm 以下で開発する。 

 

②-(5)-2 ウェハレベルフレキシブル集積化技術の開発 【産業技術総合研究所、(一財)

マイクロマシンセンター】 

グリーンセンサ端末機能の集積化のため、センサからの信号を収集・処理し、計測

データを無線で通信する機能を備えたセンサ端末集積化モジュールのプロトタイプを設

計･試作し、さらに各種のグリーンセンサ端末機能を集積化するためのセンサ端末共通プ

ラットフォームを、WG 活動を通じて設計･構築した。 

さらに、グリーンセンサ端末機能を低コストかつ高い性能で、ウェハレベルでフレキ

シブル集積化するためには、要素機能部品を小形化かつ低背化して、集積化基板において

は、受動部品や導電体を埋め込み一体化したインターポーザー技術を採用し、両者を低温

度で組立･実装する接合技術が必要である。産総研 8 インチラインにおいて、電極形成・

貫通孔形成・表面処理・接合等の要素プロセスを開発し、TEG デバイスチップおよび集
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積化基板の試作を通してウェハレベルフレキシブル集積化の為の工程開発を行った。 

ウェハレベルフレキシブル集積化技術の開発目標を以下のように設定した。 

・外形寸法 2 × 5cm のグリーンセンサ端末共通プラットフォームを構築する。 

・3 種類のセンサあるいは IC を搭載した 3mm 角の集積化モジュールを試作開発する。 

・集積化実装要素技術を確立し、集積化モジュールとして機能実証を行う。 

3mm 角のエリアに 3 種類のセンサあるいは IC を搭載する実装モジュールを設計･開発

し、要素機能部品を集積化するための実装要素技術を確立し、開発技術の実証としてグ

リーンセンサ端末実装モジュールの試作に適用した。 

 

②-(5)-2-1 グリーンセンサ端末共通プラットフォームの構築 

グリーンセンサ端末の共通プラットフォームを構築するため、端末共通プラット

フォーム WG を組織して、各グリーンセンサに対して、センサ信号処理回路、無線回路、

自立電源の開発目標値との整合をとり、最大公約数としての仕様値がセンサ端末全体の開

発目標値を満足するように調整した。表②-(5)-2-1.1 にその結果得られたグリーンセンサ

端末システム仕様を示す。 

表②-(5)-2-1.1 グリーンセンサ端末システム仕様 

動作電圧(v)

電流磁界
センサ

塵埃センサ ＶＯＣセンサ 赤外線センサ

1.8

ｾﾝｻ動作時電流 (μA)

一回の測定に要する時間(sec)

CO2センサ

0.1（測定時）

0.3（計算時）

AIST無線モジュール
適用可能性有無 ○ ○○ ○ ☓

3.3(ファン用） 3.3 3.3 3.3

信号処理・IF電流(μA)

3.6

100~500

10

(RMS-DC) (温度補正)
(測定時間4sec)

1,00020,000

1.5
(トリガ部1.8V)

1,300(測定時）

2,000（計算時）

0.02 1001.5 60.0

AISTM

セ
ン
サ

常時動作電流（μA) 1.0 1.0 1.0 1.0
送信時動作電流（mA)

動作電圧（V) 1.55 1.55 1.55 1.55

ローム製品
10.0 10.0 10.0 10.0

測定・送信頻度(sec） Tf 10or60 6001200 3600 1～5
平均消費電流（μW)

240

送信時間(msec)T1 3.84 3.84 3.84 3.84

T2

1.8 82.5 55.0 (85.8～429)10.78

54bit

 
 

 図②-(5)-2-1.1 に共通プラットフォームの電流･磁界センサに対応する場合の回路構成を

示す。 
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図②-(5)-2-1.1 電流･磁界センサへの対応 

 

 図②-(5)-2-1.2 に共通プラットフォームの塵埃センサに対応する場合の回路構成を示す。 

 

 

図②-(5)-2-1.2 塵埃センサへの対応 

 

 図②-(5)-2-1.3 に共通プラットフォームの CO2 センサに対応する場合の回路構成を示す。 
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図②-(5)-2-1.3 CO2 センサへの対応 

 

 図②-(5)-2-1.4 に共通プラットフォームの VOC センサに対応する場合の回路構成を示す。 

 

 

図②-(5)-2-1.4 VOC センサへの対応 

 

②-(5)-2-2 グリーンセンサ端末集積化モジュールプロトタイプの開発 

図②-(5)-2-2.1 にセンサ端末モジュールのプロトタイピングの開発実績の経過をまとめ

て示す。 

プロトタイピングの第 1 段階として、市販の温湿度センサと信号処理 IC を PCB 上に実

装する構造のセンサ端末モジュールプロトタイプを設計し、試作した(7mm × 7mm サイ
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ズ）。3 mm 角エリア配列ウェハレベル集積化に向けたチップ to ウェハ接合 TEG 試作・

評価の仕様およびその中の寸法の重要なファクターである送信 LSI の仕様決定を行った。 

次に、モジュール寸法の小型化を目指して、集積化手法として、B2it（部品内蔵を可能

とするプリント基板の多層積層化実装手法）技術を取り入れ、5 mm × 5 mm サイズのプロ

トタイプモジュールを試作した。さらに、センサ端末小型化のため、フレキシブル基板上

に無線通信用アンテナを形成する試作を実施した。 

さらなる小型化を目指して、センサ端末の重要な働きを担う送信用無線 LSI の回路設

計及び試作（2.5mm × 2.5mm）を行った。また、B2it 技術を用いて、温度センサ・湿度セ

ンサ・水晶発信器・MPU・無線 LSI の実装を実施した（3.9mm × 3.9mm × 3.5mm）。抵抗

12 個、キャパシタ 14 個を含み、8 層の積層構造からなる。この結果により、この B2it 手

法で実用化を図ることができることがわかった。 

以上の検討を通じて、集積化モジュールの部品構成と実装構造を決定し、Si-インター

ポーザーを用いるモジュールの集積化試作につなげた。 

 

 

図②-(5)-2-2.1 センサ端末モジュールのプロトタイピング 

 

センサ端末集積化モジュールの小型化に対応するため、外形寸法 2.5 mm × 2.5 mm の送信

用無線 LSI の回路設計及び試作を行った。図②-(5)-2-2.2 にセンサ信号処理･無線通信 LSI

のカスタマイズの結果を、図②-(5)-2-2.3 にセンサ信号処理･無線通信 LSI の動作特性の評
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価結果を示す。本 LSI は、アナログ(100XAMP+8bitsADC)及びデジタル(I2C compatible)の

両インターフェースを有し、タイマー動作あるいはイベントドリブン動作が可能である。

センサ信号のアナログインターフェースにおける直線性に優れた入出力特性を有し、多分

野での応用に適している。また、接続されたセンサへの電力供給をセンサ休止状態で電力

供給を遮断する制御用アナログスイッチを有する。 

 

図②-(5)-2-2.2 センサ信号処理･無線通信 LSI のカスタマイズ 

 

図②-(5)-2-2.3 センサ信号処理･無線通信 LSI の動作特性 
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開発したカスタム LSI の性能を市販品と比較すると次のようになる。表②-(5)-2-2.1 に

従来 LSI との比較表を示す。上記の機能を付与することにより、LSI の消費電力は同様

な本体サイズの市販の LSI に対して、15-20%ときわめて低い水準に抑えることが可能に

なり、実用化レベルと遜色のない性能を有していることが分かった。 

 

表②-(5)-2-2.1 従来 LSI との比較 

NMEMS RF-LSI Commercial RF-LSI

電力消費 < 15-20% 100%

コスト <100円 (Quan. >1M) >500 円

インタフェース Analog / Digital Digital

センサへ供電 Analog Switch (x2) --

Wake-up コンパレータ /タイマー タイマー

 

 

センサ端末集積化モジュールの開発実証として、プロトタイプモジュールのセンサ端

末機能を評価した。図②-(5)-2-2.4 にプロトタイプモジュールのセンサ端末機能評価結果

を示す。開発した送信用無線 LSI、温湿度センサ、水晶発信器等を実装したモジュールに、

試作したフレキシブル基板アンテナと自立電源である太陽電池を接続した端末でデータ通

信実験を実施し、ノイズの多い開放された展示会空間において 12m 以上の通信距離まで、

ノイズのない密閉されたオフィス空間において 30m 以上の通信距離まで、無線信号が到

達することを確認し、実用化の見通しを得た。 

図②-(5)-2-2.4 プロトタイプモジュールのセンサ端末機能評価結果 
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②-(5)-2-3 ウェハレベル集積化実装プロセスの開発 

チップサイズで実装できるキャパシタ内蔵 Si インターポーザーによる実装について、

C2W（チップ to ウェハ）接合試作を実施しながら、センサ端末共通プラットフォーム

WG を通じて検討し、チップサイズインターポーザーによる集積化構造設計を行った。 

センサの信号処理･無線通信用 LSI と集積化実装用インターポーザーを用いたセンサ端

末の集積化を想定して、LSI-TEG チップと Si-インターポーザー接合評価ウェハとのウェ

ハレベル(C2W)接合構造及びプロセスを開発し、集積化モジュール実証に適用した。 

 

②-(5)-2-3-1 LSI-TEG チップの試作 

3 mm 角の集積化モジュールへの実装を想定して、1～2.54 mm 角の LSI-TEG チップを

製作した。表②-(5)-2-3-1.1 に 2.54 mm 角の LSI-TEG チップ製作フローを、図②-(5)-2-3-

1.1 に LSI-TEG チップ試作品(分割前)を示す。さらに、ダイシングによる分割の後、電気

的接続用パッドにバンプ形成(バンピング)を行った。バンピングは、開発した 2.54 mm 角

のカスタム LSI チップにも実施した。本試作では、ワイヤーボンディングを利用した金の

スタッドバンプを形成した。図②-(5)-2-3-1.2 に LSI-TEG チップ試作品(バンプ形成後)を

示す。バンプ径は約 60 μm、バンプ高さは約 20 μm とした。電極ピッチは 170～220 μm で、

一部の電極間に配線を設けいわゆるデイジーチェーンパターンを形成した。 

そのほか、市販の鉛フリーはんだボール付きの標準 TEG チップを利用して、厚さ 100 

μm の低背型チップに研削加工した TEG チップも後述の接合実験に使用した。 
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表②-(5)-2-3-1.1 LSI-TEG チップ製作フロー 

１ 熱酸化  

 
 

 

２ 電極スパッタ  

 
 

・Au/Cr：500/20nm 

 

３ 電極フォト  

 
 

・マスク露光装置 

 露光強度：60mJ 

４ Au/Cr エッチ  

 
 

 

５ レジスト剥離  

 
 

 

６ ダイシング  

 
 

・42mm□に分割 

  

 

図②-(5)-2-3-1.1 LSI-TEG チップ試作品(分割･バンプ形成前) 
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図②-(5)-2-3-1.2 LSI-TEG チップ試作品(バンプ形成後) 

 

②-(5)-2-3-2 Si-インターポーザー接合評価ウェハの試作 

超小型の集積化モジュールの実現を目指して、外形寸法 1～2.54 mm 角の構成部品チッ

プを実装する基板として Si-インターポーザーを採用し、その実装組立のための接合プロ

セスを先行開発するため、Si-インターポーザー接合評価ウェハを試作した。 

表②-(5)-2-3-2.1 に接合評価ウェハ製作フローを示す。本ウェハは、貫通電極にメッキ

の埋め込みプロセスを使用しない Si 基板のバルク材をそのまま利用する方式の Si-イン

ターポーザーである。貫通電極とその周辺とを絶縁するために、深掘ドライエッチングと

SiO2 の埋め込み CVD プロセスを用いた。図②-(5)-2-3-2.1 に接合評価ウェハの試作品の外

観を示す。 

そのほか、市販の標準 TSV メッキ埋め込み方式 Si-インターポーザーウェハも後述の接

合実験に使用した。 

 

表②-(5)-2-3-2.1 接合評価ウェハ製作フロー 

No. 工程 断面図 工程条件 
１ 支持層研磨  

 
 

・8 インチ SOI 
・＜0.02Ωcm 活性層 
・支持層 
 725⇒400μmt 
 

２ マークフォトエッチ  

 
 

・マスク露光装置 
 露光強度：60mJ 
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３ 裏面 TEOS 成膜  

 

・ 

４ TSV フォト  

 

・マスク露光装置 
 露光強度：60mJ 
 

５ TSV 酸化膜エッチ  

 
 

・ 

６ TSV シリコンエッチ  

 
 

・エッチング量 400μm 

７ TSV 埋め込み  

 
 

・ 
 
 

８ エッチバック  

 
 

・ 
 
 

９ 接合電極スパッタ  

 
 

・Au/Cr：500/20nm 
 
 

10 接合電極フォト 
Au/Cr エッチ 

 

 
 

・マスク露光装置 
 露光強度：60mJ 

11 ポリイミドコート  

 
 

・ 

12 電極開口 
フォトエッチ 

 

 
 

・マスク露光装置 
 露光強度：100mJ 
 

13 活性層除去  ・ 



  

 329 

 
 

14 電極開口フォト 
酸化膜エッチ 

 

 
 

・マスク露光装置 
 露光強度：60mJ 

15 電極スパッタ  

 
 

・Au/Cr：500/20nm 

16 電極フォト 
Au/Cr エッチ 

 

 
 

・マスク露光装置 
 露光強度：60mJ 

 

 

図②-(5)-2-3-2.1 接合評価ウェハ試作品 

 

②-(5)-2-3-3 チップ to ウェハ接合プロセスの開発 

集積化モジュール実装組立に必要な接合プロセスの先行開発を目的として、前述の

LSI-TEG チップと接合評価ウェハを用いて、ウェハレベル C2W 接合のプロセス開発を実

施した。 

a. 接合方法及び条件 

表②-(5)-2-3-3.1 にウェハレベル C2W 接合方法を示す。接合方式としては、接合材料に

電極接続用の鉛フリーはんだボールと金バンプを利用した熱圧着 C2W 接合法を用いた。
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その場合、接合材料の表面酸化や有機物汚染を避けるために、一般的なグリセリン塗布法

とプラズマ･イオン照射法を採用した。接合装置としては、イオンミリング･フリップチッ

プ接合装置と産総研 8 インチラインの C2W プラズマ接合装置を用いた。 

 

表②-(5)-2-3-3.1 ウェハレベル C2W 接合方法 

 接合方法 チップ/バンプ/ウェハ構成 プロセス条件 
１  

イオンミリング･ 
フリップチップ 
接合装置 

 
・鉛フリーはんだボール形

成 
Si ベアチップ(100umt) 

・市販 Si-インターポーザー 

 
イオンミリング活性化（ウェハ面） 
・ガス：Ar 5sccm 
・パワー：600W 
・圧力：20Pa 
・時間：30sec 
接合（グリセリン塗布） 
・温度：400℃ 
・加重：5N 
・時間：10sec/chip 

 
２  

C2W プラズマ 
接合装置 ( 産総

研) 

 
・金スタッドバンプ形成 

LSI-TEG チップ 
・接合評価ウェハ 

 
プラズマ活性化（チップとウェハ両方） 
・ガス：Ar 20sccm 
・パワー：100W 
・圧力：60Pa 
・時間：30sec 
接合 
・温度：200℃ 
・加重：190N 
・時間：3min/chip 
 

 

b. 接合実験結果 

上記の方法により接合したチップ接合ウェハの接合部を評価した。図②-(5)-2-3-3.1 に

C2W プラズマ接合後の接合評価ウェハの外観を示す。TEG チップの破損などは見られず、

電極サイズ 60 μm の配線接続に十分なアライメント精度にて接合できていることが分

かった。 

本実験においては、C2W 接合時の圧着の際にチップとウェハとの間隔を調整する変位

制御方法を採用した。この理由は、チップとウェハのそれぞれを平坦な構造で設計･製作

したことによる。生産性を向上させるためには、変位制御より荷重制御の方が適している

ため、チップかウェハのいずれかに突き出し構造を設けることが望ましい。荷重制御を採

用することにより、量産装置としてのフリップチップ接合装置によれば、接合タクトタイ

ムが今回の実験でのチップ当たり 10 sec から 5 sec に短縮できると推測できる。 
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また、接合温度を 200℃に低減することにより、PCB やポリイミドなどの樹脂基板への

チップ実装にも適応でき、応用分野範囲の拡張が期待できる。 

 

 

図②-(5)-2-3-3.1 C2W プラズマ接合後の接合評価ウェハ 

 

接合した LSI-TEG チップのうちの 15 個について、チップの周端部にある端子 L 及び R

の 2 ヶ所についてデージーチェーン配線の導通チェックを実施した。図②-(5)-2-3-3.2 に

C2W プラズマ接合部の導通確認結果を示す。評価端子間にはバンプを介した接合構造部

が 8 ヶ所含まれており、全部で 30 ヶ所評価したうちの 29 ヶ所について良好な導通特性が

得られた。 
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図②-(5)-2-3-3.2 C2W プラズマ接合部の導通確認結果 

 

c. まとめ 

 以上の結果から、集積化モジュール実装の要素技術としてのウェハレベル C2W 接合プ

ロセス開発によって、接合温度 200℃での周辺部品への熱影響の少ない LSI や受動部品の

LSI-TEG チップ 

接合評価ウェハ 
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チップをウェハレベルで Si-インターポーザーウェハに接合実装できる見通しを得て、一

部のプロセスを集積化モジュール実証試作に適用した。 

②-(5)-2-4 研究開発の結論及び成果 

グリーンセンサ用共通プラットフォームを設計し、2 × 5cm 寸法への実装に反映した。

各グリーンセンサに対して、センサ信号処理回路、無線回路、自立電源の開発目標値との

整合をとり、最大公約数としての仕様値がセンサ端末全体の開発目標値を満足するように

調整した。また、センサ信号処理･無線通信用カスタム LSI を開発し、当 LSI と水晶振動

子と R/C チップの 3 種類の部品を搭載した外形寸法 3 mm 角のプロトタイプモジュールを

開発した。当プロトタイプモジュールを市販の温湿度センサと組合せ、センサ端末機能を

実証評価し、通信距離 30 m 到達を確認するとともに集積化モジュールの仕様に反映した。

さらに、1～2.54 mm 角の LSI-TEG チップを Si-インターポーザーウェハに配線接続と同時

に集積化するウェハレベル C2W 接合実装プロセスを開発し、集積化モジュール試作に反

映した。プラズマ活性化方式 C2W 接合技術を用いた、低温(200℃)でフレキシブルな樹脂

基板上に集積化可能な実装プロセスを開発した。 

 

②-(5)-3 高アスペクト比超低リーク大容量キャパシタ向け絶縁膜・配線技術の開発

【(株)デンソー】 

②-(5)-3-1 絶縁膜・配線技術の位置付けと目標 

 ＜絶縁膜・配線技術の位置付け＞ 

 センサ端末はセンサ部、無線回路部、電源部から構成される。このうち無線回路部は

RF-LSI を受動部品と共にフレキシブルアンテナ上に実装する必要がある（図②-(5)-3-

1.1）。 

 

 

図②-(5)-3-1.1 端末の構成と集積化概念 

 

    

センサ部

電源部

無線回路部

センサ部

電源部

無線回路部
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 ここで樹脂基板上に外付け受動部品等を実装してそれらを積層する従来技術を用いる

とデッドスペースが生まれ、結果として端末の小型化が不可能になる。ここでは特に集積

化の課題となり得る異なるチップ間の配線接続やキャパシタ等の受動部品を対象として従

来技術に代わる集積化技術の実証と、その要素技術開発に取り組んだ。 

 

＜絶縁膜・配線技術の目標＞ 

具体的には 

(1) 小型・集積化が可能なことを検証するためのインターポーザーとして、Si 基板上に

TSV と集積可能な大容量キャパシタを形成して、その機能を検証する（図②-(5)-3-1.2）。 

(2) キャパシタの更なる高容量化、低抵抗化に向けての電極形成の要素技術として超臨

界流体による Cu 埋め込み技術を確立する。の 2 点に対して開発を行った。 

 

大容量キャパシタ

RF-LSI

フレキシブルアンテナ

シリコンインタポーザ

大容量キャパシタ

RF-LSIRF-LSI

フレキシブルアンテナ

シリコンインタポーザ

 
図②-(5)-3-1.2 キャパシタと TSV を集積化したインターポーザー 

 

②-(5)-3-2 大容量キャパシタの形成 

ここでは TSV とキャパシタを集積化することで小型化が可能となることを示すことを

目的として、大容量キャパシタの形成を検討した。大容量キャパシタを実現するには 

(1)高誘電材料を用いる 

(2)誘電体膜厚を低減する 

(3)電極対向面積を増大させる 

 の方法がある。ここでは実績のある材料でキャパシタを形成することを優先して誘電体

を SiO2 とし、主に(3)の方法を採る。平行平板（プレーナ）型のキャパシタに対して面積

を増大させるには溝（トレンチ）もしくは微小孔（ビア）が並ぶ構成とした。また、内部

に埋め込む電極材料としては従来技術でも埋め込み性に優れる CVD 法の成膜による

Poly-Si を選択した。 

 

②-(5)-3-2-1 ビア形状の設計 

まずセンサ端末におけるキャパシタの必要容量から見積もった。接続する回路側から
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の要求に合わせて、11 個のキャパシタを集積することとした。それらの容量値の一覧を

表②-(5)-3-2-1.1 に示す。 

表②-(5)-3-2-1.1 必要キャパシタ容量 

 
これらのうち、1 nF 以下についてはプレーナ型で対応可能であるが、大容量が求めら

れる 6 個についてはトレンチ型もしくはビア型とし、容量密度に関して 3 mm 角で 1 μF

を目標値と設定した。 

まずキャパシタの形状としてトレンチ型とビア型でどちらが大容量化に有利な形状と

なるか検討した。上面から見たトレンチおよびビアの開口幅を L、間隔を S とし（図②-

(5)-3-2-1.1）、断面から見た深さを d とした場合（図②-(5)-3-2-1.2）、トレンチ型、ビア

型での単位面積あたりの容量密度 Ctre,Cvia はそれぞれ 

 

 

 

 

 

と表すことができる。ここで 

   Ff（フィルファクター）= L/(L+S)  ε0：真空誘電率 

   AR（アスペクト比）＝d/L      εr：比誘電率 

   t：誘電体膜厚 

である。 

ε0･εr 4･（Fｆ)2・AR＋1
t

Cvia= (2)
ε0･εr 4･（Fｆ)2・AR＋1

t
Cvia= (2)

 

(1)Ctre =
ε 0･ε r

t
2･ ･AR+1 (1)Ctre =

ε 0･ε r

t
2･Ff ･AR+1 (1)Ctre =

ε 0･ε r

t
2･ ･AR+1 (1)Ctre =

ε 0･ε r

t
2･Ff ･AR+1

 



  

 335 

L S

L
S

ビア領域

・・・

・・
・

・・・・・

・・
・・

・

・・・・・

L S

トレンチ領域

L S

L
S

ビア領域

・・・

・・
・

・・・・・

・・
・・

・

L S

L
S

ビア領域

・・・

・・
・

・・・・・

・・
・・

・

・・・・・

L S

トレンチ領域
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L S

トレンチ領域  
図②-(5)-3-2-1.1 トレンチ型およびビア型におけるディメンション 

 

図②-(5)-3-2-1.2 断面方向のディメンション 

 

トレンチ型については長手方向のディメンジョンには依存せず、どちらも形状的には

Ff と AR に依存する。誘電体を SiO2（膜厚=15nm）として式(1),(2)をグラフ化した結果を

図②-(5)-3-2-1.3 に示す。 

両者とも AR に依存して容量密度は増大する。Ff については 0.5 を超えるとビア型が有

利となる。これは壁が薄くなるとビア型の方がトレンチ型よりも側壁面積の割合が増え

るためである。こうした知見から大容量が要求される 6 個のキャパシタについてはビア

型とし、その他の 5 個をプレーナ型としてキャパシタチップの全体レイアウトを設計し

た。 

d

L S

d

L S
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図②-(5)-3-2-1.3 トレンチ型、ビア型における容量密度の形状因子依存性 

 

一方、こうした形状の実現はエッチング技術面からは難易度が高い。まずは現状のプ

ロセス技術で設計、試作を行って検証した後、プロセス条件を最適化することとした。 

    

②-(5)-3-2-2 キャパシタ形成プロセス 

 ビアキャパシタは同一基板内で TSV と集積化する必要がある。ここで 

(1)ビア深さはキャパシタ容量値から決まるのに対し、TSV 用の深孔は基板を貫通する。

従ってキャパシタと TSV ではエッチングする深さを独立して設定する必要がある。 

(2)どちらかの埋め込み時には片方が完全に埋まっている必要がある。 

という事情があるため同時に形成するのではなく、ビアキャパシタを先に形成して TSV

を後から追加する方式として、ここではキャパシタの形成までを検討する。また、電極材

料として基板を片側の電極に用いる構成も可能であるが、今回は TSV と集積させる点を

考慮して、基板電位から絶縁させ上下電極を Poly-Si で形成する構造とする。これらのこ

とを考慮して採用したプロセスフローを図②-(5)-3-2-2.1 に示す。 
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図②-(5)-3-2-2.1 キャパシタ形成プロセス 

 

②-(5)-3-2-3 1 回目試作結果 

通常、ボッシュ法で今回のように高アスペクト比ビアを形成しようとすると、エッチ

ングを進める途中でボウイング（中膨らみ）現象が発生することがある。今回のように互

いに近接したアレイ状とする場合、この現象によりビア間の Si 層が消失する懸念がある。

そのため通常のボッシュ法に対して、より側壁保護を強化したプロセス条件を設定し、

エッチング後の断面を評価した。  

結果を図②-(5)-3-2-3.1 に示す。幅 3.9 μm、深さ 95 μm のストレートなビア形状が得ら

れ、懸念していたビア間 Si 層の消失もなかったため、このエッチング条件を本試作に採

用した。 

 

図②-(5)-3-2-3.1 テストエッチング結果 
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 試作工程においては Si エッチングでビアを形成した後絶縁用の SiO2 膜を熱酸化で 0. 

5μm 形成し、その後下部電極用 Poly-Si 層を 0.5 μm、それを熱酸化して形成した誘電体層

（SiO2）を 15 nm、上部電極用 Poly-Si 層を 1.4 μm として順次成膜し、その後各層をパ

ターニングした。さらに配線工程を経てキャパシタを形成した。 

 出来上がったキャパシタの顕微鏡写真を図②-(5)-3-2-3.2 に示す。またビア部でへき開

した断面の SEM 写真を図②-(5)-3-2-3.3 に示す。 

 

図②-(5)-3-2-3.2 試作品外観 

 高アスペクト比のビア内部に Poly-Si が充填されている。また Poly-Si 層の中間に薄い

SiO2 層も形成されていることが確認できた。 

図②-(5)-3-2-3.3 試作品断面 

 

 



  

 339 

 次に電気特性について容量と I-V 特性による耐圧を評価した。ビア型については 57.9

±4.2nF（Avg±3σ）の容量が得られた(周波数 f =10kHz)。同様に耐圧については 8.3±

1.6V が得られた。I-V 特性の代表的なデータを図②-(5)-3-2-3.4 に示す。 
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図②-(5)-3-2-3.4  I-V 特性 

 この容量については加工寸法から推定される Ff, AR を図②-(5)-3-2-1.3 にプロットして

得られる容量密度値に近く、妥当な値といえる。また絶縁耐圧も膜厚を考慮するとほぼ妥

当な値である。今回キャパシタ素子は 4 枚のウェハに対して計 320 個形成している。その

他プレーナ型の容量と合わせて測定結果の一覧を表②-(5)-3-2-3.1 に示す。ここではビア

キャパシタの他、前項で検討し、同時に形成したプレーナ型キャパシタについても示す。

プレーナキャパシタについては目標値を若干オーバーし、ビアキャパシタについては目標

値に約 40％不足する結果となった。プレーナ型については対向面積の調整で対応できる

ため、電極パターンを変更することとした。一方、ビアキャパシタについては表面積の増

大、および誘電体膜厚の低減による容量値の増大を検討した。 
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表②-(5)-3-2-3.1 1 回目試作での容量測定結果 (f=10kHz) 

 

 

②-(5)-3-2-4 2 回目試作結果 

 2 回目試作においては１回目試作のエッチング条件に対して、より選択比を向上させ

てエッチング深さを増加させると共に、ビア間の Si 層が消失しない範囲でビア幅が増加

するようエッチング条件を最適化した。ビアピッチは不変である。最適化条件でエッチン

グした後のビア断面を図②-(5)-3-2-4.1 に示す。幅 4.4 μm、深さ 111 μm の形状が得られ

た。この結果ビアアレイの表面積を 1 st 試作時に比べて 33%増加させることができた。 

また、SiO2 膜厚をより薄く 11 nm とする必要があった。ただし極薄 SiO2 層は酸化時間

が短くなり、膜厚の制御が困難になることから酸化温度を 1050℃から 850℃に低温化した

条件で酸化時間－膜厚特性を求め、必要な膜厚に対する酸化時間を決定した。 

 

図②-(5)-3-2-4.1 2 回目試作での Si エッチング結果 

 

   



  

 341 

ビア形状、酸化膜厚に対して上述の最適化を加えて 2 nd 試作を行い、電気特性を評価

した。容量(C-V)測定における代表データを図②-(5)-3-2-4.2 に示す(f=10kHz)。 

 

 

図②-(5)-3-2-4.2 2 回目試作での C-V 測定結果 

1 回目試作で目標値未達だった容量値に関して 89.8±3.6 nF を得ることができた。個別

の素子としての目標値よりは 10％程度低い値であるものの、容量値の調整はビアの数を

変更することで可能と考える。また、素子面積（0.82mm2）から換算した容量密度では

110nF/mm2 であり、3 mm 角で 1 μF という当初の目標値を満足する。プレーナキャパシタ

についても電極パターンの変更により目標値を満足することができた。結果一覧を表②-

(5)-3-2-4.1 に示す。 

 

表②-(5)-3-2-4.1 2 回目試作での容量測定結果 
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こうして形成したキャパシタ素子は、その後 TSV 工程を経て TSV と集積化されてイン

ターポーザー基板を成した。 

 

②-(5)-3-3 小まとめ 

ここでは端末集積化の主要手段となる Si インターポーザー基板のうち、大容量キャパ

シタについて検討した。大容量を得るためビア型とし、高アスペクト比のビア加工と埋め

込み性に優れる CVD 成膜の Poly-Si を電極材料に選択することにより実際に大容量の

キャパシタが得られて端末小型化に貢献する技術であることを示した。ただし、今後さら

に高アスペクト比が必要になる場合や、電極材料の低抵抗化が必要になる場合は別の電極

形成手法が求められることになる。この点についても新たな成膜技術の開発に取り組んだ。

次項にてその詳細を述べる。 

 

②-(5)-3-4 超臨界流体成膜の必要性 

 前項では、端末集積化技術開発の一環で CVD-Poly-Si 電極を有した大容量ビアキャパ

シタを実証した。今後さらなる高アスペクト比化や電極材料の低抵抗化が要求される場合、

CVD を超える金属膜の埋め込み技術が必要となる。これに応える目的として、Cu の超臨

界流体成膜の要素技術開発に取り組み、次項よりその原理と特徴から説明する。 

 

②-(5)-3-4-1 超臨界流体成膜の原理と特徴 

 超臨界流体(Supercritical fluid; SCF)とは、臨界温度と臨界圧力(称して臨界点; critical 

point)を超えた圧縮性高密度流体と定義され、気体と液体の中間的性質を有するといわれ

る。代表的に臨界点を示した CO2 の P-T 図を図②-(5)-3-4-1.1a に示す。超臨界流体の密度

は液体に近く、拡散係数は気体に近い値を持ち、結果、大きな溶解力を示しつつ、物質輸

送性にも優れる。この特徴を利用し、微細構造内に金属有機錯体を比較的高速・高濃度に

供給し、基板表面にて H2 等で還元析出反応を促したのが超臨界流体成膜プロセス、

supercritical fluid deposition (SCFD)である(図②-(5)-3-4-1.1b)。 

 



  

 343 

  
 

図②-(5)-3-4-1.1 a) CO2 の P-T 図、b).SCFD の概要 

 

 高アスペクト比構造への金属膜の均一成膜・埋め込み性を左右する成膜速度式

(Langmuir-Hinshelwood 型)において、成膜種の高濃度供給が決定的な影響を与え、その関

係は下記で表される 

                                             （3） 

ここで 

r = 成膜速度(nm/min)   K = 吸着平衡定数(m3/mol) 

ks = 表面反応速度定数(nm/min)  C = 原料濃度(mol/L) 

である。この反応モデルの成膜速度 r と原料濃度 C の関係を図②-(5)-3-4-1.2 に示す。 

 

 

図②-(5)-3-4-1.2 Langmuir-Hinshelwood 型反応モデルの成膜速度と濃度の関係 

 

a. b. 
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 減圧下で成膜が行われる従来技術の一つである CVD 法では、原料供給は原料自身の蒸

気圧に依存するため概して低い。従って式 3 より KC<<1 であり、成膜速度は原料濃度増

加に対して線形に上昇する（1 次反応）。高アスペクト比構造への成膜・埋込みを行う際、

底部において原料濃度が低下することにより、成膜速度も同様に低下し、結果的に不均一

な膜または開口部付近で閉塞が起きる。一方、優れた溶解力を示す SCFD では、高濃度下

(KC>>1)で成膜が実現でき、式 3 より成長速度の濃度依存性は 0 次となる。これは、CVD

法と異なり、高アスペクト比構造の底部においても成膜速度が減少せず、均一な成膜・埋

込みを達成できることを示している。 

 図②-(5)-3-4-1.3 に SCFD と従来技術を埋め込み性の観点で模式的に比較する。めっき

等の液相法は高濃度原料供給を実現できるが、表面張力により微細構造へ浸透することが

困難である。それに対し超臨界流体は表面張力が存在しないため、微細構造への輸送特性

の面で SCFD の方が有利と言える。CVD との比較においては、上記の通り、SCFD は前

者より高濃度な原料供給が可能であり、結果的に埋め込み性がより優れる。 

 

 
図②-(5)-3-4-1.3  SCFD と従来技術の比較 

 

②-(5)-3-4-2 従来の研究例と今回の取り組み 

 超臨界流体の抽出、分離、晶析への利用は古くからあるが、反応媒体として用いる

SCFD プロセスの発見からはまだ日が浅く、1999 年にマサチューセッツ大学の J. Watkins

氏らによりトレンチ加工された Si 上に Pt 薄膜が報告されたのが始まりである 1)。後に

Watkins らおよび山梨大学の近藤らによって ULSI 多層配線用 Cu 成膜が可能であることが

報告され、SCFD は高アスペクト比構造内への配線形成プロセスとして着目されるように

なった 2)- 4)。なお、「BEANS プロジェクト」(2008-2012)でもこの SCFD を開発対象にし、

3 次元ナノ構造形成プロセスにおける SiO2-SCFD の 要素技術開発を行ってきた。 

 今回「グリーンセンサプロジェクト」(2011-2015)にて取り組んでいる端末集積化にお

ける大容量キャパシタ開発では、この SCFD プロセスを更に拡張して、高アスペクト比構
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造への低抵抗の Cu 電極を形成する。SCFD の量産機での実用例が未だ報告されていない

ことから、ここではφ6～8 インチウェハに対応した大口径装置の開発から、高い面内膜

厚均一性と埋め込み性を実現する成膜プロセスの基礎条件の確立をターゲットに検証を進

める。最終的な大型装置での成膜プロセスの開発目標仕様を表②-(5)-3-4-2.1 に示す。 

 

表②-(5)-3-4-2.1 大型 SCFD 装置での成膜プロセスの開発目標 

開発項目 目標仕様 定義 

ビア内ボイド率(AR50) <10% 

 

  

 次項では SCFD 装置の大型化に対する課題を挙げ、その対応に関する検討結果を述べ

る。②-(5)-3-6 では平面およびビア内成膜条件を確立し、その基礎プロセスデータを基に

②-(5)-3-7 でキャパシタ電極作成へ適用する。最後に、実用化に向けた装置の課題を抽出

し、今後の開発項目としてまとめる。  

 

②-(5)-3-5 大口径化での課題と対策 

②-(5)-3-5-1 課題①：充分な原料供給の確保 

 前項②-(5)-3-4-1 の式 3 より、成膜速度と原料濃度は決定的な関係を有しており、他の

反応系成膜技術と同様、SCFD では原料の安定供給はクリティカルなプロセス項目である。

ラボスケールリアクタ―からの大型化においては、「原料の充分な供給」、すなわちφ6

～8 インチ基板全面に原料が供給できるかが重要な課題の一つとなる。 

 これまで報告されてきた SCFD プロセスはバッチ方式で行われており、原料を直接

チャンバー内に設置し、供給と成膜工程を分離するのが特徴である。原料の利用効率は

100％近く、実績のある方式であるが、反応器が大型化することで、バッチ式では充分に

原料が基板へ供給されない懸念がある。実際バッチ式で検討した際、原料の設置箇所から

3 cm 以内の領域のみに成膜された。この値は超臨界流体中の原料の拡散長 

 （拡散係数 D = 1×10-7 m2/s、成膜時間 t = 1hr）と一致し、原料の供給可

能な領域は拡散で律速されることが分かった。従って、バッチ式はチップ基板を対象とし

た小型設備には適しているが、φ6～8 インチの大型装置には不適切だと考える。SCFD の

特徴である高濃度原料供給を実現するためには、外部からの強制的なフローで原料をウェ
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ハ全面に供給する機構が必要と考えた。 

 フロー式アプローチはバッチ式と異なり、比較的低い原料の利用効率を有するが、原

料を連続的にチャンバーへ送り込み、供給と成膜を同時進行させている。拡散速度より圧

倒的に早い流れ場がチャンバー内全域に発生し、成膜によって原料が消費されてもウェハ

へ絶え間なく原料が供給される。バッチ式では成膜により原料は枯渇するが、フロー式で

はチャンバー内の原料濃度は常に一定であり、充分にウェハ全面へ供給可能である。 

 今回このフロー方式で装置を設計・導入した。装置の全体構成を図②-(5)-3-5-1.1 に示

す。高圧ポンプおよび熱交換器を通過した CO2 は超臨界流体となり(scCO2)、原料が仕込

まれた容器に流し込み原料を溶解させる。その後、scCO2－原料の流体はチャンバーへ供

給され、成膜が行われる。以降、一連のプロセス実験はこのフロー式装置で進めた。 

 

図②-(5)-3-5-1.1 フロー式超臨界流体成膜装置の構成の概念図と写真 

 

②-(5)-3-5-2 課題②：原料供給の均一性の確保 

 前項では、フロー式成膜により充分に原料を供給することが可能であると明確にした。

ただし式 3 の通り、得られる膜の均一性は「原料濃度の均一性」に依存し、 

それは絶対的な供給量だけでなく、「供給の均一性」も重要であると意味する。気体と液

体の中間の性質を有する超臨界流体においては、粘土μは気体に近いが密度ρは液体に近

いため、動粘度ν=μ/ρが小さい。自然対流を特徴付ける指標、グラスホフ数 Gr は、 

        (4) 

で表され、動粘度の逆数の２乗に比例する。ここで 

g = 重力加速度(m/s2)  β= 体膨張係数(1/K) 

ΔT = 温度差(K)   L = 代表長さ(m) 

である。この値が通常の気体に比べて 2 桁以上大きいため、超臨界流体は気体より対流し

やすく、原料供給の不均一性が懸念される。一方、物性値とは別に、Gr はチャンバー形

状にも強く依存することが分かる。従って、原料の安定供給に悪影響を及ぼす対流を抑制
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したチャンバー設計が、均一な原料供給に対し重要であると考えた。 

 そこで、フロー式成膜において、均一に原料を供給する最適なチャンバー形状を流体

シミュレーション (ANSYS/FLUENT)にて検討し、装置の設計上、最も自由度の高い

「チャンバー高さ」を形状パラメータとした（式 4 の L に相当）。周方向の対称性を考

慮し、チャンバーの 1/8 モデルを図②-(5)-3-5-2.1 に示す。原料は中央の 1/4 インチ配管か

ら 100cc/min で流入させた。チャンバー高さについては、実機での加工性を考慮し、現実

的な値として 5 mm、40 mm で検討した。また、排気口は流体の自然な流に沿ってウェハ

の外周方向に設置した。 

 

 

図②-(5)-3-5-2.1 流解析に用いたチャンバーの 1/8 モデル 

 

 計算結果を図②-(5)-3-5-2.2 に示す。高さが 40 mm の場合、チャンバー内部全域で対流

が生じ、流動の乱れが確認される。成膜の観点では、対流は基板への安定的原料供給を妨

げ、均一な膜形成を困難にすると同時に、チャンバー内の原料滞留時間を延長して予期せ

ぬ気相反応を起こす可能性がある。後者は無駄な原料消費やパーティクル生成等、膜への

悪影響を及ぼすと予想される。一方、5 mm の場合、対流による乱れは抑制され、基板表

面で層流が形成されている。基板外周方向へ一様な流れになっており、原料を安定的に基

板へ供給できる可能性を示している。この結果から、チャンバーは扁平化することで対流

を抑制できる事が明確化され、原料の均一な供給を実現するためのチャンバー形状のデザ

インルールが確立できた。 
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図②-(5)-3-5-2.2 流体の流計算結果。チャンバー高さ(左) 40 mm、(右) 5 mm。  

 

 なお、チャンバーの扁平化以外の供給の均一化手法も検討した。例えば、流入口を１

つではなく、チャンバー上部全体から一様に超臨界流体を流入させるシャワーヘッド構造

がある。詳細結果はここで示さないが、この構造では流体の流はチャンバー高さに関係な

く常に乱れており、安定的な層流形成が確認されなかった。シャワーヘッドからの流入速

度に対して対流の流速は 1 桁以上高く、実質シャワーヘッド型の意味をなしていなかった。

（バッチ式運転と同様な条件）。 この結果、並びに上記チャンバー扁平化の効果を考慮

すると、対流しやすい超臨界流体を安定的に流すには流れ場が形成されやすい構造が必要

と考える。 シャワーヘッド構造では一様に流入しているため、流速ベクトル方向が排気

口へ収束せず、外周方向への流れ場が形成されなかったと思われる。 

 上記検討を踏まえ、実際の装置のチャンバー高さが 5 mm となるように扁平形状とし、

φ6 インチ TiN ウェハ上に Cu フロー式成膜実験を行った。成膜条件は表②-(5)-3-5-2.1 に

示す。 

表②-(5)-3-5-2.1 フロー式成膜条件 

 

  

 

 

 

 

 

結果、Cu 薄膜はウェハ全面に成膜され、フロー式化により原料が充分に供給されたこ

とを確認した(図②-(5)-3-5-2.3)。しかし、膜厚分布が生じており、ウェハ中心は薄く、外

周に向かって厚くなっている膜が得られた。面内均一性を最大膜厚(max)と最少膜厚(min)

とで下記関係式より計算した上、70%程度であった。半導体業界における一般的な薄膜形

Cu 原料 Cu(tmhd)2 

還元剤 H2 

基板温度 200℃ 

全圧力 9MPa 

原料濃度 6.48×10-5 mol/L 

H2 濃度 0.24 mol/L 
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成技術に求めらる面内均一性が 10%以下と考慮すると、本結果は非常に不均一な膜であ

ると理解できる。 

       (5) 

 

 

図②-(5)-3-5-2.3 フロー式成膜後の写真および膜厚分布 

 

 均一性が悪い要因として、プロセス側の条件が成立してなかったためだと思われる。

最終的な膜の均一性を決める要因には装置起因とプロセス起因の両方があるとすると、本

項では原料供給機構の均一化に取り組んだが、後者はまだ着手していない。従ってさらな

る均一性の改善には、Cu-SCFD のプロセス条件を検証する必要があると考える。 

 以上をまとめると、装置の大口径化に伴う課題として、①充分な原料供給の確保と、

②均一な原料供給が挙げられた。小型リアクターで主流であるバッチ式成膜では、φ6 イ

ンチウェハ上に充分に原料が供給されないため、本装置開発においてはフロー式を採用し

た。また、供給の均一性においては、チャンバー形状の扁平化で対流を抑制することで実

現可能と計算にて示した。実際に扁平形状のチャンバーを設計し、ウェハレベルでフロー

式成膜を行った結果、全面に薄膜が形成されたことを確認した。しかし、膜厚には分布が

あり、70%程度の均一性であった。さらなる均一化には供給系統のハードウェアの工夫だ

けでなく、プロセス条件での膜厚均一性へ最も影響与えるパラメータを明確化し、その最

適値を 

求める必要がある。次項よりその検討結果について述べる。 

 

②-(5)-3-6 成膜条件の確立 

 超臨界流体成膜装置の大型化での課題は主に原料供給機構にあり、いかに供給を十分

均一性 
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にかつ均一に確保するかであった。対応として、装置のフロー式化とチャンバー形状の扁

平化によって安定した流れ場を形成し、原料を基板へ層流の状態で供給するチャンバー構

造と設計した。しかし、実際はこれらだけでは不十分であった。この事より、膜均一性の

確保はプロセス側の条件最適化も必要であると言える。 

 なお、最終的には面内均一性のみでなく、本要素技術開発の狙いである高アスペクト

比構造への Cu の高い埋め込み性を実現するプロセスの確立も必要である。従って、Cu-

SCFD のプロセス開発は、下記ステップで進めるとし、次項より Step 1.から述べる。 

  Step 1. 平面基板上での均一な膜形成の指針の明確と実証 

  Step 2. 上記結果をベースに、高アスペクト比構造への埋め込み条件の確立 

  

②-(5)-3-6-1 平面基板上での面内膜均一性の向上 

 前項②-(5)-3-4-1 の式 3 より、成膜速度に対する影響パラメータには原料濃度以外に反

応速度定数 ks があり、これはアレニウス型温度依存性を示す。従って、均一な膜形成条

件には、基板温度の均一化が重要であると理解できる。 

 前項のフロー式成膜結果では、基板中心の膜厚が最も薄く、外周に向かって厚くなっ

ていた。この現象は、装置構成に起因すると考え、以下説明する。基本的に本チャンバー

は cold-wall (リアクター壁が基板より低温の状態のこと)リアクターであるため、流体－基

板間には 100℃以上の温度差が存在する。設計上、比較的低温の流体は中心から流入する

ため、基板が局所的に冷却され、中心部分の成膜速度が比較的低くなっていると予想され

る。対策として、流体と基板の温度差を可能な限り緩和するのが効果的と考え、プロセス

上それを簡易に実現できる手法として流速の抑制が挙げられる。これは、滞留時間を延長

することで、基板に到達する前に流体を十分に予熱するアプローチであり、流体の温度計

算結果（図②-(5)-3-6-1.1）からも妥当な方法と思われる。次に、実際の成膜実験にてその

効果を検証する。 

        
図②-(5)-3-6-1.1 チャンバー内経路長に対する流体温度計算 
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 流速を水準に表②-(5)-3-6-1.1 の条件下でφ6 インチ TiN ウェハ上に成膜実験を行った。

流速に対して、速い場合と遅い場合をそれぞれ 0.48 mol/min、0.24 mol/min に設定し、得

られた膜厚分布を断面 SEM で測定した。図②-(5)-3-6-1.2 および図②-(5)-3-6-1.3 にそれぞ

れ成膜後の写真と面内膜厚均一性の結果を示す。 

 

表②-(5)-3-6-1.1 フロー式成膜条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流量 0.48 mol/min の場合、ウェハ中心には成膜されず、得られた膜厚均一性は 18.5%

程度であった（定義上、成膜されていない領域（i.e. min=0）があると、均一性の定量化

は難しいため、ここでは成膜されていないウェハ中心を除いて均一性を計算した）。これ

は予測通り、流体の局部冷却によって局所的に成膜不良が起こったと理解できる。膜が全

く形成されない現象は、薄膜形成メカニズムにおける初期核発生に最低限必要な温度に基

板が達しなかったケースが多くある。Cu-SCFD の核発生温度は 180℃程度と報告されてい

る中、流量 0.48 mol/min の流体温度はそれに対しおよそ 80℃低いため（図②-(5)- 3-5-

2.2）、基板中心部が核発生温度を下回った可能性は十分に高いと思われる。一方、低い

流量 0.24  mol/min の場合、ウェハ全面に成膜され、膜厚均一性は 8%まで大幅に改善し

た。流体の十分な予熱により冷却作用が低減されたと考えられ、基板中心部でも核発生温

度以上を保持できたからだと思われる。 

 また、成膜速度も流量を下げることで 50%程度増大した。これは上記同様、流体の予

熱効果によってウェハ表面温度が比較的高くなったことで成膜反応が促進されたと推測す

る。流速 0.48 mol/min の場合、膜表面に粉が付着していたが、これは正に基板表面温度と

関係すると考えられる。基板洗浄によって粉は完全に除去することができ、膜内へ取り込

まれていないことから（膜上に堆積）、成膜後のパージ中に発生したと思われる。メカニ

ズムとして、成膜直後における配管内の残留原料が比較的冷えた基板に吹き付けられたこ

 水準１ 水準２ 

総流量 0.48 mol/min 0.24  

Cu 原料 Cu(tmhd)2 

還元剤 H2 

原料濃度 3.78×10-5 mol/L 

H2 濃度 0.24 mol/L 

基板温度 200℃ 

全圧力 9MPa 
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とで流体が臨界点を下回り、原料が粉へと析出したと考えられる。一方、流量 0.24 

mol/min の場合、基板温度が比較的高いため、残留原料を含んだパージ用流体が流入して

も析出は発生しなかったと推測する。 

 まとめると、流量を下げることで基板温度を均一にかつ比較的高温で保持でき、①面

内均一性が改善、②レートが増大、③気相中のパーティクル生成が抑制することが可能と

判明し、平面上での Cu 成膜の条件を確立できた。 

 

 
図②-(5)-3-6-1.2 流量水準の成膜後の写真 

 

  
図②-(5)-3-6-1.3 流量水準における成膜速度分布と膜厚分布 

 

 得られた SCFD-Cu 薄膜の XRD 結果を図②-(5)-3-6-1.4 に示す。Cu (002)および Cu (200)

のピーク位置より、金属 Cu のパターンと一致した。またここでは示さないが、XPS の組
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成分析より、膜中の炭素や酸素等の不純物混入はほどんど見られなかった。Cu-SCFD で

は酸素を含む有機金属原料を用いても酸化 Cu は形成されず、本プロセスが低抵抗電極形

成に適している事が言える。 

 

 
図②-(5)-3-6-1.4 SCFD-Cu 薄膜の XRD パターン 

 

②-(5)-3-6-2 高アスペクト比構造への埋め込み条件の確立 

 ここまでは平面ウェハ上における均一な膜を実現するプロセス条件について検討した。

その基礎プロセスデータを基に、SCFD 技術が最も期待される高アスペクト比構造への均

一な成膜・埋め込み性を検証するため、アスペクト比 50 の Si トレンチへの埋め込み実験

を試み、ボイド率 10%を目標とした。なお、今までの均一性に関する議論はウェハ（マ

クロ）スケールでの流量制御であって、以降検討する埋め込み検証はマイクロスケールで

ある。従ってグローバルなパラメータに近いバルク流量はトレンチ内での現象に決定的影

響は少なく、ローカルの原料や H2 濃度の方が重要となるので注意が必要である。 

 実際、表②-(5)-3-6-1.1 の条件そのままで成膜を行うと、トレンチ開口部付近が閉塞さ

れてしまう。SCFD は原理的に Langmuir-Hinshelwood 型反応モデルの 0 次領域で成膜する

ことで完全埋め込みを実現できるが（前項②-(5)-3-4-1 を参照）、原料濃度が十分に高く

ないと 1 次反応で成膜され、今回のようにトレンチが閉塞すると予想される。なお、理想

的な 0 次反応に近づける事は可能であるが、実際に成膜速度の濃度依存性を完全になくす

のは困難と思われる。この事実は埋め込み性に関して言えば、可能な限り遅い成膜速度で

埋め込みを行う必要性を示唆する。なぜなら、高速成膜はわずかにでも存在する原料濃度

分布を顕著化し、トレンチの閉塞に至らせる可能性があるからである。従って、トレンチ

の埋め込みにおけるプロセス指針として「原料の高濃度化」と「成膜の低速化」が必要で

あると考えた。 
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「原料供給の高濃度化」には、①供給マス流量の増大、②希釈量の低下の主な 2 種類

の方法がある。①については、最も単純なのがマスフローでモル流量を増大させることで

ある。ただし、前項で述べた通り、バルク流量の増大は流体の冷却作用を促進させ、面内

均一性を悪化させる傾向がある (本装置のチャンバー形状の場合である。チャンバー直前

の加熱機構の追加や、リアクター構造の最適化によって流量のプロセスウィンドウの拡張

は可能である)。また、超臨界流体の溶解力を温度、圧力の調整によって増大させること

で高濃度化は可能である。温度低下は溶解力を指数関数的に増加させるが、超臨界プロセ

スでは絶対的に下回ってはいけない臨界温度（CO2 の場合は Tc = 31.2℃）が存在するため、

基本的なプロセスルールとして温度低下は避けなければいけない。一方、圧力も温度と同

様に臨界圧力という下限値は存在するが、その溶解力との関係は温度と逆であり、高圧化

に対して溶解度は増大する。従って、装置仕様が許す限り、プロセス圧力を上げることで

原料の高濃度化が可能である。 

上記、高濃度化の手法②においては、Cu-SCFD の還元剤である H2 の濃度を低下する

ことで希釈量の低下が実現できる。H2 はそもそも基板表面に飽和吸着した原料分子と還

元反応し、Cu 原子を析出させるので、Cu-SCFD では重要な役割を果たしている。ただし、

H2 は超臨界 CO2 の強い溶解力の根本であるクラスタリング（溶質分子を超臨界 CO2 分子

が取囲む現象）を阻害する効果もあるため、原料の溶解度は水素濃度に反比例する傾向を

示す。従って、水素の導入量を適切に下げれば、原料濃度は増大し、反応が 0 次にシフト

する可能性があると考える。さらに、H2 は原料濃度だけでなく、トータルの成膜速度に

も関与しているため、その濃度制御によって埋め込み指針の一つである「成膜の低速化」

も同時に実現できると期待できる。具体的には、Cu 核発生過程では H2 の基板への解離吸

着が律速しており、H2 導入量が低下すれば成膜速度も同様に低下する。結果、H2 の低濃

度化により、埋め込み指針である「原料の高濃度化」と「成膜の低速化」を同時に実現す

ることができると考える。 

上記検討を踏まえ、プロセスの高圧化と H2 の低濃度化を反映した条件下（表②-(5)-3-

6-2.1）で開口幅 1 μm の Si トレンチ内へ埋め込み実験を行った。ここで、表②-(5)-3-6-1.1

の条件と比べ、全圧を 9 MPa から 10 MPa まで上げ、H2 濃度を 1/5 にすることで、原料濃

度はおよそ 8 倍増大した。 

結果、図②-(5)-3.24 の通り、AR50 までボイド率 10%以下が実現でき、Cu-SCFD の高

圧ペクト比構造への埋め込み条件を確立できた。 
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表②-(5)-3-6-2.1 フロー式成膜条件(低 H2 濃度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-3-6-2.1 アスペクト比に対するトレンチ埋め込み率 

 

 ここでは Cu-SCFD プロセスの条件を 2 段階で確立した。Step 1 では平面上で均一な膜

を形成するため、流量抑制により流体の冷却作用を低減することで基板温度の均一化を

図った。結果的には面内均一性 8％の薄膜が得られた。Step 2 では、Step 1 の条件をベー

スに、プロセスの高圧化および水素の低濃度化にて原料の高濃度化・成膜の高速化を実現

し、AR50 の Si トレンチへ 10%のボイド率を実証した。高アスペクト比構造への Cu-

SCFD プロセス条件を確立したことで、実際のトレンチキャパシタ電極形成への適用性を

最終検討項目とし、次項に述べる。 

 

②-(5)-3-7 トレンチキャパシタ電極形成への適用 

 大容量キャパシタが端末集積化技術へ貢献できることを CVD-Poly-Si 電極を有したビ

 水準１ 水準２ 

総流量 0.48 mol/min 0.24  

Cu 原料 Cu(tmhd)2 

還元剤 H2 

原料濃度 3.78×10-5 mol/L 

H2 濃度 0.24 mol/L 

基板温度 200℃ 

全圧力 9MPa 
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アキャパシタで前項にて実証した。今後 CVD ではアクセスできない高アスペクト比構造

への低抵抗金属電極を形成するには、Cu-SCFD 技術が必要となると考える。そこで、本

項では実際に Cu-SCFD 電極を有したトレンチキャパシタを製作し、これまで要素技術開

発してきた SCFD プロセスの有効性を検証する。 

 SCFD-Cu (100 nm) / Al2O3/TiO2 stack(100 nm) / Si (低抵抗)の MIS トレンチ型キャパシタ

構造のプロセスフローを図②-(5)-3-7.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-3-7.1 MIS キャパシタ成フロー 

 

誘電体層として、誘電率ε 12 を有する Al2O3 と TiO2 の積層膜を用いる。今回基板材料

として低抵抗 Si を用いたため、基板自体を下部電極とした。 

 図②-(5)-3-7.2 に AR50 のトレンチへの成膜後に得られた構造の断面 SEM 像を示し、上

部から底部まで Cu / Al2O3/TiO2 stack / Si 構造が確認できる。FIB 加工での素子分離後、I-

V 測定によるリーク電流評価ならびに C-V 測定 (1kV 印加電圧)による容量評価結果を図

②-(5)-3-7.3 に示す。 

 

図②-(5)-3-7.2 SCFD-Cu 電極を有したビア型 MIS キャパシタ断面 SEM 像 



  

 357 

 

図②-(5)-3-7.3 SCFD-Cu 電極のビア型 MIS キャパシタの(左)I-V 及び(右)C-F 特性 

リーク電流は前項②-(5)-3-2-3 の CVD-Poly-Si 電極のビアキャパシタと比較して高いが、

容量は正常に測定でき（C=830pF, f=10 kHz）、キャパシタとして機能している事が理解

できる。今回は誘電体の膜厚や具体的なビア構造の選定の都合により、容量密度は 12 

nF/mm2 程度ではあったが、Cu-SCFD の高アスペクト比構造への Cu 電極成膜の実現性を

示し、大容量キャパシタ向け配線形成技術に SCFD が適していると言える。 

 

②-(5)-3-8 実用化に向けた超臨界流体成膜装置の課題 

 本開発を通して、プロトタイプとしての大型装置を設計・導入し、実験を進めたが、

プロセス技術として実用性を高めるにはスループット、安定性等の面での課題もあること

が分かった。それらの一覧を表②-(5)-3-8.1 にまとめる。 

表②-(5)-3-8.1 超臨界流体成膜装置の課題リスト 
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②-(5)-3-9 まとめ 

 ここでは端末集積化の課題となり得る異なるチップ間の配線接続やキャパシタ等の受

動部品を対象として従来技術に代わる集積化技術の実証と、その要素技術開発に取り組ん

だ。まず、Si 基板上に TSV と集積可能な CVD-poly-Si 電極を有した大容量キャパシタの

作成に成功し、小型・集積化が可能であることを実証した。次に、今後キャパシタは更な

る高容量化、低抵抗化が必要であると見据え、要素技術として Cu の超臨界流体成膜によ

る埋め込み技術をφ6～8 インチ対応の大型装置開発から成膜プロセス条件の確立まで

行った。その実証として、高アスペクト比 50 の MIS キャパシタの Cu 電極を実際作製し、

端末集積化に対する超臨界流体成膜技術のポテンシャルを示した。最後に、本開発で設

計・導入したプロトタイプ装置による検証から、今後 超臨界流体成膜技術の更なる発展

に向けて、実用化の課題を抽出・明確化した。 
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②-(5)-4 高アスペクト比超低リーク大容量キャパシタ向け Via 形成技術の開発

【(株)アルバック】 

＜Via 形成技の位置付け＞ 

省エネ化に必要なデバイス構造の一つに、小型・低背化は必要不可欠な項目である。

小型・低背化には薄膜技術や半導体あるいはマイクロマシニング技術等様々な微細加工技

術が挙げられる。本プロジェクトでは従来実装の樹脂インターポーザーに代わって、半導

体微細加工技術を応用し、シリコンを用いたインターポーザーを作り込むことで、これま

で以上の高密度配線可能な実装基板を提供可能とすることでグリーンセンサ端末の高密度

集積化実装技術を実現し、それを基にデバイスの小型・低背化と実証を目指す。本プロ

ジェクトでは、このシリコンインターポーザの中に大容量のキャパシタを埋め込み内蔵す

ることでより小型化・低背化を目指す。半導体基板上でのキャパシタ形成の従来技術の一

つに、プレーナ型キャパシタがある。しかし、もっと大容量なキャパシタを小面積に製作

する為には。横型構造を縦型とし、且つ高密度に配列することが理想と考えた。その為に

は高度なシリコンの深掘り技術が必要となる。 

従来のシリコン加工技術としては、ウェット加工とドライ加工の主に２種に分けられ

る。本プロジェクトの様な結晶シリコンへの任意な加工方法としては面方位依存の無い、

プラズマを使う MEMS 向けのシリコン深掘り技術「ボッシュ法」エッチングが最も有用

である。ボッシュ法は世界的にも実績が多く、プロセスの種類も幅広く応用が利くことが

利点である。一方で高アスペクト比なエッチング程、プロセスのカーボン負担が大きくな

り、その付着膜の洗浄除去工程への負担も大きい。エッチングで使用するガスは大気温暖

化係数(GWP)の大きい材料が主流なことから、グリーンなデバイスを実現するための基本

思想にマッチしていない点がデメリットとして挙げられる。今後は環境配慮型の深掘り

エッチングへの転換が不可欠であり、結果、本プロジェクトでは非ボッシュなエッチング

のプロセスについても開発テーマにすることで、本プロジェクトで開発したシリコン深掘

り技術が将来にわたって広く普及していくような色合いを出し、他の深掘り開発との差別

化も図った。因みに、半導体工程でのシリコン深掘り技術として、ディープトレンチ形成

技術が古くから使われている。これはボッシュ法では無く、一括エッチングするプロセス

がメジャーであり即ち非ボッシュエッチングの類である。しかしこの手法はハードウェア

及びプロセスの特性上、本プロジェクトの様な MEMS サイズの高アスペクト比加工がで

きない。 

以上から、本プロジェクト実現の為に、グリーンな MEMS 仕様向けのドライエッチン

グプロセス技術を開発することは、グリーンセンサ端末化機能集積化技術の開発を進める

上で重要な位置付けとなる。 
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＜Via 形成技の目標＞ 

本研究開発は主に三つの目標柱を持つ。先ず、従来技術であるボッシュエッチング及

び非ボッシュエッチングの各プロセス技術における異方性エッチング機構を理解し、その

結果、デバイス製作にもっとも適した高効率なシリコン深掘り技術の指針を出す事を第一

の目的柱とした。 

次に、非ボッシュ法のエッチング性能の可能性を明確にすべく、側壁荒れ 10nm 以下の

平滑且つアスペクト比 10 以上、含有カーボン量が従来(ボッシュ法)比 70%以上の削減で

きる環境配慮型のグリーンプロセス技術の実現を第二の目標柱とした。 

最後に、上記成果を基に、大容量化キャパシタの試作・検証に必要な高密度パターン

仕様として、直径 4um、アスペクト比 20 以上の高アスペクト比な Via パターンエッチン

グ技術の開発及びデバイス試作・実証検証を第三の目標柱とした。 

 

②-(5)-4-1 ボッシュエッチングと非ボッシュエッチング：第一の目標柱 

図②-(5)-4-1.1 は本プロジェクトに用いたシリコン深掘りエッチング装置の断面概略図

を示す 1)- 2）。本平板型プラズマ源は、高密度プラズマ生成を目的に、アルバックが独自

に開発した低自己インダクタンスなアンテナを搭載している。結果、従来型プラズマに比

べ、 

約 2 倍(当社比)の高密度プラズマ生成の実現に成功している(図②-(5)-4-1.2)。一方、シリ

コン基板を搭載するステージ側には微弱な RF バイアスを印加できる仕組みをとっており、

プラズマ中の正イオン反応種を適度な入射エネルギーで基板へ引き込み、シリコンの異方

性エッチングを行うことが出来る。ウェハサイズは最大 12 インチまで対応できる。ウェ

ハ冷却方式は静電チャック(ESC)を採用し、シリコンウェハ裏面と ESC のギャップには

He ガスを一定圧で充填し、シリコン基板がエッチングで一定の温度以上に上昇しないよ

うに冷却されている。 

 

図②-(5)-4-1.1 シリコン深掘りエッチング装置 
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図②-(5)-4-1.2 プラズマ源と電子密度の比較 

 

因みに図②-(5)-4-1.2 の電子密度は、基板ステージ直上にシングルプローブを設置し、

事前の測定を行った。測定の際、実プロセスプラズマを用いると、プローブ先端にカーボ

ン系のデポ、あるいはプラズマ中のフッ素ラジカルとの反応で消耗する等、測定トラブル

を引き起こす可能性がある為、ガスはアルゴンを用いた。また、測定の際にはバイアスパ

ワーを OFF 状態とし、純粋な ICP (Inductive Coupling Plasma:誘導放電)プラズマでのプラ

ズマ診断を行うことで、従来プラズマ源との比較を行っている。 

ICP RF 仕様としては、一般的な 13.56MHz を採用。最大印加パワーの使用は 3kW。一

方で、バイアスパワーは低周波の 2MHz を採用。最大印加パワー使用は 1kW を用いた。2 

MHz バイアスは、将来的には高アスペクト比へのイオン入射効率を制御必要な場合も想

定し、イオン種のエネルギー制御可能な周波数帯で且つ量産実績のある周波数帯を選んだ。 

エッチングガス仕様としては、先ず、ボッシュエッチングの場合、シリコンの等方

エッチング工程として「SF6」、エッチング側壁のパッシベーション工程として「C4F8」

をそれぞれメインガスとして用いた。次に、非ボッシュエッチングには、「SF6」と

「O2」の混合ガスに添加ガスとして「SiF4」を採用した「SF6 + O2 + SiF4」の 3 種ガス混

合プラズマのプロセスを採用。「SF6 + O2」プラズマへの SiF4 添加法は、SiOF 膜生成す

る PE-CVD の論文を参考にした 3)。大気温暖化係数(GWP : Global Warming Potential)は、

CO2 を 1 とすると、SF6 が 23900、C4F8 は 8700、SiF4 は Cl2 と同じ不安定なガスカテゴ

リーの為、GWP にはほとんど影響が無いと判断できる。つまり非ボッシュエッチングは

C4F8 を不要とするために、ボッシュ法と比較してもグリーンなプロセスの立ち位置にあ

る。 

図②-(5)-4-1.3 は溝幅 2um、エッチング深さ 50um、アスペクト比 25 のボッシュエッチ

ングの SEM 写真を示す。プロセスシーケンスは一般的なボッシュ法で説明されるように、

1) SF6 で Si の等方エッチング、2) C4F8 で CVD(Chemical Vapor Deposition)、3) Ar プラズ
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マでボトムのポリマー除去工程、の 3 工程を繰り返すエッチングを行った。図から、エッ

チング形状としては典型的な異方性形状が実現できた。エッチング側壁を良く観察すると

パターン側壁に「スキャロップ：Scallops」と呼ばれる周期性をもった側壁荒れも確認さ

れ、ボッシュエッチングの特有の形状が得られている。ボッシュエッチング工程では異方

性を維持するため、C4F8 プラズマから解離生成した CxFy ラジカルを用いたデポジショ

ン工程を繰り返し行う為、溝パターン開口部付近には CF ポリマー膜が蓄積している。後

述する非ボッシュエッチングではこのようなデポ膜が見られないことが判明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-4-1.3 溝幅 2um のボッシュエッチング 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-4-1.4 非ボッシュエッチング、SF6 / O2 混合プラズマ  

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-4-1.5 非ボッシュエッチング  
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次に、非ボッシュエッチングの形状 SEM 写真を図②-(5)-4-1.4 に示す。エッチング形状

は、SF6 / O2 混合比調整で大まかな制御が可能であることがわかる。さらに横方向の小さ

なエッチングを抑制するために SiF4 を添加し、その添加量をプロセスパラメータとして

最適化を施せば図②-(5)-4-1.5 のようなφ10um 及びφ50um において、サイドエッチング

の極めて小さい且つ平滑なエッチングが実現できることが分かっている。図②-(5)-4-1.6

は、図②-(5)-4-1.3 のボッシュエッチングと同じパターンである線幅 2um のシリコンエッ

チング用パターンをデンソーが準備しアルバックで、エッチング深さ約 50um までエッチ

ングした SEM 写真を示す。エッチングマスクは SiO2 を用いた。開口部に若干のエロー

ジョンの様な側壁荒れがみられる。しかしながら全体にわたって平滑なエッチングが実現

していることが分かる。本プロジェクトにおいて、SF6 + O2 + SiF4 プロセスを用いた非

ボッシュエッチングにおいて、アスペクト比 25 以上の平滑トレンチ技術を達成した。ま

た、ボッシュエッチングも同じモジュールでアスペクト比 25 の異方性形状が得られたこ

とで、目標とした両エッチング技術を同モジュールにて達成することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-4-1.6 溝幅 2um の非ボッシュエッチング 

 

②-(5)-4-2 Via エッチングプロセス：第二の目標柱 

前項はトレンチエッチングの事例であったが、グリーン端末集積化ワーキンググルー

プでのキャパシタ仕様検討の結果から、より大容量なキャパシタ形成の為にはトレンチに

代わって高密度な高アスペクト比微細 Via が必要であると結論。従ってデバイスの試作検

証の為には前項で構築したトレンチプロセスを発展させ、Via 仕様での高アスペクト比

エッチングのプロセス開発が必要と至った。 
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図②-(5)-4-2.1 非ボッシュエッチング、(a)アスペクト比 9.2、(b)アスペクト比 14 

 

図②-(5)-4-2.1 は、直径 5um のテストパターンを準備した上で、非ボッシュエッチング

法の Via におけるエッチングプロセス可能性を検証すべくエッチング時間依存性を確認し

た結果を示す。エッチング時間以外のエッチング条件は図②-(5)-4-1.6 の非ボッシュでの

トレンチエッチングと同条件を用いている。図②-(5)-4-2.1(a)から、Via 仕様にてアスペク

ト比「9.2」を実現。第二の目標柱である、アスペクト比「10」には僅かに及ばなかった

ものの概ね達成できる見通しの結果と判断し、さらにアスペクト比 15 を想定し、エッチ

ング時間を延長した結果を図②-(5)-4-2.1(b)に示す。結果、エッチング形状(b)をよく観察

すると、開口部付近のパターン側壁でサイドエッチングが進行し、垂直異方性から順テー

パー形状へとシフトし始めていることが分かる。つまりこの結果より、トレンチエッチン

グではアスペクト比 20 以上を達成できる技術だとしても、Via パターンではエッチング

機構が変化し、トレンチプロセスに比べて、1.エッチング速度の低下、2.パターン側壁の

保護効果が弱くなる、等が判明した。従って、エッチング時間をさらに延ばすと側壁

Break を引き起こすと考え、アスペクト比 20 以上の為の深掘りプロセス設計を再度見直

し、エッチング条件の再構築を行う必要があると考察した。そこで基本に戻り、アスペク

ト比 20 を達成した時のトレンチエッチングにおける側壁保護機構を比較することで Via

エッチング課題の解決を図れないかと考え、エッチング側壁のアスペクト比に応じた

XPS(X-ray Photoelectron Spectroscopy)測定を行った。図②-(5)-4-2.2 はその測定内容を示す

概略図である。X 線源は単色化させた Alkαを用い、分解能を上げることで膜質評価精度

を向上させている。光電子の脱出角度は 75 度とした。また、今回はエッチング深さ方向、

Top、Middle、Bottom と 3 か所を測定する為に、X 線スポットの直径を 10um まで絞る測

定方法を行い、側壁分析の位置測定精度を上げている。今回の取り組みは、実際の高アス

ペクト比エッチングされたパターン底部域の側壁が、どのような膜で保護され、そして垂

直なエッチング形状を維持するのかのエッチング機構解明に役立つデータ取得に期待され
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る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-4-2.2 トレンチエッチング側壁の XPS 測定条件 

 

表②-(5)-4-2.1 トレンチエッチング側壁の XPS 測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表②-(5)-4-2.1 はその結果を示す。ボッシュエッチングの場合、深さ方向に沿って側壁

が CF2 ベースのフルオロカーボン(CF)膜で被膜されていることが分かる。また、深さに

応じてこの CF 膜は徐々に感度を下げていることから膜厚も徐々に薄くなっていると推察

される。この CF 膜被膜の傾向は、ボッシュエッチング法で一般的に説明されている通り

で、エッチングパターンの側壁は CF2 ライクなポリマー膜で保護されることで異方性が

実現していると考察される。興味深い点は、アスペクト比 20 以上の底部領域においても

側壁は CF ポリマーが到達し保護膜として機能していることを示唆する結果についてであ
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る。通常、のプラズマ CVD ではここまでの高アスペクト比構造に対してはステップカバ

レージがほとんど取れない。しかしながら、わずかなポリマー膜さえ被膜すれば SF6 の

等方エッチング工程においては十分な保護効果を持つと考察できる。一方、非ボッシュ

エッチングの場合、薄い SiO2 膜が深さ方向にほぼ同じ膜厚で形成されていることが本プ

ロジェクトで初めて明らかとなり、異方性機構としては、この薄い SiO2 膜が保護膜とし

て寄与していることを初めて証明した。非ボッシュエッチングもボッシュエッチングと同

じく、高アスペクト比の底部領域においてもパターン開口部とほぼ同等な SiOx 膜が側壁

に形成している点は側壁保護膜形成機構の詳細な機構解明に今後極めて役に立つ基礎デー

タであると考察できる。以上のエッチング手法による異方性保護膜の XPS 分析比較結果

は、次項で述べる新規プロセス考案に繋がる重要な成果であった。 

また、XPS 分析を基に、両エッチング手法によるエッチング後の残留カーボン比較も

行った。表②-(5)-4-2.1 からボッシュエッチングの場合、分析元素全体の約 30%を占める

ことが分かる。従って目標である残留カーボン量 70%削減をクリアする為には全体の 9%

以下が達成値となる。ちなみにボッシュエッチングの場合、もっとも多く残留していた元

素は「フッ素」であった。一方、非ボッシュエッチングでの側壁残留カーボン率は、測定

した全体元素の 2.5%以下であった。結果、目標とした 9%以下(70%削減)を達成できた。

今回、非ボッシュエッチングで観察された炭素は XPS そのものの観察が ex-situ 観察で

あった為、サンプルオペレートや断面割断時等の外的影響に因る可能性が高いと考察する。

非ボッシュエッチングには基本、炭素含有系のエッチングガスは使っていない。この点に

おいても非ボッシュエッチングはグリーンプロセス思想とマッチしている。 

 

②-(5)-4-3 アスペクト比 20 以上の Via エッチングプロセス：第三の目標柱 

a. ボッシュと非ボッシュの融合プロセスの可能性検証 

図②-(5)-4-2.1(b)及び表②-(5)-4-2.1 の結果から、高アスペクト比の実現には、非ボッ

シュエッチングの側壁保護膜をもっと強化すことが必要であると考えた。ボッシュエッチ

ングの側壁保護膜はパターン開口部付近が最も厚い。そこでエッチング深さに応じ、途中

からボッシュエッチングを導入し、側壁保護を強化する、すなわち「ボッシュ法と非ボッ

シュ法の融合プロセス」を試みた。図②-(5)-4-3.1 はその結果の一例を示す。非ボッシュ

エッチング後、ボッシュエッチングを導入することで、パターン開口部の広がりが大きく

抑制できていることが分かる。さらにボッシュエッチング条件を最適化することで、アス

ペクト比 16 の異方性エッチングを達成し、第二の目標柱を達成した。しかし、本ワーキ

ンググループで設定したデバイス検証を満たす Via 形状はアスペクト比 20 の Via 構造の

為、さらなるプロセス最適化を行った。 
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図②-(5)-4-3.1 ボッシュ法と非ボッシュ法の融合プロセスへの取り組み 

 

b. ボッシュと非ボッシュの融合したマルチステッププロセスの構築 

上項の結果は、ボッシュ法がエッチングパターン開口部の側壁保護の効果に極めて有

効である点を明らかにした結果と言える。サイドエッチングをもっと強固に抑制する為、

初期のエッチング法を、非ボッシュ法からボッシュ法に変更し、エッチング初期の段階で

側壁の保護膜を強固に形成、その後、非ボッシュエッチングプロセスでエッチング形状の

最適化を行う思想を考案し、プロセス条件の最適化を行った。最終的に、1. ボッシュ法 

⇒ 2. 非ボッシュ法 step-1 ⇒ 3. 非ボッシュ法 step-x といった複数ステップの融合プロセ

スを開発。図②-(5)-4-3.2 に示すシーケンスにて、アスペクト比 25 以上の Via エッチング

を達成。スループットに関しては次に記述するが、従来ボッシュ法の約 2 倍の 2 um/min

と、実施計画の目標を達成した(図②-(5)-4-3.3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-4-3.2 融合エッチングプロセスのステップシーケンス 
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図②-(5)-4-3.3 高アスペクト比 25 以上のエッチング結果 

 

 従来技術の基準としてきたボッシュエッチング法は、フッ素ラジカルを主体とするシリ

コンエッチング機構を用いる為、エッチング深さのパターンサイズ依存性を持つことが広

く知られている。従って、微細パターンの場合、エッチング速度がさらに低下することが

予想される。パターンサイズに依存したエッチングレートシフトを予想することを目的に、

J. Kiihamaki 等は最少直径 10 um、最大直径 120 um の各 Via パターンに依存したエッチン

グ深さシフトのデータを取得し、そのデータと計算結果を元にエッチング予想の信憑性に

ついて議論している 4)。エッチング手法はボッシュ法で、論文での Via エッチング性能は、

直径 10 um、エッチング深さ 200 um、アスペクト比 20 の時のエッチング速度が 2.2 

um/min と報告されている。彼等はこれらの結果と分子流モデルの相関で、微細パターン

のエッチング性能を半定性的に説明できると発表している。この論文を参考にすると、本

プロジェクトである直径 4 um のアスペクト比 20 のエッチング速度は、約 1 um/min と見

積もることができる。加えて、J. Kiihamaki 等のエッチングでは側壁平滑性に関しては特

に記述が無く、少なく見積もっても 100～200 nm 程度のスキャロップが発生していると

想定される。従って、本プロジェクトで開発したボッシュ法と非ボッシュ法の融合プロセ

スは、これら従来のボッシュ法のみの方法とは一線を介した、高い技術優位性を持つ技術

であると言える。 

 

②-(5)-4-4 グリーンセンサ端末機能集積化技術の開発ワーキングでの 3mm 角の実装モ

ジュールの実証 

前項までの成果を基に、小型化を実現可能とする高密度 Via キャパシタ形成の為のエッ
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チング技術を提供し、デバイス試作とその実証に貢献し、第三の目標柱を達成した。その

他、本エッチング技術は従来加工法比で約 2 倍と高スループット化できた事で、デバイス

製造の低コスト化も貢献できる。グリーンなシリコン深掘りエッチングプロセスの開発に

成功した。 

 

②-(5)-4-5 まとめ 

小型化を実現可能とする、高密度 Via キャパシタ形成の為のエッチング技術を構築。本

技術は従来加工法比で約 2 倍と高スループット化できた事で、デバイス製造の低コスト化

も貢献できるエッチングプロセス技術を開発した。  

ボッシュ法と非ボッシュ法両方のプロセストレンドデータを取得。この結果と表面分

析結果を基に、非ボッシュエッチングを最適化した結果、カーボン含有ガスを用いない

エッチングプロセスが構築できた。  

ボッシュ法と非ボッシュ法の組合せ最適化により、直径 4 um、エッチング深さ 101 um、

アスペクト比 25 の高スループットなエッチングプロセスを開発。デバイス試作と低リー

ク大容量キャパシタの動作検証に貢献した。  
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②-(5)-5 集積モジュール化技術の開発【大日本印刷(株)】 

②-(5)-5-1 集積モジュール化技術の位置付けと目標 

＜集積モジュール化技術の位置付け＞ 

グリーンセンサネットワークシステムの普及のために、取りつけ場所を選ばない設置

の自由度を持つ安価なグリーンセンサ端末が求められる。 

＜集積モジュール化技術の目標＞ 

本研究では端末の低消費電力化、小型化を実現すべく、半導体チップや MEMS 製造に

用いられるシリコンの超微細加工を応用した集積化技術を開発した。 

 

②-(5)-5-2 300mmTSV シリコンインターポーザの開発 

グリーンセンサ端末の小型化には、シリコン基板上への各機能の集積化が有効である。

究極的には、シリコンインターポーザ上に、MEMS センサ、制御 LSI、無線 LSI、受動部

品などを集積しワンチップ化する事で、端末サイズのみならず、電力消費を抑え、且つ電

気特性的にも優れた端末が実現可能となる。しかしながら一般的にシリコン加工のプロセ

スコストは高く、シリコンインターポーザの製造コストがそのまま端末の価格を押し上げ

る要因となってしまう。したがって、シリコンインターポーザをグリーンセンサ端末に適

用するためには「低コスト化」が必須である。シリコンインターポーザの低コスト化のた

めにはウェハの大口径化が有効である。 

本研究では、現在汎用的に用いられるΦ8 インチ（φ200mm）ウェハと比較して、有効

面積が 2 倍となるΦ12 インチ（φ300mm）ウェハを用いた TSV シリコンインターポーザ

のプロセス開発を行った。 
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②-(5)-5-2-1 めっき技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(5)-5-2-1.1 プロセスフロー 

 

TSV シリコンインターポーザのプロセスフローを図②-(5)-5-2-1.1 示す。始めに、φ

300mm のウェハを厚さ 500μm にバックグラインドする。次にドライエッチングによって

ウェハに貫通孔を形成、内壁を SiO2 の真空成膜によって絶縁加工する。この絶縁膜は

TSV の電気特性（リーク特性）を左右するため成膜品質を高度に調整・管理する必要が

ある。続いて、めっき用のシード層を成膜し電気銅めっきによって貫通孔を完全に Cu で

充填する（充填めっき）。この充填めきでは空隙（ボイド）が無い様に埋め込む必要があ

る。次に、CMP によりウェハ表面の平坦化処理を行ったのちウェハの表面に層間絶縁膜

層を設け TSV 部分を開口させ、めっき用のシード層を成膜、電気銅めっきにより配線層

を形成する。裏面も同様に再配線層を形成して TSV シリコンインターポーザを得る。以

上のよう、TSV シリコンインターポーザのプロセスには、充填めっきと配線めっきがあ

り、どちらのめっき工程においても大面積に対して均一なめっき厚が得られるようめっき

条件を最適化する事が主な開発課題となる。 

 

②-(5)-5-2-2 Φ300mm ウェハ対応 Cu 充填めっき装置の開発 

φ300mm ウェハへのめっき技術開発のため、新規にφ300mm ウェハ対応 Cu 充填めっ

き装置を開発し導入した。めっき装置開発においては、アノード電極や遮蔽板の形状、距

離や位置、電流密度をパラメータとして膜厚分布のシミュレーションを行った。また、

めっき槽内のめっき液流について、撹拌条件や穴構造をパラメータとしてシミュレーショ
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ンを行った。これらシミュレーション結果を反映し、めっき槽構造やアノード電極および

遮蔽板を最適設計した。 

 

      
図②-(5)-5-2-2.1 めっき厚シミュレーションと実測定厚 

 

図②-(5)-5-2-2.1 はシミュレーションのモデル、シミュレーション結果の 3D 図、および

めっき膜厚のシミュレーション値と実測値の比較グラフである。グラフの通り、シミュ

レーション結果と実測値と良好な一致を示し、シミュレーションの有効性が確認された。

これにより電極や遮蔽板、槽内設計の短縮化が図る事ができた。 

シミュレーション結果を反映して本プロジェクトで新規に導入したφ300mm ウェハ対

応 Cu めっき装置の外観を図②-(5)-5-2.2 に示す。酸洗浄等の前処理槽、めっき槽、洗浄槽

などの複数槽からなるめっき装置であり、めっき条件をプログラミングする事で所望の条

件でのめっきが可能である。 

 

 
図②-(5)-5-2-2.2 φ300mm ウェハ対応 Cu めっき装置 

 

また、めっき液の自動分析、調整機能がついており、一定のめっき品質を維持しつつ

長期間の稼働が可能である。 
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図②-(5)-5-2-2.3 TSV の充填めっき品質 

 

 本装置で Cu 充填めっきしたφ300 mmTSV シリコンインターポーザの外観と、TSV の

充填状態を図②-(5)-2-2.3 に示す。厚み 500 μm のウェハに対して、径 50 μm の TSV を形

成した。作製したφ300 mmTSV シリコンインターポーザの TSV 品質確認を X 線透過観

察、および断面観察により行った。TSV 内部にボイド等の空隙は見られず、Cu めっきに

よって良好に充填できていることが確認された。 

 

②-(5)-5-3 集積化ワーキンググループによる実証 

集積化ワーキンググループ活動では、各社が開発した集積化の要素技術をグリーンセ

ンサ端末用の無線モジュールへ適用し、その技術の有効性を実証する事を目標とした。グ

ループメンバーは、大日本印刷(株)のほか、(一財)マイクロマシンセンター、産業技術総

合研究所、(株)デンソー、(株)アルバック、である。 

 

②-(5)-5-3-1 シリコン上への端末機能集積化 

センサ端末は、センサ部、無線部、電源部等の各種コンポーネントから構成されてい

る。その中で、シリコン上への端末機能集積化技術を無線部（無線モジュール）に適用し

た。無線モジュールの中で、無線 LSI（RF-LSI）の動作に必要な機能をシリコンインター

ポーザへ集積化しワンチップ化（集積化チップ）する（図②-(5)-5-3-1.1）。 

集積化チップは TSV を有するシリコンインターポーザをベースに構成される。シリコン

インターポーザには、本プロジェクトで開発されたビアキャパシタが内蔵され超低消費電

力型 RF-LSI が搭載されている。また RF-LSI の動作に必要な抵抗素子（市販のチップ抵

抗部品）、水晶発振器（市販チップ部品）も搭載されている。集積化チップのサイズは、

厚み 400 μm（シリコンインターポーザ部のみ、部品厚は含まず）、約 4 mm 角である。

TSV は Cu めっきで充填され径はφ50μm である。配線層は表裏各 3 層形成される。 
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図②-(5)-5-3-1.1 集積化チップ 

 

サイズに関しては、今回集積化技術の検証を第一の目標としているため、余裕を持た

せたレイアウト設計にしており 4 mm 角程度であるが、技術的には更なる小型化が可能で

ある。 

 

②-(5)-5-3-2 集積化技術を適用した集積化チップの作製 

 集積化チップのプロセスフローを図②-(5)-5-3-2.1 を元に説明する。 

 

 
図②-(5)-5-3-2.1 集積化チップのプロセスフロー 

 

 始めに、ウェハを準備し、ドライエッチングにてビアキャパシタ用のビアを形成する。

ビアの開口寸法は 4 μm 角、深さは 100 μm、ビアピッチは 8 μm である。その後、導体層、

誘電体層を成膜しビアキャパシタを得る。高アスペクト比（アスペクト比 25）構造のビ

アを高密度で配置する事で高い容量密度を得る事が可能となる。先に形成したビアキャパ

シタとの位置整合を取り TSV 形成に進むが、ビアキャパシタへのダメージを与えないよ

う予め保護膜層を全面に形成しておく。TSV 形成は、ドライエッチングで貫通孔を形成、
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真空成膜による絶縁化処理を施したのち、ウェットめっきプロセスにて貫通孔を Cu 充填

する。充填めっき後、CMP 処理にて表面を平坦化するが、この際もビアキャパシタへの

ダメージを配慮する必要がある。その後配線層を表裏 3 層形成し、キャパシタ内蔵 TSV

シリコンインターポーザを得る。最表面のパッドは、Au めっき処理を施している。続い

て部品の実装工程に進むが、始めに、市販チップ部品である抵抗、水晶発振器を半田実装

する。次に RF-LSI 実装に進む。RF-LSI はチップ to ウェハ（C2W）プロセスによるフ

リップチップ実装である。RF-LSI の端子部に Au スタッドバンプを設け、ノンコンダク

ティブペースト（NCP）を用いてシリコンインターポーザ上へ実装する。電気的接合は

Au/Au 接合によって確保している。 

上記プロセスにて形成したビアキャパシタ内蔵シリコンインターポーザの断面写真を

図②-(5)-5-3-2.2 に示す（TSV を形成、CMP 処理後の写真）。 

 

       
図②-(5)-5-3-2.2 ビアキャパシタ内蔵シリコンインターポーザの断面  

 

②-(5)-5-3-3 試作における開発課題 

 試作における課題として、ビアキャパシタ側の取出し電極であるアルミパッド（Al

パッド）と TSV との電気的接続の確保が挙げられる。Al パッドは、ビアキャパシタ形成

の最終工程である熱処理によって最表面に変質層が形成されている。図②-(5)-5-3-3.1 に

示す Al パッド部表面が荒れている事が見て取れる。 

 

       

図②-(5)-5-3-3.1 Al パッドと TSV との電気的接続 

 



  

 376 

 この変質層を除去し、清浄な Al 面を出したのち、Cu との電気接続を確保する必要があ

る。図②-(5)-5-3-3.2 に Al パッド部の模式断面図を示す。赤い点線が変質層である。Cu 配

線との安定的な電気接続を得るために、コンタクトホール形成後に変質層を除去する（ク

リーニング）するプロセスが必要である。 

 

      

図②-(5)-5-3-3.2 Al パッド部の模式断面 

 

 最適なクリーニング条件を得るため、EDX 分析による変質層の同定を行った（図②-

(5)-5-3-3.3）。分析の結果、変質層は、Al（アルミ）、O（酸素）、Ti（チタン）、N（窒

素）からなる事が分かった（同図の左側）。Al はパッドの母材由来であるので、除去す

べき対象は O、Ti、および N である。変質層を除去するため種々の処理条件を検討した

結果、酸性溶液のウェット洗浄と、ドライエッチング処理を組み合わせる事が有効である

事を見出した。最適化した処理条件によって変質層を除去したところ、O、Ti、N が除去

され、Al と Cu が良好に接続されている事を確認した（同図の右側）。 

 

   
図②-(5)-5-3-3.3 EDX 分析による変質層除去効果の確認 

 

 テスターによる Al パッドと Cu 配線との電気的接続の確認も取れたため以降の配線形
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成工程へ進んだ。 

配線形成工程における他の課題として、ウェハの反りが挙げられる。プロセスが進む

毎にウェハの反りが大きくなる傾向があり、ウェハの搬送、吸着固定等に支障を来す懸念

があった。今回、ウェハ反りに対しては特別な処置は施さなかったが、安定してプロセス

を進行するためには対応が必要であり、今後の課題と言える。 

配線形成完了後の写真を図②-(5)-5-3-3.4、および図②-(5)-5-3-3.5 に示す。先に述べたと

おり、LSI 搭載用パッド、およびその他部品を搭載するためのパッドの際表面は Au めっ

き処理が施されている。 

 

       

図②-(5)-5-3-3.4 配線形成完了後の拡大写真 

 

            
図②-(5)-5-3-3.5 配線形成完了後の全体写真 

 

②-(5)-5-3-4 集積化チップの評価 

完成した集積化チップ（図②-(5)-3-4.1）について、RF-LSI の動作チェックを行った。

ビアキャパシタ内蔵シリコンインターポーザを介して RF-LSI 側に電源を投入、RF-LSI の

システムクロックが動作している事を確認した。これにより、内蔵したビアキャパシタが

機能している事が確認され、集積化技術を適用した集積化チップの開発に成功した。 
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図②-(5)-5-3-4.1 集積化チップ 

 

②-(5)-5-4 まとめ 

φ300mmTSV インターポーザー量産化に向けた要素技術を確立した。 

新規に開発した充填めっき装置を設置し、めっき厚のシミュレーションを用いながら

Cu 埋め込み技術の開発を進め、φ300mm ウェハ内で均一性良くボイドレスの充填めっき

技術を確立した。表裏に再配線層を設けたφ300mmTSV インターポーザーを試作、TSV

抵抗 2.43mΩ、10V 印加時のリーク電流 1nA 以下、耐圧 200V 以上の電気特性を得る事が

できた。 

プロジェクトで開発された RF-LSI を実装しビアキャパシタを内蔵した TSV シリコンイ

ンターポーザを開発、無線モジュールとしてワンチップ化を実現した。 

シリコンインターポーザ上に実装した RF-LSI の動作検証において、内蔵したビアキャ

パシタが正常に機能する事を確認した。 

 

②-(5)-6 まとめ 

グリーンセンサ端末機能の集積化を目指して、ウェハレベルフレキシブル集積化技術

として、センサ信号処理･無線通信用カスタム LSI 及びウェハレベル･チップ to ウェハ

(C2W)接合実装プロセスを開発し、高アスペクト比超低リーク大容量キャパシタのトレン

チ形成技術と絶縁膜･配線技術によるビアキャパシタ埋込み型 Si-インターポーザー(実装

基板)上に実装し、外形寸法 3 mm 角の端末本体部チップ(集積化モジュール)として実証し

た。 

ウェハレベルフレキシブル集積化技術の開発において、グリーンセンサ用共通プラッ

トフォームを設計し、2 × 5cm 寸法への実装に反映した。また、センサ信号処理･無線通

信用カスタム LSI を開発し、当 LSI と水晶振動子と R/C チップの 3 種類の部品を搭載し

た外形寸法 3 mm 角のプロトタイプモジュールとして実証開発した。さらに、1～2.54 mm

角の LSI-TEG チップを Si-インターポーザーウェハに配線接続と同時に集積化するウェハ

レベル C2W 接合実装プロセスを開発し、集積化モジュール試作に反映した。 

高アスペクト比超低リーク大容量キャパシタ向け絶縁膜・配線技術の開発においては、
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極薄誘電体薄膜形成技術、poly-Si 電極 CVD 技術、超臨界電極薄膜形成技術のプロセス開

発を通して、Si-インターポーザーと集積化可能な poly-Si 電極を有した大容量キャパシタ

を開発し、ビアキャパシタ埋込み型 Si-インターポーザーの試作開発に反映させた。 

高アスペクト比超低リーク大容量キャパシタ向けトレンチ形成の開発においては、ア

スペクト比 20 以上のキャパシタビアを高スループットでエッチング加工するプロセス技

術として、ボッシュエッチングと非ボッシュエッチングを組合せて、高アスペクト比と高

スループットを両立させたエッチングプロセスを開発し、ビアキャパシタの試作開発に反

映させた。 

集積モジュール化技術の開発においては、Si-インターポーザー量産化に向けた要素技

術を確立し、ビアキャパシタを一体化した Si-インターポーザーを試作開発するとともに、

カスタム LSI チップと水晶振動子と抵抗チップを当インターポーザーに実装して、外形寸

法 3 mm 角のセンサ端末本体部チップ(集積化モジュール)として試作実証した。 
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②-(6) 低消費電力無線通信技術の開発【産業技術総合研究所】 

②-(6)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

無線通信技術は Shannon-Hartley の通信容量定理の発表 1) 以降、通信効率を理論限界に

近づけるため、数多くの研究開発がなされてきた。ただし、それらは電力が十分に使える

状況であること、情報量が少なくとも数 kbyte 以上であることが前提条件であり、電力が

制限されていることや、送信情報が数 10bit 程度である無線センサネットワークシステム

（WSNs：Wireless sensor networks）でそのまま利用することは適切ではない。近年、

WSNs に適した ZigBee や Bluetooth LE など、低消費電力無線通信プロトコルが開発され、

特にマルチホップ通信を低消費電力で行う研究が盛んに行われている 2)。またハード面で

は端末が低消費電力なスリープ状態から高速で立ち上がる研究 3) などがある。マルチ

ホップ通信では自立的に端末同士が通信網を構築できるため、端末をばら撒くだけで広範

囲のモニタリングが可能となる。但し、この手法では各端末がそれぞれ受信動作を行い、

且つ自立的にネットワークを構築するなど、端末の負担が大きいことが課題である。 

ここで、本グリーンセンサネットワークシステムの前提条件について整理すると、下

記のようになる。 

(1) 室内照明からの微弱なエネルギーを電力源とする 

(2) 設置場所はオフィスや店舗、工場などであり、そのサイズは、大きくて 100m 程度 

(3) 扱う情報は、電力や塵埃など緊急性、すなわち通信の高信頼性を要するものではな

い 

これまでの多くの WSNs では、端末は電池駆動であったが、(1)から、グリーンセンサ

端末は極微弱で不安定なエネルギーしか利用できないため、特に消費電力の大きい無線通

信は、これまで以上に徹底した低消費電力化を行うことが必須であるといえる。(2)の通

信距離について、松井らは、シングルホップ通信とマルチホップ通信の消費電力は、通信

距離が 120m 以下ではシングルホップ通信の方が低消費電力であると結論付けている 4)。

本システムでは半径で考えると通信距離は 50m となるため、シングルホップ通信が有利

といえる。(3)に関しては、通常の無線通信システムでは、例えば通信の信頼性を高める

ために電文に通信エラー検出のための符号を付加する、つまり電力を使用して信頼性を高

めているが、本システムでは(3)により不要にできる可能性がある。このような、シング

ルホップ通信で、100%の理論的通信信頼性を求める必要がない無線通信環境において無

線通信の低消費電力化の研究開発を行った例は過去に見当たらない。 
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＜研究開発の目標＞ 

本研究の目標は、上記グリーンセンサネットワークシステムの条件における、最適な

低消費電力無線通信技術の開発である。目標値は、ほとんどの WSNs で利用されている

一般的な 2 値周波数偏移変調（2-FSK: Frequency shift keying）に対して、最大 1/10 以下と

なる通信時間の電力とすること、及び基本計画にある、300MHz 帯と 900MHz 帯の 2 つの

周波数帯が同時受信可能であり、同時接続端末 1000 以上、受信感度-130dBm 以下の受信

機を開発することである。 

 

②-(6)-2 設計 

最初に、②-(6)-1 記載のグリーンセンサネットワークシステムの前提条件を設計可能な

情報に変換する。(1)の電力源に関しては、可能な限り小さくだが、本プロジェクトでは

目標にあるように一般的な通信と比較して 1/10 以下となる通信時間となるようにする。

(2)は、通信距離を直径 100m とすれば、50m の通信距離で対応可能である。(3)に関して、

藤本らはコンビニエンスストアなどに無線電力センサを取り付けて電力モニタリングを

行っている 5) が、その際、90%以上の受信率であれば有効なデータを得ることができると

述べている。そのため、本研究では、1000 端末の同時接続に対して、1%の電文衝突確率

を許容することとする。図②-(6)-2.1 に、本研究での無線通信の条件を示す。 

 

 
図②-(6)-2.1 本研究での無線通信の条件 

 

周波数は、まずは 315MHz 帯の特定小電力無線規格 6) に準ずるものを目指し設計を進

める。受信機は AC 電源に接続可能であり、その場合には電力を十分に使えるため、受信

機の機能を高くして送信側の負担を低減することが設計のポイントとなる。 

図②-(6)-2.1 の条件では、端末の無線通信に関わる仕事は送信するだけである。送信電
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力は通信時間(s) × 送信電力(W)で表せる。送信電力は、PLL（Phase Locked Loop）や

PA(power amplifier)などの電力が主なものであり、例えば PA の改善に関しては、Hyoung-

Seok らが 1.2V で駆動可能な高効率 PA の開発をしている 7) が、効率を画期的に改善する

ことは難しい。一方、通信時間とは、無線センサ端末がスリープ状態のときからの水晶発

振の立ち上がりや各種設定動作などの無線通信準備時間と、電波を発している通信時間の

合計である。例えば SiliconLabs 社製 Si446x8)は送信前までに 3μWs 程度の電力消費が必要

である。通信時間に関しては、仮に一般的な無線通信として、3.3V、10 mA で 1ms の通

信時間を必要とすると、その消費電力量は 33μWs であり、通信時間での電力消費が支配

的であることがわかる。従って、本研究では通信時間を低減する技術の開発を行う。 

通信時間は、通信速度(symbol/s) × シンボル数で定まる。シンボルとは、例えば 2 値変

調の場合は 1 シンボル=1 ビットであり、4 値変調の場合は 1 シンボル=2 ビットとなり、

端末が送信する１つの物理量（例えば FSK であれば周波数）に何ビットが含まれている

かを示すものである。図②-(6)-2.2 は従来の電文フォーマットと本研究が目標とする短電

文フォーマットを示している。従来の電文には大きく分けて 2 つの情報があり、1 つは電

文を受信するために必要な情報、もう 1 つは送信したい情報である。送信したい情報は極

力少なくすべきであり、例えば測定時刻を示すタイムスタンプなどは、測定した時間精度

が重要である場合を除き、受信側で受信時に付加すればよいものである。本研究ではこの

ような送信データの最適化については扱わず、最適化した後、送信情報量は不変でシンボ

ル数を低減する技術について検討を行う。一方、受信に必要な情報とは、ここでは一般的

なものとしてプリアンブルとユニークワード、CRC(Cyclic Redundancy Check)を扱う。プ

リアンブルは、多くの場合 2byte から 8byte 程度の 01 の繰り返しであり、送信側と受信側

のクロック源が異なることから生じる周波数やシンボルタイミングのずれの補正や、受信

電力増幅時にアンプのゲインを調整し、飽和を防ぐために必要なものである。ユニーク

ワードとは、受信した電文のどこからが送信したい情報なのか示すものであり、通常

1byte から 2byte 程度である。CRC は、送信したい情報にある計算を行った結果であり、

この値と、受信機側で同じ計算を行った値とを比較することで、受信した電文が正しい電

文であるかを判断するものであり、通常 1byte から 2byte 程度である。本研究では、これ

らを削除可能な受信機を開発するとともに、削除した影響を明らかにする。 

まずは通信速度についての検討を行い、次にシンボル数の低減化手法についての検討

を行ったうえで、変調方法を定める。変調方法が定まれば、具体的な受信手法が定まるた

め、その手法における上記の受信に必要な情報を削除する影響を明らかにする。 
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図②-(6)-2.2 従来の電文フォーマットと本研究が目標とする短電文フォーマット 

 

②-(6)-2-1 通信距離と、送信電力、通信速度の関係 

本プロジェクトでは、通信距離 D を一定とした場合、無線センサ端末が最小の消費電

力、つまり最短の通信時間となるような通信プロトコルを開発する。上記にあるように、

通信時間は通信速度(symbol/s)とシンボル数で決まる。ここでは通信速度について検討を

行う。 

一般的に、通信速度を早くすれば、通信時間は短くなるが、フィルタの帯域幅が増加

するため、受信側の SNR(Signal to Noise Ratio)が低下する。一方、通信速度を遅くすれば、

通信時間は長くなるが、フィルタの帯域幅を低減できるため、受信側の SNR は増加する。

従って、低速通信の場合、高速通信と同一の SNR でよい場合には、送信電力を低減する

ことができる。ではどちらが低消費電力で通信することが可能か、ということを示すため、

ここでは通信距離と、送信電力、通信速度の関係を明らかにする。境界条件は、通信距離

と、受信部での SNR が一定、の 2 点である。この条件のもとで 1 ビットを送信するため

に必要な電力量 Pb(Ws/bit)を示す式を導く。 

ここでは、Shannon-Hartley の通信容量の式 1)と、Friis の伝達公式を応用する。 

                                                    (1)   

                                              (2)   

C：通信速度（bit/s）、B：通信路の周波数帯域(Hz)、S/N：送信された信号の SNR、

PR：受信電力(W)、D：通信距離(m)、λ：キャリア周波数の波長(m)、GT：送信アンテナ

のゲイン、GR：受信アンテナのゲイン、PT：送信電力(W)である。1 ビットを送信するた

めに必要な電力量 Pb は下式となる。 
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                                                         (3)   

ここで、εは水晶振動子やパワーアンプなどの無線信号を生成するのに必要な電力で

ある。ここで、N を熱雑音電力とすると N は kTB’ (k＝1.38×10-23：ボルツマン定数(J/K))、

T：絶対温度(K)、B’：最終段のフィルタの帯域幅)で表せる。これと、(1)から(3)式を用い

ることにより、Pb は下式となる。 

                                 (4)   

                               (5)   

ここで、B は電波法 6)により 1MHz、B’は最小にすべき項目であるのでここでは B’=C

とする。また、T=300K、GT=GR=1、ここでは 315MHz 帯について考えると、λ= 

3×109(m/s) / 315(MHz)=0.95m、εについては、ε=49.25mW (文献 8)の送信時電力から、電

波法で定められている 315MHz 帯特定小電力規格における最大送信電力 250μW を差し引

いた値)とε=0mW としたとき、Pb と C の関係は以下のグラフとなる。 

 

 

ε=0 の理想状態では、通信が低速なほど低消費電力の通信が可能であるが、実際には

無線信号を生成する電力εが必要である。この場合、大きな電力で高速に通信するほど低

 
図②-(6)-2-1.1 通信速度 C と 1 ビットを送信する電力 PR の関係 
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消費電力で通信が可能になるが、一方で電波法により送信電力は制限されている。ここで

は、315MHz 帯の特定小電力無線局の規格 6)に準ずる場合を考えると、その場合、最大送

信電力は 250μW となる。この電力で 50m の通信が可能な最大の通信速度が最適値となる。

無線通信距離は、送信機から受信機までに複数の経路（マルチパス）を経た、複数の位相

や電力の異なる電波が到来することにより受信アンテナ部での受信電力が低減するフェー

ジングの影響などがあり、最適通信速度を算出することは難しい。本研究では、参考資料

9)をもとに、通信速度を 4.8ksymbol/s とした。 

 

②-(6)-2-2 最適なシンボル数低減化手法の検討 

一般的に、シンボル数を低減させる技術としては多値化がある。多値化とは、1 シンボ

ル数に含まれるビット数(bit/symbol)を増加させる技術である。前章で通信速度を確定した

が、シンボルを基準とする通信速度(symbol/s)は同じでも、多値化数の増加により実際の

情報の通信速度(bit/s)を増加することが可能となる。本章では、無線センサ端末の低消費

電力化に適した多値化手法の検討を行う。 

通常、デジタル通信では 1 ビット当たりのエネルギー密度対雑音電力密度比(Eb/N0)に対

するシンボル誤り確率 PE を通信方式の比較に用いるため、これを指標とする。Eb/N0 は下

式で表せる 10)。 

                                        (6) 

あるビット誤り率を実現するために必要な Eb/N0 が低いほど高効率、つまり端末が低消

費電力で通信できる、ということができる。 

多値化できるパラメータとしては、振幅、周波数、位相があり、それぞれ振幅偏移変

調(ASK: Amplitude shift keying)、周波数偏移変調(FSK: Frequency shift keying)、位相偏移変

調(PSK Phase shift keying)として変調を行う。ここでは比較的 PE が良くない ASK に関して

は述べないこととする。FSK では、変調に用いるそれぞれの信号が互いに受信に影響を

及ぼさない直交信号を用いるものと、そうでないものに分けることができる。互いに影響

を及ぼしあう信号同士では、多値化するにつれて Eb/N0 を増加しなければ必要な PE を維

持できないことは明らかであるため、直交信号を用いない FSK についても、本通信方式

には不適ということができる。一方、PSK については、少なくとも 2 値変調のなかでは

最も低い Eb/N0 で通信が可能であり 10)、且つ 4 値変調である QPSK(Quadrature PSK)まで直

交性があることから、検討する必要がある。そのため、ここでは直交信号を用いた周波数

偏移変調(MFSK)と、多相位相偏移変調(MPSK)についての Eb/N0 を比較する。これらのシ

ンボル誤り率 PE は下式で表せる 11)。 
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  (MPSK)    (7)  

 

    (MFSK)                       (8) 

 

ここで、M(=2j)は多値化数、M-1Ck は組み合わせ、Rd は j×Eb/N0 を示している。これをグ

ラフに示すと図②-(6)-2-2.1 のようになる。 

このグラフは、多値化数 M が 8 以上であれば MFSK の方が高効率の通信、すなわち低

消費電力の通信が可能であることを示している。前章では、通信速度を 4.8ksymbol/s と定

めたが、この場合、受信機の最終段のフィルタの最低帯域幅は 4.8kHz にすることができ

る。電波法で定められた占有帯域幅は 1MHz である。この 1MHz をフィルタの帯域幅で

割ると 208.2 となる。つまり、208 値の多値化が可能であるが、M は 2 の累乗であるため、

M の取りうる最大値は 128(=27)である。従って、1MHz の帯域幅制限のもとでは、MPSK

よりも MFSK の方が低消費電力で通信できることがわかる。ここで注意すべきことは、

MFSK により変調された信号を、受信側で広帯域に取得し、周波数-電圧変換回路を用い

て復調しないことである。この場合にはフィルタの帯域が広くせざるを得ないため、SNR

が劣化する。本研究では、受信された信号を高速フーリエ変換 (FFT: Fast Fourier 

 

図②-(6)-2-2.1 Eb/N0 とシンボル誤り率 PE の関係 
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Transform)する。この場合には、フィルタ帯域は FFT の周波数分解能になるため、SNR を

高くすることができる。この FFT で取得した時系列スペクトラムを解析して復調を行う

受信機の開発を行う。もう１点注意すべきことは、MFSK は多値数を増加するほど帯域を

広く使用することになるため、多元接続に問題が出る可能性があることであるが、これに

ついては②-(6)-2-6 で述べる。 

ところで、拡散符号を利用する変調方法として CCK(Complementary code keying)という

変調方法がある 12)。拡散符号単独では変調出来ないが、PSK と組み合わせて多値化数を

増加させるものである。この組み合わせとしては、FSK であっても構わない。また、復

調時には 3 ビット以上の軟判定であれば信号の劣化はほとんどないことがわかっており

13)、SNR の点でも問題はない。スペクトル拡散通信には、主に直接拡散(DS: Direct 

Spread)方式と、周波数ホッピング(FH: Frequency Hopping)方式がある。本研究では比較的

受信が容易な DS を用いて通信速度を増加させる。 

 

②-(6)-2-3 送受信機の構成 

図②-(6)-2-3.1 は送信機、図②-(6)-2-3.2 は受信機の概略構成図を示している。この例で

は、4 通りの拡散符号を用いている。16 ビットのデータの内、MSB(most significant bit)の

2 ビットを拡散符号の 4 通りの選択に用い、残りの 14 ビットを用いて直接拡散方式に用

いる 2 つの周波数を定める。例えば図②-(6)-2-3.1 では、16 ビットデータ”0100 0110 1001 

0011 10”を送信することに対して、MSB の 2 ビットの”10”に対応する拡散符号パターン

0001 を選択し 、残 り 14 ビットで 拡散 符号パタ ーン ”0” に 対応する 周波数

312.3640MHz、”1”に対応する 312.0985MHz を選択する。これらのデータを PLL に伝達し、

PA から 4 チップを出力する。受信側では、アンテナから入力された 4 チップはアナログ

フロントエンドでデジタルデータに変換され、FPGA (field-programmable gate array)にその

信号を入力する。FPGA での FFT により生成された時系列周波数スペクトラムを用いて

逆拡散を行い、送信側と受信側で共通の周波数と拡散符号決定テーブルを用いて復調を行

う。 
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図②-(6)-2-3.1 送信機の概略構成 

 

 

図②-(6)-2-3.2 受信機の概略構成 
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②-(6)-2-4 周波数軸からみた本通信プロトコルの特徴 

これまでに、315MHz 帯で、通信速度を 4.8kbps, 変調方法を 128-FSK とする通信プロ

トコルを定めた。ここでは、周波数軸でみた本通信プロトコルの特徴をまとめる。前述し

たように、315MHz 帯のテレメータの特定小電力無線規格 6) で定められた周波数範囲は、

送信出力が 250μW の場合は 312MHz から 315.05MHz までである。この周波数帯を図②-

(6)-2-4.1 のように 4 つの周波数幅 614.4(=4.8kHz ×128)kHz の分け、それぞれのグループに

グリーンセンサ端末を 250 個配置する。図②-(6)-2-4.2 はそれぞれのグループの詳細を示

しており、(a)は従来の手法、(b)は本通信プロトコルの場合の帯域について示している。

端末の帯域は、基本的には通信速度に応じて定められ、仮に 500kbps の場合には少なくと

もそれだけの帯域が必要であり、この場合には電波法で定められた占有帯域幅を有効に使

用していると言える。しかしながら、今回のように通信距離を長く設定したい場合には、

通信速度を低速にせざるを得ない。その場合には図②-(6)-2-4.2a のように使用可能な帯域

の 1%にも満たない帯域幅しか使用しないことになる。本手法では、上記のように長距離

通信のために帯域幅を狭くしたとしても、それを並列に複数使用することで占有帯域幅を

有効に使用する通信プロトコルである。 

 

 

図②-(6)-2-4.1 周波数帯域の使用方法について 
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図②-(6)-2-4.2 従来センサとグリーンセンサの周波数帯域の使用率の違い 

 

②-(6)-2-5 受信に必要な情報を削除した場合の影響 

本章では、プリアンブル、ユニークワード、CRC を電文から削除した場合の影響につ

いて考察する。 

a. プリアンブル 

プリアンブルは、受信した信号の周波数やシンボルと、受信回路の同期や、受信信号

の増幅時にアンプのゲインを調整し、飽和を防ぐために必要なものである。まず、周波数

の同期について考察を行う。本受信機では FFT により得られた時系列周波数スペクトラ

ムを用いて、どの周波数に信号が存在するかを判断する。FFT は、入力信号を離散的に周

波数軸に分解する。例えば、310MHz と 311MHz に信号を分解する FFT に 310MHz の信

号を入力した場合、損失はゼロであるが、310.5MHz の信号が入力された場合には

310MHz と 311MHz に 3dB 低減された信号が現れる。従って、プリアンブルがない場合

の周波数同期に関する損失は最大 3dB である。周波数のずれは、クロック源（通常は水

晶振動子）の周波数偏差 ftol に依存する。例えば、±20ppm の標準的な水晶振動子をもと

にして 315MHz の信号を生成する場合、±6.3kHz のずれが生じる。前章において、通信

速度は 4.8ksymbol/s と定めたため、FFT の分解能周波数帯域幅(RBW: resolution bandwidth)

は 4.8kHz とする。その場合、周波数偏差が±7.6ppm 以下でなければ隣の周波数にピーク

が現れ、ガード周波数帯などがなければ復調に誤りが生じる。例えば EPSON 製 TG-

5006CJ は VC-TCXO(Voltage Controlled Temperature compensated crystal oscillator)であり、

リフローなどで生じる周波数偏差を電圧で制御することが可能となる。そのため、対温度

安定性：±0.5ppm, 対負荷変動安定性：±0.2ppm、対電源電圧安定性：±0.2ppm の偏差

を合わせた±0.9ppm が初期周波数偏差の最大値となる。データシートには初年度の経時

変化は最大±1ppm とあり、仮にこの変化が毎年生じる場合には、5 年間で最大±5.9ppm

の偏差が生じることになる。一方、受信機は校正が可能と考え、温度に対してのみ偏差が
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生じるとすると、最大で±6.4ppm の偏差が送受信機間で生じることになる。その際の受

信電力の損失 Plos は下記の式で表すことができ、最大 2.37dB の損失が生じることになる。 

                             (9) 
尚、Ftol/RBW ≧1 の場合は Plos は 3dB となる。 

次に、シンボル同期について以下に述べる。本受信機におけるシンボル同期は図②-(6)-

2-5.1 であらわすように受信側で行う FFT の FFT フレームと受信されたシンボルの同期と

なる。ここで、FFT フレームとは、FFT を行うデータ群の枠であり、例えば、128 ポイン

トの FFT を行うならばその枠には 128 ポイントの AD 変換された信号データが入る。図

②-(6)-2-4.1a の信号①は FFT フレームとシンボルの同期がとれているが、図②-(6)-2-4.1b

の信号②については FFT フレームと同期がとれていない。同期がとれていない場合の損

失は、下式となる。 

                            (10) 
ここで、Tdif は FFT フレームとのずれ時間、TFFT は FFT フレームの時間幅である。 

図②-(6)-2-5.1a,b のように、FFT フレームを AD 変換されたデータに対して切れ目なく

連続的に行えば、すべてのデータの解析を行えるが、FFT フレームとシンボルとの最大の

ずれは TFFT/2 となり、(10)式により 3dB の損失となる。これを、図②-(6)-2-5.1c のように

FFT フレームが重なるように FFT を行うことで、このずれ幅を低減することが可能にな

る。本受信機ではシンボル時間 TS に対して、TS/4 毎に FFT を行うこととした。この場合、

最大の Tdif は TS/8 となるため、損失は 0.58dB 以下となる。尚、拡散符号を使用する場合

には上述のシンボルはチップとなるが、結果は同じことである。 

次に、受信信号増幅時のアンプゲイン調整について考察する。受信信号は、受信機の

アンテナまで到達する間に様々な影響により減衰され、例えば-120dBm にまで電力が低

減される。一方、受信機の近くにある端末の信号はそれほど減衰されず、例えば-30dBm

であったりする。この場合、90dB ものレンジを受信しなければならないが、低分解能の

AD 変換を使用する場合には、ゲインを調節して受信信号波形を乱さないようにする必要

がある。そのため、プリアンブルを用いてゲイン調整を行う場合があるのだが、これにつ

いては、受信機が複数の受信経路を持つことで対応する。つまり、それぞれの経路のゲイ

ンが異なるようにすればダイナミックレンジを拡大することができ、この問題を解決でき

る。 

ここまでの考察により、2.95dB 以下の損失で、プリアンブルなしでも受信が可能であ

ることがわかった。 
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図②-(6)-2-5.1 フレーム同期について (a)同期ずれなし、(b)同期ずれあり、(c)FFT フレー

ムを 1 シンボルあたり 4 とした場合のイメージ 

 

b. ユニークワード 

ユニークワードは、受信された電文に対して、例えばどこからが送信内容を示すフ

レームなのかを示す情報である。図②-(6)-2-5.2 はそのイメージを示しており、送受信機

間で共通のユニークワードと、受信された電文内の情報を比較することで、同一のパター

ン以後を送信内容と判断することができる。プリアンブルは、上記にあるように場合に

よっては増幅されすぎて波形が乱れ、復調できない場合もあるため、例えばプリアンブル

の先頭部は正しく復調されない可能性がある。そのため、正しく復調されるプリアンブル

以後にユニークワードを置き、上述したようにパターンマッチングを行う。ここで、本受

信機は上記よりプリアンブルを電文に含めないと定めている。その場合のユニークワード

の必要性はないと考えられる。本受信機は上記のとおり、アンプのゲイン調整は必要なく、

電文の先頭から正しく復調することが可能である。この場合、送受信機間で予め電文

フォーマット（最初に ID、次が温度データ、・・）を定めておけばフレーム同期の必要

はない。以上より、本受信機ではユニークワードを用いる必要はないことを示した。 

 

 
図②-(6)-2-5.2 ユニークワードのイメージ 
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c. CRC 

CRC は図②-(6)-2-5.3a に示すように、CRC の計算手法を送受信機間で共通とし、受信

された電文に対して同じ計算を施し、その値と受信された CRC の値を比較することで、

電文が正しく受信されたかを判断する電文の誤り検出手法である。この手法は一方で、計

算手法が異なれば別システムでの電文を排除することも可能である。本受信機では FFT

を用いて、時系列周波数スペクトラムを取得する。従来の手法では、電文の生データのよ

うな復調前の情報はメモリに貯めこまれることはないため、電文を時間軸で解析すること

ができない。しかしながら、本受信機ではメモリに情報を貯めこみ、時間軸で解析するこ

とができるため、電文の構造を解析することが可能になる。 

図②-(6)-2-5.4 は、本受信機で行う電文構造解析についてのイメージを示すものである。

図②-(6)-2-5.4a を受信する電文構造とする。すなわち、2 シンボルの電文であり、それぞ

れのシンボルの周波数はデータに依存する。図②-(6)-2-5.4b は他システムからの信号を示

しており、もし何もしなければ、各シンボルの２つの組み合わせをすべて受信することに

なる。図②-(6)-2-5.4c は本受信機で行う電文構造解析の手法を示している。①では定めら

れた電文の前後の受信信号強度はノイズレベルであることをチェックする。②では、各シ

ンボルの受信強度が同程度であることをチェックする。この 2 つのチェックにより、他シ

ステムからの不要信号や、ノイズにより生じた誤りのある電文の受信を防ぐ。 

以上より、短電文化が 2.95dB 程度の損失で可能であることが分かった。ここで、1000

端末同時接続で、測定データ 20bit を 4.8ksymbol/s 送信する場合で従来の 2FSK と本通信

プトコルで送信する場合の送信時間を比較する。2FSK ではプリアンブル: 32bit、ユニー

クワード: 16bit、ID: 10bit, 測定データ: 20bit, CRC: 8bit、計 86 シンボルを送信する。一方、

本通信プロトコルでは ID をにより、送信シンボルは 4 シンボルとなる。プリアンブルな

どを削除することによる損失が 2.95dB なので、この分送信速度を低減することにより同

じ SNR とすると、-2.95dB はおよそ 50%なので、8 シンボルの送信を行えばよいことにな

る。従って、本通信プロトコルを用いることにより送信時間は 8/86≒1/10 となり、これ

だけの分低消費電力化が可能であることがわかる。 
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図②-(6)-2-5.3 CRC における従来手法と本手法の比較 

 

 

図②-(6)-2-5.4 本受信機で行う電文構造解析についてのイメージ 

次章では残った問題である多元接続について考察する。 

 

②-(6)-2-6 帯域と多元接続 

MFSK は広い周波数帯域を使用することになり、多元接続に問題がある可能性がある。

本システムでは 1000 端末の多元接続を目標としているため、ここでは多元接続について

検討を行う。 

多元接続には、それぞれの端末が別のキャリア周波数を用いることで電文が衝突しな

いようにする周波数分割多元接続(FDMA: Frequency Division Multiple Access)や、同じ周波

数を用いるが、通信時間を分割することにより電文の衝突を防ぐ時間分割多元接続

(TDMA: Time Division Multiple Access)などがある。前章では、MFSK を使用する場合、多

値化数は 128 であることを示した。この場合、1 つの端末の占有帯域幅は 4.8kHz × 

128=614.4kHz である。ここではこの帯域をグループ帯域幅と呼ぶ。315MHz 帯のテレ

メータの特定小電力 6) の規格で定められた周波数帯は、空中線電力を 250μW 以下とする
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と、312MHz を超え、315.05MHz であり、帯域幅は 3.05MHz となる。これを 614.4kHz で

割ると、4.96 となり、4 個の重なりの無いグループ帯域幅が確保できることがわかる。

従って、FDMA により１つのグループ帯域幅における端末数を 250 に低減できる。多元

接続法には、上記の他、符号分割多元接続(CDMA: Code Division Multiple Access)などがあ

る。CDMA は異なる拡散符号をキーとして用いることにより多元接続を可能とするが、

本研究ではこの拡散符号を変調に利用するため、これを行わず、TDMA により多元接続

を行う。信頼性を確保するには、それぞれの端末にタイムスロットを割り当てるが、その

場合には時間管理、つまり端末に受信機能を持たせる必要があり、消費電力が増加する。

本研究で開発する通信プロトコルは 1%の信頼性を犠牲にすることができる。ここでは送

信間隔を乱数により決定する手法を採用し、理論的に 1%以下の衝突確率となる送信間隔

を決定する。 

図②-(6)-2-6.1a は、電文衝突確率を検討するモデル図である。最初に端末は 0 から Tint0

の範囲内でランダムに選択された時間 Stn 後に送信動作を行う。その後、Tint0 の間欠時間

後、0 から Tint1 の範囲内でランダムに選択された時間 Trn 後に端末は送信動作を行う。こ

の Trn は毎回の送信時にランダムに選択される。Tint1 は、各端末が最初に選択する Stn が

同じだった場合、その後同じタイミングで送信し続けることを避けるために設定したもの

であり、Tint1 << Tint0 とする。送信時間については、短電文化が可能な本通信プロトコ

ルを使用する場合には１つの端末がグループ帯域を専有する時間を短くすることができる

ため、衝突確率を低減することができる。端末の送信内容は、1 グループ帯域を 250 の端

末が使用するため、ID は 8 ビット(=256)とする。センサデータを 20 ビット確保する場合、

総送信ビット数は 28 ビットとなり、シンボル数は 4 となる。送信速度は 4.8ksymbol/s で

あるため、一回の通信時間 Ttrans は、833μs となる。端末数 N を 1000、100 とし、それら

の場合における電文の衝突確率を計算する。 

図②-(6)-2-6.1b は、計算のためのイメージ図である。横軸は時間であり、図の緑色の線

は各端末の送信を示している。図②-(6)-2-6.1b(1)は間欠時間 Tint0 中に各端末がランダムで

送信していることを示している。この状況において、ある端末の電文が他の端末の電文に 

 

図②-(6)-2-6.1 電文衝突確率を検討するモデル図 
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図②-(6)-2-6.2 間欠時間 Tint と衝突確率の関係。黒丸、赤丸はシミュレーション結果 

 

衝突する確率とは、この Tint0 内で、送信開始時間を緑色の線に重なるように選択して

しまう確率である。従って、その確率は、下式となる。 

                                   (11) 

上式は、わかりやすくすれば図②-(6)-2-6.1b(2)のように、各端末の通信時間をまとめた

場合に緑色の時間帯を通信開始時間として選択する場合の確率を計算する式である。(6)

式に対して N=1000, 100 のグラフを描くと図になる。図②-(6)-2-6.2 には、コンピューター

を用いて図②-(6)-2-6.1a のモデルをシミュレーションした結果も示した。図より、1000 端

末を同時接続させる場合には、間欠時間間隔を約 20 秒以上に、100 端末の場合は約 2 秒

以上にすることにより、電文衝突確率を 1%以下にすることができることが分かる。 

 

②-(6)-2-7 900MHz 帯に関して 

これまでの設計は 315MHz 帯の特定小電力無線局に対応させるよう設計した。920MHz

帯の特定小電力無線局は、占有帯域幅は 1MHz まで可能であり、同様の設計が可能であ

るが、注意すべきことは水晶振動子の偏差が 315MHz に対して 3 倍程度になる点である。

水晶振動子の偏差が±5.9ppm の場合、周波数のずれは±5.43kHz となる。この場合だと多

値化数は 64 となる。 

 

②-(6)-3 試作 

②-(6)-3-1 送信機 

本通信システムでは、多値 FSK を実現する無線送信器を必要とする。市販 IC はそのほ
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とんどが 2-FSK や OOK(on/off keying)であり、あっても 4-FSK である。そのため、本研究

では 128-FSK を実現する IC を開発した。表②-(6)-3-1 は開発した IC の仕様である。 

 

表②-(6)-3-1.1 開発した IC の仕様 

電源 (VDD) 1.55V 

スタンバイ時消費電流 1μA (VDD=1.55V) 

サイズ 2.54mm × 2.54mm 

作製プロセス 0.18μmCMOS 

RF  

周波数 310MHz-320MHz 

出力 0dBm 

  送信速度 305cps ～ 12.5kcps 

  最大チップ数 16 

  最大シンボル数 6 

  変調 最大 128-FSK 

アナログインターフェース 8bit ADC, コンパレータ 

デジタルインターフェース I2C 

 

 

図②-(6)-3-1.1 開発した IC の CAD、光学写真、カスタム IC を実装した送信機 
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図②-(6)-3-1.2 送信信号の時系列スペクトラム図 （拡散無、6 シンボル送信） 

 

 
図②-(6)-3-1.3 端末の消費電力（18 ビット送信） 

 

図②-(6)-3-1.1 は開発した IC の CAD イメージ、光学写真、カスタム IC を実装した送信

機を示している。図②-(6)-3-1.2 は開発した送信機から送信された信号をリアルタイムス

ペクトラムアナライザ(Tektronix WCA230A)で測定したものである。横軸が周波数、縦軸

が時間であり、6 シンボルが送信されていることがわかる。アンテナ給電点に小型同軸ス

イッチ(ヒロセ電機製 MS166)を実装しており、このスイッチ部での電力は-15dBm であり、

アンテナからの出力は-34dBm であった。開発した IC は 0dBm 程度の出力が可能であるが、

SAW フィルタ(EPCOS 製 B39311B3768Z810)のマッチング回路の調整が上手くいかず、上

記のような出力になっている。また、MFSK に関しては、微弱無線規格においては 128-

FSK が可能であるが、特定小電力無線規格に準ずるために 1MHz の帯域幅とした場合に

は PLL とフィルタの関係で最大 8 つの周波数しか出力できなかった。そのため、実証試

験では 8-FSK で変調を行うこととした。また、本来であれば通信速度から FFT のポイン

ト数と、AD 変換のサンプリング周波数を定めるが、開発の都合により逆となってしまい、

試作システムでの通信速度は 7143symbol/s とした。 図②-(6)-3-1.3 は、開発した送信機を
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用いて ID と測定データを合わせた 18bit に対し、拡散無、8-FSK、7143symbol/s で 6 シン

ボルの送信を行った際の送信電流を示している。これを積分すると 10μWs の電力で送信

していることになる。 

 

②-(6)-3-2 受信機の試作と評価 

図②-(6)-3-2.1 は受信機のブロック図を示している。受信機は、RF 信号を受信周波数ま

で低減し AD 変換までを行うアナログフロントエンド部と、デジタル信号を処理して復調

を行うデジタル信号処理部がある。アナログフロントエンドはダイレクトコンバージョン

方式であり、必要帯域幅分の信号を AD 変換し、デジタル化された IQ 信号をデジタル処

理基板に入力する。入力されたデジタル信号は FPGA 内の FFT モジュールにより時系列

周波数スペクトラムに変換され、メモリ内に保存される。FPGA は保存された時系列周波

数スペクトラムをリアルタイム解析し、電文と思われる情報を検出次第、逐次

MCU(Micro Control Unit)に暫定電文情報を渡す。MCU は電文情報検出の内、リアルタイ

ム解析の必要のない残りの解析を行い、電文を確定し、復調を行う。 

 

 

図②-(6)-3-2.1 受信機のブロック図 

 

a. デジタル処理基板 

FPGA には ALTERA 社の Cyclone V を用いている。試作機であるため、Logic 

Elements(LE)にはシリーズ最大の 301K の LE を持つものとした。FFT ポイント数は 2048、

8096 ポイントのどちらかをファームの入れ替えにより実現できる。本デジタル処理基板

では 1 チップあたり最大 14 の FFT フレームを設定可能であり、4 チップ/シンボルで、最

大 6 シンボルの受信が可能である。 
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b. アナログフロントエンド基板（機能検証用） 

 

図②-(6)-3-2.2 デジタル処理基板 

 

 

図②-(6)-3-2.3 機能検証用アナログフロントエンド基板 

 

目標とする 300MHz 帯と 900MHz 帯の同時受信、及び-130dBm の信号を受信すること

を目的とし、ディスクリート部品を用いたアナログフロントエンドモジュールを試作した。

このモジュールは 2 枚の基板から構成されており、図②-(6)-3-2.3a の基板（基板 1）は図

②-(6)-3-2.1 の LNA から LPF まで、図②-(6)-3-2.3b の基板（基板 2）は電源、LO、AD 変

換の機能をもっている。LNA の前に 300MHz 帯用と 900MHz 帯用のフィルタを実装して

おり、ディップスイッチによりそれらの選択が可能になっている。LO には周波数シンセ

サイザを用いており、これらにより上記両周波数帯域の受信が可能である。AD 変換のサ

ンプリング周波数は 25.6MHz の水晶振動子により供給される。300MHz 帯におけるトー

タルゲインは 41.5dB、NF(Noise Figure)は 3.1dB であった。 
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ア．315MHz 帯と 920MHz 帯同時受信機の試作と評価 

 
図②-(6)-3-2.4 300MHz 帯と 900MHz 帯同時受信機 

 

この基板 1 を 2 枚用い、フィルタと LO の設定を変えることで 300MHz 帯と、900MHz

帯の同時受信が可能な受信機が実現できる。基板 1 には電源と AD 変換がないため、2

チャンネルをもつ AD 変換基板(Analog Devices 社 AD9253 評価ボード)と、電源及びその

AD 変換基板とデジタル処理基板を接続する基板を作製し、受信機を構成した。図②-(6)-

3-2.4 はその写真である。この受信機を RF 信号発生器(ROHDE&SCHWARZ SMU200A)に

接続し、315MHz 帯と 920MHz 帯の信号を受信できることを確認した。 

 

イ．-130dBm の信号を受信可能な受信機の試作と評価 

-130dBm の信号を受信するためには、SNR のノイズ N を低減する、つまり受信機の最

終段のフィルタの帯域幅を狭くする必要がある。これは送信側からすれば、送信速度を低

減することになる。これにより、受信感度が増加し、長距離通信が可能になるが、一方で

通信時間が長くなるために送信時の電力が増加する。しかしながら、本受信プロトコルで

は短電文化を行っており、まさにこのような目的において低消費電力化に対して効果的と

なる。 

本受信機の最終段のフィルタ帯域幅は FFT の RBW で決まっている。本受信機では、通

信速度を 7142symbol/s、FFT の RBW を 12.5kHz としたとき、-103dBm の受信電力の場合

にパケット誤り率が 1%以下となることを確認している。RBW を 1/10 にすると SNR は

10dB 増加する。そのため、-130dBm の信号を 1%以下のパケット誤り率で受信するため

には、SNR を 27dB 増加する必要がある。そのためには RBW を 24.94Hz(=12.5kHz/501.2)

にすることにより実現が可能となる。RBW は fs を AD 変換のサンプリング周波数、NFFT

を FFT のポイント数とすると、fs/NFFT である。すなわち、fs の低減、NFFT の増加、或いは
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その両方を行うことにより、RBW の低減を行う。本研究で試作したデジタル処理基板で

は 8192 ポイントの FFT が可能である。この場合、204.31kHz の AD 変換のサンプリング

により 24.94Hz の RBW が実現できる。但し、この場合には 102kHz の帯域しか使用でき

ない。②-(6)-2-5 で示したように、現状では安価で低消費電力なクロック源の偏差は±

5.9ppm であり、315MHz では±1.86kHz の誤差となる。従って、128-FSK を行うためには

476.16kHz の帯域幅が必要となる。その場合には 476.16kHz/204.31kHz=2.3、つまり 3 個の

FPGA を並列に動作させる構成により実現が可能となる。 

 

c. アナログフロントエンド基板（実証試験用） 

上記の機能検証用アナログフロントエンド基板を用いた受信機は、サイズが大きいた

めに実証現場に持ち込むことが難しい。そこで機能検証用のモジュールを 1 チップにした

アナログデバイセズ製 AD9361 を使用した基板を試作した。図②-(6)-3-2.5 はその写真で

ある。AD9361 の LO は共通であるが、2 系統の受信信号の入力が可能である。この場合

には 315MHz 帯と、920MHz 帯の同時受信はできない。しかしながら、送信端末は

315MHz 帯のみの送信であるため、この受信機では上記の 2 系統を空間ダイバシティか、

或いは AD9361 の前段に LNA を設け、ゲインを変えて受信機トータルのダイナミックレ

ンジを拡大する用途として用いる。この基板のトータルゲインは 0dB から 77dB まで可変

でき、NF はカタログ値 14) で 2dB である。 

 

 

図②-(6)-3-2.5 機能検証用アナログフロントエンド基板 

 

②-(6)-4 実証試験 

本通信システムは、電流・磁界センサによる工場内のモニタリング、塵埃量センサに

よるクリーンルーム内のモニタリング、及び VOC センサによる工場内のモニタリングに

て使用された。 
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②-(6)-5 まとめ 

本研究では、50m 程度の単方向通信、1000 端末の同時接続に対してパケット衝突確率

を 1%以下とする場合の低消費電力無線通信のプロトコルを設計し、それを実現可能な受

信機を開発した。変調方法は、8 値以上の多値化であれば、直交信号を使用した多値 FSK

が最適であることを明らかにした。その際に課題となる多元接続については、プリアンブ

ル、ユニークワードや CRC を不要とした短電文化により 1000 端末の多元接続については

約 20s 以上の送信間隔であれば 1%以下の電文衝突確率となることを明らかにした。この

通信プロトコルによれば、例えば、プリアンブル: 32bit、ユニークワード: 16bit、ID: 10bit, 

測定データ: 20bit, CRC: 8bit、計 86 シンボルを送信する 2FSK と比較し、同じ受信部での

SNR を確保しつつ、1/10 の送信時間で情報を送ることが可能であることを示した。 

試作した受信機により、315MHz 帯と 920MHz 帯の同時受信が可能であることを示し、

-130dBm の信号の受信については、試作した受信機をもとに-130dBm の信号が受信でき

る受信機の仕様を明らかにした。試作した送受信機は電流・磁界、塵埃量、VOC センサ

の省エネ実証に用いられ、試作した送信機では 18bit の送信を 10μWs で行えることを実証

した。 

本通信手法は②-(6)-2-4 で示したように、周波数帯域を有効に利用することで送信時間

を低減して端末の低消費電力化を行う手法である。通常は、長距離通信を行うためには受

信感度を増加するために周波数帯域幅を狭くする必要があるが、本通信手法は帯域を広く

用いることで端末の送信電力を低減する。そのため、グリーンセンサネットに限らず、単

方向通信で遠距離、多端末の通信を行うアプリケーションに有効な技術といえる。 
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②-(7) グリーンコンセントレータの開発【(株)NTT データ】 

②-(7)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

グリーンセンサ端末及びグリーンセンサネットワークシステム普及のためには、グ

リーンセンサ端末からセンサデータを受信し、クラウドサーバへ送信するためのゲート

ウェイ装置（コンセントレータ）が必要である。また、このコンセントレータには、設置

及び、セットアップ作業の手間、サーバとの通信回線利用料の増大、センサネットワーク

システムを円滑に管理・コントロールするような機能も求められる。 

本研究開発では、これら課題を解決するために、小型コンセントレータ（グリーンコ

ンセントレータ、以下 GCON と略す）のハードウェア開発及び、センサネットワークシ

ステムを効率的に運用するためのソフトウェア開発を行う。 

 

＜研究開発の目標＞ 

・大量のセンサノードを集約できるデバイスゲートウェイ機能、セットアップ作業・メ

ンテナンスの負荷やデータ転送における負荷軽減、通信コスト低減を実現とするための、

小型組み込み端末（コンセントレータ）の検討と開発する。 

・開発したグリーンセンサ端末とコンセントレータを用いて、スマートコンビニ、ス

マートオフィス、スマートファクトリでの機能実証を行い、グリーンセンサネットワー

クシステムとしての実用性を検証する。 

・3G/LTE からコンセントレータを経由して、アクチュエータをクラウド上から遠隔で

リアルタイムに制御するための技術開発 

・通信障害や障害物の影響を受けないメッシュネットワークを構成でき、WAN 接続の

通信コスト低減を目的とした、コンセントレータ間転送方式（WiFi マルチホップネット

ワーク）を開発する。また、通信速度 1Mbps 以上、ホップ数 3 ホップ以上、PAN 通信

遅延 100ms 以下、パケットロス率 20％以下を目標とする。 

 

②-(7)-2 グリーンコンセントレータの開発 

②-(7)-2-1 開発の目的 

グリーンセンサからの測定データを受信し効率よくクラウドへ送信するための機器を

開発。 

主な目的は以下の通り。 

Ø グリーンセンサ受信機からのセンサデータを取りこぼすことなく格納する 

Ø 設置コストを下げ、可能な限り特別な工事を必要としない作りとする 
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Ø 通信コストを削減する 

 

②-(7)-2-2 GCON の仕様 

グリーンコンセントレータのハードウェア仕様を「表②-(7)-2-2.1」に示す。 

表①-(7)-2-2.1 GCON ハードウェア仕様 

CPU ARMv7 Cortex-A5 550MHz/Dual QDSP6 

メモリ ROM NAND Flash 256MB 

RAM SDRAM 128MB 

Network 3G LTE/HSPA/HSDPA/HSUPA 

Wi-Fi IEEE802.11b/g/n（AP mode/Client mode) 

GPS gpsOne Gen 8A with GNSS Standalone,Assisted, gpsOneXTRA,2dB 

improvement vs. Gen7 

Interface 外部 USB(Host)/SD card/SIM/RS232C(デバッグ用） 

内部 UART(GND/TxD/RxD) :3.3v 供給 ※4wire6pin ソケット 

LED POWER/WAN/PAN 

アンテナ 外部アンテナ x 2 

サイズ 111mm x 73mm x 27.2mm 

重量 約 126g 

認証 JATE、TELEC 

3G/LTE 対応キャリア NTT docomo（IoT 実施済み） 
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グリーンコンセントレータのアプリケーション仕様を「表②-(7)-2-2.2」に示す。 

 

表②-(7)-2-2.2 GCON アプリケーション仕様 

データ収集機能 UART または Wi-Fi 経由による GSN 通信仕様に準拠したセン

サデータの取込、検査 

ダイアル機能 3G／LTE 網へのダイアル接続（常時接続、接続間隔指定） 

データ蓄積機能 取り込んだセンサデータをメモリへ一定量蓄積 

データ圧縮機能 クラウドへの送信時、蓄積データの圧縮 

データ送信機能 蓄積データをクラウドへ送信（送信間隔指定可） 

データ再送信機能 通信環境の影響により送信失敗時、通信環境回復後蓄積デー

タを再送信 

ログ出力機能 センサデータの取込、検査、クラウド送信等の動作に関する 

ログを出力 

 

②-(7)-2-3 グリーンセンサデータ通信仕様の策定 

グリーンセンサネットワーク（以下、GSN と略す）プロジェクトでは、センサ端末と

GCON の間でセンサデータをやり取りするために必要なデータフォーマットが存在しな

かった。そのため本プロジェクトで共通的に使用できるデータ仕様を策定した。 

グリーンセンサデータ通信仕様（以下、GS データ仕様）はセンサ受信機（レシーバ）

からグリーンコンセントレータへのデータ仕様である「レシーバ-GCON 間 GS データ仕

様」とグリーンコンセントレータからクラウドへ送信するためのデータ仕様「GCON-ク

ラウド間 GS データ仕様」に分かれる。その適用箇所を「図②-(7)-2-3.1」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(7)-2-3.1 GS 通信仕様概略図 

レシーバ GCON クラウド（センタ）
UART／Ｗｉ-Ｆｉ Internet

センサ 
GCON-クラウド間 GS データ

 

レシーバ-GCON 間 GS データ
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「レシーバ-GCON 間 GS データ仕様」の概要を「図②-(7)-2-3.2」に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(7)-2-3.2 レシーバ GCON 間 GS データ仕様 

 

電文はデータの開始を表す「STX」、GS 端末の情報やセンサデータなどが格納され

る「データ部」、通信時のデータエラーを検知するための「CRC」で構成される。また、

「データ部」については、「ヘッダ情報」、「GS 端末情報」、「任意情報（センサ情

報等）」で構成される。（以下、このデータ形式で作成されたデータを GS 端末データ

と呼ぶ） 

表②-(7)-2-3.1 GS 端末データ概要 

 

ヘッダ情報  この電文の全体サイズと、GS 端末情報として何が含まれているかを

指定する領域。主にフラグ情報のビットが情報の有無を表す。 

GS 端末情報 GS 端末が取得可能な情報を格納する領域。取得可能か否かはヘッダ

情報のフラグ情報のビットにより指定し、その領域に値を格納する。 

任意情報 

（センサ情

ユーザが自由に電文仕様を指定できる領域。主に機器毎に測定値や範

囲の異なるセンサデータ等が格納される。 

ヘッダ情報（固定長） GS端末情報（可変長） 任意情報（センサ情報等）

STX
0xFF

CRCデータ部

GS
端末ID

16bit 16bit

ﾌｫｰﾏｯﾄ
指定

64bit 16bit

受信
時刻

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ID

位置
情報

電波
強度

16bit

データ
サイズ

フラグ
情報

16bit 8bit

ﾃﾞｰﾀｻｲｽﾞ
拡張

8bit

16bit

スマートオフィス向けGCONフォーマット

スマートコンビニ／ファクトリ向けGCONフォーマット

時
刻

グ
ル
ー
プ
Ｉ
Ｄ

位
置
情
報

電
波
強
度

1
bit

1
bit

1
bit

1
bit

ﾌ
ｫ
ｰ
ﾏ
ｯﾄ

指
定

1
bit

Ｇ
Ｓ
端
末
Ｉ
Ｄ

1
bit

予
備

2
bit

フォーマット指定：0x0102

フォーマット指定：0x0201

【全体】

【GS端末情報詳細】

【ヘッダ情報詳細】 【任意詳細】
共通

共通

実証毎に設定
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報等） GS 端末情報には「フォーマット指定」という領域が設けられてお

り、ここにフォーマット番号を指定することにより任意電文がどのセ

ンサフォーマットで作成されたかを判別することが可能である。 

 

次に、GCON-クラウド間 GS データ仕様を「図②-(7)-2-3.3」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ
サイズ

GCONヘッダ情報（固定長）

圧縮
データ数

32bit 32bit

GCON
ID

16bit

送信
時刻

64bit

・・・

圧縮データ（可変長）

データ1 データ2 ・・・・・

gzipによる圧縮ファイル

 

ヘッダ情報（固定長） GS端末情報（可変長） 任意（センサ情報等）

データ部

【全体】 

【データ詳細（GS 端末データ）】 

 
図②-(7)-2-3.3 GCON クラウド間 GS データ仕様 

 

電文は GCON の情報を格納する「GCON ヘッダ情報」と、蓄積したセンサデータを複

数圧縮して 1 ファイルにした「圧縮データ」で構成される。（以下、このデータ形式で作

成されたデータを GCON データと呼ぶ） 

ü GCON ヘッダ情報 

電文のサイズと、GCON 装置の ID、圧縮データに含まれる GS 端末データの件数、

GCON がクラウドに送信した日時などが含まれる。 

ü 圧縮データ 

GCON に蓄積された GS 端末データを圧縮して 1 つのファイルにしたデータ。gzip

形式で圧縮されている。 

 

②-(7)-2-4 GCON アプリケーション 

コンセントレータのような機器において基本的にアプリケーションは実装されていない。

そのため、今回のようなセンサネットワークシステムを導入する際、センサデータを収集

しクラウドと接続するための機構が必要となる。 
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そこで、ある程度汎用的にデータフォーマットを解釈し、センサデータを収集、蓄積、

送信する基本アプリケーションを開発し GCON に実装した。GCON アプリケーションの

主な動作について、「図②-(7)-2-4.1」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(7)-2-4.1 GCON アプリケーション概略図 

 

②-(7)-3 機器を自動制御するアクチュエート技術の開発 

センサデータによる新たな価値を生み出すためには、収集データの分析だけではなく、

分析結果に応じた対応アクションを実施することが重要である。そこで本プロジェクトで

は、コンセントレータに接続された多様な機器をクラウド側から自動制御するためのアク

チュエート技術として、発信アプリケーション基盤を開発した。開発技術については、オ

フィスの省エネ実証の中で、センサデータの分析結果をもとに、空調機や照明を自動制御

することで、その有用性を実証した。 

 

②-(7)-3-1 発信アプリケーション基盤の概要 

②-(7)-3-1-1 システム概要 

ユーザアプリケーションが生成した発信内容を、クラウド上のサーバ環境からコンセ

ントレータ経由でコンセントレータ配下の発信先デバイスに発信するシステムである（図

②-(7)-3-1-1）。ユーザアプリケーションが、API（Application Programming Interface）経由

もしくはデータベースへの直接アクセスにより発信依頼を行うと、発信アプリケーション

基盤が発信依頼に基づき、自動的に発信先デバイスへの発信処理を行う。そして発信処理

の実行結果をデータベースに格納する。 

センサ
データ
受信

温度
湿度
照度
気圧
CO2
塵埃
人感
など

センサ端末

（受信のみ）

センサデータ
蓄積

圧縮された
センサデータ

検証環境＠NTTデータ
（クラウド）

コマンド
受信

制御
コマンド

リブート
設定情報の書込み/読込み

動作ログの取得

コンセントレータ

取り出し

圧縮

センサデータ
送信

⑤

①
②

③

④

① ②

スマートフォン
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図②-(7)-3-1-1.1 発信アプリケーション基盤の概要 

②-(7)-3-1-2 実現要件 

発信アプリケーション基盤の開発にあたり、実現事項と、実現するための設計方針を下記

の「図②-(7)-3-1-2.1」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

多様なデバイスの接続を可能にする

導入コストを下げるため、利用時の
追加開発を抑えた仕組みとする

制御命令を欠損無く
デバイスまで届ける

実現したいこと

設計方針

制御命令の発信機能とユーザアプリ
ケーションとの切り離し
・発信プラットフォームとして構築する
・ユーザAPからは、接続構成の登録と、

命令の発信依頼により利用できる

送信方法やデータ形式をユーザAP
から選択できる

送信失敗時の再送機能の実装

各機能のモジュール化
・発信送信部と発信制御部との切り分け
・送信量に応じて送信部をスケールアウト

 

図②-(7)-3-1-2.1 実現事項と設計方針 

 

②-(7)-3-2 発信アプリケーション基盤の仕様 

②-(7)-3-2-1 システム構成 

発信アプリケーション基盤のシステム構成を下記に示す(図②-(7)-3-2-1.1)。発信先デバ

イスを接続するコンセントレータに加えて、コンセントレータと対になる発信アプリケー

ション群によって構成されている(表②-(7)-3-2-1.1)。 

サーバ環境現地オフィス

インターネット

コンセント
レータ

発信先
デバイス

発信先
デバイス

分析機能
（見える化）

制御依頼機能

センサデー
タ
DB

発信制御/
実行機能

センサデータ
蓄積機能

センサ

ユーザアプリケーション制御発信アプリケーション基盤

制御命令

センサ
データ

センサ
データ

蓄積 参照

制御依頼
（制御内容と実行結果）

パラメータ生成

制御命令
発信コマンド

デー
タ

デー
タ

デー
タ

デー
タ

デー
タ

デー
タ

発信管理
DB

書き込み依頼読み込み

コンセント
レータ

コンセント
レータ

読み込み結果書き込み

コマンド結果

センサデータ蓄積基盤

実行結果



  

 412 

 

 

 

 

 

 

 

 

発信制御
AP

発信機能
AP

発信依頼
ＡＰＩ

ユーザAP

コンセントレータ
発信先
デバイス

発信基盤
データベース

制御発信アプリケーション基盤

発信依頼

発信データ取得

結果登録

実行命令
コマンド送信

応答

発信
依頼

発信
結果

発信
依頼

発信
結果

 
図②-(7)-3-2-1.1 発信アプリケーション基盤のシステム構成図 

表②-(7)-3-2-1.1 発信アプリケーション基盤の構成モジュール 

項番 構成要素名 機能概要 

1 コ ン セ ン ト

レータ 

3G 回線に接続したタイミングで発信制御 AP は制御実行依頼を送信する。 

発信機能 AP から届いた制御命令を発信先デバイスへ転送する。 

2 発信制御 AP コンセントレータから受信した制御実行依頼に基づき、コンセントレータに接

続された発信先デバイスに対する発信データをデータベースより取得する。そ

の後、発信実行 AP に発信実行の命令を行う。 

3 発信実行 AP 発信制御 AP から引き渡された発信データに基づき、発信処理を実行する。実

行結果と応答データを発信基盤データベースに格納する。 

4 発信基盤 DB 発信依頼データを格納するデータベース。また、コンセントレータと発信先デ

バイスとの接続関係についての情報を管理する。 

5 発信依頼 API ユーザアプリケーションからの発信依頼を DB に格納するための API 

 

②-(7)-3-2-2 動作仕様 

発信アプリケーション基盤は下記の動作を行う。 

ü 発信依頼テーブルに、発信依頼情報（宛先や発信内容等）を登録すると、実行タイ

ミング毎に、発信アプリケーションが依頼情報を参照して発信処理を行う。 

ü 実行タイミングはコンセントレータから発信制御 AP への発信処理の実行依頼であ

る。本実証では 30 秒間隔で、コンセントレータから実行依頼を送信する。 

ü 発信処理では、発信プラットフォーム側で、発信先デバイスへの宛先を解決して、

デバイスへ発信する。発信結果は発信依頼テーブルに登録される。（尚、コンセン

トレータと発信先デバイスの接続構成情報を事前に登録しておき、マッピング情報
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に基づきコンセントレータが通信内容を転送する。） 
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図②-(7)-3-2-2.1 発信アプリケーション基盤の動作 

 

②-(7)-3-2-3 発信依頼の制御命令粒度 

ユーザアプリケーションから発信アプリケーション基盤への発信依頼パラメータは、

宛先、発信方法、発信データである。宛先には事前に登録された発信先デバイスを示す

ID を指定し、発信方法は HTTP や Socket などの通信プロトコルを指定する。また発信

データは発信先デバイスに送信したいデータ列そのものを指定する。宛先に対して、発信

データを発信方法で指定したプロトコルによって送信する方式である。 

クラウドからの制御では、クラウド～ゲートウェイ間の命令を抽象化して、ゲート

ウェイ上で各デバイス独自の通信プロトコルに変換する方式もある。この方式は、クラウ

ド側のアプリケーションからは、温度を上げるといった抽象的な命令で、様々なデバイス

を制御できる反面、各種デバイスが対応するためには、デバイス毎にゲートウェイデバイ

ス上で独自通信方式を実装する必要がある。 

本実証ではアプリケーション毎に追加実装せずにプラットフォームとして利用出来る

よう、発信データを指定した発信方式で送信する本方式を採用した。現状では、クラウド

からゲートウェイ、デバイスへの通信時には IP 通信を使用する事例が多いことから、指

定できる通信手段として IP 通信上の Socket、HTTP を実装済みである。 

 

②-(7)-3-3 発信アプリケーション基盤の実証評価 

②-(7)-3-3-1 実証概要 

スマートオフィスにおけるオフィスの省エネ実証にて、発信アプリケーション基盤を

用いた空調機の自動制御を実施した（図②-(7)-3-3-1.1）。本実証の内容は、各種センサを
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用いたエネルギームダの発見と、空調設備制御をはじめとする対策アクションを通したム

ダの削減である。発信アプリケーション基盤ではユーザアプリケーションと連携して空調

機の自動制御を実施している。具体的には、空調機を制御する空調コントローラをコンセ

ントレータに接続し、空調コントローラに対して、現在の設定値情報を取得する命令と、

設定値を設定する命令の発信を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(7)-3-3-1.1 スマートオフィスにおける空調機の自動制御実証の概要 

 

②-(7)-3-3-2 実証環境 

実証環境とパラメータは下記の「図②-(7)-3-3-2.1、表②-(7)-3-3-2.1」の通りである。 
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図②-(7)-3-3-2.1 実証環境 

表②-(7)-3-3-2.1 実証環境パラメータ 

項番 項目 パラメータ 

① 設置対象ビル 1 ヶ所（大阪オフィス） 

② コンセントレータ数(ビル毎) 1 台 

③ 空調コントローラ数 1 台 

④ 制御依頼件数 0～13 件/分/1 コントローラあたり 

⑤ 制御データサイズ 

 

下記 2 パターンのデータ送受信を行う。 

 164byte（送信 128byte、受信 36byte） 

 96byte（送信 32byte、受信 64byte） 
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化

ü 空調機器制御による空調管理
ü 【最終目標】中小ビルの省エネ
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②-(7)-3-3-3 クラウド～空調コントローラ間のメッセージ 

空調コントローラへの制御命令は、「省エネビル推進標準化コンソーシアム（以下、

SBC）」にて、標準化された HTTP 通信（SBC 通信モデル）によって行う（図②-(7)-3-3-

3.1）。SBC 通信モデルでは、メッセージ部をバイナリ形式で送るバイナリ形式と、XML

で送る XML 形式が規定されている。本実証ではバイナリ形式で通信している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図②-(7)-3-3-3.1 SBC 通信メッセージ仕様 

 

②-(7)-3-3-4 実証評価結果 

実証環境下において、下記項目の評価を実施した(表②-(7)-3-3-4.1)。 

表②-(7)-3-3-4.1 スマートオフィス実証における評価項目 

項番 内容 内容 

①  応答レスポンスの確認 発信依頼を行った送信データに対する応答

データが正しく受信できているか 

②  発信依頼の成功率 発信依頼した処理が成功する割合 

③  発信依頼の処理時間 発信依頼登録から発信依頼結果がデータベー

スに登録されるまでの時間 

 

① 空調コントローラからの応答内容の確認 

発信依頼された送信データが空調コントローラに渡り、空調コントローラからの応答

データを正常に取得していることを確認した。なお、実証中に発信したデータは「表②-

(7)-3-3-4.2」に示した、機器状態の取得と、機器への制御値の設定の 2 パターンである。 
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POST /cmd/HTTP/1.1
Content-type:application/octet-stream
Content-Length:**

(Request Command Data)

HTTP/1.1 200 OK
Date: Sat, 12 Mar 2011 05:18:22
Content-type:application/octet-stream
Connection: close
Content-Length:**

(Response Command Data)

要求データ 応答データ

バイナリもしくはXML形式  
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表②-(7)-3-3-4.2 空調コントローラに対する制御命令データと応答データ 

項目 送信データ 応答データ 

機器状

態の取

得 

32byte 64byte 

2000000074110100000000000000000002000000000

000000000000000000000 

400000007511010000000000b5acbe5401000000

0000000000000000010000000100000001000000

00000200001000100300000000a0ac410000a041

01000000 

 

機器へ

の制御

値の設

定 

128byte 72byte 

8000000076110100040000000000000000000000000

0000000000000000000003200000001000000000000

0000000000000000000000000033000000010000000

0000000000000000000000000000000340000000100

0000000000000000000000000000000000003500000

00100000001000000000000000000000000000000 

24000000771101000000000078acbe5401000000

0000000000003c000000000000000000 

 

② 発信依頼の成功率 

ユーザアプリケーションから発信アプリケーション基盤に対する発信依頼の成功率を

計測した。実証評価期間は 3 日間（2015/01/20～2015/01/22）である。 

表②-(7)-3-3-4.3 に実証結果のサマリーを示す。3 日間実施した結果、リトライ未実施時

の成功率は 28048 件中 27688 件（97.45％）、リトライ実施時の成功率は 28048 件中

28000 件（98.55％）である。リトライは発信が失敗した際に再度実行する機能である。 

 

表②-(7)-3-3-4.3 発信アプリケーション基盤に対する発信依頼の成功率（サマリー） 

 

また、図②-(7)-3-3-4.1 に時間帯別の発信成功率を示す。グラフから分かるように、発

信制御の失敗については、各時間帯にばらつくのではなく、一時的に制御依頼が失敗する

時間帯が発生することでまとまって失敗している。発信アプリケーション基盤内のログ上

 発信依頼の発信成功率 成功件数 失敗件数 

1 日目 2 日目 3 日目 平均 

リトライ無し 98.63 98.30 95.41 97.45 27688 360 

リトライ有り 99.08 99.01 97.56 98.55 28000 48 
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における失敗の原因はモバイル通信網側デバイスとのコネクションエラーであることから、

モバイル通信キャリア側にて、一時的にネットワークの状態が悪くなったためだと考えら

れる。リトライ機能により、ある程度ネットワーク状態悪化に対する対策が可能である。 
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発信先デバイス1台、リトライ有り 発信先デバイス1台、リトライ無し  
図②-(7)-3-3-4.1 発信アプリケーション基盤に対する発信依頼の成功率（時間帯別） 

 

③発信依頼登録から結果登録までの時間 

ユーザアプリケーションが発信アプリケーション基盤に発信依頼を実施してから、実

行結果がデータベースに格納されるまでの処理時間を計測した。表②-(7)-3-3-4.4 に実証

結果を示す。実証時は、コンセントレータから発信制御 AP への発信実行依頼が 30 秒間

隔であるため、約 99％の発信依頼が概ね 30 秒以内に実行される。リトライが実行される

と、さらに 30 秒後に実行されるため 1 分ほど時間がかかる場合がある。処理時間が 5 分

程度だったデータが存在するが、これはコンセントレータからの発信実行依頼が途絶えて

いたためであった。こちらについても②同様に一時的にモバイル通信網の状態が悪くなっ

たためだと考えられる。 

 

表②-(7)-3-3-4.4 発信依頼の実行処理時間 

処理時間 件数 割合（％） 

0:00-0:30 25449 90.733 

0:30-1:00 2317 8.264 

1:00-1:30 205 0.73 

1:30-2:00 49 0.174 

2:00-2:30 15 0.053 

2:30-3:00 0 
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3:00-3:30 0 
 

3:30-4:00 0 
 

4:00-4:30 0 
 

4:30-5:00 6 0.021 

5:00-5:30 0 
 

5:30-6:00 7 0.025 

平均 4.5 秒 28048  100  
（コンセントレータからの実行依頼が 30 秒間隔の場合） 

 

②-(7)-3-3-5 追加検証 

実証において、利用するモバイル通信網によって発信依頼の成功率の差異があったた

め、複数社のモバイル通信網において、発信処理の成功率の比較を実施した。「図②-(7)-

3-3-5.1」に各社 SIM 毎の通信成功率（下り方向）の調査結果を示す。B 社が 100%の成功

率に対して、C 社が 99.7%、A 社が 86.79%であった。また発信頻度（件数）が上がるこ

とで成功率がさがるケースもあった。本実証では、移動体通信事業者 (Mobile Network 

Operator， MNO)の SIM と仮想移動体通信事業者（Mobile Virtual Network Operator， 

MVMO）の低価格 SIM を利用しているが、MNO と MVNO の間で通信成功率の差が見ら

れた。MNO と MVNO の回線品質については、各企業の提供サービスによって差が発生

するため、一概に善し悪しは言えないが、サービス毎に通信品質の差があることは念頭に

置き、事前の品質検証を行うことが望ましいだろう。 
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②-(7)-3-3-6 まとめ 

本プロジェクトにて、コンセントレータに接続された多様な機器をクラウド側から自

動制御するためのアクチュエート技術として、発信アプリケーション基盤を開発した。そ

してスマートオフィス実証実験を通して、発信アプリケーション基盤として、省エネシス

テムを実現するための基本機能が動作することが実証できた。 

発信制御の成功率については、コンセントレータが接続するモバイル網回線によると

ころが大きいことが判明した。ただしモバイル回線品質については，一般的に無線回線の

SLA は明確に定められていないため、実際に利用する場合には，事前の品質検証と、リ

トライ処理や再送処理といった不安定な接続品質下でも，データ収集やデバイス制御を継

続するための仕組みが必要となる。 

 

②-(7)-4 WiFi メッシュネットワーク・マルチホップ通信技術の開発 

M2M/IoT を実現する技術として、メッシュネットワークは早くから着目されていた。

事実、920MHz のような特定小電力無線という分野では、このメッシュネットワークを採

用した製品（プロダクト）が多く製造・販売されている。メッシュネットワークを採用す

る事によるメリットとしては、以下のようなものがある 1)。 

ü ネットワーク状況に応じて、自動的に通信経路を生成するので、柔軟なシステム

が構成可能 

ü ローカル環境で複数の回線を集約する事により、WAN 回線数を削減し、通信コ

ストを削減する事が可能 

 

M2M/IoT においては、通信データ量が少ない事を前提として、これらの低速通信機構

を採用したメッシュ通信が主流となっているが、実際には、機器管理情報やソフトウェア

のダウンロード、映像・動画の送受信など、必ずしも少量データのみではない。 

そこで、より高速な通信規格であり、既にインフラとしての整備が進んでいる、Wi-Fi

（IEEE0802.11a/b/g/n）を使用したメッシュ通信技術（IEEE802.11s）に着目し、実用可能

性を検証すると同時に、実用化へ向けた試作・研究を実施し、その結果を報告する。 

 

②-(7)-4-1 WiFi メッシュネットワークとは 

IEEE にて規格化した IEEE802.11s を採用する。本規格は、2011 年 9 月に IEEE にて

802.11 として標準化された仕様であり、ネットワーク層（IP 層）に影響しない形で、

メッシュネットワーク及びマルチホップ通信を実現するための規格である 2)-3)。 
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A) IEEE802.11s におけるロールモデル 

 

B) 主な特徴 

ü 32 台程度のノードで構成される、小～中規模の無線 LAN ネットワークを想

定している。多数のノードが接続されるため端末数は数百台規模となる。 

ü 複数の無線 LAN メッシュネットワークが相互に接続することで規模を拡大す

ることも可能である。 

 

②-(7)-4-2  作業手順 

IEEE802.11s の OSS（Open Source Software）である open80211s を使用して、WiFi メッ

シュネットワークの性能測定を実施する。open80211s は、Linux カーネル 2.6.26 より、正

式にメインラインに搭載されており、Linux OS をインストールする事で、標準的に搭載

されているソフトウェアである。 

これらを利用して試作を進めていくに当たり、大きく 2 つの課題を想定しており、こ

れらを解決する事を、本研究での目的とする。 

 

課題１ 

open80211s を利用したメッシュネットワークの性能レベルが想定される性能要件を満

たす必要がある。運用段階までを想定した際に、以下の指標を設定する。 

項目 目標値 説明 

ホップ数 3 ホップ以上 3 ホップ以上を実現する事で、マルチホップの優

位性を確保 

u Mesh Point(MP):  
無線 LAN メッシュ機能のみを実装
したもの。近くの MP 等とのリンク
を確立する。 
 
u Mesh AP(MAP): 
MP の機能に加えて、STA との通信
をサポートするもの 
 
u Mesh Portal（MPP） : Mesh 

Gate（MG） 
MP に外部ネットワークに接続する
ゲートウェイ機能を実装したもの。 
 
u Station（STA)： 
無線 LAN メッシュ機能を有さない
通常の無線 LAN 端末 
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通信速度 1Mbps 以上 マルチホップ通信を実現している、低速無線規

格との差別化 

PAN 通信遅延 100mS 以下 通信性能を確保 

 

課題２ 

無線通信を利用する事による通信品質の問題を解消する必要がある。 

無線通信である以上、パケットロスやデータ消失などが発生する事を前提に、如何に

して上位レイヤで、これらの課題を解消する事ができるかを検討し、その方式を検証する。 

 

上記、2 つの課題をうけ、以下の手順で本研究を実施。 

1. PC 環境下での open80211s の性能測定 

2. GCON での open80211s の性能評価 

3. 運用課題の解決に伴うソフトウェア改修と検証 

 

②-(7)-4-3 PC 環境下での IEEE802.11s の性能測定 

open80211s の性能は、WiFi 通信ドライバの影響を多分に受ける事がわかっている。そ

の為、市場での利用実績が多い、”ath9k（Qualcomm）”及び”RT2800（Ralink）”の 2 つの

ドライバを使用して、性能測定を実施する。 

■測定方法 

 

 

 

PC6 台を一列に並べ、通信がホップする事による、「通信遅延」「通信ロス」「通信速

度」を測定する。 測定器からの「nuttcp」「ping」にて、測定を実施 

 

 

 

 

 

図②-(7)-4-3.1 測定時のシステム構成 
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図②-(7)-4-3.2 通信遅延率の測定結果 

図②-(7)-4-3.3 通信帯域の測定 

図②-(7)-4-3.4 パケットロス率の測定 
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■総論 

ある程度のホップ数を経由しても、低速通信規格と比較して約 10 倍の通信速度は期待

できる。また、パケットロスや通信遅延、さらには無線通信という点を考慮すると、確実

な通信を実現するために、上記レイヤでの通信にて、再送や到達確認などの手段を講じる

必要がある事がわかる。 

 

②-(7)-4-4 GCON での性能評価 

Linux PC で計測した結果は、想定した指標を全て満たしていたが、ハードウェアス

ペックが異なる GCON でも、これらの指標を満たす事ができるかどうかを検証した結果

を、以下に示す。 

 

 
図②-(7)-4-4.2 通信帯域の測定 

 

図②-(7)-4-4.1 通信遅延率の測定 
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図②-(7)-4-4.3 パケットロス率の測定 

 

■総論 

総体的な傾向としては、LinuxPC での測定結果とは同一となっているが、性能としては

大幅な向上が見込めた。 

通信遅延 ：ほぼ横ばい 

通信帯域 ：約 5 倍（4 ホップ後の平均通信速度：1Mbps→5Mps） 

パケットロス率 ：10％以下 

 

性能向上の要因としては、Linux カーネル・バージョンの向上に伴う通信ドライバの性

能向上が一因となってはいるが、GCON ハードウェアの性能を PC 並みに向上できた事は

一つの大きな要因となっている、と言える。 

 

②-(7)-4-5 運用課題の解決に伴うソフトウェア改修 

Wi-Fi メッシュの標準技術規格である IEEE802.11s では、ローカルネットワーク内での

通信を前提としており、仕様そのものは、M2M や IoT で想定されるようなリモート通信

環境との相性は決して良くない。その為、これらを補完するような通信方式を採用する必

要がある。 
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これら 3 つの課題に対して、以下の対策を実施。 

 

○課題 1 及び課題 2 

IEEE802.11s（及び TCP/IP）の上位スタックとして、非同期メッセージングプロトコル

である AMQP（※）及び、そのプロトコルを実装した OSS である Qpid を採用する。これ

により、伝送遅延や伝送損失があっても、リカバリが可能となる。 

○課題 3 

ローカル・ノードとの直接通信が実現できるよう、トンネリング・プロトコルである

L2TP/IPsec を採用する。これにより、リモート環境からでも各ノードへの直接アクセスが

可能となる。 

さらに、Wi-Fi メッシュ通信では、ゲートウェイ（※）は任意に変更が可能であり、そ

れによってメッシュ通信のメリットであるネットワークの自由度を、さらに向上する事が

可能となるため、ゲートウェイが持つネットワーク情報を、メッシュネットワーク内の全

ての端末で情報共有する必要がある。 

1. VRRP(Virtual Router Redundancy Protocol)による MG の仮想化 

ゲートウェイを仮想化する事によって、各ノードに対して、ゲートウェイの変

更を意識させないための機能 

2. DHCP リース情報の共有 

本来、サーバ（ゲートウェイ）のみが保有するリース情報を、全てのノードで

事前に共有しておくための機能 

3. 無線電波強度情報の共有 

ゲートウェイを決定するための無線のメトリクス情報を共有するための機能 

4. MG(ゲートウェイ機能）決定アルゴリズム 

  3G 及び Wi-Fi の電波状態を元に、ゲートウェイ機能を決定するためのアルゴリ  

  ズムを検討し、採用 

 

図②-(7)-4-5.1 運用時に想定される課題 
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（※）ゲートウェイ機能とは 

メッシュネットワーク内でのロールとしては MG（Mesh Gate）が該当する。WiFi メッ

シュネットワークとリモートネットワークの中継を行う機能であり、GCON においては、

WiFi ネットワーク内の送受信データを、3G/LTE ネットワークを介してクラウド側ネット

ワークと接続する機能を有したものである。 

 

上記 1～3 は、これらを実現する OSS を採用する事で対応可能（ネットワーク構成、ソ

フトウェア構成は後述）。これに対して、4 を適用するためにはアルゴリズムを検討する

必要があり、以降でこのアルゴリズムについての解説を行う。 

 

IEEE802.11s の規格では、各ロール（MG や MP など）を運用中に変更する事が可能な

仕様となっている。これは、その他のメッシュネットワーク規格や、製品化されたメッ

シュネットワーク仕様とは大きく異なる点である。この仕様により、仮にゲートウェイ機

能（MG）が何らかの理由で停止しても、その他のノードが MG となり運用を継続できる

ようになる。（他の仕様では、ゲートウェイや親機が停止すると、運用が停止してしまう

のが一般的である。）ただし、規格内では MG を決定するためのアルゴリズムは、定義

されていない為、最適なアルゴリズムを検討する必要がある。 

始めに、MG として最適なノードについて定義する。 

「3G/LTE 及び WiFi の無線電波状態が最も高いもの」が MG として最適なノードとな

る。その理由は非常に明快で、リモート環境（3G/LTE ネットワーク）へのアクセス及び

ローカル環境（WiFi ネットワーク）へのアクセスが、共に最適なものを選択する事で、

いずれのネットワーク環境でも安定して稼働させるためである。この定義を元にして、以

下のアルゴリズムを採用する。 

 

優先度＝最大優先度×（3G 強度の重み×3G 強度値＋メトリクスの重み×メトリクス

値） 

 

Ø 3G 強度の重み、メトリクスの重み 

3G/LTE ネットワーク環境及び WiFi ネットワーク環境の双方が最適な状態は、必ずし

も存在するとは限らない。そこで、センタ（クラウド）への接続可能性が最も高いものを

優先させるために、3G 強度の重みを 1、メトリクスの重みを 0.25 として算出している。 
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Ø 3G 強度値の算出方法 

強度の最大値

強度
強度＝

G
G

3
3G3  

 

Ø メトリクス値の算出方法 

å
-

=

÷
ø

ö
ç
è

æ -

´
-

1

1

1
1

全体のノード数

大値論理的なメトリクス最

へのメトリクスノード大値論理的なメトリクス最

全体のノード数

メトリクス値＝

n

n

 

 

上記をメッシュネットワーク内の各 GCON にて算出し、共有する事で、MG に最も適

した GCON を選定する事が可能となる。ここで問題となるのは、電波状態の揺らぎによ

り、算出した優先度が頻繁に変更され、ゲートウェイ変更が頻繁に発生してしまう事であ

る。これを解消するために、一回の優先度算出による結果を即時に採用するのではなく、

複数回の平均値から優先度を決定する方式を採用した。 

 

( )
8

101010

1
個の優先度の最小値個の優先度の最大値回目の優先度

平均優先度算出値＝

--å =n
n  

 

上記を踏まえた結果としてのネットワーク構成、ソフトウェア構成は、以下の通り。 
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図②-(7)-4-5.2 ソフトウェア改修後の構成 

 

②-(7)-4-6 まとめ、今後の課題 

WiFi メッシュネットワーク環境下での通信性能の大幅な向上を実現する事ができた。

また、性能向上以上に、無線通信において不可避であるパケットロスなどの通信品質の問

題を解決するために、上位レイヤにて対策できた事は、運用面で大きな成果がでたと言え

る。 

また、ソフトウェア改修により、運用面での多くの課題を解決する事ができ、運用へ

向けて前進する事ができたものと考える。 

ただし、本改修のみでは対処できない問題が残されているのも確かである。メッシュ

ネットワークは非常に柔軟性があり、様々なネットワークを構成する事が可能である一方

で、それ故にネットワーク構成によっては、運用に支障をきたす構成がある。一例として、

一つのメッシュネットワークとして運用している状態で、ネットワークが複数に分離され

てしまう場合である。この時、分離元及び分離先では、お互いに利用している IP アドレ

スを把握できない為、IP アドレスが重複してしまい、センタ側で識別ができなくなって

しまう。特に、デバイス・マネジメントなど、センタ側から GCON へアクセスする際に

問題となる事が想定される。対策としては、ユニークな GCON の ID と IP アドレスを対

応付けた管理情報を、センタ環境で保有するなどの手段が考えられるが、本研究において

は対応できていない。 
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②-(7)-5 グリーンコンセントレータ端末実証 

GSN プロジェクトで開発した GCON と GS 端末を、スマートコンビニ、大規模商業施

設、ファクトリ、オフィスの 4 種類の実証現場に導入しセンサデータ収集を実施した。本

端末実証の目的は、GSN システムにおける GCON の有用性・稼働性の確認を行うもので

ある。また、GCON の稼働性に関しては、GCON が実証期間中に停止することなく稼働

していたか、受信モジュールより収集したセンサデータを指定の間隔でクラウドに送信出

来ているかをクラウド側の着信データを用いて分析する。端末実証の条件を以下に示す。 

 

表②-(7)-5.1 端末実証の条件 

実証企業 

（実証場所等） 

受信ボード 

接続方式 

センサ 

送信間

隔 

GCON 

送信間隔 

送信 

プロ

トコ

ル 

分析対象期間 

セブン-イレブン・ジャパ

ン 

（首都圏の 30 店舗） 

UART 経由 約 1 分 5 分間隔 socket 2014/4/1～

2014/10/31 

T 社 

（商業施設） 

UART 経由 約 1 分 5 分間隔 HTTP 2014/4/1～

2014/10/31 

東京電力 

（工場） 

Wi-Fi 経由  

 

約 1 分 5 分間隔 HTTP 2015/1/24～

2015/2/23 

ダイキン工業 

（オフィス） 

UART 経由 約 1 分 30 秒間隔 

→1 分間隔 

HTTP 2014/8/19～

2015/1/30 

 

ü 受信モジュールよりセンサデータが届かない場合の送信中止についてもデータ欠損に

含む。 

ü 厳密な 5 分間隔ではない為、長期運用における間隔のずれによる要素を含む。 

ü 機器の故障、機器の移設期間、運用事故、アプリケーションのバグによる長期停止な

ど、要因の判明している障害については割り出せる範囲でデータ欠損に含まない。 

 

②-(7)-5-1 スマートコンビニ実証 

実証企業：セブン-イレブン・ジャパン 

GCON 台数：最大 30 台 
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②-(7)-5-1-1 分析結果 

送信成功率より通信環境は良いことが分かるが、データ欠損に対する再送成功率が低

いことが分かる。これは Socket プロトコルに到達保証がないためであるが、データ量は

HTTP にプロトコルに比べ軽量であるため、ある程度の欠損は許容することで通信量を削

減するというケースには有効であると考える。 

表②-(7)-5-1-1.1 スマートコンビニ実証結果 

集計月 

（月平均→） 

送信成功率 

 

タイムア

ウト 

発生件数 

再送 

成功件数 

データ 

欠損件数 

送信成功率 

（再送込） 

4 月 97.90% 182  32  150  98.27% 

5 月 98.18% 162  9  153  98.29% 

6 月 98.61% 120  5  115  98.67% 

7 月 98.82% 98  10  91  98.93% 

8 月 88.36% 1039  978  61  99.32% 

9 月 99.49% 44  6  33  99.56% 

10 月 95.72% 21  5  16  99.77% 

期間平均 96.72% 238  149  88  98.97% 

 

②-(7)-5-2 スマート商業施設実証 

実証企業：T 社 

GCON 台数：最大 6 台 

 

②-(7)-5-2-1 分析結果 

送信成功率から通信環境の悪さが伺えるが、HTTP プロトコル方式を採用したことによ

り TCP レベルで通信の再送が行われデータ欠損は殆ど発生しなかった。 

 

表②-(7)-5-2-1.1 スマート商業施設実証結果 

集計月 

（月平均） 

送信成功率 

 

タイムア

ウト 

発生件数 

再送 

成功件数 

データ 

欠損件数 

再送込送信成功率 

4 月 91.53% 730  729 1  99.99% 

5 月 91.60% 676  675 1  99.99% 
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6 月 91.69% 715  715 0  100.00% 

7 月 91.76% 732  732 0  100.00% 

8 月 91.66% 705  705 0  100.00% 

9 月 92.04% 684  684 0  100.00% 

10 月 91.60% 746  746 0  100.00% 

期間平均 91.70% 713  712  0  100.00% 

 

②-(7)-5-3 スマートファクトリ実証 

実証企業：東京電力 

GCON 台数：1 台 

 

②-(7)-5-3-1 分析結果 

こちらもスマート商業施設と同様に HTTP プロトコル方式を採用しているが、成功率が

低い。これは前述と若干システム構成が異なり、センサと GCON の間にデータロガーで

ある STiNC が混在していること、原因は不明だが 3G 通信の不安定さが原因と考えられ

る。 

 

表②-(7)-5-3-1.1 スマートファクトリ実証結果 

集計月 送信成功率 

 

タイムア

ウト 

発生件数 

再送 

成功件数 

データ 

欠損件数 

再送込送信成功

率 

1-2 月 59.72% 3652  1795  1857  79.52% 

※60 分以上の未受信間隔が 26 回発生しているがそれもデータ欠損に含む。 

 

②-(7)-5-4 スマートオフィス実証 

実証企業：ダイキン工業  

GCON 台数：最大 3 台  

【本分析における留意事項】 

① 8 月～11 月の中旬まで：30 秒に 1 回送信 

② 11 月の中旬～1 月まで：1 分に 1 回送信に切り替え 

① の期間について、センサの周期が 1 分であることから、純粋に前半 30 秒と後

半 30 秒の何れかにクラウドに送信されるが、前半または後半に全センサが偏
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るケースも想定される。今回はこのケースはおきない前提で分析を行う。 

 

②-(7)-5-4-1 分析結果 

こちらもスマート商業施設、ファクトリと同様に HTTP 方式を採用。しかし、センサ端

末のデータ送信仕様及び、稼働時間に差異があるため 1 日の総着信予定数に対して稼働時

間における送信予定数で分析を実施。 

 

表②-(7)-5-4-1.1 スマートオフィス実証結果 

集計月 

（月平均） 

稼働時間 

（分） 

着信数 

（月合計） 

受信成功率 

8 月 4901  7303  74.5052% 

9 月 14677  22671  77.2331% 

10 月 16740  24772  73.9904% 

11 月 11357  14638  81.7408% 

12 月 14348  12887  89.8174% 

1 月 14513  13177  90.7945% 

期間平均 12756  15908  81.3469% 

②-(7)-5-5 まとめ、今後の課題 

本プロジェクトでは様々なケースの実証実験を行うことができ、GCON の運用性及び

アプリケーションの評価・改善を行うことが出来た。また、全実証企業において省エネ目

標を達成することができたため、GSN システムにおける GCON の有効性、クラウドシス

テムの実用性を示すことが出来たと考える。 

実証を通じて、わずかな環境差異や 3G 通信の状態によって予期せぬ問題が発生するこ

とも確認できた。これは今後のビジネス展開に向けた課題として対応方針・対策を整理し

ておきたい。 

 

②-(7)-6 まとめ 

コンセントレータを用いたスマートコンビニ、オフィス、商業施設、ファクトリの各

実証実験において省エネ目標の達成に貢献すると共に、GSN システムにおけるコンセン

トレータの有用性を示すことが出来た。また、WiFi メッシュネットワーク・マルチホッ

プ通信技術を開発し性能目標を超える数値（4 ホップ通信環境において、通信速度

5Mbps、PAN 通信遅延 10ms 以下、パケットロス率 10%）を計測できたこと、3G/LTE 経
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由でのアクチュエータの自動制御技術を開発し実証環境における実用性の評価も行えた。 

また、これら開発と実証を通じて幾つか課題も見えた。 

ü 微妙な環境差異による予期せぬ問題・不具合の発生 

ü 3G/LTE 通信の品質を考慮したシステム設計 

ü メッシュネットワーク分断時における外部からの管理方法 

これら課題については今後のビジネス化に向けて検討し対応する予定である。 

 

②-(7)-7 参考文献 
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③ グリーンセンサネットワークシステムの構築と実証実験 

③-(1) スマートコンビニのためのグリーンセンサネットワークシステムの開発【(株)セ

ブン-イレブン・ジャパン、産業技術総合研究所】 

③-(1)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

アンガス・マディソンが行った紀元 1 年から現在までの GDP および人口推計によれば、

紀元 1 世紀から 1800 年までかけて、GDP および人口は約 6 倍の増加にとどまっているの

に対して、直近の 200 年では人口（約 6 倍）、GDP（50 倍）ともに急増している。これら

の急増は化石エネルギー燃料の活用によりもたらされた。耕作の機械化や化学肥料は土地

の生産性の飛躍的な向上に貢献し、輸送機関の進歩は大量の食物を需用者に届けることを

可能とした。「食料や生活に必要なモノを簡単に入手できる」、「快適な環境で一年中過ご

せる」、さらに「楽に遠距離を移動できる」といった、現在われわれが享受している豊か

で、快適で便利な生活は、すべてエネルギーに支えられている。これまで豊かな生活を享

受できていたのは世界人口約 72 億人の約 18%をしめる一部先進国に限られていたが、近

年、豊かな生活の追求は新興国へ急速に広がりつつある。また、世界人口は今後も増加を

続け、2040-2050 年頃には 90 億人を突破すると予想されている。エネルギー消費は毎年

増加しており、今後もその傾向は変わらない。現在人類が直面している最も深刻な問題の

一つが「エネルギー問題」である。これは、増え続けるエネルギー需要を枯渇性やコスト

等を考慮して「どのように賄うのか」、またエネルギー消費に伴い排出されるゴミ（温室

効果ガス、大気汚染物質、核廃棄物）を環境への負荷を抑えて「どのように処理していく

のか」、という 2 つの課題に集約できる。これらの課題間には、たとえば石炭火力など安

価なエネルギー使用は産業競争力を高めるが、環境負荷は増大するという「経済と環境の

カップリング」も存在する。新エネルギーに関連した技術開発は活発に行われているが、

幾何級数的に増加する人口や経済成長の圧力に抗するまでには至っていない。化石燃料

（石炭、石油、ガス）、原子力、および自然エネルギー（風力、太陽光）を適切に使い続

けることに今後 100 年間は変わらない。技術の中で地味ではあるが、最も効果が期待され

るのが「省エネ」である。年 2％ずつエネルギーの効率化ができれば、今世紀半ばに世界

人口が 90 億人を突破しても、現在われわれが消費しているエネルギー量で、すべての

人々が豊かな生活享受できるという（ローゼンフェルトの法則）。 

 わが国では、省エネに関連した様々な取組みが、産官学で実施されてきた。それらは、

機器の効率を高める技術やエネルギー使用量を把握する技術や、特定の場所の省エネを実

現するための専門的な分析や対策である。しかしこれら取組により、「省エネ」に潜む複

雑性や困難性を明確にできたとは言えない。「省エネ」を社会に定着させるためには、複
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雑性や困難性を明らかにできる従来とは異なった視点からの研究開発が必要であると考え

た。それが「比較可能性」である。たとえば、家庭の電力消費に係る要因は多様である

（図③-(1)-1.1）。このため、単純に家庭間の消費電力量を比較しても省エネに直接結びつ

かない。条件が違い過ぎるためである。条件が比較的整った（比較可能）多数の実験場所

で、省エネ対策を実施すれば、省エネは一挙に進む可能性がある。 

 

図③-(1)-1.1 電力の比較可能性 

 

 図③-(1)-1.2 は、2013 年 8 月の一日あたりの平均消費電力量と床面積の関係を示した図

である。家庭のデータは、東京電力内の約 1,200 世帯へのアンケートより求めた。コンビ

ニエンスストア（CVS）の値は、京都 48 店舗のモニタリングデータである。家庭の消費

電力量は、平均非木造建築で約 11kWh/日、木造建築で約 13kWh であったが、消費電力量

の分散は大きい。一方、CVS の床面積は家庭と大きく異ならないが、消費電力量は

400kWh/日以上と、家庭より約 40 倍大きい。分散も家庭に比較すると小さい。家庭に比

べ、「比較可能」であることがわかる。 

図③-(1)-1.2 消費電力量と床面積との関係（家庭と CVS） 
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＜研究開発の目標＞ 

 図③-(1)-1.3 に、本研究の内容を示す。基本的には、無線センサを活用した電流等の見

える化を実現し、そのデータ分析と現場視察を繰返し行うことで、省エネを実現すること

を目指す。この手法は従来実施されてきた省エネ対策に他ならない。しかしこのプロセス

を、比較可能なセブン-イレブン（SEJ）の約 2,000 店舗で、無線端末約 16,000 台を使って

実施すると、新たな課題が浮上する。 

 

図③-(1)-1.3 本研究の実施方法と目標 

 

 第一に、地域内や地域間での店舗比較など、多様な店舗比較が可能となる。さらに

CVS は画一的な設備で同一のオペレーションを行っているので、“機能”当たりの電力消

費量に関して多数の店舗比較が可能となる。これらを実施するためには、大量のデータ

（Big Data）を保存・処理するシステムが必要となる。 

 第二に、2,000 店舗で省エネ 10%を達成しなければならない。すべての店舗への現状視

察は事実上不可能となり、限定された店舗での観察結果とデータより対策を立案し、すべ

ての店舗へ展開し、この目標を達成する必要がある。 

 第三は、16,000 というビジネススケール下での無線センサの試作、検査、実装、メン

テナンスを実施することで、実用化の視点からグリーンセンサネットワーク（GSN）の仕

様を抽出できる。 

 本研究開発は、SEJ の 1,000 以上の店舗に無線センサを活用した“見える化”システム

を実装し、省エネ 10%以上を実現すること、またこの大規模な実証実験を介して GSN の

仕様を抽出することをそれぞれ目標とした。 
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③-(1)-2 実証実験 

 研究開発期間中、多くのセンサ端末を試作したが、その内、データ取得の主体となった

無線センサシステムと、その実装方法について述べる。 

 

③-(1)-2-1 無線センサ（クランプ、環境）と受信機 

無線クランプセンサを SEJ 店舗の分電盤の中のブレーカに実装した。無線センサのプ

ロトタイプを図③-(1)-2-1.1 に示す。無線クランプメータには、2.4GHz の無線を使った。

クランプにより電流値を一秒毎に計測し、その平均値を 10 秒間に 1 回、送信する。無線

モジュールは、1.5V のボタン電池（SR-44）で、約 2 年程度動作する仕様である。測定す

る電流値に合わせて、2 種類のクランプを用意した。S タイプは 10mm 径、L タイプは

16mm 径までの電線をクランプでき、それぞれ 80A および 130A までの電流を計測できる。

測定精度は、50 および 60Hz の正弦波電流で±2.5%以内である。各センサはユニークな

ID を有する。受信データは、店舗内に設置されたストアコンピュータ（SC）の LAN 経

由で取得する。図は、2.4GHz と 950MHz の 2 つの無線信号をマルチ受信できるコンパク

ト受信機である。約 200 のセンサ端末（2.4GHz）を一つの受信機で同時に受信可能で

あった。CVS の省エネ対策を考慮する際必要となる、店内温湿度、エアコン・冷凍機器

室外機周辺の雰囲気温度、冷凍ショーケースのドアの開閉をモニタリングするための環境

センサには、長距離通信が可能な 950MHz の無線帯を用いた。このセンサは、取得した

信号を 30 秒間に 1 回送信する。3V の CR2450 バッテリーで動作し、約半年間使用できる。 

図③-(1)-2-1.1 無線センサのプロトタイプ 

 

950MHz band chip antenna

Multi-frequency receiver

2.4GHz band antenna terminal

S type: 
45 X 22 X 25 mm

L type:
48 X 30 X 30 mm

Wireless module : 22 X 16 X 18 mm

51mm

35mm

90 X 50 X 25 mm

Clamp meter (2.4GHz band)

Shop environment monitoring
sensor(950MHz band)
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③-(1)-2-2 コンビニエンス・ストアへのセンサ実装 

実験対象とした CVS は、セブン-イレブン・ジャパンの店舗である。SEJ は、国内で

17,277 店舗（2015 年 1 月）を、海外で 54,996 店舗（2014 年 12 月）の事業を展開してい

る。2010 年 5 月に 2 店舗でテストを実施した後、同 7 月から立川地区 11 店舗に、110 個

のクランプセンサを実装した。受信データは受信機より USB 経由でパーソナルコン

ピュータ（PC）に転送した。店舗経営を指導する SEJ の OFC（オペレーション・フィー

ルド・カウンセラー）が、各店舗で定期的に PC よりデータを抽出し、ネット上に設けら

れた分析システムにアップロードした。震災を経た 2011 年 7 月には、京都市の 50 店舗に

500 個のセンサを実装した。受信機には、LAN 接続タイプを用い、各店舗に設置された

ストアコンピュータ（SC）を利用してデータ収集するシステムを構築した。各店舗の消

費電力のデータは、自店舗のストアコンピュータで閲覧でき、店舗での省エネ活動へ迅速

に対応できるようにした。そして同年度 3 月より、東北・東海地方の約 2000 店舗に

16,000 個のセンサ実装を開始した。受信システムは前述の京都店と同じであるが、受信

機には図③-(1)-2-1.1 に示したマルチ受信タイプを適用した。またこれに合わせて、環境

センサを実験的に導入した。 

図③-(1)-2-2.1 に店舗へのセンサシステム実装の手順を示す。 

 図③-(1)-2-2.1 コンビニエンス・ストアへのセンサシステムの実装 

バックルームにある金属扉で覆われた分電盤を開けると、電灯 200V（単相）と動力

200V（三相 3 線）の 2 種類の金属扉が見える。この扉には、各ブレーカと什器との関連

が表示してある。この扉を開けると、各ブレーカとその配線が表れる。主幹および消費電

力の大きな冷凍・冷蔵ショーケース、空調等の配線に図③-(1)-2-1.1 に示した無線クラン

プを装着する。動力では、三相（R/S/T）のうち一つの配線（R 相）に装着した。取り付
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けけ終了後、分電盤の扉を閉じる。受信機は、同じくバックルームに設置されている SC

の裏側に取り付けけ、SC と LAN ケーブルで接続した。接続後、SC の設定画面より、受

信できている個々のクランプセンサ ID を確認し、什器との関連を設定した。これらの実

装作業は、15 分程度で完了できる。従来の有線式クランプセンサの場合、配線の処理に

時間がかかるため、同様な作業に 1 時間以上かかった。実装の容易性は、無線センサの大

きな特長である。センサの実装は、L タイプ（16φ）を単相 3 線 200V（電灯）の主幹ブ

レーカに 2 つ、三相 3 線 200V（動力）の主幹ブレーカの R 相に一つの計 3 個、S タイプ

（10φ）を、冷凍・冷蔵機に一つ、2 つの空調ブレーカに各一つ、2 つのフライヤーのブ

レーカに各一つの計 5 個、それぞれ実装するのを基本形とした。 

分電盤および SC の距離は、店舗ごとで多様であり、近いもので数メートル、遠い店舗で

は 10 m 以上あった。 

 

③-(1)-3 無線センサを利用した電流の可視化と省エネ 

実装したクランプセンサにより所得したデータの分析結果、および CVS で実施した省

エネ活動とその効果を紹介する。 

 

③-(1)-3-1 コンビニエンス・ストア電力消費の実態 

 京都の実装店舗のうち、大きな改修がなかった 40 店舗（400 センサ）の 2012 年 7 月ま

での約 300 日間の取得データより、CVS 消費電力量（1 日あたり）と気温（1 日の平均気

温）の関係を求めた（図③-(1)-3-1.1 の左図参照）。 

図③-(1)-3-1.1 コンビニエンス・ストアの電力消費モデル 
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図において縦軸は、クランプセンサで得られた電流値から見積もった 1 日の消費電力

量である。横軸は気象庁で発表されている京都市の 1 日の平均気温である。平均気温

30℃前後の京都の夏季は、一年中最も消費電力量が大きい。これは、空調と冷凍・冷蔵

ショーケースの消費電力が、気温とともに増加するからである。夏季消費電力量のほぼ半

分がこれらの機器によって占められる。これら機器の電力消費は、気温の低下とともに減

少する。しかし、冬季になると、暖房用途で空調を使用するため、空調の消費電力は再び

増加する。照明、ATM、コピー、おでん等の什器を駆動する単相 200V の電力量は、この

期間ほとんど変動しない。また、動力（三相三線）でも、室外機を必要としない冷凍機器

（アイスクリーム）やフライヤーの電力量の温度による変化も小さい。これらの値は、40

店舗での測定値を平均して求めたものであるが、各店舗で見れば、消費電力量は大きく分

散する（図③-(1)-1.2）。図③-(1)-3-1.1 の右側には、空調と冷凍・冷蔵機の温度と消費電力

量の関係を示す。2014 年の全国店舗（1,860 店舗）のデータを用いて作成した。空調の消

費電力は、平均温度に対して“U”の変化を示し、冷凍・冷蔵機は温度に対して単調に増

加する。冬季、一日の平均気温が氷点下になる地域では、冬季の空調電力消費が夏季に比

較して大きく、店舗全体の消費電力量も夏季よりも大きくなる場合がある。 

 

③-(1)-3-2 コンビニエンス・ストア電力消費の地域間での比較 

本研究開発では、岩手県，宮城県，福島県，新潟県，岐阜県，愛知県，三重県，東京都，

および京都府の店舗で、実証実験を行った。これら地域間では、気候、地勢、店舗オペ

レーションの質、および出店年数が異なる（出店が新しい地域では新しい設備の機器が多

い）。図③-(1)-3-2.1 は、日照時間と空調の消費電力量の地域比較である。
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図③-(1)-3-2.1 日照の影響プロファイリング例（空調機） 

 

上図は、全日晴天と午後数時間晴れた日の店内温度の変化を示す。店内温度は、カウ

ンター、売場中央、および売場奥の 3 点を環境センサで計測した。全日晴天では、午後 3

時ごろまで店内温度は徐々に上昇している。一方、大雨後の曇り空で、13 時頃日照が

あった日では（上図右）、日照があった時間帯だけ、温度の上昇が観察された。これらの

結果は、日照の有無が店内温度に影響し、空調消費電力量の多寡に関係していることを示

唆している。 

図③-(1)-3-2.2 気温と消費電力との関係：（冷凍・冷凍機） 
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 図③-(1)-3-2.1 の下図は、日照一時間当たりの空調の消費電力量の増加量を「日照係数

（kWh/h）」として算出したものである。各地域での値を箱ひげ図として表した。図より、

夏季は、日照とともに、空調の消費電力量は増加の傾向（日照一時間当り 1～2kWh）、冬

季は逆に減少の傾向を示している。夏季、名古屋地域の増加が少ないのは、市中心部の店

舗が多く、他の建物により日照が遮られるため、省エネ対策のための遮光カーテンの利用

が守られている等の理由が考えられる。名古屋では、このため冬季の係数は負の値になら

ない。逆に上越や会津若松は、日照の影響を大きく受けている。地勢による影響により南

向きの店舗が多いと推測される。 

 

 図③-(1)-3-2.2 に、気温と冷凍・冷蔵庫の消費電力量の関係を比較した。着目したのは、

夏季の消費電力量である。冷凍・冷蔵庫の消費電力量と気温との関係を求めた結果、大き

く 3 つに分類できることが明らかとなった。夏季に大きく急増する機器、25℃以上でそれ

ほど増えずに飽和したような状態を示す機器、およびその中間（平均的）である。平均気

温 1℃の上昇で 8kWh 以上増える店舗を「急増」、2kWh 以下の増加を示すものを「一定」

として、各地域での店舗数を求めた結果を、図③-(1)-3-2.2 の下表に示した。「急増」は名

古屋と岐阜が多く、「一定」は、いわきと仙台が多い。急増の理由は、劣悪な室外機の環

境、商用運転の設定の有無、機器の劣化等が考えられる。一定になるのは、機器の馬力不

足がその主要因であろう。 

 地域間の比較により、ビルイン店舗の割合、室外機環境（室外機設置スペースを十分と

れているか否か）、南向きの店舗の割合、日光の遮蔽物の存在、店舗設備の新しさ、およ

び店舗オペレーション等による消費電力への影響を巨視的に顕在化できる。 

 

③-(1)-3-3 機能と消費電力量 

CVS の電力は、照明、ATM およびサインポールなどを除く大半は、飲料や食品を冷や

す、食品の鮮度を保つ、および店内温度を快適な領域に維持する等、“適切な温度制御”

に消費されている。このため、環境センサで温度を計測し、その機器の電流を“見える

化”して、比較すれば、“機能”当りの消費電力量を明らかにすることが可能となり、消

費電力量の“ムダ”を顕在化できる。機能と消費電力量との関係から、消費電力量の“ム

ダ”を 3 つのタイプに分類した（図③-(1)-3-3.1）。図では、“理想的”な機能・電力の関係

を図の斜線領域で表した。第一は、「低機能」である。電力の消費量は他と変わらないが、

機能が足りない（目標の温度管理ができていない）場合がこれに相当する。機能を満たさ

ない電力消費は、まったく“ムダ”である。第二は、目的の温度管理はできているが、通

常より電力消費量が大きな場合である。「低効率」と定義した。第三は「過稼働」であり、
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冷やし過ぎ、暖め過ぎで多くの電力を消費している場合である。第二・第三の改善は省エ

ネに直結し、第一の改善は、直接、食品安全性や快適性の確保に関連する。 

 

 
図③-(1)-3-3.1 機能と消費電力 

 

図③-(1)-3-3.2 は、「低機能」の改善例である。チルドケース、アイランドケース内の温

度を環境センサで計測したところ、目標とする 5℃を大きく超えていた（図右）。そこで、

アイランドケースの入替、機器の馬力増加等の対策を実施した。その際の消費電力量を図

の左側に示す。入替による消費電力変化は、周辺気温が変化しているため、平均気温と一

日の消費電力量との関係で見ることができる。対策前（外気温が 30℃前後）とすべての

対策後（15℃前後）の消費電力は一つの 2 次曲線上にあり、入替により消費電力量は、顕

著な増加や低減は無いと判断した。しかし、この入替により、チルドケース、アイランド

ケース内の温度は、目標の 5℃を維持できるようになった。 

 

図③-(1)-3-3.2 低機能の例（食品の温度管理） 
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図③-(1)-3-3.3 は、「低効率」の例である。冷凍・冷蔵庫の消費電力量が、夜遅く最大に

なる店舗があった。環境センサで、室外機吸込み口の温度をモニタリングしたところ、午

後と明け方で、気温との乖離があった（上図）。現場を調査したところ、隣の居酒屋の室

外機の排熱が、冷凍冷蔵庫の室外機の吸込み口に向かって流れ込んでいることが明らかと

なった。気温と吸い込み口温度が乖離する時間帯は、隣の居酒屋の営業時間と一致してい

た。これにより、夏季 30kWh/日程度のエネルギー増加が生じていることが明らかとなっ

た。省エネ対策として、隣の居酒屋の室外機との間に遮蔽する壁を設けた（下図）。 

 

図③-(1)-3-3.3 “低効率”：冷蔵・冷凍機の室外機環境 

 

「過稼働」として、空調とフライヤーの例を示す（図③-(1)-3-3.4）。上図は、夏季空調の

冷房の例で、長時間「冷房」だけで運転する場合と、ドライモードを組入れた場合とでは、

店舗内の快適性に差異はなく、16％の省エネが可能であったことを示している。下図は、

フライヤーの例で、常時加熱（左図）ではなく、調理しない時にパワーセーブ・モードを

組入れることで、約 7.6%の省エネが可能であった。これは、油の短時間での酸化を防止

し、廃油量を削減する効果をもたらした。 
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図③-(1)-3-3.4 過稼働の例（空調とフライヤー） 

 

③-(1)-3-4 省エネ・ピラミッド 

 CVS の消費電力量の“見える化”を開始した当初は、消費電力量の推移を明らかにす

るだけで、省エネが可能であった。それは、空調、フライヤー、バックルーム空調、およ

びサインポールなどの“不要な時間”の機器稼働を容易に抽出できたからである。さらな

る省エネを実現するために、店舗や地域での比較を行った。これにより、他と消費電力の

挙動が著しく異なる店舗の抽出が可能となり、その原因を探索することで、省エネ対策を

実施することができた。次のステップでは、環境センサを活用し、機能と消費電力量との

関係を明らかにし、電力の“ムダ”を判断する基準とした。また、店内機器の配置（特に

店内で熱を排出するアイスケースやフライヤーなど）のレイアウトまで考察した（相互作

用）。省エネ対策は、段階を追って難しくなる。それを、最終段階が、省エネ店舗設計と

なる、省エネ・ピラミッドとして表現した（図③-(1)-3-4.1）。大きな省エネ効果を得よう

とすると、上位の対策が必要となり、対策立案に要する時間、専門性および対策コストも

増加する。 

 CVS の消費電力量は気温により大きく変動する。また「比較可能」であるが、同じ馬

力・容量の空調や冷凍・冷蔵機が設置されていても、店舗により消費電力は異なるという

“個別性”を合わせ持つことを考えると、省エネ対策は“容易ではない”ことが明らかと

なった。それは、努力して実施した“対策の効果”が定量的に“把握し難い”ことに起因

する。さらに、無理に効果を算出しようとして、昨年度の比較や、他店舗との比較など

“安易”な評価を行うと迷路に迷い込む可能性がある。さらに日々サービスの向上を目指

す CVS では、新規サービスの実現と共に、エネルギー消費機会は増加する。日々向上す
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るサービス、気温の変動（まったく同じ気温変動はない）、および予想のつかない人の行

動など、消費電力量に関係する要因が複雑に変化する中で、省エネ対策を立案し、その効

果を把握しなければならない。それには、高度な分析が必要となる。この分析を“電力プ

ロファイリング”と定義したが、この電力プロファイリング技術を確立することが、CVS

の省エネを実現する上で、最も重要である。「比較可能」な CVS でも、これだけの障壁が

存在することを考慮すると、比較可能性が著しく低い、家庭部門や業務部門の省エネ対策

は、さらに難しいと予想される。 

 

 

 
図③-(1)-3-4.1 省エネ対策の階層 

 

③-(1)-3-5 省エネ効果 

 本研究開発期間中の省エネ行為の促進対策、導入機器を図③-(1)-3-5.1 にまとめた。

サービス向上のための、チルドケース増設、アイランド型チルドケース導入、コーヒーマ

シンの導入が期間中に実施された。これはすべて増エネ要因である。逆に、省エネにつな

がる照明の LED 化、太陽光発電の導入、チルドケース等の老朽化機器の入替もすべての

店舗ではないが、行われた。これまで述べてきた、電力使用量や店舗環境モニタリングに

よる省エネ対策も実施された。このようにダイナミックに店舗状況が変化する中での、省

エネ効果を図③-(1)-3-5.2 にまとめた。この図は、無線センサによる計測を最後まで実施

した全国 1,860 店舗（閉店した店舗、大幅に回収した店舗を除く）の 4 月～10 月の一店

舗・一日当たりの平均消費電力値を 2012 年―2014 年にわたって比較したものである。前
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述のサービスの向上や、年による気温の差異は考慮していない。それでも、2014 年には、

2012 年に比較して 10%消費電力量が削減できていることが明らかとなった。この削減量

は、一般の 8,000 世帯の電力消費量に相当する（一般世帯の 40 倍の電力を CVS は消費す

ると仮定し試算）。 

 

図③-(1)-3-5.1 本研究期間中の導入機器、省エネ対策 

図③-(1)-3-5.2 本研究開発の成果：省エネ効果 

 

③-(1)-4 無線センサネットワークの構築とグリーンセンサネットワークの仕様抽出 

 本研究期間中に、試作し実装した無線センサを図③-(1)-4.1 にまとめた。図中括弧内の

数値は、実装した店舗数を示す。電流センサには、当初 2.4GHz の無線クランプセンサを

用いた。これは、小電力で稼働できるためバッテリー交換周期を長くできる等の理由によ
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る。このセンサを用いた実証実験を、最初の 10 店舗から初めて、50 店舗、2,000 店舗へ

と拡大した。2,000 店舗への実装時には、受信機には、2.4GHz と 950MHz の無線が受信可

能な「マルチ受信機」を用いた。950MHz は、2.4GHz に比較して長距離通信が可能であ

るため、店内環境のモニタリングに適していたからである。ほぼ同時に 950MHz の環境

センサをトータルで約 100 店舗に実装した。2013 年には、2,000 店舗に実装した 2.4GHz

無線クランプのバッテリー切れが予想されたため、全数（約 16,000 端末）バッテリー交

換を実施した。 

国内の電波法が改正され、950MHz から 920MHz に開発環境が移行したことを受けて、

920MHz の環境センサの試作を行った。また、1 クランプ当りのセンサコストを削減する

ため、920MHz のプラットフォーム上で、マルチクランプ（2 チャンネル）を試作しテス

トを実施した。マルチクランプでも 2.4GHz シングルクランプと同じように電流計測が可

能であることを確認した後、920MHz でバッテリー交換が不要な「借電型」2 チェンネル

クランプを試作し、2.4GHz クランプが実装されていた 1,860 店に実装した（端末の総入

替）。 

この期間試作したプロトタイプセンサは、約 30,000 端末であった。国内 CVS の店舗数は、

51,934 店舗（2015 年 1 月）であるので、すべての店舗に無線センサを 10～16 端末実装す

ると仮定すると約 800,000 端末となる。この数の 3～4%の端末を研究期間中試作したこと

になる。 

図③-(1)-4.1 試作したプロトタイプセンサ 

 

③-(1)-4-1 プロトタイプセンサの製造 

2.4GHz の無線クランプセンサと 920MHz 借電型 2 チェンネルクランプを、10,000 端末

以上製造した。製造には、国内 EMS（electronics manufacturing service）を利用した。工程

では、待機電流値（10μA 以下）と無線出力（2.4GHz では 1mW 以上、920MHz では
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10mW 以上）を全数検査した。また交流発生器を検査工程に持込み、10A の交流電流を発

生させ、センサから出力される数値（AD 値）の分散をしらべた。最終出荷の前に、製造

した受信機とセンサ端末 100 台を 50m 程度離して設置し、1:100 の通信が現実に可能であ

ることを確認した。 

 

③-(1)-4-2 電力プロファイリングシステム（データ収集・分析システム） 

 受信データは、2 つのルートでサーバーにアップロードされる。一つは、店舗に設置さ

れたストアコンピュータ（SC）の LAN を経由して SEJ のデータセンターのサーバーへ、

他は 3G 回線を経由して産業技術総合研究所のサーバーへ、それぞれアップロードされる。

前者のルートでアップロードされるのは、初期の 2.4GHz および 950MHz 環境センサと、

最後に試作した 920MHz 借電型 2 チェンネルクランプのデータである。後者は、920MHz

の環境センサのデータアップロードに活用した。図③-(1)-4-2.1 にその概要を示す。 

図③-(1)-4-2.1 データ収集・閲覧システムの概要 

 

SC を活用したデータアップロード方法では、分析加工したデータに、各店舗、SEJ 本

部、および外部関係者の 3 者がアクセスできる。それぞれで閲覧できるデータの範囲、閲

覧可能までの時間、および分析内容が異なる。各店舗では、自店舗でのデータしか閲覧で

きない。取得データは 15 分後から閲覧可能となり、一日の電気代等、フライヤーの電流

波形などにアクセスできる。SEJ 本部では、閲覧までの時間および内容は各店舗のものと

同様であるが、全店舗のデータを閲覧できる。SEJ 本部のデータセンターに蓄積された

データは、一日に一回の割合で、外部データセンターに移行され、そこで様々なデータ分

析が行われる（見える化 WEB）。外部関係者（SEJ 本部も含む）は、この見える化 WEB

にアクセスして、前日までの分析データを取得する。図③-(1)-4-2.2 に、分析画面の例を
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示す。見える化 WEB では、運用しながら必要となる機能を追加していったため、多様な

分析が可能である。例えば、指定地域内で、一日の消費電力量がある数値の範囲にある

（例えば 500kWh 以上）店舗リストの表示、冷凍機やフライヤーの機器の異常検知（電流

波形から推測）、環境センサで取得した店内温度などが閲覧できる。 

 

図③-(1)-4-2.2 電力プロファイリングシステム：分析画面の例 

 

 一方、3G 回線（モバイルルータを使用）を活用したデータアップロードでは、ほぼリ

アルタイム（1 分後）に取得データを閲覧できる。また、閲覧できるデータも、SC 経由

の場合とは異なり、タイムスタンプ（送信回数）、受信電波強度（RSSI：Received Signal 

Strength Indicator）、電池の電圧など多様である（図③-(1)-4-2.3）。 

図③-(1)-4-2.3 3G 回線を用いたデータ収集・閲覧システム 
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3G 回線を利用するメリットは、電源が存在する場所ならどこでも受信システム構築で

きる、データをほぼリアルタイムに取得できるため、SC を使ったシステム構築時のセン

サ動作や設置ポイントの妥当性検証に活用できる、さらに SC 利用と異なりデータ通信量

の制約がないため多数（数十個）の無線センサを一店舗に設置できる点にある。必要最低

限のセンサデータを定常的に取得するのが SC を活用したシステムで（定常型）、消費電

力や店内・機器温度に異常が観察された店舗の詳細なデータを取得するのが（多数のセン

サを実装し短期間データを取得）、3G 回線を利用したシステムである（随意型）。定常型

と随意型の両システムは、CVS の省エネには欠かすことができない。 

 

③-(1)-4-3 無線データ受信率 

 無線センサによるデータ取得で課題となるのが、データの欠損である。これをデータ受

信率（実際に取得したデータの数/理論的に送信されたデータ数）で定義した。たとえば、

2.4GHz の無線クランプセンサの場合、毎秒計測されるデータを平均して 10 秒間に一回送

信する設定であった。1 分間で 6 回データを理論上受信することになるが、実際に 4 回

データしか受信できなかった場合、受信率は 4/6（66％）となる。 

 2.4GHz の無線クランプセンサを 2,000 店舗への実装直後は、70% を許容閾値とすると， 

約 16,000 個のセンサの 98% が許容範囲内に収まっていた（2012 年 8 月）。この許容閾

値は、電流波形の観察や電力量算出に大きな支障が出ない数値として定めたものである。

一方、920MHz 借電型 2 チェンネルクランプでは、実装直後の 2015 年 1 月現在で、99.5%

のセンサが受信率 90％以上であった（図③-(1)-4-3.1） 

 無線システムの場合、「100%」の受信率ではなく、ある程度のデータ欠損を考慮するこ

とが実用的である。 

 

920MHz借電クランプ2.4GHzクランプ

 

図③-(1)-4-3.1 データ受信率 
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③-(1)-4-4 無線センサ 15,000 端末のバッテリー交換 

 2.4GHz の無線クランプセンサでは、約 15,000 端末のセンサのバッテリー交換を行った。 

図③-(1)-4-4.1 は、その要因となった受信率の時間推移である。実装当初 90%以上の受信

率を示していたセンサ数（13,000 端末以上）が、2012 年 12 月より急激に減少し、翌年 3

月には約 9,000 端末になった。この受信率の低下は、バッテリー電圧の低下により生じた

ものだと考えた。そこで、2013 年 1 月末に全端末のバッテリー交換を決断し、交換バッ

テリーの調達、取替え工事作業のプランニング等を実施した。しかし、交換作業開始直前

には、受信率は実装直後の状態まで回復した。受信率が回復した理由は未だ不明である。 

 

図③-(1)-4-4.1 データ受信率の時間推移 

 

 バッテリー交換後、閉店や改装による実装店舗の減少はあるが、一年以上経った 2014

年 11 月時点でも、12,000 端末で受信率 90%を維持できている。また製造時（2012 年 3

月）に、評価用として残したセンサは、約 3 年経った現在（2015 年 3 月）まで動作して

いる。これらのことから、2.4GHz の無線クランプセンサのバッテリー寿命は、2～3 年で

あったと考えている。 

図③-(1)-4-4.2 SR-44 の調達（パレット） 
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 営業店舗、約 2,000 店舗でのバッテリー交換で明らかとなった課題を以下にまとめる。 

1．バッテリーの入手期間 

 2.4GHz の無線クランプセンサでは、汎用品の SR-44 バッテリーを使用したが、約

15,000 個規模のバッテリーを短期間に調達することは困難であった。国内メーカへ依頼

すると、品質は確保されるが、受注生産で約半年の期間を要する。このため、米国のメー

カより調達した。 

2．バッテリーの梱包 

 バッテリーはパレット（100 個単位）に梱包され送られてきた(図③-(1)-4-4.2）。各店舗

では 8 個のバッテリー交換が必要となる。8 個単位に分けて運搬する際、ショートによる

爆発や電圧低下が生じた。このようなフィールドの交換用途には、個別包装されたバッテ

リーが好ましいが、数が揃わない。 

3．回収バッテリーの管理 

 同様な理由で、回収したバッテリーの運搬管理が必要であった。 

4．センサの破損 

 バッテリー交換の際、クランプを外し、センサのバッテリー収納ケースを開けて実装さ

れたバッテリーを取外す必要がある。この一連の作業の中で、クランプの破損や無線アン

テナの切断が起こる場合があった。また、再実装時に間違え、センサ ID と機器との紐づ

けが失われる場合があった。 

5．全交換の判断 

 全国に展開する店舗では、バッテリー電圧の低下が明らかであるセンサだけ「個別に

バッテリー交換」という手法は煩雑となり採択できない。一つセンサのバッテリーが切れ

ると、全体の 15,000 個も近いうちに切れるという判断をする。15,000 個のバッテリー交

換のためには、作業手順書を作成し見積りをとる、バッテリーを調達するという一連の作

業が必要となる。この作業には数か月の時間を要する。このため「一つあるいは複数個の

バッテリー切れ」がバッテリー交換作業開始のトリガーとなる。作業が開始されれば、そ

れを中断することは難しい。 

 バッテリー交換を実践した結果、フィールドでの大量のバッテリー交換は、現実的では

ないことが明らかとなった。バッテリー交換が不要な無線センサを実現しなければ、

10,000～100,000 端末での活用は難しい。 
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図③-(1)-4-5.1 920MHz 借電型 2 チェンネルクランプ 

 

③-(1)-4-5 借電（メンテナンスフリー）クランプセンサの試作 

 図③-(1)-4-5.1 は、920MHz 借電型 2 チェンネルクランプの動作原理を示している。リチ

ウムイオン充電池を内蔵している。省電力なスイッチで充電側と計測側に切り替える。一

秒計測で 60 サンプルの平均値を一分間に一回送信する。計測時間の間の 500msec が充電

期間に割り与えられる。充電期間には常時充電するのではなく、モニタリングしている

バッテリー電圧により、充電するか否かを判断する。図には例として、約 30A が常時流

れる電流ラインに装着した場合の充放電特性を示す。充電池の電圧が 3.8V まで低下する

と、充電を開始し、電圧が 4.1V に到達すると、充電をストップする。充電開始から 4.1V

までの時間は、電流ラインに流れる電流値に依存する（図では数時間で充電完了）。2 つ

のクランプを合わせて 1A 以上の電流で充電できる。この例では、フル充電から 3.8V ま

で低下するのに約 15 日に経っている。よって月に 2 回、年 24 回充電することになる。寿

命は、充電回数 500 回とバッテリーの仕様書には記載されていた。この数値からクランプ

の寿命を計算すると約 20 年間となる。実際には充電池内の材料の経年劣化により、これ

より早まると予想するが、少なくとも 5 年以上は稼働可能であろう。2014 年 12 月末まで

に 1,860 店舗に実装した 920MHz 借電型 2 チェンネルクランプセンサには、図で例示した

センサより大容量のバッテリーを搭載している。現状のデータでは、電圧 4.1V から 3.8V

まで 3 か月以上要することが明らかとなっている。 
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③-(1)-4-6 スマートコンビニ GSN の仕様 

 本研究開発の結果より、スマートコンビニ GSN の仕様を考察する（表③-(1)-4-6.1）。前

に述べたように国内 CVS の店舗数は 51,934 店舗（2015 年 1 月）であるので、これら店舗

にすべて省エネに資する無線センサネットワークを実装すると想定する。まず、センサ

ネットワークとして 2 つのタイプを用意する。全店舗を網羅する「定常型」と特異な状態

を把握するための「随意型」である。定常型では、数年以上、省エネのために必要な最低

限のデータ計測をする。電流の計測点は、電灯と動力の主幹ブレーカに 3～4 クランプ、

空調・冷凍・冷蔵庫で、3～4 クランプが基本となる。各社でブレーカと機器との関係が

異なると予想されるため、主幹ブレーカ以外は、各社での判断となる。トータルとして一

店舗あたり 8～10 端末が基本となろう。店内環境を計測する環境センサは 5 端末/店を目

安とする。測定点は、売場に 3 か所、空調・冷凍機の吹込み口、ウオークインの計測が基

本となる。ただ環境センサに関しては、現状メンテナンスフリー（バッテリー交換不要）

端末が存在しないので、1 年に一度のバッテリー交換が必要であることを考慮しなければ

ならない。環境モニタリングの店舗数を絞ることができるのであれば、「随意型」で代替

可能である。 

計測間隔は、クランプでは一秒以内が望ましい。フライヤー等電流が急激に変化する機器

がコンビニには多いためである。環境センサに関しては、温度は急激には変化しないので、

数分計測でも構わない。データ送信間隔は、無線クランプに関しては、一分前後が適当と

考える。これ以上の送信間隔では、冷凍・冷蔵機器のデフロストの挙動やフライヤーの稼

働を示す電流波形が平均化されて鈍くなり、識別し難くなる。 

仮に 80 万端末でデータを取得したとすると（一分間送信と仮定）、一日のデータ量は、お

およそ 80GB となる。定常型でのデータのアップロードには、新たな投資が不要となるた

め、既に設置された通信インフラを利用するのが現実的である。このインフラには商品の

注文など経営情報が流れているので、業務を妨害しないように GSN データの通信量を最

小にする必要がある。店舗のどこに端末を置いても一つの受信機で受信可能な 920MHz

が、無線周波数として適切である（国内店舗）。クランプセンサによる計測は数年以上定

常的に実施されるので、バッテリー交換が不要な「借電型」が必要不可欠となる。 

データの分析方法（電力プロファイリングシステム）は、各社の経営方針によって異なる。

人のオペレーションを中心に省エネ活動を推進する場合と、自動制御での省エネを目指す

場合に大別できる。 

電流センサには、有線式の製品が多数存在する。無線センサは、データ欠損というデメ

リットはあるが、設置工事を大幅に短縮できるという特長は、24 時間営業している店舗

への実装を考えると大きなメリットとなる。また、大きな省エネ効果を達成するには、店
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舗環境を多点でモニタリングできる「環境センサ」が必須であることを考えると、電流と

環境計測を同時に実現できる無線センサシステムの優位性は不動であろう。 

 

表③-(1)-4-6.1 スマートコンビニ・グリーンセンサネットワークの仕様 

 

③-(1)-5 まとめ 

 比較可能（面積、構成設備）なコンビニエンス・ストア（CVS）の 10%以上の店舗

（約 2,000 店舗）に無線センサを”ばらまき“（10,000 端末以上）電流や店内環境の見え

る化を実現した。その比較・分析（電力プロファイリング）により 2012 年比 10％の省エ

ネを実現した。この削減量は、家庭の 8,000 世帯の消費電力量に相当する。 

 本研究期間中、約 30,000 端末の無線センサを試作し、社会実証実験に活用した。この

大スケールでの無線センサの製造・検査・実装・メンテナンスを通して、スマートコンビ

ニ向け GSN の仕様を抽出した。バッテリー交換不要（借電型）なクランプセンサの実現

により、国内に 50,000 店舗以上存在する CVS の省エネに GSN が適用可能であることを

実証した。 

 “ローゼンフェルトの法則”の実現へ貢献するには、電力プロファイリングシステムの

高度化が必要である。バッテリー交換不要な環境センサを開発し、全店舗へ実装し、定常

的に計測する。さらに建物情報（面積、構造、方位）や機器情報（取得年度、型式）を取

得しデータ化する。比較可能な多数店舗で、これら詳細な情報と、センサで取得する消費

電力・店内環境温度データを合わせて分析し、消費電力増加の要因を分析すれば、「自動

要因分析」、「自動省エネ対策抽出」のアルゴリズム構築の可能性が高まる。このアルゴリ

ズムを「比較不可能」な領域に拡大していけば、高度な電力プロファイリングシステムを
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実現できるであろう。 

 また、本研究開発で実現した無線プラットフォームを活用して、Intelligent-Maintenance

のシステムへの応用も考えられる。電流センサや環境センサから収集した膨大な冷凍機や

空調機の稼動監視データと、動作条件や設置環境などに応じた状態変化を多面的に分析し、

故障の発生を高精度に予測するシステムを実現する。これには、バッテリー交換不要で長

距離通信が可能な「環境センサ」の開発が不可欠となる。 
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③-(2)-i) スマートオフィスのための（中小オフィス用）グリーンセンサネットワーク

システムの開発【ダイキン工業(株)】 

③-(2)-i)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

地球温暖化問題や法規制を背景に省エネへの関心が高まり、大規模ビルへの省エネシ

ステム（Building Energy Management System・BEMS）の導入が進んでいる。しかし、

総面積の半数を占める中小規模ビルでは、その導入は進んでいない。 

中小規模ビルへ省エネ情報システムの導入を加速するには、システム導入・運用にか

かる手間や費用の低減が重要であり、以下の 3 点が主要課題になる。 

○設置工事の不要化：配線や電源などの工事が必要になると、工事費が発生するだけ

でなく、テナント側との調整作業などが必要になる。 

○投資回収期間の短縮：利益に直結しない投資が敬遠される中で、システム導入・運

用費の低コスト化とともに確実な省エネ効果が求められている。 

○容易な省エネの実現：エネルギー管理者が不在であることの多い中小規模ビルでは、

高度な計測データ分析や対策実施が難しい。 

これらの解決は大規模ビルを中心に導入されている従来 BEMS では難しく、工事不要

で低コストを実現できる新コンセプトや革新的センサが必要になる(図③-(2)-i)-1.1)。 

 

＜研究開発の目標＞ 

中小オフィスの省エネルギー化を大きく推進するグリーンセンサ端末とグリーンセン

サネットワークシステムの詳細仕様を抽出する。また、グリーンセンサ端末群と高性能受

信機から構成されるグリーンセンサネットワークシステムを実際に構築し、これを用いた

環境計測やエネルギー消費量の把握（見える化）及びエネルギー消費量の制御（最適化）

により、10％以上の省エネ効果が得られることを実証する 1)- 2)。  
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図③-(2)-i)-1.1 課題解決に向けた新コンセプトの位置づけ 

 

③-(2)-i)-2 中小オフィス向け省エネ推進システムの開発 

本研究開発では、グリーンセンサネットワークを用いた中小オフィス向け省エネ推進

システムの構築を目指し、コンセプトの立案と、それを実現するセンサ端末の仕様抽出を

行った。さらに、開発されたグリーンセンサ端末群と高性能受信機から構成されるグリー

ンセンサネットワークシステムを実際に構築して実証に求められる機能検証を実施し、セ

ンサ開発側にフィードバックする。 

 

③-(2)-i)-2-1 中小オフィス向け省エネ推進システムのコンセプト 

コンセプトの全体像を図③-(2)-i)-2-1.1 に示す。本開発では「天井にセンサ端末を貼る

だけで、これまで見えなかったエネルギーロスをリアルタイムに見える化、さらに対策も

提案して、利用者の省エネ行動を促進するシステム」の実現を目指す 3)。「専門的な知識

をもつ管理者が不在である」場合が多い中小オフィスにおいて、エネルギーロスが発生し

ている場所を見つけ、速やかにその改善策を組み立てるアクションが生まれることを狙う。 
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図③-(2)-i)-2-1.1 コンセプトの全体像 

 

さらに、本コンセプトを実現したシステムの導入・運用費は、利用者側が支払う総コ

スト(センサ費、設置工事・試運転費、メンテナンス費、見える化/最適制御サービス費)を

最小化することを狙いに、2 年前後で投資回収できるシステム構成を目標とした（図③-

(2)-i)-2-1.2）。この中で、既存クラウドサービスの活用、センサ設置場所・個数の最適化、

位置検知技術を用いたセンサ位置情報の自動登録等により、投資回収期間の適切化が見込

めることを確認した。これらの条件を満たす開発システムの有用性を表③-(2)-i)-2-1.1 に

示す。従来無線センサや BEMS よりも、簡単に導入が可能で、専門知識不要で複数の省

エネ手法を運用できる点が特長である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図③-(2)-i)-2-1.2 システム設置運用費の試算例（延床面積 3000m2 の場合） 
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表③-(2)-i)-2-1.1 開発システムの有用性 

 
 

 

 

③-(2)-i)-2-2 省エネ手法の選定 

投資回収期間を短縮するには、システム導入・運用費を低コスト化するとともに、確

実に省エネ効果を得ることが重要になる。オフィスの電力消費の内訳は、空調(＋換気)と

照明が全体の 7 割程度といわれており 4）、これらの機器において、エネルギーロスが発

生している場所を即座に見つけ、速やかに解消することで、大きな省エネ効果につながる。 

中小オフィスの特性に適した省エネ手法を選定する為に、既存センサを用いて消費電

力と室内環境等の基礎データを収集し、エネルギーロスの要因を確認した。今回実測した

図③-(2)-i)-2-2.1 に示すような使われ方[在席率が 40％程度と低く、残業時間帯が長い]の

オフィスでは、在席人数に応じて空調を緩める等の運用により省エネ効果が見込める。表

③-(2) -i)-2-2.1 に示す 4 つの省エネ手法 5）の効果試算を行ったところ、10％以上の省エネ

効果が見込まれたことから、これらの手法を本システムに採用することとした。 

 

 

 

 

 

 

※１ 空調機価格を含めると 2～3 千円/ｍ２  

※２ D 社技術棟（450m2）を想定して試

算。 

※３ 補助金 1/3、ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ制御を加味。 
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・  

図③-(2)-i)-2-2.1 試算対象オフィスの使われ方 

 

表③-(2)-i)-2-2.1 実測データに基づく省エネ効果の試算結果 

 

 

③-(2)-i)-2-3 センサとシステム仕様の抽出 

導入・運用費用を低コストで実現する（利用者側が支払う総コストを低減する）とい

う観点から、単一種類のセンサ（赤外線アレーセンサ）6) を用いて、複数の省エネ手法を

実施可能なシステム構成を検討・抽出した。さらに、サーバーの処理を低減する狙いで、

センサは生データの出力だけでなく、統計処理等を行った結果を出力できる仕様を提案し

た。また、センサの位置登録を効率化するための自動登録方法の提案・評価を行った。 
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図③-(2)-i)-2-3.1 システム構成とセンサのデータフォーマット 

 

 
図③-(2)-i)-2-3.2 UWB 方式を用いたセンサ位置の自動登録の評価結果 

※本位置検知システムの一部は、YRP ユビキタス・ネットワーキング研究所様に協力をいただいた。 

 

③-(2)-i)-2-4 分析機能・自動制御機能の開発 

本システム開発では、クラウド上に集約した赤外線アレーセンサデータをもとに省エ

ネ推進のための情報を生成するアプリケーションの開発を行った。本アプリケーションの

構造を図③-(2)-i)-2-4.1 に示す。このアプリケーションは、ロス分析機能（ロス発生箇所

の見える化・省エネガイダンス）と自動制御機能（空調・照明の最適化）で構成する。 
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図③-(2)-i)-2-4.1 開発アプリケーションの構造（処理フロー図） 

 

③-(2)-i)-2-4-1 見える化画面  

見える化画面の構成を図③-(2)-i)-2-4-1.1 に示す。この画面は、エネルギーロスが何処で

起こっているかをリアルタイムに表示する要約画面と 4 つの詳細画面で構成する 7) 8)。 

要約画面では、在室者が一目でエネルギーロス発生と室内環境を把握できるように、

ロスの発生を示すアイコンと室温/人分布を、部屋の平面図と重ね合わせて表示する。本

システムでは、4 つの省エネ手法に基づいてロスの発生有無を検出し、最大ロスの発生場

所にアイコンを表示する。併せて、その対策を画面下部にガイダンスする。このガイダン

スは、サーバーに予め登録しておき、発生したロスの種類と程度に基づいて選択・表示す

る。 

詳細画面では，専門的な知識を有する人向けに，エネルギーロスの分布状況を確認で

きる俯瞰図を表示する。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図③-(2)-i)-2-4-1.1 見える化画面の構成 

 

③-(2)-i)-2-4-2 分析機能（ロス発生場所の特定、及び、省エネガイダンスの出力） 

 分析機能は、前述の 4 つの省エネ手法に基づき、ロス発生場所の抽出とそれを解消する
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省エネガイダンスを特定する。各手法の分析概要を表③-(2)-i)-2-4-2.1 に示す。 

不在エリア制御では、人がいない不在エリアを人位置情報から検出するのと同時に、

冷え過ぎ/暖め過ぎ等の場所を温度情報から検出する。そして、検出ロスの程度に応じて

空調機の停止や設定温度緩和をガイダンスする。例えば，過剰冷房が発生していると、図

③-(2)-i)-2-4-2.1 に示すように床面ほど温度が低くなる傾向があり（冷気溜まりが発生）、

この状況を赤外線アレーセンサで精度よく検出する。なお、この CFD 解析の結果は、従

来の計測方法のように机上に一定間隔で温度センサを配置すると、机上では温度が低下し

ていないところもあるので、過剰冷房の発生を見逃す可能性を示唆している。このことは

赤外性アレーセンサの優位性を示していると解釈できる。 

換気量制御は、在席者が設計人数より少なく、換気量が過剰な状態を人数情報から検

出し、適正な換気量をガイダンスする。この換気量は室内 CO2 濃度が 1000ppm になるよ

うに設計人数と在席人数の比率から算出する。なお本システムでは、可変風量制御ができ

ない換気装置で換気量制御を行うことを想定し、間欠を含む連続運転から停止までの 4 段

表示とした。 

中間期の窓開閉は、外気冷房が有効な時間帯を外気温度と室内温度情報から判断し、

空調停止と窓開けをガイダンスする。窓開けガイダンスの検討においては、外気温度が高

い場合に一部の空調を併用する運用と、外気温度が低い場合に窓を少し開ける運用による

室内環境の変化を CFD 解析で確認した。図③-(2)-i)-2-4-2.2 に示す通り、室温を維持しつ

つ窓開けを有用に活用できることが示唆された。 

断熱不良箇所の抽出は、 外気への熱移動が大きく空調負荷が高い場所を温度の変化履

歴から検出し、熱還流率の分布で表示する。この機能は専門的な知識を有する人が断熱改

修の優先順位付けや改修効果の確認の際に使用することを想定している。 
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表③-(2)-i)-2-4-2.1 分析機能の一覧 

 

 

 
図③-(2)-i)-2-4-2.1  冷やし過ぎ発生時の室温分布（CFD 解析結果） 

   

  
(a) 垂直方向 (床面 0.0m).      (b) 垂直方向 (机上面 0.7m).                       

 
(c) 垂直温度分布（A 面） 
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図③-(2)-i)-2-4-2.2  中間期の窓開け時の室温分布（CFD 解析結果） 
 

③-(2)-i)-2-4-3 自動制御機能 

 自動制御機能は、分析機能で抽出した省エネガイダンスの内容を、空調機等への制御指

令データに変換し、空調コントローラに対して送信する機能である。処理フローを図③-

(2)-i)-2-4-3.1 に示す。 

 

図③-(2)-i)-2-4-3.1 自動制御機能の処理フロー 
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③-(2)-i)-2-5 センサ開発側へのフィードバック 

実用性の高いセンサ端末及びセンサネットワークの実現に向けて、以下の要件の達成

を目指して開発を進めた。 

・設置方法： 設置が簡単で、かつ、安定した電力供給ができること。 

・検知精度： 不在を正しく検知すること。また、人数誤差を±1 人以下に抑えること。 

・受信率 ： データの欠落を 10％以下に抑えること。 

システムの実用性向上のため、試作センサ端末［提供：オムロン、ローム］と試作コ

ンセントレータ［提供：NTT データ］を用いて実証に求められる機能検証を行い、セン

サ開発にフィードバックした（オフィスワーキングを通して実施）。 

 

③-(2)-i)-2-5-1 設置方法 

 当初に計画していた「天井面に貼る」という設置方法では、発電量が不十分であった。

そのため、発電量確保を優先した設置方法として、「照明の直近に、マグネットで設置す

る」という方法を提案し、センサ開発側にフィードバックした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(2)-i)-2-5-1.1 センサ設置方法 

 

③-(2)-i)-2-5-2 検知精度 

実証物件にて一気通貫の動作確認を行った際、人検知精度（正しい人数を検出する割

合）が 11％と低い結果となったため、その原因分析と対策検討を行い、センサ開発側に
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フィードバックした。最終的に、精度 42～85％（最大人数～最小人数）まで向上できた。 

対策前後の精度評価結果を図③-(2)-i)-2-5-2.1 に示す。精度評価は、2 台のセンサを用い

て、4 人居るエリアの検出を行い、正しく検出（＝4 人）される割合で評価を行った。 

ここで、検出人数の誤差は、図③-(2)-i)-2-5-2.2 に示すように、最大人数・最小人数とも

－2 人～＋2 人とばらつきがあった。そこで、人数検出値を安定させるために、アプリ

ケーション側において、最大人数・最小人数の平均値を用いる機能を搭載した。その結果、

誤差±1 人以内の割合を、88～96％（最大人数～最小人数）から、100％（平均人数）に

向上させることができ、ばらつきを低減できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(2)-i)-2-5-2.1 人検知精度の改善結果 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(2)-i)-2-5.2.2 人検知精度の比較 
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③-(2)-i)-2-5-3 受信率 

実証物件にて一気通貫の動作確認を行った際、センサデータの受信率が 40％と低い結

果となったため、その原因分析と対策検討を行い、センサ開発側にフィードバックした。

通算、4 回に渡って機能改善・検証を行い、最終的に受信率 85％まで向上できた。 

具体的には、以下の対策提案を行い、センサ開発側に実施して頂いた。 

 ＜原因と対策＞ 

  ・通信衝突             ⇒データ送信仕様の調整。 

・受信機のフリーズ         ⇒受信機のエラー発生時の処理を追加。 

・発電量              ⇒発電量重視の設置方法に変更。 

・一部のセンサ端末でデータが全欠落 ⇒故障の確認を行い、故障端末を交換 

受信率の向上に向けて実施した機能改善・検証の経緯を図③-(2)-i)-2-5-3.1 に示す。 

また、上述のセンサ側の改善に加え、アプリケーション側においても、データ欠落時

でも安定動作するためのデータ補間機能を開発した。具体的には，温度データが欠落して

いる位置は隣接する位置の温度から補間処理を行い、また、センサデータが一時的に欠落

している場合は、過去のデータに遡って補間（上限：10 分前まで）する処理を行う機能

を搭載した。 

 

 

図③-(2)-i)-2-5-3.1  受信率改善の経緯 
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③-(2)-i)-3 実証実験 

 開発されたグリーンセンサ端末群と高性能受信機から構成されるグリーンセンサネット

ワークシステムを実際に構築し、これを用いた環境計測やエネルギー消費量の把握（見え

る化）及びエネルギー消費量の制御（最適化）により、10％以上の省エネ効果が得られる

ことを実証した。 

 

③-(2)-i)-3-1 実証システムの構築 

 実証実験を行った建物概要と対象オフィスの主要設備を表③-(2)-i)-3-1.1 に示す。これ

らのオフィスに対し、実際にシステムを構築し、省エネ効果の実証実験を行った。実証シ

ステムの構築例として，赤外線アレーセンサ，コンセントレータ、及び、見える化端末の

設置風景を図③-(2)-i)-3-1.1 に示す。 

表③-(2)-i)-3-1.1 実証物件の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図③-(2)-i)-3-1.1 実証システム（機器設置）構築の一例 
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D 社における実証システムの詳細を図③-(2)-i)-3-1.2 に示す。赤外線アレーセンサを用い

た見える化機能を基本に，空調・換気・照明機器の省エネ対策を実施する構成とした。D

社においては、空調コントローラを使用して自動制御[最適化]も併用できる構成とした。

また、換気風量を細かく調整できない機器であった為、後付けで簡単に間欠運転制御がで

きる汎用コントローラとスイッチを追加した。 

 

 

図③-(2)-i)-3-1.2 実証システムの詳細[D 社] 

 

③-(2)-i)-3-2 実証実験の実施 

③-(2)-i)-3-2-1 実験結果の概要 

 前述の実証物件（2 件）において、H26 年夏期から実証システムを使用し省エネ効果を

評価する実証実験を行った。その結果、両実証物件のいずれにおいても、夏期・中間期・ 

冬期の各代表期間でシステム導入前の電力を基準として 10％以上の省エネ効果を達成し

た。各実証物件で得られた省エネ効果の概要について、図③-(2)-i)-3-2-1.1 に示す。 
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図③-(2)-i)-3-2-1.1 実証結果の概要 

 

両物件とも夏期・冬期については、「不在エリアの停止/設定温度緩和」と「換気量削

減」が省エネ効果の要因であった。特に冬期の省エネ運用については、D 社がシステム導

入前から省エネ運用を行っていたのに対し、O 社は今回の実証実験によって温め過ぎのロ

スや過剰換気によるロスが発生している事が確認でき、ガイダンスに従った設定温度調整

や換気量調整を行ったため、より高い省エネ効果を得ることができた。 

また、中間期の省エネ効果については「窓開けによる空調停止」が主な要因となって

いる。中間期の外気が低い条件下で窓を開けることによって、適温を保ちつつ空調機を停

止または運転台数を低減でき、さらに、換気装置も停止または運転時間を低減することが

可能となる。かねてより省エネ運用を行っていたＤ社についても、本システムにより窓開

けとそれに伴う機器運用方法の判断が可能になったことで、省エネ効果を得ることができ

た。 

 

③-(2)-i)-3-2-2 省エネ行動の分析結果 

構築したシステムがどの程度活用されていたかを把握するため、利用実態について分

析を行った。客観的に観測された省エネ行動としては、以下の結果となった。 

 ・出社した日（平日）は、省エネ対策がほぼ毎日実施された。 

 ・実施された省エネ対策としては、換気量の調整が大半を占めた。 

 ・1 日の内で、省エネ実施頻度が高いタイミングは、出社直後と昼休み直後。 

 



  

 474 

 
図③-(2)-i)-3-2-2.1 利用実態について分析結果 

 

また、利用者の生の声・行動を確認するために、ヒアリングを行った。この結果より、目

に入り易い場所に設置することで、省エネ意識の向上に役立つことが明らかになった。具

体的なヒアリング内容と結果を以下に記す。 

 ・導入前に比べて、省エネ行動が増えましたか？ 

   ⇒かなり増えた。特に換気なんて、これまで気にしていなかった。 

   ⇒画面があるので、コミュニケーションが生まれて省エネ意識が上がった。 

 ・1 日何回程度、画面を見ましたか？ 

   ⇒3 回以上は見ている。入口付近の受付カウンターに置いてある 

    ので、入退室時［トイレ、休憩、コピー］に目に入り、確認する 

 ・画面を見ようとしたきっかけは何ですか？ 

   ⇒画面の横を通って目に入った時が多い。通りがかった部門外の 

     人に聞かれることもあった。 

   ⇒“暑いな？”と思って、温度確認のために見ることも。 

 

③-(2)-i)-4 活用分野 

エネルギー管理者が不在である場合が多い中小オフィス向けに、省エネ推進システムを

円滑に普及させる為には、BEMS 導入による割安感を与える工夫が重要となる。その方策

として、蓄積データの活用や様々なサービスとの連携によりシステム導入の価値を高める
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追加機能の検討を行った。 

図③-(2)-i)-4.1 に、検討結果の全体像を示す。各建物に設置した赤外線アレーセンサで

は、一定時間毎に得られる熱画像から温度分布と人分布情報を作成する。これを部屋の大

きさや設計人数等の建物情報と紐付けて、クラウド上に蓄積する。  

本省エネシステムでは、この蓄積データを利用してエネルギーロスの発生場所を分析

し、省エネに繋がるガイダンス情報をリアルタイムに配信する見える化アプリケーション

が提供される。この他の展開として、温度分布と人分布の履歴情報の動画化や外部データ

ベースとの連携によるランキング表示の追加が考えられる。以下に、この要旨を説明する。 

蓄積データの動画化では、指定した期間での室内温度分布と人分布の変化を再現する

動画を蓄積データから作り、これを温熱クレーム等の発生時に再生し、原因の早期解決を

サポートする情報を管理者やオーナー向けに提供する。 

ランキング表示では、人分布の履歴情報から在席パターンを分類し、使われ方が類似

するビル同士で室内温度やエネルギー消費量等を順位化し、管理者や利用者に提供する。

さらにスマートメーター等の外部データと連携することで、類似ビル間での原単位比較を

可能とし、建物価値を評価する際の情報を提供する。 

これらは一例であり、蓄積データの 2 次的利用やネットワークでつながった外部デー

タベースとの連携により、新しい情報やサービスを管理者や利用者に提供できる可能性が

あると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(2)-i)-4.1 蓄積データを利用方法 
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③-(2)-i)-5 まとめ 

本プロジェクトにおける成果のまとめを、以下に記す。 

●中小オフィス向け省エネ推進システムを開発 

  - 中小オフィスに適した新しいコンセプトを立案。 

  「天井にセンサ端末を貼るだけで､これまで見えなかったエネルギーロスを 

    リアルタイムに見える化（対策も提案）し、誰でも簡単に省エネを推進できる」 

  - 温度・人数分布データを活用してロス発生位置・程度を推定、 

   さらに、省エネガイダンスを表示できるシステム※を実現。 

   ※空調・照明の自動制御も可能（オプション機能）。 

●実オフィスにて、省エネ効果を実証（2014 年夏期～） 

  - 複数オフィス［大阪、東京］にシステムを構築し、実際に利用。 

  - 10％以上の省エネ効果を確認※（夏期・中間期・冬期代表期間）。 

   ※表示（見える化）のみ／自動制御併用の 2 種類で確認。 
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③-(2)-i)-7 補足 

■分析機能のアルゴリズム検討のためのシミュレーション結果 

 不在エリア制御：不在エリア発生時の制御指針として、温度緩和を行うべきか空調停止

を行うべきかを CFD 解析により検討した結果、制御エリアにおける

環境温度に差はないことから、本システムでは、電力削減分でメリッ

トのある空調停止を行うこととした。 

 中間期窓開け：窓開け時に室内環境が不快とならない外気温度と空調運転台数を決定す

るため、ＣＦＤ解析により検討した結果、図③-(2)-i)-7.1b に示すパラ

メータでガイダンスと制御を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図③-(2)-i)-7.1a 省エネ効果の高い制御パラメータの検討(不在エリア制御) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図③-(2)-i)-7.1b 省エネ効果の高い制御パラメータの検討(中間期窓開け制御) 
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■O 社における実証システムの構築 

O 社での実証システムは、赤外線アレーセンサを用いた見える化機能を基本に、空調・

換気・照明機器の省エネ対策を実施する構成とした。対策の実施方法は、見える化端末に

表示されるガイダンスに従い手動で操作する構成とし、見える化端末は人目に付きやすい

入口周辺に設置した。また、換気の省エネ対策を簡単に実施することを狙い、後付けで簡

単に間欠運転制御ができる汎用コントローラとスイッチを既設スイッチに併設した。 

 

 

図③-(2)-i)-7.2a 実証システム（機器設置）[O 社] 

 
図③-(2)-i)-7.2b 実証システムの詳細[O 社] 
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■実証場所での省エネ効果の詳細 

 実証を行った D 社、O 社における、夏期・中間期・冬期の外気温度と省エネ効果の関

係を図③-(2)-i)-7.3a、b に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(2)-i)-7.3a D 社における実証結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図③-(2)-i)-7.3b O 社における実証結果 
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③-(2)-ⅱ) ナノファイバー構造自立電源を用いたグリーンセンサネットワークシステム

の開発【住江織物(株)】 

③-(2)-ⅱ)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

近年、電力の流れを供給側・需要側の両方から制御し、最適化するスマートグリッド

構想の実用化に注目が集まっている。関連技術として、各種通信機器、スマートメーター

や超伝導ケーブル、大規模蓄電システムなどの電力制御技術、電気自動車・プラグインハ

イブリッド自動車のインフラ整備など多岐にわたり、 BEMS （ Building Energy 

ManagementSystem）・HEMS（Home Energy Management System）など、ビルや住宅レベ

ルでの実証実験も盛んに行われている。 

本研究開発では、特に省エネ化が進んでいない中小企業の小規模事業者向けオフィス

を対象とした。表③-(2)-ii)-1.1 に示す全産業における中小企業・小規模事業者の集計結果

1) によると、小規模事業者と定義する従業員 20 人以下の中小企業の割合は、全体の

86.5 ％に達しているが、小規模事業者用オフィスでは空室時の消灯の徹底や温湿度設定

の適正管理等の省エネ活動には取り組んでいるものの、一般的に省エネシステムを導入し

ている大中規模ビルのオフィスと比べて、省エネ化への取り組みが進んでいないのが現状

である。 

その課題として、「省エネ化に向けたネットワークシステム・制御装置の導入やシス

テム運用等による初期投資費用が大きいこと」、「センサの配線や電源設置工事に費用と

手間がかかるということ」が挙げられる 2)。 

以上から、資金面と施工面での制約が最大の理由であることが分かる。本事業の実施

により開発される低コストでメンテナンスフリー自立電源搭載型無線センサ端末は、室内

照明下で高効率の電力供給を実現する電源を供する。このような自立電源を搭載した革新

的センサを中小企業の小規模オフィスへ適用することで、省エネ化に向けたネットワーク

システムを構築することが実現できる。 

また、図③-(2)-ii)-1.1 に示す、開口部からの熱負荷・損失 3) およびオフィスビル 4) や

一般家庭の消費電力 5) から算出した小規模オフィスの想定消費電力データを基に、エネ

ルギーロスポイントを抽出し、室内温度・照度の最適化を図り、最も消費電力が高い冷暖

房・照明の消費電力を低減するネットワークシステムを構築する。このシステムにより、

消費電力 10 ％以上の削減効果が期待される。 
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表③-(2)-ii)-1.1 中小企業・小規模事業者の割合 

 

全規模 

（大企業と中小企業・ 

小規模事業者、全産

業） 

中小企業・小規模事業者 

（全産業） 

うち小規模事業者 

（全産業） 

事業者数

（社） 
386 万 385 万 334 万 

割合（%） 100 99.7 86.5 

 

 

図③-(2)-ii)-1.1 開口部の熱負荷・損失および小規模オフィスの想定消費電力 

 

＜研究開発の目標＞ 

現在最も省エネ化が進んでいない小規模オフィスにおいて 10 ％以上の省エネ効果を実

証するネットワークシステムを構築し実証実験を行う。 

室内温度を測定し、冷暖房の最適制御を行うとともに開口部からの熱負荷・熱損失を

低減して冷暖房効率の向上を図る。さらに、室内光量を測定し、照明器具の照度最適化を

図るネットワークシステムとの融合により、10 ％以上の省エネ効果を実証する手法の検

証およびセンサ端末駆動条件を抽出する。 

 

③-(2)-ⅱ)-2 スマートオフィスのための（中小企業小規模オフィス用）グリーンセンサ

ネットワークシステムの設計 

エアコン冷暖房温度の最適化、開口部での熱負荷・損失の制御、照明照度を最適化す

るために、季節ごとに 1 日の温度・照度、エアコンおよび照明の消費電力量変化を環境

データとして収集し、データベース（DB）化を行った。また、発電環境の確認、自立電
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源開発へのフィードバック、省エネポイントを抽出し、室内環境を視覚的に把握するため

室内環境見える化ソフトウェアを設計・試作した。 

 

 

③-(2)-ⅱ)-2-1 測定環境および室内環境測定方法 

省エネ実証実験は、大和ハウス工業 総合技術研究所 実験住宅内の実証実験部屋を拝

借し、小規模オフィスを想定したモデルルームで実施した。オフィス室内の温度・照度計

測のため、足元・作業机上・頭上および室外に既存センサ端末（SII 製ワイヤレスネット

ワークセンサ端末“Mr.匠エネ”）合計 20 個（室内 18 点、屋外 2 点）を設置し、セン

シング間隔は 10 分とした。また、室内に設置したセンサ端末の高さは、それぞれ足元

150 mm、作業机上 800 mm、頭上 1700 mm とした。各部屋には照明として蛍光灯 4 ユ

ニットとエアコン 1 台、エアコンおよび照明の消費電力量測定センサを設置し、データ

読み取り間隔は 10 分間とした。図③-(2)-ii)-2-1.1 に環境測定実験室内の概略図を示す。

開口部（窓）に近い位置に設置したセンサを窓側センサ、開口部から遠い位置に設置した

センサを奥側センサとする。エアコンと照明電源スイッチの ON/OFF はプログラムタイ

マーで制御し、稼働時間はオフィス稼働想定時間の 9 時から 17 時までとした。環境測定

期間は各季節 1 ヶ月間とし、エアコン設定温度は冬季 20 ℃、夏季 28 ℃に設定した。得

られた測定結果については、代表的な部屋を抽出しデータ解析を行った。 

 
図③-(2)-ii)-2-1.1 環境測定実験室内概略図 

 

③-(2)-ⅱ)-2-1-1 環境データ分析結果 

季節毎の環境測定データより、室内温度・照度のバラつきとエアコン消費電力量を分

析した。図③-(2)-ii)-2-1.2 に実証環境下の温度および照度に対するエアコン消費電力推移

に関する代表的なデータを示す。 

春季および秋季については、屋外との温度差も室内での温度ムラも小さいため 1 日の

エアコン消費電力量が 500 Wh を下回った。図③-(2)-ii)-2-1.2 (a)より、オフィス稼働開始
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時間 9 時の室内温度は季節や天候によって多少のバラつきはあるものの、基本的にエア

コン稼働 1 時間後には設定温度に達し、その後も温度は一定に保たれることがわかった。

しかし、外からの太陽光取り込み等により窓側と奥側で温度にバラつきが有る場合や外気

温と室内のエアコン設定温度との差が大きい場合、エアコン消費電力が増加する傾向にあ

る。冬季と夏季では 9 時から 17 時までの室内平均温度分布からもわかるように、センサ

配置場所によって温度ムラが 5℃程度ある（図③-(2)-ii)-2-1.2 (b)および図③-(2)-ii)-2-1.3 参

照）。特に、窓からの熱負荷・損失が大きいためか、温度差も大きく、エアコン消費電力

省エネ化には室内温度のバラつきを低減する手法として開口部を制御する必要がある。 

 

図③-(2)-ii)-2-1.2 (a)室内および屋外温度に対するエアコン消費電力推移, 

(b)作業机上の照度に対するエアコン消費電力推移 

 

 

図③-(2)-ii)-2-1.3 冬季および夏季の室内平均温度分布 

 

③-(2)-ⅱ)-2-2 開口部制御による環境測定 

開口部からの熱負荷・損失は、夏季では開口部からの熱負荷割合 71 ％、冬季では熱損

失割合 48 ％であり、オフィス環境において最もエネルギーロスが大きい開口部を制御す

ることにより、エアコンの消費電力量削減が期待できる。 
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小規模オフィスでの開口部制御条件としては、①窓ガラスのみ、②窓ガラス＋カーテ

ン、③窓ガラス＋ブラインドとし、室内の温度・照度・エアコンおよび照明消費電力量の

1 日の変化を通期で観測した。測定期間は各季節につき 1 週間とした。 

 

③-(2)-ⅱ)-2-2-1 開口部制御による環境測定結果 

実験結果より、窓ガラスのみの場合と比較すると、カーテンやブラインドによる開口

部制御では室内温度・照度のバラつきが無いことを確認した。また、9 時から 17 時まで

の屋外平均温度と室内平均温度の温度差とエアコン消費電力量の関係を把握し、開口部制

御による省エネ効果を検証した。 

図③-(2)-ii)-2-2.1 に冬季および夏季の屋外平均温度と室内平均温度の温度差とエアコン

消費電力量の関係、表③-(2)-ii)-2-2.1 に各開口部条件におけるエアコン消費電力量と省エ

ネ効果を示した。解析結果より、冬季は開口部制御のためにカーテンを用いることで室内

の熱放出の抑制による保温効果を実証し、12 %減の省エネ効果が見込めた。また夏季は、

窓ガラス＋カーテンまたは窓ガラス＋ブラインドを用いることで屋外からの熱の遮熱によ

り、カーテンでは 22 %減、ブラインドでは 26 %減の省エネ効果が見込めた。比較的簡単

なカーテン・ブラインドを用いた開口部制御による省エネ効果は、冬季のカーテンによる

保温効果と夏季の遮熱効果が大きく寄与している 6)。春季および秋季は、エアコン消費電

力低減による省エネ化ではなく照明制御等の省エネ手法の検討が必要とされることがわ

かった。 

 
図③-(2)-ii)-2-2.1 屋外平均温度と室内平均温度の温度差とエアコン消費電力量の関係 
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表③-(2)-ii)-2-2.1 各開口部条件におけるエアコン消費電力量 

 
開口部条件 

窓ガラスのみ 窓ガラス＋カーテン 窓ガラス＋ブラインド 

冬

季 

エアコン消費電力量

（Wh） 
2266 1998 2395 

省エネ効果（％） - ▲ 12  6 

夏

季 

エアコン消費電力量

（Wh） 
1201 936 893 

省エネ効果（％） - ▲ 22 ▲ 26 

※省エネ効果は開口部条件窓ガラスのみの結果を基準として算出 

※冬季・屋外平均温度と室内平均温度の差-14 度、夏季・屋外平均温度と室内平均温度の 

差 7 度でのエアコン消費電力量を算出 

 

③-(2)-ⅱ)-2-3 センサ端末駆動条件の抽出 

センサ端末駆動環境を把握・条件抽出した情報を今後の自立電源開発へフィードバッ

クすることを目的とした。環境測定データベースより、開発する自立電源搭載無線センサ

端末の実証環境下での最低照度解析を行い、センサ駆動時に必要な照度を確認した。 

また、分光放射照度計（KONICA MINOLTA 製 CL-500A）を用いて光スペクトルの測

定を実施し、省エネ実証環境下での自立電源用使用可能光スペクトルを抽出した。開口部

条件が窓ガラスのみの場合では、開口部付近で測定を行い、蛍光灯と太陽光が合わさった

光スペクトルを測定した。それに対して、開口部条件が窓ガラス＋カーテン・ブラインド

の場合は蛍光灯のみとした。 

 

③-(2)-ⅱ)-2-4 室内環境見える化ソフトウェアの開発 

オフィス環境の省エネを行うにあたり、照明および空調の使用量を最適化することが

最も効果的である。また最適化制御については自律システム制御が理想だが、導入コスト

を抑えるためには室内にいる人間が照明・空調の操作を担う必要がある。 

この照明・空調操作の判断基準として、室内の照度・温度がどのような状況にあるの

かを視覚的に把握するためのソフトウェア開発を行った。 

 

③-(2)-ⅱ)-2-4-1 室内環境見える化ソフトウェアの開発の結果 

図③-(2)-ii)-2-4.1 に開発した室内環境見える化ソフトウェアの PC 表示画面を示す。 

本ソフトウェアは、1 画面の中にリアルタイムの室内環境ビジュアル画面、センサグ
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ラフ、消費電力グラフ、日時および外気温を表示可能である。なお、環境データ測定は照

度・温度・湿度の 3 項目に対応しており、室内 18 点（6 箇所、高さ 3 水準）を測定点

とし、その測定データを基にビジュアル化を行っている。ビジュアル化の手法に関しては、

照度・温度・湿度それぞれのデータについて等値線を用いており、各測定点間の値につい

ては色調のグラデーション表示により値の変動を表している。 

このソフトにより室内環境のムラが視覚的に確認できるようになるため、環境の快適

性を保ちながら照明・空調制御による省エネを行うことが可能である。 

 

 

図③-(2)-ii)-2-4.1 室内環境見える化ソフトウェア PC 画面 

 

③-(2)-ⅱ)-3 省エネ効果 

冬季はカーテンの保温効果により、12 %の省エネ効果が見込める。夏季はカーテン・

ブラインドの遮熱効果により、カーテンでは 22 %、ブラインドでは 26 %の省エネ効果が

見込める。よって、小規模オフィスでの開口部制御による省エネ効果検証により、夏季お

よび冬季に 10％の省エネが達成できる見込みが得られた。 

また、開発した室内環境見える化ソフトを用いて、室内環境の温度・照度ムラを視覚

的に確認することで、オフィス環境の快適性を保ちながら、きめ細かな照明・空調制御を

行うことによってさらなる省エネ化が期待できる。 

 

③-(2)-ⅱ)-4 まとめ 

小規模オフィスにおける「省エネの手法検証」と「自立電源搭載センサ端末駆動条件

の抽出」を目的に、モデルルーム（大和ハウス実験住宅）において実証実験を行った。小

規模オフィスでは省エネへの投資が難しいと考え、開口部（窓）制御による省エネ効果の

検証を行い、夏季および冬季に 10％の省エネが達成できる見込みが得られた。また、室

内での光照射量およびスペクトルを測定し、小規模オフィス環境では 400 lx 以上の照度
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が得られることを確認した。省エネ効果については最終目標を概ね達成した。 

 

③-(2)-ⅱ)-5 参考文献 
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2) 中小企業庁委託「エネルギー環境問題への対応に関する調査」、株式会社三菱総合研 
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6) 佐俣満夫,福田亜佐子：緑のカーテンによる省エネ効果及び CO2 削減効果の試算、横

浜市環境科学研究所報 、33、 17-20 （2009） 
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③-(3)  スマートオフィスのための（大規模商業ビル用）グリーンセンサネットワーク

システムの開発【高砂熱学工業(株)】 

③-(3)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

年間のエネルギー消費量が原油換算で 1,500kL 以上のエネルギー管理指定工場において

は、年 1％の省エネが義務付けられているが、これらの大規模ビルにおいても、更なる省

エネルギーを推進していく必要がある。図③-(3)-1.1 に示すように、百貨店、総合スー

パー、ショッピングセンターの商業施設のエネルギー消費原単位は、駐車場を除く単位面

積当たりの数値で見ると 3,000MJ/㎡･年から 4,000 MJ/㎡･年超で、ホテルや病院と同程度

の値となっており、省エネルギーの推進による削減効果は大きなものとなる。 

大規模商業ビルにおいては、省エネルギーと室内環境の快適性の両立が重要であり、

そのためにはエネルギー消費量や環境計測による見える化が必要であるが、通常このよう

な大規模商業ビルに設置されている中央監視装置や BEMS(Building and Energy 

Management System)では、センサのコストや配線工事費用等の制約によってセンサによる

監視点数が限られているのが現状である(表③-(3)-1.1 参照)。 

安価で無線通信機能、自立電源機

能及び超低消費電力機能を搭載した

グリーンセンサを活用してネット

ワークシステムを構築することによ

り、配線工事を不要としセンサを多

数設置しながらシステムの低コスト

化を図ることにより、更なる省エネ

ルギーの実現を推進していく必要が

ある。 

 

表③-(3)-1.1 既存技術(BEMS、中央監視装置)との比較 

 

 

 

 

 

 

 

内容 既存技術（BEMS、中央監視装置） グリーンセンサネットワーク

見える化、
エネルギー管理

・電力等の系統単位レベルでの
トレンド等

・エネルギー管理

・通常配線工事有り
・定期的なメンテ要

・電力等の機器単位レベルでの
見える化、環境の見える化

・エネルギー管理

・自立電源・無線機能
（配線工事不要）

・メンテナンスフリー

自動制御
・ビルごとの省エネ制御
・遠隔監視・制御

・ビルごとの最適制御
- 省エネと快適性の両立

・複数ビルの最適制御
・ビッグデータ解析を活用した

予測制御

データ管理
・ビルごとのサーバで管理

（一部クラウドサービス利用）

・投資回収年数が長い
・蓄積データ容量に

制約有り

・クラウドサービス利用
（複数ビルデータの一元管理）

・投資回収年数が短い
（目標：3年以下）

センサ設置数
・センサが高価であるため設置

個数は最小限
・センサ設置に技能を要する

・安価なため多数設置が可
・センサの設置、追加、移動が

容易

図③-(3)-1.1 業態別エネルギー消費原単位 
(出典：省エネルギーセンターホームページ 

http://www.eccj.or.jp/commercial_bldg/) 
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大規模商業ビルと同様にエネルギー消費原単位の大きい大規模クリーンルームにおい

ても、空気の清浄度や一定の温湿度を確保しながら更なる省エネルギーを図っていくため

にエネルギー消費量や環境計測による見える化が重要である。既設の中央監視装置や

BEMS での計測データに加え、安価でメンテナンスフリーのグリーンセンサネットワーク

システムを構築することにより、センサを多数設置しながらシステムの低コスト化を図る

ことにより、更なる省エネルギーの実現を推進していく必要がある。 

 

＜研究開発の目標＞ 

本研究開発では、延床面積 20,000m2 以上の大規模商業ビルの省エネルギー化を大きく

推進するグリーンセンサ端末とグリーンセンサネットワークシステムの仕様を抽出する。

グリーンセンサ端末群と高性能受信機から構成されるグリーンセンサネットワークシステ

ムを実際に構築し、大規模商業ビルにおける無線通信等の状態を検証し、これを用いた環

境計測やエネルギー消費量の把握(見える化)及びエネルギー消費量の制御(最適化)により、

顧客購買活動に影響なく 10％以上の省エネ効果が得られることを実証する。 

これを実現するためには、大規模商業ビル特有の大空間構造に適し、不特定多数の在

館者を対象とした空調を中心に大きな効果が期待できる省エネ手法の選定と導入、この省

エネ手法そのものの導入・運用費用を低コストで実現することがポイントになる。省エネ

手法の選定に当っては、以下のような大規模商業ビルの特性を考慮することが重要である。 

･ 全体のエネルギーのうち、空調が約 40％、照明・コンセントが 30～40％、冷凍・冷蔵

が 5～10％となっており、空調及び照明・コンセントに関する省エネが重要である。 

・面積の広い物品販売エリアは、在館者の時間的、空間的変動が大きく、温度等のムラの

発生の可能性があるとともに、外気取入量の適正化が省エネに有効である。  

・1 階出入口からの外気侵入が大きな空調負荷となる可能性が大きい。 

・エスカレータ等の吹き抜け空間が、室内環境に悪影響を与える可能性がある。 

また、大規模商業店舗は都市百貨店、都市量販店、郊外量販店等に区分されるが、商

業形態を変えた複数の商業ビルを抽出し消費エネルギーの分析を行うことで、各種大規模

商業ビルの省エネ推進に向けたグリーンセンサネットワークシステムの展開を図る。 

さらに、3,000 ㎡程度の大規模クリーンルームに電流センサ、温湿度センサ等を設置し、

グリーンセンサネットワークシステムの実証実験を行う。クリーンルーム内の環境の見え

る化や実験装置単位での電流値計測等を行うことにより、省エネに影響を及ぼすパラメー

タを抽出し、省エネ効果 10％を目指す。 
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③-(3)-2 大規模商業店舗での GSN システムの構築と実証実験 

③-(3)-2-1 郊外型大規模量販店での実証実験 

郊外型大規模量販店にグリーンセンサネットワークシステムを構築し、無線通信の状

態を検証するとともに、大規模商業ビルでの電力の使用状況や室内環境実態を把握し、

10％以上の省エネ効果を実現する手法を提案することを目的とする。 

対象とする建物は、地上 5 階、店舗面積約 40,000 ㎡で、物販店舗、飲食店舗、ストッ

クヤード等を有する。空調設備としてガス焚冷温水発生機 4 台の他に、冷却塔、冷温水ポ

ンプ、冷却水ポンプ、空調機、外調機、ファンコイルユニット(FCU)等で構成される。対

象建物の年間のエネルギー使用状況を図③-(3)-2-1.1 に示す。対象建物では、全体のエネ

ルギー消費量の約 15%を空調用ガスに使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-1.1 年間のエネルギー使用状況 

 

③-(3)-2-1-1 実証方法 

グリーンセンサネットワークシステムの構築に当り、無線電流センサ 200 台を分電盤

内に設置し、無線ネットワークを構築し電力消費データの収集を行った。ネットワーク構

成及びセンサ等の設置状況を図③-(3)-2-1-1.1、2 に、使用したセンサ、受信機等の仕様を

表③-(3)-2-1-1.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-1-1.1 ネットワーク構成 
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  表③-(3)-2-1-1.1 使用したセンサ、受信機、データ収集装置の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 分電盤内の無線電流センサの設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 分電盤、アンテナ、データ収集装置の設置状況 

図③-(3)-2-1-1.2 センサ等の設置状況 

 

室内環境やエネルギー消費量の把握のために、空調設備機器廻りに従来型の温湿度セ

ンサや流量計を設置し室内環境やエネルギー消費データを収集した。熱源機器廻りの計測

ポ 

イントを図③-(3)-2-1-1.3 に、空調機器廻りを図③-(3)-2-1-1.4 に示す。合わせてキュー

ビクル 2 箇所に電力センサを合計 63 台設置した。計測期間は、2013 年 2 月から 2014 年 2

月までの約 1 年間である。 

右側分電盤
無線センサ61個

左側分電盤
無線センサ34個

分電盤扉 1mm程度 1枚

台数

200

4

4

機器

無線電流センサ

無線センサ受信機（アンテナ）

データ収集装置

仕様

クランプ内径10mmφ 100個、クランプ内径16mmφ 100個、温
度センサ実装、2.4GHz無線出力 、電池駆動

2.4GHz/920MHzマルチ受信型、LAN(Ethernet)接続、商用電
源駆動

STiNC+PC：アンテナからのデータ受信(STiNC)、収集データ蓄
積･暗号化(BOXコンピュータ)

データ収集・蓄積用
BOXコンピュータ

STiNC

計測対象分電盤

送受信機距離 ２ ~ ３ｍ

無線電流センサ
アンテナ

UPS

EPS扉
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図③-(3)-2-1-1.3 熱源機器廻りの設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-1-1.4 空調機器廻りの設置状況 
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③-(3)-2-1-2 実証結果 

③-(3)-2-1-2-1 無線電流センサの通信状態の確認結果 

分電盤 1L-32 と 2L-31 の無線電流センサの通信状態に関して評価を行った。期間は

2013 年 2 月 27 日の 1 日間で、受信率(=受信データ数/送信データ数)で評価した。表③-

(3)-2-1-2-1.1 に示すように、全体では 9 割強のセンサで受信率 90％となっておりおおむね

良好な結果となっている。 

 

表③-(3)-2-1-2-1.1 無線センサの受信率の分布 

 

 

 

 

 

 

 

③-(3)-2-1-2-2 無線電流センサでの計測結果 

無線電流センサでの計測データを系統別に集計した電力消費量の日変動を図③-(3)-2-1-

2-2.1 に示す。物販店舗やスットックヤードの電力消費量は、休日、平日ともに日中の営

業時間帯はほとんど変動が見られないが、飲食店舗の電力消費量は時間帯により大きく変

動するとともに、平日に比べて休日の方が電力消費量が大きく、特に休日は 14 時頃に

ピークが発生している。飲食店舗は、厨房機器の運転状況が電力消費量に大きな影響を与

えていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 休日                (2) 平日 

表③-(3)-2-1-2-2.1 系統別電力消費量の日変動の一例 

 

系統別の電力消費量の内訳を図③-(3)-2-1-2-2.2 に示す。この施設では飲食店舗の単位電

受信率 1L-32 2L-31
75%未満 0 0
75%以上80%未満 0 3 
80%以上85%未満 0 3 
85%以上90%未満 0 4 
90%以上95%未満 1 13 
95%以上100%未満 22 69 
100％ 0 1 

センサ総数 23 93 
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力消費量が大きく、厨房機器等の運転方法改善による省エネが有効である。各系統の用途

別電力消費量の内訳を図③-(3)-2-1-2-2.3 に示す。物販店舗では FCU(ファンコイルユニッ

ト)の比率が高く、室内環境を悪化させない範囲で FCU を停止できれば省エネ効果は大き

い。1F 飲食店舗は、厨房用動力とともに電灯の比率も高いため自然光を利用した照明制

御が効果的である。2F 飲食店舗も厨房用動力の比率が高いが、コンセントの比率も高く

自動販売機等の影響が考えられる。電力の詳細計測で系統別用途別の電力消費構造を把握

することにより、使用状況に合った有効な省エネ手法を提案することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-1-2-2.2 系統別電力使用量（ピーク時） 

 

 

 

 

 

 

(1) 物販店舗        (2) 1F 飲食店舗       (3) 2F 飲食店舗 

図③-(3)-2-1-2-2.3 系統ごとの用途別電力使用量 

 

③-(3)-2-1-2-3 空調熱量、温湿度等の計測結果 

夏期のストックヤード系統空調機及び店舗系統外調機、FCU の運転状況を図③-(3)-2-1-

2-3.1、2 に示す。ストックヤード系統では、空調機を 3 時から 22 時までのスケジュール

運転をしていたが、空調機運転開始後 1 時間程度で室温は設定温度に達していることから、

予冷運転時間を短縮し営業開始前 1 時間程度の予冷運転とする省エネ対策を提案した。店

舗系統では早朝 3 時から営業開始までは外調機で予冷運転を、営業時間帯は FCU で空調

を行っていたが、予冷運転時間帯は外気を FCU のみで運転したほうが省エネであること

から予冷時間帯も FCU での運転に変更するよう提案を行った。 
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図③-(3)-2-1-2-3.1 ストックヤード系統空調機の運転状況 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-1-2-3.2 店舗系統外調機、FCU の運転状況 

店舗系統での予冷運転時間帯での空調機の運転方法を変えた場合の空調の運転状況の

比較を図③-(3)-2-1-2-3.3 に示す。FCU による空調に変更した省エネ対策後の空調処理熱

量は、外気温度が高いにもかかわらず対策前に比べて小さくなっている。省エネ対策前後

での外気温度と空調処理熱量の比較を図③-(3)-2-1-2-3.4 に示す。平均で見ると省エネ対策

前に比べて省エネ対策後は処理熱量としては約 30％の削減となった。また、ストック

ヤード系統と同様に、営業開始前 1 時間程度の予冷運転とすれば更なる省エネが見込める

結果となっている。 

 

 

③-(3)-2-4 省エネ効果 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-1-2-3.3 対策前後での運転状況の比較 図③-(3)-2-1-2-3.4 対策前後での熱量の比較 
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③-(3)-2-1-3 省エネ効果試算 

前述の空調予冷運転方法の変更を含め、抽出された省エネ項目と省エネ量を表③-(3)-2-

1-3.1 に示す。6 つの省エネ項目の合計では 11.4％の省エネとなっている。 

 

表③-(3)-2-1-3.1 省エネ効果試算結果③-(3)-2-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-(3)-2-2 都心型複合商業ビルでの実証実験 

大規模商業ビルの特徴の 1 つであるエスカレータ等の吹抜け大空間廻りにグリーンセ

ンサネットワークシステムを構築し、無線通信の状態を検証するとともに、室内環境実態

を把握し、10％以上の省エネ効果を実現する手法を提案することを目的とする。 

対象とする建物は、地上 14 階、地下 4 階、延床面積約 90,000 ㎡で、百貨店、専門店舗、

映画館、飲食店舗等で構成される。実証実験の対象とした吹抜け大空間は、エスカレータ

の設置された 4 層吹抜け空間廻りの共用ロビー部で、2 台の空調機で空調されている。 

 

③-(3)-2-2-1 実証方法 

グリーンセンサネットワークシステムの構築に当り、無線温湿度センサ 32 台、無線

CO2 センサ 6 台を吹抜け空間廻りの共用ロビー部に設置し、無線ネットワークを構築し環

境データの収集を行った。計測データは GCON を介してクラウドに送信されインター

ネット上でデータの見える化が可能である。ネットワーク構成及びセンサ等の配置を図③

-(3)-2-2-1.1、2 に、使用したセンサ、受信機等の仕様を表③-(3)-2-2-1.1 に示す。計測期間

は、2013 年 8 月から 2015 年 2 月までの約 1 年半である。 

 

 

 

 

電力削減量 ガス削減量 削減率

[kWh] [m3N] [％]

1.ストックヤード系統の空調予冷時間の短縮 94,248 4,863 2.2% 夏期、予冷時間を1時間に変更

3.照明の間引き 33,021 - 0.6% 店舗系統の照明を2割間引き運転

5.取入外気量の削減 34,073 24,421 2.7% 平日の取入外気量を50%削減

合　　計 315,406 65,264 11.4%

6.FCUの間引運転 77,014 - 1.4%
冬期、中間期、店舗系統のFCU運転
台数を50%削減

4.冷凍機の冷水温度、冷却水温度の適正化 - 17,562 1.5%
冷水出口温度を6,9月に7℃から10℃
に変更、冷却水温度を5℃低下

2.店舗系統の空調予冷運転方法の変更 77,050 18,417 3.0%
夏期、外調機運転からFCU運転に変
更、予冷時間を1時間に変更

省エネ項目 備考
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図③-(3)-2-2-1.1 ネットワーク構成      図③-(3)-2-2-1.2 センサ等の配置 

 

表③-(3)-2-2-1.1 使用したセンサ、受信機等の仕様 

 

 

 

 

 

 

③-(3)-2-2-2 実証結果 

③-(3)-2-2-2-1 無線温湿度センサの通信状態の確認結果 

無線温湿度センサの受信状況を電波強度と受信率で評価をした結果を図③-(3)-2-2-2-1.1、

2 に示す。受信機とセンサの距離が離れるほど電波強度、受信率ともに下がる傾向にある

が、距離が近くても電波強度、受信率の下がる箇所があり、距離だけでなく設置方法等の

他の要因の影響を受けて変化していると考えられる。受信強度と受信率の関係を図③-(3)-

2-2-2-1.3 に示す。受信強度が高いほど受信率は上昇し、概ね受信強度が 60 を超えると受

信率は 95％以上となっている。現地での受信機や無線センサの設置に当っては、受信強

度の確認が有効である。また、GCON からクラウドへのデータ送信に関しては、NTT

データにおいて送信成功率 100％で長期安定稼動ができていることが確認されている。 

 
 
 

温度センサー 920MHｚ

CO2センサー 920MHｚ

８F

９F

１０F

１１F

受信機

台数

32

6

3

1

1

CO2用受信型/中継器、温湿度センサ用受信機

GCON

収集データ蓄積（BOXコンピュータ）

無線センサ受信機（アンテナ）

クラウド接続機器

データ収集装置

機器

無線温湿度センサ

無線CO2センサ

仕様

920MHz無線出力、電池駆動

920MHz無線出力、AC電源駆動、
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図③-(3)-2-2-2-1.1 センサ位置と電波強度    図③-(3)-2-2-2-1.2 センサ位置と受信率 
 
 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-2-2-1.3 受信強度を受信率の関係 

 

③-(3)-2-2-2-2 無線環境センサでの計測結果 

無線環境センサでの計測結果の一例を図③-(3)-2-2-2-2.1、2 に示す。図③-(3)-2-2-2-2.1

は、吹抜け空間廻りの夏期の温度分布のコンタ図で、エスカレータ東西両エリアは空調が

効きやすいが、南北エリアは空調が効きにくいこと、空調冷気の下降により下の階ほど冷

房が効いている状況が確認できる。また、空調を 1 時間停止した前後で温度変化があまり

ないことから、空調機の間欠運転や営業終了時の空調機の停止時刻を 1 時間早めることに

より省エネを図ることが可能である。 

図③-(3)-2-2-2-2.2 の CO2 濃度分布のコンタ図では、人の出入りの多い夕方の時間帯に

CO2 濃度が上昇しているがその他の時間では平均 450ppm 程度と低いため外気取入ダクト

にダンパを設置し取入外気量を削減することにより省エネを図ることが有効である。 

 

 

 

受信強度

受
信

率

受信率95％以上

 (1)電波強度（平均）

電波強度の最大 120
電波強度の最少 44
電波強度の平均 71

受信機 

 (2)受信率

受信率の最大 100%
受信率の最少 58%
受信率の平均 91%

最大距離：約 40m 

受信機 
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図③-(3)-2-2-2-2.1 吹抜け空間廻りの温度分布 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-2-2-2.2 吹抜け空間廻りの CO2 濃度分布 

 

③-(3)-2-2-3 省エネ効果試算 

空調機の運転時間の変更と取入外気量の削減の 2 項目の省エネ量を夏期 8 月の 1 ヶ月

間に関して試算した結果を表③-(3)-2-2-3.1 に示す。取入外気量の削減の効果が大きく、

夏期だけであるが合計では 17.7％の省エネとなっている。なお、基準とした 8 月の空調

機の運転状況を図③-(3)-2-2-3.1、2 に示す。冷水熱量は外気条件等で変化するが空調機の

電力消費量は運転時間の比例する形となっている。 

 

表③-(3)-2-2-3.1 省エネ効果試算結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力削減量 削減率

[kWh] [％]

2,812 7.5% 空調機の1時間早めに停止

2.取入外気量の削減 3,860 10.3% 取入外気量を50%削減

合　　計 6,672 17.7%

省エネ項目 備考

1.空調機の運転時間の削減

空調停止1時間後 1時間程度の停止なら
あまり温度変化がない

間欠運転可能

外気量の大幅な削減

平均450ppm 平均700ppm

外気量の削減を抑える

ミニマム制御可能

AM 11:00 PM 17:00

2
7

ｍ
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図③-(3)-2-2-3.1 空調機の冷水熱量の月変動  図③-(3)-2-2-3.2 空調機の電力消費量の 

月変動 

 

③-(3)-2-3 都心型大規模量販店での実証実験 

都心型大規模量販店にグリーンセンサネットワークシステムを構築し、無線通信の状

態を検証するとともに、室内環境実態を把握し、空調に関して 10％以上の省エネ効果を

実現する手法を提案することを目的とする。本実証実験の主たる目標は室内環境の見える

化システム(詳細は後述)による温度ムラやムダを早期発見し省エネ提案するとともに、1F

からの外気侵入状況の把握、夜間作業時の温熱環境とナイトパージ制御状況を把握し省エ

ネにつなげることである。 

対象とする建物は、地上 9 階、地下 6 階、延床面積約 64,000 ㎡で、物販店舗、飲食店

舗等で構成される。空調設備として熱源機器はターボ冷凍機 2 台、冷却塔 2 台、空冷ヒー

トポンプチラー3 台、冷水ポンプ、冷温水ポンプ、冷却水ポンプで構成され、物販店舗エ

リアには各階に 12～17 台設置された冷房専用の空調機により空調が行われる。対象建物

の年 

間のエネルギー使用状況を図③-(3)-2-3.1、2 に示す。対象建物は、全電化建物で冬期も冷

水負荷がある建物である。 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-3.1 年間の電力使用状況     図③-(3)-2-3.2 年間の冷水使用状況 
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③-(3)-2-3-1 実証方法 

グリーンセンサネットワークシステムの構築に当り、物販店舗の 9 フロアのうち 1F、

5F、7F、9F に無線温湿度センサや赤外線アレーセンサ等を設置し無線ネットワークを構

築し、環境データの収集を行うとともに、1F に 4 台の GCON を設置しクラウドと接続し、

インターネット上でデータの見える化を行った。ネットワークの構成を図③-(3)-2-3-1.1、

2 に、1F のセンサ等の配置を図③-(3)-2-3-1.3 に、使用したセンサ、受信機等の仕様を表

③-(3)-2-3-1.1 に示す。1F の計測期間は、2013 年 12 月から 2015 年 2 月までの約 1 年であ

る。 
 
 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-3-1.1 ネットワーク構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-3-1.2 ネットワーク構成詳細 
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図③-(3)-2-3-1.3 1F のセンサ及び GCON 設置状況 

 

表③-(3)-2-3-1.1 使用したセンサ、受信機、データ収集装置の仕様 

  

 

 

 

 

 

 

 

③-(3)-2-3-2 実証結果 

③-(3)-2-3-2-1 室内環境の見える化システムによる省エネ提案 

室内環境の見える化システムによる省エネ提案の一例を図③-(3)-2-3-2-1.1 に示す。夏期

の昼間の 1F 物販店舗での温度分布を示しているが、出入口付近は室内温度が外気温度近

くまで上昇しており扉からの外気進入が室内環境を悪化させていることが分かる。また、

図の右下の部分に室内温度が低いエリアがあり温度ムラが発生していることが分かる。

1F 扉からの外気進入に対しては、外気の給排気量を調整し室内の加圧を保つことにより、

室内環境の改善を図るとともに、扉からの外気負荷を削減することが省エネ上有効である。 

室内温度のムラに関しては室内温度の低い場所を検知し、対応する空調機の設定温度

を上げることにより省エネを図ることができる。 

 

 

 

 

 

台数

無線温湿度センサ 920MHz無線出力、電池駆動 150

無線電流センサ 920MHz無線出力、電池駆動 20

人感アレイセンサ 4×4、AC電源駆動 16

無線CO2センサ 920MHz無線出力、電池駆動 5

無線センサ受信機（アンテナ） LAN(Ethernet)接続型 10

クラウド接続機器 GCON 4

データ収集装置 収集データ蓄積（BOXコンピュータ） 4

データ収集装置 収集データ蓄積・環境見える化 1

仕様機器
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図③-(3)-2-3-2-1.1 室内環境の見える化と省エネ提案 

 

③-(3)-2-3-2-2 省エネ対策試験の実施 

本建物には、夜間に屋外の冷たい空気を取り入れ建物躯体等を冷却するナイトパージ

という外気冷房システムが導入されていた。しかし、施設担当者へのヒアリングの結果、

近隣の飲食店の臭いが入るためナイトパージは停止中で、店舗内での夜間作業時は換気

(空調機は運転)のみで冷房は停止して運用されていた。そこで、臭いのない 1F のみ外気

ダンパを開けて外気を導入し、エスカレータシャフトを活用し暖気を上昇させ、上部階は

外気導入を停止し排気ファンのみ運転して排気するフロアをまたがった建物全体のナイト

パージ方式を提案し、実施した(図③-(3)-2-3-2-2.1 参照)。 

図③-(3)-2-3-2-2.2 に示す室内環境の見える化システムで評価を行った結果、対策前は外

気温度 23.9℃に対して、室内温度は 25.0～28.3℃、対策後は外気温度 23.7℃に対して室内

温度は 24.8～28.1℃でほぼ同等の結果であることを確認した。また、近隣からの飲食店の

臭いも侵入していないことも確認した。電力消費量としては、動力の大きい空調機での換

気運転に対して動力の小さい排気ファンのみの運転に変えたため、1 時間当り 76kWh の

電力削減につながり、夜間 11 時間運転、中間期 120 日運転すると、年間で約 10 万 kWh

の削減と試算された。なお、今回の試験は 3 フロアのみであったが、7 フロアまで拡大す

るとその効果は約 24 万 kWh となる。 

 

 

 

 

 

 

 

出入口から外気が進入し、
室内温度が上昇 外気進入を抑制し省エネ

室内温度が低く
温度ムラが発生 設定温度を変更し省エネ
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図③-(3)-2-3-2-2.1 省エネ対策試験の概要 

 

 

 

 

 

図③-(3)-2-3-2-2.2 省エネ対策試験前後での室内環境の評価(左：対策前、右：対策後) 

 

③-(3)-2-3-3 省エネ効果試算 

ナイトパージでの換気方法の見直しを含めて抽出された省エネ項目と省エネ量を表③-

(3)-2-3-3.1 に示す。空調機の間引き運転が最も効果が大きく削減率の約半分を占めている。

5 つの省エネ項目の合計では、空調に要する電力消費量に対して 13.5％の省エネとなって

いる。 

表③-(3)-2-3-3.1 省エネ効果試算結果 

 

 

 

 

 

 

③-(3)-2-4 大規模商業ビルに適したセンサとネットワークシステム仕様の抽出 

③-(3)-2-4-1 センサとネットワークシステム仕様の抽出 

3 件の大規模商業ビルでの実証実験の結果、営業時間外の空調機の運転時間、運転方法

の見直しや負荷の少ない中間期の空調機の運転台数の削減、CO2 濃度や人員密度に応じた

取入外気量の削減が省エネに有効であることを確認した。また、省エネルギーと快適性の
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両立のためには、エネルギーの計測とともに温湿度や CO2 濃度といった室内環境の計測

が重要であることが明確になった。これらの結果をもとに、大規模商業ビルでのセンサ仕

様と省エネ手法を整理したものを表③-(3)-2-4-1.1 に示す。大規模商業ビルでの省エネル

ギーの推進に当っては、電流、温湿度、CO2、赤外線アレイの各種センサが有効である。 

今回、実証実験を行った大規模商業ビルは、1 フロアが約 4,000 ㎡～20,000 ㎡と広く環

境やエネルギー消費量の見える化を行うには、多数のセンサや無線中継器が必要となって

くる。郊外型大規模量販店では、電流に関しては 200 点の計測を行ったが、空調・換気の

各機器(ファンコイルユニット、ビルマルチエアコン、送風機等)単位まで全て計測を行う

と 1,000 点を超える計測ポイントとなる。計測ポイントとしては、表③-(3)-2-4-1.2 に示す

程度に絞り込むのが妥当である。下表の基準で郊外型大規模量販店(売場面積 40,000 ㎡)に

関して計測ポイントを絞り込むと 400 点程度となり、約 100 ㎡に 1 点の設置となる。温湿

度に関しては、都心型大規模量販店の 1F 店舗では約 80 ㎡に 1 点の設置を行ったが、十

分に室内温熱環境を評価することができた。店舗の種類や間仕切り等にもよるが 50～100

㎡に 1 個の設置が妥当である。CO2 に関しては、空調機単位あるいは制御単位に合わせて

設置数を決定するのが妥当である。 

センサの無線通信仕様においては、低消費電力で長距離通信可能な通信が必要であり、

免許不要周波数帯域では 920MHz 帯の利用を推奨する。大規模商業施設等ではその通信

距離を越える範囲に多数のセンサ設置が必要となるため、電波到達距離延長のための中継

器に対応した通信仕様が望ましい。無線通信プロトコルについては、センサ種別毎に受信

器や中継器を設置する必要が無いように仕様の標準化が今後の課題である。実際のセンサ

や無線機器設置に関しては、壁や分電盤の金属扉等の遮蔽物の有無により受信率が変わる

ため、受信強度を確認しながら中継器や受信機の設置個数や位置を決定する必要がある。 

 

表③-(3)-2-4-1.1 大規模商業ビルでのセンサ仕様と省エネ手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測対象 電力量 温湿度 CO2 人検知 表面温度

センサ種類
電流計

（簡易電力値換算）
温湿度センサ CO2センサ

赤外線
アレイセンサ

赤外線
アレイセンサ

発電方式 電磁誘導借電型 光発電型 光発電型 光発電型 光発電型

個数
各回路系統ごと
各機器単体ごと

50㎡～100㎡に
1個程度

空調機単位
制御単位

30～40㎡に
1個程度

30～40㎡に
1個程度

配置
動力盤内、機器廻り

（屋内、屋外共）
居住域（屋内）

空調機廻り
空調ゾーン（屋内）

天井面（屋内） 壁面（屋内）

通信頻度
1分ごと

（短周期計測の
平均値出力）

5～10分ごと 10分ごと 1分ごと 5～10分ごと

データの
信頼性

高
（デマンドに影響）

中 中 中 中

省エネ手法

各系統、各機器ごと
の負荷パターンを分
析、デマンドレスポン
ス制御に活用

室内温度の適正化、外
気冷房等各種省エネ制
御に活用、赤外線アレ
イと組合せ制御

外気取入量制御 温湿度センサと組合
せで使用、人を検知
し空調ON-OFFや設
定値の変更制御

温湿度センサと
組合せで使用、
放射環境の改
善、省エネ活用
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表③-(3)-2-4-1.2 大規模商業ビルでの設備ごとの電流計測ポイントの絞込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-(3)-2-4-2 グリーンセンサネットワークシステムの経済性の評価 

表③-(3)-2-4-2.1 に示す 30,000 ㎡の大規模商業ビルを想定してグリーンセンサネット

ワークシステムの経済性の評価を行った。仮にセンサ端末を 1 台 8 千円、ネットワーク端

末を 1 台 50 千円とするとセンサとネットワーク端末の合計で 12,800 千円、設置工事費や

クラウド環境構築費等を加えると初期投資 27,000 千円(900 円/㎡)程度と見積もられる。省

エネ 10％(エネルギーコスト削減量 24,000 千円)を達成できれば、クラウド環境維持費、

通信費、コンサルタントフィー等の運用コストを勘案しても、投資回収年数 3 年以下とな

り費用対効果の高いシステムになり得る。但し、継続的に省エネルギーを実現していくた

めには、自動制御システムとの連携が重要である。 

 

表③-(3)-2-4-2.1 大規模商業ビルでの経済性評価の想定建物 

 

 

 

 

 

 

③-(3)-3 データ分析システムの開発 

③-(3)-3-1 開発の目的 

大規模商業ビルにおいては、省エネルギーと室内環境の快適性の両立が重要であるが、

一般的には省エネルギーと快適性はトレードオフの関係にある。例えば、室内温度は冷房

時、設定温度を上げれば省エネとなるが、室内温度を上げ過ぎると作業環境が悪化する。

CO2 濃度に関して言えば、夏期、冬期の外気取入量の削減は省エネとなるが、削減しすぎ

ると CO2 濃度は上昇し作業環境が悪化する。省エネルギーと快適性の両立のためには、

空調設備 熱源機器 機器単位（冷凍機、冷却塔、ポンプ等）

空調機 機器単位（空調機、外調機）

ファンコイルユニット 系統単位

ビルマルチエアコン 屋外機単位

送風機 機器単位（1.5kW以上程度）

給排水　 ポンプ類 機器単位（1.5kW以上程度）

衛生設備 冷凍庫・冷蔵庫 系統単位または機器単位（1.5kW以上程度）

厨房機器 系統単位または機器単位（1.5kW以上程度）

電気設備 照明 系統単位

コンセント 系統単位

　・想定建物 用途：大規模店舗 延床面積：30,000㎡ 規模：10階建、1フロア：3,000㎡

年間電力消費量：12,000MWh/年（全電化） 年間エネルギーコスト：2.4億円/年（8,000円/㎡・年）

換算熱量：117,120GJ/年（3,904MJ/㎡・年）　 原油換算値：3,022kL/年

　・センサ端末

温湿度センサ：50㎡に1個程度→600個 電流センサ：100㎡に1個程度→300個

CO2センサ：1フロアに20個程度→200個

　・ネットワーク端末 1フロアに8台→80台
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エネルギーの見える化とともに室内環境の見える化が重要となってくる。 

従来は、図③-(3)-3-1.1 に示すようにトレンドグラフや市販のコンタ図ソフトにより可

視化を行ってきた。しかし、トレンドグラフでは計測ポイントが膨大となるとどの計測

データに問題があるのかを抽出するのが難しく、室内環境でのムダ、ムラの早期発見につ

ながらない。また市販のコンタ図では、どこを可視化いるか分からない、リアルタイムで

の可視化が難しいという課題があった。今回開発した「室内環境の見える化システム」は、

施設管理者の利用を想定し、容易に省エネ室内環境をオンライン、リアルタイムで可視化

できることを目標とした。 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-3-1.1 従来の室内環境の可視化手法 

 

③-(3)-3-2 室内環境の見える化システムの特徴 

今回開発した「室内環境の見える化システム」では、建物平面図の画像ファイルを貼

り付けた上に、各種センサのアイコンをプロットしてコンタ図を作成するため、容易に温

湿度、CO2、照度等の室内環境を可視化することができる。 

本システムは、施設管理者の利用を想定して施設管理者が容易に室内環境を把握でき

るように web 上でリアルタイムに閲覧できるシステムとしている。画面の設定に関して

は、図③-(3)-3-2.1 に示す設定画面を用意しており、センサアイコンを複写、移動するこ

とにより容易に計測位置の変更が可能で、グリーンセンサの追加や移動が簡単という特徴

に対して容易に対応できるシステムとなっている。また中央監視装置との連携も可能であ

り、省エネ制御への展開が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

トレンドグラフ表示 
温度センサー 920MHｚ

CO2センサー 920MHｚ

８F

９F

１０F

１１F

受信機コンタ図表示 



  

 508 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-3-2.1 「室内環境の見える化システム」の設定画面 

 

③-(3)-4 大規模クリーンルームでの GSN システムの構築と実証実験 

実験施設の大規模クリーンルームにグリーンセンサネットワークシステムを構築し、

実験装置単位での電力の使用状況や室内環境実態を把握し、10％以上の省エネ効果を実現

する手法を提案することを目的とする。 

対象とするクリーンルームは、研究用大規模クリーンルームで、床面積 3,000 ㎡、清浄

度クラス 3、室内温湿度条件 23℃±1℃、45%±5%である。熱源機器は、ターボ冷凍機 2

台、ダブルバンドルターボ冷凍機 1 台、冷専インバータターボ冷凍機 1 台、炉筒煙管ボイ

ラ 1 台、小型貫流ボイラ 5 台で構成される。クリーンルームの空調には外調機、ファン付

ドライコイル、ファンフィルターユニット(FFU)が使用されている。対象クリーンルーム

を含む建物全体の年間のエネルギー使用状況を図③-(3)-4.1 に示す。建物全体でのエネル

ギー消費原単位は、約 13,000MJ/㎡･年である。 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-4.1 年間のエネルギー使用状況 

 

③-(3)-4-1 実証方法 

クリーンルーム室内に無線温湿度センサや赤外線アレイセンサ、ユーティリティス

ペースの実験装置盤に電流センサを設置し、ネットワークシステムを構築した。ネット

ワーク構成及び使用したセンサ、受信機等の仕様を図③-(3)-4-1.1、2 に示す。計測期間は、

2014 年 12 月から 2015 年 2 月までの約 2 ヶ月である。 
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  図③-(3)-4-1.1 ネットワーク構成 
 

  表③-(3)-4-1.1 使用したセンサ、受信機、データ収集装置の仕様 

 

 

 

 

 

 
 

③-(3)-4-2 実証結果 

クリーンルーム内の温湿度分布の一例を図③-(3)-4-2.1 に示す。クリーンルーム内の温

湿度は時間的な変動はほとんどなく、図に示すような分布が常時続いている。室内温度に

関しては設計条件 23℃±1℃に対して、20.7～23.9℃で分布しており平均では 22.2℃と若

干低い値となっている。湿度に関しては設計条件 45%±5%に対して 45～55％で分布して

おり平均では 49.5％となっており約 5％高い値となっている。 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-4-2.1 クリーンルーム内の温湿度分布（左：室内温度、右：湿度） 

 

実験装置の電力消費量の日変動の一例として図③-(3)-4-2.2、3 に装置 A と装置 B の変

動を示す。装置 A は週に 1 回、稼働しているがそれ以外の時間帯は待機状態で稼動する

空調機械室 他

ユティリティスペース

クリーンルーム

無線電流センサ

920MHｚ

手動データ収集

従来型センサ（温度・湿度・流量等）

3G/LTE

クラウド（NTTデータ）

インターネット

社内
データサーバ

GCON 

無線温湿度センサ

見える化（タブレット端末）

受信器 データ収集装置

赤外線アレイ
センサ

台数

63

65

4

16

6

2

8

2

機器

無線センサ受信機（温湿度センサ用）

無線センサ受信機（電流センサ用）

仕様

無線温湿度センサ 920MHz無線出力、ソーラセル駆動

無線電流センサ 920MHz無線出力、電池駆動

人感アレイセンサ 16×16、電池駆動

920MHz受信/Wi-Fi接続型、商用電源駆動

920MHz受信/LAN(Ethernet)接続型、商用電源駆動

クラウド接続機器 GCON（人感アレイセンサ受信機実装）

データ収集装置 温湿度センサ・電流センサプロトコル変換

データ蓄積・表示装置 収集データ蓄積・環境見える化
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日以外は停止できる可能性がある。一方装置 B は平日の日中に稼動して電力消費量が若

干上昇している。施設管理者へのヒアリングの結果、このタイプの機器は立上げが短時間

でできるものであれば休日に止められるが、通常は連続運転としているとのことであった。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-4-2.2 装置 A の電力消費量の日変動 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(3)-4-2.3 装置 B の電力消費量の日変動 

 

③-(3)-4-3 省エネ効果試算 

抽出された省エネ項目と省エネ量を表③-(3)-4-3.1 に示す。設定湿度に関しては冬期の

計測結果より空調機の現状 50％前後で運用されているので 45％に設定を変更、夏期は

5％上げて 50％で運用した場合の省エネ効果を試算した。実験装置の停止に関しては、2

割の実験装置を停止できることを前提にして試算を行った。2 つの省エネ項目の合計では、

10.3％の省エネとなっている。 
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表③-(3)-4-3.1 省エネ効果試算結果 

 

 

 

 

 

③-(3)-5 まとめ 

大規模商業施設、大規模クリーンルームを対象として、4 施設においてグリーンセンサ

ネットワークシステムを構築し、無線通信性能等の検証を行った。グリーンセンサで得ら

れたデータを活用し、各種省エネ提案を実施し、省エネ効果を試算した結果 10％以上の

省エネ効果（表③-(3)-5.1 参照）を確認した。大規模商業ビルにおいては、省エネと室内

環境の快適性の両立が重要であり、データ分析システムとして「室内環境の見える化シス

テム」を開発し、室内環境の温湿度や CO2 等の空間的分布の評価や省エネ対策実施前後

での環境評価に活用した。大規模クリーンルームでも温湿度の空間的分布の評価に活用し

た。 

 

表③-(3)-5.1 省エネ試算結果のまとめ 

 

 

 

 

 

 

郊外型大規模量販店 11.4% 年間試算

都心型複合商業ビル 17.7% 夏期の8月1ヶ月での試算、対象は空調

都心型大規模量販店 13.5% 年間試算、対象は空調

大規模クリーンルーム 年間試算10.3%

建物 省エネ率 [％] 備考

電力削減量 削減率

[kWh] [％]

1.クリーンルーム内の設定湿度の緩和、適正化
 419,506 2.3%

1,453,746 8.0% 計測対象の実験装置電力消費量の2割削減

合　　計 1,873,252 10.3%

省エネ項目 備考

2.使用していない実験装置の停止

夏期50%に設定変更、冬期現状の50%から45%に
変更
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③-(4) スマートファクトリのための（工場・事業場用）グリーンセンサネットワーク

システムの開発【(株)東光高岳、東京電力(株)】 

③-(4)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

 我が国の最終エネルギー消費量の 42.6%は産業部門で消費されているが、昭和 48 年の

オイルショック以降、産業部門におけるエネルギー消費量はほぼ横ばいである一方、省エ

ネルギーは飛躍的に進展し、エネルギー消費原単位はおよそ 43.8%縮小している（いずれ

も平成 24 年度実績）。 

しかしながら、産業部門（製造業）の中でも素材系業種（紙・パルプ、鉄鋼等）と比

較して電力比率が高い機械系業種においては、工場内の設備数が膨大で、エネルギー管理

担当者の育成の難しさと相俟って、設備の運用管理や省エネルギー活動は困難を窮めてき

た。また、エネルギー管理に必要とされる各種センサやセンサネットワークの構築におい

ても、多数のセンサの取り付けけには多額の投資が必要となることから、「やりたくても

やれない」状況となっている。 

 

＜研究開発の目標＞ 

こうした背景の下、 

○ 生産設備に対するセンシングによるセンサデータの分析手法検討（有効性検証） 

 ○ ユーザ視点によるグリーンセンサ・ネットワークの受容性検証及びスペック検討 

の 2 点を大きな目標として、特に電力比率が高い機械系業種を中心に（9 業種 15 サイ

ト）、センサネットワークの構築及び検証を実施した。なお、センサデータの分析におい

ては、可能な範囲で生産実績等の事業活動データを参照し、これまで余り知られることが

なかったセンサデータと事業活動データの相関分析を実施することで、工程または設備単

位における省エネルギー（または電力ピーク抑制）効果 10％を目指すこととした。 

 

③-(4)-2 主要製造業種における実証 

③-(4)-2-1 生産用機械器具製造業（加工・組立等） 

③-(4)-2-1-1 電力消費の特徴 

生産用機械器具製造業におけるエネルギー消費は、電力

が主たるエネルギーであり、生産設備で消費される電力は

事業所全体の約 59％である（図③-(4)-2-1-1.1）。今回の実

証では、金属加工工程の中で連続する下記の 3 工程を対象

とし、電力消費と生産活動の関係性を分析し、センサ

生産
設備
59%

付帯
設備
41%

図③-(4)-2-1-1.1 電力量内訳 1) 
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ネットワーク構築における課題抽出及び省エネルギーポテンシャルのシミュレーションを

実施した。 

① 加工工程 

② 加工後処理工程 

③ 組立・試験工程 

 

③-(4)-2-1-2 センサネットワークの構築 

 センサネットワークの構築に当たっては、

最小計測単位となる設備単体の容量が大き

いこと、施工時の調査において電波受信率

が低かったこと等から、無線式と市販の計

測機器（有線式）との併用とした（表③-(4)-2-1-2.1）。電波受信率が低い理由としては、

構内で使用されるインバータ機器や無線 LAN との混信等が考えられる。 

 

③-(4)-2-1-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

 

 

 

 

 

 

生産実績データ等との照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機

電力）を削減することにより、約 3.5%（図③-(4)-2-1-3.1）、原単位管理による工程の運

用変更や効率の良い設備への生産量シフト等により約 28.7%（図③-(4)-2-1-3.2）の省エネ

ルギー効果があることが分かり、当該業種におけるセンサネットワーク構築の有効性が明

らかとなった。 

 

③-(4)-2-2-1 生産用機械器具製造業（熱処理等） 

③-(4)-2-2-1 電力消費の特徴 

生産用機械器具製造業は、電力が主たるエネルギーであ

り、生産設備で消費される電力は事業所全体の約 59％と

なっている（図③-(4)-2-2-1.1）。今回は、前項（③-(4)-2-

生産
設備
59%

付帯
設備
41%

無線 有線

加工機械 14台 182 kW 18点 14点

加工後処理 6台 142 kW 20点 6点

組立・試験 8台 1,345 kW 17点 8点

合計 28台 1,669 kW 83点

設備 設備数 設備容量
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図③-(4)-2-1-3.1 待機電力の抽出 図③-(4)-2-1-3.2 設備毎の原単位比較 

表③-(4)-2-1-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-2-1.1 電力量内訳 1) 
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1）と異なる工場において、金属製品の加工工程の中から特に電力消費が大きいと考えら

れる下記①～③の連続した 3 工程を対象として電力消費と生産活動の関係性を分析し、省

エネルギーポテンシャルのシミュレーションを実施した。 

① 切削工程 

② 熱処理工程 

③ 研磨工程 

 

③-(4)-2-2-2 センサネットワークの構築                      

最小計測単位となる設備単体の容量

が大きいことから、無線式と市販の計

測機器（有線式）との併用とした。無

線式については、施工時の調査におい

て受信率が低かったことから、補助的

に用いることとした（表③-(4)-2-2-2.1）。電波受信率が低い理由としては、構内で使用さ

れるインバータ機器や無線 LAN との混信等が考えられる。 

 

③-(4)-2-2-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産実績データ等との照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機

電力）を削減（図③-(4)-2-2-3.1）することにより、約 14%の省エネルギー効果があること

が分かった。また、原単位管理による効率の良い設備への生産量シフトが作業時間短縮に

繋がることも判明し（図③-(4)-2-2-3.2）、当該業種におけるセンサネットワークの構築に

よる原単位管理は、省エネルギーの推進等に有効であることが分かった。 

 

 

 

 電
力

（
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）

 0

 20

 40

 60

 80 生産 待機

無線 有線

切削工程 7台 345 kW - 7点

熱処理工程 11台 1,513 kW 14点 11点

研磨工程 3台 125 kW 9点 3点

合計 21台 1,983 kW

設備 設備数 設備容量
計測点数

44点
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表③-(4)-2-2-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-2-3.1 待機電力の抽出 図③-(4)-2-2-3.2 設備毎の原単位比較 
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③-(4)-2-3 印刷・同関連業（グラビア印刷工程） 

③-(4)-2-3-1 電力消費の特徴 

印刷業におけるエネルギー消費は、電力が約半分を

占めており、そのうち生産設備が約 53％となっている。

今回の実証では、印刷業（グラビア印刷工程）におい

て、電力消費と生産活動の関連性を分析し、センサ

ネットワーク構築における課題抽出及び省エネルギー

ポテンシャルのシミュレーションを実施した。 

① グラビア印刷機 

② ドライラミネータ 

③ 付帯設備 

 

③-(4)-2-3-2 センサネットワークの構築 

センサネットワークの構築に当たっ

ては、最小計測単位となる設備単体の

容量が大きいことから、大部分で市販

の計測機器を用いた。また、無線式に

ついては、施工時の調査において電波

受信率が低かったことから、有線式のものを主とした（表③-(4)-2-3-2.1）。電波受信率が

低い理由としては、構内で使用されるインバータ機器や無線 LAN との混信等が考えられ

る。 

 

③-(4)-2-3-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

 

 

生産実績データ等との照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機

生産
設備
53%

付帯
設備
47%
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ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ その他 給風 印刷3印刷中 印刷2印刷中

給風無 給風無

給風無

待機 待機 待機

無線 有線

ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷 2台 186 kW 11点 6点

ﾄﾞﾗｲﾗﾐﾈｰﾀ 3台 138 kW 11点 6点

付帯設備 7台 86 kW 1点 6点

合計 28台 1,669 kW 41点

設備 設備数 設備容量
計測点数

無線 有線

ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷 2台 186 kW 11点 6点

ﾄﾞﾗｲﾗﾐﾈｰﾀ 3台 138 kW 11点 6点

付帯設備 7台 86 kW 1点 6点

合計 28台 1,669 kW 41点

設備 設備数 設備容量
計測点数

図③-(4)-2-3-1.1 電力量内訳 1) 

表③-(4)-2-3-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-3-3.1 待機電力の抽出 
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電力）を削減することにより、約 3.7％（参照：図③-(4)-2-3-3.1）、原単位管理による工

程の運用変更や効率の良い設備への生産量シフトにより約 18.9％の省エネルギー効果が

あることが分かり、当該業種におけるセンサネットワーク構築の有効性が明らかとなった。 

 

③-(4)-2-4 印刷・同関連業（オフセット印刷工程） 

③-(4)-2-4-1 電力消費の特徴 

 印刷業におけるエネルギー消費は、電力が約半分を

占めており、そのうち生産設備が約 53％程度となってい

る（図③-(4)-2-4-1.1）。今回の実証では、印刷業（オフ

セット印刷工程）において、電力消費と生産活動の関連

性を分析し、センサネットワーク構築における課題抽出

及び省エネルギーポテンシャルのシミュレーションを実施した。 

 

③-(4)-2-4-2 センサネットワークの構築 

センサネットワークの構築に当たっ

ては、最小計測単位となる設備単体の

容量が大きいこと、センサ取り付け場

所付近にデータロガー用の 100V コン

セントがないこと、等から、大部分に

テンポラリ型の計測機器（有線式）を用いた（表③-(4)-2-4-2.1）（付近に 200V 電源は

あったものの、工場操業時間帯の停電工事が必要であったことから、無線センサネット

ワークの構築がほとんどできなかった）。 

 

③-(4)-2-4-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 
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生産実績データとの照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機電

生産
設備
53%

付帯
設備
47%

無線 有線

3,321 kW - 49点

169 kW 4点 14点

164 kW - 8点

3,654 kW

ｵﾌｾｯﾄ輪転機

その他印刷機

付帯設備

合計

設備 設備容量
計測点数

75点

無線 有線

3,321 kW - 49点

169 kW 4点 14点

164 kW - 8点

3,654 kW

ｵﾌｾｯﾄ輪転機

その他印刷機

付帯設備
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設備 設備容量
計測点数
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表③-(4)-2-4-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-4-3.1 待機電力の抽出 図③-(4)-2-4-3.2 設備毎の原単位比較 

図③-(4)-2-4-1.1 電力量内訳 1) 
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力）を削減することにより、約 4.3％（図③-(4)-2-4-3.1）、原単位管理による工程の運用

変更や効率の良い機会設備への生産量シフトにより約 26.3％（図③-(4)-2-4-3.2）の省エネ

ルギー効果があることが分かり、当該業種におけるセンサネットワーク構築の有効性が明

らかとなった。 

 

③-(4)-2-5 食料品製造業 

③-(4)-2-5-1 電力消費の特徴 

食料品製造業におけるエネルギー消費は、その多く

が電力となっている。電力消費の中でも大きく「生産

設備」と製造環境を維持する「付帯設備」に分けられ、

付帯設備が全体の約 88%を占めている（図③-(4)-2-5-

1.1）。今回の実証においては、当該業種の主要工程

（加熱工程、冷却工程、付帯設備）における電力消費

と生産活動の関係性を分析し、センサネットワーク構築

における課題抽出及び省エネルギーポテンシャルのシミュレーションを実施した。 

 

③-(4)-2-5-2 センサネットワークの構築 

センサネットワークの構築に当って

は、最小計測単位となる設備単体の容

量が大きいことから、無線式と市販の

計測機器（有線式）を併用することと

した。無線式の設置に当たっては、事

前に電波状況を確認し、干渉を受けやすい場所には設置しない、無線用受信機を分電盤内

に設置する（無線子機の付近に設置する）等の工夫を行った（表③-(4)-2-5-2.1）。  

 

③-(4)-2-5-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

生産実績データ等との照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機

電力）を削減すること（図③-(4)-2-

5-3.1）により、約 28%、一部の製造

工程においては、原単位管理による

工程の運用変更等により約 43%の省

エネルギー効果があることが分かり、

当該業種におけるセンサネットワー
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表③-(4)-2-5-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-5-1.1 電力量内訳 1) 

図③-(4)-2-5-3.1 待機電力の抽出 
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クの構築による原単位管理は、省エネルギーの推進に有効であることが分かった（但し、

上記効果の実現には運用（実務）面での検討・調整も必要となる）。 

 

③-(4)-2-6 食料品製造業（乳製品） 

③-(4)-2-6-1 電力消費の特徴              

 食料品製造業（乳製品）は、電力が主たるエネルギー

であり、生産設備で消費される電力は事業所全体の約

84％となっている（図③-(4)-2-6-1.1）。今回の実証におい

ては、連続する下記①～③の 3 工程を対象とし、電力消費

と生産活動の関係性を分析し、センサネットワーク構築に

おける課題抽出及び省エネルギーポテンシャルのシミュ

レーションを実施した。 

① 殺菌工程 

② 充填工程 

③ 冷却プロセス（氷蓄熱システム） 

 

③-(4)-2-6-2 センサネットワークの構築                    

センサネットワークの構築に当たって

は、最小計測単位となる設備単体の容量

が大きいことから、大部分に市販の計測

機器を用いた。無線式については、施工

時の調査において電波受信率が低かったことから、有線式のものを主とした（表③-（4）

-2-6-2.1）。電波受信率が低い理由としては、構内で使用されるインバータ機器や無線

LAN との混信等が考えられる。 

 

③-(4)-2-6-3 実証結果（デマンド抑制シミュレーション） 
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0時 4時 8時 12時 16時 20時

熱
量

（
kW

）
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夜間蓄熱 昼間追掛

蓄熱増
▲72kW減

無線 有線

殺菌機 4台 426 kW - 4点

充填機 11台 385 kW - 11点

氷蓄熱冷凍機 10台 921 kW 9点 28点

合計 25台 1,732 kW

設備 設備数 設備容量
計測点数

52点

表③-(4)-2-6-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-6-1.1 電力量内訳 1) 

図③-(4)-2-6-3.1 時刻別冷凍機製造熱量 図③-(4)-2-6-3.2 生産シフトの検討 
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冷却プロセスに導入されている氷蓄熱システムの運用改善（図③-(4)-2-6-3.1）や生産シ

フト（図③-(4)-2-6-3.2）により、約 21 %のデマンド抑制効果があることが分かり、当該

業種におけるセンサネットワークの構築及び分析は、デマンド抑制に有効であることが分

かった。 

 

③-(4)-2-7 プラスチック製品製造業 

③-(4)-2-7-1 電力消費の特徴 

プラスチック製品製造業は、電力が主たるエネルギー

であり、特にペットボトル成型プロセスは生産に関わる

ほぼ全てのエネルギーを電力で賄っている。今回の実証

においては、連続する下記①～②の 2 工程を対象とし、

電力消費と生産活動の関係性を分析することにより、省

エネルギーポテンシャルのシミュレーションを実施した。 

① 射出成形工程 

② ブロー成形工程 

 

③-(4)-2-7-2 センサネットワークの構築  

センサネットワークの構築に当

たっては、最小計測単位となる設備

単体の容量が大きいことから、市販

の計測機器（有線式）を用いた。無

線式については施工時の調査において、使用する無線センサと同じ帯域（2.4GHz）の電

波が存在すること、電波干渉を受けやすいインバータ設備の計測を行うこと、等からデー

タ収集に支障が出る可能性があることを踏まえつつ、計測設備全体の半数以上に取り付け

けを行った（表③-(4)-2-7-2.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

付帯
設備
22%

生産
設備
78%

無線 有線

射出成形工程 16台 692 kW - 16点

ﾌﾞﾛｰ成形工程 16台 918 kW 40点 16点

合計 32台 1,610 kW

設備 設備数 設備容量

72点

計測点数

表③-(4)-2-7-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-7-1.1 電力量内訳 1) 
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③-(4)-2-7-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

  

 

 

 

 

生産実績データ等との照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機

電力）を削減（図③-(4)-2-7-3.1）、設備への生産量シフト（図③-(4)-2-7-3.2）により約

16.2％の省エネルギー効果があることが分かり、当該業種におけるセンサネットワークの

構築による原単位管理は、省エネルギーの推進に有効であることが分かった。 

 

③-(4)-2-8 飲食店  

③-(4)-2-8-1 電力消費の特徴              

飲食店において厨房機器内で消費される電力は店舗全体の

約 30％となっている（図③-(4)-2-8-1.1）。今回の実証におい

ては、飲食店における各設備間の関係性を分析し、センサ

ネットワーク構築における課題抽出及び省エネルギーポテン

シャルのシミュレーションを実施した。 

① 厨房機器 

② 付帯設備 

 

③-(4)-2-8-2 センサネットワークの構築 

 飲食店の設備は、比較的小容量の電気機器が多数 

設置されていることが特徴であ

り、それらが収納されている分

電盤内に多数のブレーカーが設

置されている。設備単位の計測

に当たっては、1 つの分電盤内

に多数のセンサを設置する事となるが、小型無線式を用いることで、配線工事の負荷低減

（高い施工性）と狭小分電盤への設置が可能であった（表③-(4)-2-8-2.1）。 

付帯
設備
56%

厨房
機器
44%

無線 合計

厨房機器 57台 117 kW 57点

付帯設備 32台 55 kW 32点

厨房機器 111台 141kW 111点

付帯設備 32台 63kW 32点
143点

設備数 設備容量

89点

計測点数

専門店
（3店舗）

レストラン
（2店舗）

店舗 設備

生産原単位と製造本数の関係

4
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8

0 5 10 15 20 25製造本数［万本］

生
産

原
単

位
［
k
W

h
/
千

本
］ 1号機 2号機

▲16％

図③-(4)-2-7-3.1 待機電力の抽出 図③-(4)-2-7-3.2 設備の原単位比較 

製造本数[本] 

図③-(4)-2-8-1.1 電力量内訳 2) 

表③-(4)-2-8-2.1 計測箇所 
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③-(4)-2-8-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

事務所エリア不在時の空調負荷の削減（図③-(4)-2-8-3.1）や、同規模店舗での厨房設備

（グリル等）の運転状態比較（ベンチマーク管理）により、約 23%の省エネルギー効果

があることが分かった。また、短い粒度で電力消費状況を分析することにより、店舗や作

業者単位のオペレーション比較を行うことができる（図③-(4)-2-8-3.2）。それにより、機

器設定の相違、作業者のルール遵守状況、品質管等のオペレーション状況のチェックに活

用することが出来ることも分かり、当該業種におけるセンサネットワークの構築による原

単位管理は、省エネルギーの推進等に有効であることが分かった。 

 

③-(4)-2-9 輸送用機械器具製造 

③-(4)-2-9-1 電力消費の特徴 

輸送用機械器具製造業における工場全体の電力使用量

のうち、生産設備で消費される電力は全体の約 70％程

度である（図③-(4)-2-9-1.1）。今回の実証においては、

射出成形工程の中で連続する下記の①～③の 3 工程を対

象とし、電力消費と生産活動の関係性を分析し、センサ

ネットワーク構築における課題抽出及び省エネルギーポテンシャルのシミュレーションを

実施した。 

① 射出成形工程 

② 反応射出成形工程 

③ その他 

 

③-(4)-2-9-2 センサネットワークの構築          

センサネットワークの構築に当たっては、 

最小計測単位である設備単体の容量が大き

いことから、大部分で市販の計測機器（有
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合計 14台 1,508 kW
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図③-(4)-2-8-3.1 事務所不在時の空調運転 図③-(4)-2-8-3.2 厨房機器の店舗間比較 

表③-(4)-2-9-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-9-1.1 電力量内訳 1) 
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線式）を用いた。無線式については、施工時の調査において電波受信率が低かったことか

ら、有線式のものを主とした（表③-(4)-2-9-2.1）。電波受信率が低い理由としては、工場

内で使用されているインバータ機器や無線 LAN との混信等が考えられる。 

 

③-(4)-2-9-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産実績データ等との照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機

電力）を削減すること（図③-(4)-2-9-3.1）により、約 22.5%、大型機器が設置されている

工程における生産シフト（片寄せによる一部設備の停止等）により、約 46.2％（図③-(4)-

2-9-3.2）の省エネルギー効果があることが分かり、当該業種におけるセンサネットワーク

の構築による原単位管理は、省エネルギーの推進に有効であることが分かった。 

 

③-(4)-2-10 プラスチック製品製造業 

③-(4)-2-10-1 電力消費の特徴 

プラスチック製品製造業は、電力が主たるエネルギーであ

り、生産設備で消費される電力は事業所全体の約 75%となっ

ている（図③-(4)-2-10-1.1）。今回の実証においては、特に電

力消費が大きいと考えられる下記①～③の 2 工程を対象とし

て、電力消費と生産活動の関係性を分析し、省エネルギーポ

テンシャルのシミュレーションを実施した。 

① 粉砕工程 

② 押出工程 
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図③-(4)-2-9-3.1 待機電力の抽出 

図③-(4)-2-9-3.2 設備毎の原単位比較 

図③-(4)-2-10-1.1 電力量内訳 1) 
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生産原単位比較(粗粉機)
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③-(4)-2-10-2 センサネットワークの構築                      

計測対象設備が広い範囲で点在して

いたため、大部分で市販のテンポラリ

型計測機器（有線式）を用いた。無線

式（自己給電型）については大容量設

備に設置したが、（自己給電型であることから）軽負荷時の計測が難しいケースを想定し、

有線式も併用することで計測信頼度を確保した（表③-(4)-2-10-2.1）。 

 

③-(4)-2-10-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

生産実績データ等との照合に基づいて、生産時間帯ではないと判断できる電力（待機

電力）を削減することにより、約 12%（図③-(4)-2-10-3.1）、原単位管理による工程の運

用変更や効率の良い設備への生産量シフトにより約 20%程度の省エネルギーポテンシャ

ルがあることが分かり、当該業種におけるセンサネットワークの構築による原単位管理は、

省エネルギーの推進に有効であることが分かった。 

 

③-(4)-2-11 電気機械器具製造業 

③-(4)-2-11-1 電力消費の特徴 

電気機械器具製造業におけるエネルギー消費は電力が

主たるエネルギーとなっており、そのうち、生産設備で

消費される電力は事業所全体の約 59％となっている

（図③-(4)-2-11-1.1）。今回の実証においては、主に以

下の①～②の 2 工程を対象として、電力消費と生産活動

の関係性を分析し、省エネルギーポテンシャルのシミュ

レーションを実施した。 
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粉砕工程 11台 575 kW - 11点

押出工程 2台 649 kW 4点 8点

合計 13台 1,224 kW 23点

設備 設備数 設備容量
計測点数

表③-(4)-2-10-2.1 計測箇所 

  

図③-(4)-2-10-3.2 設備毎の原単位比較 図③-(4)-2-10-3.1 待機電力の抽出 

 

図③-(4)-2-11-1.1 電力量内訳 
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① 組立工程 

② 塗装乾燥工程 

 

③-(4)-2-11-2 センサネットワークの構築                      

センサネットワークの構築に当

たっては、塗装乾燥工程内で使われ

ている可動式（回転式）乾燥装置に

おいて、無線式の利点を生かし、稼

働台車単位の計測を可能とした。一方、他の設備については、計測信頼度を優先させるこ

ととし、有線式による計測とした。 

 

③-(4)-2-11-3 実証結果（省エネルギーシミュレーション） 

 

 

 

 

 

 

 

生産設備の運用変更（例：生産時間内は絶えず稼働し続けている乾燥装置について、

製品投入の有無を赤外線センサ等で検知し、動作を停止する等）を行うことで、約 40%

（図③-(4)-2-11-3.1）、原単位管理による工程の運用変更や効率の良い設備への生産量シ

フト（図③-(4)-2-11-3.2）により、約 27%程度の省エネルギーポテンシャルがあることが

分かり、当該業種におけるセンサネットワークの構築による原単位管理は、省エネルギー

の推進に有効であることが分かった。 

 

③-(4)-3 ファクトリ向け電流センサおよびセンサネットワークの構築 

③-(4)-3-1 センサ端末・システム構成の調査結果 

主要製造工場 9 業種 15 サイトでのエネルギー（電流）計測を、G 社製の「無線クラン

プメータ」で実施した。無線クランプメータの仕様を以下に示す。 
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表③-(4)-2-11-2.1 計測箇所 

図③-(4)-2-11-3.1 装置稼働状況の抽出 図③-(4).-2-11-3.2 作業日毎の原単位比較 
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表③-(4)-3-1.1 無線クランプメータ仕様 

項  目 仕様 

計測部  

CT  クランプ型 CT  

電流  80A、130A  

計測性能  誤差±5％  

電源  
方式  ボタン電池  

寿命  2 年間  

通信  

無線方式  特定小電力：2.4GHz 

通信間隔  1 分間隔  

通信距離  5ｍ程度（金属箱内に設置）  

サイズ（無線部のみ）  22×15×18ｍｍ  

安価で簡便に設置可能なセンサネットワークを構築する上で、重要な検討要素となる、

電流計測・電源供給・通信方法・センサ数・作業性・保守性・コストについて、調査結果

を以下に示す。 

 

③-(4)-3-1-1 電流計測 

各調査工場で計測対象としたブレーカ容量と計測点数を下表に示す。 

表③-(4)-3-1-1.1 ブレーカ容量と計測点数 

ブレーカ容量 設置数   

  

  

  

  

  

  

  

  

ブレーカ容量 設置数 

10 44 125 17 

15 5 150 42 

20 123 200 14 

30 79 225 59 

40 5 300 19 

50 36 400 46 

60 18 500 10 

75 8 600 25 
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100 39   800 以上 13 

本調査で使用した「無線クランプメータ」の電流計測仕様は 80A、130A であり、仕様

以上の大電流の計測に関しては、他の計測器を使用して実施した。本調査から工場での計

測では大電流用のセンサが必要となることが把握できた。 

 

 

③-(4)-3-1-2 電源供給 

各調査工場でセンサ設置した分電盤では、分電盤内に商用電源が用意されていた箇所

は 2 工場のみ、しかも一部の分電盤のみと非常に少なく、センサ用の電源確保は困難で

ある。 

調査で使用した「無線クランプメータ」は、電池駆動であったので、設置場所の制限

を受けることなく対応できた。このことから工場向けセンサでは、自立電源が有効である

ことが把握できた。 

 

③-(4)-3-1-3 通信方法 

センサの計測結果を収集する通信として今回の調査では無線を活用した。 

無線を活用することで、センサ設置を安全で簡便に完了することができ有効性を把握

できた。 

しかし、工場内の通信では、データ収集の失敗が多く見られた。今回使用した「無線

クランプメータ」の無線周波数は 2.4GHz 帯であり、工場内における 2.4GHz 帯の電波状

況を下図で示す。 

図③-(4)-3-1-3.1a 2.4GHz 帯の電波状況   図③-(4)-3-1-3.1b 900MHz 帯の電波状況 

 

参考に 900MHz 帯の電波状況も調査した。この 900MHz 帯はほとんど電波が使用され

ていないのに対して、2.4GHz 帯は多くの電波が使用されているのがわかる。 
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この周波数帯は無線 LAN など、他のシステムでも活用されているケースが多く、また

「無線クランプメータ」には通信衝突を防ぐような機能がなく、混信等によるデータ収集

失敗が多く発生していることと考えられる。 

また、上記の周波数帯は、直進性が強いこともあり、工場の分電盤内に設置したセン

サから出力した電波が分電盤外の受信器と通信できる確率は非常に少なかった。結果とし

て分電盤ごとに受信器を用意（分電盤内に設置）する結果となり、システム構成としては、

大規模化の傾向となってしまった。 

今回の調査から、工場でのセンサ設置では無線有効性は確認できたが、通信成功率を

向上させる機能付加および周波数帯の検討が必要であると把握できた。 

 

③-(4)-3-1-4 センサ数 

各調査工場で設置したセンサ数は、一般機械工場で最大 83 個、プラスチック製品工場

で 72 個、食料品工場で 42 個、飲料品工場で 352 個という結果が得られた。 

本調査から工場内のエリアネットワークとしては、親機 1 台に対してのセンサ数は、

100 個程度まで必要なことが把握できた。 

 

③-(4)-3-1-5 作業性、保守性 

調査した 15 サイトでの作業において、今回採用した「無線通信」、「電池方式」は安

全で簡便にセンサの設置が行え、工事する上で非常に有効であることが把握できた。 

有線での通信路と電源供給を実現すると、通信経路の検討・確保（工事）に多くの作

業が必要になる。特に電源工事においては、停電が必要となり、既設工場への導入の障害

にもなり得る。 

 

③-(4)-3-1-6 コスト 

 調査で使用した「無線通信」・「電池方式」のセンサでシステムを構築した場合と、 

仮に「有線通信」・「商用電源」にてシステムを構築した場合とを、同じ現場で両ケース

（システム）の材料費・工事費を見積りした結果、「有線通信」・「商用電源」に比べ

「無線通信」・「電池方式」の方が 5 分の 1 になることが把握できた。 

 

③-(4)-4 グリーンセンサ・ネットワークシステムの構築およびフィールド検証 

主要製造工場 9 業種 15 サイトでの実態調査結果を受け、ファクトリ向けセンサとして

の課題抽出および仕様検討し、試作品による実フィールドによる妥当性確認を実施する。 
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③-(4)-4-1 実態調査におけるセンサの課題 

実態調査で使用した「無線通信」・「電池方式」の電流センサは、設置工事の作業性

およびコスト面で大きな効果があることが把握できた。 

今回の実態調査で使用したセンサを、更にファクトリ向けとして適応するための課題

と電流センサの試作に向けた検討結果を以下に示す。 

 

 

③-(4)-4-1-1 電流仕様 

a. 大電流計測 

実態調査で使用した無線クランプメータは、最大 130A までの計測器であったため、

130A 以上の計測箇所では、他の計測器を用いて調査を実施した。調査した工場で 130A

以上の計測ポイントは 38％以上あり、工場での計測では、150A 以上の計測可能なセン

サが必要となる。 

b. ケーブル径の考慮 

実際の工場では、消費電力（電流）とブレーカやケーブル等の設備に乖離があるこ

とがわかった。 

工場においては設備拡張等を考慮し、使用する電力（電流）よりも余裕を持ったブ

レーカやケーブル等が設置されている。よって電流計測仕様の検討においては、電流

値だけではなくケーブル径も考慮する必要がある。 

c. 仕様検討 

ファクトリ向け電流センサの試作で活用する計測部については、製作の実現性およ

びコストを考慮し市販品の CT を活用することする。市販品 CT（分割・クランプ型）

の計測電流の調査結果を以下に示す。 

 30A、60A、100A、200A、400A、600A（M 社）   

 15A、80A、120A、200A、300A、500A（U 社）    

また、設置可能なケーブル経は、φ6mm、  φ10mm、  φ16mm、  φ24mm、  φ

36mm となる。 

試作にあたり CT 選定は、コスト・入手性を考慮し、M 社製の CT を活用することに

した。試作する電流センサの電流仕様として、30A（φ6mm）、60A（φ10mm）、

100A（φ16mm）、600A（φ36mm）の 4 タイプとする。 

計測性能としては、フルスケールでの誤差率±2％以下の仕様とする。 
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③-(4)-4-1-2 無線仕様 

a. 周波数帯 

分電盤にセンサを設置し、分電盤外に設置する受信器と通信することを考慮して、

回り込み等の効果が期待できる周波数帯の使用が必要である。 

実態調査で使用した 2.4GHz 帯無線機と、今後センサネットワーク用途での使用が注

目されている 920MHz 帯の無線機とを、金属箱に入れて通信距離検証した結果、

2.4GHz 無線が 5m 程度だったのに比べ 920MHz 無線は 130m 以上で約 25 倍以上である

ことが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

図③-(4)-4-1-2.1 金属箱内から通信距離測定 試験方法 

 

 
図③-(4)-4-1-2.2 金属箱内から通信距離測定 試験風景 

 

b. 仕様検討 

ファクトリ向け電流センサ試作での無線部仕様としては、前項の通信距離の試験結

果と、回折性が高く障害物を回りこんで通信できるという特徴を考慮し、920MHz 周波

数帯の特定小電力無線（ARIB STD-T108 準拠）とする。さらにマルチホップ機能を付

加し、1 台の受信器での通信可能なエリアをより拡大させる。 

金属箱 
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また、他の無線システムとの電波の衝突をさけるために、キャリアセンス機能を付

加することとする。 

 

③-(4)-4-1-3 電源仕様 

今回の実態調査で使用した無線クランプは「電池式」であり、別途電源を用意する

必要がないので、設置場所の制限を受けずに自立電源が有効であることが把握できた。

しかし、電池式では、電池交換（保守）時期の管理が必要となり、事業化し数多く普

及した場合、ユーザまたはセンサ保守者に大きな負担となることが考えられる（課題

となる）。このことから、センサ自身での自己給電方式が望ましい。 

ファクトリ向け電流センサ試作では、計測用に使用する CT の 2 次側の電力を利用

（蓄電）してセンサ全体を動作させる方式を実装する。 

 

③-(4)-4-2 ファクトリ向け自己給電無線電流センサの試作 

主要製造工場での実態調査から、ファクトリ向け仕様の検討結果をもとに、自己給

電型無線式電流計測システム（センサ・中継器・受信機）の試作を行い、機能・性能

の妥当性確認を実施する。 

 

③-(4)-4-2-1 試作仕様 

ファクトリ向け自己給電型無線式電流計測システム（センサ・中継器・受信機）の

仕様を以下に示す。 

a. 自己給電型無線式電流センサ 

表③-(4)-4-2-1.1a 自己給電型無線式電流センサ仕様 

項 目 仕 様 備 考 

計測部 

適用電流 

（ケーブル径） 

30A（φ6）、 60A（φ

10）、 100A（φ16）、 

600A（φ36） 

クランプ型 CT 

計測性能 誤差±2%以下 フルスケール 

センサ接続数 2CH シングル、マルチ 

通信 
無線方式 特定小電力：920MHz  ARIB STD-T108 

通信間隔 10 秒～600 秒間隔  デフォルト：30 秒 
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（設定可能とする） 

通信距離 

100m 以上（見通し良い空

間） 

15m 以上（金属箱内に設置）  

 

衝突防止 キャリアセンス  

電源 給電方式 自己給電 計測部の CT より給電 

環境 

性能 

動作温度 －10℃～50℃  

湿度 30～85％RH 結露なきこと 

 

b. 中継継器 

表③-(4)-4-2-1.1b 中継器仕様 

項 目 仕 様 備 考 

通信 

無線方式 特定小電力：920MHz  ARIB STD-T108 

中継機能 マルチホップを実現 最大 6 段 

通信距離 100m 以上 見通し良い空間 

衝突防止 キャリアセンス  

電源 給電方式 AC100V、50/60Hz コンセントタイプ 

一般 
寸法 75mm×50mm× 35mm 以下 可能な限り小型化を図る 

重量 70G 以下 可能な限り軽量化を図る 

 

c. 受信機 

表③-(4)-4-2-1.1c 受信機仕様 

項 目 仕 様 備 考 

通信 
無線方式 特定小電力：920MHz  ARIB STD-T108 

通信距離 100m 以上 見通し良い空間 



  

 532 

衝突防止 キャリアセンス  

接続センサ数 100 台 最大 

接続中継器 10 台 最大 

インターフェー

イス 
USB1.0 または 2.0 

シリアルデバイスと認識 

電源 給電方式 USB 給電（5V） 計測部の CT より給電 

一般 
寸法 20mm×55mm× 9mm 以下 可能な限り小型化を図る 

重量 10G 以下 可能な限り軽量化を図る 

 

③-(4)-4-2-2 試作品成果 

a. 自己給電型無線式電流センサ 

ア．30A               イ．60A 

  

図③-(4)-4-2-2.1a 30A（シングル、マルチ）図③-(4)-4-2-2.1b 60A（シングル、マルチ） 

 

ウ．100A                            エ．600A 

    

図③-(4)-4-2-2.1c 100A（シングル、マルチ）図③-(4)4-2-2.1d 600A（シングル、マルチ） 
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b. 中継器                   c. 受信機 

     

図③-(4)-4-2-2.2 中継器（正面、裏面）  図③-(4)-4-2-2.3 受信機 

 

 

③-(4)-4-2-3 基本機能および性能評価 

a. 電流計測性能 

                          表③-(4)-4-2-3.1 電流計測性能 

試験対象 
入力電流

[A] 

計測結果[A] 誤差[%] 

CH1 CH2 CH1 CH2 

30A シングル 30.0 29.9 ----- 0.33 ----- 

30A マルチ 30.0 29.9 29.9 0.33  

60A シングル 60.0 60.0 ----- 0.00 ----- 

60A マルチ 60.0 59.9 60.0 0.17 0.00 

100A シングル 100.0 100.0 ----- 0.00 ----- 

100A マルチ 100.0 99.8 99.9 0.20 0.10 

600A シングル 600.0 599.7 ----- 0.05 ----- 

600A マルチ 600.0 599.0 600.1 0.16 0.02 

全ての試験対象が±2%以下の誤差であり、仕様を満足していることを確認した。 

 

b. 無線通信機能 

③-(4)-4-1-2 の試験方法と同様な試験を実施し、100m 以上の通信が行えることを確認で

きた。 

 

③-(4)-4-2-4 実フィールド評価 
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試作した「ファクトリ向け自己給電型無線式電流計測システム（センサ・中継器・受

信機）」に対して、実際の工場で妥当性評価を以下のように実施した。 

・検証期間 2014 年 6 月 12 日～10 月 3 日 

・検証場所 株式会社東光高岳 蓮田事業所 モールド工場 

 

   
図③-(4)-4-2-4.1 実工場でのセンサ設置状況 

a. 電流計測性能 

試作した自己給電型無線式電流センサの電流計測性能の評価にあたり、同じ測定ポイ

ント（電気炉）に市販の電力量センサを設置して妥当性評価を実施した。 

・電力量センサ 株式会社東光高岳製 型式：STMF-WHM-2 

以下に各測定器の計測結果を示す。但し自己給電型無線式電流センサは電流計測結

果から電力換算した結果である。 
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図③-(4)-4-2-4.2 センサ計測結果 

自己給電型無線式電流センサの計測値から電力換算した結果が、電力量センサの計測

結果とほぼ相似していることから、自己給電型無線式電流センサのデータが設備稼働の状

況やエネルギー使用（電力量）の状況把握に適用可能なことが確認できた。 

 

b. 無線通信機能 

試作した自己給電型無線式電流センサを、工場内 3 箇所の分電盤に設置し、同工場内

に設置した親機でのデータ取得結果から、実工場における無線適用の評価を実施した。 

センサおよび親機の設置位置関係を下図に示す。 

 

 

図③-(4)-4-2-4.3 通信（無線）試験状況 

 

ポイント（A、B、C）は全て分電盤（金属製）であり、センサは分電盤内に設置し

た。ポイント A の分電盤と受信機とは見通しの良い環境である。ポイント B の分電盤

は、ポイント A とほぼ同距離であるが、受信機との間に生産設備があり、見通しの悪

い環境である。さらに距離と生産設備を増した環境がポイント C となる。 

各センサの設置ポイント（A、B、C）から受信機まで直接通信に成功した受信率を

以下に示す。 

モールド工場 
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図③-(4)-4-2-4.4 各設置ポイントからのデータ受信率 

 

各センサは金属製の分電盤内に設置しており、また生産設備や加工品などの移動が無

線では通信障害となり、工場環境では通信状況は刻々と変化することがわかる。 

ポイント A の様なセンサと受信機間が見通しの良い環境では安定した通信が可能と

なるが、ポイント B や C の様な受信機との間に生産設備等がある環境においては、

920MHz 周波数帯無線の回り込み等の効果によって通信できる時もあるが、不安定な

伝送路であることがわかる。 

無線通信としての障害物や、モノ・人の動きなどが多く存在する工場の環境では、セ

ンサと受信機間で幾つもの経路を確保する必要性がある。 

そこで、受信機とポイント B および C のそれぞれから見通しの良い位置に中継器を

設置し、検証を実施した。検証結果を以下に示す。 

 

図③-(4)-4-2-4.5 各設置ポイントからのデータ受信率（中継器あり） 

全てのポイントにおいて受信率が向上し中継器を用いたマルチホップ機能が有効で
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あることが確認できた。 

実態調査で使用した「無線クランプメータ」では、分電盤内に設置したセンサから分

電盤外の受信機と通信することが困難であったが、試作した「自己給電型無線式電流

センサ」では盤内からの通信においても見通しの良い環境であれば、数十ｍの通信が

可能であり、生産設備等の障害物がある場合においても回り込み効果やマルチホップ

機能により通信が可能なことが把握できた。 

回折性が高く障害物を回りこんで通信できる特徴のある 920MHz 周波数帯無線と、

マルチホップ機能は、工場向けのセンサネットワークに適していることが確認できた。 

 

③-(4)-4-2-5 試作品の課題および対策 

試作した自己給電型無線式電流センサは、CT に流れる電流から給電して駆動してい

るため、あるレベルの電流が流れなければ計測および通信が行えない。 

電流がほとんど流れない状態から、一時的に電力を使うような機器の電流計測では

大きな誤差が発生することが、今回の実証で把握することができた。 

今回実証では電気乾燥炉がそれにあたる。電気乾燥炉のような炉内温度に応じて

ヒーターを ON/OFF して動作をする設備では、通常ほとんど電流が流れず、温度が下

がると一時的にヒーターが ON し電流が流れ、一定の温度に達すると、ヒーターが

OFF し電流が流れなくなるという動作を繰り返す。 

市販品のクランプロガー（H 社製）で乾燥炉の電流計測した結果を下図に示す。 

 

 

図③-(4)-4-2-5.1 乾燥炉 クランプロガー計測結果 

 

これに対して、自己給電型無線式電流センサでの計測結果を下図に示す。 
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図③-(4)-4-2-5.2 自己給電型無線式電流センサ計測結果 

上記のように、9 時以降のデータに差異が発生している事がわかる。自己給電能力が

負荷の電流変動に追従できない場合、計測性能にまで影響が発生してしまう。 

この課題に対して、給電を計測する負荷からだけではなく、分電盤の主幹配線から

得る方式を用いて軽負荷時の電源供給方法について解決するようセンサの改良を実施

した。動作（接続）イメージおよび改良を施した自己給電型無線式電流センサを以下

に示す。 

   
図③-(4)-4-2-5.3 軽負荷時の電源供給方式および改良版 

 

③-(4)-5 グリーンセンサネットワークシステムの構築およびフィールド検証 

ファクトリ向けセンサネットワークシステム「自己給電型無線式電流計測システム」

をグリーンセンサネットワークシステムとして構築するため GCON との接続を実現した。 
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③-(4)-5-1 GCON との接続 

③-(4)-5-1-1 システム構成 

 

図③-(4)-5-1-1.1 グリーンセンサネットワークシステム構成図 

 

③-(4)-5-1-2 インターフェーイス仕様 

GCON と STINCII との接続仕様を以下に示す。 

・通信メディア：無線 LAN（IEEE 802.11） 

・アクセス制限：SSID 

・データ暗号：WEP 

・ファイル転送：FTP（1 分ごとにアップロード） 

・データ形式：セブン-イレブン向け GCON フォーマット 

 

③-(4)-5-1-3 フィールド検証 

③-(4)-5-1-1 項に示したシステム構成をフィールドに設置し検証を実施した。 

期間：2015 年 1 月 23 日～2 月 28 日 

場所：株式会社東光高岳 蓮田事業所 モールド工場 

設置状況： 

  
図③-(4)-5-1-3.1a GCON 接続検証（フィールド設置状況） 
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図③-(4)-5-1-3.1b GCON 接続検証状況（クラウド画面） 

 

1 ヶ月以上稼働中は、自己給電型無線式電流センサの情報を問題なくインターネット

を介して、クラウド（サーバ）にアップロードすることができ、仕様や運用方法の見

直しをする必要はなくサービス展開できる事が確認できた。 

 

③-(4)-5-2 フレキシブル電流センサの実フィールド検証 

グリーンセンサネットワーク・プロジェクトで開発した「フレキシブル電流センサ」

のフィールド検証を実施し、実用に向けて評価する計画であったが、「フレキシブル

電流センサ」は絶縁処理が未対応であり、実環境での検証は短絡事故等のリスクがあ

るため、検証時期を改めて検討することにした。 

 

③-(4)-6 省エネ効果 

今回、特に電力比率が高い機械系業種を中心とした（9 業種 15 サイト）におけるセン

サネットワークの構築及びセンサデータの分析を通じ、工程または設備単位における省エ

ネルギー効果および電力ピーク抑制効果が 10%以上創出できることを確認した。また、

今回の実証結果に元に、センサデータに基づく生産工程の稼動／非稼働（待機電力）を自

動判定するプログラムおよび電力ピークシフトシミュレーションプログラムを試作・構築

した。 

 

③-(4)-7 まとめ 

今回の結果により、特に機械系業種における省エネルギーの推進において、グリーン

センサネットワークシステムの構築が有効であることを確認することができた。一方、

データ分析手法の標準化には更なる実証（ケーススタディ）を積み重ねる必要があること、

また、センサネットワークの構築においては、（ユーザの受容性の面で）価格面が最も重

要であること等の課題も確認することができた。 
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③-(5) スマートファクトリのための（植物工場用）グリーンセンサネットワークシス

テムの開発【日清紡ホールディングス(株)】 

③-(5)-1 研究開発の背景と目標 

＜研究開発の背景＞ 

 製造現場（ファクトリ）における省エネルギー化を最適に進めていくためには、製造装

置、空調機器などの装置使用状況やファクトリ内の環境情報を空間的にも時間的にもより

きめ細かく把握して制御する必要がある。植物工場は、自然状況によらず安全性の高い野

菜・果物などの農産物を安定して生産できる利点を有するが、現状では光照射量・温湿度

などの投与するエネルギー量と植物育成量との十分な相関が得られていないため、過剰な

エネルギーが使用されている。 

 

＜研究開発の目的＞ 

本研究開発では、グリーンセンサネットワークシステムを用いた工場内での過剰エネ

ルギー消費の把握によるエネルギーマネジメントの実証を行う。実証試験では、植物工場

において、研究開発項目②-(1)で試作した自立電源モジュールを搭載したセンサ端末の動

作検証を行うとともに、センサ端末をきめ細かく配置し、センサネットワークシステムを

用いてエネルギーマネジメントのためのシステム運用条件の最適化を検討し、10%の省エ

ネを目指す。 

 

③-(5)-2 実証場所と設備 

実証には日清紡ホールディングスの徳島事業所スマートファクトリ内にあるいちごの

植物工場の 2 部屋を使用した。端末を設置する栽培室とそれに隣接したデータ受信用の

PC を設置する管理室のレイアウトを図③-(5)-2.1 に、いちご栽培棚のイメージを図③-(5)-

2.2 に示す。 

 
図③-(5)-2.1 栽培室と管理室のレイアウト 
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図③-(5)-2.2 いちご栽培棚のイメージ 

 

栽培室は本栽培を行う前に栽培条件を検討するためのパイロット実験室で、温湿度、

照明、栄養等などが完全に制御された条件下で栽培を行う完全制御型のものであるが、設

定条件、測定数値等はノウハウであるため実数値の記載は差し控える。栽培室にはスチー

ル製の植物棚が 3 台設置されており、2 台のエアコンで温度調整、1 台の除湿機で湿度調

整を行っている。数 10 センチの間を開けて隣接している管理室には、端末から送信され

たデータ受信用のノート PC を栽培室側に設置した（スタンドアローンで使用）。 

栽培棚は 4 段になっており縦に片面 5 本のフレームで支えられているが、各段の中に

仕切りは無い。各段の上面には照明器具が取り付けられており、制御盤により昼夜の切替

制御を行っている。 

 

③-(5)-3 2 次試作機を用いた実証準備 

2 次試作機（図③-(5)-3.1）を使用しての実証実験を実施した。データの送信間隔は約 3

分になるよう調整した。16 台の端末を中央の棚の図③-(5)-3.2 に示す位置に設置した。設

置場所は植物体のメンテナンス作業の邪魔にならず、照明等の環境に影響を与えない場所

でなければならないため棚の金属製のフレーム部分とした。葉が成長しても陰にならない

様にできるだけ上部に太陽電池面を内側にして耐水性の両面テープで張り付けた。 
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図③-(5)-3.1 2 次試作機 

 

 

 

 

 

 

 

 

図③-(5)-3.2 2 次試作機の棚への設置場所 

 

③-(5)-4 2 次試作機を用いた動作検証 

管理室に設置したデータ受信用 PC に受信機（図③-(5)-4.1）を接続して受信状況の確認

を行ったが、数台の端末のデータしか受信されないことが判明した。栽培室と管理室の構

造について確認してみたところ、それぞれの壁面にはスチールのボードが含まれているこ

とが分かり、それが通信の障害になっていると考えられた。周囲における通信の状況を調

べてみたところ栽培室の天井裏部分に受信機を設置すると受信が可能であることが分かり、

長いケーブルを使用して管理室から受信機を伸ばして設置した。全ての端末からのデータ

受信を確認して、そのままシステムを稼働状態にして 20 日間ほどデータの収集を行った。 

データを解析したところ、途中で稼働が停止した端末があったり、端末によっては送

られてくるデータの受信率にバラつきがあったりと、いくつかの問題点も発見された。比

較的受信率の高い端末からの送信データをグラフ化した結果を図③-(5)-4.2 に示す。 
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図③-(5)-4.1 受信機 

 

 

図③-(5)-4.2 グラフ化した測定データ 

 

図③-(5)-4.2 から明期には正常にデータが送信さているが、暗期では駆動が停止してい

ることが明らかになった。また暗期から明期に切り替わった時の再稼働には問題は見られ

なかった。通常エアコンの On/Off による空調制御のため温湿度が細かく上下するが、

データの送信間隔が長すぎるとその変動が確認されない場合がある。3 分の送信間隔で変

動がはっきりと確認できたため、送信間隔は 3 分で十分であると判断した。検証途中で稼

働を停止する端末が何台か出てきた。調査の結果、植物工場内の高湿度環境による影響と

考えられたため、修理の際に全端末の基板表面を防湿材でコートし、データの収集を続け

た。修理後の稼働テストでは湿度が原因と考えられる不具合は見られなくなった。 

端末の耐久性が向上したところで再びデータの取得を再開したが、得られたデータを

調べてみると、端末によってはデータの受信に欠失のあるものが存在することが分かった。

全端末からのデータを解析して受信率を調べてみたところ、最も良いものでは 99%の受
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信率であったが最も悪いものでは 58%、平均では 84%の受信率しかなかった（表Ａ）。 

 

表③-(5)-4.1 データ受信率 

 
 

受信率の低い端末からのデータを、受信時刻を横軸に、前回の受信時からの経過時間

（受信間隔）を縦軸にしてグラフ化したものを図③-(5)-4.3 に示す。 

 

 

図③-(5)-4.3 データ受信の欠失 

 

図③-(5)-4.3 では、データの受信に欠失が無い場合は、約 3 分間隔でデータを受信する

ため縦軸の 3 分の所に点がプロットされるが、1 回データの受信を欠失した場合は 6 分の

所に、2 回連続してデータの受信を欠失した場合は 9 分の所と、3 分の倍数のところに点

がプロットされる。3 時間ほどの受診データの内、23 回の受信の欠失が起こった。データ

の欠失については、端末の不具合が原因であることも考えられるが、前述した建物の構造

材によるものと外壁、棚などの金属体に電波が反射して互いに干渉を起こしていることが

主なものであると考えられた。無線出力は現行設定が規準値の上限のためこれ以上上げる

ことができないことから、構造材による障害はケーブルをさらに長くして受信機を栽培室

内に設置することで改善し、電波の干渉に対しては、干渉が端末と受信機の相対的な位置

によって生じることから 2 台の受信機でデータを受信し、お互いに欠失部分を補完するこ

とで改善を検討した（図③-(5)-4.4）。 
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図③-(5)-4.4 栽培室内での 2 台の受信機の設置 

 

受信機 1 と受信機 2 で受信したデータをそれぞれ別々に保存できるようにデータ取込

用プログラムを変更し、受信機それぞれのデータと両方のデータを合わせて重複を取り除

いたデータを受信間隔についてグラフ化して比較した。改善の効果が分かりやすい例を図

③-(5)-4.5 に示す。 

 

図③-(5)-4.5 2 台の受信機を使用しての受信率の改善 

 

受信機を栽培室内に設置したことで部屋の外壁に含まれるスチールボードの影響はな

くなったが、依然としてデータの欠失が確認された。そこで各受信機で得られたデータを

マージすることにより欠失したデータが補われ受信率が改善することが判明した。またこ

れにより、データ欠失の原因は端末の不具合というよりは受信環境によるものであること

が明らかになった。植物工場での受信率の要求基準に関してこれまでの報告はなく、今回

の実証では 95%以上の受信率を目標とした。3 分間隔のデータ送信の場合、1 日で 480 回

の送信回数となるので 5%では 24 回となり、平均して 1 時間に１回以下の欠失にまで通

信の安定性を高める必要がある。 
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③-(5)-5 3 次試作機の NMB 展での展示 

3 次試作機は 2014 年 4 月 23 日～25 日にパシフィコ横浜で開催されたナノ・マイクロ 

ビジネス展（NMB 展）での展示用デモ端末としても使用した（図③-(5)-5.1）。 

 

 

図③-(5)-5.1 3 次試作端末（左）と栽培棚を模した展示（右） 

 

展示ブースには、実証場所である植物工場のいちごの栽培棚を模して 2 段の金属ラッ

クを設置し、上段下段の 4 隅にセンサ端末を計 8 台設置した。データは受信機を付けた

PC で受け、見える化ソフトでカラーグラデーション表示した（図③-(5)-5.2）。データ送

信時間は 20 秒に設定し、LED ライトによる照度変化に応じて受信データが変化する様子

を示した。 

 

 

図③-(5)-5.2 見える化ソフト上での照度表示例 

 

③-(5)-6 3 次試作機を用いた実証 

3 次試作機は、夜間駆動用の蓄電素子を搭載することにより 24 時間の連続駆動が可能

になったが、本試作から東工大で開発した太陽電池を搭載したため、実際に工場に設置す

る前に耐候性（特に耐湿性）の評価実験を行った。植物工場の模擬環境（湿度 70～

90%）を密閉容器に再現し、試作機を 4 台 24 時間放置した。結果は 4 台ともセンサ端末
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としては駆動していたものの、うち 2 台の電池パネル内に結露が発生した（図③-(5)-

6.1）。 

 

 

図③-(5)-6.1 高湿度環境下で太陽電池パネル内に発生した結露 

 

これは、パネルの封止法に問題があると考えられたため、東工大でのパネル開発で耐

候性の向上策について検討を要することをフィードバックした。 

3 次試作機を栽培棚のフレーム上部に設置して実証を開始し、しばらく駆動状況の確認

を行った。2 次試作機での検証により、データ受信の欠失には受信機を 2 台使用すること

が有効であることが明らかになったため、2 台の受信機でデータを取込んだが、3 次試作

機では 2 次試作機に比べてデータの欠失が増加した。調査の結果、端末設置面（棚の金属

フレーム）と電池パネル面が電波透過の障害になる可能性があることが明らかになった。

2 次試作機までは本体の側面から電波が抜けていたものが、3 次試作機は厚さが薄くなっ

たことでアンテナ回路が障害物に挟まれる形になったため電波の発信に支障が生じた可能

性が大きい。設置法を検討して本体の裏側にスペーサーを置き、棚のフレームから少し浮

かした形で再設置したが、これでは小型化する意味がないため、データは回路設計に

フィードバックし、最終試作機での改善を要望した。 

多くの端末を設置すると、2 台の受信機で受信しても受信率が悪い端末が出て来る場合

がある。再設置した 3 次試作機でもそのような端末が現れた。受信機を移動すると他の端

末のデータにも影響が出るため、センサの設置位置を移動することで、どの程度受信率が

改善するかを調査した（図③-(5)-6.2）。 
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図③-(5)-6.2 受信率改善のためのセンサ設置位置検討 

 

初期状態ではセンサ端末は照明に近い、棚のフレーム上部に設置している。この状態

から、下へ 3cm、6cm、9cm と設置位置を移動して、それぞれの受信機の受信率、補完し

た場合の受信率の変化を調べた（図③-(5)-6.3、表③-(5)-6.1）。 

 

 

図③-(5)-6.3 センサ設置位置の受信率への影響 

 

表③-(5)-6.1 センサ設置位置の受信率への影響 

 
 

この端末では初期の設置位置で受信機 1 の受信率が 85.9%、受信機 2 の受信率が 59.3%、
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両方のデータを補完したデータでも 94.1%と目標の 95%に達しなかった。端末を 3cm 下

げた場合、受信機 1 の受信率にはほとんど変化が無かったが、受信機 2 の受信率が改善さ

れ、補完した結果は 96.3%と目標値をクリアした。6cm 下げた場合は受信機 1 の受信率は

低下したが、受信機 2 の受信率が改善され補完結果は 98.7%。9cm 下げた場合は両方の受

信率は大きく改善され、補完結果は 99.8%で欠失数は 1 日に 1 回にまで減少した。以上の

結果から、端末設置位置を数センチ移動させることで受信率が変化し、測定が必要な場所

から大きく端末を動かすことなく通信障害が改善可能であることが明らかになった。 

 

③-(5)-7 最終試作機を用いた実証 

3 次試作機までの検証により、植物工場で使用するためのセンサ端末に要求される仕様

が明らかになり、その仕様を盛り込んだ形で最終試作機が作製された。受信機も内部回路

に変更はないが、筐体を小型化して取り扱いやすさと、設置場所選択の自由度を向上させ

た。（図③-(5)-7.1） 

 
図③-(5)-7.1 最終試作機端末（左）と小型化した受信機（右） 

 

省エネ効果検証のためのシステム仕様を抽出するため、１つの棚（中央の棚）にきめ

細かくセンサを設置して測定を開始した。棚内のセンサ設置場所を図③-(5)-7.2 に示す。 

 

図③-(5)-7.2 最終試作センサの設置場所 
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設置した端末は合計 80 台で、各段の両面のフレーム上部と下部に満充電の状態で設置

した。フレームの下部も含めて多くのセンサ端末を設置したため、先ずこの状態での受信

安定性を確認した。受信データから受信間隔のグラフを作成し、奥側の面に設置した各端

末の場所に合わせて配置したものを図③-(5)-7.3 に示す。 

 

 
図③-(5)-7.3 各センサの設置場所における受信間隔 

 

データ受信の欠失は全ての端末において見られるが、時間的及び設置場所による大き

な偏りは無く、受信率を計算してみると全て目標である 95％以上の受信率でデータを安

定受信できることを確認した。裏側の面（入口側面）についても同様の結果であり、また

測定日による大きな違いも見られなかった。 

 

③-(5)-8 省エネ手法 

植物工場での省エネ効果を評価する場合、栽培作物の品質改善や収量アップなども効
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果としてとらえる手法もあるが、それらは温度・湿度・照度以外にも、養液の温度や濃度、

空気中の CO2 濃度にミツバチによる受粉の効率などの数多くの条件の影響を受ける。温

度・湿度・照度のセンサしか搭載していない、本端末では品質に関しては十分な検証を行

うことができないため、本実証では、センサを設置した栽培棚の全ての区画の環境情報を

きめ細かく収集し可視化することにより、目的とする栽培条件との差を明らかにした。さ

らに得られた環境情報を基に栽培環境を均一化するために空調設備の最適制御条件を検討

した。これにより栽培環境を均一化すると同時に過剰空調制御の改善による消費電力低減

（省エネ効果）についても明らかにした。 

 

③-(5)-9 センサ設置の仕様検討 

この実証実験の期間中においては、温度は目的の値になる様に制御されているが、湿

度に関しては室内が結露せずにかつ一定の値以上を常に保つことを目的に制御されていた。

実際のデータの解析であるが、栽培室における生育環境は照明の On、Off と設定温度に

よって大きく暗期（夜）と明期（昼）の 2 つに分けられる。条件の切替による変動が収ま

り、安定制御に移行した段階でそれぞれの場所における温度の平均値を算出した。算出し

た値から、棚内の最低値データを基準に温度差で表示した結果を図③-(5)-9.1（暗期）と

図③-(5)-9.2（明期）に示す。 

 

 

図③-(5)-9.1 暗期での各区画の平均温度差 
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図③-(5)-9.2 明期での各区画の平均温度差 

 

図③-(5)-9.1 と図③-(5)-9.2 のいずれも、最小値から最大値にかけて青から赤のグラデー

ションで表示している。暗期では、棚内での温度差の最大が 0.96℃、同一区画の上部と

下部の温度差が最大で 0.3℃であり、棚内での場所による温度の違いは非常に小さいとい

うことが分かった。一方、明期ではそれぞれ 6.36℃と 3.91℃という値を示し、場所によ

る違いが非常に大きいことが判明した。各区画の上部と下部の温度に差がある原因は上部

が照明器具からの放熱で温められている一方で、下部は植物体の活動が活発になり葉の蒸

散作用等により周りから気化熱を奪っていることが大きいと考えられる。また植物体の成

長度合いによってセンサ端末自体が葉で覆われている所もある。棚内での差は、各段の両

端では棚の外へ熱が逃げやすく、中央部分は熱がこもりやすいなどの構造的な原因と、エ

アコンや除湿機などが作り出す気流が影響しているものと考えられる。 

各区画の下部の環境は植物の生命活動の影響が大きく、また植物体が大きく育った場

合には葉に覆われてしまうためこの部分の環境制御は困難である。さらに葉でセンサ端末

が覆われて日陰になった場合には自立電源による発電の障害となる。これらの結果を踏ま

えて省エネのための環境制御は、各区画の上部を対象とし、センサ端末の設置場所もフ

レームの上部のみとした。 

 

③-(5)-10 栽培室全区画のセンサ設置と受信率の検証 

 栽培室にある 3 つの栽培棚の全区画に 110 台のセンサ端末を設置した。奥側の棚の最上

段は栽培に使用していないため除外し、全部で 11 段となり１段当たり両面で 10 台のセン

サ端末をフレームの上部に設置した。受信率を調べたところ全ての棚からの受信率は目標

値とした 95%以上であり、平均値は 97.9%であった（図③-(5)-10.1）。 
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図③-(5)-10.1 センサ端末受信率の分布 

 

③-(5)-11 栽培室全区画の環境測定 

栽培室の全区画に設置したセンサ端末からのデータを暗期と明期で平均温度の差とし

て表示したものを図に示す（図③-(5)-11.1）。 

 

 

図③-(5)-11.1 全栽培区画の温度測定結果 

 

暗期では区画による最大温度差が 2.05℃で、明期では 6.03℃であった。暗期では各棚

で右下の区画の温度が高く上段の区画の温度が低いが、これはエアコンの冷気の吹き出し
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口に近い上段の温度が低いことに加えて照明制御用の制御盤が棚の右下に取り付けられて

いるために、この部分での空気の撹拌がうまく行われていないためだと考えられる。明期

には棚内の中央部分の区画の温度が高いが、これは照明器具からの放熱により各段で温度

上昇が起こり、熱が棚の両端から逃げるためであると考えられる。 

 

③-(5)-12 各栽培棚における環境均一化とエネルギーロスの削減による省エネ効果の検

証 

エアコン用の温度センサ及び除湿機用の湿度センサは、栽培室中央の照明制御盤の側

面に取り付けられている。ここの温度を基準に室内の空調が制御されているため、実証の

結果、棚内部の環境と設定温度との間にはズレが生じていることが明らかになった。測定

データを検討したところ、明期には棚内部は暖められ設定温度より高くなっているために

エアコンの設定温度を低くすることが可能であり、湿度についても温度が高い棚の内部は

設定湿度よりも低くなっているため除湿機の設定を高くすることが可能であることが判明

した。これら空調機器の設定調整による環境の均一化を検討し、実エネルギー消費量の改

善を試みた。予備検討の結果から棚内の区画による温度のバラつきに関してはエアコンや

除湿機のルーバーの調製だけでは解消できないことが分かったのでサーキュレータを導入

してその効果を検討した。 

空調機器の設定条件を振って効果を検討して結果、明期の温度設定を 1 度下げ、湿度設定

を 10%高くし、サーキュレータ 2 台を各棚の間の除湿機と反対側に設置（図③-(5)-12.1）

することで栽培環境の均一化を達成した。サーキュレータは高さ 80cm ほどの台に乗せ、

上下左右の首振り設定とした。この結果、エネルギーロスも削減され 10%の省エネ効果

が得られた。改善前と改善後の暗期の測定結果を図③-(5)-12.2 に明期の測定結果を図③-

(5)-12.3 に示す。 

 

 
図③-(5)-12.1 栽培室内でのサーキュレータの設置 



  

 557 

 

  

図③-(5)-12.2 改善前後の全栽培区画の温度測定結果（暗期） 

 

 
図③-(5)-12.3 改善前後の全栽培区画の温度測定結果（明期） 
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暗期では、温度設定も湿度設定も変更しておらず、サーキュレーターによる空気の撹

拌効果だけになるので、それ程大きな変化は見られなかったが、栽培区画による温度差は

最大 2.05℃であったのが 1.02℃になった。明期では、栽培区画による温度差は最大

6.03℃であったものが 2.68℃と大きく改善された。改善前後の設定温度と測定温度の差の

分布（図③-(5)-12.4）から、改善前は 4℃以上あった設定温度との差が改善後は 2℃以下

になっており余分な空調のエネルギーが削減されていることを示唆している。 

 

 
図③-(5)-12.4 設定温度と測定温度の差の分布 

 

図③-(5)-12.5 に示した式により改善後の改善前に対する空調に関するエネルギー使用量

を計算してみると 87.83%となり約 12%の省エネ効果が確認できた。 

 

 

図③-(5)-12.5 省エネ効率の算出 

 

③-(5)-13 センサ端末耐久性試験 

最終試験端末に関しては、実証環境において 5 ヶ月以上安定して動作しているが（評

価については現在も継続中）、一般的な小型電子部品に対して実施されているのと同様な

条件で信頼性試験を実施した。試験内容と結果を表③-(5)-13.1 にまとめた。 
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表③-(5)-13.1 信頼性試験の内容と結果 

No. 試験項目 試験内容 結果 使用端末 

1 低温試験 1 作動状態、0℃、2h 放置 異常なし 

No.246 

No.247 

No.248 

2 高温試験 1 作動状態、40℃、2h 放置 〃 

3 湿度試験 1 作動状態、40℃、85%、48h 放置 〃 

4 低温試験 2 停止状態、-20℃、2h 放置 〃 

5 高温試験 2 停止状態、55℃、2h 放置 〃 

6 湿度試験 2 停止状態、40℃、93%、48h 放置 〃 

7 温湿度 

サイクル試験 

作動状態、25/40℃、90%以上、 

1 サイクル 24h、2 サイクル 

〃 

8 高温加速試験 作動状態、60℃、放置日数 80 日 

（2 年 6 ヶ月相当） 

〃 
No.125,158,169 

9 振動試験 5~50Hz、7.35m/s、 

毎分 1/2oct、3 方向 1 サイクル 

〃 

No.251 

No.252 

No.253 

10 衝撃試験 高さ 750mm、自然落下、 

規定姿勢毎回各 2 回、コンク

リート面 

〃 

11 静電気放電試験 150pF、330Ω、気中放電±2kV、

正負各 5 回、 

センサ端末の四隅及び正面（太

陽電池パネル）中央 

〃 

12 放射無線周波 

電磁界試験 

80MHz~1GHz、変調 1kHz/80%、 

3V/m 

〃 
No.250 

13 不要電磁 

エミッション試験 

VCCI クラス B:1GHz 以下 

主動作（スリープモードなし） 

スリープモード 

規格内 No.249 

 

実施した試験項目に対しては、全て「異常なし」もしくは「規格内」という良好な結

果を得ることができた。1～7 は作動時、及び停止時（保管時）における温湿度環境に対

する耐久試験で、3 台の端末に対して実施した。8 は特に温度に対する加速耐久試験で 3

台の端末に対して実施した。9～11 は物理的、電気的なショック対する試験で 3 台の端末

に対して実施した。12 は外部からの様々な周波数の電波を浴びた状態で正常に動作する
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かの試験。13 は作動時に端末自体から不要な電磁波が外部に放出されていないかの試験

である。No.8 の高温加速試験では 80 日の実施で異常は見られなかった。電子部品の耐久

性テストにおいては、温度が 10℃上昇すると加速係数が 2 倍になると考えられており、

60℃は常温（25℃）に比べて 35℃高いので、80 日×（2^3.5）≒905 日≒2.5 年となり約 2

年 6 ヶ月以上の耐久性があると見積もられる。本実証では最終試作機完成時期の関係から

期間内に 80 日程度の検証しかできなかったが、更に長期の試験を実施し、自立電源の有

用性を検証していく予定である。 

 

③-(5)-14 まとめ 

自立電源を搭載した無線センサ端末を使用した実証実験によって 10％の省エネ効果が

確認された。植物工場では生育段階によって細かく環境を制御する必要が生じる。本実証

でエネルギーロスの削減のために設定した空調等の条件もそれに応じて変化させる必要が

あり、継続的な環境のモニタリングが必要になる。今後は更に栽培作物の品質や収量等も

視野に入れ、温湿度、照度以外の多くの環境データをビッグデータとして収集解析し、総

合的な省エネを進めてゆく予定である。 
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④ プロジェクト推進及び研究支援 

④-(1) 研究会、委員会活動  

本プロジェクトの目的・目標達成に向けてプロジェクトの円滑な推進を図るため、進

捗管理・調整、技術的課題の検討・対策、知財の有効的な取得ならびにその成果展開等を

目的として、プロジェクトリーダーの下、「グリーンセンサネットワークシステム開発プ

ロジェクト推進連絡会」(グリーンセンサ推進連絡会)を開催した。また、推進連絡会のも

と、知的財産権委員会、共通プラットフォーム委員会、実証推進研究会、知識 DB 編集委

員会、を設置し、当該委員会活動の企画・サポート、プロジェクト参画企業・大学・研究

所間の技術調整、成果・知財の普及、センサ端末・システムの規格化を図った。 

また、各テーマの前月までの進捗状況をプロジェクトリーダーおよび各研究センター

長に報告し、質疑応答などを含む議論を行う会議として、合同研究会議をほぼ毎月 1 回実

施した。 

 

④-(1)-1 グリーンセンサ推進連絡会 

プロジェクトの目的・目標達成に向け円滑な推進を図るため、参画団体の研究開発責

任者クラスから成る「グリーンセンサ推進連絡会」を開催し、プロジェクト全体の進捗と

各テーマとの相互関連を見える形での整理・調整、世界的な研究開発動向に照らして常時

評価・ベンチマークの実施、産業化に向けた環境整備活動、及び下記委員会の決議事項の

承認等を行った。毎回委員のほぼ全員とオブザーバーとして METI 研究開発課・産業機械

課、NEDO ロボット・機械システム部の出席が得られ活発な意見交換が行われた。開催

実績は下記の通り。 

平成 23 年度第 1 回：8 月 30 日＠産総研つくば東事業所本館１階第一会議室 

平成 23 年度第 2 回：1 月 19 日＠NMEMS イノベーション棟１階国際セミナー会議室 

平成 24 年度第 1 回：7 月 20 日＠NMEMS イノベーション棟１階国際セミナー会議室 

平成 24 年度第 2 回：10 月 5 日＠東工大大岡山キャンパス グリーンヒルズ１号館１階 

平成 24 年度第 3 回：3 月 12 日＠NMEMS テクノサロン 

平成 25 年度第 1 回：7 月 19 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 25 年度第 2 回：10 月 18 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 25 年度第 3 回：1 月 20 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 25 年度第 4 回：3 月 12 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 26 年度第 1 回：7 月 25 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 26 年度第 2 回：10 月 10 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 26 年度第 3 回：1 月 20 日＠NMEMS 新テクノサロン 
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平成 26 年度第 4 回：3 月 11 日＠NMEMS 新テクノサロン 

 

④-(1)-2 知的財産権委員会 

知財ポリシーの策定、知的財産権の帰属、知的財産の管理・活用について、プロジェ

クト全体の目的を達成するための連携を生かした戦略、合理的なルールを確立した。開催

実績は下記の通り。 

平成 23 年度第 1 回：8 月 29 日＠産総研つくば東事業所本館１階第一会議室 

平成 23 年度第 2 回：10 月 4 日＠NMEMS テクノサロン 

平成 24 年度第 1 回：11 月 6 日＠NMEMS テクノサロン 

平成 25 年度第 1 回：8 月 19 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 25 年度第 2 回：11 月 25 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 25 年度第 3 回：1 月 20 日＠NMEMS 新テクノサロン  

 

④-(1)-3 共通プラットフォーム委員会 

実証モデル別ワーキンググループ(WG)での性能、共通プラットフォーム仕様、ビジネ

ス戦略、技術的標準規格化アイテムを抽出し、プロジェクト全体として俯瞰したビジネ

ス・標準化戦略の策定を行った。開催実績は下記の通り。 

平成 23 年度第 1 回：12 月 5 日＠NMEMS イノベーション棟１階国際セミナー会議室 

平成 23 年度第 2 回：2 月 8 日＠NMEMS イノベーション棟１階国際セミナー会議室 

平成 24 年度第 1 回：7 月 20 日＠NMEMS イノベーション棟１階国際セミナー会議室 

平成 24 年度第 2 回：2 月 7 日＠NMEMS テクノサロン 

平成 25 年度第 1 回：5 月 10 日＠NMEMS テクノサロン 

平成 25 年度第 2 回：10 月 9 日＠NMEMS 新テクノサロン 

平成 25 年度第 3 回：2 月 26 日＠NMEMS 新テクノサロン 

 

④-(1)-4 実証推進研究会 

25 年度までに策定したセンサ端末共通プラットフォーム仕様の実証及び社会実装をよ

り推進するため、省エネ実証現場の事業者、国内の電気事業者、省エネビジネス事業者等

のユーザとヒアリングを行いながら、様々な使用条件下でのプラットフォーム仕様の適合

性、センサ端末の市場規模、社会実装により応用展開が期待される機器使用の見える化・

機器の不具合や非効率等のリモート監視、さらに動き・位置・人数情報等のパーソナル情

報検知によるサービスの可能性について調査を実施した。ヒアリング実績は下記の通り。 

平成 26 年度第 1 回：6 月 16 日＠JAXA 筑波宇宙センター 
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平成 26 年度第 2 回：7 月 22 日＠東北電力本店 

 

④-(1)-5 知識ＤＢ編集委員会 

プロジェクト成果、学会調査・発表・投稿論文をデータベース化、さらに、エネル

ギー消費（オフィス、ホーム他）に関わるデータの収集を行い、組合メンバー間での情報

共有を図った。開催実績は下記の通り。 

平成 24 年度第 1 回：2 月 9 日＠NMEMS テクノサロン 

平成 24 年度第 2 回：12 月 13 日＠NMEMS テクノサロン 

平成 25 年度第 1 回：4 月 26 日＠NMEMS テクノサロン 

 

④-(2) 広報普及活動 

関係機関との技術交流を積極的に進めるとともに、展示会への出展や種々の講演会・

セミナーでの成果報告ならびに以下に示すようにホームページ、ブログ、新聞・日経テク

ノロジーオンライン等への掲載、NEDO プレス発表などを通じて本研究開発の普及・広

報を図った。 

 

④-(2)-1 ホームページの開設 

社会課題対応センサーシステムのホームページ（http://www.nmems.or.jp/gsnpj/）を開設

し、研究アウトライン（研究開発概要、研究コンセプト、研究テーマ）、研究体制につい

て紹介、さらにナノ・マイクロビジネス展、最終成果報告会、セミナー等での展示パネ

ル・発表資料を掲載し広報普及を図った。また、ホームページには研究員専用サイトも設

け、センサネットワークシステムの技術動向調査報告、各種事務手続きのマニュアルや通

達事項を掲載し、研究の効率化を図った。 

 

④-(2)-2 ブログによる情報発信 

組合員である一般財団法人マイクロマシンセンターが管理するブログニュース（MEMS

の波、http://gsnpj.blogspot.jp/）にプロジェクトの進捗状況や海外調査の内容を発信して、

本プロジェクトの広報・普及を図った。 

 

④-(2)-3 新聞・日経テクノロジーオンラインへの掲載 

プロジェクト概要および成果報告会の様子が掲載された。掲載先およびタイトルを以

下に示す。 

1)電波新聞：革新的センサー、NEDO が開発プロジェクト立ち上げ、（2011-10-13） 
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2)電波新聞：省エネを推進する革新的技術開発…GSN プロジェクト、（2012-1-5） 

3)日経テクノロジーオンライン：見えてきた「バンソウコウ・センサ」、1 枚 1000 円で

貼るだけ、（2013-7-5） 

4)日経テクノロジーオンライン：コンビニ改革、電力センサが増収ツールに、セブン-イ

レブンが語る次世代強い店づくり（1）、（2013-8-5） 

5)日経テクノロジーオンライン：コンビニ改革、コロッケ揚げる時間帯を変え売上高アッ

プ、セブン-イレブンが語る次世代強い店づくり（2）、（2013-8-8） 

6)日経テクノロジーオンライン：「1 億円のエネルギーで 40 億円の価値を生めるか」、

東電の節電基準電力会社が進める顧客向け省エネ・コンサルティングとは（上）（2013-

8-30） 

7)日経テクノロジーオンライン：「生産を減らさず電力ピークシフト」、東電がセンサで

実現電力会社が進める顧客向け省エネ・コンサルティングとは（下）、（2013-9-2） 

8) 日経テクノロジーオンライン：貼るだけ 1000 円センサ、実証から実用へ、グリーンセ

ンサ・ネットワーク・プロジェクトを詳説、（2013-9-19） 

9) 日経テクノロジーオンライン：太陽電池の“布”、暗い室内光でも発電、貼るだけセ

ンサ向け自立電源を解説、（2013-10-10） 

10) 日経テクノロジーオンライン：コンビニや工場をセンサーで見える化、国プロが最終

報告会、（2015-3-2） 

11) 日経テクノロジーオンライン：セブン-イレブン 2000 店でのセンサーネット活用例、

(2015-6-29) 

12) 日経テクノロジーオンライン：“貼るだけセンサー”で誰でも省エネ、(2015-7-7) 

13) 日経テクノロジーオンライン：ビル大空間の温度ムラを見える化、無線センサー、

(2015-7-15) 

14) 日経テクノロジーオンライン：電力計測で工場設備を最適稼動、東電が語る省エネの

次、(2015-7-29) 

15) 日経テクノロジーオンライン：電線に貼る電流センサー開発、太陽電池駆動も、

(2015-7-30) 

 

④-(2)-4 NEDO プレス発表 

プロジェクトの成果のプレス発表を「MEMS センサーネットワークによる 10％の省エ

ネ効果を実証」―グリーン MEMS センサーでスマート社会を実現へ―という内容で説明、 

映像によるスマートオフィスおよびスマートコンビ二の実証現場の様子、赤外線アレーセ

ンサの展示を行った。その結果、様々な Web ニュースでプレスの内容が紹介された。 
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